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はじめに 

 

 

本報告書は、平成２４年度に実施した、独立行政法人産業技術総合研究所（産総研）の研究ユ

ニットの活動の評価結果及び評価委員と研究ユニットとの意見交換等についてとりまとめたも

のである。 

 

産総研における研究ユニットの活動の評価は、平成１７年度からの第２期中期目標期間の移行時

に、以前のアウトプットに力点をおいた評価から、将来期待される産業・社会上の意義によるア

ウトカム創出の視点からの評価としている。 

また、平成２２年度からの第３期中期目標期間において、産総研では「２１世紀型課題の解決」

と「オープンイノベーションハブ機能の強化」を大きな柱に位置付けている。このため、上記の

アウトカムの視点からの評価を継続するとともに、技術・学術的視点に対して企業経験者等によ

る産業化の経営的視点等の評価委員を多くするなどの外部評価委員の評価の強化を図り、また外

部連携等のイノベーション推進への取り組みの評価の比重を大きくするなどの見直しを行って

いる。 

 

本年度は２１の全研究部門と９研究センターについて評価委員会を実施した。評価委員会は研究

ユニット毎に隔年度に実施しており、これらの研究ユニットが前回実施した平成２２年度は、第３

期の最初の年度でありロードマップ等の計画を中心に評価を行っている。これに対して、本年度

はその後の２年間の進捗状況を含む評価を行った。 

本年度における評価の見直しとして、新たな知識の発見・解明とともに、新たな概念や技術体

系の構築等、既存の知識の融合・適用を主体とする研究開発も同様に評価することを明確にして、

産総研のミッションにより一層対応する評価とした。これは、産総研における研究開発の進展及

びオープンイノベーションハブ機能の強化がすすむなかで、多様な取り組みが行われていること

に対応したものである。 
また、評価委員会においては、各評価項目の説明に対する評価委員からの質疑応答の時間、及

び総合討論や委員討議の時間を従来よりも長く確保することなどにより、それらの充実を図った。 
 
本年度評価委員会を開催しない研究ユニットについては、本年度発足の１つの研究センターに

ついて開始時意見交換会を、１０研究センターでは評価委員と研究ユニットとの意見交換を行っ

た。これらにより、評価委員の評価対象の理解を深め評価の信頼性向上を図るとともに、評価委

員からの助言を得る機会としてその充実を図った。 

 

本報告書は、これらについてまとめたものであり、本研究所の今後の研究活動や運営に活かさ

れ、ひいては産業や社会のイノベーションに寄与することを期待する。 

 

平成２５年４月 

独立行政法人 産業技術総合研究所 評価部 
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第１章 平成２４年度研究ユニット評価報告書の概要 

 
 

 本報告書では、平成２４年度に実施した研究ユニットの活動の評価について報告する。 
研究ユニット評価委員会は各研究ユニットにおいて隔年で開催しており、今年度は２１研究部

門と９研究センターを対象に実施した。そのほかの研究ユニットについては、今年度発足の１研

究センターについて開始時意見交換会を、１０研究センターで多様な形式による評価委員との意

見交換を行った。 
 

 本報告書では、評価等の実施方法、評価結果とその概評についてまとめるとともに、評価コメ

ントや評点の分析結果等を示す。また、評価委員の名簿等の資料を別紙に示す。 
各章の概要は以下のとおりである。 

 
 第２章では、研究ユニットの評価について、その趣旨とともに、第３期における評価の主な改

善事項と平成２４年度における評価委員の構成、評価項目、評価の方法等の概要を示す。 
 評価委員の構成は、第３期の平成２２年度から研究ユニット毎に外部評価委員が４～７名程度で

あり、産総研の職員の内部評価委員は２名で首席評価役が担当している。また、外部評価委員は、

主に産業化のための経営的視点及び社会的視点の評価委員の割合を６割程度にして、技術・学術的

な視点の評価委員を４割程度にしている。 
 評価項目は、「研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ」、「ユニット戦略課題毎のロード

マップ・アウトプット」、「イノベーション推進への取り組み」及び「研究ユニット運営への取り

組み」である。これらのうち、「ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット」は、研究ユ

ニットに設定されている１～７程度のユニット戦略課題毎に評価を行う。 
これらについて、研究ユニットは事前に評価資料を作成するとともに、評価委員会において説

明のプレゼンテーション及び評価委員との質疑応答を行う。これらをもとに、評価委員は評価コ

メント及び評点を付すこととしている。 
 
 第３章では、上記の方法で実施した評価の結果を示す。 
 研究ユニット毎の評価結果では、研究ユニットのミッションと第３期中期計画の担当項目とと

もに、評価項目毎の評価コメント及び評点をとりまとめて示す。第３期では新たに「今後の方向

性と助言」のコメントを得ており、その内容を含めて示している。 
また、ユニット戦略課題の評価結果について、それぞれ対応している中期計画項目毎に並べて

整理した結果を示す。 
 
 第４章では、前章における研究ユニット毎の評価結果をもとに、全体概評、分野別概評、大分

類等毎の評点分布と主な評価結果及び｢主な成果例｣についてまとめる。 
 全体概評では、本評価の要点とその評価項目毎の評価結果の主要な内容及び助言として指摘さ

れている今後の主要な課題と方向性についてまとめる。 
分野別概評では、産総研の６研究分野（環境・エネルギー分野、ライフサイエンス分野、情報通

信・エレクトロニクス分野、ナノテクノロジー・材料・製造分野、計測・計量標準分野、地質分野）

毎に、分野及び研究ユニットの概評を示す。 
次に、評価結果における研究ユニットの研究開発と中期計画項目との対応関係、及びこれらの

ユニット戦略課題毎の評点から求めた中期計画の大分類等毎の評点の頻度分布を示す。 
さらに、この大分類等毎の主な評価結果を示す。 
また、｢主な成果例｣について、中期計画の大分類等毎に示す。 

 
 第５章では、本評価の事例紹介、評価コメントと評点の分析結果、前回評価結果等の指摘事項
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への対応及び評価システム等に対するコメントについてまとめる。 
 ５‐１に、事例紹介として、本年度は「イノベーション推進への取り組み」をとりあげ、その事

例を示す。 
 ５‐２に、評価コメントについて、「研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ」、「ユニット戦

略課題毎のロードマップ・アウトプット」、「イノベーション推進への取り組み」、「ユニット運営

の取り組み」の評価項目毎に、「評価できる点」、「問題点、改善すべき点」及び「今後の方向性

と助言」の各欄の内容の構成と代表的な指摘例を整理して示す。 
 ５‐３に、評点の統計値等の分析結果について、平成２２、２３年度とあわせて、研究部門と研究

センター・研究ラボとに区分した結果を示す。 
５‐４には、研究ユニットにおいて前回の研究ユニット評価の結果等で指摘された事項の対応に

ついて、評価資料の記載内容を整理して示す。 
 ５‐５に、評価システムについて外部評価委員から寄せられたコメントの内容についてまとめる。 
 
 別紙には、別紙１～別紙４に、研究ユニットの一覧表と今年度における研究ユニット評価等の

実施内容、外部評価委員の名簿、内部評価委員の担当一覧、及び研究ユニット評価の開催日程を

示す。 
 別紙５に、各研究ユニットの人員及び予算等の資源配分表を示す。 
 別紙６～別紙１１に、本研究ユニット評価の実施に関する、産総研の要領等の規定、及び研究ユ

ニット評価の実施要領と資料作成要領並びに評価用紙をあわせて示す。 
 別紙１２には、外部評価委員から寄せられた評価システムに対するコメントとそれに対する回

答を示す。 
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第２章 研究ユニット評価システムの概要 

 

 

２‐１ 評価の趣旨・目的 
 

産総研は発足以来、基礎的研究の成果を民間企業が行う製品化につなぐため、本格研究（注１）

を推進してきた。平成２２年度からの第３期中期目標期間はこれまでの実績をさらに発展させ、「持

続的発展可能な社会」の実現に向けて、「２１世紀型課題の解決」「オープンイノベーションハブ

機能の強化」を柱に取り組んでいる。このミッションの実現のための中核となる各研究ユニット

は、社会・経済的価値の創出をもたらす成果を着実に挙げることが求められている。 

第３期の研究ユニット評価では、イノベーションの創出に資することを重視した「アウトカム

の視点からの評価」（注２）を継続し、研究遂行の計画の妥当性、得られた成果の適切性、イノベー

ション推進への取り組みの外部貢献及び研究ユニットの運営について、評価を実施する。研究ユ

ニット評価は、以下の３つを主な目的としている。 

 

・ 研究ユニットの研究活動の活性化・効率化を図る。 

・ 評価結果を産総研の経営判断に活用する。 

・ 産総研の活動を公開し、透明性の確保と国民の理解を得る。 

 

２‐２ 第３期中期目標期間における研究ユニット評価 
 

２‐２‐１ 評価の主な改善事項 

第３期における研究ユニット評価では第２期に導入した「アウトカムの視点からの評価」を維

持するとともに、「外部評価委員の評価の強化」、「イノベーション推進への取り組みの評価の強

化」、「評価の負担の軽減」等の改善によって、研究ユニット評価の実効性、効率性を向上させる

ことを目指している。 

（１） 従来２つあった評価委員会（成果評価と中間・最終評価）を研究ユニット評価に一本化し、

外部評価委員を増やした。また外部評価委員の委員構成を見直すとともに、外部評価委員に

対する評点配分を高め（外部評価委員：内部評価委員＝７：３（従来は６：４））、外部の評価を強

化する改善を進めた。 

（２） アウトカムの視点からの評価を維持するとともに、新たに「イノベーション推進への取り

組み」状況とその効果を評価項目として加えた。 

（３） 評価項目の整理と整合化、評価資料の簡素化及び評価情報の共有を図り、評価に係わる研

究ユニット及び評価委員の負担の軽減を図った。また研究現場見学会開催の推奨、事前説明

等の充実により、評価者が評価対象を把握・理解する機会を拡大し、評価の信頼性の向上を図

った。 

 

２‐２‐２ 研究ユニット評価の実施時期 

研究ユニット評価は、隔年を原則とし、研究部門ではその評価の継続性から第３期開始年度か

ら奇数年度（１、３、５年目）、研究センター及び研究ラボは設立後の偶数年度（２、４、６年目）

に実施する。また、研究ユニット設立の経緯も踏まえ柔軟な実施スケジュールとする。（なお、

平成２０年度以前に開始した研究ユニットについては、従来、設立後の奇数年度に実施していた

が、それを継続する）。研究ユニット評価を実施しない年度には、評価委員との「意見交換」あ

るいは「開始時意見交換会」を実施し、前述の研究現場見学会等と併せて、研究ユニット評価の

信頼性の向上を図る。 
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２‐３ 平成２４年度研究ユニット評価の実施概要 
 

２‐３‐１ 実施対象研究ユニット 

平成２４年度の研究ユニット評価委員会の実施対象研究ユニットは、以下のとおりである。 

 

・ 研究部門（２１） 

ユビキタスエネルギー研究部門 

環境管理技術研究部門 

環境化学技術研究部門 

エネルギー技術研究部門 

安全科学研究部門 

健康工学研究部門 

生物プロセス研究部門 

バイオメディカル研究部門 

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 

知能システム研究部門 

情報技術研究部門 

ナノエレクトロニクス研究部門 

電子光技術研究部門 

セキュアシステム研究部門 

先進製造プロセス研究部門 

サステナブルマテリアル研究部門 

ナノシステム研究部門 

計測標準研究部門 

計測フロンティア研究部門 

地圏資源環境研究部門 

地質情報研究部門 

 

・ 研究センター（９） 

水素材料先端科学研究センター 

メタンハイドレート研究センター 

太陽光発電工学研究センター 

バイオメディシナル情報研究センター 

ネットワークフォトニクス研究センター 

サービス工学研究センター 

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 

ナノチューブ応用研究センター 

活断層・地震研究センター 

 

・ 研究ラボ（０） 

 

 

２‐３‐２ 評価の対象期間 

評価の対象期間は、原則として当該年度及びその前年度の２年間（平成２３年度と平成２４年度）

であり、実績のデータ（特許、論文等）については平成２４年９月３０日までの過去２年間である。

なお、水素材料先端科学研究センター、バイオメディシナル情報研究センター及びナノチューブ

応用研究センターについては、平成２４年度末設置期限の予定で設立されており、評価委員会を６

月及び７月に開催した。 
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２‐３‐３ 評価委員の構成 

研究ユニット評価委員会は外部評価委員と内部評価委員とで構成する。外部評価委員は、当該

研究分野に対する俯瞰的視点を有していることに加えて、当該研究ユニットのユニット戦略課題

（注３）に対して、高い見識を有する、①技術・学術的な視点、②産業化の経営的な視点、③社会

的な視点の評価委員から構成する。人数は研究ユニット毎に４〜７名程度である。内部評価委員

は２名で、首席評価役が担当した。 

外部評価委員の選出は評価部内に選定委員会を設けて行った。外部評価委員については、第３

期から、その強化を図るため人数を増やすとともに、産業化の経営的視点及び社会的視点の評価

委員の割合を６割程度以上にしている。 

 

２‐３‐４ 評価項目 

「研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ」（注４）、「ユニット戦略課題毎のロードマップ・

アウトプット」、「イノベーション推進への取り組み」、「研究ユニット運営の取り組み」の４項目

である。 

（１） 研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

研究ユニットの研究開発の計画全体を対象に、中期計画における目標の達成及び中長期的な展

開等の妥当性について評価する。 

（主要な評価事項） 

・ 中期計画における目標とその達成に関する計画・進捗（中期目標期間のはじめの時期は計画

を対象にし、その後進捗を含める） 

・ 中長期的視点からの研究ユニットの目標（方針） 

・ 内外との連携及び国内外における優位性・特徴 

・ 研究ユニット全体の計画におけるユニット戦略課題の相互関係と展開 

 

（２） ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

ユニット戦略課題毎に以下の項目について評価する。 

１） ロードマップ 

中期計画における目標、アウトカムとその実現に向けたロードマップの妥当性等について評

価する。 

（主要な評価事項） 

・ アウトカムの的確性 

・ アウトカムへの道筋（研究開発の内容や連携等の方策）及びマイルストーン（注４）の設定

の妥当性 

・ 必要な技術要素の把握の妥当性 

・ 他機関との優位性等の比較（ベンチマーク（注４））の妥当性 

 

２） アウトプット（成果） 

アウトプットのアウトカム実現への寄与とその世界水準を基準とする質の高さ等について

評価する。なお、政策ニーズ対応研究や知的基盤研究にあっては、長期的政策推進計画や国の

整備計画等との整合性も考慮して評価する。 

（主要な評価事項） 

・ アウトカム実現への寄与 

・ 世界水準を基準とする質 

・ これまでのロードマップに示されていない顕著な成果（過去の研究開発によるアウトカムの

実績を含む） 

 

（３） イノベーション推進への取り組み 

成果の発信やイノベーションハブによる国、社会への貢献等に向けた取り組みとその効果につ
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いて評価する。 

（主要な評価事項） 

・ 成果の発信や研究ポテンシャルによる、国、社会、産業界、学界、及び国際、知的基盤等へ

の貢献の取り組みとその効果 

・ 産業人材育成を含む、産学官連携、地域連携等のイノベーションハブとしての取り組みとそ

の効果 

 

（４） 研究ユニット運営の取り組み 

研究ユニット運営における活動の活性化とポテンシャル向上への取り組みとその効果等につ

いて評価する。 

（主要な評価事項） 

・ 所内連携や分野融合 

・ 資金獲得・効率的活用 

・ 組織運営や体制の整備 

・ 内部人材育成 

・ 挑戦課題の推進 

 

なお、評価にあたっては、研究ユニットの種類（研究部門・センター・ラボ）（注５）、研究の性

格（先端・政策ニーズ対応・知的基盤）（注６）及び中期目標期間に対する評価の実施時期の違いも

十分に考慮する。 

 

２‐３‐５ 評価の方法、提出資料 

以下の資料を評価委員会へ提出する。 

（１） 評価資料 

研究ユニットは研究ユニット評価資料作成要領（別紙１０）に従って、評価項目に対する資料

を研究ユニット評価委員会が開催される 1 ヶ月前までに、電子ファイルで評価部に提出し、評価

部が評価委員会の開催前に評価委員に送付する。 

 

（２） プレゼンテーション資料 

当日のプレゼンテーションにおいて、評価資料の主要な項目に関する説明を行う際の資料であ

る。 

 

２‐３‐６ 評価結果の記入（評価コメントと評点） 

外部評価委員は「ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット」及び「イノベーション

推進への取り組み」について、コメントとともに、評点を付す。そのほかの評価項目に対するコ

メントも可能な限り記す。 

内部評価委員は、「研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ」について「ユニット戦略課題

毎のロードマップ・アウトプット」も考慮して評点を付し、コメントを記す。また、「イノベーショ

ン推進への取り組み」及び「研究ユニット運営の取り組み」についても評点を付し、コメントを

記す。「ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット」については、コメントを記す。 

（１） 評価コメント 

評価コメントは、評価の根拠のコメントのほかに、今後の方向性と助言を記述する。 

 

（２） 評点 

評点は、以下を基本とする。 

Ａ（優れている、４点） 

Ｂ（概ね適切、３点） 

Ｃ（要改善、２点） 

Ｄ（不適切、１点） 
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なお、特記的に優れているものについてはＡＡ（５点）とすることができる。また、それぞれの

評点の間を認め、例えばＡとＢの間の場合、Ａ/Ｂとする。 

 

（３） 総合点の算出 

表２‐３‐１における評点の重み付けにより、総合点を算出する。ユニット戦略課題については、

研究ユニットが設定した課題の重み（１又は２）を掛けて加重平均を取り、ユニット戦略課題の

総合点とする。 

表２‐３‐１ 評価項目と評価及び評点の重み付け 

評価項目 
外部評価委員 内部評価委員 

評価 評点重み付け 評価 評点重み付け

研究ユニット全体の 

シナリオ・ロードマップ 
評価コメント  評価コメント 評点（＊） ０．１ 

ユニット戦略課題毎の 

ロードマップ・アウトプット 
評価コメント 評点 ０．６ 評価コメント  

イノベーション推進 

への取り組み 
評価コメント 評点 ０．１ 評価コメント 評点 

０．２ 
研究ユニット運営 

の取り組み 
評価コメント  評価コメント 評点 

   ＊ ユニット戦略課題も考慮する 

 
２‐３‐７ 評価結果の取り扱いと活用 

評価委員のコメント、評点は、委員名を匿名化して研究ユニットに回付する。評価委員のコメ

ントに事実誤認があると研究ユニットが指摘し、評価部が必要と認めた場合、その指摘を評価委

員に回付する。評価委員はこれを参考にしてコメントあるいは評点を修正することができる。 

１） 研究ユニット運営への反映 

研究ユニットは、その活性化、効率化を目的として評価を研究活動や運営に活用する。また

評価での指摘事項については、研究ユニット評価を実施しない年度に行う評価委員との意見交

換や次回の研究ユニット評価委員会で対応状況を報告し、評価の実効性の向上に資する。 

２） 産総研経営判断への反映 

評価結果は予算ヒアリング等研究資源配分に参考資料として活用するとともに、研究ユニッ

トの組織見直しにかかわる研究ユニット活動総括・提言委員会での審議に基礎資料として活用

する。 

３） 評価結果の公開 

評価結果は、透明性の確保と国民の理解のため評価報告書として作成し公開する。 

 

２‐３‐８ 平成２４年度研究ユニット評価の主な改善事項 

平成２４年度研究ユニット評価における主な改善事項は以下のとおり。 

 

１） 既存の知識を含む融合・適用を主体とする研究開発を評価することを明確化 

「先端研究」の評価に、既存の知識の融合・適用を主体とする研究開発を含むことを明確

にし、その内容を評価用紙等に示すとともに評価委員会で説明した。 

 

２） 質疑等の時間を確保 

研究ユニット評価委員会の質疑の時間、及び総合討論や委員討議の時間を従来より長く確

保した。 

 

３） 関連する他研究ユニットの研究ユニット長等の出席による評価委員会の活用 

１１研究ユニットの評価委員会に、のべ１５の他研究ユニット、１９名の研究ユニット長等が

オブザーバー参加をした。 
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【注１】本格研究 

高度化・多様化、かつ急速に変化する社会経済ニーズに対応するためには個別の知識領域を

融合していく研究が重要である。産総研では、未知現象より新たな知識の発見・解明を目指す

研究を「第１種基礎研究」、経済・社会ニーズへ対応するために異なる分野の知識を幅広く選択、

融合・適用する研究を「第２種基礎研究」と位置付け、全ての研究ユニットは、研究テーマの設

定を未来社会像に至るシナリオの中で位置付け、シナリオから派生する具体的な研究課題に分

野の異なる研究者が幅広く参画できる総合的な体制を確立し、「第２種基礎研究」を軸に、「第

１種基礎研究」から「製品化研究」（単に「開発・実用化」とも言われる）にいたる連続的な研

究を「本格研究」として推進することを組織運営理念の中核に据えている 
 
 
【注２】「アウトカムの視点」からの評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２‐３‐１ アウトカムの視点からの研究ユニット評価の内容 

 

１） アウトカム 

研究開発の直接の成果（アウトプット）によりもたらされる社会・経済等への効果。成果の

科学技術的又は社会・経済的な価値が実現した状態。 

２） アウトカムの視点からの研究ユニット評価 

アウトカムの視点からの研究ユニット評価の枠組みを上図に示す。期待されるアウトカムに

向けてロードマップ、アウトプット、イノベーション推進への取り組み、及び研究ユニット運

営の取り組みが適切であるかどうかを評価する。 

 

【注３】ユニット戦略課題 

第３期においては、従来「重点課題」としていたものから、年度当初の予算配分に対応して

設定されたユニット戦略課題に変更している。 
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【注４】ロードマップ、マイルストーン、ベンチマーク 

・ ロードマップ：期待されるアウトカム、アウトカム実現のためのマイルストーン、技術要素、

及びベンチマーク等を、時間軸とともに具体的に示した研究遂行の計画図又はアウトカム実

現につながる構想図。 

・ マイルストーン：アウトカム実現に至るまでの目標となるステップの目安。 

・ ベンチマーク：アウトカム実現に至るために、競合する又は連携する世界のトップ機関の技

術ポテンシャルやパフォーマンス等との比較。 

 

【注５】研究ユニットの種類 

・ 研究部門：産総研ミッションと中長期戦略の実現に向け、研究ユニット長のシナリオ設定と

研究者の発意に基づく研究テーマ設定を基本とし、一定の継続性を持って研究を進める研究

ユニット。 

・ 研究センター：研究部門からの派生ないし社会からの要請に応じて、特定の課題を解決する

ための技術、知識を早期に産み出すことを主目的に、研究ユニット長の強いリーダーシップ

のもと、集中的かつ時限的に研究を進める研究ユニット。設置年限は３～７年間（継続は、原

則、禁止）。 

・ 研究ラボ：研究部門の新設や研究センター化等の展開を目指して、異分野融合性の高いテー

マ、行政ニーズ対応型のテーマ等について、機動的・時限的に研究を推進する研究ユニット。

設置年限は最長３年。 

 

【注６】研究の性格 

・ 先端研究：国際的な産業競争力強化、新産業の創出に向けて、幅広いスペクトルでの探索と

分野融合によるイノベーションを推進する研究。 

新たな知識の発見・解明とともに、新たな概念や技術体系の構築等、既存の知識を含めた融

合・適用を主体とする研究開発を含む。 

・ 政策ニーズ対応研究：行政ニーズに対応して、又は、将来の行政ニーズを予見して実施する

必要のある政策推進のための研究。 

・ 知的基盤研究：国自らが高い技術的裏付けを有し、一元的・一体的にその整備を進めていくこ

とが要求されており、産総研が責任をもって実施すべき研究。 
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２‐４ 平成２４年度研究ユニット評価委員意見交換の実施概要 
 
２‐４‐１ 実施の目的と方法・形式 

本年度研究ユニット評価委員会を開催しない研究ユニットは、評価委員の評価対象を把握・理

解する機会の拡大を図るとともに研究ユニット評価を補完し、評価の信頼性を向上させる事を目

的として、評価委員との「意見交換」、「開始時意見交換会」を実施する。 

・ 開始時意見交換会 
ミッションや研究開発計画等について、評価委員の理解を助け、助言を受けることを主旨

として、新設の研究センター及び研究ラボの発足の１年以内に実施する。 
対象研究ユニットは、①研究ユニットのミッション（設立の趣旨等）、②研究開発の全体

計画の概要、③個別の研究開発の計画、④外部との連携の構想、⑤研究ユニットの体制、を

含むプレゼンテーションを行う。その質疑等を行い、評価委員は文書によるコメントを提出

するが、評点はつけない。 
 

・ 評価委員意見交換 
評価委員が評価対象の把握・理解を深めることを主旨として、研究ユニットが主体となっ

て、研究ユニット評価委員会を開催しない年度に実施する。 
研究ユニットは、①研究現場見学会、パネル展示・説明会、意見交換会、②オープンラボ・

ユニット主催シンポジウム等の機会における意見交換、③個別訪問による意見交換、の形式

から選択して実施する。 
 
２‐４‐２ 実施対象研究ユニット 

平成２４年度の研究ユニット評価委員意見交換の実施対象研究ユニットと実施形式は、以下の

とおりである。 

 

・ 開始時意見交換会 

バイオマスリファイナリー研究センター 

 
・ 評価委員意見交換 

新燃料自動車技術研究センター（委員会） 

コンパクト化学システム研究センター（個別訪問） 

先進パワーエレクトロニクス研究センター（シンポジウム） 

糖鎖医工学研究センター（委員会） 

生命情報工学研究センター（シンポジウム） 

幹細胞工学研究センター（委員会） 

デジタルヒューマン工学研究センター（委員会） 

ナノスピントロニクス研究センター（委員会、見学会） 

集積マイクロシステム研究センター（シンポジウム） 

生産計測技術研究センター（委員会、見学会） 

 

 
注）見学会：研究現場見学会及びパネル展示・説明会による意見交換 
 委員会：意見交換会（委員会形式による意見交換） 
 シンポジウム：オープンラボ・ユニット主催シンポジウム等の機会における意見交換 
 個別訪問：個別訪問による意見交換 
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第３章 評価結果 
 
 

３‐１ 研究ユニット評価結果 
 
平成２４年度研究ユニット評価の結果を示す。 
 
＊ 評点一覧の記述中、評価項目は以下の省略名にて表記した。 

研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ：ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

研究ユニット運営の取り組み：ユニット運営の取り組み 

 

＊ 評点は以下の計算式により算出した。 

総合評点（総合点）=「研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ」×０．１＋「ユニット

戦略課題の総合点」×０．６＋「イノベーション推進への取り組み、外部評価委員」×０．１＋

「イノベーション推進への取り組み、内部評価委員」×０．０５＋「研究ユニット運営の取り

組み」×０．１５ 

 

＊ ユニット戦略課題の総合点は、各研究ユニットが設定した課題毎の重み（１又は２）を掛けた加重平均 

 

 
  

- 11 -



第３章 
 

‐12 ‐ 

３‐１‐１ ユビキタスエネルギー研究部門 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

 家電や自動車などエネルギー需要者側におけるエネルギー消費の削減を目指し、蓄電池、燃料電池など

の新しい小型・移動型電源技術の研究開発を行うとともに、照明をはじめとする家電製品での省エネ・省資

源化に資するため、材料基礎からシステム化まで通した研究に取り組む。また、新たなイノベーションシ

ステム構築を目指し、関西地域での家電・電池産業及び技術系有力大学の集積を背景に、ナショナルプロジ

ェクトや研究コンソーシアム等を通したオープンイノベーションのハブ（研究・連携拠点）としての役割を

果たす。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-２-（１）-①「次世代自動車用高エネルギー密度蓄電デバイスの開発」（Ⅳ-１-（１）-④へ一部再掲） 

・ Ⅰ-２-（２）-②「燃料電池による高効率エネルギー利用技術の開発」 

・ Ⅰ-２-（２）-④「省エネルギー型建築部材及び家電部材の開発」 

・ Ⅰ-２-（３）-②「ディスプレイ及び入出力機器の省エネルギー化」 

・ Ⅰ-４-（１）-①「ソフトマテリアルを基にした省エネルギー型機能性部材の開発」（Ⅲ-２-（１）-①へ再掲） 

・ Ⅲ-１-（１）-②「情報入出力機器のフレキシブル、小型化のためのデバイスの研究開発」 

・ Ⅳ-１-（１）-④「蓄電池構成材料の評価及び解析技術の開発」（Ⅰ-２-（１）-①を一部再掲） 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

 短期的には、リチウムイオン電池、固体高分子形燃料電池、蛍光ランプ・ＬＥＤの分野でのアウトプット

を目指す。中長期的には、ポストリチウムイオン電池技術、ダイレクト燃料電池技術、自然光の高度利用

技術の研究展開を目指す。アウトカムの導出、イノベーションへの展開においては、産業、大学との連携

が不可欠との認識で、特に電池産業、家電産業、素材産業、自動車産業等との連携を重視して社会展開を

図ることとしている。 

関西の産官学の特徴を考慮した連携体制を構築し、その中心的役割を担いながら、エネルギー関連研究

を推進している。蓄電池をはじめ社会ニーズの高い技術を開発するための技術ポテンシャルと人材を有し、

得られた研究成果は、歴史的な活動継続性もあいまって、世界的にも揺るぎない優位性を持つものと評価

できる。また、技術研究組合の拠点や大学などとの連携拠点としての活動は、オープンイノベーションの

ハブとして極めて有効で、これらの特徴を活かしてイノベーション創生につながる研究を展開している。

関西地域に産業集積度の高い家電・蓄電池分野はアジア各国からの追い上げが厳しく、地域産業の競争力を

今後とも維持してゆくために、本研究ユニットの貢献は高いものと認められる。 

一方、公開すべき成果と国家的観点で知財保護すべき成果の見極めの厳格化等、知財に対する考え方の

整理が必要である。これは特に、リチウムイオン電池関係のような国際的競争が激化してきている分野に

顕著である。 

今後は、これまで以上に産学官連携の中核となるべきであり、そのためにも、現在行われているオープ

ンイノベーション構想を軸に、強い信頼を産学から得て、発展してゆくことが期待される。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］高エネルギー密度蓄電デバイスの研究 

 運輸部門の石油依存度及びＣＯ２排出量の大幅な低減とエネルギー効率の格段の向上を実現する次世代自

動車普及の鍵となる蓄電池に関して安全かつ低コストの高エネルギー密度電池材料の開発を目指している。

また、実用化のための性能及び耐久性に係る評価技術の開発を産学官連携プロジェクトへの参画を通して

実施している。 

基礎から応用に至るまで、新規材料の探索、性能の向上、次世代に向けた蓄電池構想、緻密な基礎研究

等、世界最高水準の研究を展開しており、数多くの論文発表、特許出願（海外出願）、招待講演を行い、世

界をリードする質の高いアクティビティーを維持していることは高く評価できる。具体的には、ナノ材料

科学などの現象解析的取り組みにより、電池診断技術等、基盤技術と実用化を下支えし、現行タイプＬＩＢ

の高密度化（高容量化）、高信頼性化に加え、空気電池やイオウ系正極材料など萌芽的次世代技術の取り組

み等、社会の要請に対応した、戦略的でかつバランスの良い研究を実施している。地域連携への貢献の一

環としての諸活動も、非常に活発で、かつ有意義に機能している。 

 一方、電極材料、電解質材料等の要素技術の取り組みに加えて、全電池として集約した形を世にアピー
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ルできるような取り組みが必要と思われる。また、知的財産については、研究者の情報発信、成果報告に

対するモチベーションを失わないような配慮もした上で、基礎研究に関する研究成果情報等の管理を再考

する必要がある。また、解析から得られた結果をうまく知財化する取り組みが不十分である。 

今後は、車載用の蓄電デバイスだけでなく、他のテーマと融合して、定置用や社会インフラ用の高性能

大型蓄電デバイスについても取り組むことが望ましい。また、引き続き、民間企業、特に中小の企業でも

次世代電池技術開発に参入しやすいような環境の整備を進めることも必要と思われる。 

 

［ユニット戦略課題２］固体高分子形燃料電池の研究 

 家庭での省エネルギー化推進を目指して固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）コジェネレーションシステム

のより一層の普及のために、燃料電池の大幅な低コスト化と高耐久性の両立を図る技術として、白金の使

用低減及び電池劣化の抑制に資する技術研究を行っている。また、水素以外の燃料を直接電気に変換する

ダイレクト燃料電池の研究を通して、新たな燃料電池系の探索を進めている。 

 ＰＥＦＣの低コスト化・高耐久性化に向け、カソードにおいては酸化チタン系担体を用いた触媒の改良、ア

ノードにおいては錯体系耐ＣＯ触媒の開発等の要素技術の開発を推進し、着実な成果を挙げていることは評

価できる。さらにエネファームの成果に続き、エタノール、ヒドラジン誘導体、アルカリ形燃料電池など

次世代のダイレクト燃料電池を多面的に模索して、新たなフィールドを開拓していることも評価できる。 

 一方、中長期的視点に立った研究開発戦略は必ずしも明確でない。現在の研究開発はそれぞれ有用では

あるものの、将来の大きな流れを作る研究というよりも、既存技術の改良という面が強い。ＰＥＦＣに関連

する技術課題の障壁のブレークスルーは容易ではないので、これまでの常識を超える思い切ったチャレン

ジやアイデアの創出が必要であり、また、ＰＥＦＣ技術開発の多くを占める自動車会社との課題の共有化や

より密接な連携についても模索する必要がある。 

 今後も、これまで通り非常に高いレベルの研究を進めるとともに、ダイレクト燃料電池では、本研究ユ

ニット主導のモデルを提示し、国家的方針形成の中軸を目指す必要がある。また、燃料電池にこだわらず

に、大型電力貯蔵を目指した高温動作の溶融塩電池など、原発事故やＮＡＳ電池の火災事故を踏まえたニー

ズの変化に配慮した方向性の転換の検討も必要である。 

 

［ユニット戦略課題３］省エネルギー型家電部材の開発 

 省エネルギー化を目指した照明材料としての希土類蛍光ランプで使用されるＴｂ（テルビウム）、Ｅｕ（ユ

ウロピウム）の使用量の低減と、ランプの光利用効率の向上の技術開発、及び照明、電池、情報家電など

の用途を目指した省エネ型家電部材の材料合成、デバイスへのプロセッシング、特性計測評価技術に資す

る研究を実施している。 

時間軸と社会情勢の変化を意識した多面的研究展開を行っており、長期的取り組みとして、「未利用太陽

光利用技術」に焦点を当てて取り組んでいる点は適切と評価できる。具体的には、レアアースである蛍光

体のＴｂ、Ｅｕ低減技術の開発や廃蛍光体の磁化率による分離回収技術の開発、また、樹脂フィルムをモール

ドに用いた低コスト化技術の確立による、太陽電池パネルにも応用可能なガラスへのナノインプリント技

術の開発等の成果が挙げられている。 

一方、「未利用太陽光利用技術」以外では、この１～２年で成果が期待できる短期的なテーマが多く、こ

れらを引き継ぐ長期的なロードマップが未完成であり、産業界へ技術移転を実現するための定量的で明確

な技術目標の設定が必要である。 

今後は、廃蛍光体の分離技術の検証では、パイロットプラントから事業化スケールを視野に入れた規模

に展開することが重要と思われる。また、「未利用太陽光利用技術」は１０年以上先を目指す研究であり、

保有技術にあまり拘らず、これから人材を集め育成し技術的蓄積を進めるという方向性が適当と思われる。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

 技術研究組合ＬＩＢＴＥＣやオープンイノベーションの取り組みは非常に有意義であり評価できる。特にＬＩ

ＢＴＥＣとの連携は大変重要であり、中心メンバーとして活動するなどハブ機能を発揮しており、非常に良

い状況にあるものと認められる。また企業のニーズや意見を把握するため、各企業を廻ってニーズを聞く

など、懸命な努力がなされている。学会への貢献、標準化への貢献、必要な研究人材の育成に努め、産業

の基盤づくりに貢献している。オピニオンリーダとしての国や国内企業への貢献も十分である。 

 一方、実際に取り組んでいるレベルは高いものの、それが世の中に十分に認知されていない。研究成果

はもちろんのこと、学会活動や技術研究組合活動等での十分な貢献があるので、国際的アピールという面

も含めて、情報発信をもっと積極的に行う必要がある。 

 今後も、産学官連携の中心的存在としての活躍を期待したい。情報発信に関しては、研究グループ毎に
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目標化するなど、さらなる積極的な広報活動に取り組むことが望ましい。また、共同研究のコンソーシア

ム化等の連携に関しては、個々の研究者任せにせず、機関として積極的に取り組むことができるシステム

の構築に期待する。また、強力な技術開発力や関連産業の集約力、海外との関係の広さを活用して、国家

戦略提言などへの積極的かつ継続的な働きかけや、海外各国の技術情報や政策の紹介等の場の提供に期待

する。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

予算面では、運営費交付金が徐々に減少していく中、資金獲得先を多様化させるように指導し、各研究

グループの予算確保に努めているものと認められる。人材育成に関しては、従来から関西地区の有力大学、

有力企業とのアライアンスには積極的であり、そのような活動を通じて人材を育成しているものと認めら

れる。また、基礎・基盤研究者と応用開発研究者とを一つのグループに入れることにより、技術的に深みの

ある、第一級の研究開発を推進できる体制づくりをするとともに、技術の伝承を重視したアットホームな

研究ユニット運営を実施しており、評価できる。研究テーマを先導的産業技術の育成（αミッション）、産

業基盤技術の提供（βミッション）、コア・コンピタンスの強化（γミッション）に分類し、進捗・成果を管

理していることは有効な取り組みと認められる。 

 一方、高い研究レベルを有することを踏まえ、知財保護の考え方と取り扱い方の再検討が必要である。

ユニット戦略課題間で論文や知財による成果発信の姿勢に差異が見られるので、バランスのとれたサポー

ト体制が必要と思われる。特に、若手人材の育成では、論文と知財のバランスの点に配慮した指導が必要

である。 

今後は、大きなリソース獲得が困難な国内経済状況を踏まえ、大学・企業とのリソース融通や相互の効果

的運用や、積極的な交流により海外の大学の研究者を国内へ定着させることを推進する方向性が有効と思

われる。また、一部のテーマについてはやや縮小気味であり、人やテーマのシフトも含めて、中長期テー

マの増強と技術の融合の検討が必要と思われる。 

 

５．評点一覧 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ 評点

ユニット戦略課題１ 高エネルギー密度蓄電デバイスの研究 ２ ＡＡ/Ａ Ａ ＡＡ/Ａ ＡＡ/Ａ Ａ ＡＡ/Ａ ４．３

ユニット戦略課題２ 固体高分子形燃料電池の研究 １ Ａ Ａ/Ｂ Ａ Ａ Ａ/Ｂ Ａ ３．８

ユニット戦略課題３ 省エネルギー型家電部材の開発 １ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ Ａ ３．５

戦略課題総合点 ４．０

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ ＡＡ/Ａ Ａ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ ３．９

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ/Ｂ Ａ ３．８

イノベーション推進への取り組み Ａ ＡＡ/Ａ ４．３

ユニット運営の取り組み Ｂ Ａ/Ｂ ３．３

総合評点 ３．９
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３‐１‐２ 環境管理技術研究部門 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

持続的発展可能な社会の実現に向け、経済産業の発展と安全・安心な環境を両立させるため、産業起源の

環境負荷の管理・低減・再資源化及び快適環境の構築に関する科学技術研究開発を行い、環境技術産業の振

興・創出を図るとともに環境関連政策の立案・実効へ貢献する。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-３-（３）-②「レアメタル等金属や化成品の有効利用、リサイクル、代替技術の開発」 

・ Ⅰ-５-（５）-①「環境負荷低減を目指した浄化技術の開発」 

・ Ⅰ-５-（５）-②「自然浄化能の強化による環境修復技術の開発」 

・ Ⅰ-６-（３）-①「先端科学技術のイノベーションを支える安全性評価手法」 

・ Ⅰ-６-（６）-①「環境負荷物質及び環境浄化能の計測手法の開発」 

・ Ⅰ-６-（６）-②「産業活動の環境影響評価」 

・ Ⅰ-６-（６）-③「二酸化炭素貯留技術の環境影響評価」（別表２-２-（１）-②より一部再掲） 

・ Ⅰ-６-（６）-④「生態系による二酸化炭素固定能評価」 

・ 別表２-１-（３）-①「衛星画像情報及び地質情報の統合化データベースの整備」（Ⅳ-２-（２）-①へ再掲） 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

研究ユニット全体の目標である「環境・資源制約を克服した産業・社会の実現のための技術革新」を達成

するため、４つのユニット戦略課題、「有害化学物質リスク削減技術」、「リサイクル技術」、「地球温暖化解

明・対策評価技術」、「環境診断技術」を立てて、リスク削減とリサイクルの両方に役立つ技術など、産業界・

社会が受入れやすい技術開発を目指している。 

環境問題の解決に関わる４つのユニット戦略課題を定め、環境診断、化学物質リスク削減、リサイクル、

温暖化対策のそれぞれについて、様々な個別研究テーマを適切にオーガナイズしている事や、産総研内の

他研究分野との連携が積極的に行われ、また産総研外でも、環境省の国立環境研究所や文科省の物質・材料

研究機構などとも協力して研究を進めていること、さらに戦略メタル国内資源循環プロジェクトのように

企業、自治体、大学とのパイプを太くし研究拠点化を目指し、国内資源循環の研究をリードしている点な

どが評価できる。また、国際標準化への取り組みもアウトカムの一形態として高く評価する。 

一方、民間企業や公設研などとの人材交流が十分とは言えず、担当者が現場の状況を把握するなど、現

場の課題に取り組んでいる公設研との連携を進める必要がある。また、両端の高みを目指すという方針自

体は良いが、設定されているテーマが多く、重要なテーマに絞ることの検討も必要である。 

今後、スマートウォータープロジェクトや戦略メタルプロジェクトなど、本研究部門が深くかかわるプ

ロジェクト研究での成果を期待するとともに、ＪＩＳ、ＩＳＯへの活動をさらに進めることを期待したい。二酸

化炭素の回収・貯蔵(ＣＣＳ)関連も横断的なモニタリング技術でＩＳＯ化を推進するとともに、学術的に価値の

高い研究と産業として価値の高い技術開発のバランスを取った研究の進展に期待する。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］環境診断技術の開発 

安全・安心な社会、循環型社会、低炭素型社会実現のための基礎をなす知的基盤技術として位置付けて

おり、最先端の科学的知見の獲得や最高水準の環境計測・解析技術の開発及び標準化を目指している。 

独自原理のＤＮＡチップ、新たな展開を見せる水晶振動子センサー、深紫外光照射による微量金属分析法、

高機能発光酵素、ｉＰＳ細胞センサーなど、独創性の高い多様な先端研究が多数進められており評価できる。

特に、有害物質の迅速検出法において、人工有機フッ素化合物（ＰＦＯＳ類）の高感度分析法を開発し、特

許出願に至った事は高く評価できる。この他にもナノ粒子のリスク評価も着実に進展しており、オンサイ

トモニタリング技術について、全有機炭素分析と重金属の測定に画期的な技術開発を行った事なども評価

できる。 

一方、テーマが多く、それぞれの研究について世界の中での位置付けや、アウトカムへの道筋における

位置付けが明確に示されていない。有害物質センサーの開発は、現場での測定が重要で、水銀検知センサー

などは、ゴミ焼却炉などでトライしながら開発を行う必要がある。また、生体診断技術の着眼点は良いが、

実用化には長い年月が必要と予想され、コスト的にも大幅な削減が求められる。環境微生物の分析は基礎

研究としては興味深いが、目標は「迅速検出技術の開発」であるので、その目標達成に向かう方向性を示
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す必要がある。テーマの中には最終目標への到達度の観点から少し遠い課題もあり、どのような道筋で目

標に到達するか戦略を練り明確化することが重要である。 

今後はセンシングの対象範囲を土壌などにも広げ、知的基盤技術としての環境診断技術を、企業・工業

会などとの連携のもと幅広く国際規格として提案することも望まれる。アジア戦略としてのスマートウ

ォータープロジェクトなど、これまで培ってきた環境計測技術のさらなる展開と、情報分野との融合によ

る環境情報産業の創出など、社会的な展開においても、今後の発展を期待したい。 

 

［ユニット戦略課題２］有害化学物質リスク削減技術の開発 

有害化学物質による健康リスクを低減し「安全・安心な社会」を実現するという政策ニーズに対応した

先端技術開発を実施する。このため、環境触媒技術（化学系）、相変化制御技術（物理系）及びバイオ応用

技術（生物系）と異なるバックグラウンドを有する研究員が協力し、各種産業プロセス、特に中小事業所

から排出される環境負荷物質の高効率処理技術とともに、環境の浄化・修復技術を開発する。 

ナノ材料の活用に特色があり、可視光に応答する空気浄化用新規光触媒の開発など、新規な研究が行わ

れており、多くの学術論文が報告されていることは評価できる。また、ＰＦＯＳ類関連物質の分解・無害化

の研究の進展と環境挙動の観測開始や、プラズマ-触媒複合化技術による反応機構の解明と最適触媒探索・

利用法、日本の環境に適合した植物による土壌浄化の技術など、高い機能が期待される開発を行っている

ことも評価できる。 

一方、全体として研究テーマの相互関係が不明確で、チームが一体となって目標達成へ向かっているよ

うに見えない。また、技術の独自性・独創性や国際競争力といった視点からの位置付けを明確に示す必要

がある。有害物質削減技術の開発においては、適用施設、処理ガス量、経済性などの目標をはっきりさせ、

マイクロ・ナノバブルにおいては、他の技術との比較も含めて、本技術の有効性を定量的に示す必要がある。 

近年、土壌汚染対策法の関係で例えばガソリンスタンド跡地の処理など、現場には多くの課題が残され

ており、これら個別の技術開発に加えて、ユニット戦略課題全体のロードマップを整理すると、視点がよ

り明確になる。また、有害物は分解することで二次的な有害物に変わることもあり、本質的な排出抑制技

術の開発が重要となるので、ユニット戦略課題１の研究開発と共同でこれらの課題にも力を発揮すること

が期待される。また、福島関連の問題や海外の汚染地域の問題を研究ユニットとして協力して研究を行う

ようなテーマなども検討し、リスク削減技術のさらなる展開を期待したい。 

 

［ユニット戦略課題３］リサイクル技術の開発 

「循環型社会」を実現するという政策ニーズに対応した先端技術開発を実施する。このため、国のレア

メタル確保戦略に基づいて、未利用資源活用及びリサイクルを推進し、資源最適利用システム構築並びに

戦略的希少元素安定供給に貢献するための研究を進める。 

電子素子類の気流選別システムは風速分布制御に関するユニークな着想を含むなどレベルが高い。ハー

ドディスクドライブからネオジム磁石を選別回収するセパレーターを実用化するなど、戦略メタル国内資

源循環プロジェクトの開始・先導において、生産技術側にまで踏み込んだ見直しとシステム化を目指してい

る点も評価できる。また、有機資源循環利用においても、経済性評価を実施してメリットを明らかにし、

「有機資源循環利用－再資源化ガイドライン」を策定し、開発途上国へも国連組織を通じて提案する予定

であることや、震災復興の現場で有害物質を含む廃棄物の適正処理に当研究部門の技術をいち早く応用で

きた事なども評価できる。 

一方、どのようなアウトカムか、その見通しが必ずしも明確ではない。レアメタル、レアアースの回収

は、既に数多くの機関で研究されているテーマであり、開発技術と他技術とのコストや性能の比較を明確

に示す必要がある。また、廃棄物の適正処理に関しては、スケールアップファクターも含めて明確にし、

産業界と連携し、特に家電製品に用いられる部品は、小型化・複雑化が著しく、リサイクルを難しくしてい

ることから、よりターゲットを絞った効率的な技術開発を目指す必要がある。 

現状では個人研究がベースで線が細い印象がある。今後研究の進捗状況等により、ポスドクなどの人的

資源を集中投入するなど、組織的に取り組むことが重要である。また、リサイクル技術の開発については、

生産メーカーとの連携が必要であり、リサイクルの立場から生産メーカーに働きかけるとともに、広く企

業、自治体、大学を取り込んだ活動を期待する。さらに、今後は製品設計の段階から、リサイクルされる

ことを意識して設計・製造されるようにしてゆくための指針等の作成の面でも、当研究部門の貢献が期待

される。 

 

［ユニット戦略課題４］地球温暖化関連物質の環境挙動解明と二酸化炭素対策技術評価 

「低炭素型社会」を実現するという政策ニーズに対応した先端技術開発を実施する。現在の地球の状況
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を正確に把握し、地球温暖化のもたらすリスクを明らかにし、それからの回避策を的確に選んで持続可能

な社会に変革することを目標とする国の大きな研究戦略に沿って、これら対策技術開発のうち、大気中か

らのＣＯ２の隔離・固定に対する評価技術及び適応策と産業活動の環境影響評価を行う。 

アジアで最長の長期モニタリングによる一次データの取得を継続的・体系的に行っており、解析や関連

機関とのデータ共有も適切に実施されている事や、標準ガスの開発など地道で長期的なテーマを、研究者

のモチベーションを保ちながら継続的に実施していることは評価できる。ＣＯ２固定化技術において、海洋

グループの製鋼スラグ浚渫土で造成した干潟・藻場生態系の評価は、ユニークで期待される。 

一方、このユニット戦略課題は地球規模の対策であるため、内外との比較によるアピールが求められる。

また、グループの大きさの割に扱うテーマの数が多い点と、テーマによってはその規模が大きい印象があ

る。適切な数と規模のテーマに絞り込み、目標を明確にすることの検討が必要である。また、ＣＯ２の固定

能測定技術、隔離技術のリスク評価技術などにおいては国際標準化の取り組みをさらに強化することも望

まれる。 

今後は、学術的な研究から進めて得られた成果についても、上手にアウトプットを発信することが必要

である。特にモニタリング分野など、短期間での成果を示すことが困難なケースでは、他機関との優位性

や比較の妥当性、世界水準を基準とする質や国際的な連携体制などの点を明確に説明することが重要であ

る。海域でのＣＯ２貯留隔離の環境影響に関する評価技術は、重要な研究・技術であり、地質分野等との連

携も含めて、ＣＯ２地層貯留の研究への貢献が期待される。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

イノベーションスクールなどでの人材育成や企業との共同研究などを積極的に進めており、戦略メタル

国内資源循環プロジェクト、アジア・スマートウォーターなどのプロジェクト開始により、イノベーショ

ンハブとしての機能を本格的に開始している。特にスマートウォーターに関する研究拠点化では、多分野

に分散している水に関する技術・体制を整備しつつ、企業と連携して日本の水ビジネスを強化しようとして

おり評価できる。また、知的財産、国プロの先導、コンソーシアム、共同研究などに積極的に取り組んで

おり、工場排水試験方法、光触媒材料等の標準化に多数の改定案を提出していることや、二酸化炭素の標

準ガス作成、ＪＩＳ及びＩＳＯの標準規格作成に大きく貢献している事なども評価できる。 

一方、多くの技術要素について開発研究を展開しているが、どこまでを産総研が育て、どこからを民間

企業に技術移転するか、そのメリハリを明確化する必要がある。また、行政や産業界を巻き込み、研究成

果を売り込んでいく必要がある。そのためには、使われる分野の明確化、及びコストパフォーマンスにつ

いて、研究開始の段階から議論するとともに、種々の意見交換ネットワーク等を活用して情報を共有しつ

つ、ビジネスモデルの提案もできる人材の育成が必要である。 

今後、イノベーション推進への取り組みという難しい課題について、全体戦略に基づいて取り組みを整

理し、得意とする分野への選択と集中が必要である。また、イノベーションハブとして、より多くの民間

企業との接触の機会を増やし、企業によって実用化されるものはできるだけ手離れ良く企業に技術移転し、

次の新たなテーマに取り組めるようにすることが望まれる。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

部門長がリーダーシップを発揮して全体を良く統括するとともに、研究の活性化に努力しており、実験

設備の共同使用やスペースの集約化、光熱水費を節約し、研究費の増分に活用している。全体として自由

な発想を大事にしながらも、連携や共同研究を推し進め、新規採用者・任期付研究員に対するケアや若手研

究者のモチベーション向上については、部門長・グループ長の連携で適切に対応していると評価できる。 

一方、予算の重点配分については、運営費交付金の総額と個々のインセンティブ経費との量的関係が明

確でなかった。また、部門内でのコミュニケーションは工夫されているが、それぞれの研究開発が個別的

に進められているので、さらに相互の課題の相乗効果を図る必要がある。中小事業を含め、産業界の現状

把握を一層進めるために、人材育成とも併せて、工場など現場を知る機会を多く作る必要がある。 

今後、開発された多くの基礎技術が、地球温暖化対策などの大きなテーマの中に生かされ、我が国の環

境管理に貢献することとともに、政策提言など、当研究部門の培ってきた技術的バックグラウンドを政策

面にも発揮することを期待する。人材育成では、若手研究者の環境に気を配り、産総研内において、スマー

トコミュニティの観点から新たな研究・技術の発掘がされるよう、より強力な連携・協力を進めることを期

待する。また、モニタリングのように継続してこそ価値が出るテーマは、技術の継承を担保するためグルー

プ内の年齢構成にも配慮することにより、さらなる継続的な発展を期待したい。 
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５．評点一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ 評点

ユニット戦略課題１ 環境診断技術の開発 １ Ａ Ａ Ａ ＡＡ/Ａ Ｂ Ｂ ３．８

ユニット戦略課題２ 有害化学物質リスク削減技術の開発 １ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３．２

ユニット戦略課題３ リサイクル技術の開発 １ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ ３．７

ユニット戦略課題４
地球温暖化関連物質の環境挙動解明と二
酸化炭素対策技術評価

１ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ｂ ３．４

戦略課題総合点 ３．５

イノベーション推進への取り組み Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ ３．５

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ/Ｂ Ａ ３．８

イノベーション推進への取り組み Ａ ＡＡ/Ａ ４．３

ユニット運営の取り組み Ａ Ａ ４．０

総合評点 ３．６
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３‐１‐３ 環境化学技術研究部門 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

環境と経済発展の両立を可能とする化学産業への貢献を目指し、グリーンサステイナブルケミストリー

（ＧＳＣ）に基づく「環境共生化学」を基本理念として、環境負荷となる廃棄物を生み出すことなく、再生

可能資源を用いて最小のエネルギー使用量で、選択的に目的製品を製造する技術の開発に取り組む。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-３-（１）-①「バイオマスを利用する材料及びプロセス技術」 

・ Ⅰ-５-（１）-④「レーザー加工による製造の高効率化」 

・ Ⅰ-５-（２）-①「環境負荷物質の排出を極小化する反応、プロセス技術」 

・ Ⅰ-５-（２）-②「化学プロセスの省エネルギー化を可能とする分離技術」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

短・中期的観点から既存産業の環境負荷低減技術及びエネルギー効率向上技術の研究開発を、長期的観点

からは上記最終ゴールを目指す画期的産業技術の研究開発をバランス良く進めることが目標である。産総

研が産業技術向上のための公的研究開発機関であることを踏まえ、特に異分野の融合には新産業技術創出

のための核となる化学技術の特徴を活かし、常に積極的に取り組むとともに、製品をイメージし、企業ニー

ズに適応した研究開発を行っている。 

グリーンサステイナブルケミストリー（ＧＳＣ）並びに環境共生化学を標榜して、環境負荷物質の排出極小

化、省エネ化、再生可能資源の利用等、目標が明確であることは評価できる。産業界へのアウトプットを

意識したユニット戦略課題はそれぞれ進捗も順調で、課題４と５を加えてより強力な推進体制となった。国

の研究機関として、先端化学材料の評価技術を積極的に主導する姿勢もよい。短期的及び中長期的視点の

バランスがよく、産学官連携も活発である。経済のグローバル化と原料確保の視点から、東南アジアや米

国との連携を積極的に進めて、日本の化学産業の優位性確保への貢献を期待する。 

 一方、国内外における優位性・特徴に対する説明が不足している。数値目標の設定でもより明確な説明が

必要で、研究開発の効果はＧＳＣの指標で示す必要がある。研究課題がビジネスとして成功する要因につい

て掘り下げた検討が必要である。目標や計画はローリングプランとして見直す（確認する）議論が必要で

ある。各ユニット戦略課題については、昨今の資源・エネルギーを取り巻く劇的な変化に対応した研究の方

向性も必要である。アウトカム達成に加えて、次の研究立案に資する材料、コアとなる研究成果を得るこ

とも重要である。戦略的海外連携という面はやや弱い。 

 今後、バイオ技術や物理的手法をうまく取り込みながら、長期的な視点でのミッション遂行が望まれる。

環境負荷低減への貢献はテーマ毎に意識されているが、省エネ省資源の観点や間接的な影響を考えると、

トータルでプラスになっているか判断は難しい。さらに検証を掘り下げることが重要である。課題毎にア

ウトカムへの貢献を確認し、研究者と共有しながら研究を進めることも必要である。研究部門全体の課題、

環境・エネルギー分野内研究ユニット等の組織、内外機関との連携などを整理したマップ的資料があるとよ

い。優先順位の低い課題も存在してよい。それらの存在理由を共有するための基本的な設計図にもなる。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］再生可能資源を利用する材料・プロセス技術 

国際競争力のある産総研独自のバイオ由来化学品生産プロセスの確立を目指し、各基盤技術の確立を図

るとともに実用化指向の全体プロセス設計・評価を行っている。具体的には、バイオエタノール等の低級ア

ルコールをオレフィン等の有用化合物に変換する触媒や製造プロセスの開発に加え、バイオ法と化学法の

ベストミックスによる基幹化学物質（有機酸等）や機能性素材（バイオ界面活性剤等）の量産技術に取り

組み、これらバイオベース化学品の用途開拓も進めて幅広い産業分野への導入を目指している。 

化石燃料からバイオ資源型への移行は現代社会及び産業界の要請を反映した的確なロードマップ、アウ

トカムとなっており、研究ユニットの特徴を生かしたバイオ法と化学法のベストミックスの考え方は現実

的で、評価できる。固体酸触媒を用いるバイオエタノールからプロピレンヘの変換で効率４０％のプラント

稼働を成功させるとともに、バイオプロセスに特徴的な光学活性品の製造にも可能性を示している。 

 一方で、プロピレン収率３５％以上といった数値目標の難易度・現状の国際水準との対比は示されていな

い。ビジネスにつなげるには、石油化学と比較したコスト目標設定が重要である。現時点の達成度の算出

根拠や副生グリセリンなど原料の安定調達性なども不透明である。純化学工業は精製された原料を要求す
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るのに対し、微生物による変換では精製度が低くても対応できることなど、バイオ法の特徴や優位性はも

っと強調できる。グリセリン酸やレブリン酸からの化学品合成が環境負荷低減になるのか、ＬＣＡ的な評価

をあらかじめ示す必要があるし、産総研がどこまでスケールアップをやるべきかは議論がある。 

 バイオリファイナリーは重要な研究開発であるが、今後、石油、天然ガス等の価格変動で評価が急転す

る可能性もある。定期的に目標を見直しつつ、確固とした信念による研究開発継続が望まれる。実プロセ

スで不純物の処理など現実的な問題に対処することは重要である。産総研内のバイオマス化学研究連合が

強力に発展することを期待する。雇用も含めた産業構造の変革や海外への技術移転の上で、基幹物質の持

続的製造プロセス確立は極めて意義深い。我が国の産業目標としてのビジョンを示して、内外へのアピー

ルを期待する。 

 

［ユニット戦略課題２］環境負荷物質の排出を極小化する反応・プロセス技術 

反応過程で発生する副生廃棄物等の環境負荷物質の排出を極小化する化学反応システムを開発し、それ

によりクリーンかつ省資源・省エネルギーなプロセスによる高機能部材製造技術の開発を目指す。「過酸化

水素による選択酸化技術」、「ナノ空孔反応場利用技術」、「ヘテロ元素系反応技術」のサブテーマからなっ

ている。 

過酸化水素による選択酸化技術は産業上の成果を挙げており、工業的な手法として一つの分野を確立し

つつあることは評価できる。高付加価値製品合成のために、近年発達が著しいナノ空間材料を利用すると

ともに、リン、フッ素などのヘテロ元素を含む材料の新しい合成法を提案し、有機ケイ素は未来開拓プロ

ジェクトとして研究の加速が期待される。新規に開発した難燃剤やフッ素系発泡剤もこの分野での優位性

を示している。プロセスの無駄を示すＥ因子（副生成物量/目的生成物量）の低減を目指す価値は高い。 

 一方、ロードマップの目標設定では「化学産業」や「廃棄物」の範囲が不明確で、１０％という数値の解

釈が難しい。目標とする反応率や選択率についても掲げる数値の根拠、意義を明確に示す必要がある。用

いる独自技術の内容や優位性に加えて、個別の研究成果の産業・社会へのインパクト、メリットがわかりに

くい。Ｅ因子などＧＳＣ特有の指標で効果を示す必要があり、最終目標値に加えて、途中経過でも評価がな

されれば研究進捗の見極めにも有効である。ＣＯ２からの有用化学品創出はマスコミ受けしやすいが、ＣＯ２

と反応できるのは化学ポテンシャルの高い（価格も高い）分子に限られる。企業サイドの評価に留意し、

利点を冷静に検討して進めることが必要である。 

今後、一般社会や産業界に存在感を示すには、「これができたらこうなる」というストーリーの平易かつ

具体的なアピールが必要になる。どのような基盤技術を発展させていくかを明確にし、内外との協力を深

めてほしい。有機ケイ素研究は画期的で、高度な構造制御による革新的な触媒の創出と、それに続く高性

能部材の創出につながる。問題点を一つずつ解決して成功することを期待する。企業への個別のソリュー

ション提供に終わることなく、技術として一般化する（科学／化学規則の提示など）より高い方向を目指

すことが望まれる。 

 

［ユニット戦略課題３］化学プロセスの省エネ化を可能とする分離技術 

原理的に高効率な膜分離法及び産業分野で広く利用されている吸着分離に関して、膜素材・吸着剤の開発

から、モジュール化・システム化・評価・解析などの性能実証までに必要なすべての技術を発展・融合すると

ともに、技術の用途開拓を積極的に推進し、広く社会に貢献することを目指している。 

膜分離プロセスの評価解析手法として、圧力依存性を導入した基礎式は極めて実用的で、評価できる。

適用分野が比較的想像しやすい技術であり、具体的なアウトカムの提示が明確である。企業への技術紹介

や性能実証を容易にするために、自らモジュールや厚膜固定基板等を試作・提供していることも評価される。

ヒートポンプ材料として新規ナノ吸着剤を開発し、低温でのデシカントサイクルを可能にしている。 

 一方、達成目標と企業のニーズの要求レベルの関係や他機関に対する優位性は明確ではない。例えば省

エネ効果、装置コスト低減による投資効果、気体分離膜の必要性、市場性等を明示する必要がある。ナノ

多孔質吸着材など、省エネ目標値は素晴らしいが、現状での到達レベルはわからない。各技術の産業イン

パクトと対比の上成果を評価することが重要である。 

 分離機能については、今後、もう少し基盤に戻った研究が必要である。現在は気体分離が中心であるが、

水処理等も視野に入れた基礎的な取り組みを期待したい。ユニット戦略課題間や所内連携（コンパクト化

学システム研究センターや先進製造プロセス研究部門など）から新たな基盤研究や応用展開が生まれる。

これまで気体分離膜で真に実用化されたものはなく、気体分離膜をフィールドに定着させるため（実工場

でのパイロット運転から）、企業の強力な共同開発体制が重要である。分離膜は対象や用途によってきめ細

かなカスタマイズが必要であり、早い段階で産業界と接触し、実用化に必要な基準や仕様を把握すること

が望まれる。 
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［ユニット戦略課題４］産業の環境負荷低減を図るレーザー化学技術 

レーザー応用技術をベースに、光反応の特異性に着目し、ポリマー・ガラス・セラミックスなど様々な材

料の化学特性に対応した光化学表面反応プロセスについて、省エネルギー型レーザー局所場処理技術とし

て研究開発を推進している。具体的には、自動車等の輸送機器の抜本的軽量化に資する難加工性複合材料

の革新的加工技術及び省工程オンデマンド加工技術の開発を行っている。 

レーザー化学と材料のグループが融合して、分子構造・メソスケール構造を理解した新材料の加工技術を

開発することは評価できる。レーザー加工技術を産業界の環境負荷低減に生かすべく、自動車製造工程に

適用するためのタクトタイム（部材処理時間）として明確な目標を設定している。炭素繊維強化プラスチッ

ク（ＣＦＲＰ）など異質材料の利用拡大を予測した切断技術開発に加えて、基礎技術向上のための研究計画

も同時に設定し、半導体製造への展開も視野に入れて微弱出力レーザーにも取り組んでいる。 

 一方、化学的な手法を活用して得られる知見について、具体的な内容が掴みにくい。加工技術の現状と

問題点などと対比の上で、研究開発の目標を示す必要がある。局所場技術の国内外に対する優位性や技術

開発のスピード感も明らかではない。光反応にこだわり過ぎると、市場の小さい研究に陥る危険性がある。

省エネや環境負荷低減については、他の課題と同じ指標での評価が必要である。 

 加工法と新規材料の開発は車の両輪であり、今後は研究部門内で他の研究課題、メンバーとのシナジー

を考慮し、人材の融合も含めてユニークな成果を得ることを期待したい。所内の他の研究グループとの目

的の違いや特徴をアピールするとともに、研究ユニット内連携を活発化し、相乗効果や研究の骨太化を期

待する。光化学反応利用の加工技術はシーズ指向的でもある。早い段階からオープンイノベーション型、

また企業と組んで市場ニーズを開拓する必要があり、工作機械メーカー等との協調・競争も期待する。レー

ザーによる熱反応の解明や微弱出力レーザーの進展（解像度向上）にも期待する。 

 

［ユニット戦略課題５］先端化学材料の評価技術 

化学材料の耐久性評価としての加速劣化試験法の開発、構造・機能評価法の高度化、材料設計指針の確立

を推進している。加速劣化試験法開発では汎用耐候性試験装置を用い、ＯＨラジカル等に関する大気化学

の知見を積極的に活用した独自の試験法を開発し、構造・機能評価法の高度化では多様な評価・分析装置を

用いた新しい評価法を開発し、劣化機構の解明を目指している。材料設計指針の確立ではこれらの結果を

フィードバックして、既存材料の改良や新規材料の創出を目標としている。 

 技術研究組合ＣＥＲＥＢＡにおけるオープンイノベーションを支援する研究開発として、化学材料の耐久性

等共通基盤的な評価研究を設定したことは、化学産業の国際競争力の強化につながり、評価できる。工業

製品の評価基準は材料劣化による事故防止や高耐久化設計を促進するばかりでなく、世界の技術の先導に

もつながる。公的研究機関の実施内容として、アウトカムは明確である。意識して多分野／異分野のメン

バーを集める組織編成もよい。企業一社では提案が難しい評価方法もあり、新たな技術基盤づくりが期待

される。水蒸気バリア性等の評価法はそれぞれ全く異なるが、劣化試験法などの開発と機能評価の高度化、

さらにはその総体としての国際標準化というプロセスは集中することでスケールメリットが得られる。 

一方、ユニット戦略課題としては当面所内ニーズに沿うかたちででも、ロードマップ等を早急に設定す

ることが必要である。水蒸気バリア性のように、企業等で既に評価がなされているものは比較優位性を明

確にする必要がある。モジュール性能（製造メーカーは非公開）と素材性能の関連が不明確な状況では本

研究の出口は担保されない。その相互関係を明確にする仕組み作り（組織・運営・技術組合など）が当面の

課題である。 

今後は、開発した評価技術が国際的な標準規格、評価方法として認められることが最終ゴールとなる。

個別の事情を抱えた産業界、研究組合、産総研との間の上手な協調・競争によりｗｉｎ-ｗｉｎ関係の実現を期待

する。論理的な検討が必要な複合材料では、計算科学の支援など、大学を加えた総合的な検討体制もあり

うる。材料劣化の機構解明と制御は工業製品の品質と我が国産業の国際競争力を高める。大学でも研究が

少ないので、個別の事象の中に共通点を見いだすなど地道かつ果敢に挑戦し、理論を含めて学問としての

体系化を期待したい。競合メーカーが参加する研究組合内では従来、踏み込んだ評価はできなかったが、

個別共同研究等で補完できればより魅力的になる。単なる共同利用センターではない機能を強調してよい。

多くの分野の研究者が関わり、分野融合促進も期待できる。ものづくりそのものではないので、携わる研

究者のモチベーションを高めるために、新たなルール作りが望まれる。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

 独自の水平・垂直連携の考えのもとに、イノベーションハブを意識した取り組みを展開している点は評価

できる。複数の技術研究組合と連携を組み、運営のできる人材を配するなど中心的な役割を担うとともに、
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産業と密接な研究体制を作り上げることで、オープンイノベーションに尽力し、迅速な製品化に貢献して

いる。水蒸気バリア性、バイオマス含有量の計算法、生分解性、フッ素系冷媒燃焼性に係る評価など、評

価方法や材料の国際標準化での貢献は高く評価できる。大学との交流や地域・中小企業への目配りも適切で

ある。ポスドクの脱アカデミア志向など、産業人材育成に大きな効果を挙げている。 

一方で、イノベーションに対しもっと高い目標と国際的なベンチマークを設定し、ビジョンを共有し、

世界に冠たる組織としての運営も必要である。多くの機関との連携が示される中で、国際的な連携はあま

り見えていない。オープンにできるプロジェクトは自由に行い、クローズドなものでは適切な契約を行う

などして推進する必要がある。関係業種においてはこの研究部門の認知度は高いと思われるが、広報活動

や一般啓発にさらに積極的に取り組むことで、研究活動や成果が理解されるような努力が求められる。 

今後、評価技術の国際標準化では、各国の企業がせめぎあう中でどのような方法で競争力強化に活かす

かについての戦略作りを期待したい。研究者として大学と国研の双方を経験する人事交流ができるとよい。

海外への長期派遣や受け入れに加えて、産業界で需要の高い化学工学等の人材供給も期待される。産業基

幹材料と化学プロセスの革新は極めて重要であり、社会や研究情勢の変化を捉えて計画等を見直すなど、

迅速で柔軟な対応が必要である。産業界の理解者として国政、国策への主体的な提言も期待する。イノベー

ションハブの構築には至っていないが、目標地点は見えている。連携業務が過度の負担にならないように

留意しつつ、内外の機関との一層の連携と成果発信が望まれる。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

 多様な研究グループの自律性を尊重しつつ、一つのストーリーで束ねあげ、個性を持ち機能的に動く研

究部門に進化したことは評価できる。進捗の把握と方向性の助言など、ユニット運営に必要なＰＤＣＡサイ

クルが回っている。競争的外部資金獲得に向けた支援体制、所内連携、分野融合への取り組みは良好で、

トータルとして大きな予算を獲得して多くのプロジェクトを実施している。部門内部グラントを設定し、

新たなシーズ創出と若手育成を結びつけている。若手に早くからリーダーとして責任を持たせていること

も評価できる。研究スペース集約化や機器の共用化も積極的で、研究の効率化・合理化を図っている。 

 一方で、技術研究組合へ人的資源を投入し、職員が二足のわらじを履く状況もある。組合は活動の場を

広げる一方、過重労務負担や本来の研究業務の質・量の低下を招かないよう、多方面からの対策が必要であ

る。メディアを過剰に意識する必要はないが、目的・目標の設定・表明に社会や学界へのインパクトを意識

すると一層の説得力を持つ。評価資料作りや発表会準備などで、広報担当とのよき連携が望まれる。中小

企業については、額が少なくとも共同ファンド等で優先させるようなシステムが必要である。内部人材育

成や研究ユニットのポテンシャル向上のためにも、若手研究員の貢献や萌芽的研究の成果を「見える化」

する努力が必要である。 

 今後とも積極的な運営に加えて、成果のインパクトを幅広にとらえてアピールする積極性も必要である。

技術研究組合や材料評価研究などは、かえって論文等の成果を増やすという説明であった。是非そうなる

ように実績をあげるとともに、他の課題でも論文化とともに、意欲的な知財確保を期待する。 

 

５．評点一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ 評点

ユニット戦略課題１ 再生可能資源を利用する材料・プロセス技術 １ Ａ Ａ/Ｂ Ｂ Ａ ＡＡ/Ａ Ａ/Ｂ ３．８

ユニット戦略課題２
環境負荷物質の排出を極小化する反応・プロセ
ス技術

１ Ａ Ａ/Ｂ ＡＡ/Ａ Ａ/Ｂ Ａ Ａ ３．９

ユニット戦略課題３ 化学プロセスの省エネ化を可能とする分離技術 １ Ａ Ａ/Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ ＡＡ/Ａ Ａ ３．８

ユニット戦略課題４ 産業の環境負荷低減を図るレーザー化学技術 １ Ａ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ａ ３．７

ユニット戦略課題５ 先端化学材料の評価技術 １ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ ＡＡ ４．０

戦略課題総合点 ３．８

イノベーション推進への取り組み ＡＡ/Ａ Ａ/Ｂ Ｃ Ａ ＡＡ/Ａ Ａ ３．８

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ Ａ ４．０

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ ４．０

ユニット運営の取り組み Ａ/Ｂ Ａ ３．８

総合評点 ３．８
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３‐１‐４ エネルギー技術研究部門 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

太陽光、風力、水素、クリーン燃料等のクリーン・エネルギーの研究開発、燃料電池等分散型エネルギー

源の開発、蓄電、蓄熱、水素貯蔵等のエネルギー貯蔵技術の開発、及びこれらの技術を体系的に統合化し

電力・ガス・熱の需給を適切にマネジメントする分散型エネルギーネットワークの研究開発を行い、高効率・

低環境負荷で柔軟性・利便性の高いエネルギー供給が可能な総合エネルギー産業の成長と、我が国の長期的

エネルギービジョン、エネルギー政策の立案に貢献する。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-１-（２）-②「風力発電の高度化と信頼性向上」 

・ Ⅰ-１-（２）-④「次世代型太陽光エネルギー利用技術」 

・ Ⅰ-１-（３）-①「エネルギーネットワーク技術の開発」（Ⅰ-２-（２）-①へ一部再掲） 

・ Ⅰ-２-（１）-①「次世代自動車用高エネルギー密度蓄電デバイスの開発」 

・ Ⅰ-２-（１）-②「燃料電池自動車用水素貯蔵技術の開発」 

・ Ⅰ-２-（２）-①「エネルギーマネジメントシステムのための技術開発」（Ⅰ-１-（３）-①を一部再掲） 

・ Ⅰ-２-（２）-②「燃料電池による高効率エネルギー利用技術の開発」 

・ Ⅰ-２-（２）-③「未利用熱エネルギーの高度利用技術の開発」 

・ Ⅰ-３-（２）-②「次世代ガス化プロセスの基盤技術の開発」 

・ Ⅰ-６-（１）-①「革新的なエネルギーシステムの分析、評価」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

再生可能エネルギーを大量に導入しつつ、高効率なエネルギー需給、エネルギー利用効率の向上を実現

する分散型エネルギーネットワークシステムの構築を目指している。多様な技術を導入して構築したサブ

システムを、それぞれの特性を活かしたエネルギー・オプションとして分散配置するとともに、全体を統合

して効率よく運用するシステムの構築は、エネルギー危機に対する「備え」としても有効である。このた

め革新的なコンセプトに基づく材料の開発から、熱電変換素子、色素増感太陽電池、革新型二次電池等デ

バイス開発、固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）等システム開発、最終的なエネルギーネットワークの実証

など、基礎から出口直前に至るまでの広範囲の段階にまたがる本格研究を通して分散型エネルギーネット

ワークシステムの実用化を目指している。 

エネルギー全体の課題を俯瞰的に捉え、システム技術と個別技術の両面でバランスよく網羅し、高水準

で的確な課題・テーマを設定していることは評価できる。材料の劣化メカニズムの解明やエネルギー技術導

入シナリオ分析等、産総研ならではの客観的、第三者的、公的ポジションでの基盤技術にも取り組んでい

る。大震災以後、急激に変化しているエネルギー問題に対し、ロードマップを改定するとともに、福島新

拠点の設立や次世代風力発電技術開発など組織的な対応も評価される。 

一方、全体的に研究ユニットが取り組む技術が実現した場合の社会等に対するインパクト・貢献度合が分

かりにくい。取り組むべき対象フィールドを把握し、全体像の中で各要素研究の位置付けを明確に設定す

る必要がある。ユニット戦略課題の切り分けについては、過去の経緯に引きずられずに枠組みの変更を検

討する必要がある。目標設定の妥当性、資源配分（人材・設備・予算）の考え方、計画に対する進捗・課題、

他の機関に対する優位性・連携・競合・すみ分け等の説明も必ずしも十分ではない。 

 東日本大震災以降、エネルギー研究はスピード感が求められている。社会情勢や政策の変化に対応して、

戦略や研究課題も柔軟かつ的確な見直しが必要である。各々の課題の複雑な関連性を整理し、技術のステッ

プアップへの道筋と課題を全員で共有するためにも、ステージゲート法などの研究開発マネジメント管理

手法の体系的導入は検討に値する。また、所内の力を結集して進める分野と外部機関との協力や交流によ

って進めるべき分野の位置付けを明確にするとともに、対象フィールドを、必ずしもエネルギーシステム

の構成要素だけではなく、現状把握（統計データベース化）、評価（分析、モデリング）、設計（デザイン）、

予測（シミュレーション）とするような研究体制も検討する必要がある。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］高効率エネルギーマネジメントシステム技術に関する研究 

時間変動の大きな再生可能エネルギー群を蓄電システムへの依存をできるだけ少なくしつつ大量に導入

するために、電力及び熱エネルギーネットワークにおけるエネルギー平準化のための要素技術、これらを
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つなぐ電力変換器群等のハード技術、及びそれらをインテリジェントに制御するソフト技術の開発を行い、

新しいエネルギーマネジメントシステムの提案に取り組んでいる。 

ＳｉＣを凌駕するダイヤモンド半導体などパワーデバイスでは世界最高水準の研究開発で、電力変換の技

術革新を進めている点は評価できる。寒冷地等のエネルギー利用を考慮して風力発電と温水蓄熱とを組み

合わせるなど、変動の大きい分散エネルギー源の発電適地を拡大している。次世代風力発電における日本

独自のモデルの構築とＩＥＣ国際標準化への取り組みは意義が大きい。 

一方、システム技術ではなくシステムのための技術開発になっており、全体的に本技術が実現した場合

の社会へのインパクト・貢献度合が分かりにくい。パワーデバイスでは新型半導体への移行需要、耐久性、

信頼性、コスト等、様々なシナリオで臨むことが求められる。 

要素技術からではなく、「エネルギーマネジメントシステム」を中心に据えた研究手法の位置付けが重要

である。要素技術では電気自動車（ＥＶ）への充電や家庭用コジェネレーションなど、系統安定化を実現す

る対象機器の範囲を広げるとともに、気象情報やビッグデータの解析・活用も期待される。国際標準化の対

象は数多く存在するので、保有する基盤技術や人的資源を活用して取り組みの幅を広げることが期待され

る。 

 

［ユニット戦略課題２］住宅用エネルギーシステム技術に関する研究 

電力・熱統合型大規模エネルギーネットワークの下流側に位置する個別・集合住宅への自然エネルギーの

導入拡大のためには、太陽光発電、蓄電池などの個別技術の高度化とともに、電力の負荷平準化と新たな

運用を可能とする技術の導入が不可欠であり、要素技術とエネルギーシステム管理手法を総合的に開発す

る橋渡し研究を進めている。 

システム技術（マネジメント）と個別技術（太陽光変換技術、二次電池、キャパシタ等）の両面を対象

とし、後者では酸化物光電力水素製造やＣＯ２とギ酸の相互変換など極めて革新的な技術にも取り組んでい

ることは評価できる。 

 一方、住宅用マネジメントシステム（ＨＥＭＳ）に特化するのであれば、企業の取り組みとは異なる達成

目標の差別化や高度化が必要となる。電気のみならず、熱エネルギーの利用、高効率化も大きな課題であ

る。個人住宅向けにはコストやシンプルさも重要であり、もう少し大きな単位での熱電利用も含めるとよ

い。キャパシタ等の蓄電池関連技術では民間企業との役割分担が分かりにくく、色素増感太陽電池では太

陽電池の普及や価格低下も踏まえた用途や価格目標等の再考が必要である。 

 今後はデマンドレスポンスなどの要素も取り入れた統合制御が重要になるので、将来のＨＥＭＳ機能のあ

り方、市場性や経済効果も視野に入れた目標設定が必要である。住宅構造や素材等を研究する部門との連

携により、また国際共同研究のようなスキームを効果的に活かして、さらに省エネルギーに対応する必要

がある。ソフトと組み合わせたソリューションの研究も重要で、自らがシステム設計に乗り出すことも期

待される。 

 

［ユニット戦略課題３］次世代高効率分散電源技術に関する研究 

エネルギーネットワークシステムにおいて重要となる分散電源として期待されるＳＯＦＣをさらに高効率

化・高信頼化するため、燃料利用率の向上や排熱の有効利用、劣化機構解明・信頼性向上技術、水電解・燃料

電池を組み込んだ統合型水素エネルギーシステムの研究に取り組んでいる。 

４万時間で性能低下１０％未満という目標のもとに、ＳＯＦＣの劣化機構解明、信頼性向上、高耐久化に関

して着実な成果を挙げたことは評価できる。世界に先駆けた商品化を支える基盤技術としてアウトカムに

貢献した。更なる高効率化として、残留燃料有効利用、排熱有効利用の観点から複数の手段が検討されて

おり、順調に進展している。統合型水素エネルギーシステム等、先を見た独自性の高い研究に取り組む一

方、ナノドットでバルクな熱電変換素子で大幅な性能向上を実現している点を高く評価する。 

 一方、ＳＯＦＣでは効率や耐久性の目標が低い。耐久性は不十分でも効率だけなら６０％の装置（低位発熱

量：ＬＨＶ）が外国で既に販売されている中、もっとチャレンジングな目標設定が必要である。将来、石炭

ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）、コンバインドサイクル発電（ＣＣ）、水素への発展を提案しているが、

技術仕様の具体的な目標や課題設定は不明確である。結果として複雑で取り扱いが難しいシステムとなら

ないよう留意が必要である。様々な技術からなる本課題では固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）における定

置用と輸送用との研究連携等、内部の連携体制がわかりにくい面がある。 

 燃料電池の耐久性は１０年以上（連続稼働で９万時間）が要求されており、今後は材料開発や生産技術に

まで踏み込んだ、さらなる進展を期待する。燃料電池利用の拡大にはコスト低減の研究に加えて、バイオ

マス等の液体燃料のハンドリング技術が極めて重要であり、この分野での研究の発展が大いに望まれる。

ＳＯＦＣ以外の水素、ＩＧＦＣ、ＣＣなどの技術分野への展開もロードマップに掲げて推進することが望まれる。
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熱電変換材料研究においては表に出にくい基礎研究部分の強化を期待する。 

 

［ユニット戦略課題４］水素エネルギー技術に関する研究 

２０２０年代後半以降に期待される燃料電池自動車の本格普及実現に向け、その鍵となる水素の貯蔵技術

の開発が求められている。既存水素貯蔵材料の改良では産業界の求めるレベルへの到達は困難であり、新

たな材料設計技術の開発に向けて長期的視野に立った基盤研究を実施し、同時に普及初期（２０１５～２０年

頃）での部分導入に対応した材料開発を進めている。 

最先端の解析装置を駆使して水素貯蔵の特性や反応機構の高度な解明を行い、特性低下要因として格子

欠陥等を明らかにして、積層合金の開発につなげたことは評価できる。産総研の知財公開に伴う波及効果

も大きい。 

 一方、本課題の名称は幅広いが、内容は金属系水素吸蔵合金の開発のみである。水素貯蔵は各種の研究

が行われており、金属系水素貯蔵の優位性や実現可能性はライバル研究との比較が必要である。構造解析

等の著しい進展が、目標値である貯蔵量に反映されていない点も惜しまれる。２０３０年までに５質量％と

いう目標はかなりハードルが高いように感じられる。自動車業界と直結した研究であり、企業の研究開発

との相違点の明確化とともに、目標性能の設定のためにも燃料電池自動車（ＦＣＶ）開発企業との連携が必

要である。 

 今後は、経済産業省のＦＣＶ普及シナリオとより整合を図って研究開発の管理と見直しを進め、他の要素

研究、システム研究との関わりも明示することが期待される。中性子線回折、陽電子消滅などの手法は他

の材料研究の基礎を担うことも可能であり、国際拠点化などこの強みを十分に生かした展開を期待する。 

 

［ユニット戦略課題５］エネルギー資源変換技術に関する研究 

クリーンコールテクノロジー（ＣＣＴ）の中核技術として石炭火力を中心とする利用技術の低炭素化を進

めることが喫緊の課題である。このため大規模発電用ガス化システム開発に資する基盤技術を開発してい

る。さらに、低品位炭から灰分を除去した無灰炭の製造技術を開発するとともに、それを用いた高効率低

温触媒ガス化技術の開発を進めている。 

「エクセルギー再生産」という概念はそれほど新しくはないが、これを大規模スケールで実現しようと

するのは貴重な取り組みであり、基礎と応用の両面から着実に研究を進めていることは評価できる。石炭

のデータベースセンター、石炭中微量元素の分析方法の標準化等、産総研ならではの内容で、外部との連

携も適切である。 

 一方で、民間でもガス化の技術開発は進んでおり、産官学の役割分担をもう一度確認する必要がある。

他機関との比較の上で産総研の強みとする基盤技術とは何か、実用プロセスのどこに位置付けているかを

明確にし、民間では踏み込めない領域に特化した技術開発を進めるべきである。プラント内部は相当の高

温でかつ研磨剤に等しい粒子が高速で循環することから、性能目標を明確にし、メンテナンス、寿命、更

新を含めたコスト試算も必要である。 

 石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）やＩＧＦＣはコスト高であるが、熱技術として技術基盤を底上げするポテン

シャルを有する。現時点では発電コストには必ずしもこだわらず、化学エネルギー再生ならではの価値や

目標の設定が望ましい。大型炉の設計技術やエンジニリング技術も必要で、適切な連携が求められる。非

在来型資源への応用や、コストダウンによる発展途上国向けビジネスとしても有望であり、海外との共同

取り組みを期待する。 

 

［ユニット戦略課題６］エネルギー技術評価に関する研究 

持続可能な社会の構築に必要な革新的エネルギー関連技術にかかわるロードマップやシナリオの分析、

評価、策定等を行い環境・エネルギー関連の政策立案等に貢献する。具体的には、エネルギー技術導入シナ

リオ分析・評価と、国際枠組みにおける緩和技術普及メカニズムの研究を実施している。 

政策ニーズ対応研究であり、必ずしもマイルストーン等は明確ではないが、中長期的視点で国の施策に

寄与する計画は評価できる。大震災で前提条件が大きく変化し不透明性の増大する現状下、公的で客観的

なポジションで革新的エネルギーシステムの導入可能性評価を迅速かつ着実に推進している。重要で微妙

な問題を含むが注意深く科学的に議論し、国内外の政策や標準化にも貢献している。 

 研究手法としては、ＭＡＲＫＡＬというツールに依存しすぎている面があり、エネルギー総合工学研究所、

三菱総合研究所、日本総合研究所等他機関のモデルと比較をした上で、長所・短所を加味した評価も必要で

ある。研究成果は著名な国際誌に発表し、成果発信という形で国際社会に貢献する必要がある。 

 今後のエネルギー需給分析には複雑な国際情勢を踏まえたグローバルなデータベース構築と解析が不可

欠である。経済産業省、国立環境研究所、地球環境産業技術研究機構、エネルギー総合工学研究所、民間
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シンクタンクの他、より一層の国際機関や海外の研究者との交流や積極的なコラボレーションが重要にな

る。中立な立場で経済学などとも組み合わせると、エネルギー戦略の切り札となり得る。体系的シミュレー

ションにもっと力を入れて、発言力の強化を図るべきである。政策提言に加えて、技術開発部隊を持つ自

らの方針決定にも役立つような、他のシンクタンクにはまねのできないアプローチが望まれる。国際標準

化での主導的立場も期待される。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

 我が国最大級のエネルギー研究組織として、多くの情報発信や積極的な産学官連携等により、着実に社

会に成果を還元していることは評価できる。米クリーン・エネルギー技術協力や国際標準化の取り組みを通

して、日本の技術の海外展開を加速する機能を担っている。国内外と広く共同連携することにより、研究

に広がりが出てきた。 

一方、日米協力等が外部や上部からの要請で始まっているように、組織として受動的な面がある。大学

や企業ではできない社会貢献を目指して、自らが発案してより積極的に取り組む必要がある。外部資金や

共同研究は多いが、企業からの資金提供型共同研究の比率は低い。ＮＥＤＯ等他機関との連携強化の方策を

組織全体で考えていく必要がある。イノベーションハブは形成途上にあり、材料や情報通信分野を巻き込

んだ所内でのハブが見えるようになるとよい。研究成果の対外的ＰＲは不十分で、専門家のみではなく、一

般人にも分かり易く取り組みや研究成果を広報して、社会からの評価を高める努力が必要である。 

今後は異業種との交流から生まれるイノベーションが期待される。エネルギー技術開発や評価の研究を

行う外部機関は多いので、産総研の特徴を明らかにした上での連携や優位性アピールが望まれる。国際標

準化においては組織的な活動に加えて、日本の顔として交渉の舞台でリーダーシップを発揮できる専門家

の育成が求められる。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

 早期に成果を達成すべく新たな研究センターを生み出し、着実に次の種を育成している点は評価に値す

る。適切な組織運営や内部連携を進め、地味ながらも研究者の育成と社会への成果還元を進めてきた。複

数のサイトにまたがる大所帯を束ねつつ、当該分野の中核研究ユニットとして所内外と連携し、日米研究

協力の推進、福島新拠点設置における風力発電グループの新設など、柔軟な運営を行っている。 

一方で、常識を打ち破るイノベーション的成果は少ない。イノベーティブな研究ができる環境・しくみ等

の整備、さらなる異業種連携・交流の推進が必要である。研究者の自由な発想に基づいた萌芽研究ではない、

産総研としての基礎研究を戦略的に選択・強化することが求められる。次世代を担う若手研究者が少ないこ

とが問題であるが、在外研究以外にも若手研究者の育成方法を工夫し、技能の伝承、職場の活性化、年齢

構成の是正を図るべきである。外部資金の活用は大切であるが、研究マネジメントの一貫性も重要である。 

今後は、大手企業など国内外の機関との連携や共同開発をさらに拡大するとともに、よい発想と成果を

生む柔軟な組織を保つ工夫を期待する。産業のための最先端の基礎研究というジャンルが確立できるとよ

い。イノベーションのみならず、技術のインキュベーションへも発展させ、ビジネスマインドを持った研

究業務を進めることが期待される。 

 

５．評点一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ Ｖ 評点

ユニット戦略課題１
高効率エネルギーマネージメントシステム技術に
関する研究

１ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ ＡＡ/Ａ Ａ/Ｂ Ａ ＡＡ/Ａ ３．８

ユニット戦略課題２ 住宅用エネルギーシステム技術に関する研究 １ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ａ/Ｂ Ａ Ａ ３．７

ユニット戦略課題３ 次世代高効率分散電源技術に関する研究 １ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ/Ｂ ＡＡ/Ａ Ａ ３．９

ユニット戦略課題４ 水素エネルギー技術に関する研究 １ Ａ/Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ/Ｃ Ａ/Ｂ Ａ ３．４

ユニット戦略課題５ エネルギー資源変換技術に関する研究 １ Ｂ Ａ Ａ/Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ ３．８

ユニット戦略課題６ エネルギー技術評価に関する研究 １ Ｂ/Ｃ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ Ａ Ａ/Ｂ Ａ ３．４

戦略課題総合点 ３．７

イノベーション推進への取り組み Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ａ Ａ ３．６

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ Ａ/Ｂ ３．８

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ ４．０

ユニット運営の取り組み Ａ Ａ/Ｂ ３．８

総合評点 ３．７
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３‐１‐５ 安全科学研究部門 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

安全と持続可能性を同時に追求する科学を確立し、豊かで安全な社会を実現するために、環境保全、産

業安全や持続可能性に関わる評価手法を開発し、その評価結果やデータの発信と市民・産業界・行政での普

及を支援する。また、評価結果に基づく政策提言や評価手法の国際標準化などへの取り組みを通じて、産

業の国際競争力の強化に貢献する。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-３-（３）-①「マテリアルフロー解析」 

・ Ⅰ-６-（２）-①「サステナブルシステム及び技術評価」 

・ Ⅰ-６-（２）-②「持続性指標の活用による低炭素社会システムの評価」 

・ Ⅰ-６-（３）-①「先端科学技術のイノベーションを支える安全性評価手法」 

・ Ⅰ-６-（４）-①「産業保安のための安全性評価技術、安全管理技術」 

・ Ⅰ-６-（５）-①「リスクトレードオフを考慮した評価及び管理手法の開発」 

・ Ⅰ-６-（５）-②「爆発性化学物質の安全管理技術の開発」 

・ Ⅳ-２-（３）-②「社会の安全・安心を支えるデータベースの整備」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

事故や災害の被害予測、技術や製品の健康・環境・経済への影響評価など、幅広い分野にわたる評価技術

を総合し、科学的な評価のみならず社会的な評価も同時に行うため、総合的なリスク評価・管理手法を開発

し、その普及と標準化を目指している。 

政策ニーズ対応型研究を中心に、化学物質リスク、ＬＣＡ（ライフサイクルアセスメント）、爆発・産業保

安の実績をバックグラウンドとして、安全科学研究に向けたロードマップを設定し、評価手法の開発、調

査結果やデータの発信と活用、産業の国際競争力強化に取り組んでいる。研究を進めるに当たって、科学

的な評価だけでなく社会的な評価も同時に行う総合的な手法の開発に取り組むとともに、新技術・新社会シ

ステムを対象とする姿勢は独法の研究組織としては適切であり、我が国のリスク研究をリードしている。 

一方、３つの研究センターを再編して発足した「安全科学」を標榜する研究部門としての優位性や特徴

を明示し、課題相互の連携や協力による融合・統合を推進する方策を明確に提示する必要がある。また、安

全科学の意義を広く一般国民に周知し、成果のアピールをより積極的に行う必要がある。 

 今後は産業ニーズと社会ニーズのバランスに配慮し、独自性のある研究成果を挙げることを期待する。

その際、安全科学の対象は製造時の作業環境や製品の使用・廃棄時の環境などに大別され、対応する法律も

異なることに留意する必要がある。領域横断のテーマについては、他の研究機関や大学との共同研究が欠

かせないので、当研究部門の強みとニーズの把握を行い、取り組みの明確化と組織の方向付けが望まれる。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］新規技術体系のリスク評価・管理手法の研究 

持続発展可能な社会に向けて、新規技術の開発を促進しリスク評価・管理のあり方を検討するため、重要

な事例研究としてナノ材料のリスク評価手法に関する研究を進めている。ナノ材料のリスクを明らかにし、

健全な技術開発と市場化を図るため、代表的なナノ材料のリスク評価書の作成や許容暴露濃度の提案に加

え、実社会でのリスク評価・管理に資する事業者による自主安全管理技術、及び行政による管理のための効

率的な有害性評価技術の開発を行っている。 

ナノ材料を対象にして、安全な管理技術と有害性評価技術に着目したリスク評価手法の構築を進めてお

り、産総研の知見を発展させた挑戦的な課題である。成果として、ナノ材料の作業環境における許容暴露

濃度を提案し、作業者を対象としたリスク評価書を公表している点は国際的に高く評価される。また実用

性の観点から、事業者によるナノ材料の簡易自主安全管理技術の構築、行政側のナノ材料の効率的な有害

性評価技術の構築という、両者の補完的アプローチは安全性を確保する点で優れている。 

一方、ナノ材料に関して最も曝露量が多い作業環境（吸入）に着目してリスク評価を行っている点は合

理的であるが、ナノ材料のライフサイクルの観点から、他の曝露シナリオ（経皮、経口）の検討も必要で

ある。また、自主安全管理技術の構築について、「自主」であるため当事者のデータの信頼性の確保、法規

制における役割との関連を明確にすることが求められる。 

ナノリスクに対しては、一般国民も高い関心を寄せているので、社会に広く周知することが望まれる。
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確立された評価手法の構築過程が他の技術にどこまで適用できるのか、適用するためのマニュアルを含め

た検討に期待する。また、産業界における材料開発と同時進行で優れた成果を得ているので、更なる情報

発信やデータの検証を進め、欧米を代表する研究機関との連携強化にも期待する。 

 

［ユニット戦略課題２］フィジカルハザード評価と産業保安に関する研究 

化学物質の燃焼・爆発の安全に係る政策ニーズ及び国際標準化対応のために総合的な研究を実施してい

る。特に、公共の安全確保や産業保安技術の向上に重点を置いて、燃焼・爆発及び関連する現象の評価・管

理技術や企業等の保安向上に対する意識、取り組みに対するポテンシャルをはかる産業保安力の評価手法

の開発について重点的に研究を推進している段階にある。 

産業保安力評価システムを開発し、新型火薬庫に関する行政対応でも成果を挙げており、日本の提案し

た爆発性評価試験方法は国連で採択されている。爆発現象の解明については、数値シミュレーション技術

を開発し、とりわけスケールの小さい実験を通じて、実際の爆発を推定する技術は高い。また、爆発反応

の科学に関しては、標準的な発熱分解エネルギーの計測手法の確立と標準化に取り組んでいる。 

一方、ＲＩＳＣＡＤ（リレーショナル化学災害データベース）はアクセス数が多く有用であるが、他の化学

物質関連データベースとの相互連携が求められる。また、爆発現象の解明や爆発反応の科学についてはこ

れまでの進捗がわかりにくいので、基本的な評価手法を早期に確立する必要がある。 

平成２４年１１月から事業者による保安力評価システムが試行されたが、今後、本システムが十分に活用

されていくかどうかを調査し、研究の方向性を客観的に検討することが望まれる。また、保安力評価手法

などについては、アジア地域のみならず、国際標準化を迅速に進めて、国内外にアピールすることを期待

する。アウトカムの観点から、企業等の保安力向上へのモチベーションを培う活動をさらに続けることを

期待する。 

 

［ユニット戦略課題３］リスクトレードオフ評価・管理手法の研究 

経済産業省の技術戦略マップ２０１１年の化学物質リスク評価・管理技術開発に係わる技術ロードマップ

では、２０１０年頃から２０２０年頃までは化学物質管理の第３世代と位置付けられている。この技術マップに

対応して、化学物質間のリスク（代替物質のリスク等）のトレードオフを考慮したリスク管理手法、デー

タ等の不確実性を前提としたリスク管理手法、分解や反応生成（生体中含む）を考慮した環境中運命モデ

ル、製品からの直接暴露の評価手法等を重要課題に設定し、技術開発を行っている。 

暴露解析モデル・ツール、ヒト健康及び生態影響評価手法、リスク評価・管理手法、多様なリスクの解析・

統合化手法を開発しており、限られた試験結果でも評価ができる手法開発（種感受性分布推定等）は、化

審法（化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律）におけるリスク評価に対して強力な支援ツールで

ある。また、ｉＡＩＲ（室内暴露評価ツール）を含む暴露評価モデルはＰＣでダウンロードできるので、多くの

自治体、民間団体、研究者が採用している。ヒト健康及び生態影響評価手法についてはガイダンス文書を

取りまとめ、公開している。 

一方、高い専門知識のないユーザーであってもモデル・ツールを自主的に使用でき、行政でのリスク評価・

管理が進展するように、入力パラメーターの簡素化等の改良が必要である。また、リスクトレードオフは

結論を簡潔に強調するよりも、その手順に内包される不確実性の丁寧な解釈が重要である。目標やベンチ

マークについては精緻なモデルに入り込むのではなく、ユーザーの多様な要望に対処できる開発が求めら

れる。 

今後は、有害性推定手法や曝露評価モデルは他の行政機関でも類似する研究を行っているので、ツール

の乱立でなく、国内モデル統一の牽引役を期待する。また、化学物質の大気と水におけるリスク評価はま

すます重要になってくるので、その方向性を柱に研究を推進することを期待する。一般国民にはリスクト

レードオフの概念が浸透していないので、その意味を社会に広く伝える努力が必要である。 

 

［ユニット戦略課題４］新規社会システムのライフサイクル評価手法の研究 

社会システムの個々の構成要素と環境問題の関係だけでなく、システム全体が与えうる新しい影響領域

を評価する手法の検討を通じ、普及の見込まれる影響評価手法を開発する。ケーススタディを通じて、直

接・間接影響の要因、重要な影響領域の抽出を行い、影響の定量化手法の確立を行う。これらの手法を活用

して、国、地方自治体、企業、研究機関等と連携し、政策等に貢献する。 

カーボンフットプリントやウォーターフットプリントのインベントリ・データを作成して実務面の成果

を挙げることができた。ＬＣＡへの取り組みを基礎に素材と資源フローを展開して、産業主体や政府部門の

利用に供することができた。影響評価手法の開発においては、従来の温暖化、エネルギー、オゾン層、有

害化学物質に加えて、水・土地・希少資源にも注目し、興味深い研究を発展させている。 
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一方、インベントリデータベースについては網羅性を獲得して国内利用者向けの情報バンクとして運用

しているが、同時により独創的な研究も進め、特に英文での成果の発信に努めることが求められる。現状

ではユニット戦略課題を構成するサブ項目が寄せ集めに見えるので、検討が必要である。また、新技術が

もたらす社会への影響なども十分精査することが望まれる。 

研究成果と評価手法を提示するだけではなく、国民・社会に行動変化をもたらす解決策、提言あるいは「研

究者としての主張」に期待する。また、新規社会システムを対象とする研究は従来のＬＣＡ等の積み上げ型

ではなく、より探索的でシナリオ構築的なフレームを必要とするため、技術イノベーションだけでなく、

社会的要素の組み換え、社会実験を伴う実装、参加型観察をともなう行動変容分析が必要である。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

リスク評価書やツールが法令改正や社会の安全基準に役立っており、ナノ材料や爆発性評価試験法など

は法令に関する行政貢献、自主管理支援の産業貢献、国際標準化において着実な進展がある。また、機関

連携、委員委嘱、取材・報道などが活発であり、この研究部門に対する内外の期待がうかがえる。自然科学

だけでなく社会科学的な評価手法を研究対象とする当研究部門からのベンチャー起業は貴重である。 

一方、安全科学研究という観点からは、もっと市民とのコミュニケーションを深め、産業界及び消費者

から信頼が得られるよう、工夫と努力が必要である。また、国際標準や産業人材育成を進めるに当たって、

研究部門としての目的、実施体制、責任体制をより明確にする必要がある。 

今後、将来の目標である総合的リスク評価・管理技術の開発に向けて、産学官を結集する仲間作りを強化

し、国際標準化を通じて国際競争力の強化を図ることを期待する。また、海外や市民に直接関係するマス

コミへの広報に努め、安全な社会構築への直接の貢献も活動の視野に入れることを期待する。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

当研究部門は内外の異なる研究分野との連携により評価手法の統合化を図っており、異分野を巻き込ん

だ複合的な研究開発を活発に行っている。また、若手人材の育成のために、チャレンジ研究の枠の設定や

海外への研究者派遣を行っている。 

一方、研究水準が極めて高い集団であるが、その成果を社会へ環流させるような仕組み作りが必要であ

る。例えば、国内外でのプレゼンスを高めるために、国際機関の委員会などへの人材派遣が求められる。

また、ユニット運営については産業界や実務家からの期待と公的研究機関として果たすべき責務が大きい

ことを自覚することが肝要である。 

今後、当研究部門は産総研の多くの研究ユニットと接点を持っているので、ハブ組織として今後のさら

なる活動を期待する。また、一般市民の中で、安全科学研究のステータスを向上させるための活動を実施

することが求められる。 

 

５．評点一覧 

 

 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ 評点

ユニット戦略課題１ 新規技術体系のリスク評価・管理手法の研究 １ Ａ/Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ａ/Ｂ ＡＡ/Ａ ３．７

ユニット戦略課題２ フィジカルハザード評価と産業保安に関する研究 １ Ａ/Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ/Ｂ ３．７

ユニット戦略課題３ リスクトレードオフ評価・管理手法の研究 １ Ａ Ａ Ａ/Ｂ Ａ Ａ ＡＡ/Ａ ４．０

ユニット戦略課題４
新規社会システムのライフサイクル評価手法の
研究

１ Ａ Ａ Ａ/Ｂ Ａ Ａ/Ｂ Ａ ３．８

戦略課題総合点 ３．８

イノベーション推進への取り組み Ａ/Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ ３．４

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ/Ｂ Ａ ３．８

イノベーション推進への取り組み Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ ３．５

ユニット運営の取り組み Ａ Ａ/Ｂ ３．８

総合評点 ３．７
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３‐１‐６ 水素材料先端科学研究センター 

 
（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

安心・安全と経済性が両立する水素エネルギー社会を目指して、水素材料強度データベース（ＤＢ）及び

水素破面と組織ＤＢを構築する。また、燃料電池車や水素ステーションの高圧水素容器開発指針、水素輸送

技術開発指針を関連業界に提案し、評価・設計手法及び実証実験手法を確立する。さらに、水素関連機器の

開発促進・安全性向上に寄与するために、水素と高分子材料の関係や水素とトライボロジーの関係を解明す

るとともに、水素基礎物性ＤＢを構築し、これらを関連業界に公開して、その利用普及を進める。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-２-（１）-②「燃料電池自動車用水素貯蔵技術の開発」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 
 水素エネルギー社会の実現に不可欠な「水素を長期間安全に利用するための学術的な基盤」を確立する

ことを目的とし、水素を取り扱う容器や機器における金属材料の水素脆化や高分子材料の劣化、トライボ

ロジー等、水素が関わる現象や挙動の基礎的メカニズムを解明するとともに、基礎的な水素物性のＤＢを関

係産業界が活用できるようにすることで、水素利用技術の信頼性向上と安全性確立に取り組んでいる。 

 材料評価技術や材料探索指針の獲得を目指し、水素材料の疲労・脆化機構等の解明により、本研究セン

ター設立から７年間で世界に先駆けた各種データを集積したことは大いに評価できる。知見の普及に必要

なＤＢ・書籍を発行し、利用できるところまで完成度を高めている。高分子材料の評価を新たに加えるなど、

課題の重要性や研究の進展に応じた計画の見直し・再編もなされた。大学を中心に集中的な施設整備が行わ

れ、つくばの研究チームとも連携して世界最大規模の水素材料研究拠点を築き上げた。大学の研究能力と

産総研の運営ノウハウを融合させ、先端的知見の体系化を実現した。サンディア国立研究所等、内外にお

ける連携も評価できる。 

 一方で、アウトカムと７年間の到達目標については、それらの相互関係を含めて具体的イメージがやや

曖昧であった。独立的に進んできた各課題間の整合性や展開を検討する必要があった。各チームの成果を

踏まえたシステム設計例を示せなかったこと、外的要因ではあるが海外に向けて世界的データの幅広い公

開ができなかったことは惜しまれる。政策的目標と研究現場目標とのマッチングは今後工夫すべき課題で

ある。得られた多くの知見を安全基準に関する規制の見直しやコスト削減に結びつけるには、もう少し実

証的な試験・研究が必要である。設計指針や脆化防止技術は今後、前倒し提供が求められる可能性が高い。 

今後は安全で一層安価な水素製造・供給・利用システムの設計例を示すなど、水素社会の実現に向けて、

安全確保とコスト低減を視野に入れたビジョンを提示し、世界の規制をリードする役割を期待する。本研

究ユニットは、「技術を社会に」を実現する重要な典型例になりうる。また、国際標準化への活発な取り組

みと、我が国の規格・規制を見直す積極的な提言が期待される。技術の国際展開については、先進国や経済

発展の著しい地域での展開など、具体像を考慮すべき時期である。これにより、人材育成の戦略も変化す

る。なお、これまでの研究活動と設備が有効に維持されるよう、継続した予算確保が望まれる。材料開発

そのものや規制等の社会システム検討を含めた総合的な研究開発拠点とすることも一つの方向性である。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］高圧水素物性及び水素と材料の相互作用に関する研究 

水素材料強度ＤＢ及び水素破面と組織ＤＢの構築、燃料電池車及び水素ステーション用高圧水素容器開発

指針・水素輸送技術開発指針の提案、評価設計手法及び実証実験手法の開発を進めている。また、水素と高

分子材料の関係や水素とトライボロジー（摩擦、摩耗、潤滑現象）の関係を解明し、その利用普及を進め

るために水素基礎物性ＤＢを構築している。 

 水素のＰＶＴ（圧力・体積・温度）性質、粘度及び熱伝導率を測定するための高温・高圧試験機器を開発し、

水素構造材料ＤＢ、トライボアトラス、高圧水素基礎物性ＤＢ等を構築・公開（一部限定）したことは高く

評価される。取得した各種データは世界的にトップレベルである。超高強度鋼など実際の材料における問

題から水素脆化メカニズム解明が鍵であることを指摘、さらに他の材料との比較から、このメカニズムが

一般的な材料にも適応できる可能性を示唆した。ゴム材料への影響メカニズム解明ととともに、世界初の

各種ゴム材の評価ＤＢを作成し、既製品の組み合わせ等により安価で安全なシール材を開発できることを示

した。基礎物性ＤＢにより、水素社会で用いる各種機器の設計や適正コスト計量が可能となった。４０ＭＰａ

までの高圧水素環境下でのトライボロジー特性がどのように変化するかをそのメカニズムと合わせて明ら
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かにし、今後の部品での解析に必要な基礎を与えたことは評価できる。 

 一方で、既存材料（もしくは実用可能材料）を対象として評価設備を整備し、評価設備によって得られ

たデータをＤＢ化した、という研究の構図の重要性をしっかりとアピールする必要がある。ＤＢには評価手

法を明記し、他機関でのデータ取得を可能にすることも必要である。計測ノウハウを習得するプログラム

を追加するとよい。また、制度上の問題を解決して、構築されたＤＢの全面的な公開を検討する必要がある。

なお、研究課題は総花的になっては効果が少ないので、課題毎に成果レベルと必要性から優先順位をつけ、

最も優先順位の高いテーマに特化して研究を進める必要がある。外部機関（産業界等）との共同研究や研

究連携は、秘密保持に配慮した上で見える化が必要である。 

 今回のデータは実用化に必要な最小限のものであり、今後は１０００ＭＰａ超級高強度鋼での水素脆化の基

本原理の早期解明を含めて、より幅広い材料でのデータ取得に期待する。現在のＤＢ構築はボトムアップ的

な作業である。金属材料開発等の専門家を内在させて、要求性能水準を見据えた系統的な材料探索を行っ

ていく必要もあろう。企業とも協力し、実証的な方向に歩を進めることを期待する。公開ＤＢは一層の利活

用のために、ＤＢの国際標準となるような仕掛けを検討する必要がある。本ユニット戦略課題の成果を活用

する戦略として、安全で一層安価な材料やシステムの具体的な提案が重要である。例えば、１）現状材料で

の水素ステーション設計指針、２）新材料への展開を含む水素ステーションの低コスト化指針、のような二

つのターゲットに各チームが協力して取り組む仕組みがあるとよい。実用化後に起きる問題を解析する手

法を確立しているので、企業からの困りごと相談所的な機能も期待する。 

 

［ユニット戦略課題２］水素脆化現象の計測と評価に関する研究 

燃料電池車、水素蓄圧器等の技術指針や材料利用指針を提供するため、超高圧水素脆化評価基準及び超

高圧水素脆化ＤＢの整備を進めるとともに、微小領域の水素脆化現象観察手法を確立し、この手法を利用し

て、脆化防止技術の開発を進めている。水素容器・蓄圧器の国際標準化を目指して、米国サンディア国立研

究所との日米共同研究プロジェクトも推進している。 

 ２１０ＭＰａまでの高圧水素雰囲気中材料試験装置を開発して水素脆化現象を計測し、超高圧水素脆化ＤＢ

を整備したことは高く評価される。ロードマップ及びマイルストーンの設定は概ね適切であり、各テーマ

の進捗度は高い。走査型プローブ顕微鏡等を用いてミクロな視点から水素脆化現象の解明を試み、結晶の

変態のその場観察ができる手法を開発した。超高圧下での亀裂生成メカニズムを明確に示し、原子・分子レ

ベルでの表面物性評価技術を確立した。つくば地区の装置群を企業に開放し、共通課題の解決のために活

用した。より現実条件に近い評価手法を九州大学側に「技術移転」したことは重要な貢献である。 

 一方、超高圧水素脆化ＤＢをどのように生かすかを今後、真剣に検討する必要がある。必要ならば外国の

力も借りて、ＤＢの超高圧水素脆化評価基準を含めて早期公開を図るべきである。高圧下・高温下など、考

えうる特殊環境下での評価まで広げることも重要である。計測のノウハウを伝授するプログラムも考える

とよい。これらの評価技術が我が国の産業に反映され、国内の適切な規制に役立つ方向に、より一層、力

を入れてほしい。硬度と弾性率を計測するナノインデンテーションはかなり基礎的なテーマなので、九州

大学との連携などの工夫を前面に出して位置付けを明確にする必要がある。日米共同研究では役割分担が

若干不明確であるために、日本側の成果を対外的にアピールできない懸念がある。 

今後は、マクロからミクロにわたる領域の脆化現象の解明と評価を、シミュレーションを含めて推進す

ることが望まれる。亀裂発生のメカニズムと材料または、複合材料特性に関して多くの知見獲得を期待す

る。脆化評価基準及びＤＢの整備から、早期に脆化防止技術の開発へとつなげているとともに、安全な水素

社会の確立を目指したリスクマネジメント手法の確立が必要である。開発された水素用材料試験方法につ

いても国際標準化が必要である。標準化で主導的な役割を果たし、その貢献が表に見えることが望ましい。

プロジェクト推進の仕組みとしては、九州大学の材料強度特性チームと一体運営され、規格化などを産総

研が先導していくのが国際競争上も強く適切である。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

 水素利用に不可欠な物性データを整備して構築した水素構造材料、水素物性、水素トライボロジー及び

ゴム材料のＤＢは多くの企業・研究機関で有効に活用されている。データを広く活用する新規枠組みを作り、

仲間作りを行ったことも高く評価される。産学・産官連携において模範となる事業展開がなされ、規制見直

し、国際標準化に必要な取り組みにも着手している。水素利用技術に関する知識を持つ多くの人材を育成

し、社会に供給した。水素先端世界フォーラム開催など国際的な普及活動や人材育成を兼ねた見学コース

の設定など、自動車メーカーや地域を巻き込んでイノベーションハブとしての機能を果たしている。 

 水素技術の社会へのＰＲ活動・浸透は十分である一方、安全・安心で安価な水素製造・供給・利用の独自シス

テムの提案に至っていない。真の意味でのイノベーションとして、発想の転換や切り口の斬新さはみられ
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なかった。 

今後の知的基盤（ＤＢ）戦略は、国策、産業界メリットなどのメリハリの利いたターゲットを持って推進

することが望まれる。現在のＤＢに追加・改定していく仕組みが重要であり、国内のあらゆるメーカーがデー

タを使えるようＰＲするとともに、世界にも公開し、安全で安価な水素社会を構築するためのデファクトス

タンダードにすることが望まれる。九州大学との連携継続・強化は人材育成の観点からも重要である。今後、

ＮＥＤＯ事業において実施するとしても、大学と産総研の良さを両立できる仕組みを維持し、ＤＢのように大

学では難しい事業にも引き続き取り組むことを期待する。規制の見直しや国際標準化が、最終的には我が

国産業の国際競争力強化に結び付くよう、より戦略的に且つ長期的視点で取り組むことを期待する。種々

の制約を打破するために、関連機関に対しても大胆な提言等を発信することが期待される。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

 研究体制と設備を整備することにより水素材料技術に関する国際研究拠点を形成し、多くの研究者を束

ねてプロジェクトを組織的な成功に導きつつある。研究センター長のリーダーシップに加え、いろいろな

組織から参加した副センター長も役割を分担して活躍した。産総研と大学が一緒になって１つの国家プロ

ジェクトを進めた意義は大きい。また、プロジェクトの目標を明確にしたことにより、参加した学生を含

め全員がやるべきことを共有化できている。プロジェクト全体の目標と自分の役割、責任を自覚した学生

の進歩は非常に速く、このような環境で学生を育てることは重要である。学生からの人気も高く、人材育

成も有効に機能している。 

しかしながら、大学側に比べて、産総研側のメリットや連携の意義が見えにくいところがある。今回、

成果に結びついた要因を、両者が単独の場合と比較して検証するとよい。 

 今後は、「安全と危機管理」を最大テーマにする必要がある。想定外や安全神話を作らずに、個別技術の

連結手法、全体的な安全意識の醸成方法、最悪の事故を防ぐフェイルセーフ対策等を課題とすることが望

まれる。２０１５年に予定されている燃料電池車の発売の後に、さらにいろいろな課題が見えてくるので、

引き続き駆け込み寺的機能を有する組織が必要である。これまでに整備したＤＢに加えて、施設や機器も広

く活用されるよう、運用面における工夫が求められる。産業界との有償共同研究の一層の推進強化や中核

的若手研究者の活用と育成も期待する。 

 

５．評点一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ 評点

ユニット戦略課題１
高圧水素物性及び水素と材料の相互作用に関す
る研究

２ ＡＡ/Ａ ＡＡ/Ａ Ａ ＡＡ/Ａ ４．４

ユニット戦略課題２ 水素脆化現象の計測と評価に関する研究 １ Ａ Ａ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ ３．８

戦略課題総合点 ４．２

イノベーション推進への取り組み Ａ ＡＡ/Ａ Ｂ ＡＡ ４．１

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ/Ｂ Ａ ３．８

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ ４．０

ユニット運営の取り組み Ａ/Ｂ Ａ ３．８

総合評点 ４．１
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３‐１‐７ メタンハイドレート研究センター 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

メタンハイドレート資源から天然ガスを安定かつ経済的に採収する生産技術の研究開発を推進し、商業

化を実現するための技術整備を行うとともに、産業への橋渡しとして中核的役割を発揮する。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-３-（２）-①「メタンハイドレートからの天然ガス生産技術の開発」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

メタンハイドレート資源開発において、天然ガスを安定かつ経済的に採収する生産技術の開発を行うと

ともに、メタンハイドレート資源開発の基礎を支え、経済性を高めるためのハイドレート機能を活用した

技術開発を推進している。 

設立４年目の研究センターとして、メタンハイドレートから天然ガスを経済的に採取するための実用化

を主眼として、メタンハイドレート資源生産技術と機能活用技術に関するユニット戦略課題を設定してい

る。経済産業省の委託研究を核として、中長期的な視点から研究を進め、研究レベルは高く国内外におい

て優位性を有している。また、国内外との連携や共同研究を積極的に進めており、ユニット戦略課題と民

間企業・大学との連携による研究アライアンス事業の相互関係を適切に整理し、相乗効果を得ている。 

一方、ロードマップにおいてマイルストーンや数値目標を明確にし、研究成果からアウトプットにつな

がる技術シナリオ及び海洋産出試験後の商業化に至るプロセスの明示が一層求められる。 

今後、エネルギー問題の動向、平成２４年度末の海洋産出試験の結果、及び民間企業の参入などにより、

ロードマップの修正や研究目標・計画などの見直しが予想されるので、それらに柔軟に対応することが期待

される。また、ユニット戦略課題の研究進展に加えて、相乗効果をめざして、２課題の連携強化を図り、

研究体制や人材配置・育成を工夫することを期待する。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］メタンハイドレート資源生産技術の開発 

メタンハイドレート資源生産技術の開発について、①メタンハイドレートの生産レートの向上と安定な

生産技術の確立を目指した「高度生産手法の開発」、②安定な操業技術の確立と社会受容性の確保のための

「地層特性評価技術の開発」及び③信頼性のある生産性予測技術を確立するための「生産性予測技術の開

発」を主要研究課題として取り組んでいる。 

 海洋産出試験に向けた技術開発はロードマップに沿って順調に進捗しており、生産性の向上のための技

術開発も適切であり、実施の段階に到達した。特に減圧法による生産技術開発は成果を挙げ、大型産出試

験装置によるシミュレーションの検証も進めつつある。また、地層力学挙動解析シミュレーターの高度化

と高速化が図られ、坑井周辺地層の力学的挙動の理解がより進んだ。 

一方、海洋産出試験や大型試験装置の結果については、積極的に試験の実態や成果を公開し、我が国の

技術の優位性を世界に示すことが重要である。また、石油天然ガス・金属鉱物資源機構（ＪＯＧＭＥＣ）、企

業、大学との密な連携の継続及び環境影響評価への対応が今後求められる。なお、大型装置の維持管理費

については、今後多額の予算が必要と思われるので、適切な対応が求められる。 

 今後、海洋産出試験や大型試験装置を活用して得られた結果を積極的に公開し、我が国の技術の優位性

を世界に示すことを期待する。また、内外の情勢の変化、及び海洋産出試験の着実な成果と新たに表出す

る課題に対して機動的に研究計画を見直し、２０１６年以降、さらに長期の産出試験を通じた技術課題の解

決とコスト削減に向けて、長期的な視点に立脚した技術課題を明らかにしていくことを期待する。 

 

［ユニット戦略課題２］ガスハイドレート機能活用技術の開発 

メタンハイドレート資源開発の経済性を総合的に高めるため、資源開発の研究基盤となるガス包蔵特性、

力学特性、熱特性、包接分子選択性、相平衡特性など、物理的特性の解明に向けた研究に取り組み、それ

らの研究成果を応用した新産業の創出によって資源開発の経済性の向上を目指す。 

天然ガス輸送貯蔵媒体としてのハイドレート及びセミクラスレートによるガス分離／精製技術に関する

研究は進捗しており、民間企業との共同研究により実用化に結びつく多くの成果を挙げている。他の課題

についてもロードマップに沿って研究を進捗させており、論文、特許などに成果を挙げている。 

一方、実用化に結びつく多くの成果を挙げているガス分離／精製技術については、世界的な研究動向の
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中で、本研究ユニットの独自性と優位性を明示する必要がある。また、本課題は研究対象が幅広いので、

研究資源を考慮し、研究が発散することのないよう留意が必要である。 

今後、ガスハイドレート産業創出イノベーション（ＧＨＩＣ）などを通じた民間企業との連携を積極的に進

めて実用化につなげ、早期の技術移転や特許等の獲得などの成果に期待したい。また、ハイドレート応用

技術は様々なアイデアをもとにして研究開発が進むと考えられるので、現在進めている技術以外に、メタ

ンハイドレード資源開発の経済性を高める技術や新産業創出につながる展開にも期待する。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

本研究センターの学術、産学官連携、国際への貢献は顕著であり、研究アライアンス事業に基づく講演会・

取材などへの積極的な対応、若手研究者等の受け入れによる技術的な研修など、イノベーション推進への

取り組みが多面的に行われている。また、メタンハイドレート総合シンポジウム（ＣＳＭＨ）による国内関

係者（研究者）間の交流、８ｔｈ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｗｏｒｋｓｈｏｐ ｏｎ Ｍｅｔｈａｎｅ Ｈｙｄｒａｔｅ Ｒｅｓｅａｒｃｈ & Ｄｅｖｅｌｏｐｍ

ｅｎｔ （２０１２ Ｆｉｅｒｙ Ｉｃｅ，Sapporo）の開催による国際貢献、実験・分析装置利用の研修員の受け入れや人材

育成などを実施している。 

一方、海洋産出試験の開始などを受けて、メタンハイドレートが社会的に注目されるようになると、研

究成果や内容を正確に理解してもらえるような幅広い情報提供が必要になる。このためには、ホームペー

ジ、ニュースレターなどの一層の充実を図り、広く国民に対して積極的かつ戦略的な情報発信を行うこと

が求められる。 

今後、メタンハイドレート資源の可能性やプラスの面だけでなく、リスクや問題点などを含む多面的で

適切な情報を国内外に発信するため、たとえば、サイエンスコミュニケータの配置など、情報発信の態勢

を整えることが望まれる。また、本研究センターが保有する施設をさらに有効利用するため、大学をはじ

めとする公共性のある研究組織との連携や研修員の受け入れをさらに進めることを期待する。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

産総研内外との連携に基づいて、大規模なプロジェクトを円滑に遂行して、成果を挙げており、予算の

効率的な使用にも努力している。また、生物プロセス研究部門や地圏資源環境研究部門との共同研究によ

る新しい展開も進めている。研究拠点が北海道とつくばに分かれているが、研究者の交流を密にするなど

により意思疎通を確保する工夫がなされている。高圧の大型試験設備等の使用に際しては事故防止のため

に教育訓練等、十分な安全確保が行われている。 

一方、大型の委託費を使った政策対応の研究において、契約職員も含めて人材の確保・育成、構成員に対

する過剰な負担や偏りが生じないよう、研究ユニット長の適切な運営が必要である。メタンハイドレート

に対して世の中が過剰な期待とならず、同時に関心を失わないように、両面に配慮した広報が必要である。 

今後、若手研究者の人材育成・研究の推進・技術向上にはそれぞれの実情に合わせたきめ細かなキャリア

パス指導が必要であり、若手研究員の新たな発想が大きな成果獲得につながるようなフレキシブルな運営

を期待する。また、資源として重要な対象であるガスハイドレートの研究分野は、学術的にも重要な課題

であるとともに、様々な技術への応用にも期待できるので、今後とも幅広い視野での技術の利用拡大を期

待する。 

 

５．評点一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ 評点

ユニット戦略課題１ メタンハイドレート資源生産技術の開発 ２ ＡＡ/Ａ Ａ ＡＡ/Ａ Ａ ＡＡ Ａ ４．３

ユニット戦略課題２ ガスハイドレート機能活用技術の開発 １ Ａ Ａ Ａ Ａ/Ｂ Ａ Ａ ３．９

戦略課題総合点 ４．２

イノベーション推進への取り組み Ａ ＡＡ/Ａ Ａ Ａ/Ｂ Ａ Ａ/Ｂ ３．９

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ Ａ/Ｂ ３．８

イノベーション推進への取り組み Ａ/Ｂ Ａ ３．８

ユニット運営の取り組み Ａ Ａ ４．０

総合評点 ４．１
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３‐１‐８ 太陽光発電工学研究センター 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

 エネルギー供給の安全保障と低炭素化、経済発展、国内雇用創出を同時に実現するために、太陽光発電

に関連する技術分野に体系的かつ包括的に取り組み、太陽光発電の技術及び普及の持続的発展に貢献する。

また、福島県に設立される福島新拠点での研究開発に参画し、再生可能エネルギー関連新産業創出と、そ

れによる東日本大震災からの復興に資することを目指す。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-１-（１）-①「太陽光発電の共通基盤技術の開発及び標準化」（Ⅳ-３-（１）-②へ再掲） 

・ Ⅰ-１-（１）-②「太陽光発電の長寿命化及び高信頼性化」 

・ Ⅰ-１-（１）-③「太陽光発電の高効率化」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

中期目標である太陽電池の変換効率の相対値で１０％の性能向上、モジュール寿命を３０年以上に延ばす

信頼性向上、基準セル供給や新型太陽電池評価技術など共通基盤技術の開発を達成するために、競争的資

金による大型プロジェクトへの企業との共同参加、外部資金獲得による設備などの拡充、国際人材、企業

人材、学生などのマンパワー強化に重点的に取り組み、国際的に認知度を高めることによってさらに技術

開発を加速することを戦略としている。産総研の中立的立場を活用し、わが国の太陽光発電技術研究開発

を主導する中核研究機関として、国内外から高く評価される活動を展開することを目指している。 

 材料別のチーム編成から技術的性格による編成に転換し、時代の要請に適合する研究組織となったこと

は評価できる。研究開発計画は入念に検討されており、達成目標、中長期的な展開、及びユニット戦略課

題の相互関係も概ね妥当である。日本の太陽電池研究の中心地として、総合的に産業界・学界からの期待に

応える成果が出ている。コンソーシアム活動や実用化ライン構築等により、企業の技術開発を力強くサポー

トしている。内外の関係機関との連携も活発で、産学官連携のハブとして機能し、競争関係にもある米国

の国立再生可能エネルギー研究所（ＮＲＥＬ）、ドイツのフラウンホーファー研究機構とともに、世界的な研

究拠点として認知されている。 

 一方、開発目標「相対値で１０％性能向上」は必ずしも十分ではない。個々の太陽電池の出口イメージを

明確にして、世界の動向に従って高める必要がある。各種の評価・診断技術と薄膜系デバイスに重点が置か

れているが、産業の中心である結晶シリコン太陽電池の技術革新には廉価な高品質単結晶成長法開発と超

薄型ウェハ化が必要である。産業界ではコストパフォーマンス向上が最も重要であり、効率向上に加えて

コスト面も考慮する必要がある。 

 今後は蓄電、配電システムを含む総合エネルギー利用技術が重要になる。コストパフォーマンスに影響

を及ぼす要因分析などのシステム論的な分析に基づき、必要な研究テーマを位置付けるとともに、所内外

の連携／切り分けをマネジメントする必要がある。人的ネットワークを拡げて世界の潮流を的確に把握し、

組織運営や人材育成の面でも中核となって世界をリードする技術を開発しつつ、産業競争力強化に向けた

技術開発戦略提言機能も強化し、産業界を牽引することが期待される。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］太陽光発電の共通基盤技術の戦略的標準化 

我が国のエネルギー・環境問題対策に関する太陽光発電システムの普及拡大方針（例えばＮＥＤＯ太陽光発

電ロードマップＰＶ２０３０＋）に対応するために、その基盤となる評価・標準技術（基準セル校正技術、高

精度性能評価技術、屋外発電量評価技術）及びシステム技術（システムの長期的な保守点検・故障診断技術、

安全性向上技術、発電量予測技術）を開発するとともに、産業界への供給・標準化・ガイドライン提案・技術

移転等による実用化を図っている。 

システムの信頼性や故障診断等を早くから検討し、成果を挙げていることは評価できる。公的な研究機

関として、少ない陣容で各方面からの様々な問題に対応している。太陽電池性能評価技術と基準セル校正

技術は世界最高水準にあり、内外の研究開発の促進に大きく貢献している。連携も活発であり、コンソー

シアム等仲間作りにもつながっている。 

一方、評価技術に偏ることなく、同一組織でデバイスと評価・標準技術を開発している特徴を生かして、

評価で得られる知見を開発に反映させて、競争力強化に活用する必要がある。安全性の研究では欧米に遅

れている部分がある。メーカーの情報開示不足もあるが、メーカーとの情報交換や解析技術を強化して課
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題を解決することが必要である。太陽電池の普及によりこの分野の研究業務拡大が予想されるので、外部

機関との役割分担、教育システム作りなど、今こそ優れたマネジメントが必要になる。国際的評価法の確

立も標準化の際の発言力確保に重要である。 

 今後も公的機関として製品の信頼性を高める評価・標準への取り組みは重要で、人材育成を含む短期的成

果と、長期的な産業競争力への貢献が期待される。標準化の過程で重要となる国内企業の特許状況の調査・

把握のための体制や、国際交流によって諸外国の情報が自然に集まる体制構築も必要である。何を共通基

盤技術としてどこを個別企業の差別化技術とするのか等、産業界との情報交換や技術移転にも工夫が必要

である。公的機関として政策提言が必要な分野でもあり、大型システムであっても安全性、信頼性も含め

た発電能力の評価に取り組むことが望まれる。 

 

［ユニット戦略課題２］薄膜太陽電池高効率化 

太陽光発電ロードマップＰＶ２０３０＋をターゲットとして、薄膜太陽電池の革新的な高効率化・低コスト

化技術を開発することにより、日本の薄膜太陽電池産業の牽引を目指している。基礎研究では革新的な次

世代技術の開拓を進め、応用研究では研究成果の企業への技術移転を加速している。 

優れた光閉じ込め技術や透明導電膜を開発し、４種類の薄膜太陽電池（薄膜シリコン、化合物系薄膜、

有機薄膜、及び色素増感）で世界最高レベルの成果を挙げていることは評価できる。効率を追うだけでな

く、基礎的な研究にも努力が払われており、材料・プロセス技術はディスプレイやイメージセンサなどのデ

バイスにも波及効果が高い。企業や大学との協力によって人材の育成にも貢献している。 

 一方で、研究対象は総花的である。各方式の位置付け、必要性、求められる目標水準等を明確にし、特

徴を主張できる対象に注力する必要がある。電力向け薄膜太陽電池での相対的変換効率１０％向上との目標

は必ずしも十分ではなく、少なくとも絶対値で１８％以上を目指す必要がある。変換効率が低いと架台や工

事費など面積比例の周辺コストがかさみ、実用化は難しい。産総研が世界をリードしてきた薄膜シリコン

太陽電池は最近の結晶シリコン太陽電池の価格や性能に追いついていないので、開発のスピードを上げる

か、高性能化への技術探索研究に集中する必要がある。フレキシブル太陽電池は市場が限定的である。普

及の観点からはコスト・供給力にも指標が必要で、共同研究先への技術移転の迅速化が課題である。 

太陽電池の種類に関しては選択と集中が重要になる。変換効率及び資源量も含めた将来見込みが重要で

ある。当落線以下のテーマは研究開発を外部に頼み、評価など支援に徹することも有効であろう。費用対

性能向上のために、材料／装置コストを下げるのか、変換効率を上げるのかを総合的に勘案した課題設定

が必要で、薄膜ならではの用途開発に注力するなど、市場への出口をより強く意識することが望まれる。

世界最高性能更新への挑戦も期待される。 

 

［ユニット戦略課題３］実用化加速ライン整備 

高性能の太陽電池セル・モジュールを実現することを目的として、商用サイズの太陽電池モジュールの試

作・評価・信頼性試験が可能な実用化加速ラインを九州センター内に構築し、「高信頼性太陽電池モジュール

開発・評価コンソーシアム」に提供している。また福島新拠点には薄型ウェハに対応した加速ラインを構築

し、インゴットのスライスによるウェハ製造工程、セル製造工程、モジュール製造工程、信頼性試験まで

を一貫して研究開発できる場を「結晶シリコンＰＶコンソーシアム」に提供する計画である。 

 多数の材料、部材、セル及び装置メーカーからなるコンソーシアムを組織し、開発・評価を実践したこと

は評価できる。モジュール周辺部材を例に劣化要因を明らかにし、ＩＥＣ規格を大幅に上回る高信頼性モジ

ュールを開発するなど、信頼性向上に資する評価試験、要因分析、対策の一貫したプロセスを達成した。

新規参入企業に有益な加速テストラインは産業の裾野を拡大し、会員間の秘密保持も留意されている。 

 一方、実用化加速ラインは検討すべき生産方式を固定化する危険もあり、臨機応変に対応できる装置構

成の柔軟性が望まれる。次世代のモジュールはどうあるべきかの発信も必要である。現在の産業の基盤で

ある結晶シリコン太陽電池に対する技術開発は手薄であり、福島新拠点の完成を待つことなく計画線表を

前倒しし、世界と勝負できる技術水準に引き上げる技術開発の強化も必要である。既に薄型ウェハを用い

て変換効率２３％を実現しているメーカーもあり、結晶シリコンＰＶコンソーシアムの本格的活動を前に、

目標数値は再検討も必要である。 

さらに、新構造の結晶シリコン太陽電池の試みを早期に進めるなど、関連機関の要望等を拠点設計に十

分反映させることが望まれる。何に注力すべきか、どの製造方式が必要なのか、深い議論が必要な段階で

ある。単純に薄膜化を図るだけでは世界競争の中での差別化は難しく、階層的にも多岐にわたる業務の整

理が望まれる。国際競争力として差別化できる先端技術を開発し、強い特許を取得してメーカーに供与す

ることで、国内産業の振興に一層寄与することを強く期待する。 
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［ユニット戦略課題４］革新的太陽電池技術開発 

現在、単接合の太陽電池の変換効率は、研究室レベルでは熱力学的な理論限界に迫っている。本課題で

は太陽電池の変換効率の飛躍的な向上を目指して、多接合化とともに新規材料探索、新概念・原理の実証や

それらを使った太陽電池デバイス技術の開発を実施している。 

一貫した方針に沿って、メカニカルスタック（個別に作製した太陽電池を光学的、電気的、機械的に接

合する技術）等をコンセプトとして種々の要素技術を検討していることは評価できる。最重要指標である

変換効率は、期間内の目標は別として、効率４０％超という最終目標は挑戦的である。多くの研究機関との

連携で、利用可能な要素技術は早期に実用化研究に移行できる体制を組んでおり、日本の太陽電池研究の

ハブとしてうまく機能している。 

 一方で、革新的太陽電池を一通り研究しているが、本研究センターで重点化すべきテーマが不明確であ

る。外部資金に依存するために、本研究センター独自の提案を出しにくい印象も受ける。太陽電池を革新

するアイデアは今後もまだ豊富に提案される可能性があり、本研究センターがアイデア提案の場の中心と

なるよう、広い分野の研究者との交流を促進するなど、一層開放的な組織となるべきである。現状で報告

されている効率は不十分で、多様なアプローチを進める前に、グローバルに研究動向を把握し、世界最高

水準の効率をいずれかの手法で実現し、それをキープしつつ多様なアプローチを進めることが望まれる。 

 今後は各要素技術の成果から目指すべき太陽電池の構造を決め、技術の可能性検証に取りかかる時期に

なる。産総研ですべてはカバーできないので、関係機関との連携を意識して、エマージングな技術課題を

速やかに外部資金プロジェクトへ提案し取り組むことを期待する。多接合型ではトップセルの性能改善、

特にポテンシャルを左右する開放端電圧（Ｖｏｃ）の改善が大切であり、集光しないならばコスト面での早

期評価も必要である。特にこの分野では、幅広い研究を行う余裕と息の長い支援が必要で、知的刺激を活

発化させる意味からも広い分野の研究者との交流及び積極的な国際交流が一層望まれる。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

 わが国の中核拠点として複数のコンソーシアムを組織し、素材メーカーを含む数多くの共同研究等を着

実に実施しており、オープンイノベーションハブとしての貢献は際立って高い。産業人材育成についても、

企業等から多数の研究者の出向を受け入れる等、大きく貢献している。アジア基準認証や国際標準化など、

中立的な研究機関ならではの業務にも積極的で、太陽電池の信頼性向上に大いに寄与している。 

 一方、外部資金への依存度が高く、外部資金が求める研究の方向性という制約はあるが、その中でも、

より積極的に内外の研究グループと交流し、的確にイノベーション課題を見出す努力が必要である。社会

科学的なアプローチも検討する必要がある。新研究センターの枠組みが整ったばかりであるが、イノベー

ション視点でＰＤＣＡサイクルを実践することが大切である。国際標準化では産業界が積極的に参加できる

仕組みが必要である。３つの研究拠点は戦略的な活用を行う必要があり、試作ラインではトレーニングセ

ンター等を考える選択肢もある。コンソーシアム活動や標準化などを進める上では知財戦略を明確に打ち

出す必要があり、ポートフォリオ化して周知すると特徴が明確になる。 

 今後、発電原理すら革新する新提案が出される可能性がないとは言えない。それらに柔軟に対応できる

余裕の部分を、絶えず確保することを期待する。また、ＮＥＤＯ等からの研究課題の実施だけでなく、技術

開発戦略の面でより多くの貢献を期待したい。関連予算を一手に引き受けて、産総研からさまざまなプレー

ヤーに再委託する形も検討する必要がある。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

 新しい研究センターが発足し、ＮＥＤＯ等の外部資金を継続的に獲得するなど、太陽電池研究の中心とし

て充分な努力を行っていることは評価できる。所内連携や分野融合で限られた人員を活用し、効率的に研

究を推進している。内部・外部の人材の育成についても良い成果を生んでいる。太陽電池関連組織の事務局

や幹事所となるなど、随所にリーダーシップが示されている。信頼性評価・故障診断技術ではメンバーのモ

チベーションも高く、研究者が評価されにくかった分野にも取り組んでいる。 

一方、研究テーマが外部資金に拘束される傾向があるため、新たなシーズの研究成果も出せる自由な雰

囲気作りも必要である。運営に関わる問題は、主に福島新拠点絡みでこれから顕在化してくると思われる。

不足するリソースの確保に向けた体制の整備が必要である。 

ポスドク研究員、研究補助技術職員など契約職員が多いので、今後はその育成と移動（就職など）につ

いて組織的な取り組みが必要である。大学、企業も含めた人材のサーキュレーションも有効である。福島

新拠点に絡む組織体制・連携体制など、その中で研究員が十分に能力を発揮できるような研究ユニット運営

に配慮が求められる。短期的なミッションを抱えながらも基礎研究をバランスよく進めて、ブレークスルー

の実現が期待される。 
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５．評点一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ 評点

ユニット戦略課題１ 太陽光発電の共通基盤技術の戦略的標準化 ２ Ｂ Ａ Ａ Ａ ＡＡ/Ａ ３．９

ユニット戦略課題２ 薄膜太陽電池高効率化 １ Ａ/Ｂ Ｂ/Ｃ Ａ Ａ Ａ ３．６

ユニット戦略課題３ 実用化加速ライン整備 １ Ａ Ａ/Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ ＡＡ/Ａ ３．７

ユニット戦略課題４ 革新的太陽電池技術開発 １ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ/Ｃ Ａ ３．３

戦略課題総合点 ３．７

イノベーション推進への取り組み Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ Ａ Ａ ３．６

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ ＡＡ/Ａ Ａ ４．３

イノベーション推進への取り組み ＡＡ ＡＡ/Ａ ４．８

ユニット運営の取り組み ＡＡ/Ａ Ａ ４．３

総合評点 ３．９
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３‐１‐９ 健康工学研究部門 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

人間生活における人体の健康維持管理に関する研究開発を進める。「１００歳を健康に生きる」技術の開発

を目指し、人間の健康状態を計測・評価し、その活動を支援するため、先端的なバイオ技術と材料・システ

ム開発技術を融合し、健康な生活の実現に寄与する技術を確立する。その達成のため、人間の身近な健康

維持、向上に関する工学的研究に焦点を絞った研究開発の推進、産総研における健康工学関連研究ユニッ

トの連携体制構築と地域の健康関連産業の活性化への貢献、及び広く産業界、大学における人材育成をミッ

ションとする。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-５-（３）-②「生体高分子や生体システムの高機能化によるバイオプロセスの高度化」（Ⅰ-３-（１）-

③へ再掲） 

・ Ⅱ-１-（１）-①「幹細胞等を利用した再生医療等に資する基盤技術及び標準化技術の開発」 

・ Ⅱ-１-（２）-①「ナノテクノロジーと融合した生体分子の計測、解析技術の開発と標準化」 

・ Ⅱ-１-（２）-③「有用生体分子の構造、機能解析に基づく創薬基盤技術の構築、改良とその分子の高度

生産技術の開発」 

・ Ⅱ-２-（１）-①「脳神経機能及び認知行動の計測技術の開発と人間の心と行動の理解、モデル化、予測

技術の開発」 

・ Ⅱ-２-（２）-①「分子計測による心身の健康状態のモニタリング、管理技術の開発」 

・ Ⅱ-２-（２）-②「健康リスクのモニタリング及び低減技術、健康維持技術と健康情報の管理及び活用技

術の開発」 

・ Ⅱ-２-（３）-③「人間の心身活動能力を補い社会参画を支援するためのインターフェース等の技術開発」 

・ Ⅲ-１-（１）-②「情報入出力機器のフレキシブル、小型化のためのデバイスの研究開発」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

 持続的で安心かつ豊かな生活の構築に貢献するため、人間の身近な健康維持・向上に関する工学的研究に

焦点を絞る。先端的研究（「バイオマーカーの機能解析・同定とその検知デバイス技術開発」、「健康リスク

計測とリスクモニタリング技術の開発」、「組織・細胞の機能の再生・代替技術の開発」、「細胞機能計測・操作

技術の開発」、及び「ヒト生理機能解析技術の開発」）と地域連携、人材育成を行っている。 

「健康」を「工学」するという全く新しい視点に対して、十分な実績のある研究グループのポテンシャ

ルを最大限に活用した目標設定と計画が的確に立てられ、優れた研究成果を蓄積している。国際標準化に

貢献するもの、「診断」という領域に「工学」から果敢に先見性を持って取り組むもの、など特筆すべき特

徴を有している。研究拠点が関西と四国にまたがる本研究部門の特徴を意識し、積極的に地域連携や健康

関連産業の振興を図る計画とその実質的な展開も高く評価することができる。 

一方、ユニット戦略課題の相互関係を再度見直して可能な連携を促進するなどにより、研究開発の効率

化が求められる。また、重要テーマについてさらに詳細なロードマップを作り、中間点での確認と状況に

応じた修正が必要である。 

今後は、出口に近いテーマをきちんと把握し、実用化までの道のり（期間、問題点、特許など）を示す

とともに、プライオリティーの高い課題については、重点的な資源（人員、資材）投資などタイムリーな

支援体制強化により、その実用化を加速することを期待する。また、産総研内の関連分野をはじめ、医療

現場、企業との更なる連携強化が期待される。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］バイオマーカーの機能解析・同定とその検知デバイス技術開発 

生体における機能の解明によって、健康状態や未病状態の科学的評価が可能なバイオマーカーを探索・

同定し、さらにそれらのマーカーや既存のマーカーを迅速、簡便に測定することが可能なデバイスの開発

を行っている。 

生活習慣病、ストレスに関する先導的研究成果をもとに、的確なアウトカムとその道筋の設定、本研究

部門の有する技術要素とその展開が具体的に設定され、優位性の自己評価も妥当である。酸化ストレス、

脳疾患関連バイオマーカーなどに関して優れた成果を挙げている。産総研の他研究部門・分野でのチップ化

技術、検出技術を統合する産総研ベストチップの構想は、その成果が期待されるところである。 
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一方、このユニット戦略課題が担うテーマ全般に関して、被験者数・検体数を増やすとともに、長期的な

経過のフォローにより有用性検証を着実に行うことに留意するべきである。開発すべきバイオマーカーの

選択については、現状に固執するのではなく、社会や臨床現場の要請を勘案した柔軟な対応が必要になる。 

今後、トランスレーショナルリサーチ（ＴＲ）を展開する上で、医療機関と相互にメリットがある形で連

携を進めることが求められる。バイオチップ技術の研究では、コスト面も含めて既存の健診システムなど

と比較して格段に優れていることをアピールできることが必要である。「未病」の評価は困難さを伴うが、

バイオマーカーの測定データに基づき、それを数値化し「発症リスク」という言葉で表現することに関し

ては、医療機関をはじめ社会のコンセンサスが得られるか、慎重な検討が求められる。 

 

［ユニット戦略課題２］健康リスク計測とリスクモニタリング技術の開発 

身体内部あるいは環境に存在する健康阻害因子を高精度に計測・評価し、因子そのもの、あるいは健康へ

の影響を効果的に低減するための技術開発を目指している。また、選択性ナノ材料によるリスク削減シス

テムにおけるリスク物質の高感度モニタリングシステムの開発、及びマラリアやインフルエンザの診断装

置の実証研究を行っている。 

内外の競合技術や機関の比較について具体的に提示し、自身の研究や技術レベルが客観的に把握されて

いる。ロードマップは概ね適切と判断できる。マラリアなどの原虫感染症診断システムの開発は、論文発

表や知財を確保した後に、企業との共同による診断装置開発、ＷＨＯへの技術のアピール、フィールドでの

実証研究を開始するなどの着実な進展が評価できる。また同様のマイクロチャンバー技術を用い、がん転

移の早期発見などに役立つ血中循環がん細胞（ＣＴＣ）検出デバイスの開発も企業と共同で進められている。

有害物質などの分離計測技術や工業用粒子のリスク評価技術についても、他の追随を許さない独自性があ

り今後の社会貢献が期待される。 

全般的に、知財確保に留意しながら成果発表や広報などによる情報発信を強化することが必要である。 

今後は、感染症の診断装置ではその使用現場での検証を、また有害物の選択的認識・分離処理に関しては、

合理的な量・コスト（生産・運転）を意識して、実用化の可能性を早期に検証しておく必要がある。ＣＴＣの

検出技術については他の技術との比較を詳細に行い、医療機関との連携を進めることにより、早期の実用

化を目指すことが期待される。 

 

［ユニット戦略課題３］組織・細胞の機能の再生・代替技術の開発 

再生医療の早期実用化を目指して細胞の分化誘導技術や組織形成技術の開発を行っている。また、環境

変化に自律的に応答する材料の開発を行って細胞、組織の代替技術の確立を目指している。 

アウトカムの設定とそれに至るロードマップは明解で、妥当と判断される。臨床機関をはじめ、内外の

機関との連携で臨床応用を目指した研究が展開され、一定の成果が出ていることは高く評価できる。間葉

系幹細胞（ＭＳＣ）研究において、患者ＭＳＣからの遺伝子改変ＭＳＣや遺伝子改変ｉＰＳ-ＭＳＣ、健常者ｉＰＳ-

ＭＳＣの作製など、着実に進展していることも評価できる。 

一方、再生医療技術の取り組みの課題については、さらに国内の医療機関との連携を進め、より広範囲

での実施を可能にする体制の構築が必要である。 

研究内容や到達目標が、産総研内の他の研究ユニット（幹細胞工学研究センターやヒューマンライフテ

クノロジー研究部門など）や戦略課題１のうつ病関連研究と関連する部分がある。相互に適正な連携を図

るか、あるいは「健康（幸）工学」としての特徴を意識して出すことが求められる。 

 

［ユニット戦略課題４］細胞機能計測・操作技術の開発 

遺伝子、細胞、情報、ナノテクノロジーなどの研究を統合し、健康・医療に関わる知的・技術基盤の形成

と応用技術の創出を目指している。 

的確なアウトカムを設定し、世界的に高く評価できる数多くのアウトプットがある。酸化ストレス、バ

イオマーカー高感度検出に関しては、量子ドットと表面プラズモン励起増強蛍光法をはじめとした特筆す

べき成果も多い。酵母育種に関しても、着実に成果を挙げている。 

一方、高感度検出技術では、競合する技術と定量的な比較が必要である。またロードマップには、より

具体的な目標を設定しながら段階的にアウトカムに近づく流れを描き、それを担当者が共有することが重

要である。 

本ユニット戦略課題に含まれる研究課題は、いずれもシーズ育成的な基盤技術の開発要素を多分に含む。

そのため産業界のニーズ把握に努め、適宜、ユニット戦略課題間や産総研内の連携を進めるとともに、必

要があれば計画を組み替える柔軟性を持った研究推進が期待される。 
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［ユニット戦略課題５］ヒト生理機能解析技術の開発 

非侵襲脳機能・生理機能計測技術を基盤に、高次脳機能障害の高度診断技術と聴覚機能障害の補償技術、

高臨場感・快適環境の設計技術及び日常健康モニター技術の開発を目指している。 

ロードマップは具体的なマイルストーンの設定と段階的な研究開発の計画が描かれており、妥当である。

他機関との連携も適切に進められている。生体安全性に資する標準化や規格化への積極的な関与などは、

高く評価される。 

一方、ロードマップに示された達成目標と実績を勘案すると、製品化に向けた研究開発の進展をより加

速する努力が必要である。また、それぞれの課題は順調に進行しているが、課題間の連携がやや乏しい。 

今後は、内外の関連研究との比較分析やユーザーニーズの把握に努め、実用化への道のりを今一度精査

することが期待される。ヒトでの非侵襲的機能解析技術の開発という大きな課題の中で、各課題の統合・

骨太化を目指す方向性も考えられる。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

「出口を見据えた研究開発」を重視する姿勢を打ち出し、社会、産業界に広く成果の発信を行っている。

生体安全に関する国際標準化や、感染症診断システムの現地使用に関するＷＨＯへの働きかけなどは、特筆

すべき成果といえる。産学官連携・地域連携等のイノベーションハブとしての取り組みについても、継続的

な努力が認められる。 

なお、多数の技術相談実績があるが、その成果や顧客満足度については、フォローアップ等によりさら

に踏み込んだ検証が求められる。研究シーズと業界や企業現場のニーズのマッチングについては、今後も

継続した努力が必要である。 

現在も地域と密着した産官学の連携へ向けた取り組みは進められてはいるが、今後はさらに地元企業の

ニーズを探り、連携事業へとつなげる努力を期待する。また、学生の受け入れを積極的に進めることが求

められるが、そのためにも学生にとって魅力ある広報活動に努めてもらいたい。健康に関するガイドライ

ン作成や国際標準化は産総研に期待される重要な活動であり、継続した積極的取り組みが期待される。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

研究部門長と幹部の強力なリーダーシップのもとで優れた研究ユニット運営と体制の整備がなされてい

る。特に、２つの地域に分かれた研究拠点を一体的に運営するための工夫や研究ユニット内相互理解の促

進は高く評価される。現在の幹部構成やグループ編成にも概ね無理が無く、分かりやすい組織体制と良好

な指揮系統が機能していると認められる。月例報告書の試みは、ユニット幹部による研究動向の遅滞のな

い掌握、及び研究者間の理解を進め交流の端緒となるというメリットに留まらず、二次的にはコンプライ

アンスの意識向上にも寄与するものとして評価できる。 

重点テーマの指定やアウトカムに近いテーマをいかに加速し、それを実現させるかなど、今まで以上に

スピード感を持って研究ユニットが運営されることを期待する。また、成果をより早く実用化し社会に提

供するために、後ひと押しで大きな成果につながるプロジェクトへの重点的な予算配分や研究人材配置な

ど、アクセントをつけた運営が期待される。 

 

５．評点一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ Ｖ 評点

ユニット戦略課題１
バイオマーカーの機能解析・同定とその検
知デバイス技術開発

１ Ｂ Ａ Ａ/Ｂ ＡＡ/Ａ Ａ Ａ Ａ ３．９

ユニット戦略課題２
健康リスク計測とリスクモニタリング技術の
開発

１ ＡＡ/Ａ ＡＡ Ａ ＡＡ/Ａ Ａ ＡＡ/Ａ ＡＡ ４．５

ユニット戦略課題３ 組織・細胞の機能の再生・代替技術の開発 １ Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ ＡＡ/Ａ Ａ Ａ ＡＡ/Ａ ３．８

ユニット戦略課題４ 細胞機能計測・操作技術の開発 １ Ｂ Ａ Ａ/Ｂ ＡＡ/Ａ Ａ Ａ Ａ ３．９

ユニット戦略課題５ ヒト生理機能解析技術の開発 １ Ａ Ａ Ａ/Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ/Ｂ ３．９

戦略課題総合点 ４．０

イノベーション推進への取り組み Ｂ Ａ Ａ/Ｂ ＡＡ/Ａ Ｂ Ａ Ａ/Ｂ ３．６

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ Ａ ４．０

イノベーション推進への取り組み Ａ ＡＡ/Ａ ４．３

ユニット運営の取り組み Ａ Ａ ４．０

総合評点 ４．０
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３‐１‐１０ 生物プロセス研究部門 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

 バイオプロセスによる高効率な物質生産を目指した基礎的・基盤的研究から実用化研究に至るまでの一

貫した研究を行い、化石燃料代替物質、化成品原料、医薬化学品、有用タンパク質、生物資材など、物質

循環型社会の実現並びに高品位な物質生産技術の開発に貢献する。 

 

第３期中期計画課題 

･ Ⅰ-５-（３）-①「微生物資源や有用遺伝子の探索と機能解明」（Ⅰ-３-（１）-②へ再掲） 

･ Ⅰ-５-（３）-②「生体高分子や生体システムの高機能化によるバイオプロセスの高度化」（Ⅰ-３-（１）- 

③へ再掲） 

･ Ⅰ-５-（３）-③「遺伝子組換え植物作出技術と生産システムの開発」 

･ Ⅰ-５-（５）-②「自然浄化能の強化による環境修復技術の開発」 

･ Ⅱ-１-（２）-②「身体状態の正確な把握に資する糖鎖やタンパク質等のバイオマーカーの探索、検知法

開発とその実用化」 

･ Ⅱ-１-（２）-③「有用生体分子の構造、機能解析に基づく創薬基盤技術の構築、改良とその分子の高度

生産技術の開発」 

･ Ⅱ-１-（３）-②「システム生物学的解析を用いた創薬基盤技術の開発」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

ミッションを達成するために（１）微生物・各種生物遺伝子資源の探索並びに探索技術の開発、（２）遺伝子

情報を高速で解析する技術、有用遺伝子をｉｎ ｓｉｌｉｃｏで探索する技術の開発、（３）各種ゲノム・生体分子情報

をもとに遺伝子組み換え植物・微生物・動物などによる有用物質生産技術の開発、（４）タンパク質・核酸・生

体関連化学物質材料などの開発に取り組んでいる。また本研究部門は北海道センターとつくばセンターに

またがって活動し、北海道センターでは多様な地域連携を行いつつ、特に次世代アグリバイオテクノロジー

研究拠点として地域貢献を果たしている。 

研究ユニット構成員の研究要素とポテンシャルを把握し、その能力が発揮されるように配慮したシナリ

オ・ロードマップとなっている。個々の研究グループの研究活動は活発で、多くの研究は国際的にみても高

い水準にあると評価できる。中でも昆虫の共生細菌に係る重要な新知見の発見や、遺伝子組換え植物工場

を利用した有用物質生産が承認申請に至ったことなどは特に優れた成果といえる。 

一方、研究部門全体のロードマップについては、ユニット戦略課題間の相互連携が見える工夫が求めら

れる。また、植物工場など比較的大きな予算が投入されている実用化課題では、より明確なマイルストー

ンや達成目標を示す必要がある。今後は、研究の進展に伴う適切な人材配置を行いながら、現在の研究開

発の発展的な展開を期待する。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］バイオプロセス基盤技術を支える新規微生物・動物・植物の探索技術の開発 

未知・未培養微生物の分離培養並びにこれまでにない探索・培養技術の開発を行っている。また、極限環

境微生物由来の新規有用遺伝子資源探索、微生物間相互作用の機構解明やシグナル物質の発見・同定・機能

解明、及び微生物－動物（昆虫等）間共生に関する基礎的研究を行っている。 

本ユニット戦略課題を推進する３つのグループは、対象とする生物資源は異なるがいずれも「画期的な

技術革新に展開しうる新規遺伝子資源及び生物機能の探索、解明」を目指した研究を展開し、着実な進捗

を見せている。特に、微生物と他の生物との共生関係に関する基盤研究では、昆虫に農薬耐性を持たせる

共生細菌の発見や昆虫が共生細菌を次世代に伝える機構の解明など、新知見の発見及び著名な国際誌への

論文発表は高く評価できる。また、低温性真菌ライブラリーの充実とその活用研究は産業利用への展開が

期待できるものとして評価できる。微生物関連の研究では、日本の中核的研究拠点として大きな役割を果

たしている。 

昆虫の先進的な研究成果からは、新たな応用展開が考えられる。それに関連した知的財産の取得や産業

界との連携を促進するため、組織的な支援策を検討することが求められる。また、新規微生物関連の知見

の蓄積をはじめ、本研究部門の研究成果が社会で有効活用されるために、データベースや検索システムの

構築など、ＩＴとの連携についても、今後検討することが期待される。 
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［ユニット戦略課題２］大量ゲノム情報時代に即応した遺伝子情報解析技術の開発研究 

多様な環境下で生息する微生物・生物系集団を大きなゲノムプールとして捉えるメタゲノムライブラ

リー、メタトランスクリプトームライブラリーを高速で処理・解析する技術並びに目的遺伝子を活性として

高いスループットでスクリーニングするシステムの開発を目指している。また、大量のゲノム情報を産業

へ利用するための技術開発、特に生命情報特有のゆらぎや誤差などを考慮した情報技術処理技術の確立と

実証を進めている。 

大規模ゲノム情報に基づいたバイオプロセス設計や有用遺伝子探索、メタゲノムアプローチによる新規

遺伝子資源の利活用などのアウトカムに向かって、現状の技術要素把握と必要な連携を意識したアプロー

チを続けている。この評価期間中には、セルロース系バイオマスの糖化率向上に有効な新規酵素の発見や

二次代謝系遺伝子の高精度予測技術の開発など、次の展開に繋がる重要な進捗がみられた。本ユニット戦

略課題で進めている研究開発は、民間企業で推進することが難しい課題への挑戦であり、それを大学、企

業と連携しながら主導していることは高く評価できる。 

一方、研究ユニット内での知的基盤整備に力を入れる必要がある。生産したデータを他のグループが効

率良く参照する事や、構築したプロセスや生産パイプラインを産業上有効に活用するために外部と積極的

に共同研究を推進することが望まれる。本ユニット戦略課題で推進する「有用遺伝子」、「有用酵素」、「有

用プロセス」の探索・同定・利用で標榜する「有用」の社会的な根拠や要請を敏感に把握しながら、研究に

反映させることが期待される。 

 

［ユニット戦略課題３］遺伝子組換え植物・微生物等による有用物質生産技術の開発研究 

完全密閉型植物工場を活用し、遺伝子組換え植物を用いた機能性物質や医薬品原材料の生産基盤技術の

開発、産総研で独自に開発した遺伝子サイレンシング技術（ＣＲＥＳ-Ｔ法）を中心とした植物の転写制御改

変技術を用いた新機能・新規表現型植物の作出技術の開発、及び遺伝子組換え等微生物を用いた機能性物質

や医薬品原材料の生産基盤技術の開発を行っている。 

いずれのサブテーマにおいても実質的な進捗が認められる。中でも世界初の閉鎖型遺伝子組換え植物工

場での植物栽培方法の確立は特筆すべき成果といえる。産業化に向けての安全性試験内容の考案や各種認

可申請に関してもノウハウを蓄積しており、高く評価できる。民間単独ではリスクが大きく産総研が民間

と共同して取り組む価値がある課題である。産業化を通した地域振興を実現している点も評価できる。 

本ユニット戦略課題の中で植物と微生物による物質生産技術開発を目指しているが、サブテーマ間相互

の連携や相乗効果が出るような工夫が求められる。植物工場の設置や医薬品原料生産に係る認可申請手続

き等、研究開発以外の諸業務については、今後も研究者が必要以上に時間を取られないような配慮が研究

ユニットに求められる。 

いずれのサブテーマも、産業界との連携を一層強めることにより、実用化に向けた研究開発の加速を期

待する。また今後安全性に関する議論の際には、フェイルセーフの考えに基づき、例えば非食用植物で生

産することなど、研究部門内外の英知を動員し方向性を検討することが期待される。 

 

［ユニット戦略課題４］タンパク・核酸・生体関連化学物質等バイオ関連材料開発とその応用技術の開発研

究 

核酸の効率的化学修飾技術、酸化還元酵素の電極上駆動技術、電気化学顕微鏡による 1 細胞動態評価技

術の開発と実用化を目指している。また、糖鎖や生体機能物質の創製技術研究とそれらの利用展開研究、

複合糖質の生合成並びに分析に関する基盤研究とその応用展開、不凍タンパク質等の生産技術及び利用技

術の開発を行っている。 

核酸医薬を目指した核酸の化学修飾に関する一連の研究では、企業との連携によりコスト意識を持った

研究開発を進めている。各研究グループは、それぞれの分野で著名な国際誌への論文発表や特許などによ

る成果発信を行っており評価できる。 

一方、ユニット戦略課題４は多くのサブテーマを包含しているが、全体として何を目指そうとしている

のか、ミッションのさらなる明確化が求められる。また、より具体的なマイルストーンの設定により研究

遂行の手引きとなるロードマップが作成されることを期待する。本ユニット戦略課題は、比較的製品化へ

の出口に近い部分を担っており、ベンチマークと市場ニーズの把握に努め、産業化へ向けた研究開発推進

を期待する。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

基礎研究の重視と実用化研究への注力、成果の発信、大学や外部研究機関との連携、世界水準へのキャッ

チアップ、研究対象やアプローチに関するダイバーシティーの保持、所内の横の連携等、様々なイノベー
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ション推進上の努力や取り組みが行われている。昆虫、微生物に関する新知見の発見や知的基盤の拡充、

国内外の企業や研究機関をリードする植物工場とその生産利用技術の開発は、各界（国、社会、産業界、

学界など）への貢献として高く評価される。 

一方、出口に近いものの展開、あるいは出口につなげるためのアウトリーチ活動については、個々の研

究者による自発的な活動以外に、産総研の産学官連携窓口及び地域連携ネットワークを利用した積極的な

取り組みが今後も必要である。低温真菌ライブラリーや難培養微生物など、バイオリソースやデータベー

スを含む知的基盤整備の加速が望まれる。 

今後は、地域の民間企業との連携をさらに拡大・強化し、イノベーションハブ拠点形成に貢献することを

期待する。さらに海外の大学・研究機関との交流も積極的に推進することが望ましい。また、知的基盤につ

いてはさらにその整備に積極的に取り組み、将来的には他のライフサイエンス分野の知的基盤をも含めた

横断な利用を可能にする統合的プラットフォームの構築を目指す必要がある。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

研究部門として多様な研究内容が含まれるが、研究者の独立性を重視しつつ研究部門全体のパフォーマ

ンスを高めるマネジメントが行われている。すなわち、研究ユニット内の研究要素と研究人材のポテンシ

ャルを把握し、多様性を重視する方針に基づいて適切な指導を行っている。外部予算獲得に向けた研究員

の指導や中堅以下の研究員を中心とする所内ワーキンググループの結成など、内部人材育成への積極的な

取り組みが評価できる。またウェブサイトを通じた研究部門の活動状況の発信と研究者のモチベーション

向上のツールとする新たな試みは、今後の効果が期待される。 

一方、所内連携や分野融合に関しては今後さらなる努力が必要と思われる。また、異分野との融合研究

や企業との連携、産業化の過程で必要になる法整備など業務面において、各種コーディネーター機能を充

実させ研究者の負担を軽くすることが求められる。 

今後は、微生物全般に関してまとまりのある現研究体制を生かし、世界的ネットワークを広げてゆくべ

きである。また、製品評価技術基盤機構（ＮＩＴＥ）や理化学研究所とも有効な連携を推進することが求めら

れる。外部連携機関の研究員や学生を積極的に受け入れ、現在のポテンシャル維持とさらなる展開に努め

ることが期待される。 

 

５．評点一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ 評点

ユニット戦略課題１
バイオプロセス基盤技術を支える新規微生
物・動物・植物の探索技術の開発

１ Ａ ＡＡ/Ａ Ａ Ａ Ａ ＡＡ/Ａ ４．２

ユニット戦略課題２
大量ゲノム情報時代に即応した遺伝子情報
解析技術の開発研究

２ Ａ/Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ/Ｂ Ａ ３．８

ユニット戦略課題３
遺伝子組換え植物・微生物等による有用物
質生産技術の開発研究

２ ＡＡ Ａ Ａ Ａ ＡＡ/Ａ ＡＡ ４．４

ユニット戦略課題４
タンパク・核酸・生体関連化学物質等バイオ
関連材料開発とその応用技術の開発研究

２ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ ３．７

戦略課題総合点 ４．０

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ Ａ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ ３．８

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ ３．５

イノベーション推進への取り組み Ａ Ｂ ３．５

ユニット運営の取り組み Ａ/Ｂ Ｂ ３．３

総合評点 ３．８
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３‐１‐１１ バイオメディカル研究部門 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

生体分子の構造・機能を理解・解明するとともに、それらの知見を活用して有用な分子の開発や細胞テク

ノロジーを進展させることにより、新しい創薬基盤技術・医療基盤技術を確立する。さらに創薬・医療に関

わる基礎・基盤技術の動向把握に努め、将来に向けた技術の芽を発掘し、育成する。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-５-（５）-②「自然浄化能の強化による環境修復技術の開発」 

・ Ⅱ-１-（１）-③「医療機器開発に資する先端技術の開発と実用化に向けた基盤整備」 

・ Ⅱ-１-（２）-①「ナノテクノロジーと融合した生体分子の計測、解析技術の開発と標準化」 

・ Ⅱ-１-（２）-②「身体状態の正確な把握に資する糖鎖やタンパク質等のバイオマーカーの探索、検知法

開発とその実用化」 

・ Ⅱ-１-（２）-③「有用生体分子の構造、機能解析に基づく創薬基盤技術の構築、改良とその分子の高度

生産技術の開発」 

・ Ⅱ-１-（３）-②「システム生物学的解析を用いた創薬基盤技術の開発」 

・ Ⅱ-２-（２）-①「分子計測による心身の健康状態のモニタリング、管理技術の開発」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

生体の異常や疾病に関わる生体分子の構造・機能の解明及び計測・解析技術の開発、生体リズムの撹乱に

関連する疾患を改善するための物質探索や発症メカニズムの解明、細胞の機能を制御する抗体・蛋白質・核

酸医薬等のバイオ医薬品に関連した基盤技術の開発、疾病の診断に必要となるマーカーの高感度検出に求

められるセンサー開発等の各研究課題に取り組むことで、「先進的・総合的な創薬基盤技術・医療基盤技術の

開発」及び「健康な生き方を実現する技術の開発」を推進している。 

ライフサイエンス分野における当該研究部門の位置付けがきちんと説明されており、また研究部門の

ミッション、研究体制も明確で分かりやすい。ユニット戦略課題には、生体分子の構造・機能解析から、ナ

ノバイオを用いた計測技術まで幅広い領域を取り入れ、先進的・総合的な研究開発・技術開発を目指してい

ると評価できる。また、各研究グループの独立性・自主性を尊重するとともに、グループ間の協力体制、内

外との連携を推進しようとする姿勢も評価できる。 

一方、評価診断技術の成果が創薬にどうつながるのかわかりにくく、研究部門全体で基礎研究と技術開

発をバランスさせる必要がある。ベンチマークも定性的であり、優位性があるとしている点は評価技術が

中心である。また、多くの研究グループのテーマを束ねた構造で、アウトカムの視点からもう少しテーマ

を絞った集中的な取り組みが必要である。 

今後は、経済産業省所管の研究機関として製薬企業や健康産業を大きく変化させるような基盤技術を開

発することが期待される。そのためには、大学とは異なる組織力を生かして目標に向かって一体感を高め、

対外的にも強くアピールする骨太な研究開発の推進が求められる。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］生体分子の構造・機能解析と高機能化 

生体分子の構造や機能の計測技術と測定装置の開発、タンパク質の改変や遺伝子定量・核酸標準物質の開

発などにより、「創薬・製薬」関連領域、及び「医療機器・医療計測」関連領域における基盤技術の構築を目

指し、生体分子の構造と機能に立脚した課題解決型研究開発を行っている。 

全体的に現在の医薬品産業の課題を捉え、産業振興のための基盤技術創生に向けて適切なロードマップ

を作成している。「創薬・製薬基盤技術」と「医療機器・医療計測技術」を区別して研究を進めている点も評

価できる。また、ＲＮＡ関連タンパク質とＲＮＡの複合体の詳細な機能構造解析や低分子量の微小タンパク質

の設計などで世界トップレベルの評価を受けており、大気圧電子顕微鏡や連続クロマトグラフィーシステ

ムなどは、顕著なアウトカム成果として評価できる。 

しかしながら全体としての方向感が見えにくく、戦略課題として太い柱となるテーマを絞る必要がある。

また、アウトカムへの道筋が明確でなく、より明確な数値目標を立てて開発する必要がある。創薬・製薬基

盤技術では、糖鎖などの技術も重要であり、他研究部門との技術連携もロードマップに加える必要がある。 

今後は、アウトカムがもたらす経済効果を数値的に見積もり、重要性をアピールするとともに、戦略課

題や各研究開発の意義を明確化する必要がある。各研究グループの研究者が目標に向かって一体的に取り
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組める体制を構築し、抗体精製技術などにおいては積極的な海外展開を目指すことが求められる。また、

標準物質の供給は長期継続が可能な体制構築・運営を心掛け、大気圧電子顕微鏡などの製品化に結び付いた

ものは、産総研の成果として宣伝する一方、できるだけ手離れ良く民間企業に技術移転し、より高いター

ゲットを目指すことにより、さらなる発展を期待したい。 

 

［ユニット戦略課題２］生体メカニズムの解明とその制御物質の探索 

睡眠障害などの生体リズム障害、体内時計に関連する高血圧、血栓症などの生活習慣病、及びがんを主

な疾患ターゲットとして、健康状態をモニタリングするためのバイオマーカー開発、及びこれら疾患の予

防や改善を目的とした、天然物に由来する生理活性物質の開発を目指している。 

生体リズムの撹乱に関連した様々な研究を系統的に実施し、生体リズムを制御する物質の探索、動物実

験などによる制御物質の機能の解明、その分子機構の解明が並行して行われている。生活環境と生体リズ

ムについて広く討議するニュートリズム検討会の設立など、積極的なニーズの収集体制の構築を行ってい

ることや、インドの伝統的医学（アールユヴェーダ）で用いられる薬草アシュワガンダを素材にしたイン

ドとの連携なども評価できる。 

しかしながら、産業的価値のあるアウトカムに至る道筋が明確に示されておらず、医薬品リード化合物

の定義や目標などをより明確にする必要がある。また、創薬に重点を置きすぎているきらいがある。創薬

をサポートする「基盤技術開発」に重点を置き、安易に領域を広げすぎず、深く掘り下げる研究姿勢が求

められる。 

今後、脳科学や生活習慣病に関連した診断法や治療法のアウトカムを出す方向性で研究を進め、多くの

人々がストレスの多い現代社会に比較的マイルドな方法で適応できるようになることを期待したい。当研

究部門が生体メカニズムに関する研究のメッカとして、確実な地盤を築き上げてくれることを期待する。 

 

［ユニット戦略課題３］健康・疾患に関連する細胞制御分子の解明と利用 

脳神経系などの疾患関連新規バイオマーカーを探索するとともに、これらの分子、あるいはそれを高機

能化した分子を用いて細胞の機能異常の検出や、それを制御する技術を開発し、健康の増進や疾患の予防・

診断・治療に貢献することを目指す。 

バイオ医薬品創出に資する基盤技術開発という高い目標を掲げ、ロードマップに沿って研究が進められ

ている。核酸ライブラリーやペプチドライブラリーの作製技術は有用性が期待できる優れた研究である。

また疾患モデル生物の作製やシグナル分子解析技術も、基盤技術として重要なもので、独自の技術開発に

より世界的水準を維持していると評価できる。 

一方、アウトカムを創薬基盤技術とする以上、より具体的で実用化に結び付く目標設定が必要である。

また、各研究グループの方向感がそろっていないように見受けられ、ベンチマークにおいても国内外の研

究機関に対する優位性が十分に示されているとは言えない。当研究グループとして基礎・基盤的研究に注力

するか、あくまで創薬に結びつける方向で突き進むかについての検討が必要である。 

今後真のアウトカムにつなげるためには、企業との早めの連携や研究グループの密な連携を図り、効果

的に研究を推進することが望まれる。研究対象とする疾患について製薬企業の動向を大局的に把握し、既

成の技術改善に留まらず、希少疾病用医薬品への貢献など、より独創性の高い基盤技術開発に挑戦するこ

とを期待する。 

 

［ユニット戦略課題４］ナノバイオ技術融合による極微量生体分子の計測解析技術開発 

超高感度、極微量計測に必要なバイオセンサーに要求される高選択的な分子認識法やナノ薄膜電極材料、

１細胞での計測が可能なナノ針等のデバイスなどの各要素技術の開発とその成果を利用し、ナノバイオ技

術融合による極微量生体分子の計測解析技術の開発とそのデバイス開発を展開している。 

高い研究レベルを維持し、ナノテクなど産総研内の他分野の研究グループや外部の医療機関との連携を

積極的に推進しており、ベンチマーク比較により、これらの技術が世界トップレベルにあることが示され

ている。また、一人当たりの発表論文数や招待講演数、特許出願数などが抜きんでて多い事も評価できる。

ナノニードル技術を利用した細胞内の特定分子の抽出・検出を可能とした新規セルソーター開発や電気化

学センサー用の炭素薄膜電極は、今後広い分野での利用が期待される。 

一方、最終的な目標やアウトカムの設定がやや曖昧で、提示されている各技術の現時点での世界での位

置付け、優位性については具体的な数値を示したマイルストーンやベンチマーク評価を示す必要がある。

セルソーターでは創薬や医療診断に直結するターゲットを設定し、その有用性をアピールするとともに、

細胞の分画精度を高めることが必要で、ＤＮＡメチル化検出技術の開発では、複数塩基レベルで変化を観察

できるシステムに進化させていく必要がある。 
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今後、アウトカムに結びつける上で市場ニーズとのマッチングが重要である。計測・解析機器の個々の市

場は小さいので、意欲のある中小企業と連携をさらに進めることが求められる。また、産総研内や医療機

関を含めた外部組織との連携を深め、アウトカム実現に向け研究を飛躍させる必要がある。診断機器の検

出感度をもう１桁上げることができれば現在の医療を大きく変えられる可能性があり、ロードマップの前

倒し達成を期待する。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

生体リズムの積極的な活用を目指すニュートリズム検討会の中核となって新しい研究の流れを作り出そ

うとする試みや、大学院生の受け入れ、連携大学院の客員教員の委嘱を受けるなどして人材育成にも取り

組んでいる点などは評価できる。日印ジョイントプロジェクトの取り組みや標準物質の取り組みもイノ

ベーション推進として評価できる。また、生物資料をそのまま走査電子顕微鏡で観察できる資料ホルダー

を製品化し、核酸標準物質の製品化を行いＤＮＡマイクロアレイ解析の品質管理に貢献したなど、それぞれ

の研究グループが着実に研究を進め、国際的トップジャーナルに発表しているなどの多くのアウトプット

を出していることも評価する。 

しかしながら、産総研の理念・ミッションに従った研究開発がより強く求められている状況において、医

薬品産業を底上げする研究成果や殻を破るような挑戦的なテーマの創出が望まれる。また、イノベーショ

ン推進への取り組みは、個別的にはなされているが、ハブを形成するには至っていない。産総研の貢献が

目に見えるように、広報活動にも力を入れる必要がある。 

今後は基盤技術を中心に取り組み、重要な経済効果の大きいアウトカムを出すべく、産総研として産業

の活性化に資する研究開発を目指すことが求められる。研究者の意識改革により全体的な底上げを行い、

国の科学技術開発の方針や社会の流れに対応し、大学ではできないような柔軟な組織作りとハブ化を考え

る必要がある。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

中長期的な視点に立って研究組織が見直され、数年毎に大きな改組が行われており、多様な研究者と様々

な研究テーマを抱えながら、組織の方向性を示し、研究者間の連携を深めつつ、基盤技術創出に向かって

着実な成果を挙げている。グループ職員とのコミュニケーションを重視した運営を目指し、研究者が安心

して研究できる環境が整備され、かなりの外部資金を獲得している事なども評価できる。 

一方、基礎的な研究やボトムアップ的な研究を重要視しているが、社会の要請に添ったトップダウン的

な研究・技術開発に軸足をさらに移す必要がある。大学の研究室や企業で行っている研究でなく、産総研で

しかできない挑戦的課題に取り組むことが望まれる。また、企業などへの成果紹介、成果の発信にさらに

力を入れる必要がある。特許実施件数に対して実施料が少ない点も問題である。 

今後は、研究結果がどれくらい経済に貢献したのか検証するとともに、科研費等を含め、外部資金獲得

の際には、研究部門の方針に沿ったものであるか否か、審査する仕組みを考えることが望まれる。また、

女性研究者の育成にさらに注力し、女性の視点を積極的に取り入れることも期待したい。人材育成に関し

ては、産総研で長く研究するだけではなく、国内外の企業や大学との人事交流などで多面的な価値観を持

つ研究者の育成が必要で、海外の最先端の研究所に一定期間滞在させるなど、若手研究者に刺激を与え、

我が国のバイオメディカル産業の発展に寄与することを期待する。 

 

５．評点一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ Ｖ 評点

ユニット戦略課題１ 生体分子の構造・機能解析と高機能化 １ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ ＡＡ/Ａ Ｂ ３．５

ユニット戦略課題２ 生体メカニズムの解明とその制御物質の探索 １ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ｂ Ａ/Ｂ ＡＡ/Ａ Ｂ ３．５

ユニット戦略課題３ 健康・疾患に関連する細胞制御分子の解明と利用 １ Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ/Ｃ ３．３

ユニット戦略課題４
ナノバイオ技術融合による極微量生体分子の計測解析
技術開発

１ Ａ/Ｂ ＡＡ/Ａ ＡＡ/Ａ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ａ/Ｂ ３．８

戦略課題総合点 ３．５

イノベーション推進への取り組み Ｂ Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ Ａ Ｃ ３．１

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ ＡＡ/Ａ Ａ ４．３

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ/Ｂ ３．８

ユニット運営の取り組み Ａ ＡＡ/Ａ ４．３

総合評点 ３．７
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３‐１‐１２ ヒューマンライフテクノロジー研究部門 

 
（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

 我々人間が、自立して知的で快適な生活を安心して送ることを可能とするため、人間の心身活動を深く

理解する研究を行うとともに、技術のユーザーである人間側に視点をおき、人間の能力発揮及び機能回復

を支援するための研究をする。具体的には、脳機能及び認知行動の計測・評価技術の開発と人間の心と行動

の理解、モデル化、予測技術の開発、日常生活における人間の生理・心理・行動の統合的計測と生理機能や

認知機能の理解に基づいた心身機能を維持あるいは回復促進、さらに心身活動能力を増進させるための支

援技術の開発、人間にとって軽負荷な医療技術の開発をするとともに、これらの技術の社会への導入のた

めの活動を行う。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅱ-１-（１）-②「組織再生技術や生体材料技術を利用した喪失機能の代替デバイス技術の開発」 

・ Ⅱ-１-（１）-③「医療機器開発に資する先端技術の開発と実用化に向けた基盤整備」 

・ Ⅱ-２-（１）-①「脳神経機能及び認知行動の計測技術の開発と人間の心と行動の理解、モデル化、予測

技術の開発」 

・ Ⅱ-２-（１）-②「日常生活における人間の生理、心理及び行動の統合的計測と健康生活への応用技術開

発とその国際標準化」（Ⅳ-３-（１）-③へ再掲） 

・ Ⅱ-２-（３）-①「生体情報計測に基づく軽負荷医療及び遠隔医療支援技術の開発」 

・ Ⅱ-２-（３）-②「身体生理機能や認知機能の理解に基づき心身機能を維持増進する技術や回復（リハビ

リテーション）する技術の開発」 

・ Ⅱ-２-（３）-③「人間の心身活動能力を補い社会参画を支援するためのインターフェース等の技術開発」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

 新しい視点、チャレンジ性を重視して、５つのユニット戦略課題を推進する。これにより、個人の能力

に適合した作業の選定、心身の適応機能の維持・向上、高齢者・障害者のＱＯＬ（生活の質）向上、新規な身

体機能回復技術、低負荷で着実な治療・代替機器というアウトカムを目指している。また、研究成果を社会

に活かす方策としての工業標準化及び産業界の当該研究開発の推進策としてのガイドラインの策定につい

ても、継続的に推進している。 

高齢化社会を迎える日本において、人間福祉医工学と脳科学が融合した研究分野の推進は適切である。

人間特性に関しては、多方面からのアプローチを行い、多様な人材により、医工学での基礎から臨床応用

までシームレスに実用化を推進しており、高齢者・障害者の特性といった視点で取り組んでいることは評価

できる。研究ユニットの有するポテンシャルを把握し、構成学的に考えられたユニット戦略課題の展開の

道筋が明示されている点も評価できる。 

一方、人間の幸福ということを目標にするならば、社会学的な面でのロードマップの検討が必要で、そ

のようなアドバイスを受けられる仕組みの構築が望まれる。また、内外との連携に努力している様子はう

かがえるが、国内外の研究動向の中での自らの位置付けを詳しく把握する必要がある。 

 今後は、開発成果をより一層実用性の高いものとするために、医療や福祉の現場との共同研究を積極的

に増やす必要がある。また、人間の能力を伸ばすような環境や機器に関する技術開発をもっと前面に出す

必要があり、高齢者の機能の低下のみでなく優れている面を明らかにすることも望まれる。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］人間の状況認知・遂行能力の評価・支援技術の開発 

 少子高齢化社会における高齢者の就労拡大を目指して、能力の多様性にも配慮しながらその人に合った

適切なタスクを選定するための能力－タスク適合性評価法や適合を支援する技術を構築し、また、そのた

めのパフォーマンスの計測・評価、ディマンドの計測・評価、ディマンドとパフォーマンスの適合性の評価

の研究開発に取り組んでいる。 

高度な脳機能を生理計測から解明しようという挑戦的な課題であり、研究項目を体系的にブレークダウ

ンした点や、自己充足感の得られる知的作業の提供を課題として取り上げている点が評価できる。全脳代

謝に関して、血液で推定する試みは独創的で評価できる。 

一方、脳のパフォーマンスの計測は認知症のマーカーの研究と同様、非常にニーズの高い分野であり、

脳計測で脳機能の衰えの様子は推定できるようになったと考えられるので、今後は認知との関係を明らか
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にする必要がある。カーナビ使用時の認知特性については、脳の酸素量測定で十分な対応関係が得られる

ことを示すために一層のデータ蓄積が必要である。挑戦的なテーマであり、マイルストーンを具体的なも

のにするための検討が当面の課題である。 

今後の方向性として、認知機能は環境や人間のさまざまな内部状態によって影響を受けるので、人間の

状態や環境についてのデータも同時に計測するようにすることが必要と思われる。また、年齢や能力によ

る違い、健常者と患者による違いなど様々な条件でのデータ収集も計画する必要がある。本課題と「社会

ニーズ」との関係性や、最新の技術とのベンチマークも必要である。 

 

［ユニット戦略課題２］心身の適応能力の向上のための評価・支援技術の開発 

 心理的側面と身体的側面の相互連関にも着目しながら、心身適応特性を適正に計測し、メカニズムレベ

ルで探求することによって、心身の適応能力改善を支援するための技術開発を行っている。具体的には、

血管の硬さ計測技術／超音波による血管機能計測、心循環機能・自律神経機能の評価技術、温熱快適性や睡

眠特性の計測・評価技術、リラクゼーション効果の計測・評価技術などを用いて、精神的リラクゼーション

や休息・睡眠などによって身体の適応状態を維持改善する課題に取り組むとともに、身体への刺激によって

心や認知機能の適応性を改善する課題にもチャレンジしている。 

動脈硬化を血圧と同時に測定できる装置は、医療現場だけでなく広くニーズがあるので、企業と協力し

て動脈硬化計測機器を製品化したことは評価できる。これを用いて動脈硬化計測や睡眠と記憶に関する研

究などの健康やストレスの問題に直結する身近な題材を扱っており、テーマ設定の視点が適切である。「健

康≠病気がない状態」という考え方を工学的技術的なアプローチで実践するという視点も良い。 

一方、計測系の研究と心理学や行動科学との研究のシナジー効果が不明である。前者の生理指標等の計

測技術は一定レベルにあるが、後者の情動や睡眠に関する研究は、発生する現象のメカニズムの解明が不

足している。 

今後の方向性として、何か一つの象徴的なテーマを設定し、課題全体が収斂していくようなマネジメン

トを行うことが必要と考えられる。断眠研究については睡眠専門の精神科医と協力して医学的にも立証す

ることが必要である。 

 

［ユニット戦略課題３］生活自立支援のための身体機能回復技術の開発 

 加齢や障害によって機能が欠損･低下しても充実した日常生活を送るための身体的機能回復とＱＯＬ向上

を目指し、機能回復メカニズムに基づいたニューロリハビリ技術、ＱＯＬ向上のための食生活・介護・リハビ

リ支援技術に関する研究開発を行っている。 

失われた機能の代償のメカニズム解明や誤嚥性肺炎の防止などの社会的ニーズをよく認識している点や、

これまでの動物実験でのノウハウを駆使してモデル動物をリハビリへ応用することを具体化している点な

どが評価できる。また、研究テーマ設定からアウトカムまでアプローチが論理的であり、自立支援のため

の身体機能回復技術を、神経細胞レベル、身体機能レベル、生活環境レベルの３段階にレベル分けした構

成は、アウトカムを意識した総合的な優れた取り組みとして評価できる。 

 一方、運動機能の回復と神経系の代償作用については先行研究との比較が必要である。サルを用いた脳

活動計測や神経生理学的なエビデンスの蓄積が進んでいるが、ヒトに適用・演繹するまで大きな距離がある。

また、筋電、嚥下音、ＭＲＩなどで定量的に嚥下を取り扱う姿勢は評価できるが、リハビリについてはロー

ドマップが不明であり、飲食物を認識するセンサー機能などについても検討が必要である。 

今後の方向性としては、嚥下動作だけではなく、食べるためのリハビリ支援の全体像（＝どういうこと

が達成できたら良いのかという仮説）を持った上で、嚥下動作に焦点を当てるなどのアプローチが必要で

ある。また、病気の治癒だけでなく身体機能を回復させる取り組みは重要であるため、関係機関と連携し

て、より体系的に取り組むことが必要であり、現場の理学療法士等との定期的な情報交換も有益である。 

 

［ユニット戦略課題４］安全で負担の少ない医療機器、医療高度化の支援技術の開発 

 組織誘導性生体材料を基盤として、その臨床開発と関連する基礎研究、次世代人工心臓（バイオライズ

ドポンプ）、低侵襲がん治療に関する研究開発を行い、骨疾患、心疾患、がんへの対策に取り組んでいる。 

機械と生体材料の組み合わせを実現している点やナノ粒子アジュバント（免疫賦活剤）は従来にない発

想として評価でき、病院と共同で薬事のためのガイドライン作成を通じて制度改善にも貢献しているもの

と認められる。 

一方、臨床上及び医療経済上のベネフィットについても調査・検討し、エビデンスの蓄積を進めるべきで

ある。また、補助人工心臓については、内皮細胞を張り付けても血栓ができないかどうかなどの医学的な

検証が極めて重要である。 
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今後の方向性として、この課題はトランスレーショナルリサーチ（ＴＲ）、医療ロボットの安全性の標準

化、医療機器標準化など、社会に対して産総研が顕著な貢献ができるところなので、医薬品、組織、細胞

と材料や医療機器の組み合わせ製品の安全性や有効性、また、リスク管理の状況や実現可能なベネフィッ

トなどを評価する方法についても検討が望まれる。 

 

［ユニット戦略課題５］人間生活製品、福祉、医療技術の標準化研究 

 人間工学及び医療技術の領域における標準化研究の推進、及びそれに関連するガイドラインの策定を図

るために、アクセシブルデザイン技術（高齢者・障害者を含むより多くの者に適合した製品環境・設計技術）

の標準化、映像の生体安全性に関する標準化、医療機器に対するガイドラインの策定と標準化を推進して

いる。 

 標準化にあたって多くの実証データを収集している点は高く評価でき、ガイドライン策定時に、開発者

向けだけではなく審査者向けのものも同時に作成するというのは良い発想である。また、アクセシブルデ

ザイン等、高齢化社会のニーズに適したテーマを設定している点も評価できる。 

 一方、医療機器のガイドラインについては、規格作成開始から完成まで一層の時間短縮が望まれる。 

今後は、アクセシブルデザインでは国際的に先行しているので、国際競争力アップに結びつける戦略も

提案する必要があり、国際規格では各国の合意形成の方法について有効な戦略を検討する必要がある。ま

た、開発ガイドラインについては、コンビネーション製品や医療技術にもスコープを広げて検討すると良

い。医療機器については、ガイドラインによって承認所要期間が短縮できたかどうか評価する仕組みの検

討が望まれる。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

 身体や生活の安全性に関する各種標準化や医療機器開発ガイドラインの作成では、関係省庁との連絡や

産業界との連携を積極的に行い、関係産業の活性化・育成、国際競争力の強化という点で大きな貢献を果た

していると評価できる。人材育成は、イノベーションスクールへの貢献、研究成果報告会の開催、研究奨

励賞の設置等に取り組んでおり、積極的と評価できる。 

 一方、医療や福祉の現場との連携が不十分と思われ、十分な研究資源配分が望まれる。また、脳画像、

色覚・色、におい等のＤＢについてはメンテナンス方法が検討課題である。なお、一部はすでに取り組まれ

ているが、成果の発表や課題の共有の場として、国際的なシンポジウムの主催や共催、研究テーマ毎のワー

クショップや人材育成のプログラムもより積極的に企画する必要がある。 

今後も、企業とのパートナーシップや企業の機器開発のサポート体制等の一層の充実が望まれる。その

一環として、臨床・非臨床データや「健康」状態を表すデータなどの蓄積が望まれ、Ｏｎｅ ｔｏ Ｏｎｅのパート

ナーシップ型とコンソーシアム型での企業との連携のより戦略的な推進を検討する必要があると考えられ

る。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

若手研究者の育成として、定期的な研究成果発表会の開催や研究奨励賞など、積極的にチャレンジ性や

研究の面白さを評価しモチベーションを高くさせていることは評価できる。また、資源配分を配慮するこ

とに関しては、ユニット戦略課題の性格により、研究者個人とのコミュニケーションなどを通じて、研究

部門全体でマネジメントができているものと評価される。 

一方で、論文発表が不十分であり、また、社会ニーズを把握する仕組みの強化が望まれる。最先端の研

究でなくても、ガイドラインのように地道な活動も大切であり、研究の成果にベネフィットやバリューが

あることを明確にし、研究開発への投資を誘発していく活動も重要である。 

今後も二つの研究部門を統合したスケールメリットを考慮した運営が重要であり、スケールメリットを

実践する具体策として、研究部門共通のプラットフォーム技術となる可能性のあるデータマイニングや機

械学習の研究をサポートする体制の整備が考えられる。内部人材の育成については、研究者が研究所の中

だけでなく、広い分野の研究者等と接触できるような機会を増やす必要がある。なお、ユニット戦略課題

によっては、それを構成するグループ間の連携が不十分なので、連携による相乗効果がより具体的に現れ

てくるようなマネジメントが望まれる。 
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５．評点一覧 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ 評点

ユニット戦略課題１ 人間の状況認知・遂行能力の評価・支援技術の開発 １ Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ Ａ Ａ/Ｂ Ａ ３．５

ユニット戦略課題２ 心身の適応能力の向上のための評価・支援技術の開発 １ Ｂ Ｂ Ｂ/Ｃ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ ３．２

ユニット戦略課題３ 生活自立支援のための身体機能回復技術の開発 １ Ｂ Ｂ Ｂ/Ｃ Ａ Ａ/Ｂ Ｂ ３．２

ユニット戦略課題４
安全で負担の少ない医療機器、医療高度化の支援技術
の開発

１ Ａ ＡＡ/Ａ Ａ/Ｂ ＡＡ/Ａ Ａ Ａ/Ｂ ４．０

ユニット戦略課題５ 人間生活製品、福祉、医療技術の標準化研究 １ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ａ ＡＡ Ａ ４．０

戦略課題総合点 ３．６

イノベーション推進への取り組み Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ/Ｃ Ａ ＡＡ/Ａ ＡＡ/Ａ ３．７

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ ＡＡ/Ａ ４．３

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ ４．０

ユニット運営の取り組み Ａ Ａ ４．０

総合評点 ３．７

- 51 -



第３章 
 

‐52 ‐ 

３‐１‐１３ バイオメディシナル情報研究センター 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

ポストゲノム時代の創薬・医療領域の研究開発では、生命現象の理解に基づく革新的基盤技術の開発及び

大量のデータの統合的利用技術が必要となる。そこで本研究センターでは、①独自に構築した世界屈指の

研究リソースやデータベースを発展させるとともに、これらを活用した本格研究を展開し、産業界への橋

渡し研究を加速する。②同時にイノベーションハブ機能を強化し、生命現象解明に基づく次世代創薬産業

創生につながる研究開発を推進することにより、新規研究領域の開拓及び提案を目指す。③またこうした

研究開発を通じて、創薬基盤技術に貢献しうる優秀な人材を養成する。これら３本の柱を有機的に連携さ

せつつ意欲的に遂行することにより、創薬開発プロセスの効率化・高度化を図るとともに、生命科学におけ

る新パラダイム創出を目指す。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅱ-１-（１）-①「幹細胞等を利用した再生医療等に資する基盤技術及び標準化技術の開発」 

・ Ⅱ-１-（２）-①「ナノテクノロジーと融合した生体分子の計測、解析技術の開発と標準化」 

・ Ⅱ-１-（２）-②「身体状態の正確な把握に資する糖鎖やタンパク質等のバイオマーカーの探索、検知法

開発とその実用化」 

・ Ⅱ-１-（２）-③「有用生体分子の構造、機能解析に基づく創薬基盤技術の構築、改良とその分子の高度

生産技術の開発」 

・ Ⅱ-１-（３）-①「配列情報と分子構造情報を用いた創薬支援技術開発」 

・ Ⅱ-１-（３）-③「バイオデータベース整備と利用技術の開発」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

質量分析システムを活用して、タンパク質相互作用の解析から創薬標的を見つけ出す手法を駆使すると

ともに、世界トップランクのクリーンルームに設置された解析システムを用いて創薬基盤技術の確立と移

転を実現することを目標としている。また、機能性ＲＮＡと疾患との接点を探索し新規創薬シーズの提案を

目指す。さらに、極低温電子顕微鏡、Ｘ線回折及びＮＭＲによる構造解析技術、構造に立脚してｉｎ ｓｉｌｉｃｏスク

リーニングを行う新規創薬基盤技術の確立を目指す。 

生体物質の検出・同定・機能評価、立体構造解析などの高い技術、及び貴重なバイオリソースを活用して、

「創薬基盤技術の確立と実証」、「研究リソースの充実と活用」、「周辺技術の改良と実用化」をアウトカム

とする適切なロードマップが描かれている。中期計画並びに研究戦略との対応は妥当である。 

一方、全体計画の中での研究開発の進捗状況について、さらに明示的に提示することが求められる。ま

た、４つのユニット戦略課題の連携や関連性を示すことにより、この戦略課題構成の必然性が明確にわか

るように努める必要がある。 

今後は、本研究センターに薬理学的研究要素を加えることを検討する必要がある。また、創薬に資する

成果が、今後継続して産業・社会に活用され、その展開が続くような方策を産総研として練る必要がある。

貴重なバイオリソースやデータベースの維持管理についても、責任を持って維持管理する組織的な対応が

期待される。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］タンパク質機能解析に関する研究 

質量分析システムの超々高感度化・自動化を進めるとともに、ヒト完全長ｃＤＮＡのリソースを活用し、タ

ンパク質のネットワーク情報から効率よく創薬ターゲットを決定するスクリーニング基盤技術の構築を目

指している。さらに、化合物ライブラリーとハイスループットスクリーニング系を用いて抗腫瘍効果など

を示すヒット化合物を中心に、動物レベルでの検証研究を開始する。 

３つのサブチーム（質量分析、ヒト完全長ｃＤＮＡ、化合物ライブラリー）とも、所内外の機関と緊密な連

携を図り、いずれも高い成果を挙げている。その中でも高精度で再現性の高い汎用ヒト型ロボットの開発

と新規ｉＰＳ細胞誘導遺伝子Ｇｌｉｓ１の発見は特筆すべき成果といえる。 

一方、研究センターが保有するバイオリソースからの創薬シーズ探索とその評価を進める中で、必要な

知財の確保には留意する必要がある。共同研究などにより研究が幅を増す傾向にあるが、マンパワーを考

慮すると研究が分散しないように、また後継者育成を勘案した研究推進が求められる。 

ここで構成されるチームが保有する技術やバイオリソースは、産学官において幅広い利用と研究展開が
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見込まれるため、今後も産総研内外の研究機関や企業と連携を密にし、創薬・医療産業に資する貢献を期待

する。また、産総研は標準化についての経験が豊富であり、国の研究機関としてたとえば発現タンパク質

のプロファイリングなどバイオ分野での標準化戦略を考える時機が到来している。 

 

［ユニット戦略課題２］機能性ＲＮＡに関する研究 

機能性ＲＮＡの新規機能や作用機序の解明といった基礎知見の収集と研究分野の基礎骨格を確立すると

ともに、疾患との接点を探索・実証し、新規なゲノム創薬基盤を提供することを目指している。 

機能性ＲＮＡという新しい研究領域において、早い時期にその重要性に着目し、研究基盤の確立と作用機

序に関する研究に着手した。その結果、核内構造体の発見とその生物学的意義、疾患との関連など、独創

的で世界をリードする研究を展開していることは高く評価できる。 

一方、萌芽的研究ゆえの問題ではあるが、他のユニット戦略課題と比較して出口戦略が不透明である。

時間軸を意識した研究マネジメントが必要である。 

今後は、創薬標的探索型アプローチを強めるべくロードマップを再検討するのがひとつの方向性ではあ

るが、むしろ現チームからは、さらに優れた生物科学の基盤的知見が得られことが期待される。そのため、

本戦略課題のチームが基盤研究に専念できる環境（組織）づくりを検討するという方向性も考えられる。 

 

［ユニット戦略課題３］統合データベース（モデル事業ゲノム情報統合プロジェクト、経済産業省統合デー

タベースプロジェクト） 

ヒト分子情報に関連する統合データベースの構築を通じて知的基盤の整備を担い、産総研をはじめとす

る国内外の実験的研究者にとって役立つデータや解析ソフトウェアを提供することにより、ライフ分野基

礎研究及び創薬研究の加速化を目指している。 

ヒト分子情報の統合データベースＨ-ＩｎｖＤＢについて、新しい情報の追加と内容の充実が図られ、また経

済産業省主導の事業であるＭＥＤＡＬＳの運営が着実に行われ、それらの利用が拡大していることは評価でき

る。成果（公開データベース等）に対する客観的な評価尺度を導入し自己分析している点も評価できる。 

一方、バイオ関係のデータベースでは世界標準となっているＮＣＢＩ（Ｎａｔｉｏｎａｌ Ｃｅｎｔｅｒ ｆｏｒ Ｂｉｏｔｅｃｈｎｏｌ

ｏｇｙ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ、米国）や類似データベースとの対比や位置付けを明示し、それに対する優位性や意義

を議論し、無為な重複を避け優位性の強化を図る必要がある。 

今後は、創薬関連産業に資するデータベース、例えば単一塩基多型（ＳＮＰ）と疾患との関係のデータベー

スや自己免疫疾患に関するデータベースなどの拡充が期待される。また、省庁統合データベースの構築に

際してリーダーシップの発揮を期待するが、そのためには、後継人材の育成やデータベースの維持管理な

どのために人的資源の投入を検討することが求められる。 

 

［ユニット戦略課題４］生体高分子立体構造情報解析に関する研究 

「タンパク質立体構造に指南された創薬」戦略を実現する基盤技術の開発を目指す。特に膜タンパク質

や複合体の立体構造の決定、相互作用解析、計算科学的な解析による創薬ヒット候補化合物の探索を可能

とする技術の開発・改良を行うとともに、企業とも連携して実用化に向けた検証も進めている。 

タンパク質の高分解能構造解析、リガンド分子との相互作用解析、分子シミュレーション解析の３つの

研究要素を組み合わせて目指すアウトカム「タンパク質の立体構造に指南された創薬」の設定とそれに向

けた段階的なロードマップは明解である。個々の要素技術は高い水準にあり、企業展開を意識した成果を

挙げている。特にペプチドリガンドから非ペプチド化合物を推測するプログラムを開発し、それを用いて

リード化合物の発見とその評価過程に入っていることは、今後に期待できる成果として評価できる。 

一方、リード化合物の最適化研究などは、製薬メーカーとの実質的な連携の推進が必須である。それを

強化するためには、成果発信やアウトリーチ活動により本戦略課題担当チームの研究活動や成果をよりア

ピールする努力が求められる。 

創薬研究の初期ステージであるＨｉｔ ｔｏ Ｌｅａｄにおいてそのプロセスを支援する「ＤＩＲＥＣＴＩＯＮ法」の開発

は意義がある。このステージで多種多様なドラッガブルな化合物が提示されることを期待する。また、非

ペプチドリード化合物の最適化とその後の開発は企業に任せ、研究センターでは他の標的でのリード化合

物発見に集中することもひとつの重要な方向性である。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

世界トップレベルの研究リソースと技術開発力を活用し、創薬基盤研究として着実に成果を挙げている。

イノベーション推進に向けた取り組みも熱心で、共同研究を行った相手機関へのアンケートにおいて高い

評価を得ており、イノベーションハブとしての機能を十分に果たしていると評価できる。 
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大きな学協会での多数の招待講演があることは、この研究センターの成果の質の高さを物語っている。

一方、主導的な活動として国際シンポジウムやワークショップの主催、講習会を含む啓蒙活動などにより、

国内外でのプレゼンスの向上とイノベーションハブ機能の積極的なアピールを図る努力が必要である。 

今後は、研究センターが蓄積、集積している貴重なバイオリソースや技術が、社会、産業界、アカデミ

アなどで有効活用されるような努力が望まれる。資金提供型共同研究で実施した汎用ヒト型ロボットの開

発は、企業連携が極めて有効に機能した例として、他研究ユニットでも参考になる。バイオ産業以外での

広範な用途が考えられることから、各方面からの需要に関する情報を収集しながら今後の戦略的な展開を

期待したい。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

革新的な研究成果の獲得を目指して、研究員の内発的な研究意欲を尊重し、萌芽的研究を奨励するボト

ムアップ的マネジメントは評価できる。またそれにより世界をリードする成果を出している。ライフサイ

エンス研究を推進する公的研究機関は多いが、本研究ユニットは創薬に活用する基盤技術開発に特化して

高い成果を創出している研究ユニットとして評価できる。 

一方、若手研究員の数が限られており、この研究ユニットで蓄積した研究資源やノウハウなどの知財や

研究ポテンシャルを引き継ぐ内部後継者の育成に関しては検討が必要である。これは分野及び組織として

取り組む課題でもある。 

今まで蓄積し保有する天然物化合物ライブラリーやヒト完全長ｃＤＮＡライブラリーなどの研究リソース、

及び創薬のための基盤技術を一般に利活用できるように整備し、公開することが期待される。また、研究

テーマの中には他の研究ユニットとの連携により、より革新的な課題に挑戦できそうなものもある。今後

はこれら関連する研究ユニットとの連携を進め、さらなる研究促進を図ることが重要である。 

 

５．評点一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ 評点

ユニット戦略課題１ タンパク質機能解析に関する研究 ２ Ａ ＡＡ ＡＡ Ａ ４．５

ユニット戦略課題２ 機能性RNAに関する研究 ２ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ Ａ ３．５

ユニット戦略課題３ 統合データベース ２ Ｂ Ａ Ａ Ａ/Ｂ ３．６

ユニット戦略課題４ 生体高分子立体構造情報解析に関する研究 ２ Ａ Ａ Ａ Ａ/Ｂ ３．９

戦略課題総合点 ３．９

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ Ａ Ａ ４．０

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ Ａ ４．０

イノベーション推進への取り組み Ａ ＡＡ/Ａ ４．３

ユニット運営の取り組み Ａ/Ｂ Ａ ３．８

総合評点 ３．９
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３‐１‐１４ 知能システム研究部門 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

 人間の行動を支援あるいは代行する、知能情報処理・ロボティクスに関わる技術を知能システム技術と位

置付け、その基礎原理、要素技術、システム化技術の研究開発を行い、成果を社会に普及させる努力を通

じ、持続的発展可能な社会実現・産業競争力強化に貢献する。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-２-（１）-⑤「市街地移動システム技術の開発」 

・ Ⅱ-３-（１）-②「生活安全のためのセンサを用いた見守り及び異常検出技術」 

・ Ⅱ-３-（２）-①「ロボットの安全性評価のためのリスクマネジメント技術の開発」（Ⅳ-３-（１）-④

へ再掲） 

・ Ⅱ-３-（２）-②「高信頼ロボットソフトウェア開発技術」（Ⅳ-３-（１）-⑤へ再掲） 

・ Ⅲ-１-（２）-①「製造の省力化、高効率化のための産業用ロボット知能化技術」 

・ Ⅲ-３-（１）-②「サービスの幅広い選択を可能にする技術」 

・ Ⅲ-３-（３）-①「ＱＯＬ向上のための生活支援ロボット基盤技術」 

・ Ⅲ-３-（３）-②「サービス産業のためのロボット自律移動技術」 

・ Ⅲ-３-（４）-①「メディア処理技術とインタラクション技術を融合したコンテンツサービス創出、 

利活用技術」 

・ Ⅲ-３-（４）-③「新サービスの創出のためのヒューマノイド基盤技術」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

「出口を見据えた基礎研究の推進」を基本運営方針とし、アウトカムの社会的有用性の精査を前提とし

て、中長期的基礎研究を推進している。「市街地移動システム技術の開発」（グリーン・イノベーション課題）

及び「生活支援ロボットの安全の確立」、「安全な個人データ利活用技術」（ともにライフ・イノベーション

課題）をユニット戦略課題の中核に設定し、サービス省力化、製造の効率化、新サービス創出を目指した

先端技術開発を展開している。 

基本運営方針をもとに、基礎研究だけでなく、「サービス」や「安全」、そのための標準化、及び認証な

どを研究開発項目として、マーケットを意識したテーマを多数掲げ、産業界への貢献に資する内容で構成

されている点は高く評価される。また、人間中心のロボティックス、支援型ロボティックスを明確な目標

としている点は適切である。 

一方、本研究部門として達成すべき目標が曖昧であり、技術によってどういう社会を目指すのか等、具

体的に定義することが必要である。また、シナリオについては、基礎研究を含めた長期のシナリオとして

明確にすることが望まれる。 

 今後の方向性として、本研究部門で開発された革新的な技術を速やかに産業化するために、企業との連

携の機会をさらに増やすことが必要と思われる。また、高度な技術のインテグレーションにフォーカスし

ている点は適切であるが、安全、プライバシーなどはそのような場合に生ずる特有の課題なので、他にも

このような課題がないか検討が望まれる。各研究グループが個別に活動している印象があるが、研究部門

全体の将来像等に関して、ボトムアップ的なものにトップダウン的な手法を適切に組み合わせる必要があ

る。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］市街地移動システム技術の開発 

高齢者等の新しい移動手段としての利用が期待されている次世代パーソナルモビリティ等の搭乗型移動

支援システムに加えて、市街地環境全体にセンサネットワーク等を設置し知能化することによって支援す

ることも含めた形で研究開発を行っている。さらに、市街地を結ぶ輸送システム技術として、省エネルギー

で走行可能とするトラックの自動運転・隊列走行技術を開発している。 

市街地移動システムや自律走行車いすのような移動手段は、今後の低炭素社会、高齢化社会では確実に

必要になるので、つくば市のロボット特区を利用した実証実験は真に実用化を試みるという点で評価でき

る。その中で、環境の３次元モデルの構築、移動支援、自立走行などは、高い研究レベルにあると評価で

き、特に多数のビークルが同時に動くときの協調、最適化、情報共有などの技術では世界をリードできる

可能性がある。 
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 一方、自動車メーカーとの連携や国際標準への取り組み、国際特許出願、国際誌への発表等、国際的な

成果発信が不足している。また、アウトカムとして、市街地移動に関する技術が列挙されているが、むし

ろ直接的なアウトカムとしては機能的ベネフィットを示す方が良いと思われる。また、低炭素型交通シス

テムを実現する上で、当該研究の必要性、解決すべき課題、Ｈｕｍａｎ Ｍａｃｈｉｎｅ Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ（ＨＭＩ）及び受

動的安全技術についての安全性確保を実現する考え方などが不明確である。 

今後の方向性として、クラウドを活用したデータ収集・共有・配信の重要性が高まると思われる。このた

め、今後における研究展開として同様の開発を志向している外国のグループ等と開発の初期段階から積極

的な連携を進め、クラウド活用方法等の共通化を目指す必要がある。都市交通分野において、人間と機械

の共存型の移動システム（比較的低速なもの）にフォーカスして研究を進めれば世界を先導する研究に発

展するものと期待できる。ロボット特区での研究開発を粘り強く継続し、日本の社会制度・法制度を変革さ

せるほどのインパクトを期待する。 

 

［ユニット戦略課題２］生活支援ロボットの安全の確立 

機能安全の国際規格に適合可能なロボットの安全規格を定めるため、ロボットの安全性を試験・評価する

ための技術を開発する。また、ロボットの安全技術としてのセンサー技術、制御技術、インターフェース

技術、ロボットの安全性を検証するためのリスクアセスメント技術を開発している。 

安全に関する標準化の活動は、ロボットを社会に普及させる上で極めて重要で、ロボットの安全認証の

国際標準化を目指し、機能安全対応ＲＴミドルウェア「ＲＴＭＳａｆｅｔｙ」がＩＥＣの認証を取得したことは高く評

価できる。また、ロボットと人が混在する環境下で安全性を評価する技術及び安全性を高める技術が相互

に影響しあうロードマップは、規格認証とそれを実現普及するものとして有効であり、アウトカムは明確

である。 

一方、想定事故シナリオシミュレーションは、どの程度現実を再現可能か、ユーザーにとってどの程度

役立つかを評価しつつ開発を進めることが必要である。 

今後の方向性として、生活支援ロボットの実用化のためには安全の確保が最大の課題であり、国際標準

規格化に向けて、日本が主導権をとれるように関係省庁とも十分に協議し、効果的な戦略を立てる必要が

ある。安全認証については、セキュリティやリライアビリティなどにも関連するので、産総研内での連携

も望まれる。組み込み系のソフトウェア開発については、強い影響力を持つソフトウェアがあり、対抗す

るのか、連携して新たなテクノロジーを普及させるのかを検討する必要がある。 

 

［ユニット戦略課題３］安全な個人データ利活用技術 

個人のプライバシーを担保しながら個人データの社会的な共有と活用を促進して産業や文化の振興を図

るため、本戦略課題では、個人データをその発生源で分析してプライバシーレベルに応じて使い分けると

ともに、個人が本人のデータを蓄積・管理して他者と自由かつ安全に共有できるようにする技術を開発し、

自治体等の公共機関や産総研ベンチャーを含む民間企業との連携を通じてその成果の事業化による社会実

装を目指す。 

 生活支援ロボットの実際の使用の際に、個人データの安全な取り扱いは重要であり、スマートセンサー、

個人データ格納基盤とプライバシーやセキュリティの問題を関連させて行う研究の重要性は極めて高く、

研究目標の設定は妥当であり、個々のテーマは学術的に魅力的であり、先進的な取り組みと認められる。

また、ベンチャー企業を設立している点も評価できる。 

一方、個人データの自律分散管理のためにこのような技術が必要な理由が明確で無い。また、方法論の

新規性と具体性が不明確で、個人データの管理方法や信ぴょう性の保証方法など、公的な問題も含めた課

題設定が必要である。 

今後の方向性として、成果の実際の社会への実装、適用例を増やして行き、そのフィードバックにより

改善を積み重ねることが重要と思われる。また、プライバシーを考慮した動線検出などの要素技術に要求

される機能仕様が明確になるよう検討する必要がある。 

 

［ユニット戦略課題４］サービスの省力化のためのロボット化（機械化）技術 

高齢化社会におけるＱＯＬ向上を目指し、生活支援ロボットを実現するための基盤技術を開発することを

目指して、本戦略課題では、高齢者・障害者の自立や介護支援ロボットを実現するための要素技術、及び支

援ロボットの評価・設計技術を確立する。また、非製造業のロボット技術（ＲＴ）応用ニーズに応える形で、

屋内外の具体的な作業（土木・建設分野、物流分野、農業分野、サービス分野など）を想定した自律移動シ

ステム技術を開発する。 

 関与する研究グループが研究課題の位置付けを正確に把握し、協力して取り組む体制は、サービスとい
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う広い範囲のロボット技術の検討には適切であると認められる。個別要素技術として、マイクロレンズア

レイを用いた視覚マーカーや高速３次元計測は非常に高度な技術であり、独自なデバイスとしてロボット

技術への適用が期待できる。 

一方、介護ロボットのコストベネフィット分析は重要だが、分析結果と実際の現場の評価との整合性の

検証が必要である。また、低コスト化ばかりでなく高齢者のＱＯＬの向上に関する配慮も必要である。課題

全体では、自立介護の支援技術と建設機械の自律移動技術とでは、目指す方向が異なると考えられ、結果

として柱が不明瞭となっている。 

今後の方向性として、生活支援ロボットの必要性は非常に高いので、実用化の姿が見えるようにする必

要がある。介護ロボットでは、ユーザーのニーズや事業化の可能性、導入のメリット等も評価しつつ、開

発を進める必要がある。 

 

［ユニット戦略課題５］製造の省力化・高効率化のための産業用ロボット知能化技術 

セル生産による生産性向上の限界を打破するためには、製造における組立、選別、検査などの工程にお

いてＩＴを活用し、製造プロセスの省力化・高効率化、セル生産におけるロボットの導入、自動化を進める必

要がある。そのために本戦略課題では、産業用ロボットの知能化技術の研究開発を行う。 

製造業では、現在でもロボット化すべき課題が多く、知能化やシミュレーション研究の推進は適切と認

められ、アウトカムを実現するための技術要素及びその開発戦略は明確である。先端研究としての価値も

高く、着実に研究が進んでおり、成果が期待される。弾性変形を伴う物理シミュレーションは良い技術で

ある。 

一方、セル生産を導入する対象が明確でなく、メリットや新規性、産業への技術移転の道筋等が不明確

である。具体的な点では、２次元データから３次元問題への拡張方法が不明であるので、シミュレーターの

計算結果と実機のセンサー情報をどのように比較して評価するのか明確にする必要がある。また、国際競

争力強化のためには、特許、論文等の成果発信など、より積極的なアピールが必要である。 

今後の方向性として、製造現場は急速に海外に流出しており、国内製造業の国際競争力を維持するため

には企業の現場が緊急に必要とする技術を見極めて研究を進めることが必要である。産業の大きな変革に

おける差別化技術の動向にも注意が必要である。特に、第３の産業革命は、製造技術とＩＴの融合によって

初めて可能になるもので、本研究ユニットの役割は極めて大きい。 

 

［ユニット戦略課題６］新サービスの創出のためのヒューマノイド基盤技術 

ヒューマノイドの実用化には遠隔操作技術、動作計画技術、人動作模擬技術を含む基本技術のスペック

アップやヒューマノイドを用いたコンテンツを容易に作成する技術、ヒューマノイドによる動作アシスト

機器の評価技術が必要であり、その解決に向けて、従来から、大学、製造メーカー、コンテンツクリエー

ター、顧客とともに研究を進めている。また、福島第一原子力発電所の事故を受け、災害対応ロボットの

実用化に向け、製造メーカー、顧客とともに研究を進めている。 

世界的にあまり例のない研究テーマであり、オリジナリティが高く、技術水準も非常に高いと認められ

る。ヒューマノイドロボットの歩行技術については、不整地歩行技術など顕著な成果を挙げている。原発

事故を意識した機動的なテーマ設定をしており、社会的な必要性は高い。 

 一方、人間にとって困難な行為を可能にするロボットの特徴をもっと活用する方法を考える必要がある。 

今後の方向性として、災害対応では、これまでの蓄積を活かし、海外機関を上回る技術を示す必要があ

る。そのためには災害対応に集中した戦略やロードマップが必要であり、ロボットによる災害対応代替機

能のコンセプトを定義する必要がある。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

つくば市のロボット特区等における大規模実証実験、国際標準化活動、大規模なソフトウェアの公開、

ベンチャー企業の設立等、産総研らしいイノベーションへの取り組みであり、成果が顕在化しており評価

できる。生活支援ロボット安全検証センターを立ち上げてロボットの実用化に不可欠な安全試験／認証体

制を確立することにより民間の事業化を支援していることや、ロボットソフトウェア開発環境（ＲＯＢＯＳ

ＳＡ）の公開によりロボット関連技術の底上げ・教育に注力していることも高く評価できる。 

 一方、ロボットソフトウェア基盤については、国際的な評価を得られるように、国際的に著名なジャー

ナルへの論文投稿、国際会議での発表など、社会や世界への情報発信が必要であり、さらなる努力がのぞ

まれる。産業界との連携においては、共同研究はされているが、産総研のシーズが実際に製品化、事業化

に結びついているか明らかではなく検証することが必要である。併せて、知財獲得へのより積極的な取り

組みも必要である。 
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 今後の方向性として、ロボットソフトウェア基盤については、枠を超えて国外（特にアジア）への参加

呼びかけが重要となってくるので、その際、権利保護が難しいと思われるＳｙｓｔｅｍｓ Ｍｏｄｅｌｉｎｇ Ｌａｎｇｕａｇｅ

（ＳｙｓＭＬ）モデルなどの知財化を戦略的に行うのが望ましい。また、個別の技術も重要だが、社会への具

体的貢献が見えるようにするために、システムインテグレーションと実際への適用に注力することが肝要

である。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

外部資金を十分獲得し、基礎的な研究から社会実装まで、幅広い研究活動を行っている点や、各研究グ

ループが、必要以上の制約を受けずに研究開発を進めている点は評価でき、個々の研究者の能力を引き出

すとともに、広範な研究を推進しているものと認められる。体制としては研究資質・年齢のバランスに配慮

した研究グループを組織し、研究活性化を促すとともに、ソフトウェアプラットフォーム研究班を設置し、

研究ユニットのコア技術を強化・共通基盤化して研究開発を効率的に推進していることも評価できる。 

一方、研究者によるシーズドリブンな研究が多く、社会の要請に応える研究開発がまだ少ない。一部に

はメンバー全員が方向性を共有しているとは言えない課題もある。分野融合や企業連携などへの積極的な

参加も含め内部人材育成・啓蒙に力を入れる必要がある。 

今後の方向性として、各研究グループが独自に活動することも先端研究には必要であるが、研究を効率

的に推進する観点から、多くの研究グループが共通の目標に向けて力を合わせ、場合によっては各研究グ

ループが全体との整合性のために協調することも重要である。 

 

５．評点一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ 評点

ユニット戦略課題１ 市街地移動システム技術の開発 ２ Ａ Ａ Ａ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ ３．８

ユニット戦略課題２ 生活支援ロボットの安全の確立 ２ Ａ Ｂ ＡＡ/Ａ Ａ Ａ Ａ/Ｂ ３．８

ユニット戦略課題３ 安全な個人データ利活用技術 １ Ｂ Ｂ/Ｃ Ｂ/Ｃ Ｂ/Ｃ Ｂ/Ｃ Ａ/Ｂ ２．８

ユニット戦略課題４ サービスの省力化のためのロボット化（機械化）技術 １ Ｂ/Ｃ Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ ＡＡ/Ａ Ａ ３．４

ユニット戦略課題５
製造の省力化・高効率化のための産業用ロボット知
能化技術

１ Ｂ Ｂ/Ｃ Ｂ Ｂ/Ｃ Ａ Ａ/Ｂ ３．１

ユニット戦略課題６ 新サービスの創出のためのヒューマノイド基盤技術 １ Ｂ Ａ ＡＡ/Ａ Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ ３．５

戦略課題総合点 ３．５

イノベーション推進への取り組み Ａ/Ｂ Ａ Ａ Ａ/Ｂ Ａ Ｂ ３．７

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ Ａ ４．０

イノベーション推進への取り組み ＡＡ/Ａ Ａ ４．３

ユニット運営の取り組み Ａ Ａ ４．０

総合評点 ３．７
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３‐１‐１５ 情報技術研究部門 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

情報技術関連の先端的研究開発を実施する公的な研究組織として、技術成果を社会に還元する。具体的

には情報技術（ＩＴ）に関わる基礎分野から応用分野までをカバーし、社会インフラとしてのＩＴを提供する

技術と利用者指向でＩＴを利用する技術の研究開発を対象領域とする。高効率なエネルギーマネジメントシ

ステム、情報通信の省エネルギー技術、ＩＴによる生活安全技術、高度情報サービスプラットフォームの構

築、技術融合による新サービスの創出、地球資源等の有効利用を支援するデータベースなどの研究開発を

実施する。さらに所内の他分野と積極的に連携し、融合課題を推進する。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-１-（３）-①「エネルギーネットワーク技術の開発」（Ⅰ-２-（２）-①へ一部再掲） 

・ Ⅰ-２-（２）-①「エネルギーマネジメントシステムのための技術開発」（Ⅰ-１-（１）-①を一部再掲） 

・ Ⅰ-２-（３）-④「ソフトウェア制御による情報処理システムの省エネルギー化」 

・ Ⅱ-３-（１）-②「生活安全のためのセンサを用いた見守り及び異常検出技術」 

・ Ⅲ-１-（１）-⑤「高効率な設計とシミュレーションのための高性能計算技術」 

・ Ⅲ-３-（２）-①「クラウドの適用範囲を広げるミドルウェア技術」 

・ Ⅲ-３-（２）-②「スケーラブルな知識基盤を構築するサービス指向ミドルウェア」 

・ Ⅲ-３-（４）-①「メディア処理技術とインタラクション技術を融合したコンテンツサービス創出、利活

用技術」 

・ Ⅲ-３-（４）-②「地理空間情報の高度利用技術と新サービス創出」 

・ Ⅲ-３-（５）-②「情報システムの高信頼、高安全、高可用化技術」（Ⅳ-３-（１）-⑦へ再掲） 

・ 別表２-１-（３）-①「衛星画像情報及び地質情報の統合化データベースの整備」（Ⅳ-２-（２）-①へ再掲） 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

「ＩＴによる活力ある社会の実現」をアウトカムに設定し、多種・大量データを提供できるＩＴ基盤（プラッ

トフォーム）の開発、実世界のデータ活用（コンテンツ）技術の開発、応用としてのサービス創出の三階

層の研究開発を進めている。具体的には、次世代クラウド技術などのＩＴ基盤技術、衛星画像やＷｅｂコンテ

ンツ、センサーなどのコンテンツに関連する技術、インタラクティブサービスや土地利用・資源探査、エネ

ルギー可視化などのサービス応用などに関わる技術をもとに、複数の視点から研究課題のポートフォリオ

を設定し、研究シナリオを策定している。研究連携では、情報通信のプラットフォーム技術を中心に、国

際連携を通して実証実験による国際標準化を加速するとともに、企業連携を通して標準化による産業界へ

の技術導入促進を進めている。 

なお、研究期間終了時の目標と途中のマイルストーン及び研究の進捗度と最終目標との関係をより明確

にするとともに、ある程度の時間スケールを示すダイナミックなロードマップの策定も求められる。また、

グローバルな観点での研究開発の戦略性を明示するとともに、他の研究ユニットとの連携及びユニット戦

略課題の関連付けを明確にすることも必要である。さらに、全体ロードマップやシナリオにおいては、よ

り対象を広げたグローバルな動向調査との関連でリスク分析をすることも重要である。 

本研究部門の優位性と位置付けをより明確にするため、世界的な研究拠点との比較を明示するなど、研

究部門全体のベンチマーキングを定常的に行うことが望まれる。また、日本の企業力を高めるため、市場

戦略に基づく技術開発戦略と知財戦略及び標準化戦略は鼎の形態にすることが必要であり、技術のオープ

ン/クローズ戦略を熟慮し、日本技術のビーコンとなることを期待したい。さらに、社会科学分野の研究機

関等との交流を行い、研究部門のアウトカム・アウトプットを社会に還元する際、社会の受容性を提示する

ことも重要である。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］スマートグリッド通信技術 

「持続可能なスマートグリッドの構築」をアウトカムに設定し、電力線通信（ＰＬＣ）技術を用いた電力

モニタリングシステムの開発を進めている。高ノイズ耐性ＰＬＣ方式と時系列データ解析手法をコア技術と

して、太陽光発電モニター用ＰＬＣ開発に対するロードマップ及びマイルストーンを策定している。 

アウトプットとして、太陽電池パネル組み込み用モニター通信装置（子機）の小型化かつ低コスト化に

成功するとともに、実証試験を進めるなど着実な成果を挙げている。また、クラウドを活用したメガソー
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ラー用モニタリングシステムの開発とともに、不具合検知アルゴリズムの開発も進めるなど、将来エネル

ギーシステムを支える重要な社会インフラ構築への取り組みは高く評価できる。さらに、特許など知財権

と標準化への対応及び、技術移転並びにコンソーシアム設立にみられる成果普及への取り組みも活発であ

る。 

なお、量産化時の製造コスト及びノイズとの関連での情報伝送の信頼性や誤り率などの具体的な性能と

ともに、開発時期やその性能評価試験を明記した、より詳細なロードマップの策定も必要である。また、

論文などの外部発表による成果発信も求められる。 

今後、社会インフラの技術開発においては、産業界全体と連携・議論し、中長期にわたるロードマップの

策定と共有が重要であり、特に海外市場における産業競争力強化につながる戦略作りも期待される。また、

本ＰＬＣの適用分野を明確にするとともに、実用性を実証することが重要である。現在ハード構築からソフ

ト・コンテンツのフェーズに移りつつあり、異なる分野の人材やグループとの連携も期待される。 

 

［ユニット戦略課題２］生活支援・生活安全技術 

「安全安心な社会の実現に向けた共通基盤構築」をアウトカムに設定し、特に医療支援技術の開発を進

めている。具体的には、高次局所自己相関（ＨＬＡＣ）特徴に基づくパターン認識技術と機械学習手法をコ

ア技術として、これを活用した病理画像診断支援システム開発に対するロードマップを策定している。 

アウトプットとしては、病理診断支援システムを開発し、胃生検画像データに対する評価試験において

過検出率の改善に成功するとともに、リアルタイムで結果をフィードバックできる内視鏡診断支援システ

ムの開発を進めるなど、成果を挙げている。また、特許出願、特に海外特許出願も積極的に進めている。 

なお、他の研究部門へ異動した時のサブテーマの状況や異動の背景を説明するとともに、最終ターゲッ

ト、現時点の開発達成度、今後の改良点や新たに取り組む点と達成のための要件など、マイルストーンや

課題をより明確化したロードマップの策定が求められる。 

今後、医療機関や産業界との目標の共有や協業が必須であり、具体的な戦略作りを行うとともに、特定

疾患群への効果を確認後は、開発した技術の汎用化と商品化は企業へ技術移転して促進することも望まれ

る。また、応用分野の開拓と並行して、コア技術を高度化する戦略を明確化することも重要である。 

 

［ユニット戦略課題３］次世代クラウド技術 

「次世代クラウドによる新規産業の創出」をアウトカムに設定し、次世代クラウドの３つの基本技術（省

エネルギー構築運用技術、クラウド間連携技術、高速大容量データ処理技術）の開発を進めている。技術

要素として、クラウド管理技術、動的ネットワークデプロイ技術、高速マップリデュース技術などを設定

し、ロードマップ及び中期計画でのマイルストーンを策定している。ベンチマークでは、要素技術毎に競

合する技術との性能比較によって、開発を進めている技術の優位性と位置付けを提示している。 

アウトプットとして、データセンターの省電力化を図るための次世代モジュール型データセンターを企

業と共同で構築し、従来に比べて３０％の電力削減効果を実証したことは評価できる。クラウド間連携技術

では、スケールメリットが出る程度まで普及させることを目的に、多数のパートナーを発掘し共同プロジ

ェクトを進めている。また、Ｏｐｅｎ Ｇｒｉｄ Ｆｏｒｕｍにおいて動的ネットワークデプロイインターフェースの

策定をリードするとともに、インタークラウド資源管理フレームワーク及び大容量データを従来よりも高

速処理可能なＳＳＳ-マップリデュースを構築し、オープンソースとして公開するなど、成果を挙げている。

さらに、国際標準化への積極的な取り組みは高く評価できる。 

なお、ロードマップでは、最終的な目標、現時点での達成度、今後実施すべき課題など、より具体的に

示すことが必要である。ベンチマークでは、競合研究機関の明示と定量的な比較を示すとともに、時間軸

と性能軸による技術マップ上にて、本ユニット戦略課題の位置付けをより明確化することは重要である。

また、次世代クラウドの３つの基本技術の相互関連を示すことも求められる。 

次世代モジュール型データセンター等はビジネス案件でもあり、今後、参加企業と協力して知財権を確

実に確保し、ビジネスに結び付けることが望まれる。また、世界で通用するクラウド技術を開発するため

にも、ＧＩＣＴＦ（グローバルクラウド基盤連携技術フォーラム）などとの強固な連携も期待される。 

 

［ユニット戦略課題４］衛星画像の整備/地理空間情報の高度利用技術 

「地理空間情報を用いる新サービスの創出」をアウトカムに設定し、公的データアーカイブの構築、ＩＴ

基盤としてのミドルウェアの構築並びに応用サービス構築と運用に関わる研究開発を進めている。衛星画

像情報アーカイブの管理・運用技術、地理情報システム実装技術、ビッグデータ解析及び異種データ統合技

術などを技術要素として、産総研ならではの貴重かつ価値ある課題を設定し、新しい産業創出を視野に入

れたスケールの大きい取り組みを含むロードマップを策定している。 
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アウトプットとしては、ＡＳＴＥＲやＰＡＬＳＡＲなどの経済産業省が有する地球観測衛星アーカイブをクラ

ウド上に構築し、地質分野と連携して都市マップ/道路マップ及び全球シームレス総天然色マップの作成を

行うとともに、衛星データ利用促進のためのプラットフォームの構築、などの成果を挙げている。また、

東日本大震災で被災したＧＥＯ Ｇｒｉｄの早期復旧とデータ提供のため災害対応タスクフォースを設立し、内

外の関係研究機関の協力のもと、解析データの生成・提供を開始したことは評価できる。 

なお、最終的な目標、現時点での達成度とともに、ある程度の時間スケールも設定されたダイナミック

なロードマップとマイルストーンの策定も求められる。また、本研究開発と関連・競合する他研究機関の動

向や相互の位置付けを明確にすることも重要である。 

今後も、環境や防災、社会インフラ整備に関わる産業創出では、さらなる重点化を図るとともに、リー

ダーシップを発揮してこの産業創出を促進するための戦略を具体化することも期待したい。また、地理空

間情報分野のこれまでの成果を活かしながら、さらに、広い分野への応用とそれを支えるインフラ構築に

取り組むとともに技術開発のみならずサービス体制の提案・構築も望まれる。さらに、ナショナルセキュリ

ティに関わるデータや技術の取り扱いを含む衛星画像などでは、セキュリティ確保についての具体的な手

段や取り組みも重要となる。 

 

［ユニット戦略課題５］情報システムの高信頼・高安全・高可用化技術 

「ソフトウェア開発のＪａｐａｎ Ｂｒａｎｄの確立」をアウトカムに設定し、情報システムのライフサイクルを

支援するツールチェーンの開発を進めている。Ｌｉｎｕｘでの多言語ライブラリーや汎用アプリケーション

ゲートウェアなどのソフトウェア開発実績をもとに、日本のＩＴ産業のなかで多くを占めるＶＳＥ（小規模ソ

フトウェア開発組織）に焦点を合わせ、ＶＳＥ標準の普及のためのデプロイメント・パッケージ（ＤＰ）開発

に注力し、ロードマップを策定している。 

アウトプットしては、Ｂａｓｉｃ Ｐｒｏｆｉｌｅ（ＢＰ）用ＤＰを開発し、アルファ版を公開するとともに、アカデミ

アの協力を得ながら、ＰＢＬ（ソフト開発演習）用ＤＰの開発に着手した点は評価できる。 

なお、本ユニット戦略課題を分担していたグループの異動に伴い、ユニット戦略課題全体のシナリオに

対して実施している技術開発の位置付けをより明確にすることが求められる。さらに、ＢＰ用ＤＰに関する

妥当性確認と改訂及びＰＢＬ用ＤＰに加えて、より一層多くの研究成果の発信が必要である。 

今後、ＩＳＯ/ＩＥＣのＪＴＣ１（情報処理・通信標準化担当技術委員会）における国際規格開発の場で、日本の

プレゼンスを上げるとともに、日本のビジネス力強化も念頭に置いて活躍することを期待したい。また、

ＶＳＥ標準の普及は重要であり、業界との連携を初期段階から取り組むとともに、産業界で施行の後､ある

程度実用性を確認できたものを大学等で広めることも検討することが望まれる。さらに、国内外に多数あ

るソフトウェア工学の取り組みを把握し、その活動マップの中での位置付けを明示することも重要である。 

 

［ユニット戦略課題６］コンテンツサービス創出・利活用技術 

「メディアコンテンツを活用し、創造できる社会の実現」をアウトカムに設定し、ユーザー貢献増幅型

Ｗｅｂコンテンツ活用技術及び音楽情報処理技術の開発を進めている。音楽音響信号理解技術、音声言語情

報処理技術、インタラクション技術並びにソーシャルメディア技術などのコア技術をもとに、ロードマッ

プ及び数値目標のあるマイルストーンを策定している。ネットワーク社会に相応しい新たな技術研究開発

イノベーションモデルの実践とともに、今後のコンテンツサービスのイノベーションに資する新たな利用

者価値パラダイムの創出を目的とした世界のトップを走る研究活動であり、高く評価できる。 

アウトプットとして、能動的音楽鑑賞Ｗｅｂサービス「Ｓｏｎｇｌｅ」並びに音声検索Ｗｅｂサービス「ＰｏｄＣａｓｔｌｅ」

とともに発語阻害システム「ＳｐｅｅｃｈＪａｍｍｅｒ」などオリジナリティの高い成果とともに、歌声合成システム

「ＶｏｃａｌＬｉｓｔnｅｒ」（ぼかりす）を技術移転し、製品化されるなど、優れた成果を挙げている。さらに、これら

の成果をプレス発表や報道で積極的に発信し高く評価できる。 

なお、本研究開発と競合する他研究機関の動向や相互の位置付けをより明確にすることが望まれる。 

今後、より多様な先端的プレーヤーを取り込むなど利活用の拡大を加速させるためには、産業界をはじ

め大学なども巻き込み､イノベーションクラスターを構築するとともに、このクラスターの中核となるため、

産業と研究を繋ぐコーディネーターの強化も重要である。また、音響信号処理や機械学習に関わる基礎的

基盤的な技術開発を深化させるとともに、新たな基礎研究にも注力することを期待したい。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

開発した技術をサービスにまで昇華し公開することを基本方針として、企業との共同研究、国際的コミ

ュニティー創出に向けた国際共同研究、震災関連情報の発信等の社会貢献など、イノベーション推進に取

り組んでおり、研究部門全体としてイノベーションハブの役割を担っていることは高く評価できる。具体
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的には、歌声合成技術「ＶｏｃａｌＬｉｓｔｅｎｅｒ」の技術移転と社会的関心の喚起、スマートグリッド技術、学習技

術を応用した医療システムなど、産業界との協業や新たな事業創出にむけた精力的な開発活動を進めてい

る。また、ＧＥＯ Ｇｒｉｄによる環境フラックスに関する環境観測コミュニティーのアジア展開並びに災害対

応タスクフォースの設立と迅速な震災関連情報の発信など、国、社会への貢献も評価できる。さらに、日

本の弱点である国際標準化への貢献も拡大している。 

なお、イノベーションハブとしての役割については、グローバルな視点からの分析を行うとともに、研

究部門内に常に様々な「多様性」を維持し、相互にコンセプトを衝突させながらイノベーションを生み出

す努力も重要である。また、技術移転では、研究テーマ設定時から、アウトプット先となりうる組織や人

との協力関係の強化も求められる。 

技術主導でイノベーションが数多く生み出された時代から、イノベーション創出には、技術にビジネス

モデルとユーザー価値を組合せることが求められる時代へと状況は大きく変化しつつあり、この変化と日

本特有の社会構造的課題を前提に、我が国の産業技術の発展を推進する公的研究機関の役割とビジョンを

検討することを期待したい。また、情報技術の国際的な研究拠点として、学術面でのより積極的な活動と

学界への貢献も期待される。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

「研究分野間、研究者間の壁をなくし、積極的な融合の奨励」を基本方針として、人材リソースや研究

資金の様々な制約の中で、それらを適切に配分し、効率良く運営を行っている。具体的には、異分野との

知識融合型連携を推進し、ＧＥＯ Ｇｒｉｄでは地質分野と、半導体ＣＡＤではデバイス関連の研究ユニットと、

バイオＣＡＤではライフ系分野と積極的に連携し、分野融合プロジェクトを行っていることは評価できる。

研究資金運営では、政府系大型プロジェクトに立案段階から積極的に関与する方針のもと活動し、多くの

大型プロジェクトの獲得に成功している。人材育成では、プロジェクト遂行での研究代表者のリーダーシッ

プを尊重することによってリーダーとしての育成を図るとともに、専門領域の高度化に加え融合的な課題

に取り組ませることによって、視野の広い若手研究者の育成を進めている。 

なお、研究部門内、部門間の組織再編は、活力ある研究開発にとって重要ではあるが、再編の狙いを所

内外に明確に示すとともに、研究部門のシナリオをもとにして、ユニット戦略課題の整理と再編が求めら

れる。また、企業との連携強化には、技術移転及び産業界からの資金獲得に、より一層の注力が必要であ

る。 

今後、ビジネスの創造に当たっては、技術開発戦略を根幹とした知財戦略と標準化戦略が重要であり、

標準化等で民間企業では遂行が困難な課題へのさらなる取り組みを期待したい。また、イノベーションハ

ブの役割を果たすため、公的研究機関として、全てのステークホルダーを戦略的かつ能動的につなぐ役割

の強化も望まれる。さらに、部門やグループにとらわれない、より柔軟なプロジェクト型のチームを編成

する運営モデルを部分的に取り入れることも重要である。 

 

５．評点一覧 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ 評点

ユニット戦略課題１ スマートグリッド通信技術 ２ Ａ ＡＡ/Ａ ＡＡ/Ａ Ａ ４．３

ユニット戦略課題２ 生活支援・生活安全技術 ２ Ａ/Ｂ Ａ ＡＡ/Ａ Ｂ ３．８

ユニット戦略課題３ 次世代クラウド技術 ２ Ａ/Ｂ Ａ ＡＡ/Ａ Ａ Ａ ４．０

ユニット戦略課題４ 衛星画像の整備/地理空間情報の高度利用技術 ２ Ａ Ａ Ａ ＡＡ Ｂ ４．０

ユニット戦略課題５ 情報システムの高信頼・高安全・高可用化技術 １ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ｃ ３．１

ユニット戦略課題６ コンテンツサービス創出・利活用技術 ２ ＡＡ/Ａ ＡＡ/Ａ ＡＡ ＡＡ Ａ ４．６

戦略課題総合点 ４．０

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ Ａ ＡＡ/Ａ Ｃ ３．７

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ/Ｂ Ａ ３．８

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ ４．０

ユニット運営の取り組み Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ ３．５

総合評点 ３．９

- 62 -



第３章 

‐63 ‐ 

３‐１‐１６ ナノエレクトロニクス研究部門 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

ナノエレクトロニクスにおける日本の産業競争力強化や新産業の創出を目指し、競争力の源泉となるコ

ア技術を開発する。ナノスケールデバイスの構造、材料、作製プロセス、設計、システム化、解析評価技

術に関する研究蓄積と研究開発リソースを活かし、産総研内外との研究ネットワーク構築を強化、進展さ

せ、技術集積ハブとなることを目指す。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-２-（３）-①「電子デバイス及び集積回路の省エネルギー化」 

・ Ⅰ-４-（３）-①「ナノスケールロジック・メモリデバイスの研究開発」（Ⅲ-１-（３）-①へ再掲） 

・ Ⅰ-４-（３）-②「ナノフォトニクスデバイスの研究開発」（Ⅲ-１-（３）-②へ再掲） 

・ Ⅰ-５-（１）-①「多品種変量生産に対応できる低環境負荷型製造技術の開発」 

・ Ⅱ-３-（１）-①「生活安全のためのセンサシステムの開発」 

・ Ⅲ-１-（１）-④「ナノ電子デバイスの特性予測と設計支援技術」 

・ Ⅲ-１-（２）-②「組み込みシステムの最適設計技術」 

・ Ⅳ-１-（２）-③「デバイス、システム評価のための先端計測機器の開発」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

ナノエレクトロニクスのコアとなる独自技術の高度化を行うことに加え、研究開発段階から産業界と連

携する体制を作り、開発したデバイス技術を企業が効率的に市場投入できるよう、各技術を製造装置や開

発ツールなどの有形のアウトプットまでに仕上げることを目指している。 

 各研究者の専門性を重視し、高い技術ポテンシャルを維持した上で、外部との連携による多くの研究プ

ロジェクトに参画し、集積回路プロセスライン等を活用してオープンイノベーション拠点を目指す方向性

は妥当である。“Ｍｏｒｅ Ｍｏｏｒｅ“だけでなく、“Ｍｏｒｅ ｔｈａｎ Ｍｏｏｒｅ”の領域にも従来にも増して力を入れて

いることは、産業界の動向と一致している。リソース配分に優先順位をつけるとともに、現場の活性化を

目的とした工夫がみられ、時代に合わせて組織を変革しようとする努力が認められる。 

 しかし、全体のロードマップがまだ十分に描かれておらず、日本の半導体産業が苦境にある中で、短期

的及び中長期的な役割を抜本的に考え直す必要がある。“Ｍｏｒｅ ｔｈａｎ Ｍｏｏｒｅ”の方向でも多数ある選択肢

から何を選択するのか、戦略が必要である。競合する海外の研究拠点に対する優位性と特徴を示し、本研

究部門の位置付けをより明確にすることが求められる。 

 今後は、国の中核機関として、将来必要となる根幹の技術を見極め、つくばイノベーションアリーナ   

（ＴＩＡ）などを主導する積極的な役割が望まれる。産総研だけで行えることは限られているが、世界の研

究趨勢をふまえて国際的な分業の中でオープンイノベーションを構想するとともに、日本の半導体産業が

将来再浮上できるよう、着実に技術を蓄積することを期待する。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］シリコンナノデバイスの研究開発 

シリコン半導体の更なる微細化を可能とする新規な材料、プロセスを開発し、それを基にした新機能、

新原理シリコンナノデバイスの実現、並びに、集積回路化により、更なる低消費電力化を実現するための

研究開発を進めている。 

 独自技術を進めて、デバイスメーカーに対して明確に技術的方向性を示し、装置・材料メーカーを通して

日本の強みを強化する方向は適切である。技術的優位性は高く、ＦｉｎＦＥＴ（フィンゲート型電界効果トラン

ジスタ）におけるオン電流ばらつきの要因解明、世界最小特性ばらつきのアモルファス金属ゲートＦｉｎＦＥ

Ｔの開発など、優れた成果を多く挙げている。多くのプロジェクトに参画し、ＴＩＡに貢献している。将来日

本の半導体企業が復活する日のため、世界トップレベルの日本のコア技術を継承する意味でも価値がある。 

 ただし、超微細集積回路の開発は産総研で担うには設備と人員に不足がある。優れた研究成果の使い道

が見えにくくなっており、シリコンフォトニクス以外にも出口を明示することが必要である。半導体チッ

プメーカーに対しても魅力があるようなデバイス構造やプロセスに挑戦することが求められる。成果発信

は国際会議での発表が中心になっているが、論文発表にもより積極的に注力する必要がある。 

 今後の研究の方向性について、新機能・新原理デバイス技術にシフトしつつあることは妥当であるが、ま

だ萌芽的な段階が多く、将来の潮流となるプロセス技術やデバイス化技術をできるだけ早く見極める努力
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が必要である。一方、“Ｍｏｒｅ Ｍｏｏｒｅ“（スケーリングＣＭＯＳ）の本流技術については、そのインテグレー

ション設備が産総研内で揃わない場合の方策を検討し、海外企業との連携に対するスタンスも含めた産総

研としての戦略的判断が求められる。日本がこの分野を維持できるよう、若手研究者への技術継承の役割

も期待する。 

 

［ユニット戦略課題２］新材料・新構造インテグレーションの研究開発 

微細化以外の手法により半導体デバイスの低消費電力化及び高機能化を実現するため、新材料や新デバ

イス構造の研究開発を進める。これまでに開発してきたコア技術を活用して、（１）シリコン上の異種材料

集積化技術、（２）低電圧動作ＣＭＯＳ技術、（３）Ｘ線撮像デバイス技術、（４）ＦｅＦＥＴ（強誘電体ゲート電界効

果トランジスタ）を用いたＮＡＮＤフラッシュメモリー技術、（５）相変化材料技術、を研究している。 

 萌芽的研究から応用研究に及ぶ幅広い課題を展開しており、それぞれ明確な目標のもと、内外と活発に

連携し、世界的に優れた成果を発信している。異種材料集積技術と新規不揮発メモリ集積技術は、傑出し

た独自の製造方法をうまく確立できれば日本産業の強みとなる可能性が高い。ゲルマニウムとⅢ-Ｖ族半導

体は現時点では世界レベルを追い続けることが大切である。相変化メモリの研究は、独創性もパフォーマ

ンスも高く、優れた成果を挙げている。フィールドエミッター技術を用いた医療用Ｘ線撮像デバイスの研

究は、シーズとニーズがマッチした理想的な流れで展開している。 

 ただし、方向性がやや拡散しており、競合研究機関との定量的な比較を含むベンチマークを示し、日本

としての強みと最適なターゲットを特定し、スピード感をもって推進することが望まれる。Ｘ線撮像デバ

イスについては、感度の目標値を明確にして実用化レベルまで完成させるべきである。 

 今後、シリコンと異種材料の集積技術について、“Ｍｏｒｅ ｔｈａｎ Ｍｏｏｒｅ”の方向性を強化してロードマッ

プに明示するとともに、保有コア技術の位置付けをより明確にし、今後の応用の視点から、外部を巻き込

んで開発を推進することを期待する。不揮発性メモリについては、早期の実用化につなげるため、重点化

すべき技術を選定し、リソースを集中する時期に来ていると考えられる。 

 

［ユニット戦略課題３］半導体設計・製造技術の研究開発 

半導体製品の多様化に対応するため、極低消費電力集積回路システム及び多品種少量生産技術の産業化

をアウトカムに設定し、これまでに開発してきたコア技術を活用して、（１）３次元実装技術、（２）低消費電

力ＦＰＧＡ（プログラム可能な論理ゲート集積回路）チップ技術、（３）ミニマルファブシステム（半導体チッ

プの局所クリーン化生産システム）、の技術開発を行っている。 

 ３次元実装技術は、放熱とインターコネクトという基幹技術を取り上げていることは時宜を得ており、

高熱伝導ヒートスプレッダーやウェットエッチング加工などの成果が評価できる。低消費電力ＦＰＧＡにつ

いては、以前よりも現実に近づいた目標設定であると認められる。独自の構想に基づくミニマルファブに

関しては、粘り強い努力の結果、多数の民間企業を巻き込んだコンソーシアムと技術研究組合の体制が整

い、実際に各装置の開発が加速され、産業界からの注目度も高まるなど、ハイリスク・ハイリターンの研究

をビジネス展開まで考慮しながら推進している点が高く評価される。 

 ただし、このユニット戦略課題の大きさに比べてリソースが限られており、担当する３つの研究チーム

が個別に活動していることも課題であり、内部及び外部との連携をさらに強化することが望まれる。論文

発表による成果発信も、より精力的にかつ積極的に行うことが必要である。３次元実装技術は熱を含むシ

ミュレーションなどにより力を入れる必要があり、ミニマルファブは具体的な素子、マスク枚数、プロセ

ス工程数を仮定して実用性を議論する必要がある。 

 今後は、市場変化に対する予測と研究開発の達成目標を含むマイルストーンをより明確にし、最終目標

と産業界へのアウトカムを提示することが望まれる。半導体設計という観点からは、ＦＰＧＡなどのツール

的なものだけでなく、新しいデバイスを出現させるようなアーキテクチャの検討も重要である。ミニマル

ファブは、中小企業やこれまで半導体になじみのない領域にも大きく広がる可能性があり、そのためには

少量多品種生産が可能である利点を最大に生かす応用をできるだけ早く特定し、利用のための設計・シミュ

レーションのサポートも検討し、成功例につなげることを期待する。 

 

［ユニット戦略課題４］ナノ計測エレクトロニクスの研究開発 

３次元的なナノデバイスの構造に対し、ナノメートルの分解能で必要な特性を測定するため、高度計測

結果からシミュレーションを援用して解析するハイブリッド計測技術を開発しており、デバイス試作プロ

セスや計測技術の研究開発と連携し、先進的な統合的シミュレーション・プラットフォームの構築を目指し

ている。 

 ラマン分光法による局所応力計測やＳＴＭ（走査型トンネル顕微鏡）による半導体デバイスのポテンシャ
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ル計測などの先端的計測手法にＴＣＡＤ（Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ ＣＡＤ）技術を組み合わせたハイブリッド計測技術を

用いて、直接測定困難なナノスケールでの応力評価、ポテンシャル分布計測を可能にした点は、優れた研

究成果である。計測データの定量解析のための実用シミュレーターとして早期の完成が期待される。 

 ただし、デバイスや集積回路の製造におけるこの技術の有用性が十分に示されていない。集積回路の微

細化や新半導体材料の導入などに必要な実用の計測技術という視点でロードマップを策定する必要があり、

そのための課題や達成目標をより具体的に示すことが必要である。ラマンシミュレーターは現時点では統

合・調整ができているが、さらに１４ｎｍより微細な領域での適用可能性が課題である。 

 今後は、将来のナノデバイス計測・設計プラットフォームの全体構想を明確にし、その中で本技術の位置

付けを明示するとともに、産業ニーズに即応した計測対象の選定を行うよう、産業界との継続的な情報交

換が望ましい。シリコンで確立した技術のゲルマニウムやⅢ-Ｖ族半導体などの新材料への展開や、分析機

器メーカーとの共同による新たな応用の探索、さらに将来的には、製造装置も絡めたｉｎ ｓｉｔｕ（その場）計

測とＴＣＡＤを繋げたリアルタイムな最適生産なども期待できる。 

 

［ユニット戦略課題５］超伝導集積エレクトロニクスの研究開発 

高精度計測・低雑音計測の心臓部となる超伝導デバイス及び計測システムを開発し、国民の安全・安心に

資する有害元素分析器、大気中のガスや放射性物質のモニター、核関連施設内での核反応解明・核物質管理

用の非破壊検査分光器や、産業発展に不可欠な基盤技術である電気標準への応用を行っている。 

 日本の高度な超伝導研究に立脚し、集積デバイス技術を結びつけて世界をリードする装置やシステムを

実現しており、所内の計測標準関連研究部門や外部の国際超電導産業技術研究センター（ＩＳＴＥＣ）との連

携も強化されていることが評価できる。具体的には、超伝導ＳＱＵＩＤ素子によるＸ線・ガンマ線分析器の多画

素化のための基盤技術と、ラックマウント型プログラマブルジョセフソン電圧標準システムの開発を行い、

着実に成果を挙げており、特に後者は電圧標準という基盤技術を支える意味で産総研にふさわしい社会貢

献研究である。 

 ただし、非破壊検査分光器などのニーズについて、具体的に要求される性能と、それに対する本技術の

貢献を明示する必要がある。全体として、研究部門の中での位置付けや他のユニット戦略課題との関連性

が分かりにくいため、“Ｂｅｙｏｎｄ ＣＭＯＳ”の観点から超伝導エレクトロニクスの将来像を検討し、議論する

ことが望まれる。 

 今後は、ファンドリー機能に加え、外部研究機関との連携により、インパクトの大きな次の研究を牽引

するシナリオを作り、研究開発ベンチャーの設立、研究コンソーシアムの形成など、日本の超伝導エレク

トロニクス研究の中核拠点となる積極的な努力とともに、世界をリードできる広がりのある将来技術への

布石も追求することを期待する。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

 ＴＩＡ活用の３プロジェクトへの参画による研究推進やこれを通じた人的なネットワークの構築、ミニマル

ファブ構想推進のためのコンソーシアム活動と大型プロジェクトの立ち上げ、技術研究組合設立への主導

的役割など、イノベーションハブとしての産業界への貢献は評価できる。また、中小企業との研究開発連

携も強化し、多くの共同研究や中小企業支援事業の採択につながっており、人材育成にも貢献している。 

 ただし、日本の国際競争力強化のために産総研が取り組むべきストーリーが明確になっていない。ＴＩＡ

ナノエレクトロニクスの持続的発展を掲げているものの、具体的な中身が示されておらず、そこで実施さ

れているプロジェクトへの貢献度がよく見えない。 

 今後は、日本の半導体及びエレクトロニクス復権を図るため、自前主義を捨て、大企業も含めたイノベー

ション人材や研究コアの大結集が必要である。ＴＩＡを活用した産業人材育成については、その効果を検証

しながら、外部に対してより積極的にアピールを行い、本格的に取り組むことが望まれる。ベンチャー強

化、特に研究開発型ベンチャーを多く育てていくことが重要であり、また、最先端技術に関する国際的な

研究連携に関する基本戦略（知財戦略も含めた）の策定も必要である。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

 外部の資金を積極的に獲得するとともに、効率を高めるべく、組織改変や設備の統廃合、ＴＩＡとの連携

強化など、前向きかつ積極的に取り組んでいる姿勢は評価できる。デバイス研究開発には不可欠な多くの

種々なクリーンルームを、専用と汎用に分類しながら部門共有インフラとして適切に維持・運営を行ってい

る。ポスドク等の人材育成に関しても、企業との共同研究などＯＪＴを通じて着実に行っている。 

 ただし、国際的な研究拠点を目指し、海外からの人材・資金を呼び込むことも必要である。ＴＩＡの位置付

け並びに産総研とＴＩＡの関係については、内部で議論を深め、全員で方向感を共有することが望まれる。 
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 今後は、現在行っている研究が社会や学術に対して持つ意義について常に自己省察や討議を行い、将来

を見据えて日本が持ち続けるべき技術を明確にすることが重要である。産総研が頼られる存在になるため、

企業にとって魅力的なロードマップと研究運営を示すとともに、挑戦的な研究課題に取り組む若手や次の

中核となる研究者の育成を期待する。 

 

５．評点一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ 評点

ユニット戦略課題１ シリコンナノデバイスの研究開発 １ Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ ＡＡ/Ａ Ｂ Ａ/Ｂ ３．４

ユニット戦略課題２ 新材料・新構造インテグレーションの研究開発 １ Ａ/Ｂ Ａ Ａ/Ｂ Ａ Ｂ/Ｃ Ａ ３．６

ユニット戦略課題３ 半導体設計・製造技術の研究開発 ２ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ/Ｃ Ａ/Ｂ ３．３

ユニット戦略課題４ ナノ計測エレクトロニクスの研究開発 １ Ａ Ａ/Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ Ａ ３．５

ユニット戦略課題５ 超伝導集積エレクトロニクスの研究開発 １ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ ３．３

戦略課題総合点 ３．４

イノベーション推進への取り組み Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ/Ｃ ＡＡ/Ａ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ ３．５

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ Ｂ ３．５

イノベーション推進への取り組み Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ ３．５

ユニット運営の取り組み Ａ/Ｂ Ｂ ３．３

総合評点 ３．４
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３‐１‐１７ 電子光技術研究部門 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

電子と光の特性を最大限に活かした情報処理・通信技術の高度化と新たな可能性の追求を行う。光イン

ターコネクションや生体情報センシングなどの融合領域の新技術、量子情報処理や強相関電子系、超伝導、

有機材料など、新しい応用の拡がりを目指した理論・材料・素子の研究開発を進めるとともに、レーザー基

盤研究に基づく新しい光加工プロセスや、光・電子による新しい計測システムまで、幅広い課題解決手段に

よるイノベーションを推進する。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-２-（３）-③「光ネットワークによる情報通信の省エネルギー化」（Ⅲ-１-（１）-③へ一部再掲） 

・ Ⅰ-４-（３）-②「ナノフォトニクスデバイスの研究開発」（Ⅲ-１-（３）-②へ再掲） 

・ Ⅰ-５-（１）-④「レーザー加工による製造の高効率化」 

・ Ⅱ-３-（１）-①「生活安全のためのセンサシステムの開発」 

・ Ⅲ-１-（１）-①「情報処理の高度化のための革新的電子デバイス機能の開発」 

・ Ⅲ-１-（１）-②「情報入出力機器のフレキシブル、小型化のためのデバイスの研究開発」 

・ Ⅲ-１-（１）-③「光通信の波長及び空間の高密度化」（Ⅰ-２-（３）-③を一部再掲） 

・ Ⅳ-１-（２）-③「デバイス、システム評価のための先端計測機器の開発」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

企業連携による実用化を目的とした研究と、次世代のシーズ育成を目的とした基盤技術の高度化を並行

して進め、幅広いフェーズに展開するとともに、大学や独立行政法人と実用化企業との間をつなぐイノベー

ションハブ機能を効果的に果たすことを目指している。 

 電子と光の融合を研究ユニットの方針とし、新規な領域を開拓しようとする姿勢は評価できる。ユニッ

ト戦略課題の設定と中期計画の目標・計画は概ね妥当であり、中長期的アウトカムは明確である。種蒔きか

ら開花間近までの様々な研究フェーズが混在しているが、個々の研究課題に対して適切な指標でその性格

を判断して進捗管理・運営を行っている。多くの世界トップレベルの基盤技術を持ち、ＮＥＤＯ先導プロジェ

クト等に参画して貢献するなど、高い技術レベルで日本の電子光技術の研究開発をリードしている。 

 ただし、現時点での多くの研究テーマはまだ融合領域の新テーマとは言い難い。各ユニット戦略課題の

目標が定量的でなく、ベンチマークが不足している。単に「通信の大容量化」や「Ｂｅｙｏｎｄ ＣＭＯＳ」など

の一般的なトレンドを語るだけでは不十分である。先鋭的な研究に当面の重点を置いて進めてもよいが、

１０年以上先を見据えた研究ロードマップを作成することが望まれる。 

 電子光融合領域は、新しいことが魅力ではなく、世の中のニーズに応える新領域でなければならない。

基礎技術や先端技術においても、産業応用へのアウトプットの重要性を十分考慮し、目指す提供価値の視

点でベンチマーキングをする必要がある。電子技術と光技術の双方の英知が融合する方向で、新規な研究

ターゲットを模索し、今後の方向性と組織の目標を明確なメッセージとして示すことが望まれる。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］光情報技術 

光デバイスに関して、化合物半導体光源デバイス、ポリマー光配線技術、シリコンフォトニクスの技術

を中心に次世代の機器内光ネットワーク（光インターコネクション）への展開を図るとともに、大型プロ

ジェクトに参画している。ネットワーク技術に関して、次世代大容量光伝送のための集積化光源に対応し

た光信号処理・計測技術の研究展開を図るとともに、量子情報通信の研究にも取り組んでいる。 

 機器内光通信や光ネットワークを実現し、情報伝送の広帯域化、省エネルギー化と基幹ネットワークの

安全・安心を担保するセキュリティ向上を目指すアウトカムは適切である。「光インターコネクション」に

関して、今年度から開始のプロジェクトにおいて適切な研究の方向性が認められ、量子ドット面出射光源

技術及びポリマー光配線・回路技術の開発を順調に進めている。「コヒーレント技術」に関しては、技術蓄

積を活かした研究目標の選定と応用指針を示し、コヒーレント光伝送用のレーザー光源の開発で成果を挙

げている。 

 ただし、同時進行的に進められている多数のテーマの達成度は必ずしも明確でない。世界の大学や研究

機関との比較など、より詳細なベンチマーキングが必要である。特に、「光インターコネクション」は、世

界的に激しい競争下にあり、実用化・商用化に向けて知財戦略、標準化戦略が重要である。また、大型プロ
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ジェクトに参加するにあたり、産学官連携のハブとしてより積極的な役割が求められる。 

 この研究ユニットの方向性に沿う未来開拓プロジェクトがスタートしたところでもあり、日本のこの分

野での優位性を維持していくため、単に研究の分担に留まらず、全体の方向性を牽引する努力が国の研究

機関の役割として期待される。研究ユニット独自の要素技術は、さらに実用化、標準化に向けた研究開発

を進め、特に「コヒーレント技術」に関しては、さらに関連企業と協力して進めることが望ましい。 

 

［ユニット戦略課題２］省エネ型パワーフォトニクス 

 コア技術としてのレーザー技術をベースに、次世代ものづくり技術としてのレーザー加工の開発を他研

究ユニットとも協力して行うとともに、加工や計測の基盤技術としてのレーザー光源開発を連携させて推

進している。 

 ロードマップは、革新的で産業応用に結びつくレーザー応用装置・機器の実用化を目指し、適切な技術要

素がマイルストーンに設定されている。これまで培ってきた技術基盤に基づく研究ポテンシャルは高く、

産業応用に結びつく有用な成果が出ており、外部研究機関との共同開発も積極的に進められている。また、

計測応用面でも先端的研究が推進されており、超短パルスレーザーのサブフェムト秒領域での電界波形整

形技術は最先端科学への利用も期待される。 

 ただし、ユニット戦略課題名の「省エネ型」の意義が分かりにくい。加工においてレーザーは一つの手

段にすぎず、省エネという視点で他の加工方法と比較することが必要である。また、最先端の技術を先導

しているわりには論文や特許の数が少なく、製品化を意識した研究開発としてはコストという観点でのベ

ンチマークが不足している。レーザー光源については、先行するドイツなどの研究も含め、より詳細なベ

ンチマーキングが求められる。 

 今後は、化学的・機械的なプロセスなど様々な応用を展望し、産総研内はもちろん、関連企業や外国研究

機関などとの連携を一層深めて、成果の実用化を早期に目指すことを期待する。超短パルスレーザー光源

などの基盤技術についても、最先端科学への利用を積極的に進めるとともに、出口イメージを意識し、企

業との連携により実用化を目指す必要がある。さらに、研究部門としてレーザー光源の研究開発の位置付

けを再検討し、電子と光の融合効果によるアウトプット、及び実用化の実績が出ることを期待する。 

 

［ユニット戦略課題３］高感度センシング 

安全安心な社会を実現するため、広範囲でいつ発生するかわからない異常を迅速にセンシングする技術、

及びイメージングを用いて異常を明確化させる技術を開発している。 

 特に社会的ニーズの高いウイルスや細菌の高感度センシングについて、検出、定量、識別などのマイル

ストーンが的確に立てられ、小型検出装置のアウトカムも明確である。実用化に向けて着実に進んでおり、

インフルエンザウイルスや重金属などに対する検出感度を飛躍的に向上させたこと、体内奥深くの情報を

可視化できる生体イメージング技術を開発したこと、導波モードセンサーを手のひらサイズに小型化し商

品化したことなど、既にいくつかの顕著な成果を挙げており、高く評価できる。 

 ただし、個々の基盤技術の優位性について、最新のベンチマークを常に作成し、実現可能性とコストパ

フォーマンスを明確にし、適切な方向性を探ることが必要である。産総研内の他分野の研究ユニットでも

同様の研究開発をしており、連携と役割分担が望まれる。実用化において障害となる諸要因の抽出と具体

的な解決策の提示はまだ十分でない。病理に関するセンシングは医工連携の重要な領域であるが、将来の

製品化・実用化には認可というバリアも存在するので、戦略的な対応が必要となる。 

 今後は、開発した技術のユニークな応用先を開拓し、社会貢献を果たすことを期待する。その場合、技

術的な性能だけでなく、使う側のスキルや使い易さも重要な開発項目となるため、外部との連携をさらに

重視して研究開発を進めることが望まれる。将来の生活を変えるために有用なセンシングという視点での

高い目標設定を期待する。 

 

［ユニット戦略課題４］新原理エレクトロニクス 

超伝導体、強相関酸化物、有機半導体を主な対象として革新的な機能性材料を開発するとともに、低環

境負荷の各種素材やデバイス、シリコン半導体の限界を超えた極限的な省エネルギーデバイス技術の研究

開発を進めている。 

 世界をリードすべき革新的材料技術として、ロードマップにはほぼ妥当な内容が示されている。個々の

技術はいずれも学術的に世界トップレベルの先端的研究であると評価できる。特に、強相関酸化物の物理

の分野では、強誘電抵抗スイッチングメモリ、室温での強相関電子転移の電界制御など、着実な成果を挙

げている。超伝導関係は、鉄系超伝導体について比較的高い転移温度をもつ新材料を４種見出すとともに、

線材の試作を行うなど、活発な研究開発が行われている。また、新たな酸化物発光デバイスは電子・光融合
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技術として期待される。 

 ただし、論文数に比して特許出願数が少ないなど、実用化までにはまだかなりの技術的革新が必要であ

る。基礎研究について無理に応用を強調しすぎる必要はないが、産業界との連携をより一層推進し、産業

応用との間を埋める課題抽出とその解決のための方向性を探る努力が不可欠である。より詳細なベンチ

マーキングにより、対象を絞っていくことや、新しい領域への踏み込みも必要である。 

 今後は、理論と実験の連携を強め、基礎技術を着実に積み上げ、研究レベルの高さを世界に示すととも

に、将来の集積化技術へも視野を広げることが望まれる。実用のメモリ開発は大変ハードルが高いが、引

き続き他国の追随を許さない研究に注力し、現在のデバイスでは達成できない、高い目標設定を望む。ハ

イリスク・ハイリターンの研究分野であるだけに、新原理デバイスの開発・実用化が社会にもたらすインパ

クトを分かりやすく伝える工夫が求められる。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

 海外を含む外部との共同研究、国のプロジェクトや技術研究組合への参画など、産官学連携活動は活発

であり、研究成果の発信もほぼ妥当である。知財取得、ベンチャー創出の提案なども着実に行われており、 

基盤技術を直接的に役立てる連携を推進している。独自の実験装置技術を知財権利化し、中小企業やベン

チャー創出によって製品化につなげる取り組みも行われている。 

 ただし、まだ多くが既存の概念や専門の範囲に留まっており、新しい研究ユニットという視点でのイノ

ベーションハブとしての活動がまだ不十分である。「光と電子の融合」による新しい技術体系を構築する試

みを期待する。なお、外国人研究者などを含めた産業人材育成の方針を明確にすることと、展示会出展や

プレス発表などによる積極的な情報発信に一層力を入れることが望まれる。 

 今後は、世界トップレベルの基盤技術を維持し、先端的研究を行っている内外の大学や公的研究機関と

の連携により、電子光分野でのオープンプラットフォームを目指し、世界をリードする研究部門となるこ

とを期待する。そのためには、研究部門の目指す独自の価値を表現し、アイデンティティを確立していく

ことが重要である。また、優秀な若手が長期間、安心して挑戦的な課題に打ち込める環境を構築すること

も必要である。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

 発足後短期間に、研究部門長のリーダーシップのもと、アウトカムに向けたユニット戦略課題のシナリ

オが研究部門内で比較的よく共有され、成果の産業化への意識が高まり、シナジー効果も少しずつ生まれ

ている。幅広く外部資金を獲得しており、挑戦的な研究課題の設定や、酸化物材料研究者間の積極的な意

見交換に代表される研究部門内の横断的な取り組みも含め、ほぼ妥当な組織運営が行われている。 

 ただし、電子と光の融合という目標に向けて、相乗効果と問題点を自己点検し、対応方針を示す必要が

ある。もちろん、アウトカムを主張し過ぎるあまり、先鋭的な基盤研究が委縮しないような運営も大切で

あり、海外研究者などとの交流を通じた研鑽にもさらに取り組むことが望まれる。なお、リーダークラス

はより客観的な目線を持ち、市場という視点でのベンチマークを意識する必要がある。 

 今後は、研究部門の大きな方針を意思統一することが必要で、融合領域のマネジメントが大きな課題で

ある。新たなテーマにも果敢に挑戦する必要があり、そのためにはグローバルな優れた人材を確保する一

方、テーマを絞ることも必要である。基礎研究は個別的な外部資金によるシーズ育成が主となっているが、

大学などとの差別化のため、連携や融合による優位性の強化が鍵となる。 

 

５．評点一覧 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ 評点

ユニット戦略課題１ 光情報技術 １ Ａ Ａ Ａ/Ｂ Ｂ/Ｃ Ａ Ａ ３．７

ユニット戦略課題２ 省エネ型パワーフォトニクス １ Ａ/Ｂ Ｂ Ａ Ａ/Ｂ ＡＡ/Ａ Ａ ３．８

ユニット戦略課題３ 高感度センシング ２ ＡＡ/Ａ Ａ Ａ/Ｂ Ａ ＡＡ ＡＡ/Ａ ４．３

ユニット戦略課題４ 新原理エレクトロニクス ２ Ａ ＡＡ/Ａ Ａ Ｂ ＡＡ/Ａ ＡＡ/Ａ ４．１

戦略課題総合点 ４．０

イノベーション推進への取り組み Ｂ Ａ Ａ/Ｂ Ｂ/Ｃ Ａ Ａ ３．５

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ ３．５

イノベーション推進への取り組み Ａ Ｂ ３．５

ユニット運営の取り組み Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ ３．５

総合評点 ３．８
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３‐１‐１８ セキュアシステム研究部門 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

ＩＴのセキュリティと信頼性を確保するための研究開発により､ＩＴサービスが安全に行われる情報基盤を

確立し､イノベーションの創出に貢献する。制度、規格、標準、また安全性の評価技術によってセキュリティ

や信頼性を可視化することによって、産業に安全の価値を付加する。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅱ-３-（１）-④「消費者の情報や権利を保護するための情報セキュリティ対策技術」 

・ Ⅲ-３-（５）-①「情報システム製品のセキュリティ評価技術」（Ⅳ-３-（１）-⑥へ再掲） 

・ Ⅲ-３-（５）-②「情報システムの高信頼、高安全、高可用化技術」（Ⅳ-３-（１）-⑦へ再掲） 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

「産業・社会のＩＴの安全維持」をアウトカムに設定し、ＩＴ安全研究のＣＯＥを目標に、新安全技術の開発、

安全性の可視化技術の開発並びに将来の脅威予測についての先行研究などを行っている。当初の中期計画

及び研究戦略に加え、新たに急浮上した重要インフラの制御システムセキュリティ課題や暗号化情報処理

技術などにも対応できる体制・組織を整備し、新研究部門として発足した。 

ＩＴの安全性に関する幅広いステークホルダーを視野に入れ、対象領域や情報の性質などの分析をもとに

研究課題を設定し、研究シナリオを策定している。また、学術的なアウトプットだけでなく標準化委員会

への貢献をはじめ、幅広い研究活動を目標に掲げている。研究連携では、内閣官房情報セキュリティセン

ター（ＮＩＳＣ）や独立行政法人 情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）、独立行政法人 情報処理推進機構（ＩＰＡ）など

の政府系公的機関との連携・協力を積極的に進めるとともに、技術研究組合（制御システムセキュリティセ

ンター ＣＳＳＣ、電子商取引安全技術研究組合 ＥＣＳＥＣ）との強い連携のもと、産業界のセキュリティ研

究を先導している。 

なお、セキュリティ研究開発では、中長期的な課題と緊急性の高い課題があり、行政ニーズ対応が主な

課題については、研究期間を限定しダイナミックな到達目標を含むシナリオ・ロードマップを策定すること

が必要である。一方、中長期的な課題については、未来像を想定したロードマップを策定するとともに、

研究のより大型化が求められる。 

今後、制御システムセキュリティの研究成果を現実の生産設備に適用する場合、リスクや対策とその容

易さも業界毎に異なるため、現実に適合する方策については関連企業などと協議しながら貢献することも

期待される。また、ベンチマーキングでは、セキュリティ関連技術の世界的な研究拠点との比較を明示す

ることによって、本研究部門の優位性と位置付けをより明確にすることが望まれる。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］ＩＴサービスの安全性向上 

「プライバシーと情報利活用が両立する社会の実現」をアウトカムに設定し、一般ユーザーに近い課題

や安全上の問題点に取り組みながら、ＩＴサービスセキュリティ技術の開発を進めている。鍵管理技術、ヒ

ューマンファクター、標準化などのコア技術をもとにして、政策提言・技術文書及び実サービス展開につい

てロードマップを策定している。 

アウトプットとしては、視覚的秘密分散法（ＶＳＳＳ）を用いてＭＩＴＢ（マン・イン・ザ・ブラウザー）攻撃

にも安全な銀行振込法の開発など実用的な成果を挙げている。また、Ｗｅｂアプリケーションの脆弱性分析

支援機関、ＩＳＯ/ＩＥＣ ＪＴＣ１ ＳＣ２７、ＣＲＹＰＴＲＥＣなどのセキュリティ政策に関わる政府系委員会や標準化

団体、業界団体での標準化活動に貢献するとともに、技術支援やスマートフォンプライバシーに関するパ

ブリックコメントを提出するなどの取り組みも見られる。さらに、取材・報道を通しての成果発信は積極的

である。 

なお、より難しい中長期的な研究課題を選定する必要があり、一方ではインパクトの大きな研究開発を

行い、成果を大型化する戦略策定も求められる。また、重複や欠落のないセキュリティ技術ガイドライン

を作成するためには、標準化活動のスコープの絞り込み方も検討することが必要である。 

今後、現実に発生した個別の攻撃と対策から、より大きなセキュリティ問題を解決できる汎用的な研究

課題並びに基礎技術や広く横展開可能な研究課題などの設定を期待する。ベンチマークでは、本ユニット

戦略課題の位置付けをより明確にするため、競合研究機関の明示や定量的な技術比較を行うことも重要で

ある。 
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［ユニット戦略課題２］産業インフラ防御のための制御システム安全 

「重要インフラのセキュリティ強化と国際競争力強化」をアウトカムに設定し、制御システムの安全に

関わる高可用セキュリティ技術及びＩＣチップセキュリティに対する試験・評価技術の開発を、それぞれ技術

研究組合（ＣＳＳＣ、ＥＣＳＥＣ）と連携しながら進めている。制御システム系全体に対する脅威と対策に関す

る技術マップを作成し、その分析及びポートフォリオをもとに、ロードマップを策定している。 

アウトプットとしては、デバイス偽造検出技術としてＳｉｌｉｃｏｎ ＰＵＦ（物理的クローン不能関数）の評価

手法を提案・開発するとともに、技術組合ＣＳＳＣとの連携のもと、下位層からの攻撃検知防御に関する仕様

設計を策定するなど、着実に成果を挙げている。また、消費電力解析用や漏えい電磁波解析耐性計測用の

暗号デバイス評価環境の開発、乗っ取り対策に向けた多重承認／多端末認証に関する理論研究などでも成

果を挙げつつある。デバイスや評価環境などの外部提供にも積極的であることも評価できる。 

なお、全体の技術マップの中で、他の研究組織で行う課題と担当する課題を仕分けするとともに、課題

間の相互関係や連携関係を明確にすることは重要である。また、技術マップは状況変化に応じて、常に更

新することも求められる。さらに、デバイスの安全性・信頼性の向上については、社会への実装のプロセス

をより明確にすることが求められる。 

今後、産総研における研究開発とＣＳＳＣ及びその組合員会社における研究開発との最適バランスを図る

とともに、ＣＳＳＣとの役割分担や研究成果の貢献度を明示することも重要である。また、本ユニット戦略

課題の研究を加速するためには、技術導入や米国との積極的な共同研究も望まれる。さらに、新しい研究

分野であるため、研究活動の足場となる国内学会で、新領域の学術分野を立ち上げることも期待される。 

 

［ユニット戦略課題３］安全なシステム開発技法 

「安全なシステム設計技法及び安全な開発ツール・環境の普及」をアウトカムに設定し、高信頼ソフトウ

ェアの開発工程全体を俯瞰しつつ、ソフトウェアの安全な設計・実装技術、ソフトウェア安全性に対する検

査・保証技術、ソフトウェア誤動作の抑止技術などの開発を、企業と連携して進めている。また、テスト自

動生成、形式検証、モデル検査、安全性認証、安全な言語処理系などのコア技術をもとに、共同研究及び

ツールの産業展開を設定したロードマップ及びマイルストーンを策定している。 

アウトプットとしては、並行プログラムの自動解析システムＣＯＮＰＡＳＵの開発やソフトウェア実装の形

式検証を進めるとともに、形式記述（ＦＯＴ記述、ＳＥＮＳ記述）の開発及びこれら支援ツールによるシステ

ムテストの自動生成などの適用実験・技術評価を企業と共同で進め、着実に成果を挙げている。また、関西

地区での検証クラスター「さつき」による組込みシステム検証サービスや「組込み適塾」による組込みシ

ステム技術者育成など、産学官連携のハブ機能形成に向けた活発な活動は高く評価できる。 

なお、開発している安全なシステム開発技法を、組込み分野以外の領域にも広げることも求められる。

また、ツールの開発や産業界への提供では、利用可能な範囲や効果の検証方法を検討しておくとともに、

継続的に行うべきユーザーサポートへの取り組みも検討しておくことは重要である。 

今後、ＩＰＡ ＳＥＣ（情報処理推進機構ソフトウェア・エンジニアリング・センター）との役割分担を検討し

つつ、連携した取り組みを期待したい。また、検証クラスター「さつき」では、全国共同利用・共同研究施

設としての活用とともに、ソフトウェア検証を共同基盤化できる施設としての活用が期待される。ツール

の開発と適用のさらなる進展のため、国内だけでなくアジア地域など海外での利用とともに海外人材の育

成を行い、日本技術の普及に貢献することも望まれる。 

 

［ユニット戦略課題４］次世代システム安全基盤の整備 

「次世代セキュリティ技術の実システムでの運用」をアウトカムに設定し、高機能アクセス制御暗号技

術の開発及び種々の暗号・認証技術に対する安全性解析評価研究を進めている。公開鍵暗号、電子署名設計

技術、関数暗号などのコア技術をもとに、基盤的研究から実システムへの応用研究まで並行して取り組む

ロードマップを策定している。また、技術要素毎にベンチマークも定性的に提示している。 

アウトプットとしては、安全性証明についての基盤的研究や既存の暗号技術の安全性評価など、多くの

暗号理論で優れた成果を挙げており、暗号技術に関しては、世界トップレベルにある。これらの成果は、

この分野で権威のある国際会議での論文採択や招待講演、多くの受賞にも繋がっており、高く評価できる。

また、ライフ系研究ユニットとの共同研究による化合物データベースの秘匿検索システムの開発や、ＮＨＫ

技研との共同研究による「ハイブリッドキャスト」の高安全化にも貢献している。 

なお、実用化に向けては、より多くの企業関係者との情報交換を進めるとともに、産業・社会の現場での

適切なニーズの把握が必要である。また、暗号理論分野で挙げている優れた成果を広くアピールするため

にも、国際会議だけでなく、より広範囲な情報理論をも含む、著名な国際誌での成果発信も重要である。 
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今後は、クラウドコンピューティングに適した次世代暗号技術の開発を目標とするなど、次のＩＴ技術の

パラダイムシフトに向けた中長期的な研究シナリオの策定が望まれる。また、要素技術では、世界のトッ

プを目指した最先端技術を開発し、将来の実用化に繋げることが期待される。さらに、暗号技術の産業・

社会での価値を増大させるため、証明可能安全性の対象を暗号技術以外に広げることも望まれる。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

公的機関として、多くの企業が産業化に乗り出せる環境づくりやハブ機能形成を基本方針として、新機

能暗号などの基盤技術や評価技術の開発に注力するとともに、安全に関わる制度やガイドラインの提案、

国際標準規格の策定と技術の普及への貢献など、活発にイノベーション推進に取り組んでいる。具体的に

は、技術研究組合ＣＳＳＣやＥＣＳＥＣとの連携による政策貢献、政府系セキュリティ関連各種委員会への積

極的な参加とＩＳＯ/ＥＣ情報セキュリティ技術の標準化や暗号リストの解説作成などＩＴ安全の規格や制度へ

の貢献を果たしている。また、海外の標準化団体にも参画し、今後重要性を増す国際標準化に積極的に関

わる方針も適切である。関西地区において、組込みシステム検証技術に関して多くの民間企業との共同研

究やサービス提供など、地域連携イノベーションハブ機能の役割を果たすとともに、組込みシステム技術

連携研究体との協力のもと、積極的に産業人材育成活動を行うなど、高く評価できる。 

なお、目標とする「新規技術の社会実装による産業・社会への貢献」を実現するには、法律や制度、産業

界の動向などを把握しながら、総務省や情報通信研究機構等と連携しつつ、本研究部門内に社会の新たな

仕組みを構築するための内部組織を編成することも重要となる。また、アウトカムを明確にするため、抽

象的な設定に加えて具体的な事例や望ましい状態を提示することも求められる。 

今後、世界有数のセキュリティ技術の研究拠点形成に向けたグローバルな展開が必要であり、より積極

的な国際標準化活動とともに、学術面でのより大きな成果が望まれる。また、大学と連携して、優秀な院

生やポスドクなどの若手人材を活用しながら、企業とのプロジェクトベースの研究を増強するフラウン

ホーファー型研究の推進を、より一層加速することも期待される。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

「グループ研究の奨励」と「研究時間の確保」を基本方針として、研究ユニット運営に取り組むととも

に、先端研究と行政ニーズ対応研究をバランスよく組み合わせ、研究部門の社会的価値を高める工夫は評

価できる。具体的には、ユニット戦略課題の新規設定に合致した研究グループ編成と研究グループ規模の

大型化、１５％の個人研究の奨励、アンケート形式の自己評価実施と個人面談、などに取り組んでいる。資

金獲得では、他分野の研究ユニットとの協力のもと分野融合研究を推進するとともに、民間企業との共同

研究による外部資金獲得も進めている。 

なお、研究部門としては、陣容規模の拡大も必要であり、長期的には研究人材の強化とともに、短期的

にはより一層の外部資金獲得を図り、ポスドク、連携大学院生、企業や海外からの研究員などを増員する

努力も必要である。また、外部連携では、所内にノウハウや知識を蓄積する方法や工夫を図るとともに、

標準化を提案し推進するために、海外企業とのさらなる連携強化も重要である。 

新しく研究組織・体制を整備してまだ半年余りであり、運営の効果を判断するには時期尚早と思われる。

今後、その効果を反映した活発な研究活動や優れた成果を期待したい。また、今後も新たなセキュリティ

課題や展開が発生する可能性も高いため、柔軟に計画の見直し、修正を行うことが望まれる。 

 

５．評点一覧 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ 評点

ユニット戦略課題１ ITサービスの安全性向上 １ Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ/Ｃ Ａ Ａ ３．４

ユニット戦略課題２ 産業インフラ防御のための制御システム安全 １ Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ Ａ Ａ ３．５

ユニット戦略課題３ 安全なシステム開発技法 ２ Ａ ＡＡ/Ａ Ｂ/Ｃ ＡＡ/Ａ ＡＡ/Ａ ４．０

ユニット戦略課題４ 次世代システム安全基盤の整備 ２ Ａ Ａ/Ｂ Ｂ ＡＡ/Ａ ＡＡ/Ａ ３．９

戦略課題総合点 ３．８

イノベーション推進への取り組み Ａ/Ｂ Ａ Ｂ ＡＡ/Ａ Ａ ３．８

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ ３．５

イノベーション推進への取り組み Ａ/Ｂ Ａ ３．８

ユニット運営の取り組み Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ ３．５

総合評点 ３．７

- 72 -



第３章 

‐73 ‐ 

３‐１‐１９ ネットワークフォトニクス研究センター 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

超低消費電力で巨大な情報を扱うことの出来るダイナミック光パスネットワーク構想の下に、超高速光

送受信装置と関連した超高速光デバイス、光パスの切り替えのための小型・大規模光スイッチ、ダイナミッ

クに変動する光パスに対応して伝送路特性を最適に保つためのパスコンディショニング技術の研究開発を

行う。また、内外との連携により、パス網を中心とするネットワークのアーキテクチャを設計・提案する。

これらの研究により、現状より３〜４桁低い電力で高精細映像などの巨大な情報を扱うことのできる、将来

の光ネットワークの実現に貢献する。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-２-（３）-③「光ネットワークによる情報通信の省エネルギー化」（Ⅲ-１-（１）-③へ再掲） 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

「低消費電力で高精細映像の巨大情報を扱えるネットワーク基盤の実現」をアウトカムに設定し、ダイ

ナミック光パスネットワーク（ＤＯＰＮ）構想のもと、従来ネットワークより３〜４桁省エネルギーでルーティ

ングできるネットワーク技術の開発を行っている。具体的には、次世代のネットワークに向けたキーデバ

イスや信号処理技術などの基盤となる要素技術開発から、テストベッドの実現とフィールド実証までを目

指し、本研究センターが保有するコア技術を基に、ロードマップ及び数値目標のあるマイルストーンを詳

細に策定している。また、拡大された「光ネットワーク超低エネルギー化拠点」事業を中心に、民間企業

との強い連携のもと、活発な研究開発で成果を挙げている。 
なお、極めて挑戦的な目標であることから、その実現可能性についてより説得力のある説明と見通しを

提示するとともに、ゴールに至る段階的な目標と計画の設定が求められる。また、中心的な研究目標「光

パスネットワークの構築」に対して、各ユニット戦略課題の位置付けと相互関係を、より明確にした研究

シナリオ・ロードマップの策定も必要である。 

今後、激しく変化する情報通信技術（ＩＣＴ）市場のニーズを機敏に捉え、絶えずシナリオ・ロードマップ

の見直しを柔軟に行うことも期待される。このためにも、情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）、ＮＴＴ等とのより踏

み込んだ議論や連携の強化も望まれる。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］ネットワークサブシステムに関する研究開発 

「光パスネットワークのフィールド実証」を短期的アウトカムに設定し、光パスネットワーク構想並び

にそのアーキテクチャ設計のもと、ＤＯＰＮのテストベッド構築と動作検証を目指している。技術要素とし

て、光ノード技術、光パスコンディショニング技術及び超高速伝送技術を設定し、これらに基づきロード

マップ並びにマイルストーンを策定している。また、ベンチマークでは、従来技術との性能比較を定量的

に行い、独自に開発してきた技術の優位性と位置付けを明示している。 

アウトプットとして、ダイナミックスイッチー光時分割多重（ＯＴＤＭ）伝送技術をデモ装置にまで完成

度を高め、ＮＨＫ技研公開にてスーパーハイビジョン非圧縮映像信号の超高速光ＬＡＮ上での伝送実験を実施

し、広く一般に効果を示したことは高く評価できる。また、独自開発のパラメトリック可変分散補償（Ｐ-

ＴＤＣ）については、広帯域性や高速応答性などの基本性能からフィールド試験での長期安定性まで含めた

検証を行っている。これらの成果は、多くの国際会議やシンポジウムでの招待講演を通じて発信しており、

光パスネットワーク構想の積極的な普及活動として評価できる。 

なお、大画面で超高精細動画を視聴するという未来像から、スマートフォンやタブレット端末の中小画

面による標準精細動画を視聴する未来像に変貌しつつあり、パケット通信との親和性が高いパスネット

ワークの要素技術を並行して検討しておくことも必要である。また、システム全体としてＯＴＤＭ方式の優

位性やデジタルコヒーレンス技術など他の方式との比較を定量的に行うことも求められる。 

今後、既存の粒度の細かいＩＰネットワークと本研究が推進しているＤＯＰＮとの組み合わせや共存構想並

びに導入シナリオなどについて、他研究ユニット、他研究機関とも協力してさらに検討を進めることが期

待される。また、国際的な普及活動を活発化するためには、論文発表（特にフルペーパー）や新聞発表の

より一層の推進とともに、国際特許取得などより積極的な知財獲得活動も望まれる。 

 

 

- 73 -



第３章 
 

‐74 ‐ 

［ユニット戦略課題２］ルーティング用光スイッチに関する研究開発 

「光パスネットワークのフィールド実証」を短期的アウトカムに設定し、ユニット戦略課題１と連携し

ながら、シリコンフォトニクスによる光マトリックススイッチ並びに波長選択スイッチの開発を進めてい

る。マトリックススイッチ集積技術及び波長選択スイッチ作製技術などを技術要素として、ロードマップ

を策定するとともに、３２×３２マトリックススイッチの実現を第３期中期計画でのマイルストーンとして

明記している。ベンチマークでは、開発中の光スイッチと他機関で開発されている光スイッチとの性能比

較を定量的に行い、優位性と位置付けを提示している。 

アウトプットとして、シリコンフォトニクスによる８×８モノリシック光スイッチの開発は、光ネット

ワークの基盤デバイスとして期待できるものであり、評価できる。さらに、３２×３２へのマトリックスス

イッチの大規模化・高度化に向けて、低漏話交差や異偏波用交差などによる高性能化を図るとともに、駆動

用ＣＭＯＳ回路とのモノリシック集積化を行っている。また、並行して、検査・校正作業の自動化、組立装

置、選別装置などの導入も進めている。 

なお、ＤＯＰＮで目標とするシステム性能をもとにして、光スイッチに要求される性能及びマトリックス

規模や構成を明確にするとともに、システムアーキテクチャに関する世界の標準となるような規格を確立

することが求められる。また、サブナノ秒への高速化は、光ネットワークの基本デバイスとして必須であ

り、デバイス仕様とその最終目標設定において、システムサイドとの一層の連携が必要である。 

今後、光スイッチ機能としては、自律的維持機能だけでなく、ネットワークアーキテクチャ面／サービ

ス面／保守運用面からの要求についての検討も進めることを期待したい。大規模化や偏波無依存に重要な、

導波路や各種部品及びスイッチ単体の性能や安定性についての設計を徹底させるため、また、デバイス試

作回数の削減や各製造プロセスの条件許容度の拡大に活用するためにも、シミュレーション技術の積極的

な導入も重要である。 

 

［ユニット戦略課題３］光信号処理デバイスに関する研究開発 

「光パスネットワークへの超高速技術の導入」を短期的なアウトカムに設定し、産総研オリジナル技術

であるＩＳＢＴ素子（半導体量子井戸のサブバンド間遷移を利用した素子）を用いた次世代通信用光デバイス

技術の確立を中心に、研究開発を進めている。技術要素として、ＩＳＢＴ素子の高性能化技術、ＩＳＢＴ素子を

用いた位相変調光信号処理デバイス技術、化合物半導体技術を利用した新規光源開発技術などを設定し、

ロードマップを策定している。また、ベンチマークでは、ＩＳＢＴ素子と従来の光信号処理デバイスとの性能

比較により、ＩＳＢＴ素子の優位性と位置付けを提示している。 

アウトプットとしては、ＩＳＢＴ素子とマイケルソン干渉計とをモノリシックに集積化した超高速光ゲート

スイッチを開発して、１７２ＧｂｓのＯＴＤＭ光信号切り替え伝送実験に貢献し、その有効性を実証したことは

評価できる。また、ＩＳＢＴ素子による位相変調信号のコヒーレント波長変換や、注入同期半導体レーザーに

よる位相制御光源の動作確認など、コヒーレント技術への取り組みも強化している。さらに、本研究で培

われた高度な化合物半導体作製技術を利用したⅡ-Ⅵ族半導体レーザーや量子カスケードレーザーＱＣＬＤ

など派生技術応用でも企業と共同で開発を進めており、公的な研究機関の役割を果たしている。 

なお、研究テーマが多岐にわたっており、研究の目的と目標がやや不明確な面が散見される。ＩＳＢＴ素子

の研究の出口の明確化とともに、課題の明確化と解決の目処について、期限を区切って整理することが必

要である。また、他の２つの戦略課題との関係（技術的な相補関係や連携関係など）を明示するとともに、

本研究課題の位置付けとアプローチをより明確にすることが求められる。さらに、波長可変レーザーのベ

ンチマークでは、他方式との定量的な比較を行い、優位性を提示することが求められる。 

今後も化合物半導体集積化プロセス技術は、重要な基盤技術であり、これを担う国の中心的な組織とし

ての進展も期待したい。また、ＱＣＬＤやグリーンＬＤは、技術移転や製品化などアウトカムへの加速が必要

であるが、本研究センターのミッションの中での継続については検討することも必要である。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

現在の通信トラフィックの増大に対応した消費電力増大の問題を抜本的に解決するという明確な目標の

もと、ＤＯＰＮ構築をミッションとして、企業と連携して上位レイヤーからデバイスまでの垂直統合の研究

開発で大きなイノベーションを起こすことを目指している。国際会議での多くの招待講演とともに国際

ワークショップ、シンポジウムを主導し、成果を積極的に発信することにより、産総研発の光パスネット

ワーク概念の普及に努めていることは評価できる。また、スーパーハイビジョンを含む映像配信の公開デ

モ実験を企業との連携のもと積極的に行うとともに、標準化活動に取り組み始めるなど、社会や産業界へ

の貢献度も高い。さらに、企業１０社と連携した「光ネットワーク超低エネルギー化拠点」事業を企画・運

営し、イノベーションハブとしての役割を果たすとともに、この事業を通して、若手研究者の人材育成も
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積極的に推進している。 

なお、世界から注目されるプロジェクトとして認知されるためには、技術だけではなくコンセプトにつ

いても、欧米への説得力が重要であり、ネットワークのマイグレーション戦略や導入戦略についてのシナ

リオを確立させると同時に、国際標準化活動のより一層の加速が求められる。 

社会的なサービスをめざす技術である以上、今後、生活者の感覚を取り入れるなど大規模画像情報等に

対する社会的ニーズを把握し、研究開発の方向性に反映させることが期待される。また、イノベーション

推進には、事業に熟知したシステム技術者の参画とともに、プロセス関連設備を移転・集結した後には、関

連する産総研内のデバイスグループや外部企業・大学等との連携、協力のより一層の強化と促進が重要であ

る。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

「光ネットワーク超低エネルギー化拠点」事業のために、研究センター全体が目標に向かって一丸とな

って活発に研究活動を推進するとともに、この事業を通して、資金の効率的な活用、公開デモなどを活用

したＯＪＴによる内部人材育成などを推進しており、適切である。また、システム指向の応用研究以外に基

礎的な挑戦的課題への取り組みも実施されており、基礎と応用の両面から研究推進を図っている。さらに、

複数の研究ユニットと連携するとともに、国際ワークショップなどを通じて若手研究者の視野の拡大を図

るなど、適切な運営も評価できる。 

なお、研究テーマの多様性に対して研究人員の不足が見られる。ポスドクを含めた、より一層の人員確

保に注力するとともに、研究人員の規模に応じて研究テーマの絞り込みが求められる。また、「拠点」プロ

ジェクトのスケールアップに伴った、研究成果のより一層の発信と蓄積が求められる。 

今後、研究規模及び人的リソースが増えるに従い、研究内容の発散が危惧されるため、大きな目標とミッ

ションに照らし効率的、効果的な運営を引き続き実施することが望まれる。その際、研究センター内のシ

ステムグループと、デバイスグループの間に良い意味での緊張感、競合・競争関係があることも重要である。

また、ＤＯＰＮ構想をより広く発信し、かつ本研究センターのプレゼンスを高めるためにも、社会に与える

インパクトが大きいＮａｔｕｒｅやＳｃｉｅｎｃｅなどの著名な国際誌への投稿も期待したい。 

 

５．評点一覧 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ 評点

ユニット戦略課題１ ネットワークサブシステムに関する研究開発 １ Ａ Ａ/Ｂ Ａ Ａ Ａ ３．９

ユニット戦略課題２ ルーティング用光スイッチに関する研究開発 １ Ａ Ｂ/Ｃ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ ３．４

ユニット戦略課題３ 光信号処理デバイスに関する研究開発 １ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ａ ３．６

戦略課題総合点 ３．６

イノベーション推進への取り組み Ｂ Ａ Ａ/Ｂ Ａ Ｂ ３．５

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ Ａ/Ｂ ３．８

イノベーション推進への取り組み Ａ Ｂ ３．５

ユニット運営の取り組み Ａ/Ｂ Ｂ ３．３

総合評点 ３．６
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３‐１‐２０ サービス工学研究センター 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

 サービス産業の生産性向上の実現、すなわち、サービス利用者にとっての価値の向上とサービス提供

側の効率化の双方を同時に実現するサービス工学基盤技術を開発することをミッションとし、その普及

を目標とする。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅲ-３-（１）-①「サービス最適設計ループ構築のためのサービス工学基盤技術」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

平成２３年度までは既存サービスの効率化に資する技術開発を中心課題とし、２４年度以降は、インター

フェース技術、大規模データのモデル化技術、マルチエージェント・シミュレーション技術を中核技術とし

て、公的サービスの効率化、製造業のサービス化、新サービス創出・既存サービスの再発明をアウトカムに

設定し、センシング適用技術、サービスモデリング技術、サービス設計支援技術の各要素技術の開発を進

めるとともに、「サービス利用者・提供者の行動理解のための視線計測と屋内測位の統合」、「介護サービス

の生産性向上技術の開発」のユニット戦略課題を設定し、ロードマップを策定している。 

社会実装を重視した総合的な視点で研究開発が実施されており、サービスの最適設計サイクルの導入・

展開を支える汎用的な技術モジュールを開発し、これらからなる技術プラットフォームを構築するという

方向性は適切であり、人と人の関係に対してＩＴ支援を行う点、労働集約的なサービス領域を対象としてい

る点などは評価できる。個別には、社会実装を重視した実効性のあるレベルの高い研究開発を行うととも

に、研究室での実験に留まらず実社会への適用に基づいた研究開発を行っている点、サービス工学研究の

困難性を踏まえ、研究成果の実社会への適用を推進するための解決方針を策定している点、特に、「サービ

ス工学」の社会的認知度を高めようとしている点、等が高く評価される。 

 一方、全体の研究方針がやや短期的で、中長期的な目標が大括りであり、具体的なゴールと達成ルート

がやや不明確である。個別の問題の事例研究が多く、テーマが拡散しているので、そろそろ絞り込むこと

が必要である。たとえば、災害時の避難誘導や救急医療まで研究対象に加えることが適切かどうか、本来

の問題意識に立ち返って対象とすべきサービスの範囲を検討することが望まれる。なお、災害対策それ自

体は非常に重要なテーマであり、独立に推進する必要があることはいうまでもない。 

今後は、事例研究のみならず、研究センター全体としての目標とその達成のための戦略、オリジナルな

方法論、要素技術、システム技術などを明確化する必要がある。また、開発された技術の利用を拡大する

ためには、汎用技術モジュールを様々な条件に応じたサービス設計に適用するノウハウが必要となるので、

コンサルタント業者と連携した取り組みが必要である。サービス学会の設立を踏まえ、さらに「サービス

学」、「サービス工学」というものを確立することが期待される。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］サービス利用者・提供者の行動理解のための視線計測と屋内測位の統合 

工学モデルに基づくマルチエージェント・シミュレーション・人間行動モデル構築のための測位観測技

術・オークションによる交渉安定化技術を用いて、社会的サービスの安定化・円滑化を促進する技術の構築

を進めている。 

多くの企業などとの共同研究を精力的に行い、人の行動計測をはじめとして、高い水準の技術開発を実

施しており、これまで開発してきた要素を統合し、実際のサービス現場に適用することによってサービス

生産性向上に寄与した点が評価できる。要素技術として最適設計ループの出発点である行動計測を効率良

く実施するための小型・軽量の計測装置（ＰＤＲ）を開発・改良し、利便性を向上し、生産性向上のために多

様な局面で役立つツールであることを実証するとともに、本ツール活用の方法論を蓄積した点も評価でき

る。また、サービス利用者・提供者のミクロな行動理解に向けた技術要素を取り上げ、さらに、社会モデル

というマクロな人間行動理解技術へと展開しようとする点は妥当である。 

一方、様々な取り組みが行われているものの、個別事例研究が多く、全体の目標に対する達成度や、本

技術を産業界に広く適用させていくための戦略が不明である。特に行動の可視化技術として現場に適用可

能なことは示されたが、顧客満足度や企業収益にどう貢献したのか示されておらず、実証実験を踏まえた

人の行動の分析・理解・一般化は進捗不足である。 

今後は、個別論で終わらせることなく、共通プラットフォームの可能性や、モジュール化とその汎用性
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の検討、社会実装性の向上を通じたノウハウの可視化等へ展開することが必要である。店舗のコンセプト

の刷新などにつながるような本当のイノベーティブな技術を目指すことが必要である。また、位置測定な

どの要素技術の技術的運用性を高める方向性はベンチャー等に早期に移行し、研究センターとしては、サー

ビス工学としての行動理解に特化させる方向性が望ましい。効果の実際の現場での適用事例の蓄積につい

ては、サービスの向上に寄与したかの実証に重点を置き、実証できない分野からは撤退することも検討す

る必要があると思われる。 

 

［ユニット戦略課題２］介護サービスの生産性向上技術の開発 

介護サービス及び介護と密接に関連するヘルスケアサービスにおける、品質を維持した生産性の改善を

目指し、間接業務（現場作業分析の結果、記録、転記、統計処理など）の効率化のための情報共有支援シ

ステムを構築し、同時に取得されたデータの共有知としての知識化を図る。 

民間で行う介護事業の生産性向上は、今後の日本社会にとって非常に重要なテーマといえ、公的サービ

スと市場経済の境界領域にあるので、産総研が取り組むことに意義がある。特に、現場の調査から「情報

の共有化」という課題を抽出し、情報技術を用いて解決しようとしていること、また、現場ワークショッ

プのような形で現場のユーザーとの価値共創を目指すことは意義がある。発生するイベントに対して逐次

対処を行う業務現場における業務の可視化・分析技術を開発し、業務に関わるメンバーの主体的な業務フ

ローの見直し及び再設計するための方法論（現場参加型開発）の確立に取り組んでおり、介護サービスの

生産性を最も阻害している要因の分析結果に基づき、生産性向上を目指している点が評価される。 

一方、研究内容については、関連する先行研究の調査が不足しており、ニーズというより技術ありきの

テーマに留まっている。また、既存の介護サービスにおける、介護支援システム等の開発ベンダーやＩＴ機

器メーカーと役割分担し、主導的な役割を果たして、この分野の取り組みを戦略的に進めていく道筋が不

明確である。個別には、現場共有支援システムの成果である申し送りの短縮時間割合が不明であり、捻出

した時間の有効活用による介護サービスの付加価値の創出への取り組みが必要である。介護現場での生産

性とは何か、患者側にとっての満足度に関わる指標を明らかにして現場分析する必要がある。なお、現場

の「コミュニティー形成」は、重要なことではあるが、容易ではなく、慎重な準備が必要である。 

 今後は、新規性を明確にして、競争力のある技術を目指す必要がある。間接業務の効率化が単なる省力

化の方向に向かうのではなく、直接業務の充実・向上、それによる利用者の満足度の向上、従事者の満足度

とモラルの向上につながるように進める必要があり、楽なだけでなく楽しく使えるような情報共有システ

ムを目指すことを期待する。また、介護現場では、先進技術への拒否感もあり、介護保険制度に関連がな

いと資金投資も難しいので、まず現場ニーズをよく把握し、優先順位を明らかにすることが重要である。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

 日本のサービス工学研究の中心拠点として先端研究の推進に留まらず、開発技術の現場適用まで推進し、

オープンイノベーションハブを目指して取り組んでいることは評価される。また、戦略的な知財化と企業

向けライセンシング、開発技術を活用したベンチャー企業の設立など、技術移転を意識した取り組みも評

価される。地域で中小サービス事業者数百社を束ねた研究会を発足させるとともに、地域企業や大学・研究

機関との連携プロジェクトの実施のほか、サービス学会の設立への協力、サービス工学コンソーシアムの

運営、多数の出版やシンポジウム開催などサービス工学の啓蒙活動といった取り組みを精力的に展開して

いる。 

一方、オープンイノベーションのハブを目指すという構想に対して、成果が挙がる段階にはまだ至って

いない。特に、データのアーカイブについては進展が不明確である。また、自らの研究成果を挙げること

と、外部の研究に貢献することの間にトレードオフの懸念がある。さらに、産総研の研究センターならで

はのハブとして、どのような機能を目指すのか（たとえば、人、技術、知識、データ、あるいは資金の集

積地など）を明確化する必要がある。 

今後の方向性としては、ハブとしてのイメージの具体化、すなわち、技術開発のみを行うのか、コンサ

ルティングまで行うのかを明らかにして、進めるべきであり、場合によっては、「コンサルタントのコンサ

ルタント」を行うということも検討に値する。サービス工学コンソーシアム、サービス学会等と連携し、

我が国のサービス産業の生産性に関する研究開発及び推進活動が、製造業で行われているように定着して

いくよう尽力を期待する。また、マスメディアを通じてのサービス工学の認知度向上も必要であり、これ

までに開発した事例の多くはマスメディアが十分興味を引く内容であると思われる。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

 現場への実装とそこからのフィードバックに基づく研究開発を指向している点、企業などとの共同研究
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を積極的に行っている点、経済産業省、ＣＲＥＳＴ、ＲＩＳＴＥＸ等の外部資金を精力的に獲得している点を評価

する。また、産総研内の他の研究組織に対して、サービス工学戦略会議を通じて連携を図っている点も評

価できる。 

 一方、“アプリケーションドリブン”という表現は、シーズとなる技術ありきという印象であり、むしろ

本研究センターが目指すべきは、“ニーズドリブン”であり、シーズや方法論をいかに組み合わせて目的を

達成するかというソリューション導出ではないかと思われ、検討が望まれる。現時点の開発ツールはラボ

ベースであり、本研究センターの研究員以外が生産性向上のツールとして活用するにはハードルが高く、

研究開発結果をプラットフォーム化・パッケージ化するための体制整備が必要である。 

 今後は、サービス工学分野の研究者に留まらず、地域企業にも積極的に働きかけ啓蒙していく「サービ

ス工学伝道者」として、また地域における新たなサービス創造の牽引役として、存在感を高めていくこと

を期待するとともに、企業が行えないような基礎研究、基盤技術や新規方法論の確立、新たな枠組みやプ

ラットフォームの構築、体系化などにも注力する運営が望まれる。また、サービス分野は他の分野に比べ

て研究開発者のセンスが特に問われるので、現場との連携による人材育成に期待する。 

 

５．評点一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ 評点

ユニット戦略課題１
サービス利用者・提供者の行動理解のための視線
計測と屋内測位の統合

１ Ａ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ ＡＡ/Ａ Ａ ３．８

ユニット戦略課題２ 介護サービスの生産性向上 １ Ｂ Ｂ/Ｃ Ｂ/Ｃ Ａ Ｂ Ａ/Ｂ ３．１

戦略課題総合点 ３．５

イノベーション推進への取り組み Ｂ Ａ Ｂ Ｂ/Ｃ Ａ ＡＡ/Ａ ３．５

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ ＡＡ Ｂ/Ｃ ３．８

イノベーション推進への取り組み ＡＡ/Ａ Ａ/Ｂ ４．０

ユニット運営の取り組み Ａ Ｂ ３．５

総合評点 ３．５
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３‐１‐２１ フレキシブルエレクトロニクス研究センター 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

ディスプレイやセンサーなどの情報通信端末機器の使用利便性の向上及び省エネルギー化の促進を目指

して、軽い、薄い、落としても壊れない、形状自由度が高いという特徴を備えたフレキシブルデバイスの

開発に取り組む。また、フレキシブルデバイスを省エネルギー・省資源・高生産性で製造する技術として、

印刷法を駆使したデバイス製造技術（プリンテッドエレクトロニクス技術）の開発に取り組む。さらに、

これらの技術に係る材料基盤・計測標準化技術の開発に取り組む。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-２-（３）-②「ディスプレイ及び入出力機器の省エネルギー化」 

・ Ⅰ-５-（１）-①「多品種変量生産に対応できる低環境負荷型製造技術の開発」 

・ Ⅲ-１-（１）-②「情報入出力機器のフレキシブル、小型化のためのデバイスの研究開発」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

 次の３つをユニット戦略課題として設定している。①デバイス技術：フレキシブルＴＦＴ（薄膜トランジス

タ）の開発を中心に、入力・出力端末デバイス技術の開発も行い、市場開拓の礎とする。②製造プロセス技

術：大面積・高精細印刷製造技術を中心に、省エネ・高生産性製造技術の開発に取り組み、フレキシブルＴＦＴ

製造技術の確立を図る。③基盤技術：フレキシブルデバイスの高機能化をもたらす革新的技術と、そのため

の機構解析、評価、標準化技術の開発に取り組む。 

 この分野の産業化における国際競争は熾烈であり、技術的にハードルの高い「次世代入出力ディスプレ

イ」を開発ターゲットとし、得られた技術を適宜比較的ハードルの低い用途にも広める方針は適切である。

技術研究組合との一体的な運営により、先導技術開発と実用化技術開発の連携が具体化できる体制を確保

している点が優れており、日本の集中研究拠点としての良いスタートを切っている。既に世界最高の成果

がいくつか得られており、国際的にも優位性を確保していると判断される。 

 ロードマップは正確な現状分析に立脚しているものの、そこから将来へ向かって目標をより鮮明にする

ことが望まれる。「次世代入出力デバイス」を開発する過程で完成度が高まってくる各種要素技術を、それ

以外の用途開発に展開する道筋はまだ明確でない。各々のユニット戦略課題の位置付けと相互関係、共通

目標をより明確にするとともに、次世代プリンテッドエレクトロニクス技術研究組合（ＪＡＰＥＲＡ）との一

体的な計画策定、事業実施が重要である。 

 今後は、研究チーム間の相互連携を強め、より集中的に研究開発を推進することが必要である。たとえ

ば、大面積入出力デバイス用アクティブマトリックスに関して、より具体的なデバイスイメージを作るた

めの検討をすることなどが考えられる。「次世代入出力デバイス」以外の開発には企業等との連携が不可欠

であり、独自性を確保しつつ、企業等との役割分担をより明確化したシナリオ展開が求められる。現在妥

当と思われる方針や計画であっても、数年先にもそうあり続ける保証は無いので、広く情報を収集、分析

する体制を活用し、計画の随時見直しやリソースの配分などに関する研究センター長の強いリーダーシッ

プに期待する。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］フレキシブルデバイスの開発研究 

 情報通信機器における製造・使用の両面でのイノベーション実現のため、柔軟性を有するフィルム基板上

に室温や大気中といった温和な条件で電子素子や回路を形成するフレキシブルデバイス技術を開発し、超

薄型、軽量、形状自由度、大面積、耐衝撃性、省電力性など、ユーザビリティに優れた情報入出力インター

フェースデバイスの創出を先導することを目指している。 

 ロードマップではフレキシブルデバイスに必要な項目をカバーしている。これまでの主要な成果は、ユ

ニット構成員の高いポテンシャルに起因しており、全体として順調に進捗している。特に、トップエミッ

ション型有機ＥＬ（電界発光）ディスプレイに不可欠な透明カソードの低損傷製造技術、カーボンナノチュー

ブを用いた熱電変換フィルム、アルミニウムを用いたＲＦ（ラジオ波）ＩＤタグなど、個々の技術に関して世

界をリードできる先進的成果を挙げていることが評価できる。 

 この戦略課題の目標が、研究センター全体の目標（入出力ディスプレイ／バックプレーンの開発）に必

ずしも対応していないことが課題である。目標としている「次世代入出力デバイス」の仕様がまだ明確で

ないため、開発した各要素技術の達成度が判断しにくい。研究リソースの観点からも、取り組むテーマが

- 79 -



第３章 
 

‐80 ‐ 

やや広すぎるとの懸念もある。ＥＬディスプレイ技術等、国内外の競争が激しい状況においては、国際的な

優位性を保つため、方向性を整理する必要がある。 

 今後は、目標やロードマップについて、研究センター全体の目標やアウトカムの観点からの見直しを行

うとともに、これまでに得られた要素技術等をもとに、今後の展開・複合化等をわかりやすい形でマッピン

グし、前進させていくことを期待する。ＴＦＴアレイの基盤技術についても、すべてに必要な重要領域とし

て、一定の取り組みが必要である。さらに、タブレット端末という形で入出力が統合されたデバイスが存

在する現在では、単に要素技術を追求するだけではなく、フレキシブルデバイスの明確な優位性を示す利

用例が提示されることを期待する。 

 

［ユニット戦略課題２］プリンタブルデバイス製造技術の開発研究 

 フレキシブルデバイスの省エネルギー・省資源・高生産性製造プロセス技術として、印刷プロセスに立脚

したデバイス製造技術の開発を行い、特に、高精細・大面積・低温プロセスを目標に据え、実証デバイスの

試作による実用化提案も目指している。 

 ロードマップはフレキシブルデバイスの製造に必要なプロセス技術が適切に設定されており、目標技術

の数値化、マイルストーン、ベンチマーキング、開発課題の洗い出しも明確である。高精細印刷技術、低

温プロセスでの金属配線技術など、すでに革新的な成果が出ていることが高く評価される。特に、酸素ポ

ンプ技術を併用したスーパーインクジェット技術により線幅５μｍの微細銅配線を作製した成果は世界最

高水準にあり、シリコン太陽電池などへの波及効果も期待される。シリコーンゴム刷版を用いて０．５μｍ

角ドットアレイの作製に成功したマイクロコンタクトプリント技術も世界最高精度であり、実用化に向け

た展開が期待できる。 

 ただし、研究シナリオについて、研究センターの主要テーマである入出力インターフェースデバイス開

発に向けてのプロセス技術開発と、その他の周辺・派生技術の研究開発とを区別して提示することが望まれ

る。高精細化、生産効率、高信頼性はトレードオフの関係にあるので、性能に関しては多元的に示す必要

がある。試料調製においては、コロイド化学に属する分野も重要な研究課題となる。なお、プリンタブル

技術は万能ではないので、デバイスへの適用にあたっては、総合的観点から適切な選択を行うことも必要

となる。 

 今後は、スーパーインクジェット法とマイクロコンタクトプリント法の相補関係を明示し、それぞれの

技術の位置付けとターゲットとする用途開発をより明確にすることが望ましい。研究センター全体の目標

であるデバイス開発の観点から、ユニット戦略課題１との連携を深めるとともに、技術研究組合ＪＡＰＥＲＡ

からのニーズに対応する課題設定も望まれる。特に、印刷プロセスの要である低温化・短時間化に関して、

ＴＦＴの全工程の視点から課題抽出を行う必要がある。なお、この研究内容は独立した要素技術としても存

在意義があるので、周辺の応用にも積極的に取り組むことも期待する。 

 

［ユニット戦略課題３］有機エレクトロニクス材料の評価基盤技術の研究 

 有機半導体・導電体・強誘電体などの有機エレクトロニクス材料について、基礎物性・薄膜プロセス等の材

料基盤技術、並びに評価・標準化・計測に関する基盤技術の開発を行っている。特に、プロセス適合性をも

つ高性能材料の開発、材料の特質に立脚した革新的印刷プロセスの開発、及び高性能化に必要な微視的材

料評価技術の開発を進めている。 

 基礎研究としては非常に高いレベルにある。インクジェット法、有機半導体層の新しいプロセス技術、

ユニークな有機強誘電体材料、有機半導体層内のキャリア挙動の新しい解析技術など、学術的な面を中心

に成果が挙がっている。特に、ダブルショット法による有機単結晶薄膜のインクジェット印刷技術を開発

し、高品質薄膜成長により高移動度のデバイス性能を達成したこと、及び、ポリマー半導体の簡易製膜技

術として、特殊なシリコーンゴムスタンプを用いたプッシュコート製膜法を開発したことは、国内外から

注目される極めて高水準の成果である。 

 ただし、研究センターの目標に対する本ユニット戦略課題の位置付けをより明確化することが必要であ

る。「原理の産業技術化」を通じたアウトカムを目指しているが、効果を具体的な形で示しにくいおそれが

ある。研究ユニットの最重要課題に対してどのように貢献できるかを広い視点で再吟味し、たとえば、微

視的評価技術の成果をユニット戦略課題２の印刷技術にフィードバックすることなどが求められる。 

 今後は、開発された成果、たとえば高移動度の有機ＦＥＴを組み込んだディスプレイの試作など、見える

形での提示を期待する。評価解析技術については、デバイス性能の高度化のため、材料及びプロセスにお

ける課題が明確な場合に有力な武器になるので、課題の明確化を先行させることが鍵である。なお、本テー

マは独立したチームが担当するのではなく、産業基盤に向けてデバイスやプロセスを担当するチームの中

で分担する体制も選択肢になりうる。 
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３．イノベーション推進への取り組み 

 自前主義ではなく、拠点形成とハブ機能の推進を前面に打ち出し、実際に多くの所外組織と連携し、日

本国内のハブとしての体制を整え、世界的にも稀有な存在として機能していることを高く評価する。多数

の企業人材受入や技術相談への対応、国内外企業約９０社から構成されたコンソーシアムの設立と運営など

により、イノベーションハブ機能としての役割を果たしている。産業や技術の動向情報を広く収集し、多

くの企業を束ね、機動的に目標を設定するとともに、著名な国際誌への成果発信、プレス報道、多数の招

待講演、国際標準化への関与など、学術界や社会への貢献も果たしている。 

 技術研究組合との関係について、さらに具体的なレベルでの双方向の強い連携が求められる一方、研究

センターの機動性を活かして独自性を示す工夫や、最先端技術に関する国際的な研究連携の戦略を練るこ

とも必要である。また、従来エレクトロニクス製品が使われてこなかった場面での利用も視野に入れ、サー

ビス産業や建築、医療など、非エレクトロニクス系産業の取り込みも検討課題である。 

 今後は、日本としての産業化ターゲットの絞り込みについて、産業界とさらに議論を重ねるとともに、

研究センターの成果を技術移転していくための時期やシナリオについても、技術研究組合との議論を通し

て検討を進めておくことが望まれる。さらに、フレキシブルデバイスの新しいニーズを掘り起こすため、

従来の取り組みを超えた試みが必要な局面になっており、たとえば、技術開発成果を試作物という目に見

える形で、非エレクトロニクス系産業の展示会などで披露する機会を増やすことが有効と考えられる。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

 研究センター長の一貫したリーダーシップのもと、大型プロジェクトなど多くのアライアンスへ積極的

に参画しており、成果の発信、普及、人材育成などを含め、適切に行われている。特に、工学から理学、

計測から合成まで、幅広い研究者の思考法やマインドに対応するきめ細かなマネジメントが行われている

点が優れている。技術研究組合との強い連携に加え、海外の研究団体などと柔軟に連携することにより、

研究員が十分に活躍できる場を作り、国際的なアピール能力向上につなげている点も評価できる。 

 研究チーム間の連携はまだ十分ではないので、基礎・材料研究と実用化に近い研究をつなぎ、シナジー効

果を出すための工夫を具体化する必要がある。海外も含めた企業の開発動向などの最新情報を、研究セン

ター全体で共有し、絶えず自らの技術の位置付けを再確認することが肝要である。先端研究への関わり具

合や活躍度など、これから次第に研究員毎に大きな差が出てくる可能性があり、全体をうまくまとめてい

けるかどうかが問われる。 

 今後は、研究センター長が強いリーダーシップを維持しつつ、主要プロジェクトが終了する２０１５年度

までに主要な成果を達成すべく、構成員全員の意識を揃えた集中的な取り組みを期待する。それとともに、

その先を見据えた挑戦的な研究テーマを各戦略課題の中で位置付けることも必要である。人材育成の面で

は、インターンシップなども活用した積極的な育成を期待する。 

 

５．評点一覧 

 

 
 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ 評点

ユニット戦略課題１ フレキシブルデバイスの開発研究 １ Ａ Ｂ Ａ Ｂ/Ｃ Ａ Ｂ/Ｃ ３．３

ユニット戦略課題２ プリンタブルデバイス製造技術の開発研究 １ ＡＡ/Ａ Ａ/Ｂ Ａ Ｂ ＡＡ Ａ/Ｂ ３．９

ユニット戦略課題３ 有機エレクトロニクス材料の評価基盤技術の研究 １ ＡＡ Ｂ Ａ Ｂ/Ｃ ＡＡ/Ａ Ｂ ３．７

戦略課題総合点 ３．６

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ ＡＡ/Ａ Ｂ ＡＡ Ａ/Ｂ ４．０

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ Ａ ４．０

イノベーション推進への取り組み ＡＡ/Ａ ＡＡ ４．８

ユニット運営の取り組み Ａ Ａ ４．０

総合評点 ３．８
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３‐１‐２２ 先進製造プロセス研究部門 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

 「最小の資源」「最小のエネルギー」「最小の廃棄物」で「最大限の機能・特性」を発揮する製品を「高効

率」で作る製造プロセス技術（ミニマルマニュファクチャリング）に関する研究開発を先導することによ

り、我が国の製造産業の持続的発展、すなわち、我が国の製造産業の環境との調和と国際競争力の向上に

貢献する。また、中小企業など多数の企業の課題解決や人材を育成するための「ものづくり支援」ツール

の開発と普及を行う。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-４-（１）-③「無機・有機ナノ材料の適材配置による多機能部材の開発」（Ⅲ-２-（１）-③へ再掲） 

・ Ⅰ-５-（１）-①「多品種変量生産に対応できる低環境負荷型製造技術の開発」 

・ Ⅰ-５-（１）-②「高性能セラミック部材と表面加工技術を用いた省エネルギー製造技術の開発」 

・ Ⅰ-５-（１）-③「資源生産性を考慮したエネルギー部材とモジュールの製造技術の開発」 

・ Ⅰ-５-（１）-⑤「製造分野における製品設計・概念設計支援技術の開発」 

・ Ⅰ-５-（１）-⑥「現場の可視化による付加価値の高い製造技術の開発」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

 我が国の製造産業の課題解決を通して、グリーン・イノベーションによる新規需要の創出のため、６つの

ユニット戦略課題に取り組む。ユニット戦略課題１～３は、具体的な応用を定めた出口指向の課題であり、

ユニット戦略課題４～６は、多様な応用に適用可能な共通基盤的な技術開発を担う課題である。長期シナリ

オとしては、この６つの戦略課題から省資源・省エネ型のオンリーワン部材技術と革新的システム設計・加

工プロセス技術に重点化を図り、ミニマルマニュファクチャリングの実現・技術体系構築を通して、省資源・

省エネ・安全安心社会の実現に貢献することとしている。 

製造業のグローバル化と国際競争の激化並びに資源制約、環境制約に対応する世界をリードするインパ

クトの高いユニット戦略的課題に取り組んでおり、長期的ロードマップも明確であり、ミニマムマニュフ

ァクチャリングのコンセプトと各ユニット戦略課題の関連性が鮮明になってきた。さらに横断的な研究班

の設置など、研究部門全体として活力のある組織に進化していることは高く評価できる。 

 一方、全体の目的について、省エネなど若干抽象的な表現が散見されるので、もう少し明確な表現で補

足することが望まれる。また、国際標準における主としてアジア諸国との公的研究機関との連携に関して

は、より具体的な取り組みを明記する必要があると思われる。 

今後も、産業界等のニーズ変化や関連技術の進歩の状況を迅速に把握し、ロードマップの方向性、研究

の優先順位を見直すなどの柔軟な対応が必要である。また、グリーン・イノベーションの観点から、材料と

製造プロセスに関する世界一の研究拠点と評価されるよう、課題の選択とその遂行に注力する必要がある。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］高性能セラミック部材と表面加工技術を用いた省エネルギー製造技術の開発 

 製造産業における生産からリサイクルに至るプロセス全体の省エネルギー化を図るために、素材、機械

等の基幹産業を対象とし、熱利用の高効率化、低摩擦化、長寿命化等を可能とする高性能セラミック部材

の製造技術、並びに素形材への表面機能付与プロセス技術等の加工技術の開発に取り組んでいる。 

 断熱機能部材、ナノストライプ摺動材等は産業応用が省エネに直結する技術課題であり、ロードマップ

にも無理がないものと認められる。また、革新的セラミックス部材等製造技術については、２倍以上の断

熱効果というマイルストーンを、また、表面機能付与プロセス技術についても摺動面の摩擦低減２０％とい

うマイルストーンを２年前倒しでそれぞれ達成しており、その後も技術移転など実用化に向けた検討がさ

れており、高く評価できる。いずれも世界初の成果であり、優位性は明らかである。 

一方、アウトカムの表現はやや抽象的なので、現段階で想定される具体的な製品名や適用物の例示、有

効活用モデルを作ることなど、適用後の効果、即ち産業界に与えるインパクトもイメージして推進するこ

とが必要である。また、前倒しで達成した２テーマの新たなマイルストーンについて、革新的セラミック

ス部材等製造技術では実用化のための適用事例を想定し具体的な手法を明確にすることが必要であり、表

面機能付与プロセス技術ではナノストライプ材料を種々のＤＬＣ（ダイヤモンド状炭素）へと拡張し摩擦係

数低減と耐久性・信頼性等を評価することが必要である。 

今後の方向性として、蓄熱研究を電動車両の空調システムへ応用することが有効でありインパクトも大
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きいと考えられる。また、ユニット戦略課題における問題点を明確にし、次のステップである実用化研究

についても分かり易く説明することが必要である。セラミックスの設計・寿命評価技術やＤＢの整備、標準

化などロードマップでは表現しづらい産業基盤支援の活動にもリソースを割くことが望まれる。 

 

［ユニット戦略課題２］多品種変量生産に対応できる低環境負荷型製造技術の開発 

 多様なニーズに応え、かつ、部材・デバイス・製品製造に関する省資源・省エネルギーに貢献するため、必

要な時に必要な量だけの生産が実効的に可能であり、かつ多品種変量生産、生産歩留まり向上に対応でき

る製造基盤技術を確立するため、高速オンデマンド微細パターン形成技術や欠陥検出技術、環境対応部材

のオンデマンド成形技術などの開発を進めている。 

 国内産業の空洞化、部品品質の確保など新たな課題が出て来ている状況を打破する施策として本ユニッ

ト戦略課題があると理解でき、研究の位置付けが明確な点が評価できる。オンデマンド関連課題のための

３つの要素技術を世界に先駆けて開発し、レーザー援用インクジェット法、塗布光照射法、マグネシウム

合金の溶湯圧延のいずれも今回のマイルストーンを達成しており評価できる。 

 一方、スピニング加工による成形技術の高度化は、構造最適化を組み合わせることでより付加価値のあ

る商品を生み出す可能性があるが、産業界へのインパクトが不明確である。オンデマンド加工技術では、

対応可能な上限のロット数や種類の数が重要なので、本技術の有効性を実証するため多品種変量生産シス

テムの具体例を示してゆく必要がある。 

今後の方向性として、直ぐに実用化につながるリペア技術や、開発のためのプロトタイピング・微小ロッ

トの加工と、本格的な多品種変量生産システムとを分けて考える必要が有り、前者では、関連産業の競争

力強化に向けて積極的に発信する必要があり、一方、後者では、適用可能なロット数が生産性の向上（コ

スト削減）に伴ってどのように増加するかを明確にし、適用可能な業種を拡大してゆく必要がある。 

 

［ユニット戦略課題３］資源生産性を考慮したエネルギー部材・モジュールの製造技術の開発 

 資源制約の受けにくい材料を用いる独創的なものづくり技術により、太陽電池、固体酸化物形燃料電池、

蓄電池、熱電変換、超電導、動力変換等に関わるエネルギー部材・モジュール製造技術開発を進め、希少資

源の使用量を少なくし、従来に比べて小型、軽量で同等以上の性能を実現する高度集積化製造技術や高ス

ループット製造技術開発を展開している。 

希少資源の使用量削減に関して、貴金属触媒を使用しないマイクロＳＯＦＣ（固体酸化物形燃料電池）等

を実現しており、資源拘束下でのチャレンジに拠る大きな成果は高く評価できる。次世代のリチウムイオ

ン電池の開発に向けた新規材料開発等ではマイルストーンを前倒しして達成し、一部については企業へ技

術移転を開始している点が評価でき、自動車用電池の高容量化と低コスト化が達成され実用化に近づくも

のと期待される。 

一方、部材、最終製品の国際比較、見通しなどのポジショニングについて明示する必要があり、また、   

２０３０年からの実用化に対し、中間段階のマイルストーン等が設定されておらず、検討が必要である。ま

た、電池関連技術については、世界的に研究開発が加速しており、一般のエンジニアにも開発の流れを俯

瞰して理解できるような電池技術の未来予測と当該技術との関連を示すことが望まれる。 

今後、早期実用化のためには、複数の課題の研究を並行して実施する必要があり、環境整備など他機関

との役割分担の調整などでの貢献も検討する必要がある。もちろん、市場普及段階で先行者が敗北する場

合もあるが、常に性能やコストの観点で勝てる技術開発を主導する必要がある。特に、蓄電池技術では産

業界の意見を吸収しながら戦略的な知財確保や国策提言を行うなど、積極的な貢献を期待する。 

 

［ユニット戦略課題４］無機・有機ナノ材料の適材配置による多機能部材の開発 

 異種材料をナノレベルで融合することで従来の無機及び有機等の単独材料には無い多機能を有する部材

（ハイブリッドコンポーネント）の製造技術開発が求められている。そのようなニーズに対応するため、

セラミックス、金属、ポリマー、シリコン等の異種材料のマルチスケールでの適材配置による多機能部材

の研究開発を進めている。 

自動車の軽量化は環境対応のために重要な課題であり、材料置換による車体の超軽量化を考慮して設定

された研究目標は適切なものと評価できる。また、異種材料を混在させて活用する際の課題（接合／融合

／適材配置等）を把握しており、最も重要な技術要素であるマルチスケール接合・融合化技術について、各

多機能部材に対応した技術開発を推進した。これによりマイルストーンを前倒しで達成したことは評価で

き、優位性も高い。 

一方、ミニマルマニュファクチャリングにおける本ユニット戦略課題の位置付けが不明確である。また、

具体的なターゲット産業や製品をイメージし、実用化に向けた目標設定と達成度を明示する必要がある。 
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今後の方向性として、企業ニーズに十分配慮し、異種材料の接合・接着技術と革新的な高速／低コスト成

形プロセス研究を推進する必要がある。また、マトリックス樹脂の高熱伝導化によるＣＦＲＰ（炭素繊維強

化プラスチック）の高速成形に関しては、目標とする成形時間から熱伝導率を逆算して材料の目標を明確

にすることで開発の進展が期待できる。 

 

［ユニット戦略課題５］製造分野における製品設計・概念設計支援技術の開発 

 機械やシステムの基本設計に必要とされる材料・部材の加工に対する信頼性、機械寿命、リサイクル性を

予測するために、実際の運用を想定した評価試験と計算工学手法を融合したトータルデザイン支援技術を

開発している。また、製品設計時に必要となる情報を設計上流段階から活用できるよう、構成材料、部材

のプロセス技術、メンテナンス技術、環境負荷特性評価技術、収益性分析技術等を包含したトータルデザ

イン支援技術の開発により上流設計を強化し、製品設計時に必要となる情報・条件を確定するための設計手

法・設計環境を構築している。 

技術伝承は早急な対応が必要な課題であるが、本ユニット戦略課題の成果を活かすことで、設計自由度

の高い設計初期段階での検討に過去の知識を反映させることが可能と考えられ、産業界の課題に的確に対

応しているものと評価できる。また、本課題でのト－タルデザインは、機能が既知と仮定して、加工と寿

命とリサイクル性の最適化に注視したものとなっており、経験者が少ない新しい機械要素材料への適用を

想定したものであり、一見簡単そうでも実際には非常に複雑である。この課題に対してデザイン・ブレイン・

マッピングツールを実装して全体を俯瞰できるシステムを構築したことは評価できる。 

一方、本技術を多くの事例に適用し問題点を洗い出して改良することが望まれる。特に、企業からの意

見を参考にデザイン・ブレイン・マッピングツールを改良することが必要である。また、方法論と成果につ

いては不明な点が多く、もっと、シンプルに、売れる新しい顧客価値のある新製品作りに役立つツールの

開発という方向を検討することが必要である。 

部品加工の信頼性、機械の寿命、リサイクル性予測を対象とした支援ツールの構築は世界的にも初めて

の試みであり、他のツールと同等に使用できるように早期の完成を目指すことが望ましい。本技術は、技

術伝承と短期開発における検討不足を改善する優れた技術であり、その活用方法を、より明確に産業界へ

伝える必要がある。 

 

［ユニット戦略課題６］現場の可視化による付加価値の高い製造技術の開発 

 ものづくり現場の技術力向上、ＩＴ化促進、技能継承を支援することを目的として、製造現場の情報の流

れの可視化と利便性の高い製造情報の共有技術、高効率・低環境負荷な加工技術の開発、ものづくりの技能・

技術の抽出・解析・蓄積技術の開発、これら技能・技術を可視化活用する装置の開発を行う。 

製造プロセスの高度化及び技能を継承するための、ものづくり現場の技能を可視化する技術、利便性の

高い製造情報の共有技術、高効率かつ低環境負荷な加工技術の開発に取り組み、普及も主導的に行ってい

る。構築した支援システムのレベルは非常に高く他国に対する優位性も十分にあるものと認められる。 

一方、技術の共有化とノウハウの取扱いは難しく、ノウハウのデジタル化や誰でも使えることを強調し

過ぎると、技術情報の流出に対する懸念が増大するが、実際には、自社のためのツールを意欲的に構築し、

社内でプラットフォーム等を活用する風土を育むことが競争力強化に繋がることをより明確にする必要が

ある。 

今後は、鋳造等では革新的な技術が期待されているのでミニマルマニュファクチャリングに関した鋳造

技術の高度化にも注力することが望ましく、開発早期化のための可視化支援やデータチェック（評価）プ

ログラム等への指向へ研究内容を変化することが必要と思われる。また、対象となる製品によって、製造

工程も異なり、必要な加工技術も異なるが、データベースやテンプレートの重要性は同じであり、本研究

の考え方／コンセプトをより鮮明にした方が、発展性があると思われる。もちろん、現状のシステムの継

続的なメンテナンス・改善も地道ではあるが大切である。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

材料と製造プロセスは日本が世界に誇るべき分野であり、国家的プロジェクトの実施や新規のプロジェ

クト立案への貢献等、将来にわたって高いポテンシャルを維持することが肝要である。また、公設研と連

携して中小企業のものづくり支援に取り組んでいることは地味であるが重要な活動として評価できる。知

財の出願件数、実施件数は十分と認められ、産業基盤の発展に大きく貢献しているものと評価できる。な

お、海外の公的研究機関との戦略的連携を進め研究を促進する姿勢は評価できるが、日本産業の発展を第

一に十分配慮し推進すべき（技術流出対策）との意見もあった。 

一方、産業界の動向の注視だけでは新たな視点からの研究が遅れる懸念が有り、シーズ研究も推進して
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世界をリードする技術／世界の動向を変える技術への取り組みも望まれる。 

今後も、材料・製造技術の研究開発の中核として企業との共同研究や技術移転を進めることが適切と思わ

れる。また、技術伝承の観点から、知識を頭で理解するだけでなく身についたものとするプロセスや人材

育成支援技術の重要性も高い。中長期的な視点では、国内企業の海外展開も考慮してグローバルな成果の

普及についても検討が必要となるものと思われる。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

ミニマルマニュファクチャリングという大目標を掲げ、資源制約、環境制約下での材料と製造プロセス

に対応した新しい研究開発体制を構築、研究部門長の強いリーダーシップにより効率的に研究ユニットを

運営していることは評価できる。また、研究グループの枠を超えた組織である４つの研究班を設置し、横

断的な研究を推進する体制を整備していることは評価でき、特にＣＦＲＰの研究班を設置したことは時宜を

得たものである。企業からの外部資金の比率が他の研究ユニットより高く、民間に開かれた組織としての

運営体制も評価できる。 

一方、人材の育成については、人材の流動化と若手研究者の強化に向けた組織運営・施策、若手研究員の

貢献や萌芽的研究の成果の「見える化」など、新たな工夫が望まれる。 

今後の方向性としては、各グループ間でのシナジー効果が出るような工夫が必要であり、例えば熟練設

計技術者の不足を補い、さらに発展することを目指しているシステム化技術を中心として進めることが考

えられる。また、基礎・基盤研究レベルアップと共に具体的な実用化に繋げる挑戦的な課題を設定し、それ

を推進するため、企業との積極的な連携、ヒアリングができる体制、施策の検討が必要である。 

 

５．評点一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ 評点

ユニット戦略課題１
高性能セラミック部材と表面加工技術を用いた省エネル
ギー製造技術の開発

２ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ａ Ａ ３．８

ユニット戦略課題２
多品種変量生産に対応できる低環境負荷型製造技術の開
発

２ ＡＡ/Ａ Ａ/Ｂ Ａ Ａ Ａ/Ｂ ３．９

ユニット戦略課題３
資源生産性を考慮したエネルギー部材・モジュールの製造
技術の開発

２ Ａ ＡＡ/Ａ Ａ ＡＡ/Ａ Ａ/Ｂ ４．１

ユニット戦略課題４ 無機・有機ナノ材料の適材配置による多機能部材の開発 １ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ａ/Ｂ Ａ ３．６

ユニット戦略課題５ 製造分野における製品設計・概念設計支援技術の開発 １ Ｂ/Ｃ Ｂ Ｂ/Ｃ Ｂ/Ｃ Ｂ ２．７

ユニット戦略課題６ 現場の可視化による付加価値の高い製造技術の開発 １ Ｂ/Ｃ Ｂ Ｂ/Ｃ Ａ Ｂ ３．０

戦略課題総合点 ３．７

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ Ａ/Ｂ ＡＡ/Ａ Ａ ４．０

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ ＡＡ/Ａ ４．３

イノベーション推進への取り組み ＡＡ/Ａ ＡＡ/Ａ ４．５

ユニット運営の取り組み Ａ Ａ ４．０

総合評点 ３．８
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３‐１‐２３ サステナブルマテリアル研究部門 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

材料から素材、部材にわたる技術開発によって、社会の持続的発展を可能とする産業技術の確立に貢献

することを目指す。具体的には、レアメタル等の金属資源の代替材料技術及び使用量削減技術の開発、省

エネルギーと快適性の両立を目的とした建築部材の開発、及び輸送機器の軽量化による燃費向上に資する

軽量金属材料についての研究を行う。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-２-（１）-③「軽量合金による輸送機器の軽量化技術の開発」 

・ Ⅰ-２-（２）-④「省エネルギー型建築部材及び家電部材の開発」 

・ Ⅰ-３-（３）-②「レアメタル等金属や化成品の有効利用、リサイクル、代替技術の開発」 

・ Ⅳ-２-（３）-③「ものづくりを支えるデータベースの整備」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

次の３つの課題に取り組んでいる。①金属の省使用・代替材料に関して、産総研のレアメタル研究の産業

界での認知度を上げ、産学官の垂直連携により産業に貢献できる成果を生み出す。②省資源型環境改善建

築部材として窓部材や内外壁材の機能性を追求し、建材実験棟を利用した実環境下での省エネ特性評価を

行う。③輸送機器軽量化のためのマグネシウム合金材料の利用拡大のため、室温加工性や振動吸収特性な

どに優れた素材開発を行う。 

 「サステナブルマテリアル」を標榜してきたことの先進性とともに、骨太に設定している３つの戦略課

題を着実に前進させていることは適切である。資源問題への対応等、国家的な課題について、短期対応と

中長期見通しのロードマップを作り、具体的に対応策について研究開発をしており、目標は概ね妥当であ

る。レアメタルのプロセス技術、調光ガラス、マグネシウム合金の鍛造技術などは国内外に優位性を持つ。

特に、レアメタルのテーマは個々の目標が明確で、材料メーカーが事業化を検討する橋渡し前の段階まで

達成しており、公的研究機関としての役割を果たしている。 

 ただし、長期的視点からの全体目標に対して、中期的目標に偏りがあり、優先順位にずれがある。１０

年～１５年先の市場ニーズが高いと判断できる要素技術群を選択し、集中的に開発することが重要である。

建築部材と軽量合金については、省エネルギーの定量的効果が不明瞭であり、材料の製造、使用、リサイ

クルを含めたライフサイクルアセスメントと結びつけることが必要である。 

 今後は、資源や素材に関する国際的環境の急激な変化に対応しながら、絶えずシナリオ・ロードマップの

見直しを柔軟に行うことを期待する。たとえば外部の専門家による市場予測の指標も参考にしながら、社

会・産業界との連携をより深めるための諸策を積極的に実行することが望まれる。高い目標を掲げる研究部

門として、個々の研究グループの集合から、有機的に機能するようになることを期待する。現在は政策ニー

ズ対応の研究開発であるが、より本質的・根源的な観点でユニット戦略課題の見直しを行う時期に来ている。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］レアメタル等金属の省使用・代替材料の開発 

限りある資源をより広く効果的に利用できる社会の実現を目指し、レアメタルの機能を代替できる材料

の探索ないし構造の創り込みを中心に、低環境負荷・省エネルギーを出口とした素材・部材及び周辺技術の

開発を企業と連携しながら行っている。 

 経済産業省のレアメタル確保戦略に基づいて定められた代替材料開発の研究課題について、開発目標を

ほぼ達成し、実用化レベルに達していることが高く評価される。ほとんどの重要なレアメタルをカバーし、

産総研のもつ総合力を活かし、分野融合型研究ハブの中心として機能しながら、材料設計からプロセス技

術までを担当し、目標値をクリアしてきている。個々のテーマでは、世界トップレベルの実用化技術の開

発に成功しており、特に、サマリウム鉄系磁石の開発によりジスプロシウム添加ネオジム磁石代替の可能

性が出てきたことは顕著な成果である。展示会やシンポジウムなどで積極的に成果のアピールを行ってい

ることも評価できる。 

 ただし、個別テーマは目標を達成しているものの、それらの成果から次の展開の芽が充分に出ていない

こと、及び、企業が事業化するまでの技術移転が公的支援なしでは継続できないことが課題である。産業

化へのハードルを越えるためには、具体的な実現コストを評価する手段やコスト指標を示すことが望まれ

る。なお、サマリウム鉄系磁石はレアメタル対策としては過渡的なものであり、早急に希土類を使わない
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次世代の磁石の開発に取り組むことが必要である。 

 今後も高い研究レベルを維持し、目標を達成していくとともに、研究成果を大きなアウトカムにつなげ

るため、企業との実用化フェーズの研究開発の発展を期待する。省レアメタル・代替材料の対象範囲を広げ、

低コストの視点を強め、より特徴ある材料を開発することが必要である。当初目標を達成した省タングス

テンについて、次の目標設定を独自の調査と技術シーズで提案することが必要である。使用量削減だけで

なく、リサイクルまで考慮した戦略に基づいて開発を進める必要がある。個々のテーマの推進に加え、共

通する基盤的な技術の蓄積、開発した各要素技術の特許やノウハウなどを知的財産として確保していくこ

とや、国際標準化活動も重要である。 

 

［ユニット戦略課題２］省資源型環境改善建築部材の開発 

 本課題は、省エネルギーと快適性の両立を目的とした建築部材の開発であり、具体的には、調光窓材、

木質材料、調湿材料、外壁材等の機能向上を図るとともに、フィールド実験棟を用いて実使用環境での省

エネルギー性能評価データの蓄積を行っている。 

 全体としてユニークな研究が多く、技術レベルも高い。特に、調光ミラーは材料としてかなり成熟した

レベルに達し、Ｍｇ-Ｙ合金多層膜からなるガスクロミック型調光ミラーで１万回以上の繰り返し耐性を実証

するなど、優れた成果を挙げている。高性能吸放湿材料や保水性セラミックスなど、環境ハーモニック建

材の中のいくつかの要素技術を提示している。木製サッシ流動成形の研究は、木材由来資源の有効利用に

つながるもので、公的機関で研究する意義が認められる。いずれも、長期にわたる研究で材料性能を改善

してきており、フィールド実験棟でのデータ取得や、コンソーシアム活動をリードしていることも評価で

きる。 

 ただし、種々の異なる材料を「快適な省エネ」で無理にまとめている側面もあり、各材料の特徴的な性

質が建築の省エネルギー・環境負荷低減に与える効果について、明確に示されていない。利用形態による特

徴やコストなどを他の材料と比較することによって、各テーマの必然性や最終目標を説明することが必要

である。また、このような材料開発において重要な、最終ユーザー企業との関係構築がまだ不十分である。

「死の谷」を克服するための研究課題を設定し、実用化規模も意識して取り組むことが必要である。さら

に、建築や人間工学などの分野との連携強化も重要である。 

 今後は、建設業や住宅メーカーなどの企業との連携を強め、その中でフィールド実験棟を活かすよう期

待する。将来の環境適合住宅への組み込みがポイントであり、地域における特徴を出しやすい分野である

ことから、その方向を強化することも重要である。なお、フィールド実験棟での試験は誤差が大きいため、

その前に小型実験室や環境試験室レベルでの試験と数値シミュレーションによる評価を確立して、最終的

に実験棟で確認するという手順が望ましい。また、各材料に関する基盤的な研究成果については論文など

でより積極的に発信することを期待する。 

 

［ユニット戦略課題３］軽量合金による輸送機器の軽量化材料技術の開発 

 運輸部門のエネルギー消費における低炭素化を目的として、マグネシウム・アルミニウム等の軽量合金部

材の利用拡大を可能とするため、これらの材料の機械的特性の向上を図り、特に、圧延板製造技術の開発

や低コスト表面処理技術等の確立を目指している。 

 このアウトカムに向けて、アルミニウムと共存してマグネシウムを利用するハーモナイゼーション技術

の確立を目指していることは概ね適切である。マグネシウム合金の材料構造設計、プロセス技術、解析技

術、加工技術など、多様な要素技術が体系的に蓄積されており、研究レベルも高く、国内外において優位

性をもつと認められる。また、電磁振動連続鋳造、セミソリッド鋳造（固液混合状態からの鋳造）などの

技術をアルミニウム合金に適用し、その有効性を確かめている。 

 ただし、輸送機器用軽量合金として最優先にマグネシウムが選定された理由と、その研究を継続する合

理的な説明が必要である。現実にはマグネシウム合金の国内応用の成長率が低いので、その理由を検討し

て用途を探る必要がある。資源産出国の偏在などの問題もあるため、サプライチェーン全体での最適な使

われ方を検討し、技術支援・技術移転まで含めた総合プロデューサーとして事業支援する戦略が必要になる。

国内外のマグネシウム合金製造企業が持つ技術に対するベンチマーキングや、他の軽量化材料（炭素繊維

など金属以外の素材も含めて）との定量的な性能比較も必要である。 

 今後は、マグネシウムの現状に対する認識をもとに、それをどう打開するかにかかっており、そのため

には、「マグネシウムありき」の発想ではなく、これまで培われた知の集積を活用して、「軽量金属の有効

活用・高度活用」の切り口から産業発展へ大きく寄与することが望まれる。そうした方向で今後の大型プロ

ジェクトに採用されるように技術シーズを高める必要があり、特にマグネシウム以外の素材との複合化・

接合が技術のポイントになる。中部地区に多くの自動車部品工場が存在するので、研究会を設置し、開発
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部材を見出すことが望まれる。また、これまでに蓄積した技術は、将来、自動車や航空機などの用途以外

でも、軽量化ニーズが高い機器が登場すれば、再び開花する可能性があるので、知的財産をパッケージと

して確保しておくことが不可欠である。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

 各ユニット戦略課題について、シンポジウム開催や展示会への参加、プレス発表など、成果を積極的に

発信することにより、研究開発の中核となるようネットワークの構築を進めている点は評価できる。中部

地区を中心に中小企業をも含めた企業との共同研究にも活発に取り組み、地域連携でのイノベーションハ

ブとしての役割も果たしている。企業からの共同・委託研究件数がほぼ安定しているのは存在価値を認めら

れているためと推測できる。特に、レアメタルの代替、省使用に関しては産業化に繋がる技術開発が行わ

れており、新たに高効率モーター用磁性材料の開発に向けた技術研究組合の設立に至ったことは評価でき

る。 

 一方、産業人材育成の取り組みはまだ充分とはいえない段階である。企業連携を積極的に推進している

割には特許出願が少ないことが懸念される。知的財産は海外とのポジショニングや優位点等を総合的に評

価する必要がある。ノウハウなどの技術蓄積は、優位性のある領域を企業に対してもっと宣伝する必要が

ある。 

 今後は、より最終ユーザーを考えた技術開発の方向に持っていくことが望ましく、大手企業との大型共

同研究を組んで、大きな相乗効果を生み出す戦略も重要になる。国内外の経済情勢や技術動向を踏まえて

将来必要となる技術を見出す努力をする必要がある。新しく設立された技術研究組合の場などを活用し、

産業人材育成にも取り組むことが期待される。また、行政との連携により、調湿による快適性などの価値

を低炭素住宅の評価基準に織り込むことなどを検討するのも一案である。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

 各ユニット戦略課題が必要な要素技術の組み合わせで構成されているのは適切であり、レアメタルタス

クフォースや環境ハーモニック研究会、材料フォーラムなどを通じて所内連携と分野融合に努めているこ

とも評価できる。ＮＥＤＯからの大型の外部資金が減少する中でも、競争的外部資金を獲得している。シン

ポジウムや大規模展示会での成果発信による認知度向上に努め、コンソーシアム等の活動を通じて産業界

との接点を増やす努力をしていることも評価できる。 

 ただし、資金の効率的利用や内部人材育成などの取り組みはやや不十分で、次のシーズとなりうる萌芽

的研究に予算が十分確保できていないことも課題である。全体として研究水準の更なる向上のための取り

組みが必要であり、論文発表についても、研究レベルを維持するためには基礎研究も同時に行い、著名な

国際誌への投稿を増やす努力も望まれる。 

 今後は、研究部門として次のテーマを育てる仕組みを作ることが望ましい。最新情報を全員で共有する

仕組みを作る、研究部門全体の活動を対外的にアピールする場を設定する、海外研究機関との交流を増や

す、といった活性化の方策が考えられる。人材育成について、新製品・新産業創出などのアウトカム創出を

よく理解し、将来の行政ニーズを予見する力を育むとともに、企業と事業内容まで踏み込んで議論し、相

手の信頼を得ることができるような実行力ある人材の育成が望まれる。 

 

５．評点一覧 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ 評点

ユニット戦略課題１ レアメタル等金属の省使用・代替材料の開発 ２ ＡＡ/Ａ ＡＡ/Ａ Ａ Ａ/Ｂ Ａ ＡＡ ４．３

ユニット戦略課題２ 省資源型環境改善建築部材の開発 １ Ａ/Ｂ Ｂ/Ｃ Ａ/Ｂ Ｂ/Ｃ Ｂ Ａ ３．２

ユニット戦略課題３ 軽量合金による輸送機器の軽量化材料技術の開発 １ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ ３．５

戦略課題総合点 ３．８

イノベーション推進への取り組み Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ Ａ Ａ ３．４

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ/Ｂ Ｂ ３．３

イノベーション推進への取り組み Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ ３．５

ユニット運営の取り組み Ｂ Ｂ ３．０

総合評点 ３．６

- 88 -



第３章 

‐89 ‐ 

３‐１‐２４ ナノシステム研究部門 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

 ナノレベルの新物質創製からデバイス実現までの道筋を、ナノ材料の開発から、それらナノ材料が複合・

融合化された、より高度なシステムの開発までを段階的に推進する。そのため、要素技術としてのナノ材

料の開発だけではなく、これらをつなぐ理論及び計算シミュレーション、計測技術に基づく機能予測、構

造形成プロセスの革新・最適化や劣化予測、及びナノ安全・リスクの視点等を活用した研究活動を展開し、

これらをテクノロジーブリッジとして重要視する。これらを横軸として、他分野との積極的な連携を行い、

革新デバイスの構築を核とするオープンイノベーションを展開する。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-４-（１）-①「ソフトマテリアルを基にした省エネルギー型機能性部材の開発」（Ⅲ-２-（１）-①へ再掲） 

・ Ⅰ-４-（１）-②「高付加価値ナノ粒子製造とその応用技術の開発」（Ⅲ-２-（１）-②へ再掲） 

・ Ⅰ-４-（１）-④「ナノ構造を利用した革新的デバイス材料の開発」（Ⅲ-２-（１）-④へ再掲） 

・ Ⅰ-４-（１）-⑤「材料、デバイス設計のための高予測性シミュレーション技術の開発」 

（Ⅲ-２-（１）-⑤へ再掲） 

・ Ⅰ-４-（２）-①「ナノチューブ系材料の創製とその実用化及び産業化技術の開発」（Ⅲ-２-（２）-①へ再掲） 

・ Ⅰ-６-（３）-①「先端科学技術のイノベーションを支える安全性評価手法」 

・ Ⅱ-１-（１）-①「幹細胞等を利用した再生医療等に資する基盤技術及び標準化技術の開発」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

５つのユニット戦略課題を設定し、その遂行にあたり、研究資源を「グリーンシステム」、「ＩＴシステム」、

「ソフトシステム」、「テクノロジーブリッジ」の４つの領域（アウトカム）に配置・按分している。研究部

門内の計算・シミュレーショングループと実験を主とするグループとの融合を果たし、国内的にも極めてユ

ニークな組織となっており、社会の要請に基づく研究戦略は適切である。この理論・シミュレーションと実

験の協働をテクノロジーブリッジとして実現しようとする取り組みは優れている。 

一方、ナノメカニクス、「創・省・集エネシステム」、ナノ光電子素子を出口と掲げているが、本研究部門

が有する技術的な蓄積及び強みをそこにどのように結びつけていくのか、具体的なシナリオが必要である。

また最終的な製造・製品を具体的にイメージ出来る道筋を、適切なマイルストーンとともに示すことが求め

られる。 

実際の研究運営では、技術マップを描き、どこまでを自分たちが担い、またどこからを他部門あるいは

企業に導出していくのかを適切に判断することが望まれる。震災後の放射性セシウム（Ｃｓ）除染では、迅

速に集中して対応したことは高く評価できるが、今後はできるだけ早い時機に企業に橋渡しを行い、実用

化を促すことが期待される。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］高予測性シミュレーション 

「理論シミュレーションに基づくＲ＆Ｄ加速事例の増加」をアウトカムとして設定している。ナノシステ

ム材料の高予測性設計に必要な理論・アルゴリズム・プログラム等の高い理論的研究、及び企業で行われる

技術開発に近い視点を持った研究により、ＩＴ、環境・エネルギー分野のナノシステム新材料・デバイスの開

発に寄与するロードマップが描かれている。低電圧駆動ナノデバイス、有機フレキシブル熱電素子、高性

能磁石などをマイルストーンとして設定している。 

戦略課題のアウトカムに向けた「テクノロジーブリッジ」としての役割が明確に現われている。著名な

国際誌に多数論文を発表するなど、質の高い研究を遂行している。また、本課題の研究者主導で、文科省、

ＪＳＴ、ＮＥＤＯ、所内戦略予算などの競争的予算を多く獲得していることは高く評価される。 

一方、新現象の予測等で実験を先導できる提案型の理論・シミュレーションを目指すことが望まれる。理

論計算から予測されその有効性が証明された材料やデバイスの知財確保に努める必要がある。「テクノロ

ジーブリッジ」としての役割を果たした事例は、本研究ユニットの成果としてより積極的に発信すること

が望まれる。 

今後は、最先端分野に取り組んでいる外部の研究部隊とも積極的に交流を進め、研究ユニット内外で実

施される実験をドライブするような影響力を発揮することが期待される。さらに、より付加価値の高い製

品・材料開発に結び付く課題を選択し、シミュレーション技術による開発支援が求められる。 
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［ユニット戦略課題２］ソフトマテリアル 

光機能性分子・超分子・液晶・高分子・ゲル・コロイド等、機能性ソフトマテリアルに関連する広範な研究者

を擁し、階層を越える自己組織化理論と階層シームレスのシミュレーション研究では国内外を先導した実

績がある。これらの人的優位性を統合的に活用し、革新的な材料やデバイスの設計開発を通じて次世代の

グリーン・イノベーションに貢献する研究開発を進めている。 

昆虫のような柔らかいロボットを最終的なアウトカム目標に設定し、機能性ゲルを用いたソフトアクチ

ュエータ、自己修復材料、易解体材料等の技術的マイルストーンを配置したロードマップは適切である。

マイルストーンに設定されている技術的課題に関して、国内外の他機関との比較・優位性が適切に評価され

ている。光による可逆的な反応に基づく再利用可能な材料開発、有機電界発光素子、微細な溝に閉じ込め

た液晶の新たな配向構造の発見、球状錯体の形成過程の解明など、世界トップレベルの成果と、特許など

のアウトプットは高く評価される。 

大きな成果が着実に出ている半面、将来の大きな展開につながる革新的な研究も同時に進める必要があ

る。ソフトマテリアル自体にまだ多くの基盤研究要素が残っており、もう少し設計合成などの物質科学的

研究にも力点を置く必要がある。また、産業界、あるいは他部門との連携でどのような応用の可能性があ

るのか、出口へ向かってのシナリオを描くことが重要である。 

今後、出口に近いフェーズにある研究は、産業界や応用研究を行っている他の研究ユニットとの連携を

はかり、産業化へのシナリオをより具体的に描きながら進めること、またその際には、できるだけ早い段

階で製品に求められる特性や仕様を把握し、コスト意識を持って進めることが期待される。 

 

［ユニット戦略課題３］高付加価値ナノ粒子 

高付加価値ナノ粒子は、その生産速度とストック中の再凝縮がネックとなり産業応用が進んでいない。

本戦略課題では、オンデマンドで必要量を生産する技術を開発することで、グリーンデバイス製造プロセ

スへの本格的な応用を図る。また、ナノ粒子の高付加価値化とその利用技術の開発により、グリーン・イノ

ベーションへの貢献や国際競争力強化などを目標としている。 

これらの目標達成のため、アウトカムを中長期的なものと短期的なものの２段階を設定し、それに応じ

たロードマップ及びマイルストーンの設定は、研究の展開をより具体化するものとして妥当である。プル

シアンブルー（ＰＢ）型ナノ粒子を応用したＣｓ汚染物回収プロセス技術の開発は既に実証試験にも成功し

ており、原発事故対応という緊急性に答える集中的な取り組みとして高く評価される。 

ナノ粒子合成・改質から塗布・パターニングまでを一貫してオンデマンドで行うシステムの構築が、どの

様に具体的な産業に寄与するのかロードマップで示すこと、またベンチマークでは、相応・類似する研究・

技術開発を行っている国内外の競合機関との質的比較をすることが必要である。 

今後は、Ｃｓ回収大規模プロジェクトで開発した技術を速やかに企業に橋渡しし、新たな次の展開に挑戦

することが期待される。 

 

［ユニット戦略課題４］ＣＮＴ・革新デバイス 

金属型と半導体型の単層カーボンナノチューブ（ＣＮＴ）を高効率で連続的に分離する技術、ナノギャッ

プ電極間で生じるスイッチ現象を利用した不揮発性メモリ、エバネッセント光（近接場光）ー 伝搬光変換

を可能とするＶ字溝型ナノ構造について、基本的な特許を取得している。今後実用化に至るまでには、単

層ＣＮＴの非侵襲かつ高収率での分散、不揮発性メモリの高度集積化、Ｖ字溝型ナノ構造の最適化とその大

面積化・低コスト化などの課題が残されており、現在その解決に向けて企業と共同で橋渡し研究が進められ

ている。 

将来の産業創出につながる集積回路、メモリ、ＬＥＤなどの開発に資するロードマップが描かれている。

そこに示された技術開発要素毎の道筋は、計画の中期と最終にマイルストーンを設定し適切である。ＬＥＤ

高効率光取り出しに全反射を利用する技術、さらに、金属のみをチャネルに利用したナノギャップ不揮発

性メモリ技術、用途別ＣＮＴ分離技術など、従来にない革新的な産総研独自技術を多数開発した。これらの

成果は、著名な国際誌を含む多数の論文として発表し、また特許出願も意欲的に行っており、高く評価で

きる。企業や技術研究組合との連携も積極的に行われていると認められる。 

一方、アウトカムに向けた展開シナリオが弱い。ＣＮＴの金属・半導体分離技術の開発は、低コスト化に

よる産業化の可能性追求を加速する必要がある。ナノギャップはＴＩＡで進めているナノエレクトロニクス

技術研究組合の中に組み込むなどして、他の類似技術とのベンチマークを行い、どう進めるべきか検討が

必要である。ＬＥＤ高効率取り出し技術も企業への技術移転を積極的に進める必要がある。 

製品化アウトカムのフェーズにおいては、研究ユニット内連携に留まらず、より応用的な研究ユニット
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や産業界との連携が必須であり、特許戦略、知財管理に十分留意しながら、精力的な研究及び実用化展開

が期待される。 

 

［ユニット戦略課題５］バイオ、ナノリスク 

本ユニット戦略課題では、再生医療などをターゲットとした細胞の分離操作技術の構築を目指している。

そのための要素技術となる、オンチップ細胞分離操作技術、細胞の足場材料として必要なバイオマテリア

ル技術、得られた細胞を足場材料とともに三次元培養し組織を構築する技術などの開発を進めている。ま

た、ナノ材料の安全性は、社会的関心が高く、リスク評価と将来のリスク管理に向けた手法や技術の基礎

的研究も行っている。 

ナノリスク評価技術では、国際標準化を視野に入れて進めている点が評価できる。三次元細胞培養装置

の開発や魚コラーゲンでの強い骨分化能の発見とそれの培養基材などへの利用は、今後の応用展開に繋が

る技術として期待される。 

一方、テーマが多岐にわたり、将来へつながる大型成果が見えづらい。ある時点でテーマの絞り込みと

集中化を検討することが求められる。また、本戦略課題の中で進められているバイオ関連の技術や材料研

究（企業との実用化研究に進んでいるもの以外）については、競合技術や市場の調査により、さらに高い

基準や新たな仕様を目指すことが必要で、ライフサイエンス分野の研究ユニットや他機関とのより緊密な

協力関係の構築により、多面的な評価に耐えるものに仕上げる必要がある。 

「臨床研究」を含むロードマップの部分は、保有する研究要素の現状とポテンシャルを考慮し、必要な

連携を書き込むとともに、マイルストーン設定による着実な評価・見直し過程を組み込むことが求められる。

ナノリスク評価は主力を専門の研究ユニットに移し、材料ベースのナノバイオ技術に注力することが望ま

れる。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

ＴＩＡ、技術研究組合、企業との積極的な連携や、経済産業省をはじめとする各省庁、経団連、ナノテク

ノロジービジネス推進協議会（ＮＢＣＩ）等との積極的な交流（意見交換、情報収集）を評価する。知財確

保と技術移転への取り組みは、研究ユニット独自にナノシステム研究部門（ＮＲＩ）イノベーションオフィ

スを設けて戦略的に対応し実効的な効果を挙げていることは評価できる。 

ＮＲＩイノベーションオフィスで知財の確保に注力しているが、その後の産業応用を促進するための知財

活用戦略も明確にする必要がある。グローバル・オープンイノベーション時代の知財の活用戦略を先導して

推進することが求められる。多様な技術を保有する本研究ユニットのメリットを生かしつつ、テーマの骨

太化を図ることも必要である。 

国際連携や国際標準化においても積極的な取り組みが行われているが、日本を代表するイノベーション

ハブとして、さらに議論を尽くして、戦略的な推進の牽引役となることを期待する。「ＮＲＩイノベーション

オフィス」は独自の取り組みであり、産総研知財部門や産学官連携推進部門ではカバーしきれない部門内

研究成果（ポテンシャル）の事前の発掘やフォロー、産業界へのアウトリーチ、海外共同研究を活発化さ

せ、若手の研究者を派遣するなど、細やかな活動が今後も期待される。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

ボトムアップで提案のあった挑戦的課題に対して、研究ユニット運営経費から一部を留保した加速資金

を集中的に配分することができるシステム、各研究員のエフォート２０％を研究ユニット長が確保し、社会

情勢や部門ミッションの優先度に応じてトップダウン課題の解決にあたらせることができるシステムなど、

実効的な工夫が行われている。月刊技術情報誌ＰＥＮの継続的な発行に対する努力は評価できる。 

一方、グローバル化の流れの中での知財の活用戦略の構築が課題である。テーマによっては、当該研究

ユニットだけで取り組むより、産総研全体での取り組みとした方が強力になると想定されるものもあり、

大局的な対応が実現することを期待する。 

研究者個々人のレベルは高く、多様なテーマは萌芽的課題として温存する一方、出口に近づいている課

題については、より積極的な集中投資により、できるだけ早く実用化を目指す活動を期待する。また、産

総研内で同様の研究開発を実施している研究ユニットとのマッチングを促進し、効率的な研究推進と技術

移転を図り、技術移転後は速やかに新規なテーマにチャレンジしていくことにより、ナノシステム研究の

さらなる進化を期待する。 
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５．評点一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ 評点

ユニット戦略課題１ 高予測性シミュレーション ２ Ａ Ａ/Ｂ ＡＡ ＡＡ/Ａ Ａ ４．２

ユニット戦略課題２ ソフトマテリアル １ ＡＡ/Ａ Ｂ ＡＡ/Ａ Ｂ Ａ ３．８

ユニット戦略課題３ 高付加価値ナノ粒子 ２ Ａ Ａ/Ｂ ＡＡ Ａ ＡＡ/Ａ ４．２

ユニット戦略課題４ CNT・革新デバイス １ Ａ/Ｂ Ｂ ＡＡ/Ａ Ｂ Ａ/Ｂ ３．５

ユニット戦略課題５ バイオ、ナノリスク １ Ａ Ｂ Ａ Ａ/Ｂ Ａ ３．７

戦略課題総合点 ４．０

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ ＡＡ Ａ Ａ ４．２

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ ３．５

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ ４．０

ユニット運営の取り組み Ａ Ａ ４．０

総合評点 ４．０
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３‐１‐２５ ナノチューブ応用研究センター 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

新産業創生で期待されるナノ構造体の代表であるナノチューブ構造体に着目し、これまで産総研におい

て開発してきたカーボンナノチューブと有機ナノチューブを主軸とし、高機能性を付加しそれらの用途開

発を進め、我が国の新たな産業育成に貢献する。また、ナノチューブ材料の国際標準化にも貢献する。さ

らに、ナノチューブ材料を含むナノ構造体の最高性能計測・分析技術の開発を独自に発展させ、世界をリー

ドするナノチューブ材料の総合研究センターへの発展を目指す。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-４-（２）-①「ナノチューブ系材料の創製とその実用化及び産業化技術の開発」（Ⅲ-２-（２）-①へ再掲） 

・ Ⅳ-１-（２）-②「超高感度、高分解能透過電子顕微鏡の研究開発」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

ナノチューブ構造体による「新産業創出」をアウトカムに設定し、ナノチューブ材料の総合研究センター

の形成を目標に、種々のナノチューブ材料の大量合成技術や構造制御/複合化技術など基盤技術の開発を基

にして、高機能を付加した電子材料や高強度構造材料、薬剤用材料など多様な用途開発を進めている。具

体的には、カーボンナノチューブ（ＣＮＴ）技術、有機ナノチューブ（有機ＮＴ）技術並びに計測・分析技術

に関わる優れたコア技術に、新たにグラフェン技術を加えた技術要素を基に、新しい産業シーズを目指し

たロードマップ並びにマイルストーンを詳細に策定している。また、中期計画及び研究戦略との位置付け

は妥当である。ナノチューブ（ＮＴ）材料に関わる基盤的な成果を挙げ、研究活動全体として世界的な優位

性を保持するとともに、大型の外部予算プロジェクトを牽引し、技術研究組合単層ＣＮＴ融合新材料研究開

発機構（ＴＡＳＣ）との共同開発によって実用化・産業化・標準化など用途開発でも多くの優れた成果を挙げ、

高く評価できる。 

なお、用途開発では現在実用化されている製品の代替技術としての位置付けも重要ではあるが、単一な

カイラリティ（ＣＮＴの性質を決める螺旋度）を有するＣＮＴの作製法などナノチューブ構造特有かつ絶対的

優位性に富む材料開発とともに、その特有の性質を活かした新機能性を有する応用開発にも注力すること

が望まれる。また、大きな視点で成果の総括を行うとともに、より広い研究シナリオの策定と組織運営体

制の議論を深め、それらを総合してナノチューブ研究全体の今後の研究計画並びにロードマップを柔軟か

つ戦略的に策定することが求められる。 

今後は、事業化を目指す企業群に対して、実用化時に顕在化する技術的課題を解決する基本指針を提示

するなど役割分担体制の構築を行うとともに、産総研独自の新しい用途開発の提案と実証も求められる。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］カーボンナノチューブの実用化・産業化・標準化のための研究開発 

スーパーグロース合成法並びに改良直噴熱分解合成（ｅＤＩＰＳ）法をコア技術として、「単層ＣＮＴを用い

た新産業創成」をアウトカムに設定し、単層ＣＮＴの量産化技術、構造制御技術、薄膜化技術、成型加工技

術などの開発を進めるとともに、ゴムや金属などとの融合技術、フィルムエレクトロニクスへの応用技術

などの用途開発を推進している。技術要素毎にロードマップを策定するとともに定量的なマイルストーン

を詳細に設定している。また、ベンチマークでは、各要素技術について国内外の競合研究機関を明示し、

優位性や特徴を把握している。 

アウトプットとしては、スーパーグロース法では、用途開発を加速化するため単層ＣＮＴ量産技術（０．６

ｋｇ/日の実証プラント）の開発を実現するとともに、単層ＣＮＴの質の多様性に向けた基盤技術への取り組

みとその知見は、今後の製品化段階において大いに利用されるものと高く評価できる。さらに、各種材料

との融合による単層ＣＮＴ複合材料（導電性ゴム材、導電性樹脂材、銅ＣＮＴ複合材など）の開発など、数多

くの優れた成果を挙げている。一方、ｅＤＩＰＳ法では、ＣＮＴ合成での反応機構の解明など基礎的な成果とと

もに、単層ＣＮＴの短尺化技術開発とこれを用いた塗布型トランジスタへの応用技術、電界誘起層形成法に

よる金属半導体分離技術開発など用途開発に向けた成果を挙げており、評価できる。特に、ＣＮＴ電子特性

のチューブ径効果の解明は、今後のチューブ製造技術開発に非常に重要である。 

なお、スーパーグロース法では、用途に応じた製造段階において、欠陥の種類や数を原子レベルで制御

するなどより合成技術の高度化が求められる。ｅＤＩＰＳ法ＣＮＴを用いた薄膜トランジスタ開発では、競合材

料である有機系材料と比較しながらＣＮＴの独自性や特徴を明示することによって、ＣＮＴデバイスの優位性
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をより明確化することが必要である。 

今後、国際的な視点での戦略をもって実用化への努力をすることを期待する。また、単一カイラリティ

チューブ作製に焦点を絞った独創性のある手法の開発にも着手するとともに、これらＣＮＴ特有の性質を利

用した新規デバイス機能の探索にも期待する。 

 

［ユニット戦略課題２］ナノチューブ複合材料の創製・実用化のための研究開発 

ＣＮＴ技術と有機ＮＴ技術の融合による「新バイオ産業育成への貢献」をアウトカムに設定し、カーボン／

有機ハイブリッドＮＴ技術の開発及び有機ＮＴの実用化・産業化を目標に研究開発を進めている。ナノカーボ

ンの構造制御技術、機能性有機物とＣＮＴとの複合化技術並びに有機ＮＴのテーラーメード化技術を技術要素

として、ロードマップ及びマイルストーンを定性的に設定している。また、ベンチマークでは、各要素技

術に関する国内外の競合研究機関との比較から把握されている。 

アウトプットとしては、カーボン・有機ハイブリッドの機能性ＮＴ開発では、ペリレン（Ｃ２０Ｈ１２）内包Ｃ

ＮＴによるイメージングプローブの開発や薬物送達システム（ＤＤＳ）応用に向けたナノホーンの生体内動

態の定量解析の成功、難治性疾患治療を目指した経口剤への応用、ＣＮＴの遠赤外吸収帯の起源解明など、

基盤的な研究成果を挙げている。一方、有機ＮＴ開発では、テーラーメード化技術を基に、抗癌剤など薬剤

徐放機能をもつ有機ＮＴの開発、タンパク質リフォールディング機能をもつ有機ＮＴゲルの開発に成功する

とともに、これら機能を利用した治療用コンタクトレンズへの応用など着実に成果を挙げ、評価できる。

成果は、著名な国際誌への論文発表や特許出願で発信するとともに、国際標準化活動にも取り組んでいる。 

なお、ＤＤＳ応用では、既に製品として使用されている、あるいは開発段階にある多くのナノキャリア材

料との比較を念頭に置いて、ＮＴ特有のユニークな機能を見出すことも求められる。 

今後、機能性ＮＴ用途開発で期待の大きな革新的ＤＤＳ開発には、先端的材料研究のみならず、バイオ、

ナノテク、素材、ＩＴ、イメージング、分析など多くの幅広い異分野研究者が連携する研究フォーメーショ

ンも求められる。また、ＣＮＴと有機ＮＴの融合技術やシナジー効果によるＮＴ特有のユニークな機能の創成

を期待するとともに、ＣＮＴと有機ＮＴの優位性を用途に応じて活かす研究チームの再編成も望まれる。 

 

［ユニット戦略課題３］グラフェン系ナノ材料の研究開発 

グラフェンによるレアメタル対策技術開発を通じて、「新規産業創成への貢献」をアウトカムに設定し、

大面積グラフェン導電膜の開発を進めている。特に、本研究センター独自のマイクロ波プラズマＣＶＤ法を

コア技術とし、大面積グラフェン合成技術及びグラフェン用途開発を主な技術要素として設定するととも

に、ロードマップ並びに数値目標のあるマイルストーンを策定している。また、ベンチマークでは、各要

素技術に関する国内外の競合研究機関との比較を明示しつつ、本研究センターの位置付けを提示している。 

アウトプットとしては、マイクロ波プラズマＣＶＤ法による低温（３００℃）合成グラフェン膜の高品質化

を進め、目標性能（透過率８７％、シート抵抗５００Ω/ｓｑ以下）を達成するなど、先行するグラフェン開発

グループに短期間で急速に近づく成果を挙げている。また、ロールｔｏロール合成技術を開発し、幅３００ｍｍ

の大面積グラフェン透明導電フィルムの合成に成功するとともに、技術研究組合ＴＡＳＣと共同で、グラフェ

ン静電容量型タッチパネルの試作と動作確認にも成功し、評価できる。 

なお、先行する熱ＣＶＤ法に対して、低温製膜できるマイクロ波プラズマＣＶＤ法の優位性を確立するため

には、低温下でのグラフェン成長における炭素原子や炭素クラスターの表面拡散問題など、成長過程の基

盤的解明と知見の蓄積が必要不可欠であり、計測・分析グループとの連携強化が求められる。 

競争の激しい開発分野でもあるため、今後、海外企業との連携も将来的には視野に入れる必要があるが、

その際の研究開発戦略については、関係機関と十分に議論・検討を行うことが重要である。 
 

［ユニット戦略課題４］世界最高性能計測・分析技術の研究開発 

「革新的な評価・観察技術の確立」をアウトカムに設定し、世界最高の空間分解能及びソフトマターの原

子レベルでの直接観察を目指した超高感度・高分解能透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）の開発を進めている。高

性能新型電子顕微鏡技術、低損傷・高分解能化技術などを技術要素として、ロードマップ及びマイルストー

ンが設定されている。また、ベンチマークでは、最先端電子顕微鏡の諸性能に関する国内外の競合研究機

関との比較を明示し、優位性や特徴を把握している。 

アウトプットとしては、球面収差・高次収差補正装置の開発に成功し、波長比として世界最高分解能  

（１７λ）をもつ超高性能ＴＥＭの開発に成功するとともに、新原理に基づく色収差補正を実現し、カーボ

ンナノチューブに内包する単層ＷＳ２の点欠陥や氷分子など軽元素物質の観察にも成功するなど学術的に

優れた成果を挙げている。これらの成果は、ＮａｔｕｒｅやＰｈｙｓｉｃａｌ Ｒｅｖｉｅｗ Ｌｅｔｔｅｒｓなど多くの著名な国際誌

での論文発表並びに国際学術会議での招待講演などで積極的に発信し、高く評価できる。 
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なお、企業連携を通じて開発した技術は、我が国の産業振興のため、提携企業のみならず電子顕微鏡産

業において共有できる知見として積極的に活かすことが望まれる。また、学術的論文だけではなく、特許

出願など知財権の確保も重要であり、研究センター全体で知財獲得活動をより積極的にサポートすること

も必要である。 

今後も最高性能の分析・評価技術として、新材料開発（炭素系に限らず、より幅広いソフトマター）や新

機能開拓に威力を発揮するとともに、時間分解能への挑戦など最先端技術の高度化と深化が期待される。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

ＮＴやグラフェンに関する独自の最先端技術に基づき、産総研を研究拠点としたオープンイノベーション

型産学官連携を積極的に推進している。特に、スーパーグロース法やｅＤＩＰＳ法による単層ＣＮＴの産業応用

に向けて、技術研究組合の研究開発を牽引し、多数の企業との共同研究を推進するとともに、スーパーグ

ロースＣＮＴ実証プラントの立ち上げや多数の企業に対するサンプル提供を実施し、社会や産業界へ貢献し

ている。さらに、つくばイノベーションアリーナ（ＴＩＡ）拠点の設立・運営への積極的な取り組みやＴＡＳＣと

の産学官連携などによって産業人材育成を行い、イノベーションハブ機能の役割も果たし、高く評価でき

る。また、ＣＮＴ凝集状態評価法などＣＮＴ評価法の国際標準化活動も進めている。 

なお、知的財産の取り扱いに関する新たな試みは大胆であり、用途開発を加速させる一方、限られた企

業のみへの知財移譲の弊害も検討しておくことが求められる。また、ＣＮＴなど最先端技術に関する国際的

な研究連携に対する基本戦略の策定とともに、知的財産の有効利用のための戦略組織や国際を含む特許戦

略全般を統合・マネジメントできる人材の強化も望まれる。 

今後も、先導的研究に関する国際的な連携を深めるとともに、定期的な国際会議の開催などにより、ナ

ノチューブの世界拠点として日本の優位性を発信することが期待される。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

 研究者の創意を最大限に活かし、研究者個人への信頼と期待に基づき運営を行うことを理念として、先

端的かつ世界的水準のＮＴ応用研究を遂行できる人材を確保するとともに、チーム長の強いリーダーシップ

のもと、チーム運営、資金獲得、内部人材育成を進めており、研究ユニット運営は順調である。外部資金

の獲得も十分なされており、本研究センターのプレゼンスを表すものと判断できる。また、萌芽的研究か

ら実用化研究まで、異分野との融合課題も含め、バランスよく優れた成果を挙げていることは評価できる。 

 なお、ＣＮＴと有機ＮＴでは個々で優れた成果を挙げているが、両者の融合による際立った相乗効果を得る

までには至らなかった点もあり、今後の組織設計においては再検討が必要である。また、研究センターと

して成熟度が増すに従い、個々の研究チームの研究活動の接点が少なくなりつつある。研究センター全体

の活動を活性化するための運営上の工夫も期待される。 

今後、用途開発に重点を置くユニット戦略課題では、挑戦的な研究課題への取り組みにもより注力する

ことが求められる。また、この分野において、顔が見える次の中核となる研究者の育成も期待される。 

 

５．評点一覧 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ 評点

ユニット戦略課題１
カーボンナノチューブの実用化・産業化・標準化のための
研究開発

１ Ａ Ａ ＡＡ ＡＡ ＡＡ/Ａ ４．５

ユニット戦略課題２ ナノチューブ複合材料の創製・実用化のための研究開発 １ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ａ Ａ ３．７

ユニット戦略課題３ グラフェン系ナノ材料の研究開発 １ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ ＡＡ ＡＡ Ａ ４．２

ユニット戦略課題４ 世界最高性能計測・分析技術の研究開発 １ Ａ/Ｂ Ａ ＡＡ Ａ ＡＡ ４．３

戦略課題総合点 ４．２

イノベーション推進への取り組み Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ ３．６

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ ＡＡ/Ａ Ａ ４．３

イノベーション推進への取り組み ＡＡ/Ａ ＡＡ/Ａ ４．５

ユニット運営の取り組み Ａ Ａ/Ｂ ３．８

総合評点 ４．１
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３‐１‐２６ 計測標準研究部門 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

我が国経済活動の国際市場での円滑な発展、国内産業の競争力の維持・強化、グリーン・イノベーション

及びライフ・イノベーションの実現に貢献するため、計量の標準の設定、維持、供給、計量器の検定、検査、

計量標準に係わる研究、開発、及びこれらに関連する業務、並びに計量に関する教習を行う。その際、メー

トル条約及び国際法定計量機関を設立する条約のもと、計量標準と法定計量に関する国際活動において我

が国を代表する職務を果たす。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅳ-２-（１）-①「スペクトルデータベースの整備」 

・ Ⅳ-２-（１）-②「熱物性を中心とした材料計量データベースの整備」 

・ 別表３-１-（１）-①「新エネルギー源の利用に資する計量標準」 

・ 別表３-１-（１）-②「省エネルギー技術の開発と利用に資する計量標準」 

・ 別表３-１-（１）-③「バイオマス資源の利用技術に資する計量標準」 

・ 別表３-１-（１）-④「資源再利用システムの信頼性評価に資する計量標準」 

・ 別表３-１-（２）-①「医療の信頼性確保に資する計量標準」 

・ 別表３-１-（２）-②「食品の安全性確保に資する標準物質」 

・ 別表３-１-（２）-③「生活環境の健全性確保に資する計量標準」 

・ 別表３-１-（３）-①「国際通商を支援する計量標準」 

・ 別表３-１-（３）-②「ナノデバイス、ナノ材料の開発と利用に資する計量標準」 

・ 別表３-１-（３）-③「ロボットシステム利用の安全性確保に資する計量標準」 

・ 別表３-２-（１）-①「国家計量標準の維持、供給」（計量標準管理センター） 

・ 別表３-２-（２）-①「省エネルギー技術の利用を支援する計量標準」 

・ 別表３-２-（２）-②「産業現場計測器の信頼性確保に資する計量標準」 

・ 別表３-２-（２）-③「中小企業の技術開発力向上に資する計量標準」 

・ 別表３-２-（３）-①「計量標準政策に関する調査と技術支援」（計量標準管理センター） 

・ 別表３-２-（４）-①「計量標準供給制度への技術支援」（計量標準管理センター） 

・ 別表３-２-（５）-①「計量トレーサビリティ体系の高度化、合理化」 

・ 別表３-３-（１）-①「法定計量業務の実施と法定計量政策の支援」（計量標準管理センター） 

・ 別表３-３-（２）-①「適合性評価技術の開発と工業標準化への取組」（計量標準管理センター） 

・ 別表３-４-（１）-①「次世代計量標準の開発」 

・ 別表３-４-（２）-①「計量標準におけるグローバルな競争と協調」（計量標準管理センター） 

・ 別表３-４-（３）-①「計量標準分野における校正、法定計量分野における適合性評価の国際協力の展開」

（計量標準管理センター） 

・ 別表３-５-（１）-①「計量の教習」（計量標準管理センター） 

・ 別表３-５-（２）-①「計量の研修と計量技術者の育成」（計量標準管理センター） 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

計測の信頼性のトレーサビリティの源泉となる最高精度の国家標準を開発し、国内のユーザーに提供す

るとともに、技術イノベーションを支える先端的な計測機器・ものづくりと生産性向上のための計測技術の

開発、及び知的基盤としてのデータベースの構築を担っている。 

産業界のニーズと国家戦略に沿った計量標準整備の新たな方向を提示し、それに沿って６００種の基盤的

な国家計量標準を世界的に見て遜色ないレベルに整備している。計量標準とそれを支える試験、評価、検

査等の範囲拡張に関しても、民間校正事業者や地方自治体の関係機関との密接な連携と役割分担により、

着実な標準の供給を実施している。国内計量システムと国際計量システムの整合の確保、及びトレーサビ

リティ体系の維持のため、国内外の連携を着実に推進している。 

一方、国家戦略である「グリーン・イノベーション」「ライフ・イノベーション」とユニット戦略課題との

関係を分かりやすく表現し、また国の知的基盤整備計画におけるポートフォリオの中で、計量標準及び当

研究部門の位置付けを明確にすることが求められる。基盤技術高度化戦略、人材育成及び震災対応につい

てはより明確な目標・計画の設定が必要であり、外部資金獲得への展開についてはそれぞれの研究者、研究

ユニットが内向きにならず、より積極的に公募への申請を行うこと等が望まれる。 

今後、計量標準が国家戦略の実現をどのように支えていくのか、設定した研究テーマがどのような社会
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背景で必要になるのかを考察し、計量標準の開発により想定されるアウトカムの俯瞰的な検討とシナリオ

の明確化に期待する。我々の日常生活の変化は著しく、特に東日本大震災以降、安全安心に対する要求が

高まっているため、社会インフラの維持と安全安心に資する計量標準の切り口が必要である。計量標準に

関する業務は目につきにくく地味なので、日頃の成果を積極的にＰＲし存在感を示すことが望まれる。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］グリーン・イノベーションの実現を支える計量標準の整備 

２００９年末に政府が発表した「新成長戦略（基本方針）」を受けて、「グリーン・イノベーションの実現を

支える計量標準の整備」を目標に掲げ、省エネルギー技術や新燃料等の開発、評価を計量の面から支える

ことを目的として、その整備を行っている。 

４つのサブテーマ、中間目標及びアウトカムがロードマップ上に適切に示されている。特にニーズの高

い、新エネルギー開発及び省エネルギー技術に対するテーマ設定は評価でき、蓄電・キャパシタ標準、バイ

オ燃料などの高圧気体圧力標準、気体・液体の流量標準やＰＶＴ標準、時間周波数遠隔校正装置の開発などに

おいて高い研究ポテンシャルを活かして開発を進めている。これらの新規標準の開発に加え、高温・高圧下

の液体密度の世界最高精度での測定、体系的な熱力学状態式の開発、データベースの公開などに成果を挙

げている。また、供給された標準が国際的に最高レベルであることを示すため、計量標準の国際相互承認

協定に基づき、校正・測定能力の登録を進めている。 

一方、グリーン・イノベーションにかかる計量標準について数多くの重要な開発を行っているが、その効

果や成功の具体例を示し、貢献度をもっとＰＲする必要がある。特にベンチマークのうち、「世界トップク

ラス」の技術については、日本の計量標準分野のプレゼンス向上のためにも、広く公表することが望まし

い。ニーズの高いテーマに関しては、積極的に産業界からの意見をもっと求め、スピード感を持って、重

要な課題に対する計測技術に関する研究を進めることが必要である。 

今後、関連する国際機関とも連携し、世界的なリーダーシップを取り、日本の計量標準分野のプレゼン

ス向上への貢献に期待する。特にリチウム電池や燃料電池、バイオマスなどの研究は、これからの日本を

リードする研究課題であるので、産業界のニーズをとらえた積極的な対応が望まれる。また、ＬＥＤやバイ

オ燃料などの性能評価に関して、我が国の評価手法が国際的にも標準的な技術となるよう、標準規格化に

関する一層の活躍を期待する。 

 

［ユニット戦略課題２］ライフ・イノベーションの実現を支える計量標準 

ライフ・イノベーションの実現に向けた諸施策を支える知的基盤としての計量標準の整備を担い、医療分

野における超音波及び放射線の標準に関する研究、検査医学や臨床検査を支える標準物質の開発に関する

研究、食品の安全性確保に資する標準物質及び技能向上支援に関する研究、及び生活環境や地球環境をモ

ニターするための標準ガスや標準溶液の開発に関する研究を進めている。 

医療用リニアックやマンモグラフィーの線量標準、超音波パワー計測、臨床用標準物質、食品の安全性

確保に資する標準物質などに関して高い開発技術レベルを示している。水道法の改正に対応し、有機標準

液の種類を大幅に拡張したことや、福島の原発事故対応で放射性セシウムを含む玄米を標準物質として頒

布するなど、社会ニーズの変化への素早い対応も評価できる。また、標準を作るだけに留まらず、規格化

や技能試験実施への貢献、分析技術者の技術向上支援、人材育成にも取り組んでいる。 

一方、今後の医療計測の発展やそれに向かう俯瞰的なシナリオが不十分である。したがって、計量標準

の分野から貢献できる課題について現在の研究部門が持つシーズに閉じるのではなく、他研究ユニット・

他省庁との連携も視野に入れる必要がある。例えば、医療用診断装置に使用可能なマイクロ波や磁気関連

の標準等は必要である。 

ライフ・イノベーションにむけた標準については、食品・医療・農政との境界領域にあるものが多数あるこ

とから、標準・計測技術の開発には、省庁を超えた他機関及び外国の標準機関との連携・分担が求められる。

放射線計測の標準物質に関しては、独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構や他の機関との連携で

進めている点が評価できる一方、公的研究機関としてニーズの高い課題を設けて、放射線計測技術及び標

準物質を開発することを期待する。産総研内の他分野とも連携しつつ、安全・安心に必要な標準の開発と維

持が望まれる。 

 

［ユニット戦略課題３］産業の国際展開を支える計量標準 

産業界の要望に応じて先端産業に不可欠であり、さらに産業を加速するための計量標準を先導して整備

するため、「国際通商を支える計量標準」、「ナノデバイス・ナノ材料の開発・利用に資する計量標準」、「ロボッ
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トシステム利用の安全性確保に資する計量標準」の整備を進めている。 

国際競争力のある産業を下支えする計量標準は、いずれも我が国産業の国際通商の円滑化に必要な国際

規格・規制に対応したものであり、産業界における技術革新を先導し、製品の国際展開を支援している。高

周波標準の供給領域の拡大、ナノテク開発に必要な標準物質の開発・整備供給、ロボットシステムの安全に

資する力学や振動標準等についての計量標準に重点を置き、高い研究ポテンシャルを示している。国際計

量連絡会などを通じて省庁関係者の共通認識の浸透に貢献しており、省庁の壁を越える取り組みを行って

いる。 

一方、重点化の課題選択では、現状分析、政策的必要性と国際競争力、及び他の課題との関係等、ベン

チマークの記載に工夫が必要である。特にベンチマークに「世界初、世界最高」とあるが、エビデンスが

そろっているとはいえない。また、対応する研究室・研究員の規模に比べて、アウトカム設定が十分でない。

陽電子、測長ＡＦＭ等の技術は、この研究部門でしか成しえない課題と認識し、今後これらの評価技術を普

遍化していく方策についての視点が求められる。 

必要とされる標準に応じてできるだけ素早い対応と、優先基準の明確化、さらには需要の少なくなった

標準の供給体制見直しなど、整備計画の見直しが常に求められる。その中で、アトムテクノロジーへと進

化していく時代背景において、より小さなスケールを目標とする標準物質及び標準計測技術の開発をス

ピーディーに行うことを期待する。また、利用の拡大が予想される介護用ロボットや生活支援ロボットな

どに対応するため、安全性の評価などに必要な標準をいち早く整備し、日本のロボット産業を大きな柱に

育てることが望まれる。さらに、近年の電磁波利用は、通信に用いられるキロヘルツから爆発物検知のテ

ラヘルツ域まで拡大しているので、それらに対応した標準を早急に整備することを期待する。 

 

［ユニット戦略課題４］標準の高度化と次世代標準の開発 

国家計量標準の整備と国内の計量トレーサビリティ体系の構築のため、着実な標準供給、標準供給範囲

の拡大、合理的な供給方法の開発、計量標準と規格の組み合わせなどにより、信頼性の向上を目指してい

る。 

利便性の高い標準として、小型の電圧・抵抗標準、リアルタイム電気標準器、定量ＮＭＲ法による一つの

標準物質による多種類物質の校正などの技術開発を進めている。次世代計量標準に係る挑戦的課題として、

光格子時計やアボガドロ数等の研究等では、世界をリードする成果により国際的なステータスを得つつあ

る。供給体制維持の技術マニュアルや生産手順マニュアルは整備されており、高度な計量標準の確立のた

めの技術水準を保持している。標準物質の頒布数も増加している。 

一方、ベンチマークに比べてエビデンスの公開が少ないことから、最先端の技術を広く内外に公表する

とともに国際論文の執筆を促進することが必要である。また、ニーズの高い企業や産業への応用を見据え

たスピーディーな開発が必要になるので、今後は目標を明確にしたマイルストーンの作成が求められる。

国際協調による標準供給の体系化を主導する立場からも課題設定に取り組む必要がある。 

今後、国際的観点から標準の高度化と次世代標準の開発に関するシナリオ・ロードマップを作成し、標準

供給体系化を主導することを期待する。これらの開発には、幅広い計測の知識と経験に加えて最先端の技

術の融合が必要であるので、常に技術の継承と進展を同時並行で進めることが求められる。また、国際競

争力のある主要企業との連携や共同研究を活発に行い、先端的な技術開発を推進することを期待する。 

 

［ユニット戦略課題５］法定計量と工業標準化の推進 

消費者が身近に接する広範囲な計量器の信頼性を確保するため、法定計量における工業標準化を推進し、

関連する工業標準化の推進や効率化等の改善、及び新型計量器や内蔵ソフトウェアに対応する技術開発を

実施している。 

計量法に基づく法定計量及び工業標準化に関して、品質管理システムを確立しており、新規技術に関す

る国際標準化に関しては欧米並みの水準に達している。国際法定計量機構（ＯＩＭＬ）勧告の取り入れによ

り国際的整合性を保つとともに、国内の意見を反映させた国際標準の制定にも貢献している。ＩＳＯ/ＩＥＣ等

の標準規格を制定する委員会に定常的に委員を派遣し、我が国の意見を反映させるとともに、それらの規

格をＪＩＳ規格に取り入れるなど、世界レベルの貢献を行っている。 

一方、標準化の対象、時期、優先度などについて「見える化」が求められる。スピーディーな技術開発

と工業標準の確立により国際標準をリードすることも必要である。法定計量の分野では、今までになかっ

た電力メータのスマート化やソフトウェアの検証、頑健性評価などへの対応が必要である。ＷＥＢサイトに

公開の多数の標準物質やサービスについて、よりわかりやすく使いやすくする必要がある。 

今後、合理的な計量法制度の改正、特に基準器検査の改革、型式承認と製品認証制度の改革やトレーサ

ビリティ供給体系の整合化に向けて、産総研がリーダーシップを発揮することを期待する。また法定計量
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器標準の国際展開において、個々の計量器の特性だけでなく、インフラ整備やソフトウェア等の検討のた

め、行政との共同姿勢と体制整備が必要であり、そのための人材確保が望まれる。国際法定計量機構の勧

告を遵守し、国際規格に我が国の要望を反映させることにより、我が国の計量システムを維持することを

期待する。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

計量標準・標準物質の供給、トレーサビリティの維持を通じて、産業界との連携を着実に維持、拡大させ

るとともに、国際競争力の強化に貢献している。ＲｏＨＳ対応標準物質やスペクトルデータベースなど、付

加価値の高いデータベースの供給を行っており、この分野に寄与するところが大きい。サービス提供や品

質管理、国際同等性を確立するための様々な活動、さらにセミナー、講演会、展示会、成果発表会などを

企画・運営し、研究成果の発信と啓発を行っている。また、検定・検査技術習得のための研修を実施してい

るほか、民間専門家を養成するため、一般計量士、環境計量士の育成を推進している。 

一方、計量標準は我が国の知的基盤に関するソフトインフラであり、開発した計量標準の維持管理は社

会の長期的な安定的発展のために重要であるので、標準維持管理については限られた人員と予算で可能な

範囲を見極め、長期的スパンで安定的に発展させることが必要である。計測クラブについては産業界のニー

ズを把握できる絶好な機会であるので、規模の拡大や運営のあり方も含めた新たな展開が求められる。産

総研を中心として大学、研究機関を巻き込んだ拠点形成と戦略課題の練り上げが必要である。 

今後、国家成長戦略におけるイノベーションの進展に対して、計量標準の果たす役割を明示した活動を

期待する。そのためには産業界を中心にニーズ調査を行い、ニーズに対応したデータベース化、例えば、

ナノテクノロジー、電池材料、レアメタル代替材料など、新しい課題に向けた課題設定と産業界との連携

強化が望まれる。データベースの構築による標準化の推進と産業技術活動の支援は、産総研に期待される

アウトカムの一つであり、今後サーバーのクラウド化などにより使い勝手を良くし、さらなる発展を期待

する。また、アジア太平洋計量計画（ＡＰＭＰ）を通じてリーダーシップを強化し、米国・韓国・中国などと

の２国間連携や東南アジア地域などの途上国支援、国際計量システムへの貢献を継続し、今後ともアジア

地域の意見を国際活動に反映させ、我が国のプレゼンスを向上させることを期待する。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

公的機関として標準研究を進めるにあたって、組織体制（科室制、計量標準管理センター）及び知的基

盤整備計画等をもとに適切なマネジメントが行われている。東日本大震災後に計量標準供給業務を早期に

回復し、放射線測定に関するサービスを実施することができた。新規採用研究者に対して教育担当者をお

き、調査研究等の活動を通じて人材育成に取り組んでいる。次世代標準に関する国際プロジェクトの推進

やエンドユーザーのニーズに応じた供給システム構築を通じて、関連研究機関及び民間企業と積極的に連

携している。 

一方、ニーズに応じて計量標準を整備する場合、計測クラブや計量標準フォーラム等の活動を通じてユー

ザーのニーズを集約することだけでなく、もっと産業界の様々な意見を直接取り入れることが求められる。

また、計量標準研究関連の研究者は大学では極めて少数であるので，学生に魅力のある研究現場であるこ

とをアピールし、産総研の活動を積極的にＰＲする必要がある。 

今後、産総研の戦略や知的基盤の整備計画に沿って、着実に我が国の計量標準を維持・整備し、我が国の

製造業の発展に貢献することを期待する。また標準の研究については、日本全体の技術伝承が重要である

ので、民間の経験者の有効活用なども視野に入れた施策に期待する。当研究部門及び計量標準総合センター

の活動を積極的に広報し、産業界との連携や大学等の教育機関へのアピールを一層推進することが望まれ

る。 
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５．評点一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ 評点

ユニット戦略課題１ グリーン・イノベーションの実現を支える計量標準の整備 １ Ａ Ａ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ ３．８

ユニット戦略課題２ ライフ・イノベーションの実現を支える計量標準 １ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ ４．０

ユニット戦略課題３ 産業の国際展開を支える計量標準 １ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ/Ｂ ３．７

ユニット戦略課題４ 標準の高度化と次世代標準の開発 １ ＡＡ ＡＡ/Ａ ＡＡ/Ａ Ａ ＡＡ ４．６

ユニット戦略課題５ 法定計量と工業標準化の推進 １ Ａ Ａ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ ＡＡ ４．０

戦略課題総合点 ４．０

イノベーション推進への取り組み Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ ３．６

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ Ａ ４．０

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ ４．０

ユニット運営の取り組み Ａ Ａ/Ｂ ３．８

総合評点 ３．９
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３‐１‐２７ 計測フロンティア研究部門 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

 基礎科学の成果として発見された物理化学現象等を活用して、先端計測分析技術を開発し、事業化可能

なレベルまで仕上げる。そのために、先端計測分析機器開発（ハード）、計測分析手法開発（ソフト）、知

識の体系化（標準とデータベース）の３つのフロンティアを開拓し、開発した先端計測機器を共用公開し、

市販装置では不可能な高度な計測分析をユーザーに提供する。機器公開により、事業化が可能な段階にな

った機器や要素技術を、産業界にトランスファーして製品化することにより、日本分析機器産業界に貢献

するとともに、標準化により普及を促進する。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅳ-１-（１）-①「有機・生体関連ナノ物質の状態計測技術の開発」 

・ Ⅳ-１-（１）-②「ナノ材料プロセスにおける構造及び機能計測並びにその統合的な解析技術の開発」 

・ Ⅳ-１-（１）-③「インフラ診断技術の開発」 

・ Ⅳ-１-（２）-①「材料評価のための先端計測及び分析機器開発」 

・ Ⅳ-２-（３）-③「ものづくりを支えるデータベースの整備」 

・ Ⅳ-３-（１）-①「物質の分析・評価技術の開発と標準化」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

ライフ、グリーン、安全安心の分野において、既存の市販装置では測定できない対象を観測可能にする

先端計測機器を開発し、計測機器としてシステム化されたものを共用公開する。これにより、計測データ

を蓄積・分析し、計測機器を課題解決が可能な分析機器として事業化可能なレベルまで仕上げ、分析機器産

業界にトランスファーする。また、国際標準化とデータベース整備により普及を促進する。 

計測技術を分析技術に仕上げて普及させると言う研究ユニット全体の方針と実効性を、計測機器の国際

的なシェアの推移に関する詳細な調査結果とともに示している。特に、技術開発に関する３つのユニット

戦略課題を横糸に、先端計測分析機器の公開と標準化、データベース化を縦糸にしたロードマップはユニー

クで、全体のシナリオを示すものとして評価できる。 

一方、当研究ユニットの方向性を示すシナリオの妥当性は認めるが、その実現行程のロードマップが示

されていない。具体的な研究グループ間の交流やシナジー効果が発揮されているのかどうか、個々の研究

課題、及びつくばセンターと中部センターとの位置付けや役割分担などをより明確にする必要がある。ま

た、ハードからソフトへは、日本のものづくり全般に求められているテーマであり、計測機器の分野にお

いても、ソフト重視の視点が必要である。 

今後は、応用分野内の研究グループの連携がより進み、シナジー効果が発揮されることを期待する。ま

た、簡便さや汎用性といった側面がセンサー類でも重要になっており、今期開発した小型放射線積算線量

計などの使い勝手の良い機器類の開発を期待する。ライフサイエンスに関わる計測機器類は今後力を入れ

るべき分野であり、市場を確保している米国やドイツを参考にすることが望まれるが、単に欧米システム

への傾倒ではなく、米国、欧州各国、アジア各国などの国際的な成功事例を抽出し分析することで、変化

に対応し続ける強靱な体制作りが行われることを期待する。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］有機・生体関連ナノ物質の状態計測技術の開発 

分子から組織レベルを対象とした、ライフ・イノベーションのための先端計測技術を開発する。市販機器

や既存分析技術では対応できない未踏領域の計測技術開拓のために、検出同定技術、構造解析技術、イメー

ジング技術など、従来不可能あるいは非常に困難であった対象の観測を可能にする先端計測技術開発を推

進する。 

超伝導のイオン検出器やＸ線・テラヘルツ波を使ったイメージングなど、分析装置として自立できるレベ

ルに達しており、論文成果発信や学会等での受賞も評価できる。また、質量分析装置、生体イメージング

といった分野にフォーカスし、特に運動エネルギー測定により中性フラグメントまで質量分析を可能とし

たことは、新しい分析技術と評価できる。この他にも、物質の左右円偏光の不等吸収現象を利用した円二

色性分光へのユニークな着眼や、Ｘ線位相コントラストイメージングでは今まで見えにくかったものを見

やすくするなどの画期的な進展が認められる。電子スピン共鳴測定用の標準物質を頒布した点も評価でき

る。 
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一方、どのように、バイオテクノロジー分野で日本の競争力を高めていくかという戦略が明確に示され

ておらず、技術の俯瞰に基づく長期的な戦略の構築が必要である。また、製品化に至るにはコスト面やメ

ンテナンスに関しても検討する必要がある。円二色性分光に関しては、技術移転により他の放射光設備で

同様の計測を可能にすることと、小型のラボベース装置の開発と公開を行うことを目標に、研究をより一

層加速する必要がある。また、テラヘルツ波によるイメージングは、既に実用化が進んでおり、これから

何を目指して研究開発を行うか、具体的な出口イメージを明確にする必要がある。 

今後は、開発された先端技術が実際の分析応用に活用できるよう、民間の企業との連携を強化し、製品

化されることを期待する。また、開発した技術の応用分野に関して、これまでと違う視点から新規普及領

域を探索する試みと、新しい計測技術を早期に公開可能とする体制の整備が望まれる。 

 

［ユニット戦略課題２］ナノ材料プロセスにおける構造及び機能計測並びにその統合的な解析技術の開発 

グリーン・イノベーションに資するナノ材料やデバイスの開発を支援するために、先端計測技術を開発す

る。具体的には、透過型電子顕微鏡では観測が難しい原子～ナノレベル欠陥、水素や軽元素の計測を可能

にする。 

陽電子ビームの大気中への取り出しに成功した点は大きな進歩であり、また、時間分解超高速分光計測

は多くの分野における過渡現象を解明する手段として期待できる。この技術による次世代太陽電池材料の

解析・評価研究は時宜を得たテーマであり、色素増感太陽電池の性能向上へ有用な情報を提供できる可能性

のあるものとして評価できる。 

一方、各サブテーマのアウトプットは極めて先端的で興味を持てる反面、分析技術としてのアウトカム

が概念的で、道筋が見えにくい。広く応用の可能性を調査する手立てが必要で、全体を俯瞰した統合的な

戦略を検討する必要がある。また、今ある技術シーズの研究開発を行うだけでなく、どのような技術が将

来必要とされるか、定期的に見直しをすることが必要である。 

今後、より積極的に開発した技術を産業界にアピールし、資金提供型の共同研究などが活発に行われ、

資金的、人材的な資源確保に繋がることを期待する。例えば、これまで軽元素の分析ができないことはＸ

線分析の欠点だったが、新しい計測・分析手法が見いだされつつあることは朗報であり、ガスや液体分離膜

などの高機能薄膜の評価技術など、我が国の産業発展に大いに貢献できると期待される。また、計算科学

的手法の高度化や、複数マップ情報間の２次元相関解析を重視するのは当を得ており、統合的な解析技術

の開発をさらに推進する必要がある。 

 

［ユニット戦略課題３］インフラ診断技術の開発 

既に映像化超音波探傷、ＦＢＧ（ファイバ・ブラッグ・グレーティング）光ファイバセンサーによる振動検

出、及び小型Ｘ線源作製技術について基本的な特許は取得しているが、実用化に至るには現場適用に適し

た更なる技術改良が必要であり、その改良に向けて企業とともに橋渡し研究を進めている。２０１１年から

デジタルカメラを利用した高精度変位計測に関する研究を開始し、インフラ診断技術への展開を図ってい

る。 

ハンディＸ線源の応用を考えるコンソーシアムを組織したことや、超音波可視化探傷装置の技術移転ベ

ンチャーが立ち上がっていること、及び宇宙航空研究開発機構や物質・材料研究機構などの主要関連機関と

連携して研究を促進していることは評価できる。また、原発事故を受けて開発したポケットサイズの超小

型放射線計測機器は、当研究ユニットの技術力を生かした素早い社会貢献として高く評価できる。 

一方、従来技術の改良・利用が目立ち、オリジナル技術が少ないように思われる。超音波やＸ線技術など

の先鋭化をもっと意識する必要がある。また、映像化超音波探傷技術やサンプリングモアレ変位計測技術

の解析で、画像処理技術を活用しているが、最先端の画像処理技術取り入れのためには画像グループとの

連携が必要で、より多くのグループと連携してフィールドテストを行い、検査機器メーカーやプラントメー

カーへ有用性をアピールする必要がある。 

今後、どこで誰がどのように使うのか、よりコンセプトを明確にして開発に取り組むとともに、それら

の技術を引き継ぎ、製品化する企業を探して速やかに技術移転を行い、優れた開発技術成果を埋もれさせ

ない努力が必要である。個別的には、宇宙構造物や風力発電装置などの構造物健全性のモニタリングは重

要なテーマで、ニーズは間違いなく膨むと予想される。また、超音波、Ｘ線、変位計測のいずれも有望で、

製品として今後どうするのかを検討しつつ、さらなる高みを目指すことが望まれる。 

 

［ユニット戦略課題４］材料評価のための先端計測及び分析機器開発 

ユニット戦略課題１、２、３で開発し、計測装置としてシステム化されたものを、ナノテクノロジープラッ

トフォーム事業にて共用公開する。産総研の組織としては、先端機器共用イノベーションプラットフォー
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ム（ＩＢＥＣ）の先端ナノ計測施設（ＡＮＣＦ）と位置付ける。市販の計測分析装置では対応できない課題の解

決にチャレンジする。また、ユーザーニーズに対応した装置の改良を行って先端計測分析装置の完成度を

高め、事業化可能なものを分析機器産業界に技術移転する。 

最先端の装置を公開して同時にニーズ把握と改良を行い、装置実用化に向けて努力をしており、これら

装置公開の実績が挙がってきている。装置ユーザーの中での企業の割合は、企業ニーズへの対応の程度を

示す重要な指標であり、またオンリーワン機器も散見され、公開する意義は大きい。 

一方、人手の面での制約などから、中小企業やベンチャーに広く門戸を開いて機器の利活用を促すよう

にはなっていない。産総研は中小・ベンチャー企業の指南役の機能も求められており、対応を検討する必要

がある。また、高度利用を継続的に可能とするため、必要な人材の配置が望まれる。 

今後とも装置公開は他分野の研究者や企業研究者と情報交流をする良い機会であり、継続する必要があ

る。また、ユーザーニーズに基づく機器の改良を進めると同時に、適切な経済性で提供できるような工夫

も、機器メーカーと共に進める必要がある。機器メーカーや材料、加工メーカーにどのようにアピールし

ていくのか、例えば産総研メールマガジンでの詳解やユーザーズミーティングなども積極的に仕掛けるなど、

一層の展開が望まれる。 

 

［ユニット戦略課題５］物質の分析・評価技術の開発と標準化 

性能・安全性等に関する評価技術を開発し、その標準化・民間移転に取り組むことによって、民間による

規格への適合性評価機能の強化に貢献する。また、評価技術の開発に必要となる標準試料・物質の開発、デー

タベースの拡充にも取り組む。ユニット戦略課題４において公開している先端分析装置の標準化により普

及を促進する。 

ＩＳＯへの提案、ＪＩＳへの規格化に取り組んでいる点は評価できる。また、固体ＮＭＲと内殻電子分光とい

った基礎固体物性に関わる特徴的な各種データベース整備も着実な進展が見られ、各方面で有効活用され

ていること、原子間力顕微鏡関係の標準試料作成やその技術移転なども評価できる。 

一方、標準の重要性が高まっているなか、その意義を明確にし、より高いハードルにチャレンジする必

要がある。例えば、標準化に取り組み難い生体関連系への計測手段などにも視点を向けるべきである。た

だし、標準化には長期間の継続的な関わりが不可欠で、それらの労力が個人のボランティア的な活動にな

らないよう適切な対応が必要である。 

今後は、ＩＳＯやＩＥＣの場で日本が新たなＷＧ設立を提案してコンビーナに就任できるように努力する必要

がある。その際、単に１件のプロジェクトリーダーとなるだけでなく、研究ユニットの先端技術をまとめ

て複数の標準化が見込める分野を提案して、日本がコンビーナをとるように進めることが望ましい。また、

データベースは広く利用されることによりさらに充実していく要素もあるので、公開した後の反響につい

ても継続的にウォッチし、よりよいものへ仕上げる努力が必要である。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

産業界をはじめとする外部との連携の一環としてコンソーシアムを設けていることやオンリーワンの先

端計測技術と機器を保有し、公開して計測分野の発展に寄与していることは、イノベーション推進への取

り組みとして好ましく、評価できる。また、当該研究ユニットの開発した技術を取り入れた標準規格の制

定が着実に進展していることや、震災復興に向けて超小型放射線量計を短期日で開発したことなどは、常

に高い技術力を維持している証左であり、評価できる。 

一方、コンソーシアム等は、所属する研究者の質と量から見て、研究者の数が十分とは言えず、コンソー

シアムの運営に専門スタッフを割り当てるなどして、充実・強化する必要がある。また、中部センターグルー

プの存在価値が明確ではない。見せ方をもう少し工夫するとともに、産業基盤がある中部地方における地

域貢献について一層の努力を図る必要がある。各ユニット戦略課題において、死の谷を乗り越えつつある

ことは評価するが、製品化されて世に出ない限り、最終的なアウトカムには結び付かないことに留意して

製品化を目指す必要がある。 

今後、コンソーシアム活動や機器公開を通じた開発機器の周知と他分野の研究者との交流によるニーズ

把握、さらに海外研究機関とは人的交流などをより一層発展させ、開発した技術のグローバル展開が図ら

れることを期待する。また、技術の伝承等についても今後重要な問題となることから、人材育成とともに

対応策を講じ、さらなる発展を期待したい。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

提案制度が実行され、若手研究者が自分で提案してボトムアップで研究ができる体制を作り、共同研究

への発展や科研費の採択率上昇など、外部資金獲得にも成果を挙げている点は評価できる。また、世界で
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ここにしかない先端計測技術をもってＴＩＡ-ｎａｎｏへ参加することは、これまで以上に広く科学技術分野の発

展に寄与することになると期待できる。この他にも、科研費への応募書類の査読や、１ヶ月毎の活動報告、

萌芽的テーマ予算への配分など、地道にユニット運営に努力していることは評価できる。 

一方、計測器に組み込まれるソフト関連の研究が人員不足などから中止となっているが、ソフト関連分

野への注力が必要である。また、研究で開発された特殊な装置には開発者だけが知っているノウハウが組

み入れられており、誰もが使いこなせる訳ではないので、知財も勘案しながら、汎用品としての使いやす

さを目指す必要がある。また、論文そのままのような難解な説明文が散見されるので、多くのユーザーに

興味を抱かせるような情報発信が必要である。 

今後は、公開した計測技術だけでなく、幅広く情報交換して、新しいニーズをつかむ努力が求められる。

また、論文や技術移転だけに留まらず、日本を代表する研究所として引き続き挑戦的な研究課題にも取り

組み、日本国内だけでなく国際的な連携・共同研究等も進めることを期待する。人材育成は非常に難しいが、

重要なポイントであり、研究ユニット内の後進の人材育成にも取り組むとともに、現場の研究者が疲弊し

ないよう、適切な人材配置と運営がなされるよう心掛ける必要がある。 

 

５．評点一覧 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ 評点

ユニット戦略課題１ 有機・生体関連ナノ物質の状態計測技術の開発 ２ Ａ Ｂ Ａ ＡＡ ＡＡ ＡＡ ４．３

ユニット戦略課題２
ナノ材料プロセスにおける構造及び機能計測並びにその
統合的な解析技術の開発

１ Ａ Ｂ ＡＡ／Ａ ＡＡ ＡＡ／Ａ ＡＡ ４．３

ユニット戦略課題３ インフラ診断技術の開発 １ Ａ／Ｂ Ｂ Ａ ＡＡ Ａ／Ｂ Ａ ３．８

ユニット戦略課題４ 材料評価のための先端計測及び分析機器開発 ２ ＡＡ／Ａ Ｂ／Ｃ ＡＡ／Ａ ＡＡ Ａ／Ｂ Ａ ４．０

ユニット戦略課題５ 物質の分析・評価技術の開発と標準化 １ Ａ Ｂ Ａ ＡＡ／Ａ Ａ／Ｂ Ａ ３．８

戦略課題総合点 ４．１

イノベーション推進への取り組み Ａ Ｂ／Ｃ Ａ ＡＡ Ａ ＡＡ／Ａ ４．０

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ／Ｂ Ａ／Ｂ ３．５

イノベーション推進への取り組み ＡＡ／Ａ ＡＡ ４．８

ユニット運営の取り組み Ａ Ａ ４．０

総合評点 ４．０
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３‐１‐２８ 地圏資源環境研究部門 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

社会生活の改善と向上を図り人類の持続可能な発展に貢献するため、地圏環境の場と機能の利用と保全

及び地圏に存在する天然資源の持続的かつ安定的な供給の実現にむけた研究開発と知的基盤整備を行う。

そのなかで、地質分野における基盤的研究に基づいて、主として国の政策に対応した研究開発を行い、他

分野との融合研究を推進する。 

 

第３期中期計画課題 

・ 別表２-１-（２）-①「都市域及び沿岸域の地質調査研究と地質情報及び環境情報の整備」 

・ 別表２-２-（１）-①「土壌汚染評価技術の開発」 

・ 別表２-２-（１）-②「二酸化炭素地中貯留評価技術の開発」（Ⅰ-６-（６）-③へ再掲） 

・ 別表２-２-（１）-③「地層処分にかかわる評価技術の開発」 

・ 別表２-２-（２）-①「鉱物及び燃料資源のポテンシャル評価」（Ⅰ-３-（３）-③へ一部再掲） 

・ 別表２-２-（２）-②「地下水及び地熱資源のポテンシャル評価」（Ⅰ-１-（２）-③へ一部再掲） 

・ 別表２-４-（１）-②「地質情報の普及」 

・ 別表２-４-（２）-①「緊急地質調査、研究の実施」 

・ 別表２-５-（１）-①「国際研究協力の強化、推進」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

地圏環境の場と機能の利用と保全及び地圏に存在する天然資源の持続的かつ安定的な供給を目標として、

土壌汚染の評価、二酸化炭素の地中貯留評価、高レベル放射性廃棄物の地層処分にかかる評価、鉱物・燃料

資源ポテンシャル評価、地下水・地熱資源ポテンシャル評価に関する技術開発を実施している。また、これ

らの成果を知的基盤情報として整備している。 

ＣＯ２削減、レアメタル高騰、油価高騰などの社会情勢に対応したユニット戦略課題を設定し、東日本大

震災後の再生可能エネルギー開発への取り組みも強化している。また、中立的な立場から中長期的国策プ

ロジェクトに参画し、産総研内の他の研究ユニット、国内の研究機関、大学、民間企業、自治体との連携

を図っている。 

一方、分野内はもとより産総研内の他分野との連携と人材交流を一層促進することが必要である。また、

国際誌や国際学会等での発表を通じて、さらなる成果の発信が望まれる。 

今後、多様な専門分野の研究者を擁する中立的立場の研究機関のメリットを活かして異分野との連携を

強化し、新たな技術開発の展開を期待する。また、共同研究などの海外との連携及び対象地域の拡大によ

って国際競争力を増強し、日本発の技術が国内のみならず海外での資源開発や環境保全に貢献することを

期待する。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］土壌汚染評価技術の開発 

土壌汚染に起因するリスクの評価技術と対策技術の開発・検証、及びその普及により、人間の生活環境内

における環境汚染リスクを低減し、安全・安心な社会の構築に寄与することを目標としている。また、土壌

汚染リスクの調査及び対策技術の開発により震災復興を支援している。 

地圏環境リスク評価システムであるＧＥＲＡＳ-３は標準的な手法として認知され、民間事業所におけるリ

スク管理への利用が進んでいる。また、土壌汚染評価技術を活用して、震災復興支援のため津波堆積物の

環境リスク評価、放射性セシウムの河川水域調査、土壌調査などに成果を挙げている。 

一方、我が国においてリスク評価を定着させるためには、具体的な目標を設定した研究の推進が求めら

れる。セシウムの調査は様々な機関で行われているため、情報を得る側も混乱していることから、広く情

報共有と役割分担を行う必要がある。また、表層土壌の地球化学調査は重要であるので、早期に全国を網

羅できる体制の構築が望まれる。 

今後は、土壌汚染評価手法について経済リスクの分析や生態系モデルの開発に着手し、統合化リスク管

理手法を確立することを期待する。また、除染作業で発生する大量の低レベル廃棄物の中間貯蔵施設につ

いて、除染、保管、輸送などの経済的負担も加味した総合的なリスク評価に取り組むことを期待する。 
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［ユニット戦略課題２］二酸化炭素地中貯留評価技術の開発 

地球温暖化対策として重要な二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）技術に関して、長期的なＣＯ２挙動の解明、

地中貯留の実施における安全性評価に必要な貯留メカニズムの解明、モニタリング及びモデリング技術の

開発等基盤技術の研究開発を重点的に推進している。 

貯留層内でのＣＯ２の挙動や弾性波と電磁気的な方法を合わせたモニタリング手法については、国内唯一

の高度な技術を有しており、国際誌への公表や国際学会での発表も多数行われている。また、日本の地質

の特徴に応じて、沿岸域を研究対象として砂泥互層や断層の評価技術に重点をおいた研究方針も適切であ

る。 

一方、弾性波補完モニタリングは、技術的に広範な展開が期待できる課題であるので、他の研究機関や

企業との連携拡大を図ることが必要である。また、研究ユニットの国際的な優位性をアピールし、積極的

な情報発信が必要であり、学会発表に加えてマスコミ報道などを活用した一般社会へのアピールも増大さ

せる必要がある。 

今後、国が実施するＣＣＳ大規模実証実験に参加し、研究ユニットのモニタリングやセンシングの基礎技

術が一層向上することを期待する。その際、海外の先端的機関との連携を深め、中核機関の立場として研

究を推進することが望まれる。 

 

［ユニット戦略課題３］地層処分にかかわる評価技術の開発 

本ユニット戦略課題は資源エネルギー庁の計画に合致した研究開発であり、高レベル放射性廃棄物地層

処分事業に資するため、処分場候補地の地質構造・断層評価技術の開発、地下水流動の総合評価技術の開発、

及び沿岸域地質／地下水に係るデータベースの整備を実施している。 

地層処分に係る評価技術について、沿岸域の塩淡境界に関する水文学的研究や世界初の試みの浅海域用

電磁探査技術などの先駆的な研究を進めている。また、福島の地下水分布・流動の把握について、長年蓄え

られてきた地質情報に基づいて迅速に地下モデルの構築を行った。 

一方、地層処分に関する研究機関との意見交換では、研究実施前だけでなく実施後にも成果を融合する

ための議論が望まれる。また海底電磁探査装置や帯水層データベースの開発は、二酸化炭素の地中貯留な

どの他の課題にも適用できる基盤的技術であるので、外部資金の有無に左右されない安定した技術開発が

望まれる。 

今後、地層処分の評価技術については、公的研究機関として科学的な観点から着実な技術開発と施策側

への適切な提言・助言を期待する。また浅海用電磁探査など物理探査に関する技術は、地層処分に係る地質

学的解釈だけでなく、二酸化炭素地層貯留や地下水ポテンシャル評価との相互利用や連携に期待する。 

 

［ユニット戦略課題４］鉱物・燃料資源のポテンシャル評価 

喫緊の課題であるレアアースを中心とするレアメタル等の金属鉱物資源、ベントナイト等の非金属鉱物

資源、水溶性天然ガス、メタンハイドレートなどの燃料地下資源について、我が国及び世界各地における

資源ポテンシャル評価及び資源化のための特性解明と実用化に向けた研究を実施している。 

レアメタルなどの資源評価や採取技術の開発を進めており、多数の国際誌論文が公表され、成果を挙げ

ている。ハスクレイを用いたＣＯ２回収と園芸作物への活用はＣＯ２削減と収穫増の両方を実現できる技術で

ある。また、微生物研究が、枯渇油田の天然ガス再生やＣＣＳに貢献する可能性を示すことができた。 

一方、レアメタル鉱床資源ポテンシャル評価については成果の創出が急務であるので、ポテンシャルマッ

プの完成予定を明示することが必要である。また、研究者の数などの研究資源も限られていることから、

研究課題の選定も必要である。 

世界的に未だ探鉱余地のあるガス資源、水溶性ガス田、メタンハイドレートに関しては、当研究ユニッ

トの知見・技術による海外ガス資源の探鉱開発と権益取得への貢献が期待される。また、エネルギー資源の

増産に寄与する可能性のある地下微生物の研究などの強化が望まれる。 

 

［ユニット戦略課題５］地下水・地熱資源のポテンシャル評価 

我が国の水資源確保・安定供給の観点から地下水資源ポテンシャル評価に関する研究、及び再生可能エネ

ルギーの利用拡大のための地熱資源ポテンシャル評価に関する研究を行っている。また、今後新規に整備

される産総研の福島新拠点において、地熱・地中熱利用に関する研究体制の整備を進めている。 

水文環境図や地下水資源ポテンシャルについては、新しいコンセプトの情報収集やデータベースによる

発信が行われている。地熱資源のための観測・解析・モデリング技術や資源評価技術は技術的優位性が保た

れている。再生可能エネルギー開発の社会ニーズに迅速に対応し、地熱・地下水利用に取り組んでいる。 

一方、地下水流動シミュレーションに関する産総研の優位性を明示し、地下水資源などの産業利用実現
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への橋渡しの検討が求められる。また、国際的位置付けについてのアピールも望まれる。地熱資源量評価

については高温・中温・低温熱水資源量の評価のみならず、高温岩体資源などの再評価も併せて行う必要が

ある。 

今後、地下水汚染リスク評価などの影響予測により、安心して使える水資源の確保に関して震災復興に

貢献することを期待する。また、地熱発電は温泉との共存が重要な課題であるので、当研究ユニットの適

切なモニタリングと生産管理に関する技術開発を期待する。地中熱については地域を拡大し、積極的なポ

テンシャルマップの作成の促進が望まれる。 

 

［ユニット戦略課題６］地圏の資源環境に関する知的基盤の構築 

地圏における物質循環を中心とした資源及び環境に関する調査研究に基づき、土壌汚染、地熱資源、鉱

物資源、燃料資源等に関する知的基盤的情報を整備するとともに、データベース構築、地圏資源環境に関

する地球科学図を作成し、産業界、政府自治体、一般社会が必要とする情報を提供する。 

全国堆積層データベース、地熱資源情報データベース、鉱物資源図、燃料資源図など、多岐にわたる情

報を社会に提示しており、ホームページを通じた公表により利用が年々容易になってきている。また、ＣＣ

ＯＰ（東・東南アジア地球科学計画調整委員会）等を通じて、東・東南アジア地域の水資源、地熱資源、鉱物

資源等の地球科学情報のとりまとめに貢献している。 

データベースのフォーマット統一やＧＩＳ化は急務であり、オリジナルデータに関してはその位置とデー

タの属性などをトレーサブルにする必要がある。また、成果物（各種マップなど）の産業界や一般へのア

ピールを積極的に行い、各種学会や学術的なイベントなどでの宣伝をはじめ、ホームページなどでの公表

を進めてほしい。 

我が国の地圏環境・資源に関する各種地球科学図の出版やデータベースについては今後とも着実な進捗

を図り、使いやすい形式での提供を期待する。また資源ポテンシャルマップや土壌汚染リスク情報は、地

権者の利害関係等の問題はあるが、中立機関である産総研として科学的で信頼される評価結果の公開を期

待する。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

土壌汚染リスク評価技術は自治体や民間企業への普及が進められており、レアメタル研究は民間企業等

の資源探査に貢献している。地熱・地中熱、二酸化炭素地中貯留評価、地下水資源にかかる研究も地圏の資

源・環境に関する基盤情報の整備・普及に貢献している。ポスドクの指導や、企業との連携を実施している。

シンポジウム、一般公開、地質情報展、産技連などを通じて他研究ユニットとも連携して、成果の広報に

努めている。 

一方、人員構成を見ると海外の研究者の割合が少なく、積極的な海外への職員派遣や海外の研究者との

連携強化が求められる。各研究グループの年齢構成を考慮しつつ、積み上げた技術や知識が途切れること

のないよう、特に世代を越えた連携と人材の強化に関する努力が望まれる。学会や学術イベント、ホーム

ページなどを利用して、産業界や一般に対して各種マップなどの成果をもっとアピールすることが必要で

ある。 

今後も地質調査総合センターの機能を活用した成果普及と国際研究協力を進め、テレビや新聞、ホーム

ページなどのメディアを利用した広報活動を強化することにより、研究成果が一般にも認知されることを

期待する。また、福島新拠点における地熱・地中熱の開発システムに向けた展開を期待する。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

外部資金獲得に積極的に取り組み、経済産業省のみならず環境省など関連省庁や民間の資金を獲得して

いる。内部の人材育成については、部門競争グラントの実施や個人の能力を生かした挑戦課題の推進を図

り、意欲の向上を図っている。地質関連研究ユニットとの連携や、産総研他分野との連携も推進している。 

一方、融合研究については、具体的にどのように連携・分担しているかを明示する必要がある。公的研究

機関として、関連省庁に対して、国としての地下資源の確保について科学的根拠に基づく提言や助言をよ

り精力的に行うことが求められる。 

今後、資源、環境、ＣＯ２削減などで国際競争力を維持増強し、日本発の技術・知見に基づく海外への展開

を目指すために、研究者、特に若手の長期海外派遣の推進に期待する。また、放射能汚染対策及び東北の

復興においてさらに存在感を高めることを期待する。 
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５．評点一覧 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ 評点

ユニット戦略課題１ 土壌汚染評価技術の開発 ２ Ａ／Ｂ Ａ ＡＡ Ａ Ａ Ａ ４．１

ユニット戦略課題２ 二酸化炭素地中貯留評価技術の開発 １ Ａ／Ｂ Ａ／Ｂ Ａ Ａ Ａ／Ｂ Ａ ３．８

ユニット戦略課題３ 地層処分にかかわる評価技術の開発 １ Ａ Ａ／Ｂ Ａ Ａ／Ｂ Ａ Ａ／Ｂ ３．８

ユニット戦略課題４ 鉱物・燃料資源のポテンシャル評価 １ Ａ Ａ／Ｂ Ａ ＡＡ／Ａ Ａ／Ｂ Ａ ３．９

ユニット戦略課題５ 地下水・地熱資源のポテンシャル評価 １ Ａ Ａ Ａ Ａ／Ｂ ＡＡ／Ａ Ａ／Ｂ ３．９

ユニット戦略課題６ 地圏の資源環境に関する知的基盤の構築 ２ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ ３．８

戦略課題総合点 ３．９

イノベーション推進への取り組み Ａ／Ｂ Ａ／Ｂ Ａ Ａ／Ｂ Ａ／Ｂ Ａ ３．７

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ／Ｂ Ａ／Ｂ ３．５

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ ４．０

ユニット運営の取り組み Ａ Ａ／Ｂ ３．８

総合評点 ３．８
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３‐１‐２９ 地質情報研究部門 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

公的機関が担うべき「地質の調査」を行い、日本の国土及び周辺海域を対象として地質学的な実態を明

らかにし、陸域・海域の地質情報を国の知的基盤として整備するとともに、その科学的根拠に基づいて、国

土の利用と地球環境への影響評価及び火山等の地質災害軽減のための将来予測に資する地質情報を社会に

提供する。 

 

第３期中期計画課題 

・ 別表２-１-（１）-①「陸域の地質調査と地質情報の整備」 

・ 別表２-１-（１）-②「海域の地質調査と海洋地質情報の整備」 

・ 別表２-１-（１）-③「地球科学基本図等の高精度化」 

・ 別表２-１-（２）-①「都市域及び沿岸域の地質調査研究と地質情報及び環境情報の整備」 

・ 別表２-１-（３）-①「衛星画像情報及び地質情報の統合化データベースの整備」（Ⅳ-２-（２）-①へ再掲） 

・ 別表２-２-（２）-①「鉱物及び燃料資源のポテンシャル評価」（Ⅰ-３-（３）-③へ一部再掲） 

・ 別表２-２-（３）-①「地質現象の長期変動に関する影響評価技術の開発」 

・ 別表２-２-（３）-②「地質環境の隔離性能に関する評価技術の開発」 

・ 別表２-３-（２）-①「火山噴火推移予測の高精度化」 

・ 別表２-４-（１）-②「地質情報の普及」 

・ 別表２-４-（２）-①「緊急地質調査、研究の実施」 

・ 別表２-５-（１）-①「国際研究協力の強化、推進」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

最新の地質情報を整備し、その科学的根拠に基づいて地球の過去・現在を知り、地質情報を国の知的基盤

として整備することを目標とする。このため、地質情報の調査・解析技術を高度化し、社会ニーズに対応し

た整備・統合・利用を推進する。 

地質の調査を行う日本で唯一のナショナルセンターとして、陸域・海域・沿岸域・平野域の地質調査を着実

に行い、その成果を図幅として出版し、データベースの整備と更新を随時行っている。特に２０万分の１の

地質図の全国完備及び更新は知的基盤として最も重要であり、評価できる。さらに、国連大陸棚限界委員

会において、我が国の大陸棚延伸認可に貢献したことは高く評価できる。 

一方、アウトカムに関して、どのようなニーズ調査からこれらの目標が立てられたのか不明確で、限ら

れた期間・リソースの中から具体的な到達点を明確に示す必要がある。また、ユニット戦略課題毎の研究人

員や、本来業務である知的基盤情報の整備と先端的研究とのバランスにも留意が必要である。 

今後は、我が国唯一の地質調査を継続的に実施している公的な中立機関として、知的基盤としての地質

情報整備を加速化し、国土の防災・減災に関する政策提言なども含めた積極的な情報発信と、我が国におけ

る地質調査技術の継承や若手研究者の育成などにおいて、一層の活躍と発展を期待する。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］陸域・海域の地質調査および地球科学基本図の高精度化 

国の知的基盤整備計画に基づき国土の地球科学的実態を解明し、地質図・地球物理図・地球化学図などの

地球科学基本図を体系的に整備して社会に提供する。また、海底地質・地球物理・堆積物に関する基礎情報

を取得し、海洋地質図として提供する。さらに沿岸域における活断層評価の高度化のため、地質図の空白

域である都市域及び沿岸域の地質について調査研究を進める。 

限られたリソースの中で、かつ東日本大震災で被災しながらも、陸域・海域・沿岸域の各種地質図・地球科

学図を、計画通り着実に整備・出版している。特に、５万分の１及び２０万分の１地質図幅、２０万分の１日本

シームレス地質図のそれぞれの用途を明確にし、体系的整備が行われている点や、ボーリングデータの処

理解析システムの開発により、地下地質構造の可視化を達成していることは評価できる。 

一方、高精度化を行う対象に関し、広くニーズを把握し、様々なコミュニティーと議論・調整を行う必要

がある。また、地質図の品質管理及びトレーサビリティの観点から、発行から長期間経過した図幅につい

ても、ルートマップや野帳などの保管整備と電子化に取り組む必要がある。さらに、地質の調査業務を維

持・推進するための人材育成を含む長期的な体制構築が必要である。 

５万分の１地質図幅は国土の基本情報として重要であり、今後とも継続した整備活動が望まれる。また海
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洋研究については、地質を基本にして資源・環境・防災を統合したシナリオのもと、他機関との連携を活用

して推進していくことを期待する。 

 

［ユニット戦略課題２］衛星画像情報および地質情報の統合化 

衛星情報やシームレス化・デジタル化されたさまざまな地質情報を統合することによって、新たな視点の

地質情報を得ることを目的として研究を実施する。 

２０万分の１シームレス地質図というツールを開発して防災情報などとの重ね合わせを可能とし、地質情

報を専門家以外にも分かりやすい形で公開し、地質情報の重要性に関する社会認識の向上に大きく貢献し

た。さらに衛星などから取得した膨大なデータを戦略的に統合してデータベース化する事により、新たな

イノベーションの創生に向けた基盤情報を提供しており、社会の安全・安心へ大きく貢献している。 

一方、衛星画像情報として整備している高性能光学センサーからの時系列情報が、「地質情報との統合化」

の中でどのように位置付けられるのか、明確にする必要がある。また、海洋地質図との関連が不連続であ

り、この点に関する改善も検討する必要がある。 

今後はアウトソーシングなども十分に活用し、調査研究を十分に行う事ができるような環境整備が望ま

れる。地質調査情報センターが中核となって情報分野とも連携し、ＧＥＯＧｒｉｄ課題を推進していくことが期

待される。また、近年露頭状況により地質調査は次第に困難になりつつあるため、アーカイブ手法を確立

し、地質図系データバンクを充実させる必要がある。 

 

［ユニット戦略課題３］陸域の鉱物資源のポテンシャル評価 

微小領域分析・同位体分析手法などを開発し、レアメタル等鉱物資源の成因解明に基づく新しい鉱床探査

法を開発し、国の緊急課題である「レアメタルの長期的安定供給」に資する地質情報を創出する。 

陸域の鉱物資源のポテンシャル評価、中でもレアメタル等鉱物資源の長期的安定供給に資する地質情報

は、国として整備すべき重要な課題であり、レアメタルの存在形態の解明や有用金属の抽出技術を確立し、

新たな資源開発の流れを作ったことは評価できる。 

一方、基礎研究とアウトカムとの関連性が分かりにくい。低品位鉱からのレアメタルの回収は、ナノ粒

子を現実的に回収できるのかがキーポイントで、この点をロードマップ上で明確に示す必要がある。 

今後、学術的成果が地圏資源環境部門との連携に有効に作用し、さらに資源政策にも反映されることを

期待する。また、低品位鉱処理技術の開発やレアアース以外の主要金属資源の開発に関する調査・研究も重

要で、スタッフの充実により資源調査の技術者養成と技術の継承が確実に行われることを期待したい。 

 

［ユニット戦略課題４］放射性廃棄物地層処分の安全規制の支援研究 

高レベル放射性廃棄物の地層処分事業に対する国の規制行政を支援する目的で、将来の安全審査に向け

た基本的考え方のとりまとめを行うべく、必要となる自然事象や地下水流動に関する調査・評価手法の構築

及びその適用性の確認や不確実性を低減するための手法の整備を行う。 

国の高レベル放射性廃棄物の地層処分事業に対する基本的考え方のとりまとめのため、地層処分に必要

な地球科学的知見を一つの組織で網羅的に整備し、着実に質の高い成果を挙げていることは評価できる。 

しかしながら、基礎的研究がどのように国の行う評価作業に生かされるのか、その具体的展開が見えな

い。また、得られた成果やデータが、委託終了後データベースなどからどの様に公表されるか明確に示さ

れていない。国民の関心事であり、経済活動に対する影響が大きい課題であるので、国の機関として独自

予算で進めるという側面も含めて検討する必要がある。 

今後、地層処分のみならず、火山噴火などの自然事象や地下水流動に関する調査、評価手法の構築、及

びデータベース化などは、広く国土の安全を保証する上で重要なテーマと考えられることから、ナショナ

ルセンターとして、他機関との役割分担・研究連携を明確にした上で、地層処分を含めた安全性評価研究の

中心的役割を積極的に果たすことを期待する。 

 

［ユニット戦略課題５］火山噴火推移予測の高度化 

火山噴火による災害を最小限にして、安全で安心な社会を実現するためには、火山噴火の予知、火山活

動推移を予測することが重要である。このため、火山地質図作成などの活火山や噴火現象に関する地質情

報に関する知的基盤の構築を担うとともに、噴火の準備過程と噴火過程の実態解明、及び噴火推移の支配

要因の解明を目的とした研究を進めている。 

日本の火山の地質を網羅的に研究し、その成果を火山地質図やデータベースの形で公表している点は評

価できる。特に新燃岳など、火山噴火に関する緊急調査を行い、火山灰観察手法を気象庁に技術移転した

など、社会に貢献している点は高く評価できる。 
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一方、数百年～数千年に一度というような低頻度巨大火山噴火は、火山地質学的な手法でのみ明らかに

できる現象である。この課題に対して網羅的に対応できる研究ユニットとしての自負を持って、国・地方自

治体・地域住民に対して正確で的確な情報を発信することが望まれる。そのため、火山噴火推移が社会へ与

える影響を具体的に検討し、どのようなパラメーターがどの程度の精度や範囲で得られているかを明確に

し、全国火山データベースの完成を急ぐ必要がある。 

今後は、大学附置研究所などの他研究機関が収集したデータを含めて解析し、大規模災害がどの様な過

程で生じるのかを明らかにするとともに、火山噴火予測や活動の推移に関する一般化を行い、日本の火山

の噴火シナリオを網羅的に情報発信できる、火山地質ナショナルセンターとなることが期待される。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

当研究部門の長年の研究成果を基に「大陸棚画定調査」で中心的な役割を担い、我が国の大陸棚延伸に

貢献したことは特記すべき成果として高く評価できる。アジアでの共同研究も順調に進展しており、積極

的に外部との連携を実施している。地質図をはじめ多くの成果を標準化やフォーマット統一により、使い

やすく、利用しやすい形で情報発信を行っているほか、地質関係の人材育成に努め、地質地盤情報に関す

る合同研究会やシンポジウムを開催し、イノベーションハブとして機能していることなども評価できる。 

しかしながら、統合した地質情報のアウトカムが漠然としており、ニーズに対するアウトプット及びア

ウトカムにどの様に役立つのかを明示する必要がある。また、地質図や地球科学図のデータの質・精度と限

界など、利用者に誤解を生じないように伝える工夫が必要である。 

今後は、鉱物資源の安定確保のために、アジア・アフリカとの連携を強め、国際的リーダーシップの一層

の発揮を期待したい。また、「地質の調査」におけるナショナルセンターの重要なミッションとして、我が

国における地質調査技術の推進と技術の継承・普及活動及び人材育成のため、学協会、民間、大学などとの

さらなる連携の強化が望まれる。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

研究グループをベースにした基礎・萌芽研究と、グループ横断的なプロジェクト研究によるマトリック

ス方式により、効率的な研究部門の運営を行っている。公的機関が担うべき「地質の調査」の基幹組織と

して、国土及び周辺海域の地質に関する知的基盤の整備と情報発信の中核的役割を果たしており、高く評

価できる。また、ＧＥＯＧｒｉｄプロジェクトについて、シームレス地質図の公表や体制整備により、地質の重

要性を示すことができたことなども、着実なユニット運営の成果として評価できる。 

一方、これまで野外調査技術者は大学での長期野外調査の中で育成されていたが、大学では次第に地質

関係の学生が減少している現実があり、当研究部門の重要性が増している。学会などの場で優秀な新人の

発掘など、人材獲得に向けたより積極的な活動が望まれる。 

地質調査と地質図を含む地球科学基本図の高精度化は当研究部門の主要な柱であり、今後とも継続的な

重点整備と、地質調査情報センターを中核とするより一層の地質分野全体の連携活動が必要である。また、

人材育成については、大学・企業・行政機関（国・自治体）との相互連携が重要であり、ナショナルセンター

として他機関との連携を図りつつ、人材育成にも積極的に関与することを期待する。 

 

５．評点一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ 評点

ユニット戦略課題１ 陸域・海域の地質調査および地球科学基本図の高精度化 ２ Ａ ＡＡ／Ａ Ａ Ａ ＡＡ／Ａ ４．２

ユニット戦略課題２ 衛星画像情報および地質情報の統合化 １ Ａ ＡＡ／Ａ ＡＡ／Ａ Ａ／Ｂ ＡＡ／Ａ ４．２

ユニット戦略課題３ 陸域の鉱物資源のポテンシャル評価 １ Ａ／Ｂ Ａ Ａ／Ｂ Ａ Ａ／Ｂ ３．７

ユニット戦略課題４ 放射性廃棄物地層処分の安全規制の支援研究 １ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ ３．８

ユニット戦略課題５ 火山噴火推移予測の高度化 １ Ｂ Ａ Ａ／Ｂ Ａ Ａ／Ｂ ３．６

戦略課題総合点 ４．０

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ Ａ／Ｂ Ａ Ａ ３．９

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ Ａ／Ｂ ３．８

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ ４．０

ユニット運営の取り組み Ａ Ａ／Ｂ ３．８

総合評点 ３．９
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３‐１‐３０ 活断層・地震研究センター 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

地震による被害を出来るだけ少なくするため、活断層及びプレート沈み込み境界で発生する地震に関す

る調査研究を通じてその発生履歴やメカニズムを解明し、将来発生する地震の予測及び評価精度を向上さ

せる。また活断層及び地震に関する情報を社会に提供する。 

 

第３期中期計画課題 

・ 別表２-１-（２）-①「都市域及び沿岸域の地質調査研究と地質情報及び環境情報の整備」 

・ 別表２-３-（１）-①「活断層評価及び災害予測手法の高度化」 

・ 別表２-３-（１）-②「海溝型地震及び巨大津波の予測手法の高度化」 

・ 別表２-４-（２）-①「緊急地質調査、研究の実施」 

・ 別表２-５-（１）-①「国際研究協力の強化、推進」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

地震・津波災害の軽減という最終的なアウトカムに向けて、地質学から地球物理学、地震工学など幅広い

専門に基づいて、野外調査・観測で得られる情報から地震・津波を予測するためのモデルの構築及びそのモ

デルの妥当性の野外調査での検証により、地震・津波の予測の信頼性向上を図る。 

地形・地質学と地球物理学の連携により過去の地震・津波の履歴・規模・メカニズムを解明し、将来の地震・

津波の発生場所・規模・時期を予測し、被害をできるだけ軽減するという目標は適切である。また、地質調

査を活かした研究手法は他機関に対して優位であり、研究シナリオでは調査・解析とモデル構築をより的確

にする相乗効果を図っている。東北地方太平洋沖地震では、自らも被害を受けたにもかかわらず、津波を

はじめとする調査を進め、新しい研究成果を得て公表した。 

一方、地震後の地震・津波予測に対する社会からの期待はきわめて大きいことから、社会への情報発信に

ついては、情報のレベルや多様性、相手側のニーズや立場の違いなどを考慮する必要がある。また人材活

用については、産総研内の交流を図り、大学、国の機関・研究機関との協力・協調を進める必要がある。 

地震・津波予測を地形・地質からのアプローチにより科学的に研究することは公的研究機関としてきわめ

て重要な責務であり、今後とも研究の推進に期待する。活断層、地下水、地殻応力などのデータベース構

築は、整備・更新・継続のための体制の検討を行い、その利用促進については、ユーザーの要望を詳細かつ

広範、定期的にリサーチすることが望まれる。また、所内連携などによるリスクコミュニケーション手法

の開発・普及を行い、地震・津波に関連する複合災害（都市災害、インフラ機能損失やエネルギー停止によ

る社会の混乱など）にも的確に対応することを期待する。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］活断層評価及び災害予測手法の高度化 

地形・地質による活断層評価技術と地球物理的な観測・モデリング技術を融合させて、内陸地震の発生場

所・規模・時期・災害の予測精度の向上を目指した研究を実施し、政府の進める活断層調査に継続的に貢献す

るための情報整備を行っている。 

活断層調査について毎年１０数断層の調査を行い、原子力施設の安全審査にも直結する「ずれ」の研究に

も取り組んできた。活断層に関して我が国で最も信頼できるデータベースを構築し、活断層のモデル化に

関して大きな進展をもたらした。また、地震発生シミュレーションや地殻深部・断層深部の研究では、大阪

府を南北に貫く上町断層帯について、地形・地質学的知見と地球物理学的知見の融合による総合評価を行っ

た。 

一方、東北地方太平洋沖地震を受けて活発化が懸念されている内陸活断層について、その活動をより具

体的に明らかにするなど、減災に向けた有効な成果を公表することが求められる。 

活断層の補完調査及び「ゆれ」、「ずれ」の研究など、地震災害防止に貢献できる基礎的かつ実証的な研

究に引き続き期待する。また活断層の再評価が、国の地震調査委員会の評価改訂やその他の機関の防災事

業等に十分に反映されることが望まれる。さらに地震発生予測高度化に関する研究が、住民や行政にわか

りやすいリアリティのある防災対策の提示に資することを期待する。 

 

［ユニット戦略課題２］海溝型地震評価の高度化 

近い将来、確実に発生する東海・東南海・南海地震の数日前予測の研究と、地震・津波規模と長期的予測の
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研究を実施し、地殻変動・地震発生モデルの構築を目指し、また政府の進める海溝型巨大地震の調査・研究

への貢献を視野に入れた研究を実施している。 

地下水観測網の充実とその精度の高さにより、ゆっくりすべりなどの新知見が明らかになり、国の地震

調査委員会・地震防災対策強化地域判定会などでの重要な責務を果たしている。また、津波堆積物による巨

大津波の研究では、当研究センターは日本及び世界のトップに立っており、東北地方太平洋沖地震により

当研究センターの津波堆積物調査の成果の有効性とこれまでの成果が改めて認識された。 

一方、社会やマスコミからの期待と研究成果（科学的根拠）との間に乖離があることを理解し、説明責

任と研究成果のアピールを効果的に行う必要がある。また、高い精度での観測データ蓄積・解析に基づいて、

短期予測が可能になる道筋と、短期予測と長期予測の繋がりをより明示することが望まれる。 

今後、東海・東南海・南海の予測については、過去の情報・科学的根拠を基礎にした実証的な研究を継続し、

短期的な変動から長期的な変動をシームレスに解明することによって、研究成果が将来予測の精度向上と

自治体の具体的な防災対策につながることを期待する。また、古地震・古津波の研究については、民間技術

者も含めた人材の育成、自治体の防災行政や教育の活用にも期待する。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

地震調査研究本部をはじめとする国への貢献は大きく、国の原子力政策にかかる防災にも貢献している。

活断層データベースは最も網羅的で信頼できる情報であり、社会ニーズに応えている。研究成果の出版、

地方自治体への研修・講演なども十分である。自治体や産業界との協働による政策課題への挑戦や共同研究

は、自治体の防災・応急対策体制確立や企業継続計画（ＢＣＰ）に役立つことが期待される。防災科学技術

研究所との共同研究は成果が挙がっており、産総研の保有するデータや研究ポテンシャルの強みが発揮さ

れている。 

一方、活断層、地下水、地殻応力などのデータベースについては、多様な地質関連データベースとの統

合、他機関との連携を視野に入れて、さらなる充実が求められる。人材育成の観点から、当研究センター

は社会全体の知識の普及のため大学との連携により民間企業の技術者養成にも努めることが望まれる。 

今後、イノベーションハブの役割を果たすため、都市計画や住宅設計等に関して、建設会社、化学プラ

ント会社、エネルギー産業などとの連携に期待する。また、活断層情報について自治体等や利用者へのニー

ズ調査を行い、当研究センターの成果を自治体の地域防災計画やハザードマップ作成に活かすことが求め

られる。自治体・公設研を通じて地域企業の情報共有を行い、安全科学部門や地質分野の他研究ユニット等

との連携によりＢＣＰに資する被害想定への取り組みにも期待する。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

適切な研究管理・組織運営により、多様な専門分野の研究者が連携して相乗効果を挙げており、セミナー

開催や融合課題の導入など、さまざまな方策で研究者の能力向上に努めている。特に研究ユニット内の新

規課題公募により、若手研究者の活躍や新たな研究展開が進んでいる。多くの外部資金も獲得している。 

一方、産総研内における他研究ユニットとの連携・協力が必要である。人材育成については、留学・出向

など外部での経験を積み、幅広い知識とバランス感覚を持った研究者の養成が求められる。また研究水準

を高めるために、挑戦的な課題に対しても積極的かつ継続的な取り組みが望まれる。 

今後、長期的な見通しをもったシナリオのもと、地形・地質・地球物理・工学の研究者の融合・連携と基礎

から応用まで幅広い研究を統合的に継続することを期待する。 

 

５．評点一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ 評点

ユニット戦略課題１ 活断層評価及び災害予測手法の高度化 １ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ａ/Ｂ ３．６

ユニット戦略課題２ 海溝型地震評価の高度化 １ ＡＡ/Ａ ＡＡ/Ａ ＡＡ ＡＡ ４．８

戦略課題総合点 ４．２

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ ＡＡ/Ａ Ａ/Ｂ ４．０

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ Ａ ４．０

イノベーション推進への取り組み Ａ ＡＡ/Ａ ４．３

ユニット運営の取り組み ＡＡ/Ａ Ａ ４．３

総合評点 ４．２
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３‐２ 第３期中期計画項目毎のユニット戦略課題の評価結果 

 

本節では、平成２４年度の評価結果のうち「ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット」

の評価結果を第３期中期計画項目毎に整理した。 

各ユニット戦略課題について、計画番号、研究ユニット名、ユニット戦略課題番号、ユニット

戦略課題名、ユニット戦略課題評点、評価結果の順に示す。 

第３期中期計画における研究開発の計画の詳細については、「鉱工業の科学技術」、「地質の調査」、

「計量の標準」の３つの別表の下に、大分類、大項目、中項目、小項目が配置されている。計画

番号はこの別表あるいは大分類、大項目、中項目の順に記した番号（例 Ⅰ-１-（１）、Ⅲ-１-（１））

である。１つの計画番号に複数のユニット戦略課題が対応しているケースがある。また１つのユ

ニット戦略課題が複数の計画番号に該当しているケースがあり、その場合は、複数の計画番号を

記す。小項目単位での第３期中期計画項目の再掲がある場合には再掲されている計画番号の後ろ

に（再）として示す。 

 

大分類、大項目、中項目は以下のとおり。 

 

【別表１】 鉱工業の科学技術 

 

Ⅰ グリーン・イノベーションを実現するための研究開発の推進 

 

１ 再生可能エネルギーの導入拡大技術の開発 

１-（１） 太陽光発電の効率、信頼性の向上技術 

１-（２） 多様な再生可能エネルギーの有効利用技術 

１-（３） 高効率なエネルギーマネジメントシステム 

 

２ 省エネルギーによる低炭素化技術の開発 

２-（１） 運輸システムの省エネルギー技術 

２-（２） 住宅、ビル、工場の省エネルギー技術 

２-（３） 情報通信の省エネルギー技術 

 

３ 資源の確保と高度利用技術の開発 

３-（１） バイオマスの利用拡大 

３-（２） 化石資源の開発技術と高度利用技術 

３-（３） 資源の有効利用技術及び代替技術 

 

４ グリーン・イノベーションの核となる材料、デバイスの開発 

４-（１） ナノレベルで機能発現する材料、多機能部材（Ⅲ-２-（１）へ再掲） 

４-（２） ナノチューブ、炭素系材料の量産化技術と応用（Ⅲ-２-（２）へ再掲） 

４-（３） ナノエレクトロニクスのオープンイノベーションの推進（Ⅲ-１-（３）へ再掲） 

 

５ 産業の環境負荷低減技術の開発 

５-（１） 製造技術の低コスト化、高効率化、低環境負荷の推進 

５-（２） グリーンサステナブルケミストリーの推進 

５-（３） バイオプロセス活用による高効率な高品質物質の生産技術 

５-（４） 省エネルギー性に優れたマイクロ電子機械システム製造技術（Ⅲ-２-（３）へ再掲） 

５-（５） 環境負荷低減技術、修復技術 
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６ 持続発展可能な社会に向けたエネルギー評価技術、安全性評価及び管理技術並びに環境計

測及び評価技術の開発 

６-（１） 革新的なエネルギーシステムの分析、評価 

６-（２） 持続発展可能な社会と産業システムの分析 

６-（３） 先端科学技術のイノベーションを支える安全性評価手法 

６-（４） 産業保安のための安全性評価技術、安全管理技術 

６-（５） 化学物質の最適管理手法の確立 

６-（６） 環境の計測技術、生体及び環境の評価技術 

 

Ⅱ ライフ・イノベ－ションを実現するための研究開発の推進 

 

１ 先進的、総合的な創薬技術、医療技術の開発 

１-（１） 細胞操作及び生体材料に関する技術の応用による医療支援技術 

１-（２） 生体分子の機能分析及び解析に関する技術 

１-（３） 情報処理と生物解析の連携による創薬支援技術や診断技術 

 

２ 健康な生き方を実現する技術の開発 

２-（１） 人の機能と活動の高度計測技術 

２-（２） 生体情報に基づく健康状態の評価技術 

２-（３） 健康の回復と健康生活を実現する技術 

 

３ 生活安全のための技術開発 

３-（１） ＩＴによる生活安全技術 

３-（２） 生活支援ロボットの安全の確立 

 

Ⅲ 他国の追従を許さない先端的技術開発の推進 

 

１ 高度な情報通信社会を支えるデバイス、システム技術の開発 

１-（１） デバイスの高機能化と高付加価値化技術 

１-（２） ＩＴ活用によるシステムの高効率化及び高機能化 

１-（３） ナノエレクトロニクスのオープンイノベーションの推進（Ⅰ-４-（３）を再掲） 

 

２ イノベーションの核となる材料とシステムの開発 

２-（１） ナノレベルで機能発現する材料、多機能部材（Ⅰ-４-（１）を再掲） 

２-（２） ナノチューブ、炭素系材料の量産化技術と応用（Ⅰ-４-（２）を再掲） 

２-（３） 省エネルギー性に優れたマイクロ電子機械システム製造技術（Ⅰ-５-（４）を再掲） 

 

３ 情報通信基盤を利用したサービス生産性の向上と新サービスの創出への貢献 

３-（１） 科学的手法に基づくサービス生産性の向上 

３-（２） 高度情報サービスプラットフォームの構築 

３-（３） サービスの省力化のためのロボット化（機械化）技術 

３-（４） 技術融合による新サービスの創出 

３-（５） 情報基盤における安全性や信頼性の確立 

 

Ⅳ イノベーションの実現を支える計測技術の開発、評価基盤の整備 

 

１ 技術革新、生産性向上及び産業の安全基盤の確立のための計測基盤技術 
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１-（１） 産業や社会に発展をもたらす先端計測技術、解析技術及び評価基盤技術 

１-（２） 先端計測技術及び分析機器の開発 

１-（３） 生産性向上をもたらす計測ソリューションの開発と提供 

 

２ 知的基盤としてのデータベースの構築と活用 

２-（１） 標準化を支援するデータベース 

２-（２） 資源等の有効利用を支援するデータベース 

２-（３） 社会の持続的な発展を支援するデータベース 

 

３ 基準認証技術の開発と標準化 

３-（１） 適合性評価技術 

 

 

【別表２】 地質の調査（地質情報の整備による産業技術基盤、社会安全基盤の確保） 

 

１ 国土及び周辺域の地質基盤情報の整備と利用拡大 

１-（１） 陸域・海域の地質調査及び地球科学基本図の高精度化 

１-（２） 都市域及び沿岸域の地質調査研究と地質情報及び環境情報の整備 

１-（３） 衛星画像情報及び地質情報の統合化と利用拡大 

 

２ 地圏の環境と資源に係る評価技術の開発 

２-（１） 地圏の環境の保全と利用のための評価技術の開発 

２-（２） 地圏の資源のポテンシャル評価 

２-（３） 放射性廃棄物処分の安全規制のための地質環境評価技術の開発 

 

３ 地質災害の将来予測と評価技術の開発 

３-（１） 活断層調査、地震観測等による地震予測の高精度化 

３-（２） 火山噴火推移予測の高精度化 

 

４ 地質情報の提供、普及 

４-（１） 地質情報の提供、普及 

４-（２） 緊急地質調査、研究の実施 

 

５ 国際研究協力の強化、推進 

５-（１） 国際研究協力の強化、推進 

 

 

【別表３】 計量の標準（計量標準の設定・供給による産業技術基盤、社会安全基盤の確保） 

 

１ 新たな国家計量標準の整備 

１-（１） グリーン・イノベーションの実現を支える計量標準の整備 

１-（２） ライフ・イノベーションの実現を支える計量標準の整備 

１-（３） 産業の国際展開を支える計量標準の整備 

 

２ 国家計量標準の高度化 

２-（１） 国家計量標準の維持、供給 

２-（２） 国家計量標準の高度化、合理化 

２-（３） 計量標準政策に関する調査と技術支援 

２-（４） 計量標準供給制度への技術支援 
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２-（５） 計量トレーサビリティ体系の高度化、合理化 

 

３ 法定計量業務の実施と関連する工業標準化の推進 

３-（１） 法定計量業務の実施と法定計量政策の支援 

３-（２） 適合性評価技術の開発と工業標準化への取組 

 

４ 国際計量標準への貢献 

４-（１） 次世代計量標準の開発 

４-（２） 計量標準におけるグローバルな競争と協調 

４-（３） 計量標準分野における校正、法定計量分野における適合性評価の国際協力の展開 

 

５ 計量の教習と人材の育成 

５-（１） 計量の教習 

５-（２） 計量の研修と計量技術者の育成 
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３‐２‐１ 「Ⅰ グリーン・イノベーションを実現するための研究開発の推進」 
 

グリーン・イノベーションを実現するためには、二酸化炭素等の温室効果ガスの排出量削減と、資源・エ

ネルギーの安定供給の確保を同時に図る必要がある。温室効果ガスの排出量削減のため、再生可能エネル

ギーの導入と利用拡大を可能とする技術及び運輸、民生等各部門における省エネルギー技術の開発を行う。

資源・エネルギーの安定供給のため、多様な資源の確保と有効利用技術、代替材料技術等の開発を行う。将

来のグリーン・イノベーションの核となるナノ材料等の融合による新機能材料や電子デバイスの技術の開

発を行う。産業部門については、省エネルギー技術に加えて環境負荷低減や安全性評価と管理、廃棄物等

の発生抑制と適正処理に関する技術の開発を行う。 

 

Ⅰ‐１‐（１）、Ⅳ‐３‐（１）（再） 太陽光発電工学研究センター ［ユニット戦略課題１］太陽光発電の共通

基盤技術の戦略的標準化 ３．９ 

我が国のエネルギー・環境問題対策に関する太陽光発電システムの普及拡大方針（例えばＮＥＤＯ太陽光発

電ロードマップＰＶ２０３０＋）に対応するために、その基盤となる評価・標準技術（基準セル校正技術、高

精度性能評価技術、屋外発電量評価技術）及びシステム技術（システムの長期的な保守点検・故障診断技術、

安全性向上技術、発電量予測技術）を開発するとともに、産業界への供給・標準化・ガイドライン提案・技術

移転等による実用化を図っている。 

システムの信頼性や故障診断等を早くから検討し、成果を挙げていることは評価できる。公的な研究機

関として、少ない陣容で各方面からの様々な問題に対応している。太陽電池性能評価技術と基準セル校正

技術は世界最高水準にあり、内外の研究開発の促進に大きく貢献している。連携も活発であり、コンソー

シアム等仲間作りにもつながっている。 

一方、評価技術に偏ることなく、同一組織でデバイスと評価・標準技術を開発している特徴を生かして、

評価で得られる知見を開発に反映させて、競争力強化に活用する必要がある。安全性の研究では欧米に遅

れている部分がある。メーカーの情報開示不足もあるが、メーカーとの情報交換や解析技術を強化して課

題を解決することが必要である。太陽電池の普及によりこの分野の研究業務拡大が予想されるので、外部

機関との役割分担、教育システム作りなど、今こそ優れたマネジメントが必要になる。国際的評価法の確

立も標準化の際の発言力確保に重要である。 

今後も公的機関として製品の信頼性を高める評価・標準への取り組みは重要で、人材育成を含む短期的成

果と、長期的な産業競争力への貢献が期待される。標準化の過程で重要となる国内企業の特許状況の調査・

把握のための体制や、国際交流によって諸外国の情報が自然に集まる体制構築も必要である。何を共通基

盤技術としてどこを個別企業の差別化技術とするのか等、産業界との情報交換や技術移転にも工夫が必要

である。公的機関として政策提言が必要な分野でもあり、大型システムであっても安全性、信頼性も含め

た発電能力の評価に取り組むことが望まれる。 

 

Ⅰ‐１‐（１） 太陽光発電工学研究センター ［ユニット戦略課題２］薄膜太陽電池高効率化 ３．６ 

太陽光発電ロードマップＰＶ２０３０＋をターゲットとして、薄膜太陽電池の革新的な高効率化・低コスト化

技術を開発することにより、日本の薄膜太陽電池産業の牽引を目指している。基礎研究では革新的な次世

代技術の開拓を進め、応用研究では研究成果の企業への技術移転を加速している。 

優れた光閉じ込め技術や透明導電膜を開発し、４種類の薄膜太陽電池（薄膜シリコン、化合物系薄膜、

有機薄膜、及び色素増感）で世界最高レベルの成果を挙げていることは評価できる。効率を追うだけでな

く、基礎的な研究にも努力が払われており、材料・プロセス技術はディスプレイやイメージセンサなどのデ

バイスにも波及効果が高い。企業や大学との協力によって人材の育成にも貢献している。 

一方で、研究対象は総花的である。各方式の位置付け、必要性、求められる目標水準等を明確にし、特

徴を主張できる対象に注力する必要がある。電力向け薄膜太陽電池での相対的変換効率１０％向上との目標

は必ずしも十分ではなく、少なくとも絶対値で１８％以上を目指す必要がある。変換効率が低いと架台や工

事費など面積比例の周辺コストがかさみ、実用化は難しい。産総研が世界をリードしてきた薄膜シリコン

太陽電池は最近の結晶シリコン太陽電池の価格や性能に追いついていないので、開発のスピードを上げる

か、高性能化への技術探索研究に集中する必要がある。フレキシブル太陽電池は市場が限定的である。普

及の観点からはコスト・供給力にも指標が必要で、共同研究先への技術移転の迅速化が課題である。 

太陽電池の種類に関しては選択と集中が重要になる。変換効率及び資源量も含めた将来見込みが重要で

ある。当落線以下のテーマは研究開発を外部に頼み、評価など支援に徹することも有効であろう。費用対

性能向上のために、材料／装置コストを下げるのか、変換効率を上げるのかを総合的に勘案した課題設定

が必要で、薄膜ならではの用途開発に注力するなど、市場への出口をより強く意識することが望まれる。
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世界最高性能更新への挑戦も期待される。 

 

Ⅰ‐１‐（１） 太陽光発電工学研究センター ［ユニット戦略課題３］実用化加速ライン整備 ３．７ 

高性能の太陽電池セル・モジュールを実現することを目的として、商用サイズの太陽電池モジュールの試

作・評価・信頼性試験が可能な実用化加速ラインを九州センター内に構築し、「高信頼性太陽電池モジュール

開発・評価コンソーシアム」に提供している。また福島新拠点には薄型ウェハに対応した加速ラインを構築

し、インゴットのスライスによるウェハ製造工程、セル製造工程、モジュール製造工程、信頼性試験まで

を一貫して研究開発できる場を「結晶シリコンＰＶコンソーシアム」に提供する計画である。 

多数の材料、部材、セル及び装置メーカーからなるコンソーシアムを組織し、開発・評価を実践したこと

は評価できる。モジュール周辺部材を例に劣化要因を明らかにし、ＩＥＣ規格を大幅に上回る高信頼性モジ

ュールを開発するなど、信頼性向上に資する評価試験、要因分析、対策の一貫したプロセスを達成した。

新規参入企業に有益な加速テストラインは産業の裾野を拡大し、会員間の秘密保持も留意されている。 

一方、実用化加速ラインは検討すべき生産方式を固定化する危険もあり、臨機応変に対応できる装置構

成の柔軟性が望まれる。次世代のモジュールはどうあるべきかの発信も必要である。現在の産業の基盤で

ある結晶シリコン太陽電池に対する技術開発は手薄であり、福島新拠点の完成を待つことなく計画線表を

前倒し、世界と勝負できる技術水準に引き上げる技術開発の強化も必要である。既に薄型ウェハを用いて

変換効率２３％を実現しているメーカーもあり、結晶シリコンＰＶコンソーシアムの本格的活動を前に、目

標数値は再検討も必要である。 

さらに、新構造の結晶シリコン太陽電池の試みを早期に進めるなど、関連機関の要望等を拠点設計に十

分反映させることが望まれる。何に注力すべきか、どの製造方式が必要なのか、深い議論が必要な段階で

ある。単純に薄膜化を図るだけでは世界競争の中での差別化は難しく、階層的にも多岐にわたる業務の整

理が望まれる。国際競争力として差別化できる先端技術を開発し、強い特許を取得してメーカーに供与す

ることで、国内産業の振興に一層寄与することを強く期待する。 

 

Ⅰ‐１‐（１） 太陽光発電工学研究センター ［ユニット戦略課題４］革新的太陽電池技術開発 ３．３ 

現在、単接合の太陽電池の変換効率は、研究室レベルでは熱力学的な理論限界効率に迫っている。本課

題では太陽電池の変換効率の飛躍的な向上を目指して、多接合化とともに新規材料探索、新概念・原理の実

証やそれらを使った太陽電池デバイス技術の開発を実施している。 

一貫した方針に沿って、メカニカルスタック（個別に作製した太陽電池を光学的、電気的、機械的に接

合する技術）等をコンセプトとして種々の要素技術を検討していることは評価できる。最重要指標である

変換効率は、期間内の目標は別として、効率４０％超という最終目標は挑戦的である。多くの研究機関との

連携で、利用可能な要素技術は早期に実用化研究に移行できる体制を組んでおり、日本の太陽電池研究の

ハブとしてうまく機能している。 

一方で、革新的太陽電池を一通り研究しているが、本研究センターで重点化すべきテーマが不明確であ

る。外部資金に依存するために、本研究センター独自の提案を出しにくい印象も受ける。太陽電池を革新

するアイデアは今後もまだ豊富に提案される可能性があり、本研究センターがアイデア提案の場の中心と

なるよう、広い分野の研究者との交流を促進するなど、一層開放的な組織となるべきである。現状で報告

されている効率は不十分で、多様なアプローチを進める前に、グローバルに研究動向を把握し、世界最高

水準の効率をいずれかの手法で実現し、それをキープしつつ多様なアプローチを進めることが望まれる。 

今後は各要素技術の成果から目指すべき太陽電池の構造を決め、技術の可能性検証に取りかかる時期に

なる。産総研ですべてはカバーできないので、関係機関との連携を意識して、エマージングな技術課題を

速やかに外部資金プロジェクトへ提案し取り組むことを期待する。多接合型ではトップセルの性能改善、

特にポテンシャルを左右する開放端電圧（Ｖｏｃ）の改善が大切であり、集光しないならばコスト面での早

期評価も必要である。特にこの分野では、幅広い研究を行う余裕と息の長い支援が必要で、知的刺激を活

発化させる意味からも広い分野の研究者との交流及び積極的な国際交流が一層望まれる。 

 

Ⅰ‐１‐（２）、Ⅰ‐２‐（２）、Ⅰ‐１‐（３）（再） エネルギー技術研究部門 ［ユニット戦略課題１］高効率エネ

ルギーマネジメントシステム技術に関する研究 ３．８ 

時間変動の大きな再生可能エネルギー群を蓄電システムへの依存をできるだけ少なくしつつ大量に導入

するために、電力及び熱エネルギーネットワークにおけるエネルギー平準化のための要素技術、これらを

つなぐ電力変換器群等のハード技術、及びそれらをインテリジェントに制御するソフト技術の開発を行い、

新しいエネルギーマネジメントシステムの提案に取り組んでいる。 

ＳｉＣを凌駕するダイヤモンド半導体などパワーデバイスでは世界最高水準の研究開発で、電力変換の技

- 119 -



第３章 
 

‐120 ‐ 

術革新を進めている点は評価できる。寒冷地等のエネルギー利用を考慮して風力発電と温水蓄熱とを組み

合わせるなど、変動の大きい分散エネルギー源の発電適地を拡大している。次世代風力発電における日本

独自のモデルの構築とＩＥＣ国際標準化への取り組みは意義が大きい。 

一方、システム技術ではなくシステムのための技術開発になっており、全体的に本技術が実現した場合

の社会へのインパクト・貢献度合が分かりにくい。パワーデバイスでは新型半導体への移行需要、耐久性、

信頼性、コスト等、様々なシナリオで臨むことが求められる。 

要素技術からではなく、「エネルギーマネジメントシステム」を中心に据えた研究手法の位置付けが重要

である。要素技術では電気自動車（ＥＶ）への充電や家庭用コジェネレーションなど、系統安定化を実現す

る対象機器の範囲を広げるとともに、気象情報やビッグデータの解析・活用も期待される。国際標準化の対

象は数多く存在するので、保有する基盤技術や人的資源を活用して取り組みの幅を広げることが期待され

る。 

 

Ⅰ‐１‐（２）、Ⅰ‐１‐（３）、Ⅰ‐２‐（１）、Ⅰ‐２‐（２） エネルギー技術研究部門 ［ユニット戦略課題２］住宅

用エネルギーシステム技術に関する研究 ３．７ 

電力・熱統合型大規模エネルギーネットワークの下流側に位置する個別・集合住宅への自然エネルギーの

導入拡大のためには、太陽光発電、蓄電池などの個別技術の高度化とともに、電力の負荷平準化と新たな

運用を可能とする技術の導入が不可欠であり、要素技術とエネルギーシステム管理手法を総合的に開発す

る橋渡し研究を進めている。 

システム技術（マネジメント）と個別技術（太陽光変換技術、二次電池、キャパシタ等）の両面を対象

とし、後者では酸化物光電力水素製造やＣＯ２とギ酸の相互変換など極めて革新的な技術にも取り組んでい

ることは評価できる。 

一方、住宅用マネジメントシステム（ＨＥＭＳ）に特化するのであれば、企業の取り組みとは異なる達成

目標の差別化や高度化が必要となる。電気のみならず、熱エネルギーの利用、高効率化も大きな課題であ

る。個人住宅向けにはコストやシンプルさも重要であり、もう少し大きな単位での熱電利用も含めるとよ

い。キャパシタ等の蓄電池関連技術では民間企業との役割分担が分かりにくく、色素増感太陽電池では太

陽電池の普及や価格低下も踏まえた用途や価格目標等の再考が必要である。 

今後はデマンドレスポンスなどの要素も取り入れた統合制御が重要になるので、将来のＨＥＭＳ機能のあ

り方、市場性や経済効果も視野に入れた目標設定が必要である。住宅構造や素材等を研究する部門との連

携により、また国際共同研究のようなスキームを効果的に活かして、さらに省エネルギーに対応する必要

がある。ソフトと組み合わせたソリューションの研究も重要で、自らがシステム設計に乗り出すことも期

待される。 

 

Ⅰ‐１‐（３）、Ⅰ‐２‐（２） 情報技術研究部門 ［ユニット戦略課題１］スマートグリッド通信技術  ４．３ 

「持続可能なスマートグリッドの構築」をアウトカムに設定し、電力線通信（ＰＬＣ）技術を用いた電力

モニタリングシステムの開発を進めている。高ノイズ耐性ＰＬＣ方式と時系列データ解析手法をコア技術と

して、太陽光発電モニター用ＰＬＣ開発に対するロードマップ及びマイルストーンを策定している。 

アウトプットとして、太陽電池パネル組み込み用モニター通信装置（子機）の小型化かつ低コスト化に

成功するとともに、実証試験を進めるなど着実な成果を挙げている。また、クラウドを活用したメガソー

ラー用モニタリングシステムの開発とともに、不具合検知アルゴリズムの開発も進めるなど、将来エネル

ギーシステムを支える重要な社会インフラ構築への取り組みは高く評価できる。さらに、特許など知財権

と標準化への対応及び、技術移転並びにコンソーシアム設立にみられる成果普及への取り組みも活発であ

る。 

なお、量産化時の製造コスト及びノイズとの関連での情報伝送の信頼性や誤り率などの具体的な性能と

ともに、開発時期やその性能評価試験を明記した、より詳細なロードマップの策定も必要である。また、

論文などの外部発表による成果発信も求められる。 

今後、社会インフラの技術開発においては、産業界全体と連携・議論し、中長期にわたるロードマップの

策定と共有が重要であり、特に海外市場における産業競争力強化につながる戦略作りも期待される。また、

本ＰＬＣの適用分野を明確にするとともに、実用性を実証することが重要である。現在ハード構築からソフ

ト・コンテンツのフェーズに移りつつあり、異なる分野の人材やグループとの連携も期待される。 

 

Ⅰ‐２‐（１） 知能システム研究部門 ［ユニット戦略課題１］市街地移動システム技術の開発    ３．８ 

高齢者等の新しい移動手段としての利用が期待されている次世代パーソナルモビリティ等の搭乗型移動

支援システムに加えて、市街地環境全体にセンサネットワーク等を設置し知能化することによって支援す
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ることも含めた形で研究開発を行っている。さらに、市街地を結ぶ輸送システム技術として、省エネルギー

で走行可能とするトラックの自動運転・隊列走行技術を開発している。 

市街地移動システムや自律走行車いすのような移動手段は、今後の低炭素社会、高齢化社会では確実に

必要になるので、つくば市のロボット特区を利用した実証実験は真に実用化を試みるという点で評価でき

る。その中で、環境の３次元モデルの構築、移動支援、自立走行などは、高い研究レベルにあると評価で

き、特に多数のビークルが同時に動くときの協調、最適化、情報共有などの技術では世界をリードできる

可能性がある。 

一方、自動車メーカーとの連携や国際標準への取り組み、国際特許出願、国際誌への発表等、国際的な

成果発信が不足している。また、アウトカムとして、市街地移動に関する技術が列挙されているが、むし

ろ直接的なアウトカムとしては機能的ベネフィットを示す方が良いと思われる。また、低炭素型交通シス

テムを実現する上で、当該研究の必要性、解決すべき課題、Ｈｕｍａｎ Ｍａｃｈｉｎｅ Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ（ＨＭＩ）及び受

動的安全技術についての安全性確保を実現する考え方などが不明確である。 

今後の方向性として、クラウドを活用したデータ収集・共有・配信の重要性が高まると思われる。このた

め、今後における研究展開として同様の開発を志向している外国のグループ等と開発の初期段階から積極

的な連携を進め、クラウド活用方法等の共通化を目指す必要がある。都市交通分野において、人間と機械

の共存型の移動システム（比較的低速なもの）にフォーカスして研究を進めれば世界を先導する研究に発

展するものと期待できる。ロボット特区での研究開発を粘り強く継続し、日本の社会制度・法制度を変革さ

せるほどのインパクトを期待する。 

 

Ⅰ‐２‐（１） サステナブルマテリアル研究部門 ［ユニット戦略課題３］軽量合金による輸送機器の軽量化

材料技術の開発 ３．５ 

運輸部門のエネルギー消費における低炭素化を目的として、マグネシウム・アルミニウム等の軽量合金部

材の利用拡大を可能とするため、これらの材料の機械的特性の向上を図り、特に、圧延板製造技術の開発

や低コスト表面処理技術等の確立を目指している。 

このアウトカムに向けて、アルミニウムと共存してマグネシウムを利用するハーモナイゼーション技術

の確立を目指していることは概ね適切である。マグネシウム合金の材料構造設計、プロセス技術、解析技

術、加工技術など、多様な要素技術が体系的に蓄積されており、研究レベルも高く、国内外において優位

性をもつと認められる。また、電磁振動連続鋳造、セミソリッド鋳造（固液混合状態からの鋳造）などの

技術をアルミニウム合金に適用し、その有効性を確かめている。 

ただし、輸送機器用軽量合金として最優先にマグネシウムが選定された理由と、その研究を継続する合

理的な説明が必要である。現実にはマグネシウム合金の国内応用の成長率が低いので、その理由を検討し

て用途を探る必要がある。資源産出国の偏在などの問題もあるため、サプライチェーン全体での最適な使

われ方を検討し、技術支援・技術移転まで含めた総合プロデューサーとして事業支援する戦略が必要になる。

国内外のマグネシウム合金製造企業が持つ技術に対するベンチマーキングや、他の軽量化材料（炭素繊維

など金属以外の素材も含めて）との定量的な性能比較も必要である。 

今後は、マグネシウムの現状に対する認識をもとに、それをどう打開するかにかかっており、そのため

には、「マグネシウムありき」の発想ではなく、これまで培われた知の集積を活用して、「軽量金属の有効

活用・高度活用」の切り口から産業発展へ大きく寄与することが望まれる。そうした方向で今後の大型プロ

ジェクトに採用されるように技術シーズを高める必要があり、特にマグネシウム以外の素材との複合化・

接合が技術のポイントになる。中部地区に多くの自動車部品工場が存在するので、研究会を設置し、開発

部材を見出すことが望まれる。また、これまでに蓄積した技術は、将来、自動車や航空機などの用途以外

でも、軽量化ニーズが高い機器が登場すれば、再び開花する可能性があるので、知的財産をパッケージと

して確保しておくことが不可欠である。 

 

Ⅰ‐２‐（１） 水素材料先端科学研究センター ［ユニット戦略課題１］高圧水素物性及び水素と材料の相互

作用に関する研究 ４．４ 

水素材料強度ＤＢ及び水素破面と組織ＤＢの構築、燃料電池車及び水素ステーション用高圧水素容器開発

指針・水素輸送技術開発指針の提案、評価設計手法及び実証実験手法の開発を進めている。また、水素と高

分子材料の関係や水素とトライボロジー（摩擦、摩耗、潤滑現象）の関係を解明し、その利用普及を進め

るために水素基礎物性ＤＢを構築している。 

水素のＰＶＴ（圧力・体積・温度）性質、粘度及び熱伝導率を測定するための高温・高圧試験機器を開発し、

水素構造材料ＤＢ、トライボアトラス、高圧水素基礎物性ＤＢ等を構築・公開（一部限定）したことは高く

評価される。取得した各種データは世界的にトップレベルである。超高強度鋼など実際の材料における問
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題から水素脆化メカニズム解明が鍵であることを指摘、さらに他の材料との比較から、このメカニズムが

一般的な材料にも適応できる可能性を示唆した。ゴム材料への影響メカニズム解明ととともに、世界初の

各種ゴム材の評価ＤＢを作成し、既製品の組み合わせ等により安価で安全なシール材を開発できることを示

した。基礎物性ＤＢにより、水素社会で用いる各種機器の設計や適正コスト計量が可能となった。４０ＭＰａ

までの高圧水素環境下でのトライボロジー特性がどのように変化するかをそのメカニズムと合わせて明ら

かにし、今後の部品での解析に必要な基礎を与えたことは評価できる。 

一方で、既存材料（もしくは実用可能材料）を対象として評価設備を整備し、評価設備によって得られ

たデータをＤＢ化した、という研究の構図の重要性をしっかりとアピールする必要がある。ＤＢには評価手

法を明記し、他機関でのデータ取得を可能にすることも必要である。計測ノウハウを習得するプログラム

を追加するとよい。また、制度上の問題を解決して、構築されたＤＢの全面的な公開を検討する必要がある。

なお、研究課題は総花的になっては効果が少ないので、課題毎に成果レベルと必要性から優先順位をつけ、

最も優先順位の高いテーマに特化して研究を進める必要がある。外部機関（産業界等）との共同研究や研

究連携は、秘密保持に配慮した上で見える化が必要である。 

今回のデータは実用化に必要な最小限のものであり、今後は１０００ＭＰａ超級高強度鋼での水素脆化の基

本原理の早期解明を含めて、より幅広い材料でのデータ取得に期待する。現在のＤＢ構築はボトムアップ的

な作業である。金属材料開発等の専門家を内在させて、要求性能水準を見据えた系統的な材料探索を行っ

ていく必要もあろう。企業とも協力し、実証的な方向に歩を進めることを期待する。公開ＤＢは一層の利活

用のために、ＤＢの国際標準となるような仕掛けを検討する必要がある。本ユニット戦略課題の成果を活用

する戦略として、安全で一層安価な材料やシステムの具体的な提案が重要である。例えば、１）現状材料で

の水素ステーション設計指針、２）新材料への展開を含む水素ステーションの低コスト化指針、のような二

つのターゲットに各チームが協力して取り組む仕組みがあるとよい。実用化後に起きる問題を解析する手

法を確立しているので、企業からの困りごと相談所的な機能も期待する。 

 

Ⅰ‐２‐（１） 水素材料先端科学研究センター ［ユニット戦略課題２］水素脆化現象の計測と評価に関する

研究 ３．８ 

燃料電池車、水素蓄圧器等の技術指針や材料利用指針を提供するため、超高圧水素脆化評価基準及び超

高圧水素脆化ＤＢの整備を進めるとともに、微小領域の水素脆化現象観察手法を確立し、この手法を利用し

て、脆化防止技術の開発を進めている。水素容器・蓄圧器の国際標準化を目指して、米国サンディア国立研

究所との日米共同研究プロジェクトも推進している。 

２１０ＭＰａまでの高圧水素雰囲気中材料試験装置を開発して水素脆化現象を計測し、超高圧水素脆化ＤＢ

を整備したことは高く評価される。ロードマップ及びマイルストーンの設定は概ね適切であり、各テーマ

の進捗度は高い。走査型プローブ顕微鏡等を用いてミクロな視点から水素脆化現象の解明を試み、結晶の

変態のその場観察ができる手法を開発した。超高圧下での亀裂生成メカニズムを明確に示し、原子・分子レ

ベルでの表面物性評価技術を確立した。つくば地区の装置群を企業に開放し、共通課題の解決のために活

用した。より現実条件に近い評価手法を九州大学側に「技術移転」したことは重要な貢献である。 

一方、超高圧水素脆化ＤＢをどのように生かすかを今後、真剣に検討する必要がある。必要ならば外国の

力も借りて、ＤＢの超高圧水素脆化評価基準を含めて早期公開を図るべきである。高圧下・高温下など、考

えうる特殊環境下での評価まで広げることも重要である。計測のノウハウを伝授するプログラムも考える

とよい。これらの評価技術が我が国の産業に反映され、国内の適切な規制に役立つ方向に、より一層、力

を入れてほしい。硬度と弾性率を計測するナノインデンテーションはかなり基礎的なテーマなので、九州

大学との連携などの工夫を前面に出して位置付けを明確にする必要がある。日米共同研究では役割分担が

若干不明確であるために、日本側の成果を対外的にアピールできない懸念がある。 

今後は、マクロからミクロにわたる領域の脆化現象の解明と評価を、シミュレーションを含めて推進す

ることが望まれる。亀裂発生のメカニズムと材料または、複合材料特性に関して多くの知見獲得を期待す

る。脆化評価基準及びＤＢの整備から、早期に脆化防止技術の開発へとつなげているとともに、安全な水素

社会の確立を目指したリスクマネジメント手法の確立が必要である。開発された水素用材料試験方法につ

いても国際標準化が必要である。標準化で主導的な役割を果たし、その貢献が表に見えることが望ましい。

プロジェクト推進の仕組みとしては、九州大学の材料強度特性チームと一体運営され、規格化などを産総

研が先導していくのが国際競争上も強く適切である。 
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Ⅰ‐２‐（１）、Ⅳ‐１‐（１） ユビキタスエネルギー研究部門 ［ユニット戦略課題１］高エネルギー密度蓄電

デバイスの研究 ４．３ 

運輸部門の石油依存度及びＣＯ２排出量の大幅な低減とエネルギー効率の格段の向上を実現する次世代自

動車普及の鍵となる蓄電池に関して安全かつ低コストの高エネルギー密度電池材料の開発を目指している。

また、実用化のための性能及び耐久性に係る評価技術の開発を産学官連携プロジェクトへの参画を通して

実施している。 

基礎から応用に至るまで、新規材料の探索、性能の向上、次世代に向けた蓄電池構想、緻密な基礎研究

等、世界最高水準の研究を展開しており、数多くの論文発表、特許出願（海外出願）、招待講演を行い、世

界をリードする質の高いアクティビティーを維持していることは高く評価できる。具体的には、ナノ材料

科学などの現象解析的取り組みにより、電池診断技術等、基盤技術と実用化を下支えし、現行タイプＬＩＢ

の高密度化（高容量化）、高信頼性化に加え、空気電池やイオウ系正極材料など萌芽的次世代技術の取り組

み等、社会の要請に対応した、戦略的でかつバランスの良い研究を実施している。地域連携への貢献の一

環としての諸活動も、非常に活発で、かつ有意義に機能している。 

一方、電極材料、電解質材料等の要素技術の取り組みに加えて、全電池として集約した形を世にアピー

ルできるような取り組みが必要と思われる。また、知的財産については、研究者の情報発信、成果報告に

対するモチベーションを失わないような配慮もした上で、基礎研究に関する研究成果情報等の管理を再考

する必要がある。また、解析から得られた結果をうまく知財化する取り組みが不十分である。 

今後は、車載用の蓄電デバイスだけでなく、他のテーマと融合して、定置用や社会インフラ用の高性能

大型蓄電デバイスについても取り組むことが望ましい。また、引き続き、民間企業、特に中小の企業でも

次世代電池技術開発に参入しやすいような環境の整備を進めることも必要と思われる。 

 

Ⅰ‐２‐（１） エネルギー技術研究部門 ［ユニット戦略課題４］水素エネルギー技術に関する研究 ３．４ 

２０２０年代後半以降に期待される燃料電池自動車の本格普及実現に向け、その鍵となる水素の貯蔵技術

の開発が求められている。既存水素貯蔵材料の改良では産業界の求めるレベルへの到達は困難であり、新

たな材料設計技術の開発に向けて長期的視野に立った基盤研究を実施し、同時に普及初期（２０１５～２０年

頃）での部分導入に対応した材料開発を進めている。 

最先端の解析装置を駆使して水素貯蔵の特性や反応機構の高度な解明を行い、特性低下要因として格子

欠陥等を明らかにして、積層合金の開発につなげたことは評価できる。産総研の知財公開に伴う波及効果

も大きい。 

一方、本課題の名称は幅広いが、内容は金属系水素吸蔵合金の開発のみである。水素貯蔵は各種の研究

が行われており、金属系水素貯蔵の優位性や実現可能性はライバル研究との比較が必要である。構造解析

等の著しい進展が、目標値である貯蔵量に反映されていない点も惜しまれる。２０３０年までに５質量％とい

う目標はかなりハードルが高いように感じられる。自動車業界と直結した研究であり、企業の研究開発と

の相違点の明確化とともに、目標性能の設定のためにも燃料電池自動車（ＦＣＶ）開発企業との連携が必要

である。 

今後は、経済産業省のＦＣＶ普及シナリオとより整合を図って研究開発の管理と見直しを進め、他の要素

研究、システム研究との関わりも明示することが期待される。中性子線回折、陽電子消滅などの手法は他

の材料研究の基礎を担うことも可能であり、国際拠点化などこの強みを十分に生かした展開を期待する。 

 

Ⅰ‐２‐（２）、Ⅳ‐２‐（３） サステナブルマテリアル研究部門 ［ユニット戦略課題２］省資源型環境改善建

築部材の開発 ３．２ 

本課題は、省エネルギーと快適性の両立を目的とした建築部材の開発であり、具体的には、調光窓材、

木質材料、調湿材料、外壁材等の機能向上を図るとともに、フィールド実験棟を用いて実使用環境での省

エネルギー性能評価データの蓄積を行っている。 

全体としてユニークな研究が多く、技術レベルも高い。特に、調光ミラーは材料としてかなり成熟した

レベルに達し、Ｍｇ-Ｙ合金多層膜からなるガスクロミック型調光ミラーで１万回以上の繰り返し耐性を実証

するなど、優れた成果を挙げている。高性能吸放湿材料や保水性セラミックスなど、環境ハーモニック建

材の中のいくつかの要素技術を提示している。木製サッシ流動成形の研究は、木材由来資源の有効利用に

つながるもので、公的機関で研究する意義が認められる。いずれも、長期にわたる研究で材料性能を改善

してきており、フィールド実験棟でのデータ取得や、コンソーシアム活動をリードしていることも評価で

きる。 

ただし、種々の異なる材料を「快適な省エネ」で無理にまとめている側面もあり、各材料の特徴的な性

質が建築の省エネルギー・環境負荷低減に与える効果について、明確に示されていない。利用形態による特
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徴やコストなどを他の材料と比較することによって、各テーマの必然性や最終目標を説明することが必要

である。また、このような材料開発において重要な、最終ユーザー企業との関係構築がまだ不十分である。

「死の谷」を克服するための研究課題を設定し、実用化規模も意識して取り組むことが必要である。さら

に、建築や人間工学などの分野との連携強化も重要である。 

今後は、建設業や住宅メーカーなどの企業との連携を強め、その中でフィールド実験棟を活かすよう期

待する。将来の環境適合住宅への組み込みがポイントであり、地域における特徴を出しやすい分野である

ことから、その方向を強化することも重要である。なお、フィールド実験棟での試験は誤差が大きいため、

その前に小型実験室や環境試験室レベルでの試験と数値シミュレーションによる評価を確立して、最終的

に実験棟で確認するという手順が望ましい。また、各材料に関する基盤的な研究成果については論文など

でより積極的に発信することを期待する。 

 

Ⅰ‐２‐（２） ユビキタスエネルギー研究部門 ［ユニット戦略課題２］固体高分子形燃料電池の研究 ３．８ 

家庭での省エネルギー化推進を目指して固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）コジェネレーションシステム

のより一層の普及のために、燃料電池の大幅な低コスト化と高耐久性の両立を図る技術として、白金の使

用低減及び電池劣化の抑制に資する技術研究を行っている。また、水素以外の燃料を直接電気に変換する

ダイレクト燃料電池の研究を通して、新たな燃料電池系の探索を進めている。 

ＰＥＦＣの低コスト化・高耐久性化に向け、カソードにおいては酸化チタン系担体を用いた触媒の改良、ア

ノードにおいては錯体系耐ＣＯ触媒の開発等の要素技術の開発を推進し、着実な成果を挙げていることは評

価できる。さらにエネファームの成果に続き、エタノール、ヒドラジン誘導体、アルカリ形燃料電池など

次世代のダイレクト燃料電池を多面的に模索して、新たなフィールドを開拓していることも評価できる。 

一方、中長期的視点に立った研究開発戦略は必ずしも明確でない。現在の研究開発はそれぞれ有用では

あるものの、将来の大きな流れを作る研究というよりも、既存技術の改良という面が強い。ＰＥＦＣに関連

する技術課題の障壁のブレークスルーは容易ではないので、これまでの常識を超える思い切ったチャレン

ジやアイデアの創出が必要であり、また、ＰＥＦＣ技術開発の多くを占める自動車会社との課題の共有化や

より密接な連携についても模索する必要がある。 

今後も、これまで通り非常に高いレベルの研究を進めるとともに、ダイレクト燃料電池では、本研究ユ

ニット主導のモデルを提示し、国家的方針形成の中軸を目指す必要がある。また、燃料電池にこだわらず

に、大型電力貯蔵を目指した高温動作の溶融塩電池など、原発事故やＮＡＳ電池の火災事故を踏まえたニー

ズの変化に配慮した方向性の転換の検討も必要である。 

 

Ⅰ‐２‐（２）、Ⅰ‐２‐（３）、Ⅰ‐４‐（１）、Ⅲ‐１‐（１）、Ⅲ‐２‐（１）（再） ユビキタスエネルギー研究部門 ［ユ

ニット戦略課題３］省エネルギー型家電部材の開発 ３．５ 

省エネルギー化を目指した照明材料としての希土類蛍光ランプで使用されるＴｂ（テルビウム）、Ｅｕ（ユ

ウロピウム）の使用量の低減と、ランプの光利用効率の向上の技術開発、及び照明、電池、情報家電など

の用途を目指した省エネ型家電部材の材料合成、デバイスへのプロセッシング、特性計測評価技術に資す

る研究を実施している。 

時間軸と社会情勢の変化を意識した多面的研究展開を行っており、長期的取り組みとして、「未利用太陽

光利用技術」に焦点を当てて取り組んでいる点は適切と評価できる。具体的には、レアアースである蛍光

体のＴｂ、Ｅｕ低減技術の開発や廃蛍光体の磁化率による分離回収技術の開発、また、樹脂フィルムをモール

ドに用いた低コスト化技術の確立による、太陽電池パネルにも応用可能なガラスへのナノインプリント技

術の開発等の成果が挙げられている。 

一方、「未利用太陽光利用技術」以外では、この１～２年で成果が期待できる短期的なテーマが多く、こ

れらを引き継ぐ長期的なロードマップが未完成であり、産業界へ技術移転を実現するための定量的で明確

な技術目標の設定が必要である。 

今後は、廃蛍光体の分離技術の検証では、パイロットプラントから事業化スケールを視野に入れた規模

に展開することが重要と思われる。また、「未利用太陽光利用技術」は１０年以上先を目指す研究であり、

保有技術にあまり拘らず、これから人材を集め育成し技術的蓄積を進めるという方向性が適当と思われる。 

 

Ⅰ‐２‐（２） エネルギー技術研究部門 ［ユニット戦略課題３］次世代高効率分散電源技術に関する研究  

３．９ 

エネルギーネットワークシステムにおいて重要となる分散電源として期待されるＳＯＦＣをさらに高効率

化・高信頼化するため、燃料利用率の向上や排熱の有効利用、劣化機構解明・信頼性向上技術、水電解・燃料

電池を組み込んだ統合型水素エネルギーシステムの研究に取り組んでいる。 
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４万時間で性能低下１０％未満という目標のもとに、ＳＯＦＣの劣化機構解明、信頼性向上、高耐久化に関

して着実な成果を挙げたことは評価できる。世界に先駆けた商品化を支える基盤技術としてアウトカムに

貢献した。更なる高効率化として、残留燃料有効利用、排熱有効利用の観点から複数の手段が検討されて

おり、順調に進展している。統合型水素エネルギーシステム等、先を見た独自性の高い研究に取り組む一

方、ナノドットでバルクな熱電変換素子で大幅な性能向上を実現している点を高く評価する。 

一方、ＳＯＦＣでは効率や耐久性の目標が低い。耐久性は不十分でも効率だけなら６０％の装置（低位発熱

量：ＬＨＶ）が外国で既に販売されている中、もっとチャレンジングな目標設定が必要である。将来、石炭

ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）、コンバインドサイクル発電（ＣＣ）、水素への発展を提案しているが、

技術仕様の具体的な目標や課題設定は不明確である。結果として複雑で取り扱いが難しいシステムとなら

ないよう留意が必要である。様々な技術からなる本課題では固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）における定

置用と輸送用との研究連携等、内部の連携体制がわかりにくい面がある。 

燃料電池の耐久性は１０年以上（連続稼働で９万時間）が要求されており、今後は材料開発や生産技術に

まで踏み込んだ、さらなる進展を期待する。燃料電池利用の拡大にはコスト低減の研究に加えて、バイオ

マス等の液体燃料のハンドリング技術が極めて重要であり、この分野での研究の発展が大いに望まれる。

ＳＯＦＣ以外の水素、ＩＧＦＣ、ＣＣなどの技術分野への展開もロードマップに掲げて推進することが望まれる。

熱電変換材料研究においては表に出にくい基礎研究部分の強化を期待する。 

 

Ⅰ‐２‐（３）、Ⅲ‐１‐（１）（再） ネットワークフォトニクス研究センター ［ユニット戦略課題１］ネットワー

クサブシステムに関する研究開発 ３．９ 

「光パスネットワークのフィールド実証」を短期的アウトカムに設定し、光パスネットワーク構想並び

にそのアーキテクチャ設計のもと、ＤＯＰＮのテストベッド構築と動作検証を目指している。技術要素とし

て、光ノード技術、光パスコンディショニング技術及び超高速伝送技術を設定し、これらに基づきロード

マップ並びにマイルストーンを策定している。また、ベンチマークでは、従来技術との性能比較を定量的

に行い、独自に開発してきた技術の優位性と位置付けを明示している。 

アウトプットとして、ダイナミックスイッチー光時分割多重（ＯＴＤＭ）伝送技術をデモ装置にまで完成

度を高め、ＮＨＫ技研公開にてスーパーハイビジョン非圧縮映像信号の超高速光ＬＡＮ上での伝送実験を実施

し、広く一般に効果を示したことは高く評価できる。また、独自開発のパラメトリック可変分散補償（Ｐ-

ＴＤＣ）については、広帯域性や高速応答性などの基本性能からフィールド試験での長期安定性まで含めた

検証を行っている。これらの成果は、多くの国際会議やシンポジウムでの招待講演を通じて発信しており、

光パスネットワーク構想の積極的な普及活動として評価できる。 

なお、大画面で超高精細動画を視聴するという未来像から、スマートフォンやタブレット端末の中小画

面による標準精細動画を視聴する未来像に変貌しつつあり、パケット通信との親和性が高いパスネット

ワークの要素技術を並行して検討しておくことも必要である。また、システム全体としてＯＴＤＭ方式の優

位性やデジタルコヒーレンス技術など他の方式との比較を定量的に行うことも求められる。 

今後、既存の粒度の細かいＩＰネットワークと本研究が推進しているＤＯＰＮとの組み合わせや共存構想並

びに導入シナリオなどについて、他研究ユニット、他研究機関とも協力してさらに検討を進めることが期

待される。また、国際的な普及活動を活発化するためには、論文発表（特にフルペーパー）や新聞発表の

より一層の推進とともに、国際特許取得などより積極的な知財獲得活動も望まれる。 

 

Ⅰ‐２‐（３）、Ⅲ‐１‐（１）（再） ネットワークフォトニクス研究センター ［ユニット戦略課題２］ルーティ

ング用光スイッチに関する研究開発 ３．４ 

「光パスネットワークのフィールド実証」を短期的アウトカムに設定し、ユニット戦略課題１と連携し

ながら、シリコンフォトニクスによる光マトリックススイッチ並びに波長選択スイッチの開発を進めてい

る。マトリックススイッチ集積技術及び波長選択スイッチ作製技術などを技術要素として、ロードマップ

を策定するとともに、３２×３２マトリックススイッチの実現を第３期中期計画でのマイルストーンとして明

記している。ベンチマークでは、開発中の光スイッチと他機関で開発されている光スイッチとの性能比較

を定量的に行い、優位性と位置付けを提示している。 

アウトプットとして、シリコンフォトニクスによる８×８モノリシック光スイッチの開発は、光ネット

ワークの基盤デバイスとして期待できるものであり、評価できる。さらに、３２×３２へのマトリックスス

イッチの大規模化・高度化に向けて、低漏話交差や異偏波用交差などによる高性能化を図るとともに、駆動

用ＣＭＯＳ回路とのモノリシック集積化を行っている。また、並行して、検査・校正作業の自動化、組立装

置、選別装置などの導入も進めている。 

なお、ＤＯＰＮで目標とするシステム性能をもとにして、光スイッチに要求される性能及びマトリックス
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規模や構成を明確にするとともに、システムアーキテクチャに関する世界の標準となるような規格を確立

することが求められる。また、サブナノ秒への高速化は、光ネットワークの基本デバイスとして必須であ

り、デバイス仕様とその最終目標設定において、システムサイドとの一層の連携が必要である。 

今後、光スイッチ機能としては、自律的維持機能だけでなく、ネットワークアーキテクチャ面／サービ

ス面／保守運用面からの要求についての検討も進めることを期待したい。大規模化や偏波無依存に重要な、

導波路や各種部品及びスイッチ単体の性能や安定性についての設計を徹底させるため、また、デバイス試

作回数の削減や各製造プロセスの条件許容度の拡大に活用するためにも、シミュレーション技術の積極的

な導入も重要である。 

 

Ⅰ‐２‐（３）、Ⅲ‐１‐（１）（再） ネットワークフォトニクス研究センター ［ユニット戦略課題３］光信号処

理デバイスに関する研究開発 ３．６ 

「光パスネットワークへの超高速技術の導入」を短期的なアウトカムに設定し、産総研オリジナル技術

であるＩＳＢＴ素子（半導体量子井戸のサブバンド間遷移を利用した素子）を用いた次世代通信用光デバイス

技術の確立を中心に、研究開発を進めている。技術要素として、ＩＳＢＴ素子の高性能化技術、ＩＳＢＴ素子を

用いた位相変調光信号処理デバイス技術、化合物半導体技術を利用した新規光源開発技術などを設定し、

ロードマップを策定している。また、ベンチマークでは、ＩＳＢＴ素子と従来の光信号処理デバイスとの性能

比較により、ＩＳＢＴ素子の優位性と位置付けを提示している。 

アウトプットとしては、ＩＳＢＴ素子とマイケルソン干渉計とをモノリシックに集積化した超高速光ゲート

スイッチを開発して、１７２ＧｂｓのＯＴＤＭ光信号切り替え伝送実験に貢献し、その有効性を実証したことは

評価できる。また、ＩＳＢＴ素子による位相変調信号のコヒーレント波長変換や、注入同期半導体レーザーに

よる位相制御光源の動作確認など、コヒーレント技術への取り組みも強化している。さらに、本研究で培

われた高度な化合物半導体作製技術を利用したⅡ-Ⅵ族半導体レーザーや量子カスケードレーザーＱＣＬＤ

など派生技術応用でも企業と共同で開発を進めており、公的な研究機関の役割を果たしている。 

なお、研究テーマが多岐にわたっており、研究の目的と目標がやや不明確な面が散見される。ＩＳＢＴ素子

の研究の出口の明確化とともに、課題の明確化と解決の目処について、期限を区切って整理することが必

要である。また、他の２つの戦略課題との関係（技術的な相補関係や連携関係など）を明示するとともに、

本研究課題の位置付けとアプローチをより明確にすることが求められる。さらに、波長可変レーザーのベ

ンチマークでは、他方式との定量的な比較を行い、優位性を提示することが求められる。 

今後も化合物半導体集積化プロセス技術は、重要な基盤技術であり、これを担う国の中心的な組織とし

ての進展も期待したい。また、ＱＣＬＤやグリーンＬＤは、技術移転や製品化などアウトカムへの加速が必要

であるが、本研究センターのミッションの中での継続については検討することも必要である。 

 

Ⅰ‐２‐（３）、Ⅲ‐１‐（１） フレキシブルエレクトロニクス研究センター ［ユニット戦略課題１］フレキシ

ブルデバイスの開発研究 ３．３ 

情報通信機器における製造・使用の両面でのイノベーション実現のため、柔軟性を有するフィルム基板上

に室温や大気中といった温和な条件で電子素子や回路を形成するフレキシブルデバイス技術を開発し、超

薄型、軽量、形状自由度、大面積、耐衝撃性、省電力性など、ユーザビリティに優れた情報入出力インター

フェースデバイスの創出を先導することを目指している。 

ロードマップではフレキシブルデバイスに必要な項目をカバーしている。これまでの主要な成果は、ユ

ニット構成員の高いポテンシャルに起因しており、全体として順調に進捗している。特に、トップエミッ

ション型有機ＥＬ（電界発光）ディスプレイに不可欠な透明カソードの低損傷製造技術、カーボンナノチュー

ブを用いた熱電変換フィルム、アルミニウムを用いたＲＦ（ラジオ波）ＩＤタグなど、個々の技術に関して世

界をリードできる先進的成果を挙げていることが評価できる。 

この戦略課題の目標が、研究センター全体の目標（入出力ディスプレイ／バックプレーンの開発）に必

ずしも対応していないことが課題である。目標としている「次世代入出力デバイス」の仕様がまだ明確で

ないため、開発した各要素技術の達成度が判断しにくい。研究リソースの観点からも、取り組むテーマが

やや広すぎるとの懸念もある。ＥＬディスプレイ技術等、国内外の競争が激しい状況においては、国際的な

優位性を保つため、方向性を整理する必要がある。 

今後は、目標やロードマップについて、研究センター全体の目標やアウトカムの観点からの見直しを行

うとともに、これまでに得られた要素技術等をもとに、今後の展開・複合化等をわかりやすい形でマッピン

グし、前進させていくことを期待する。ＴＦＴアレイの基盤技術についても、すべてに必要な重要領域とし

て、一定の取り組みが必要である。さらに、タブレット端末という形で入出力が統合されたデバイスが存

在する現在では、単に要素技術を追求するだけではなく、フレキシブルデバイスの明確な優位性を示す利
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用例が提示されることを期待する。 

 

Ⅰ‐２‐（３）、Ⅰ‐４‐（３）、Ⅲ‐１‐（１）、Ⅲ‐１‐（３）（再） 電子光技術研究部門 ［ユニット戦略課題１］光

情報技術 ３．７ 

光デバイスに関して、化合物半導体光源デバイス、ポリマー光配線技術、シリコンフォトニクスの技術

を中心に次世代の機器内光ネットワーク（光インターコネクション）への展開を図るとともに、大型プロ

ジェクトに参画している。ネットワーク技術に関して、次世代大容量光伝送のための集積化光源に対応し

た光信号処理・計測技術の研究展開を図るとともに、量子情報通信の研究にも取り組んでいる。 

機器内光通信や光ネットワークを実現し、情報伝送の広帯域化、省エネルギー化と基幹ネットワークの

安全・安心を担保するセキュリティ向上を目指すアウトカムは適切である。「光インターコネクション」に

関して、今年度から開始のプロジェクトにおいて適切な研究の方向性が認められ、量子ドット面出射光源

技術及びポリマー光配線・回路技術の開発を順調に進めている。「コヒーレント技術」に関しては、技術蓄

積を活かした研究目標の選定と応用指針を示し、コヒーレント光伝送用のレーザー光源の開発で成果を挙

げている。 

ただし、同時進行的に進められている多数のテーマの達成度は必ずしも明確でない。世界の大学や研究

機関との比較など、より詳細なベンチマーキングが必要である。特に、「光インターコネクション」は、世

界的に激しい競争下にあり、実用化・商用化に向けて知財戦略、標準化戦略が重要である。また、大型プロ

ジェクトに参加するにあたり、産学官連携のハブとしてより積極的な役割が求められる。 

この研究ユニットの方向性に沿う未来開拓プロジェクトがスタートしたところでもあり、日本のこの分

野での優位性を維持していくため、単に研究の分担に留まらず、全体の方向性を牽引する努力が国の研究

機関の役割として期待される。研究ユニット独自の要素技術は、さらに実用化、標準化に向けた研究開発

を進め、特に「コヒーレント技術」に関しては、更に関連企業と協力して進めることが望ましい。 

 

Ⅰ‐２‐（３）、Ⅰ‐４‐（３）、Ⅲ‐１‐（３）（再） ナノエレクトロニクス研究部門 ［ユニット戦略課題１］シリ

コンナノデバイスの研究開発 ３．４ 

シリコン半導体の更なる微細化を可能とする新規な材料、プロセスを開発し、それを基にした新機能、

新原理シリコンナノデバイスの実現、並びに、集積回路化により、更なる低消費電力化を実現するための

研究開発を進めている。 

独自技術を進めて、デバイスメーカーに対して明確に技術的方向性を示し、装置・材料メーカーを通して

日本の強みを強化する方向は適切である。技術的優位性は高く、ＦｉｎＦＥＴ（フィンゲート型電界効果トラン

ジスタ）におけるオン電流ばらつきの要因解明、世界最小特性ばらつきのアモルファス金属ゲートＦｉｎＦＥＴ

の開発など、優れた成果を多く挙げている。多くのプロジェクトに参画し、ＴＩＡに貢献している。将来日本

の半導体企業が復活する日のため、世界トップレベルの日本のコア技術を継承する意味でも価値がある。 

ただし、超微細集積回路の開発は産総研で担うには設備と人員に不足がある。優れた研究成果の使い道

が見えにくくなっており、シリコンフォトニクス以外にも出口を明示することが必要である。半導体チッ

プメーカーに対しても魅力があるようなデバイス構造やプロセスに挑戦することが求められる。成果発信

は国際会議での発表が中心になっているが、論文発表にもより積極的に注力する必要がある。 

今後の研究の方向性について、新機能・新原理デバイス技術にシフトしつつあることは妥当であるが、ま

だ萌芽的な段階が多く、将来の潮流となるプロセス技術やデバイス化技術をできるだけ早く見極める努力

が必要である。一方、“Ｍｏｒｅ Ｍｏｏｒｅ“（スケーリングＣＭＯＳ）の本流技術については、そのインテグレー

ション設備が産総研内で揃わない場合の方策を検討し、海外企業との連携に対するスタンスも含めた産総

研としての戦略的判断が求められる。日本がこの分野を維持できるよう、若手研究者への技術継承の役割

も期待する。 

 

Ⅰ‐２‐（３）、Ⅰ‐４‐（３）、Ⅲ‐１‐（３）（再） ナノエレクトロニクス研究部門 ［ユニット戦略課題２］新材

料・新構造インテグレーションの研究開発 ３．６ 

微細化以外の手法により半導体デバイスの低消費電力化及び高機能化を実現するため、新材料や新デバ

イス構造の研究開発を進める。これまでに開発してきたコア技術を活用して、（１）シリコン上の異種材料

集積化技術、（２）低電圧動作ＣＭＯＳ技術、（３）Ｘ線撮像デバイス技術、（４）ＦｅＦＥＴ（強誘電体ゲート電界効

果トランジスタ）を用いたＮＡＮＤフラッシュメモリー技術、（５）相変化材料技術、を研究している。 

萌芽的研究から応用研究に及ぶ幅広い課題を展開しており、それぞれ明確な目標のもと、内外と活発に

連携し、世界的に優れた成果を発信している。異種材料集積技術と新規不揮発メモリ集積技術は、傑出し

た独自の製造方法をうまく確立できれば日本産業の強みとなる可能性が高い。ゲルマニウムとⅢ－Ｖ族半
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導体は現時点では世界レベルを追い続けることが大切である。相変化メモリの研究は、独創性もパフォー

マンスも高く、優れた成果を挙げている。フィールドエミッター技術を用いた医療用Ｘ線撮像デバイスの

研究は、シーズとニーズがマッチした理想的な流れで展開している。 

ただし、方向性がやや拡散しており、競合研究機関との定量的な比較を含むベンチマークを示し、日本

としての強みと最適なターゲットを特定し、スピード感をもって推進することが望まれる。Ｘ線撮像デバ

イスについては、感度の目標値を明確にして実用化レベルまで完成させる必要がある。 

今後、シリコンと異種材料の集積技術について、“Ｍｏｒｅ ｔｈａｎ Ｍｏｏｒｅ”の方向性を強化してロードマッ

プに明示するとともに、保有コア技術の位置付けをより明確にし、今後の応用の視点から、外部を巻き込

んで開発を推進することを期待する。不揮発性メモリについては、早期の実用化につなげるため、重点化

すべき技術を選定し、リソースを集中する時期に来ていると考えられる。 

 

Ⅰ‐２‐（３）、Ⅰ‐５‐（１）、Ⅲ‐１‐（２） ナノエレクトロニクス研究部門 ［ユニット戦略課題３］半導体設計・

製造技術の研究開発 ３．３ 

半導体製品の多様化に対応するため、極低消費電力集積回路システム及び多品種少量生産技術の産業化

をアウトカムに設定し、これまでに開発してきたコア技術を活用して、（１）３次元実装技術、（２）低消費電

力ＦＰＧＡ（プログラム可能な論理ゲート集積回路）チップ技術、（３）ミニマルファブシステム（半導体チッ

プの局所クリーン化生産システム）、の技術開発を行っている。 

３次元実装技術は、放熱とインターコネクトという基幹技術を取り上げていることは時宜を得ており、

高熱伝導ヒートスプレッダーやウェットエッチング加工などの成果が評価できる。低消費電力ＦＰＧＡにつ

いては、以前よりも現実に近づいた目標設定であると認められる。独自の構想に基づくミニマルファブに

関しては、粘り強い努力の結果、多数の民間企業を巻き込んだコンソーシアムと技術研究組合の体制が整

い、実際に各装置の開発が加速され、産業界からの注目度も高まるなど、ハイリスク・ハイリターンの研究

をビジネス展開まで考慮しながら推進している点が高く評価される。 

ただし、このユニット戦略課題の大きさに比べてリソースが限られており、担当する３つの研究チーム

が個別に活動していることも課題であり、内部及び外部との連携をさらに強化することが望まれる。論文

発表による成果発信も、より精力的にかつ積極的に行うことが必要である。３次元実装技術は熱を含むシ

ミュレーションなどにより力を入れる必要があり、ミニマルファブは具体的な素子、マスク枚数、プロセ

ス工程数を仮定して実用性を議論する必要がある。 

今後は、市場変化に対する予測と研究開発の達成目標を含むマイルストーンをより明確にし、最終目標

と産業界へのアウトカムを提示することが望まれる。半導体設計という観点からは、ＦＰＧＡなどのツール

的なものだけでなく、新しいデバイスを出現させるようなアーキテクチャの検討も重要である。ミニマル

ファブは、中小企業やこれまで半導体になじみのない領域にも大きく広がる可能性があり、そのためには

少量多品種生産が可能である利点を最大に生かす応用をできるだけ早く特定し、利用のための設計・シミュ

レーションのサポートも検討し、成功例につなげることを期待する。 

 

Ⅰ‐３‐（１） 環境化学技術研究部門 ［ユニット戦略課題１］再生可能資源を利用する材料・プロセス技術 

３．８ 

国際競争力のある産総研独自のバイオ由来化学品生産プロセスの確立を目指し、各基盤技術の確立を図

るとともに実用化指向の全体プロセス設計・評価を行っている。具体的には、バイオエタノール等の低級ア

ルコールをオレフィン等の有用化合物に変換する触媒や製造プロセスの開発に加え、バイオ法と化学法の

ベストミックスによる基幹化学物質（有機酸等）や機能性素材（バイオ界面活性剤等）の量産技術に取り

組み、これらバイオベース化学品の用途開拓も進めて幅広い産業分野への導入を目指している。 

化石燃料からバイオ資源型への移行は現代社会及び産業界の要請を反映した的確なロードマップ、アウ

トカムとなっており、研究ユニットの特徴を生かしたバイオ法と化学法のベストミックスの考え方は現実

的で、評価できる。固体酸触媒を用いるバイオエタノールからプロピレンヘの変換で効率４０％のプラント

稼働を成功させるとともに、バイオプロセスに特徴的な光学活性品の製造にも可能性を示している。 

一方で、プロピレン収率３５％以上といった数値目標の難易度・現状の国際水準との対比は示されていな

い。ビジネスにつなげるには、石油化学と比較したコスト目標設定が重要である。現時点の達成度の算出

根拠や副生グリセリンなど原料の安定調達性なども不透明である。純化学工業は精製された原料を要求す

るのに対し、微生物による変換では精製度が低くても対応できることなど、バイオ法の特徴や優位性はも

っと強調できる。グリセリン酸やレブリン酸からの化学品合成が環境負荷低減になるのか、ＬＣＡ的な評価

をあらかじめ示す必要があるし、産総研がどこまでスケールアップをやるべきかは議論がある。 

バイオリファイナリーは重要な研究開発であるが、今後、石油、天然ガス等の価格変動で評価が急転す
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る可能性もある。定期的に目標を見直しつつ、確固とした信念による研究開発継続が望まれる。実プロセ

スで不純物の処理など現実的な問題に対処することは重要である。産総研内のバイオマス化学研究連合が

強力に発展することを期待する。雇用も含めた産業構造の変革や海外への技術移転の上で、基幹物質の持

続的製造プロセス確立は極めて意義深い。我が国の産業目標としてのビジョンを示して、内外へのアピー

ルを期待する。 

 

Ⅰ‐３‐（２） メタンハイドレート研究センター ［ユニット戦略課題１］メタンハイドレート資源生産技術

の開発 ４．３ 

メタンハイドレート資源生産技術の開発について、①メタンハイドレートの生産レートの向上と安定な

生産技術の確立を目指した「高度生産手法の開発」、②安定な操業技術の確立と社会受容性の確保のための

「地層特性評価技術の開発」及び③信頼性のある生産性予測技術を確立するための「生産性予測技術の開

発」を主要研究課題として取り組んでいる。 

海洋産出試験に向けた技術開発はロードマップに沿って順調に進捗しており、生産性の向上のための技

術開発も適切であり、実施の段階に到達した。特に減圧法による生産技術開発は成果を挙げ、大型産出試

験装置によるシミュレーションの検証も進めつつある。また、地層力学挙動解析シミュレーターの高度化

と高速化が図られ、坑井周辺地層の力学的挙動の理解がより進んだ。 

一方、海洋産出試験や大型試験装置の結果については、積極的に試験の実態や成果を公開し、我が国の

技術の優位性を世界に示すことが重要である。また、石油天然ガス・金属鉱物資源機構（ＪＯＧＭＥＣ）、企業、

大学との密な連携の継続及び環境影響評価への対応が今後求められる。なお、大型装置の維持管理費につ

いては、今後多額の予算が必要と思われるので、適切な対応が求められる。 

今後、海洋産出試験や大型試験装置を活用して得られた結果を積極的に公開し、我が国の技術の優位性

を世界に示すことを期待する。また、内外の情勢の変化、及び海洋産出試験の着実な成果と新たに表出す

る課題に対して機動的に研究計画を見直し、２０１６年以降、さらに長期の産出試験を通じた技術課題の解

決とコスト削減に向けて、長期的な視点に立脚した技術課題を明らかにしていくことを期待する。 

 

Ⅰ‐３‐（２） メタンハイドレート研究センター ［ユニット戦略課題２］ガスハイドレート機能活用技術の

開発 ３．９ 

メタンハイドレート資源開発の経済性を総合的に高めるため、資源開発の研究基盤となるガス包蔵特性、

力学特性、熱特性、包接分子選択性、相平衡特性など、物理的特性の解明に向けた研究に取り組み、それ

らの研究成果を応用した新産業の創出によって資源開発の経済性の向上を目指す。 

天然ガス輸送貯蔵媒体としてのハイドレート及びセミクラスレートによるガス分離／精製技術に関する

研究は進捗しており、民間企業との共同研究により実用化に結びつく多くの成果を挙げている。他の課題

についてもロードマップに沿って研究を進捗させており、論文、特許などに成果を挙げている。 

一方、天然ガス輸送貯蔵媒体としてのハイドレート及びセミクラスレートによるガス分離／精製技術に

ついては、世界的な研究動向の中で、本研究ユニットの独自性と優位性を明示する必要がある。また、本

課題は研究対象が幅広いので、研究資源を考慮し、研究が発散することのないよう留意が必要である。 

今後、ガスハイドレート産業創出イノベーション（ＧＨＩＣ）などを通じた民間企業との連携を積極的に進め

て実用化につなげ、早期の技術移転や特許等の獲得などの成果に期待したい。また、ハイドレート応用技

術は様々なアイデアをもとにして研究開発が進むと考えられるので、現在進めている技術以外に、メタン

ハイドレード資源開発の経済性を高める技術や新産業創出につながる展開にも期待する。 

 

Ⅰ‐３‐（２） エネルギー技術研究部門 ［ユニット戦略課題５］エネルギー資源変換技術に関する研究   

３．８ 

クリーンコールテクノロジー（ＣＣＴ）の中核技術として石炭火力を中心とする利用技術の低炭素化を進

めることが喫緊の課題である。このため大規模発電用ガス化システム開発に資する基盤技術を開発してい

る。さらに、低品位炭から灰分を除去した無灰炭の製造技術を開発するとともに、それを用いた高効率低

温触媒ガス化技術の開発を進めている。 

「エクセルギー再生産」という概念はそれほど新しくはないが、これを大規模スケールで実現しようと

するのは貴重な取り組みであり、基礎と応用の両面から着実に研究を進めていることは評価できる。石炭

のデータベースセンター、石炭中微量元素の分析方法の標準化等、産総研ならではの内容で、外部との連

携も適切である。 

一方で、民間でもガス化の技術開発は進んでおり、産官学の役割分担をもう一度確認する必要がある。

他機関との比較の上で産総研の強みとする基盤技術とは何か、実用プロセスのどこに位置付けているかを
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明確にし、民間では踏み込めない領域に特化した技術開発を進めるべきである。プラント内部は相当の高

温でかつ研磨剤に等しい粒子が高速で循環することから、性能目標を明確にし、メンテナンス、寿命、更

新を含めたコスト試算も必要である。 

石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）やＩＧＦＣはコスト高であるが、熱技術として技術基盤を底上げするポテン

シャルを有する。現時点では発電コストには必ずしもこだわらず、化学エネルギー再生ならではの価値や

目標の設定が望ましい。大型炉の設計技術やエンジニリング技術も必要で、適切な連携が求められる。非

在来型資源への応用や、コストダウンによる発展途上国向けビジネスとしても有望であり、海外との共同

取り組みを期待する。 

 

Ⅰ‐３‐（３） サステナブルマテリアル研究部門 ［ユニット戦略課題１］レアメタル等金属の省使用・代替

材料の開発 ４．３ 

限りある資源をより広く効果的に利用できる社会の実現を目指し、レアメタルの機能を代替できる材料

の探索ないし構造の造り込みを中心に、低環境負荷・省エネルギーを出口とした素材・部材及び周辺技術の

開発を企業と連携しながら行っている。 

経済産業省のレアメタル確保戦略に基づいて定められた代替材料開発の研究課題について、開発目標を

ほぼ達成し、実用化レベルに達していることが高く評価される。ほとんどの重要なレアメタルをカバーし、

産総研のもつ総合力を活かし、分野融合型研究ハブの中心として機能しながら、材料設計からプロセス技

術までを担当し、目標値をクリアしてきている。個々のテーマでは、世界トップレベルの実用化技術の開

発に成功しており、特に、サマリウム鉄系磁石の開発によりジスプロシウム添加ネオジム磁石代替の可能

性が出てきたことは顕著な成果である。展示会やシンポジウムなどで積極的に成果のアピールを行ってい

ることも評価できる。 

ただし、個別テーマは目標を達成しているものの、それらの成果から次の展開の芽が充分に出ていない

こと、及び、企業が事業化するまでの技術移転が公的支援なしでは継続できないことが課題である。産業

化へのハードルを越えるためには、具体的な実現コストを評価する手段やコスト指標を示すことが望まれ

る。なお、サマリウム鉄系磁石はレアメタル対策としては過渡的なものであり、早急に希土類を使わない

次世代の磁石の開発に取り組むことが必要である。 

今後も高い研究レベルを維持し、目標を達成していくとともに、研究成果を大きなアウトカムにつなげ

るため、企業との実用化フェーズの研究開発の発展を期待する。省レアメタル・代替材料の対象範囲を広げ、

低コストの視点を強め、より特徴ある材料を開発することが必要である。当初目標を達成した省タングス

テンについて、次の目標設定を独自の調査と技術シーズで提案することが必要である。使用量削減だけで

なく、リサイクルまで考慮した戦略に基づいて開発を進める必要がある。個々のテーマの推進に加え、共

通する基盤的な技術の蓄積、開発した各要素技術の特許やノウハウなどを知的財産として確保していくこ

とや、国際標準化活動も重要である。 

 

Ⅰ‐３‐（３） 環境管理技術研究部門 ［ユニット戦略課題３］リサイクル技術の開発 ３．７ 

「循環型社会」を実現するという政策ニーズに対応した先端技術開発を実施する。このため、国のレア

メタル確保戦略に基づいて、未利用資源活用及びリサイクルを推進し、資源最適利用システム構築並びに

戦略的希少元素安定供給に貢献するための研究を進める。 

電子素子類の気流選別システムは風速分布制御に関するユニークな着想を含むなどレベルが高い。ハー

ドディスクドライブからネオジム磁石を選別回収するセパレーターを実用化するなど、戦略メタル国内資

源循環プロジェクトの開始・先導において、生産技術側にまで踏み込んだ見直しとシステム化を目指してい

る点も評価できる。また、有機資源循環利用においても、経済性評価を実施してメリットを明らかにし、

「有機資源循環利用－再資源化ガイドライン」を策定し、開発途上国へも国連組織を通じて提案する予定

であることや、震災復興の現場で有害物質を含む廃棄物の適正処理に当研究部門の技術をいち早く応用で

きた事なども評価できる。 

一方、どのようなアウトカムか、その見通しが必ずしも明確ではない。レアメタル、レアアースの回収

は、既に数多くの機関で研究されているテーマであり、開発技術と他技術とのコストや性能の比較を明確

に示す必要がある。また、廃棄物の適正処理に関しては、スケールアップファクターも含めて明確にし、

産業界と連携し、特に家電製品に用いられる部品は、小型化・複雑化が著しく、リサイクルを難しくしてい

ることから、よりターゲットを絞った効率的な技術開発を目指す必要がある。 

現状では個人研究がベースで線が細い印象がある。今後研究の進捗状況等により、ポスドクなどの人的

資源を集中投入するなど、組織的に取り組むことが重要である。また、リサイクル技術の開発については、

生産メーカーとの連携が必要であり、リサイクルの立場から生産メーカーに働きかけるとともに、広く企
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業、自治体、大学を取り込んだ活動を期待する。さらに、今後は製品設計の段階から、リサイクルされる

ことを意識して設計・製造されるようにしてゆくための指針等の作成の面でも、当研究部門の貢献が期待さ

れる。 

 

Ⅰ‐３‐（３）、Ⅰ‐６‐（５） 安全科学研究部門 ［ユニット戦略課題３］リスクトレードオフ評価・管理手法の

研究 ４．０ 

経済産業省の技術戦略マップ２０１１年の化学物質リスク評価・管理技術開発に係わる技術ロードマップ

では、２０１０年頃から２０２０年頃までは化学物質管理の第３世代と位置付けられている。この技術マップに

対応して、化学物質間のリスク（代替物質のリスク等）のトレードオフを考慮したリスク管理手法、デー

タ等の不確実性を前提としたリスク管理手法、分解や反応生成（生体中含む）を考慮した環境中運命モデ

ル、製品からの直接暴露の評価手法等を重要課題に設定し、技術開発を行っている。 

暴露解析モデル・ツール、ヒト健康及び生態影響評価手法、リスク評価・管理手法、多様なリスクの解析・

統合化手法を開発しており、限られた試験結果でも評価ができる手法開発（種感受性分布推定等）は、化

審法（化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律）におけるリスク評価に対して強力な支援ツールで

ある。また、ｉＡＩＲ（室内暴露評価ツール）を含む暴露評価モデルはＰＣでダウンロードできるので、多くの

自治体、民間団体、研究者が採用している。ヒト健康及び生態影響評価手法についてはガイダンス文書を

取りまとめ、公開している。 

一方、高い専門知識のないユーザーであってもモデル・ツールを自主的に使用でき、行政でのリスク評価・

管理が進展するように、入力パラメーターの簡素化等の改良が必要である。また、リスクトレードオフは

結論を簡潔に強調するよりも、その手順に内包される不確実性の丁寧な解釈が重要である。目標やベンチ

マークについては精緻なモデルに入り込むのではなく、ユーザーの多様な要望に対処できる開発が求めら

れる。 

今後は、有害性推定手法や曝露評価モデルは他の行政機関でも類似する研究を行っているので、ツール

の乱立でなく、国内モデル統一の牽引役を期待する。また、化学物質の大気と水におけるリスク評価はま

すます重要になってくるので、その方向性を柱に研究を推進することを期待する。一般国民にはリスクト

レードオフの概念が浸透していないので、その意味を社会に広く伝える努力が必要である。 

 

Ⅰ‐４‐（１）、Ⅲ‐２‐（１）（再） 先進製造プロセス研究部門 ［ユニット戦略課題４］無機・有機ナノ材料の

適材配置による多機能部材の開発 ３．６ 

異種材料をナノレベルで融合することで従来の無機及び有機等の単独材料には無い多機能を有する部材

（ハイブリッドコンポーネント）の製造技術開発が求められている。そのようなニーズに対応するため、

セラミックス、金属、ポリマー、シリコン等の異種材料のマルチスケールでの適材配置による多機能部材

の研究開発を進めている。 

自動車の軽量化は環境対応のために重要な課題であり、材料置換による車体の超軽量化を考慮して設定

された研究目標は適切なものと評価できる。また、異種材料を混在させて活用する際の課題（接合／融合

／適材配置等）を把握しており、最も重要な技術要素であるマルチスケール接合・融合化技術について、各

多機能部材に対応した技術開発を推進した。これによりマイルストーンを前倒しで達成したことは評価で

き、優位性も高い。 

一方、ミニマルマニュファクチャリングにおける本ユニット戦略課題の位置付けが不明確である。また、

具体的なターゲット産業や製品をイメージし、実用化に向けた目標設定と達成度を明示する必要がある。 

今後の方向性として、企業ニーズに十分配慮し、異種材料の接合・接着技術と革新的な高速／低コスト成

形プロセス研究を推進する必要がある。また、マトリックス樹脂の高熱伝導化によるＣＦＲＰ（炭素繊維強

化プラスチック）の高速成形に関しては、目標とする成形時間から熱伝導率を逆算して材料の目標を明確

にすることで開発の進展が期待できる。 

 

Ⅰ‐４‐（１）、Ⅲ‐２‐（１）（再） ナノシステム研究部門 ［ユニット戦略課題１］高予測性シミュレーショ

ン ４．２ 

「理論シミュレーションに基づくＲ＆Ｄ加速事例の増加」をアウトカムとして設定している。ナノシステ

ム材料の高予測性設計に必要な理論・アルゴリズム・プログラム等の高い理論的研究、及び企業で行われる

技術開発に近い視点を持った研究により、ＩＴ、環境・エネルギー分野のナノシステム新材料・デバイスの開

発に寄与するロードマップが描かれている。低電圧駆動ナノデバイス、有機フレキシブル熱電素子、高性

能磁石などをマイルストーンとして設定している。 

戦略課題のアウトカムに向けた「テクノロジーブリッジ」としての役割が明確に現われている。著名な
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国際誌に多数論文を発表するなど、質の高い研究を遂行している。また、本課題の研究者主導で、文科省、

ＪＳＴ、ＮＥＤＯ、所内戦略予算などの競争的予算を多く獲得していることは高く評価される。 

一方、新現象の予測等で実験を先導できる提案型の理論・シミュレーションを目指すことが望まれる。理

論計算から予測されその有効性が証明された材料やデバイスの知財確保に努める必要がある。「テクノロ

ジーブリッジ」としての役割を果たした事例は、本研究ユニットの成果としてより積極的に発信すること

が望まれる。 

今後は、最先端分野に取り組んでいる外部の研究部隊とも積極的に交流を進め、研究ユニット内外で実

施される実験をドライブするような影響力を発揮することが期待される。さらに、より付加価値の高い製

品・材料開発に結び付く課題を選択し、シミュレーション技術による開発支援が求められる。 

 

Ⅰ‐４‐（１）、Ⅲ‐２‐（１）（再） ナノシステム研究部門 ［ユニット戦略課題２］ソフトマテリアル ３．８ 

光機能性分子・超分子・液晶・高分子・ゲル・コロイド等、機能性ソフトマテリアルに関連する広範な研究者

を擁し、階層を越える自己組織化理論と階層シームレスのシミュレーション研究では国内外を先導した実

績がある。これらの人的優位性を統合的に活用し、革新的な材料やデバイスの設計開発を通じて次世代の

グリーン・イノベーションに貢献する研究開発を進めている。 

昆虫のような柔らかいロボットを最終的なアウトカム目標に設定し、機能性ゲルを用いたソフトアクチ

ュエータ、自己修復材料、易解体材料等の技術的マイルストーンを配置したロードマップは適切である。

マイルストーンに設定されている技術的課題に関して、国内外の他機関との比較・優位性が適切に評価され

ている。光による可逆的な反応に基づく再利用可能な材料開発、有機電界発光素子、微細な溝に閉じ込め

た液晶の新たな配向構造の発見、球状錯体の形成過程の解明など、世界トップレベルの成果と、特許など

のアウトプットは高く評価される。 

大きな成果が着実に出ている半面、将来の大きな展開につながる革新的な研究も同時に進める必要があ

る。ソフトマテリアル自体にまだ多くの基盤研究要素が残っており、もう少し設計合成などの物質科学的

研究にも力点を置く必要がある。また、産業界、あるいは他部門との連携でどのような応用の可能性があ

るのか、出口へ向かってのシナリオを描くことが重要である。 

今後、出口に近いフェーズにある研究は、産業界や応用研究を行っている他の研究ユニットとの連携を

はかり、産業化へのシナリオをより具体的に描きながら進めること、またその際には、できるだけ早い段

階で製品に求められる特性や仕様を把握し、コスト意識を持って進めることが期待される。 

 

Ⅰ‐４‐（１）、Ⅲ‐２‐（１）（再） ナノシステム研究部門 ［ユニット戦略課題３］高付加価値ナノ粒子     

４．２ 

高付加価値ナノ粒子は、その生産速度とストック中の再凝縮がネックとなり産業応用が進んでいない。

本戦略課題では、オンデマンドで必要量を生産する技術を開発することで、グリーンデバイス製造プロセ

スへの本格的な応用を図る。また、ナノ粒子の高付加価値化とその利用技術の開発により、グリーン・イノ

ベーションへの貢献や国際競争力強化などを目標としている。 

これらの目標達成のため、アウトカムを中長期的なものと短期的なものの２段階を設定し、それに応じ

たロードマップ及びマイルストーンの設定は、研究の展開をより具体化するものとして妥当である。プル

シアンブルー（ＰＢ）型ナノ粒子を応用したＣｓ汚染物回収プロセス技術の開発は既に実証試験にも成功し

ており、原発事故対応という緊急性に答える集中的な取り組みとして高く評価される。 

ナノ粒子合成・改質から塗布・パターニングまでを一貫してオンデマンドで行うシステムの構築が、どの

様に具体的な産業に寄与するのかロードマップで示すこと、またベンチマークでは、相応・類似する研究・

技術開発を行っている国内外の競合機関との質的比較をすることが必要である。 

今後は、Ｃｓ回収大規模プロジェクトで開発した技術を速やかに企業に橋渡しし、新たな次の展開に挑戦

することが期待される。 

 

Ⅰ‐４‐（１）、Ⅰ‐４‐（２）、Ⅲ‐２‐（１）（再）、Ⅲ‐２‐（２）（再） ナノシステム研究部門 ［ユニット戦略課題

４］ＣＮＴ・革新デバイス ３．５ 

金属型と半導体型の単層カーボンナノチューブ（ＣＮＴ）を高効率で連続的に分離する技術、ナノギャッ

プ電極間で生じるスイッチ現象を利用した不揮発性メモリ、エバネッセント光（近接場光）ー 伝搬光変換

を可能とするＶ字溝型ナノ構造について、基本的な特許を取得している。今後実用化に至るまでには、単

層ＣＮＴの非侵襲かつ高収率での分散、不揮発性メモリの高度集積化、Ｖ字溝型ナノ構造の最適化とその大

面積化・低コスト化などの課題が残されており、現在その解決に向けて企業と共同で橋渡し研究が進められ

ている。 
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将来の産業創出につながる集積回路、メモリ、ＬＥＤなどの開発に資するロードマップが描かれている。

そこに示された技術開発要素毎の道筋は、計画の中期と最終にマイルストーンを設定し適切である。ＬＥＤ

高効率光取り出しに全反射を利用する技術、さらに、金属のみをチャネルに利用したナノギャップ不揮発

性メモリ技術、用途別ＣＮＴ分離技術など、従来にない革新的な産総研独自技術を多数開発した。これらの

成果は、著名な国際誌を含む多数の論文として発表し、また特許出願も意欲的に行っており、高く評価で

きる。企業や技術研究組合との連携も積極的に行われていると認められる。 

一方、アウトカムに向けた展開シナリオが弱い。ＣＮＴの金属・半導体分離技術の開発は、低コスト化によ

る産業化の可能性追求を加速する必要がある。ナノギャップはＴＩＡで進めているナノエレクトロニクス技

術研究組合の中に組み込むなどして、他の類似技術とのベンチマークを行い、どう進めるべきか検討が必

要である。ＬＥＤ高効率取り出し技術も企業への技術移転を積極的に進める必要がある。 

製品化アウトカムのフェーズにおいては、研究ユニット内連携に留まらず、より応用的な研究ユニット

や産業界との連携が必須であり、特許戦略、知財管理に十分留意しながら、精力的な研究及び実用化展開

が期待される。 

 

Ⅰ‐４‐（２）、Ⅲ‐２‐（２）（再） ナノチューブ応用研究センター ［ユニット戦略課題１］カーボンナノチ

ューブの実用化・産業化・標準化のための研究開発 ４．５ 

スーパーグロース合成法並びに改良直噴熱分解合成（ｅＤＩＰＳ）法をコア技術として、「単層ＣＮＴを用いた

新産業創成」をアウトカムに設定し、単層ＣＮＴの量産化技術、構造制御技術、薄膜化技術、成型加工技術

などの開発を進めるとともに、ゴムや金属などとの融合技術、フィルムエレクトロニクスへの応用技術な

どの用途開発を推進している。技術要素毎にロードマップを策定するとともに定量的なマイルストーンを

詳細に設定している。また、ベンチマークでは、各要素技術について国内外の競合研究機関を明示し、優

位性や特徴を把握している。 

アウトプットとしては、スーパーグロース法では、用途開発を加速化するため単層ＣＮＴ量産技術（０．６

ｋｇ/日の実証プラント）の開発を実現するとともに、単層ＣＮＴの質の多様性に向けた基盤技術への取り組

みとその知見は、今後の製品化段階において大いに利用されるものと高く評価できる。さらに、各種材料

との融合による単層ＣＮＴ複合材料（導電性ゴム材、導電性樹脂材、銅ＣＮＴ複合材など）の開発など、数多

くの優れた成果を挙げている。一方、ｅＤＩＰＳ法では、ＣＮＴ合成での反応機構の解明など基礎的な成果とと

もに、単層ＣＮＴの短尺化技術開発とこれを用いた塗布型トランジスタへの応用技術、電界誘起層形成法に

よる金属半導体分離技術開発など用途開発に向けた成果を挙げており、評価できる。特に、ＣＮＴ電子特性

のチューブ径効果の解明は、今後のチューブ製造技術開発に非常に重要である。 

なお、スーパーグロース法では、用途に応じた製造段階において、欠陥の種類や数を原子レベルで制御

するなどより合成技術の高度化が求められる。ｅＤＩＰＳ法ＣＮＴを用いた薄膜トランジスタ開発では、競合材

料である有機系材料と比較しながらＣＮＴの独自性や特徴を明示することによって、ＣＮＴデバイスの優位性

をより明確化することが必要である。 

今後、国際的な視点での戦略をもって実用化への努力をすることを期待する。また、単一カイラリティ

チューブ作製に焦点を絞った独創性のある手法の開発にも着手するとともに、これらＣＮＴ特有の性質を利

用した新規デバイス機能の探索にも期待する。 

 

Ⅰ‐４‐（２）、Ⅲ‐２‐（２）（再） ナノチューブ応用研究センター ［ユニット戦略課題２］ナノチューブ複

合材料の創製・産業化のための研究開発 ３．７ 

ＣＮＴ技術と有機ＮＴ技術の融合による「新バイオ産業育成への貢献」をアウトカムに設定し、カーボン／

有機ハイブリッドＮＴ技術の開発及び有機ＮＴの実用化・産業化を目標に研究開発を進めている。ナノカーボ

ンの構造制御技術、機能性有機物とＣＮＴとの複合化技術並びに有機ＮＴのテーラーメード化技術を技術要素

として、ロードマップ及びマイルストーンを定性的に設定している。また、ベンチマークでは、各要素技

術に関する国内外の競合研究機関との比較から把握されている。 

アウトプットとしては、カーボン・有機ハイブリッドの機能性ＮＴ開発では、ペリレン（Ｃ２０Ｈ１２）内包   

ＣＮＴによるイメージングプローブの開発や薬物送達システム（ＤＤＳ）応用に向けたナノホーンの生体内動

態の定量解析の成功、難治性疾患治療を目指した経口剤への応用、ＣＮＴの遠赤外吸収帯の起源解明など、

基盤的な研究成果を挙げている。一方、有機ＮＴ開発では、テーラーメード化技術を基に、抗癌剤など薬剤

徐放機能をもつ有機ＮＴの開発、タンパク質リフォールディング機能をもつ有機ＮＴゲルの開発に成功する

とともに、これら機能を利用した治療用コンタクトレンズへの応用など着実に成果を挙げ、評価できる。

成果は、著名な国際誌への論文発表や特許出願で発信するとともに、国際標準化活動にも取り組んでいる。 

なお、ＤＤＳ応用では、既に製品として使用されている、あるいは開発段階にある多くのナノキャリア材
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料との比較を念頭に置いて、ＮＴ特有のユニークな機能を見出すことも求められる。 

今後、機能性ＮＴ用途開発で期待の大きな革新的ＤＤＳ開発には、先端的材料研究のみならず、バイオ、ナ

ノテク、素材、ＩＴ、イメージング、分析など多くの幅広い異分野研究者が連携する研究フォーメーション

も求められる。また、ＣＮＴと有機ＮＴの融合技術やシナジー効果によるＮＴ特有のユニークな機能の創成を

期待するとともに、ＣＮＴと有機ＮＴの優位性を用途に応じて活かす研究チームの再編成も望まれる。 

 

Ⅰ‐４‐（２）、Ⅲ‐２‐（２）（再） ナノチューブ応用研究センター ［ユニット戦略課題３］グラフェン系ナ

ノ材料の研究開発 ４．２ 

グラフェンによるレアメタル対策技術開発を通じて、「新規産業創成への貢献」をアウトカムに設定し、

大面積グラフェン導電膜の開発を進めている。特に、本研究センター独自のマイクロ波プラズマＣＶＤ法を

コア技術とし、大面積グラフェン合成技術及びグラフェン用途開発を主な技術要素として設定するととも

に、ロードマップ並びに数値目標のあるマイルストーンを策定している。また、ベンチマークでは、各要

素技術に関する国内外の競合研究機関との比較を明示しつつ、本研究センターの位置付けを提示している。 

アウトプットとしては、マイクロ波プラズマＣＶＤ法による低温（３００℃）合成グラフェン膜の高品質化

を進め、目標性能（透過率８７％、シート抵抗５００Ω/ｓｑ以下）を達成するなど、先行するグラフェン開発

グループに短期間で急速に近づく成果を挙げている。また、ロールｔｏロール合成技術を開発し、幅３００ｍ

ｍの大面積グラフェン透明導電フィルムの合成に成功するとともに、技術研究組合ＴＡＳＣと共同で、グラ

フェン静電容量型タッチパネルの試作と動作確認にも成功し、評価できる。 

なお、先行する熱ＣＶＤ法に対して、低温製膜できるマイクロ波プラズマＣＶＤ法の優位性を確立するため

には、低温下でのグラフェン成長における炭素原子や炭素クラスターの表面拡散問題など、成長過程の基

盤的解明と知見の蓄積が必要不可欠であり、計測・分析グループとの連携強化が求められる。 

競争の激しい開発分野でもあるため、今後、海外企業との連携も将来的には視野に入れる必要があるが、

その際の研究開発戦略については、関係機関と十分に議論・検討を行うことが重要である。 

 

Ⅰ‐５‐（１）、Ⅲ‐１‐（１） フレキシブルエレクトロニクス研究センター ［ユニット戦略課題２］プリンタ

ブルデバイス製造技術の開発研究 ３．９ 

フレキシブルデバイスの省エネルギー・省資源・高生産性製造プロセス技術として、印刷プロセスに立脚

したデバイス製造技術の開発を行い、特に、高精細・大面積・低温プロセスを目標に据え、実証デバイスの

試作による実用化提案も目指している。 

ロードマップはフレキシブルデバイスの製造に必要なプロセス技術が適切に設定されており、目標技術

の数値化、マイルストーン、ベンチマーキング、開発課題の洗い出しも明確である。高精細印刷技術、低

温プロセスでの金属配線技術など、すでに革新的な成果が出ていることが高く評価される。特に、酸素ポ

ンプ技術を併用したスーパーインクジェット技術により線幅５μｍの微細銅配線を作製した成果は世界最

高水準にあり、シリコン太陽電池などへの波及効果も期待される。シリコーンゴム刷版を用いて０．５μｍ

角ドットアレイの作製に成功したマイクロコンタクトプリント技術も世界最高精度であり、実用化に向け

た展開が期待できる。 

ただし、研究シナリオについて、研究センターの主要テーマである入出力インターフェースデバイス開

発に向けてのプロセス技術開発と、その他の周辺・派生技術の研究開発とを区別して提示することが望まれ

る。高精細化、生産効率、高信頼性はトレードオフの関係にあるので、性能に関しては多元的に示する必

要がある。試料調整においては、コロイド化学に属する分野も重要な研究課題となる。なお、プリンタブ

ル技術は万能ではないので、デバイスへの適用にあたっては、総合的観点から適切な選択を行うことも必

要となる。 

今後は、スーパーインクジェット法とマイクロコンタクトプリント法の相補関係を明示し、それぞれの

技術の位置付けとターゲットとする用途開発をより明確にすることが望ましい。研究センター全体の目標

であるデバイス開発の観点から、ユニット戦略課題１との連携を深めるとともに、技術研究組合ＪＡＰＥＲＡ

からのニーズに対応する課題設定も望まれる。特に、印刷プロセスの要である低温化・短時間化に関して、

ＴＦＴの全工程の視点から課題抽出を行う必要がある。なお、この研究内容は独立した要素技術としても存

在意義があるので、周辺の応用にも積極的に取り組むことも期待する。 

 

Ⅰ‐５‐（１）、Ⅲ‐１‐（１） フレキシブルエレクトロニクス研究センター ［ユニット戦略課題３］有機エレ

クトロニクス材料の評価基盤技術の研究 ３．７ 

有機半導体・導電体・強誘電体などの有機エレクトロニクス材料について、基礎物性・薄膜プロセス等の材

料基盤技術、並びに評価・標準化・計測に関する基盤技術の開発を行っている。特に、プロセス適合性をも
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つ高性能材料の開発、材料の特質に立脚した革新的印刷プロセスの開発、及び高性能化に必要な微視的材

料評価技術の開発を進めている。 

基礎研究としては非常に高いレベルにある。インクジェット法、有機半導体層の新しいプロセス技術、

ユニークな有機強誘電体材料、有機半導体層内のキャリア挙動の新しい解析技術など、学術的な面を中心

に成果が挙がっている。特に、ダブルショット法による有機単結晶薄膜のインクジェット印刷技術を開発

し、高品質薄膜成長により高移動度のデバイス性能を達成したこと、及び、ポリマー半導体の簡易製膜技

術として、特殊なシリコーンゴムスタンプを用いたプッシュコート製膜法を開発したことは、国内外から

注目される極めて高水準の成果である。 

ただし、研究センターの目標に対する本ユニット戦略課題の位置付けをより明確化することが必要であ

る。「原理の産業技術化」を通じたアウトカムを目指しているが、効果を具体的な形で示しにくいおそれが

ある。研究ユニットの最重要課題に対してどのように貢献できるかを広い視点で再吟味し、たとえば、微

視的評価技術の成果をユニット戦略課題２の印刷技術にフィードバックすることなどが求められる。 

今後は、開発された成果、たとえば高移動度の有機ＦＥＴを組み込んだディスプレイの試作など、見える

形での提示を期待する。評価解析技術については、デバイス性能の高度化のため、材料及びプロセスにお

ける課題が明確な場合に有力な武器になるので、課題の明確化を先行させることが鍵である。なお、本テー

マは独立したチームが担当するのではなく、産業基盤に向けてデバイスやプロセスを担当するチームの中

で分担する体制も選択肢になりうる。 

 

Ⅰ‐５‐（１）、Ⅳ‐１‐（２） 電子光技術研究部門 ［ユニット戦略課題２］省エネ型パワーフォトニクス    

３．８ 

コア技術としてのレーザー技術をベースに、次世代ものづくり技術としてのレーザー加工の開発を他研

究ユニットとも協力して行うとともに、加工や計測の基盤技術としてのレーザー光源開発を連携させて推

進している。 

ロードマップは、革新的で産業応用に結びつくレーザー応用装置・機器の実用化を目指し、適切な技術要

素がマイルストーンに設定されている。これまで培ってきた技術基盤に基づく研究ポテンシャルは高く、

産業応用に結びつく有用な成果が出ており、外部研究機関との共同開発も積極的に進められている。また、

計測応用面でも先端的研究が推進されており、超短パルスレーザーのサブフェムト秒領域での電界波形整

形技術は最先端科学への利用も期待される。 

ただし、ユニット戦略課題名の「省エネ型」の意義が分かりにくい。加工においてレーザーは一つの手

段にすぎず、省エネという視点で他の加工方法と比較することが必要である。また、最先端の技術を先導

しているわりには論文や特許の数が少なく、製品化を意識した研究開発としてはコストという観点でのベ

ンチマークが不足している。レーザー光源については、先行するドイツなどの研究も含め、より詳細なベ

ンチマーキングが求められる。 

今後は、化学的・機械的なプロセスなど様々な応用を展望し、産総研内はもちろん、関連企業や外国研究

機関などとの連携を一層深めて、成果の実用化を早期に目指すことを期待する。超短パルスレーザー光源

などの基盤技術についても、最先端科学への利用を積極的に進めるとともに、出口イメージを意識し、企

業との連携により実用化を目指す必要がある。さらに、研究部門としてレーザー光源の研究開発の位置付

けを再検討し、電子と光の融合効果によるアウトプット、及び実用化の実績が出ることを期待する。 

 

Ⅰ‐５‐（１） 先進製造プロセス研究部門 ［ユニット戦略課題１］高性能セラミック部材と表面加工技術を

用いた省エネルギー製造技術の開発 ３．８ 

製造産業における生産からリサイクルに至るプロセス全体の省エネルギー化を図るために、素材、機械

等の基幹産業を対象とし、熱利用の高効率化、低摩擦化、長寿命化等を可能とする高性能セラミック部材

の製造技術、並びに素形材への表面機能付与プロセス技術等の加工技術の開発に取り組んでいる。 

断熱機能部材、ナノストライプ摺動材等は産業応用が省エネに直結する技術課題であり、ロードマップ

にも無理がないものと認められる。また、革新的セラミックス部材等製造技術については、２倍以上の断

熱効果というマイルストーンを、また、表面機能付与プロセス技術についても摺動面の摩擦低減２０％とい

うマイルストーンを２年前倒しでそれぞれ達成しており、その後も技術移転など実用化に向けた検討がさ

れており、高く評価できる。いずれも世界初の成果であり、優位性は明らかである。 

一方、アウトカムの表現はやや抽象的なので、現段階で想定される具体的な製品名や適用物の例示、有

効活用モデルを作ることなど、適用後の効果、即ち産業界に与えるインパクトもイメージして推進するこ

とが必要である。また、２テーマともマイルストーンを前倒しで達成しているため、それぞれ新たなマイ

ルストーンを設定しているが、革新的セラミックス部材等製造技術では実用化のための適用事例を想定し
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具体的な手法を明確にすることが必要であり、表面機能付与プロセス技術ではナノストライプ材料を種々

のＤＬＣ（ダイヤモンド状炭素）へと拡張し摩擦係数低減と耐久性・信頼性等を評価することが必要である。 

今後の方向性として、蓄熱研究を電動車両の空調システムへ応用することが有効でありインパクトも大

きいと考えられる。また、ユニット戦略課題における問題点を明確にし、次のステップである実用化研究

についても分かり易く説明することが必要である。セラミックスの設計・寿命評価技術やＤＢの整備、標準

化などロードマップでは表現しづらい産業基盤支援の活動にもリソースを割くことが望まれる。 

 

Ⅰ‐５‐（１） 先進製造プロセス研究部門 ［ユニット戦略課題２］多品種変量生産に対応できる低環境負荷

型製造技術の開発 ３．９ 

多様なニーズに応え、かつ、部材・デバイス・製品製造に関する省資源・省エネルギーに貢献するため、必

要な時に必要な量だけの生産が実効的に可能であり、かつ多品種変量生産、生産歩留まり向上に対応でき

る製造基盤技術を確立するため、高速オンデマンド微細パターン形成技術や欠陥検出技術、環境対応部材

のオンデマンド成形技術などの開発を進めている。 

国内産業の空洞化、部品品質の確保など新たな課題が出て来ている状況を打破する施策として本ユニッ

ト戦略課題があると理解でき、研究の位置付けが明確な点が評価できる。オンデマンド関連課題のための

３つの要素技術を世界に先駆けて開発し、レーザー援用インクジェット法、塗布光照射法、マグネシウム

合金の溶湯圧延のいずれも今回のマイルストーンを達成しており評価できる。 

一方、スピニング加工による成形技術の高度化は、構造最適化を組み合わせることでより付加価値のあ

る商品を生み出す可能性があるが、産業界へのインパクトが不明確である。オンデマンド加工技術では、

対応可能な上限のロット数や種類の数が重要なので、本技術の有効性を実証するため多品種変量生産シス

テムの具体例を示してゆく必要がある。 

今後の方向性として、直ぐに実用化につながるリペア技術や、開発のためのプロトタイピング・微小ロッ

トの加工と、本格的な多品種変量生産システムとを分けて考える必要が有り、前者では、関連産業の競争

力強化に向けて積極的に発信する必要があり、一方、後者では、適用可能なロット数が生産性の向上（コ

スト削減）に伴ってどのように増加するかを明確にし、適用可能な業種を拡大してゆく必要がある。 

 

Ⅰ‐５‐（１） 先進製造プロセス研究部門 ［ユニット戦略課題３］資源生産性を考慮したエネルギー部材・

モジュールの製造技術の開発 ４．１ 

資源制約の受けにくい材料を用いる独創的なものづくり技術により、太陽電池、固体酸化物形燃料電池、

蓄電池、熱電変換、超電導、動力変換等に関わるエネルギー部材・モジュール製造技術開発を進め、希少資

源の使用量を少なくし、従来に比べて小型、軽量で同等以上の性能を実現する高度集積化製造技術や高ス

ループット製造技術開発を展開している。 

希少資源の使用量削減に関して、貴金属触媒を使用しないマイクロＳＯＦＣ（固体酸化物形燃料電池）等

を実現しており、資源拘束下でのチャレンジに拠る大きな成果は高く評価できる。次世代のリチウムイオ

ン電池の開発に向けた新規材料開発等ではマイルストーンを前倒しして達成し、一部については企業へ技

術移転を開始している点が評価でき、自動車用電池の高容量化と低コスト化が達成され実用化に近づくも

のと期待される。 

一方、部材、最終製品の国際比較、見通しなどのポジショニングについて明示する必要があり、また、   

２０３０年からの実用化に対し、中間段階のマイルストーン等が設定されておらず、検討が必要である。ま

た、電池関連技術については、世界的に研究開発が加速しており、一般のエンジニアにも開発の流れを俯

瞰して理解できるような電池技術の未来予測と当該技術との関連を示すことが望まれる。 

今後、早期実用化のためには、複数の課題の研究を並行して実施する必要があり、環境整備など他機関

との役割分担の調整などでの貢献も検討する必要がある。もちろん、市場普及段階で先行者が敗北する場

合もあるが、常に性能やコストの観点で勝てる技術開発を主導する必要がある。特に、蓄電池技術では産

業界の意見を吸収しながら戦略的な知財確保や国策提言を行うなど、積極的な貢献を期待する。 

 

Ⅰ‐５‐（１） 先進製造プロセス研究部門 ［ユニット戦略課題５］製造分野における製品設計・概念設計支

援技術の開発 ２．７ 

機械やシステムの基本設計に必要とされる材料・部材の加工に対する信頼性、機械寿命、リサイクル性を

予測するために、実際の運用を想定した評価試験と計算工学手法を融合したトータルデザイン支援技術を

開発している。また、製品設計時に必要となる情報を設計上流段階から活用できるよう、構成材料、部材

のプロセス技術、メンテナンス技術、環境負荷特性評価技術、収益性分析技術等を包含したトータルデザ

イン支援技術の開発により上流設計を強化し、製品設計時に必要となる情報・条件を確定するための設計手
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法・設計環境を構築している。 

技術伝承は早急な対応が必要な課題であるが、本ユニット戦略課題の成果を活かすことで、設計自由度

の高い設計初期段階での検討に過去の知識を反映させることが可能と考えられ、産業界の課題に的確に対

応しているものと評価できる。また、本課題でのト－タルデザインは、機能が既知と仮定して、加工と寿

命とリサイクル性の最適化に注視したものとなっており、経験者が少ない新しい機械要素材料への適用を

想定したものであり、一見簡単そうでも実際には非常に複雑である。この課題に対してデザイン・ブレイン・

マッピングツールを実装して全体を俯瞰できるシステムを構築したことは評価できる。 

一方、本技術を多くの事例に適用し問題点を洗い出して改良することが望まれる。特に、企業からの意

見を参考にデザイン・ブレイン・マッピングツールを改良することが必要である。また、方法論と成果につ

いては不明な点が多く、もっと、シンプルに、売れる新しい顧客価値のある新製品作りに役立つツールの

開発という方向を検討することが必要である。 

部品加工の信頼性、機械の寿命、リサイクル性予測を対象とした支援ツールの構築は世界的にも初めて

の試みであり、他のツールと同等に使用できるように早期の完成を目指すことが望ましい。本技術は、技

術伝承と短期開発における検討不足を改善する優れた技術であり、その活用方法を、より明確に産業界へ

伝える必要がある。 

 

Ⅰ‐５‐（１） 先進製造プロセス研究部門 ［ユニット戦略課題６］現場の可視化による付加価値の高い製造

技術の開発 ３．０ 

ものづくり現場の技術力向上、ＩＴ化促進、技能継承を支援することを目的として、製造現場の情報の流

れの可視化と利便性の高い製造情報の共有技術、高効率・低環境負荷な加工技術の開発、ものづくりの技能・

技術の抽出・解析・蓄積技術の開発、これら技能・技術を可視化活用する装置の開発を行う。 

製造プロセスの高度化及び技能を継承するための、ものづくり現場の技能を可視化する技術、利便性の

高い製造情報の共有技術、高効率かつ低環境負荷な加工技術の開発に取り組み、普及も主導的に行ってい

る。構築した支援システムのレベルは非常に高く他国に対する優位性も十分にあるものと認められる。 

一方、技術の共有化とノウハウの取扱いは難しく、ノウハウのデジタル化や誰でも使えることを強調し

過ぎると、技術情報の流出に対する懸念が増大するが、実際には、自社のためのツールを意欲的に構築し、

社内でプラットフォーム等を活用する風土を育むことが競争力強化に繋がることをより明確にする必要が

ある。 

今後は、鋳造等では革新的な技術が期待されているのでミニマルマニュファクチャリングに関した鋳造

技術の高度化にも注力することが望ましく、開発早期化のための可視化支援やデータチェック（評価）プ

ログラム等への指向へ研究内容を変化することが必要と思われる。また、対象となる製品によって、製造

工程も異なり、必要な加工技術も異なるが、データベースやテンプレートの重要性は同じであり、本研究

の考え方／コンセプトをより鮮明にした方が、発展性があると思われる。もちろん、現状のシステムの継

続的なメンテナンス・改善も地道ではあるが大切である。 

 

Ⅰ‐５‐（１） 環境化学技術研究部門 ［ユニット戦略課題４］産業の環境負荷低減を図るレーザー化学技術 

３．７ 

レーザー応用技術をベースに、光反応の特異性に着目し、ポリマー・ガラス・セラミックスなど様々な材

料の化学特性に対応した光化学表面反応プロセスについて、省エネルギー型レーザー局所場処理技術とし

て研究開発を推進している。具体的には、自動車等の輸送機器の抜本的軽量化に資する難加工性複合材料

の革新的加工技術及び省工程オンデマンド加工技術の開発を行っている。 

レーザー化学と材料のグループが融合して、分子構造・メソスケール構造を理解した新材料の加工技術を

開発することは評価できる。レーザー加工技術を産業界の環境負荷低減に生かすべく、自動車製造工程に

適用するためのタクトタイム（部材処理時間）として明確な目標を設定している。炭素繊維強化プラスチッ

ク（ＣＦＲＰ）など異質材料の利用拡大を予測した切断技術開発に加えて、基礎技術向上のための研究計画も

同時に設定し、半導体製造への展開も視野に入れて微弱出力レーザーにも取り組んでいる。 

一方、化学的な手法を活用して得られる知見について、具体的な内容が掴みにくい。加工技術の現状と

問題点などと対比の上で、研究開発の目標を示す必要がある。局所場技術の国内外に対する優位性や技術

開発のスピード感も明らかではない。光反応にこだわり過ぎると、市場の小さい研究に陥る危険性がある。

省エネや環境負荷低減については、他の課題と同じ指標での評価が必要である。 

加工法と新規材料の開発は車の両輪であり、今後は研究部門内で他の研究課題、メンバーとのシナジー

を考慮し、人材の融合も含めてユニークな成果を得ることを期待したい。所内の他の研究グループとの目

的の違いや特徴をアピールするとともに、研究ユニット内連携を活発化し、相乗効果や研究の骨太化を期
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待する。光化学反応利用の加工技術はシーズ指向的でもある。早い段階からオープンイノベーション型、

また企業と組んで市場ニーズを開拓することが必要で、工作機械メーカー等との協調・競争も期待する。

レーザーによる熱反応の解明や微弱出力レーザーの進展（解像度向上）にも期待する。 

 

Ⅰ‐５‐（２） 環境化学技術研究部門 ［ユニット戦略課題２］環境負荷物質の排出を極小化する反応・プロ

セス技術 ３．９ 

反応過程で発生する副生廃棄物等の環境負荷物質の排出を極小化する化学反応システムを開発し、それ

によりクリーンかつ省資源・省エネルギーなプロセスによる高機能部材製造技術の開発を目指す。「過酸化

水素による選択酸化技術」、「ナノ空孔反応場利用技術」、「ヘテロ元素系反応技術」のサブテーマからなっ

ている。 

過酸化水素による選択酸化技術は産業上の成果を挙げており、工業的な手法として一つの分野を確立し

つつあることは評価できる。高付加価値製品合成のために、近年発達が著しいナノ空間材料を利用すると

ともに、リン、フッ素などのヘテロ元素を含む材料の新しい合成法を提案し、有機ケイ素は未来開拓プロ

ジェクトとして研究の加速が期待される。新規に開発した難燃剤やフッ素系発泡剤もこの分野での優位性

を示している。プロセスの無駄を示すＥ因子（副生成物量/目的生成物量）の低減を目指す価値は高い。 

一方、ロードマップの目標設定では「化学産業」や「廃棄物」の範囲が不明確で、１０％という数値の解

釈が難しい。目標とする反応率や選択率についても掲げる数値の根拠、意義を明確に示す必要がある。用

いる独自技術の内容や優位性に加えて、個別の研究成果の産業・社会へのインパクト、メリットがわかりに

くい。Ｅ因子などＧＳＣ特有の指標で効果を示すことが必要で、最終目標値に加えて、途中経過でも評価が

なされれば研究進捗の見極めにも有効である。ＣＯ２からの有用化学品創出はマスコミ受けしやすいが、Ｃ

Ｏ２と反応できるのは化学ポテンシャルの高い（価格も高い）分子に限られる。企業サイドの評価に留意し、

利点を冷静に検討して進めることが必要である。 

今後、一般社会や産業界に存在感を示すには、「これができたらこうなる」というストーリーの平易かつ

具体的なアピールが必要になる。どのような基盤技術を発展させていくかを明確にし、内外との協力を深

めてほしい。有機ケイ素研究は画期的で、高度な構造制御による革新的な触媒の創出と、それに続く高性

能部材の創出につながる。問題点を一つずつ解決して成功することを期待する。企業への個別のソリュー

ション提供に終わることなく、技術として一般化する（科学／化学規則の提示など）より高い方向を目指

すことが望まれる。 

 

Ⅰ‐５‐（２） 環境化学技術研究部門 ［ユニット戦略課題３］化学プロセスの省エネ化を可能とする分離技

術 ３．８ 

原理的に高効率な膜分離法及び産業分野で広く利用されている吸着分離に関して、膜素材・吸着剤の開発

から、モジュール化・システム化・評価・解析などの性能実証までに必要なすべての技術を発展・融合すると

ともに、技術の用途開拓を積極的に推進し、広く社会に貢献することを目指している。 

膜分離プロセスの評価解析手法として、圧力依存性を導入した基礎式は極めて実用的で、評価できる。

適用分野が比較的想像しやすい技術であり、具体的なアウトカムの提示が明確である。企業への技術紹介

や性能実証を容易にするために、自らモジュールや厚膜固定基板等を試作・提供していることも評価される。

ヒートポンプ材料として新規ナノ吸着剤を開発し、低温でのデシカントサイクルを可能にしている。 

一方、達成目標と企業のニーズの要求レベルの関係や他機関に対する優位性は明確ではない。例えば省

エネ効果、装置コスト低減による投資効果、気体分離膜の必要性、市場性等を明示する必要がある。ナノ

多孔質吸着材など、省エネ目標値は素晴らしいが、現状での到達レベルはわからない。各技術の産業イン

パクトと対比の上成果を評価することが重要である。 

分離機能については、今後、もう少し基盤に戻った研究が必要である。現在は気体分離が中心であるが、

水処理等も視野に入れた基礎的な取り組みを期待したい。ユニット戦略課題間や所内連携（コンパクト化

学システム研究センターや先進製造プロセス研究部門など）から新たな基盤研究や応用展開が生まれる。

これまで気体分離膜で真に実用化されたものはなく、気体分離膜をフィールドに定着させるため（実工場

でのパイロット運転から）、企業の強力な共同開発体制が重要である。分離膜は対象や用途によってきめ細

かなカスタマイズが必要であり、早い段階で産業界と接触し、実用化に必要な基準や仕様を把握すること

が望まれる。 

 

Ⅰ‐５‐（２） 環境化学技術研究部門 ［ユニット戦略課題５］先端化学材料の評価技術 ４．０ 

化学材料の耐久性評価としての加速劣化試験法の開発、構造・機能評価法の高度化、材料設計指針の確立

を推進している。加速劣化試験法開発では汎用耐候性試験装置を用い、ＯＨラジカル等に関する大気化学
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の知見を積極的に活用した独自の試験法を開発し、構造・機能評価法の高度化では多様な評価・分析装置を

用いた新しい評価法を開発し、劣化機構の解明を目指している。材料設計指針の確立ではこれらの結果を

フィードバックして、既存材料の改良や新規材料の創出を目標としている。 

技術研究組合ＣＥＲＥＢＡにおけるオープンイノベーションを支援する研究開発として、化学材料の耐久性

等共通基盤的な評価研究を設定したことは、化学産業の国際競争力の強化につながり、評価できる。工業

製品の評価基準は材料劣化による事故防止や高耐久化設計を促進するばかりでなく、世界の技術の先導に

もつながる。公的研究機関の実施内容として、アウトカムは明確である。意識して多分野／異分野のメン

バーを集める組織編成もよい。企業一社では提案が難しい評価方法もあり、新たな技術基盤づくりが期待

される。水蒸気バリア性等の評価法はそれぞれ全く異なるが、劣化試験法などの開発と機能評価の高度化、

さらにはその総体としての国際標準化というプロセスは集中することでスケールメリットが得られる。 

一方、ユニット戦略課題としては当面所内ニーズに沿うかたちででも、ロードマップ等を早急に設定す

ることが必要である。水蒸気バリア性のように、企業等で既に評価がなされているものは比較優位性を明

確にする必要がある。モジュール性能（製造メーカーは非公開）と素材性能の関連が不明確な状況では本

研究の出口は担保されない。その相互関係を明確にする仕組み作り（組織・運営・技術組合など）が当面の

課題である。 

今後は、開発した評価技術が国際的な標準規格、評価方法として認められることが最終ゴールとなる。

個別の事情を抱えた産業界、研究組合、産総研との間の上手な協調・競争によりｗｉｎ-ｗｉｎ関係の実現を期待

する。論理的な検討が必要な複合材料では、計算科学の支援など、大学を加えた総合的な検討体制もあり

うる。材料劣化の機構解明と制御は工業製品の品質と我が国産業の国際競争力を高める。大学でも研究が

少ないので、個別の事象の中に共通点を見いだすなど地道かつ果敢に挑戦し、理論を含めて学問としての

体系化を期待したい。競合メーカーが参加する研究組合内では従来、踏み込んだ評価はできなかったが、

個別共同研究等で補完できればより魅力的になる。単なる共同利用センターではない機能を強調してよい。

多くの分野の研究者が関わり、分野融合促進も期待できる。ものづくりそのものではないので、携わる研

究者のモチベーションを高めるために、新たなルール作りが望まれる。 

 

Ⅰ‐５‐（３）、Ⅱ‐１‐（２）、Ⅲ‐１‐（１）、Ⅰ‐３‐（１）（再） 健康工学研究部門 ［ユニット戦略課題４］細胞

機能計測・操作技術の開発 ３．９ 

遺伝子、細胞、情報、ナノテクノロジーなどの研究を統合し、健康・医療に関わる知的・技術基盤の形成

と応用技術の創出を目指している。 

的確なアウトカムを設定し、世界的に高く評価できる数多くのアウトプットがある。酸化ストレス、バ

イオマーカー高感度検出に関しては、量子ドットと表面プラズモン励起増強蛍光法をはじめとした特筆す

べき成果も多い。酵母育種に関しても、着実に成果を挙げている。 

一方、高感度検出技術では、競合する技術と定量的な比較が必要である。またロードマップには、より

具体的な目標を設定しながら段階的にアウトカムに近づく流れを描き、それを担当者が共有することが重

要である。 

本ユニット戦略課題に含まれる研究課題は、いずれもシーズ育成的な基盤技術の開発要素を多分に含む。

そのため産業界のニーズ把握に努め、適宜、ユニット戦略課題間や産総研内の連携を進めるとともに、必

要があれば計画を組み替える柔軟性を持った研究推進が期待される。 

 

Ⅰ‐５‐（３）、Ⅰ‐５‐（５）、Ⅰ‐３‐（１）（再） 生物プロセス研究部門 ［ユニット戦略課題１］バイオプロセ

ス基盤技術を支える新規微生物・動物・植物の探索技術の開発 ４．２ 

未知・未培養微生物の分離培養並びにこれまでにない探索・培養技術の開発を行っている。また、極限環

境微生物由来の新規有用遺伝子資源探索、微生物間相互作用の機構解明やシグナル物質の発見・同定・機能

解明、及び微生物－動物（昆虫等）間共生に関する基礎的研究を行っている。 

本ユニット戦略課題を推進する３つのグループは、対象とする生物資源は異なるがいずれも「画期的な

技術革新に展開しうる新規遺伝子資源及び生物機能の探索、解明」を目指した研究を展開し、着実な進捗

を見せている。特に、微生物と他の生物との共生関係に関する基盤研究では、昆虫に農薬耐性を持たせる

共生細菌の発見や昆虫が共生細菌を次世代に伝える機構の解明など、新知見の発見及び著名な国際誌への

論文発表は高く評価できる。また、低温性真菌ライブラリーの充実とその活用研究は産業利用への展開が

期待できるものとして評価できる。微生物関連の研究では、日本の中核的研究拠点として大きな役割を果

たしている。 

昆虫の先進的な研究成果からは、新たな応用展開が考えられる。それに関連した知的財産の取得や産業

界との連携を促進するため、組織的な支援策を検討することが求められる。また、新規微生物関連の知見
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の蓄積をはじめ、本研究部門の研究成果が社会で有効活用されるために、データベースや検索システムの

構築など、ＩＴとの連携についても、今後検討することが期待される。 

 

Ⅰ‐５‐（３）、Ⅱ‐１‐（３）、Ⅰ‐３‐（１）（再） 生物プロセス研究部門 ［ユニット戦略課題２］大量ゲノム情

報時代に即応した遺伝子情報解析技術の開発研究 ３．８ 

多様な環境下で生息する微生物・生物系集団を大きなゲノムプールとして捉えるメタゲノムライブラ

リー、メタトランスクリプトームライブラリーを高速で処理・解析する技術並びに目的遺伝子を活性として

高いスループットでスクリーニングするシステムの開発を目指している。また、大量のゲノム情報を産業

へ利用するための技術開発、特に生命情報特有のゆらぎや誤差などを考慮した情報技術処理技術の確立と

実証を進めている。 

大規模ゲノム情報に基づいたバイオプロセス設計や有用遺伝子探索、メタゲノムアプローチによる新規

遺伝子資源の利活用などのアウトカムに向かって、現状の技術要素把握と必要な連携を意識したアプロー

チを続けている。この評価期間中には、セルロース系バイオマスの糖化率向上に有効な新規酵素の発見や

二次代謝系遺伝子の高精度予測技術の開発など、次の展開に繋がる重要な進捗がみられた。本ユニット戦

略課題で進めている研究開発は、民間企業で推進することが難しい課題への挑戦であり、それを大学、企

業と連携しながら主導していることは高く評価できる。 

一方、研究ユニット内での知的基盤整備に力を入れる必要がある。生産したデータを他のグループが効

率良く参照する事や、構築したプロセスや生産パイプラインを産業上有効に活用するために外部と積極的

に共同研究を推進することが望まれる。本ユニット戦略課題で推進する「有用遺伝子」、「有用酵素」、「有

用プロセス」の探索・同定・利用で標榜する「有用」の社会的な根拠や要請を敏感に把握しながら、研究に

反映させることが期待される。 

 

Ⅰ‐５‐（３）、Ⅰ‐３‐（１）（再） 生物プロセス研究部門 ［ユニット戦略課題３］遺伝子組換え植物・微生物

等による有用物質生産技術の開発研究 ４．４ 

完全密閉型植物工場を活用し、遺伝子組換え植物を用いた機能性物質や医薬品原材料の生産基盤技術の

開発、産総研で独自に開発した遺伝子サイレンシング技術（ＣＲＥＳ-Ｔ法）を中心とした植物の転写制御改

変技術を用いた新機能・新規表現型植物の作出技術の開発、及び遺伝子組換え等微生物を用いた機能性物質

や医薬品原材料の生産基盤技術の開発を行っている。 

いずれのサブテーマにおいても実質的な進捗が認められる。中でも世界初の閉鎖型遺伝子組換え植物工

場での植物栽培方法の確立は特筆すべき成果といえる。産業化に向けての安全性試験内容の考案や各種認

可申請に関してもノウハウを蓄積しており、高く評価できる。民間単独ではリスクが大きく産総研が民間

と共同して取り組む価値がある課題である。産業化を通した地域振興を実現している点も評価できる。 

本ユニット戦略課題の中で植物と微生物による物質生産技術開発を目指しているが、サブテーマ間相互

の連携や相乗効果が出るような工夫が求められる。植物工場の設置や医薬品原料生産に係る認可申請手続

き等、研究開発以外の諸業務については、今後も研究者が必要以上に時間を取られないような配慮が研究

ユニットに求められる。 

いずれのサブテーマも、産業界との連携を一層強めることにより、実用化に向けた研究開発の加速を期

待する。また今後安全性に関する議論の際には、フェイルセーフの考えに基づき、例えば非食用植物で生

産することなど、研究部門内外の英知を動員し方向性を検討することが期待される。 

 

Ⅰ‐５‐（３）、Ⅱ‐１‐（２）、Ⅰ‐３‐（１）（再） 生物プロセス研究部門 ［ユニット戦略課題４］タンパク・核

酸・生体関連化学物質等バイオ関連材料開発とその応用技術の開発 ３．７ 

核酸の効率的化学修飾技術、酸化還元酵素の電極上駆動技術、電気化学顕微鏡による１細胞動態評価技

術の開発と実用化を目指している。また、糖鎖や生体機能物質の創製技術研究とそれらの利用展開研究、

複合糖質の生合成並びに分析に関する基盤研究とその応用展開、不凍タンパク質等の生産技術及び利用技

術の開発を行っている。 

核酸医薬を目指した核酸の化学修飾に関する一連の研究では、企業との連携によりコスト意識を持った

研究開発を進めている。各研究グループは、それぞれの分野で著名な国際誌への論文発表や特許などによ

る成果発信を行っており評価できる。 

一方、ユニット戦略課題４は多くのサブテーマを包含しているが、全体として何を目指そうとしている

のか、ミッションのさらなる明確化が求められる。また、より具体的なマイルストーンの設定により研究

遂行の手引きとなるロードマップが作成されることを期待する。本ユニット戦略課題は、比較的製品化へ

の出口に近い部分を担っており、ベンチマークと市場ニーズの把握に努め、産業化へ向けた研究開発推進
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を期待する。 

 

Ⅰ‐５‐（５） 環境管理技術研究部門 ［ユニット戦略課題２］有害化学物質リスク削減技術の開発 ３．２ 

有害化学物質による健康リスクを低減し「安全・安心な社会」を実現するという政策ニーズに対応した先

端技術開発を実施する。このため、環境触媒技術（化学系）、相変化制御技術（物理系）及びバイオ応用技

術（生物系）と異なるバックグラウンドを有する研究員が協力し、各種産業プロセス、特に中小事業所か

ら排出される環境負荷物質の高効率処理技術とともに、環境の浄化・修復技術を開発する。 

ナノ材料の活用に特色があり、可視光に応答する空気浄化用新規光触媒の開発など、新規な研究が行わ

れており、多くの学術論文が報告されていることは評価できる。また、ＰＦＯＳ類関連物質の分解・無害化の

研究の進展と環境挙動の観測開始や、プラズマ－触媒複合化技術による反応機構の解明と最適触媒探索・

利用法、日本の環境に適合した植物による土壌浄化の技術など、高い機能が期待される開発を行っている

ことも評価できる。 

一方、全体として研究テーマの相互関係が不明確で、チームが一体となって目標達成へ向かっているよ

うに見えない。また、技術の独自性・独創性や国際競争力といった視点からの位置付けを明確に示す必要が

ある。有害物質削減技術の開発においては、適用施設、処理ガス量、経済性などの目標をはっきりさせ、

マイクロ・ナノバブルにおいては、他の技術との比較も含めて、本技術の有効性を定量的に示す必要がある。 

近年、土壌汚染対策法の関係で例えばガソリンスタンド跡地の処理など、現場には多くの課題が残され

ており、これら個別の技術開発に加えて、ユニット戦略課題全体のロードマップを整理すると、視点がよ

り明確になる。また、有害物は分解することで二次的な有害物に変わることもあり、本質的な排出抑制技

術の開発が重要となるので、ユニット戦略課題１の研究開発と共同でこれらの課題にも力を発揮すること

が期待される。また、福島関連の問題や海外の汚染地域の問題を研究ユニットとして協力して研究を行う

ようなテーマなども検討し、リスク削減技術のさらなる展開を期待したい。 

 

Ⅰ‐６‐（１） エネルギー技術研究部門 ［ユニット戦略課題６］エネルギー技術評価に関する研究 ３．４ 

持続可能な社会の構築に必要な革新的エネルギー関連技術にかかわるロードマップやシナリオの分析、

評価、策定等を行い環境・エネルギー関連の政策立案等に貢献する。具体的には、エネルギー技術導入シナ

リオ分析・評価と、国際枠組みにおける緩和技術普及メカニズムの研究を実施している。 

政策ニーズ対応研究であり、必ずしもマイルストーン等は明確ではないが、中長期的視点で国の施策に

寄与する計画は評価できる。大震災で前提条件が大きく変化し不透明性の増大する現状下、公的で客観的

なポジションで革新的エネルギーシステムの導入可能性評価を迅速かつ着実に推進している。重要で微妙

な問題を含むが注意深く科学的に議論し、国内外の政策や標準化にも貢献している。 

研究手法としては、ＭＡＲＫＡＬというツールに依存しすぎている面があり、エネルギー総合工学研究所、

三菱総合研究所、日本総合研究所等他機関のモデルと比較をした上で、長所・短所を加味した評価も必要で

ある。研究成果は著名な国際誌に発表し、成果発信という形で国際社会に貢献する必要がある。 

今後のエネルギー需給分析には複雑な国際情勢を踏まえたグローバルなデータベース構築と解析が不可

欠である。経済産業省、国立環境研究所、地球環境産業技術研究機構、エネルギー総合工学研究所、民間

シンクタンクの他、より一層の国際機関や海外の研究者との交流や積極的なコラボレーションが重要にな

る。中立な立場で経済学などとも組み合わせると、エネルギー戦略の切り札となり得る。体系的シミュレー

ションにもっと力を入れて、発言力の強化を図るべきである。政策提言に加えて、技術開発部隊を持つ自

らの方針決定にも役立つような、他のシンクタンクにはまねのできないアプローチが望まれる。国際標準

化での主導的立場も期待される。 

 

Ⅰ‐６‐（２） 安全科学研究部門 ［ユニット戦略課題４］新規社会システムのライフサイクル評価手法の研

究 ３．８ 

社会システムの個々の構成要素と環境問題の関係だけでなく、システム全体が与えうる新しい影響領域

を評価する手法の検討を通じ、普及の見込まれる影響評価手法を開発する。ケーススタディを通じて、直

接・間接影響の要因、重要な影響領域の抽出を行い、影響の定量化手法の確立を行う。これらの手法を活用

して、国、地方自治体、企業、研究機関等と連携し、政策等に貢献する。 

カーボンフットプリントやウォーターフットプリントのインベントリ・データを作成して実務面の成果

を挙げることができた。ＬＣＡへの取り組みを基礎に素材と資源フローを展開して、産業主体や政府部門の

利用に供することができた。影響評価手法の開発においては、従来の温暖化、エネルギー、オゾン層、有

害化学物質に加えて、水・土地・希少資源にも注目し、興味深い研究を発展させている。 

一方、インベントリデータベースについては網羅性を獲得して国内利用者向けの情報バンクとして運用
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しているが、同時により独創的な研究も進め、特に英文での成果の発信に努めることが求められる。現状

ではユニット戦略課題を構成するサブ項目が寄せ集めに見えるので、検討が必要である。また、新技術が

もたらす社会への影響なども十分精査することが望まれる。 

研究成果と評価手法を提示するだけではなく、国民・社会に行動変化をもたらす解決策、提言あるいは「研

究者としての主張」に期待する。また、新規社会システムを対象とする研究は従来のＬＣＡ等の積み上げ型

ではなく、より探索的でシナリオ構築的なフレームを必要とするため、技術イノベーションだけでなく、

社会的要素の組み換え、社会実験を伴う実装、参加型観察をともなう行動変容分析が必要である。 

 

Ⅰ‐６‐（３）、Ⅱ‐１‐（１） ナノシステム研究部門 ［ユニット戦略課題５］バイオ、ナノリスク    ３．７ 

本ユニット戦略課題では、再生医療などをターゲットとした細胞の分離操作技術の構築を目指している。

そのための要素技術となる、オンチップ細胞分離操作技術、細胞の足場材料として必要なバイオマテリア

ル技術、得られた細胞を足場材料とともに三次元培養し組織を構築する技術などの開発を進めている。ま

た、ナノ材料の安全性は、社会的関心が高く、リスク評価と将来のリスク管理に向けた手法や技術の基礎

的研究も行っている。 

ナノリスク評価技術では、国際標準化を視野に入れて進めている点が評価できる。三次元細胞培養装置

の開発や魚コラーゲンでの強い骨分化能の発見とそれの培養基材などへの利用は、今後の応用展開に繋が

る技術として期待される。 

一方、テーマが多岐にわたり、将来へつながる大型成果が見えづらい。ある時点でテーマの絞り込みと

集中化を検討することが求められる。また、本戦略課題の中で進められているバイオ関連の技術や材料研

究（企業との実用化研究に進んでいるもの以外）については、競合技術や市場の調査により、さらに高い

基準や新たな仕様を目指すことが必要で、ライフサイエンス分野の研究ユニットや他機関とのより緊密な

協力関係の構築により、多面的な評価に耐えるものに仕上げる必要がある。 

「臨床研究」を含むロードマップの部分は、保有する研究要素の現状とポテンシャルを考慮し、必要な

連携を書き込むとともに、マイルストーン設定による着実な評価・見直し過程を組み込むことが求められる。

ナノリスク評価は主力を専門の研究ユニットに移し、材料ベースのナノバイオ技術に注力することが望ま

れる。 

 

Ⅰ‐６‐（３）、Ⅰ‐６‐（６） 環境管理技術研究部門 ［ユニット戦略課題１］環境診断技術の開発    ３．８ 

安全・安心な社会、循環型社会、低炭素型社会実現のための基礎をなす知的基盤技術として位置付けてお

り、最先端の科学的知見の獲得や最高水準の環境計測・解析技術の開発及び標準化を目指している。 

独自原理のＤＮＡチップ、新たな展開を見せる水晶振動子センサー、深紫外光照射による微量金属分析法、

高機能発光酵素、ｉＰＳ細胞センサーなど、独創性の高い多様な先端研究が多数進められており評価できる。

特に、有害物質の迅速検出法において、人工有機フッ素化合物（ＰＦＯＳ類）の高感度分析法を開発し、特

許出願に至った事は高く評価できる。この他にもナノ粒子のリスク評価も着実に進展しており、オンサイ

トモニタリング技術について、全有機炭素分析と重金属の測定に画期的な技術開発を行った事なども評価

できる。 

一方、テーマが多く、それぞれの研究について世界の中での位置付けや、アウトカムへの道筋における

位置付けが明確に示されていない。有害物質センサーの開発は、現場での測定が重要で、水銀検知センサー

などは、ゴミ焼却炉などでトライしながら開発を行う必要がある。また、生体診断技術の着眼点は良いが、

実用化には長い年月が必要と予想され、コスト的にも大幅な削減が求められる。環境微生物の分析は基礎

研究としては興味深いが、目標は「迅速検出技術の開発」であるので、その目標達成に向かう方向性を示

す必要がある。テーマの中には最終目標への到達度の観点から少し遠い課題もあり、どのような道筋で目

標に到達するか戦略を練り明確化することが重要である。 

今後はセンシングの対象範囲を土壌などにも広げ、知的基盤技術としての環境診断技術を、企業・工業会

などとの連携のもと幅広く国際規格として提案することも望まれる。アジア戦略としてのスマートウォー

タープロジェクトなど、これまで培ってきた環境計測技術のさらなる展開と、情報分野との融合による環

境情報産業の創出など、社会的な展開においても、今後の発展を期待したい。 

 

Ⅰ‐６‐（３） 安全科学研究部門 ［ユニット戦略課題１］新規技術体系のリスク評価・管理手法の研究   

３．７ 

持続発展可能な社会に向けて、新規技術の開発を促進しリスク評価・管理のあり方を検討するため、重要

な事例研究としてナノ材料のリスク評価手法に関する研究を進めている。ナノ材料のリスクを明らかにし、

健全な技術開発と市場化を図るため、代表的なナノ材料のリスク評価書の作成や許容暴露濃度の提案に加
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え、実社会でのリスク評価・管理に資する事業者による自主安全管理技術、及び行政による管理のための効

率的な有害性評価技術の開発を行っている。 

ナノ材料を対象にして、安全な管理技術と有害性評価技術に着目したリスク評価手法の構築を進めてお

り、産総研の知見を発展させた挑戦的な課題である。成果として、ナノ材料の作業環境における許容暴露

濃度を提案し、作業者を対象としたリスク評価書を公表している点は国際的に高く評価される。また実用

性の観点から、事業者によるナノ材料の簡易自主安全管理技術の構築、行政側のナノ材料の効率的な有害

性評価技術の構築という、両者の補完的アプローチは安全性を確保する点で優れている。 

一方、ナノ材料に関して最も曝露量が多い作業環境（吸入）に着目してリスク評価を行っている点は合

理的であるが、ナノ材料のライフサイクルの観点から、他の曝露シナリオ（経皮、経口）の検討も必要で

ある。また、自主安全管理技術の構築について、「自主」であるため当事者のデータの信頼性の確保、法規

制における役割との関連を明確にすることが求められる。 

ナノリスクに対しては、一般国民も高い関心を寄せているので、社会に広く周知することが望まれる。

確立された評価手法の構築過程が他の技術にどこまで適用できるのか、適用するためのマニュアルを含め

た検討に期待する。また、産業界における材料開発と同時進行で優れた成果を得ているので、更なる情報

発信やデータの検証を進め、欧米を代表する研究機関との連携強化にも期待する。 

 

Ⅰ‐６‐（４）、Ⅰ‐６‐（５）、Ⅳ‐２‐（３） 安全科学研究部門 ［ユニット戦略課題２］フィジカルハザード評価

と産業保安に関する研究 ３．７ 

化学物質の燃焼・爆発の安全に係る政策ニーズ及び国際標準化対応のために総合的な研究を実施してい

る。特に、公共の安全確保や産業保安技術の向上に重点を置いて、燃焼・爆発及び関連する現象の評価・管

理技術や企業等の保安向上に対する意識、取り組みに対するポテンシャルをはかる産業保安力の評価手法

の開発について重点的に研究を推進している段階にある。 

産業保安力評価システムを開発し、新型火薬庫に関する行政対応でも成果を挙げており、日本の提案し

た爆発性評価試験方法は国連で採択されている。爆発現象の解明については、数値シミュレーション技術

を開発し、とりわけスケールの小さい実験を通じて、実際の爆発を推定する技術は高い。また、爆発反応

の科学に関しては、標準的な発熱分解エネルギーの計測手法の確立と標準化に取り組んでいる。 

一方、ＲＩＳＣＡＤ（リレーショナル化学災害データベース）はアクセス数が多く有用であるが、他の化学

物質関連データベースとの相互連携が求められる。また、爆発現象の解明や爆発反応の科学についてはこ

れまでの進捗がわかりにくいので、基本的な評価手法を早期に確立する必要がある。 

平成２４年１１月から事業者による保安力評価システムが試行されたが、今後、本システムが十分に活用

されていくかどうかを調査し、研究の方向性を客観的に検討することが望まれる。また、保安力評価手法

などについては、アジア地域のみならず、国際標準化を迅速に進めて、国内外にアピールすることを期待

する。アウトカムの観点から、企業等の保安力向上へのモチベーションを培う活動をさらに続けることを

期待する。 

 

Ⅰ‐６‐（６）、別表２‐１‐（３）、Ⅳ‐２‐（２）（再） 環境管理技術研究部門 ［ユニット戦略課題４］地球温暖

化関連物質の環境挙動解明と二酸化炭素対策技術評価 ３．４ 

「低炭素型社会」を実現するという政策ニーズに対応した先端技術開発を実施する。現在の地球の状況

を正確に把握し、地球温暖化のもたらすリスクを明らかにし、それからの回避策を的確に選んで持続可能

な社会に変革することを目標とする国の大きな研究戦略に沿って、これら対策技術開発のうち、大気中か

らのＣＯ２の隔離・固定に対する評価技術及び適応策と産業活動の環境影響評価を行う。 

アジアで最長の長期モニタリングによる一次データの取得を継続的・体系的に行っており、解析や関連機

関とのデータ共有も適切に実施されていることや、標準ガスの開発など地道で長期的なテーマを、研究者

のモチベーションを保ちながら継続的に実施していることは評価できる。ＣＯ２固定化技術において、海洋

グループの製鋼スラグ浚渫土で造成した干潟・藻場生態系の評価は、ユニークで期待される。 

一方、このユニット戦略課題は地球規模の対策であるため、内外との比較によるアピールが求められる。

また、グループの大きさの割に扱うテーマの数が多い点と、テーマによってはその規模が大きい印象があ

る。適切な数と規模のテーマに絞り込み、目標を明確にすることの検討が必要である。また、ＣＯ２の固定

能測定技術、隔離技術のリスク評価技術などにおいては国際標準化の取り組みをさらに強化することも望

まれる。 

今後は、学術的な研究から進めて得られた成果についても、上手にアウトプットを発信することが必要

である。特にモニタリング分野など、短期間での成果を示すことが困難なケースでは、他機関との優位性

や比較の妥当性、世界水準を基準とする質や国際的な連携体制などの点を明確に説明することが重要であ
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る。海域でのＣＯ２貯留隔離の環境影響に関する評価技術は、重要な研究・技術であり、地質分野等との連携

も含めて、ＣＯ２地層貯留の研究への貢献に期待される。 
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３‐２‐２ 「Ⅱ ライフ・イノベ－ションを実現するための研究開発の推進」 
 

ライフ・イノベーションを実現するためには、疾病や事故の予防、治療や介護支援の充実に加えて、健康

で安全な生活を送りやすくすることが必要である。疾病を予防し、早期診断を可能とするため、生体分子

の機能分析、解析技術等の開発を行う。疾病の革新的治療技術を実現するため、効率的な創薬技術の開発、

先進的な医療支援技術の開発を行う。健康を維持増進し、心身ともに健康な生き方を実現するために必要

な計測、評価技術等の開発を行う。また、社会生活の安全を確保するための情報通信技術（ＩＴ、センサー）

や生活支援ロボットの安全を確立するための技術開発を行う。 

 

Ⅱ‐１‐（１）、Ⅱ‐１‐（２）、Ⅱ‐１‐（３） バイオメディシナル情報研究センター ［ユニット戦略課題１］タン

パク質機能解析に関する研究 ４．５ 

質量分析システムの超々高感度化・自動化を進めるとともに、ヒト完全長ｃＤＮＡのリソースを活用し、タ

ンパク質のネットワーク情報から効率よく創薬ターゲットを決定するスクリーニング基盤技術の構築を目

指している。さらに、化合物ライブラリーとハイスループットスクリーニング系を用いて抗腫瘍効果など

を示すヒット化合物を中心に、動物レベルでの検証研究を開始する。 

３つのサブチーム（質量分析、ヒト完全長ｃＤＮＡ、化合物ライブラリー）とも、所内外の機関と緊密な連

携を図り、いずれも高い成果を挙げている。その中でも高精度で再現性の高い汎用ヒト型ロボットの開発

と新規ｉＰＳ細胞誘導遺伝子Ｇｌｉｓ１の発見は特筆すべき成果といえる。 

一方、研究センターが保有するバイオリソースからの創薬シーズ探索とその評価を進める中で、必要な

知財の確保には留意する必要がある。共同研究などにより研究が幅を増す傾向にあるが、マンパワーを考

慮すると研究が分散しないように、また後継者育成を勘案した研究推進が求められる。 

ここで構成されるチームが保有する技術やバイオリソースは、産学官において幅広い利用と研究展開が

見込まれるため、今後も産総研内外の研究機関や企業と連携を密にし、創薬・医療産業に資する貢献を期待

する。また、産総研は標準化についての経験が豊富であり、国の研究機関としてたとえば発現タンパク質

のプロファイリングなどバイオ分野での標準化戦略を考える時機が到来している。 

 

Ⅱ‐１‐（１）、Ⅱ‐１‐（２）、Ⅰ‐５‐（５） バイオメディカル研究部門 ［ユニット戦略課題１］生体分子の構造・

機能解析と高機能化 ３．５ 

生体分子の構造や機能の計測技術と測定装置の開発、タンパク質の改変や遺伝子定量・核酸標準物質の開

発などにより、「創薬・製薬」関連領域、及び「医療機器・医療計測」関連領域における基盤技術の構築を目

指し、生体分子の構造と機能に立脚した課題解決型研究開発を行っている。 

全体的に現在の医薬品産業の課題を捉え、産業振興のための基盤技術創生に向けて適切なロードマップ

を作成している。「創薬・製薬基盤技術」と「医療機器・医療計測技術」を区別して研究を進めている点も評

価できる。また、ＲＮＡ関連タンパク質とＲＮＡの複合体の詳細な機能構造解析や低分子量の微小タンパク質

の設計などで世界トップレベルの評価を受けており、大気圧電子顕微鏡や連続クロマトグラフィーシステ

ムなどは、顕著なアウトカム成果として評価できる。 

しかしながら全体としての方向感が見えにくく、戦略課題として太い柱となるテーマを絞るべきである。

また、アウトカムへの道筋が明確でなく、より明確な数値目標を立てて開発する必要がある。創薬・製薬基

盤技術では、糖鎖などの技術も重要であり、他研究部門との技術連携もロードマップに加える必要がある。 

今後は、アウトカムがもたらす経済効果を数値的に見積もり、重要性をアピールするとともに、戦略課

題や各研究開発の意義を明確化する必要がある。各研究グループの研究者が目標に向かって一体的に取り

組める体制を構築し、抗体精製技術などにおいては積極的な海外展開を目指すことが求められる。また、

標準物質の供給は長期継続が可能な体制構築・運営を心掛け、大気圧電子顕微鏡などの製品化に結び付いた

ものは、産総研の成果として宣伝する一方、できるだけ手離れ良く民間企業に技術移転し、より高いター

ゲットを目指すことにより、さらなる発展を期待したい。 

 

Ⅱ‐１‐（１） 健康工学研究部門 ［ユニット戦略課題３］組織・細胞の機能の再生・代替技術の開発 ３．８ 

再生医療の早期実用化を目指して細胞の分化誘導技術や組織形成技術の開発を行っている。また、環境

変化に自律的に応答する材料の開発を行って細胞、組織の代替技術の確立を目指している。 

アウトカムの設定とそれに至るロードマップは明解で、妥当と判断される。臨床機関をはじめ、内外の

機関との連携で臨床応用を目指した研究が展開され、一定の成果が出ていることは高く評価できる。間葉

系幹細胞（ＭＳＣ）研究において、患者ＭＳＣからの遺伝子改変ＭＳＣや遺伝子改変ｉＰＳ-ＭＳＣ、健常者ｉＰＳ-

ＭＳＣの作製など、着実に進展していることも評価できる。 
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一方、再生医療技術の取り組みの課題については、さらに国内の医療機関との連携を進め、より広範囲

での実施を可能にする体制の構築が必要である。 

研究内容や到達目標が、産総研内の他の研究ユニット（幹細胞工学研究センターやヒューマンライフテ

クノロジー研究部門など）や戦略課題１のうつ病関連研究と関連する部分がある。相互に適正な連携を図

るか、あるいは健康（幸）工学としての特徴を意識して出すことが求められる。 

 

Ⅱ‐１‐（１）、Ⅱ‐２‐（３） ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ［ユニット戦略課題４］安全で負担の

少ない医療機器、医療高度化の支援技術の開発 ４．０ 

組織誘導性生体材料を基盤として、その臨床開発と関連する基礎研究、次世代人工心臓（バイオライズ

ドポンプ）、低侵襲がん治療に関する研究開発を行い、骨疾患、心疾患、がんへの対策に取り組んでいる。 

機械と生体材料の組み合わせを実現している点やナノ粒子アジュバント（免疫賦活剤）は従来にない発

想として評価でき、病院と共同で薬事のためのガイドライン作成を通じて制度改善にも貢献しているもの

と認められる。 

一方、臨床上及び医療経済上のベネフィットについても調査・検討し、エビデンスの蓄積を進めるべきで

ある。また、補助人工心臓については、内皮細胞を張り付けても血栓ができないかどうかなどの医学的な

検証が極めて重要である。 

今後の方向性として、この課題はトランスレーショナルリサーチ（ＴＲ）、医療ロボットの安全性の標準

化、医療機器標準化など、社会に対して産総研が顕著な貢献ができるところなので、医薬品、組織、細胞

と材料や医療機器の組み合わせ製品の安全性や有効性、また、リスク管理の状況や実現可能なベネフィッ

トなどを評価する方法についても検討が望まれる。 

 

Ⅱ‐１‐（１）、Ⅱ‐２‐（１）、Ⅳ‐３‐（１）（再） ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ［ユニット戦略課題

５］人間生活製品、福祉、医療技術の標準化研究 ４．０ 

人間工学及び医療技術の領域における標準化研究の推進、及びそれに関連するガイドラインの策定を図

るために、アクセシブルデザイン技術（高齢者・障害者を含むより多くの者に適合した製品環境・設計技術）

の標準化、映像の生体安全性に関する標準化、医療機器に対するガイドラインの策定と標準化を推進して

いる。 

標準化にあたって多くの実証データを収集している点は高く評価でき、ガイドライン策定時に、開発者

向けだけではなく審査者向けのものも同時に作成するというのは良い発想である。また、アクセシブルデ

ザイン等、高齢化社会のニーズに適したテーマを設定している点も評価できる。 

一方、医療機器のガイドラインについては、規格作成開始から完成まで一層の時間短縮が望まれる。 

今後は、アクセシブルデザインでは国際的に先行しているので、国際競争力アップに結びつける戦略も

提案する必要があり、国際規格では各国の合意形成の方法について有効な戦略を検討する必要がある。ま

た、開発ガイドラインについては、コンビネーション製品や医療技術にもスコープを広げて検討すると良

い。医療機器については、ガイドラインによって承認所要期間が短縮できたかどうか評価する仕組みの検

討が望まれる。 

 

Ⅱ‐１‐（２）、Ⅱ‐１‐（３） バイオメディシナル情報研究センター ［ユニット戦略課題４］生体高分子立体

構造情報解析に関する研究 ３．９ 

タンパク質立体構造に指南された創薬戦略を実現する基盤技術の開発を目指す。特に膜タンパク質や複

合体の立体構造の決定、相互作用解析、計算科学的な解析による創薬ヒット候補化合物の探索を可能とす

る技術の開発・改良を行うとともに、企業とも連携して実用化に向けた検証も進めている。 

タンパク質の高分解能構造解析、リガンド分子との相互作用解析、分子シミュレーション解析の３つの

研究要素を組み合わせて目指すアウトカム「タンパク質の立体構造に指南された創薬」の設定とそれに向

けた段階的なロードマップは明解である。個々の要素技術は高い水準にあり、企業展開を意識した成果を

挙げている。特にペプチドリガンドから非ペプチド化合物を推測するプログラムを開発し、それを用いて

リード化合物の発見とその評価過程に入っていることは、今後に期待できる成果として評価できる。 

一方、リード化合物の最適化研究などは、製薬メーカーとの実質的な連携の推進が必須である。それを

強化するためには、成果発信やアウトリーチ活動により本戦略課題担当チームの研究活動や成果をよりア

ピールする努力が求められる。 

創薬研究の初期ステージであるＨｉｔ ｔｏ Ｌｅａｄにおいてそのプロセスを支援する「ＤＩＲＥＣＴＩＯＮ法」の開発

は意義がある。このステージで多種多様なドラッガブルな化合物が提示されることを期待する。また、非

ペプチドリード化合物の最適化とその後の開発は企業に任せ、研究センターでは他の標的でのリード化合
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物発見に集中することもひとつの重要な方向性である。 

 

Ⅱ‐１‐（２）、Ⅱ‐２‐（２） バイオメディカル研究部門 ［ユニット戦略課題２］生体メカニズムの解明とそ

の制御物質の探索 ３．５ 

睡眠障害などの生体リズム障害、体内時計に関連する高血圧、血栓症などの生活習慣病、及びがんを主

な疾患ターゲットとして、健康状態をモニタリングするためのバイオマーカー開発、及びこれら疾患の予

防や改善を目的とした、天然物に由来する生理活性物質の開発を目指している。 

生体リズムの撹乱に関連した様々な研究を系統的に実施し、生体リズムを制御する物質の探索、動物実

験などによる制御物質の機能の解明、その分子機構の解明が並行して行われている。生活環境と生体リズ

ムについて広く討議するニュートリズム検討会の設立など、積極的なニーズの収集体制の構築を行ってい

ることや、インドの伝統的医学（アールユヴェーダ）で用いられる薬草アシュワガンダを素材にしたイン

ドとの連携なども評価できる。 

しかしながら、産業的価値のあるアウトカムに至る道筋が明確に示されておらず、医薬品リード化合物

の定義や目標などをより明確にする必要がある。また、創薬に重点を置きすぎているきらいがある。創薬

をサポートする「基盤技術開発」に重点を置き、安易に領域を広げすぎず、深く掘り下げる研究姿勢が求

められる。 

今後、脳科学や生活習慣病に関連した診断法や治療法のアウトカムを出す方向性で研究を進め、多くの

人々がストレスの多い現代社会に比較的マイルドな方法で適応できるようになることを期待したい。当研

究部門が生体メカニズムに関する研究のメッカとして、確実な地盤を築き上げてくれることを期待する。 

 

Ⅱ‐１‐（２）、Ⅱ‐１‐（３） バイオメディカル研究部門 ［ユニット戦略課題３］健康・疾患に関連する細胞制

御分子の解明と利用 ３．３ 

脳神経系などの疾患関連新規バイオマーカーを探索するとともに、これらの分子、あるいはそれを高機

能化した分子を用いて細胞の機能異常の検出や、それを制御する技術を開発し、健康の増進や疾患の予防・

診断・治療に貢献することを目指す。 

バイオ医薬品創出に資する基盤技術開発という高い目標を掲げ、ロードマップに沿って研究が進められ

ている。核酸ライブラリーやペプチドライブラリーの作製技術は有用性が期待できる優れた研究である。

また疾患モデル生物の作製やシグナル分子解析技術も、基盤技術として重要なもので、独自の技術開発に

より世界的水準を維持していると評価できる。 

一方、アウトカムを創薬基盤技術とする以上、より具体的で実用化に結び付く目標設定が必要である。

また、各研究グループの方向感がそろっていないように見受けられ、ベンチマークにおいても国内外の研

究機関に対する優位性が十分に示されているとは言えない。当研究グループとして基礎・基盤的研究に注力

するか、あくまで創薬に結びつける方向で突き進むかについての検討が必要である。 

今後真のアウトカムにつなげるためには、企業との早めの連携や研究グループの密な連携を図り、効果

的に研究を推進することが望まれる。研究対象とする疾患について製薬企業の動向を大局的に把握し、既

成の技術改善に留まらず、希少疾病用医薬品への貢献など、より独創性の高い基盤技術開発に挑戦するこ

とを期待する。 

 

Ⅱ‐１‐（２）、Ⅱ‐２‐（２） バイオメディカル研究部門 ［ユニット戦略課題４］ナノバイオ技術融合による

極微量生体分子の計測解析技術開発 ３．８ 

超高感度、極微量計測に必要なバイオセンサーに要求される高選択的な分子認識法やナノ薄膜電極材料、

１細胞での計測が可能なナノ針等のデバイスなどの各要素技術の開発とその成果を利用し、ナノバイオ技

術融合による極微量生体分子の計測解析技術の開発とそのデバイス開発を展開している。 

高い研究レベルを維持し、ナノテクなど産総研内の他分野の研究グループや外部の医療機関との連携を

積極的に推進しており、ベンチマーク比較により、これらの技術が世界トップレベルにあることが示され

ている。また、一人当たりの発表論文数や招待講演数、特許出願数などが抜きんでて多い事も評価できる。

ナノニードル技術を利用した細胞内の特定分子の抽出・検出を可能とした新規セルソーター開発や電気化

学センサー用の炭素薄膜電極は、今後広い分野での利用が期待される。 

一方、最終的な目標やアウトカムの設定がやや曖昧で、提示されている各技術の現時点での世界での位

置付け、優位性については具体的な数値を示したマイルストーンやベンチマーク評価を示す必要がある。

セルソーターでは創薬や医療診断に直結するターゲットを設定し、その有用性をアピールするとともに、

細胞の分画精度を高めることが必要で、ＤＮＡメチル化検出技術の開発では、複数塩基レベルで変化を観察

できるシステムに進化させていく必要がある。 
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今後、アウトカムに結びつける上で市場ニーズとのマッチングが重要である。計測・解析機器の個々の市

場は小さいので、意欲のある中小企業と連携をさらに進めることが求められる。また、産総研内や医療機

関を含めた外部組織との連携を深め、アウトカム実現に向け研究を飛躍させる必要がある。診断機器の検

出感度をもう１桁上げることができれば現在の医療を大きく変えられる可能性があり、ロードマップの前

倒し達成を期待する。 

 

Ⅱ‐１‐（２）、Ⅱ‐２‐（２） 健康工学研究部門 ［ユニット戦略課題１］バイオマーカーの機能解析・同定とそ

の検知デバイス技術開発 ３．９ 

生体における機能の解明によって、健康状態や未病状態の科学的評価が可能なバイオマーカーを探索・

同定し、さらにそれらのマーカーや既存のマーカーを迅速、簡便に測定することが可能なデバイスの開発

を行っている。 

生活習慣病、ストレスに関する先導的研究成果をもとに、的確なアウトカムとその道筋の設定、本研究

部門の有する技術要素とその展開が具体的に設定され、優位性の自己評価も妥当である。酸化ストレス、

脳疾患関連バイオマーカーなどに関して優れた成果を挙げている。産総研の他研究部門・分野でのチップ化

技術、検出技術を統合する産総研ベストチップの構想は、その成果が期待されるところである。 

一方、このユニット戦略課題が担うテーマ全般に関して、被験者数・検体数を増やすとともに、長期的な

経過のフォローにより有用性検証を着実に行うことに留意するべきである。開発すべきバイオマーカーの

選択については、現状に固執するのではなく、社会や臨床現場の要請を勘案した柔軟な対応が必要になる。 

今後、トランスレーショナルリサーチ（ＴＲ）を展開する上で、医療機関と相互にメリットがある形で連

携を進めることが求められる。バイオチップ技術の研究では、コスト面も含めて既存の健診システムなど

と比較して格段に優れていることをアピールできることが必要である。「未病」の評価は困難さを伴うが、

バイオマーカーの測定データに基づき、それを数値化し「発症リスク」という言葉で表現することに関し

ては、医療機関をはじめ社会のコンセンサスが得られるか、慎重な検討が求められる。 

 

Ⅱ‐１‐（３） バイオメディシナル情報研究センター ［ユニット戦略課題２］機能性ＲＮＡに関する研究  

３．５ 

機能性ＲＮＡの新規機能や作用機序の解明といった基礎知見の収集と研究分野の基礎骨格を確立すると

ともに、疾患との接点を探索・実証し、新規なゲノム創薬基盤を提供することを目指している。 

機能性ＲＮＡという新しい研究領域において、早い時期にその重要性に着目し、研究基盤の確立と作用機

序に関する研究に着手した。その結果、核内構造体の発見とその生物学的意義、疾患との関連など、独創

的で世界をリードする研究を展開していることは高く評価できる。 

一方、萌芽的研究ゆえの問題ではあるが、他のユニット戦略課題と比較して出口戦略が不透明である。

時間軸を意識した研究マネジメントが必要である。 

今後は、創薬標的探索型アプローチを強めるべくロードマップを再検討するのがひとつの方向性ではあ

るが、むしろ現チームからは、さらに優れた生物科学の基盤的知見が得られことが期待される。そのため、

本戦略課題のチームが基盤研究に専念できる環境（組織）づくりを検討するという方向性も考えられる。 

 

Ⅱ‐１‐（３） バイオメディシナル情報研究センター ［ユニット戦略課題３］統合データベース（モデル事

業ゲノム情報統合プロジェクト、経済産業省統合データベースプロジェクト） ３．６ 

ヒト分子情報に関連する統合データベースの構築を通じて知的基盤の整備を担い、産総研をはじめとす

る国内外の実験的研究者にとって役立つデータや解析ソフトウェアを提供することにより、ライフ分野基

礎研究及び創薬研究の加速化を目指している。 

ヒト分子情報の統合データベースＨ-ＩｎｖＤＢについて、新しい情報の追加と内容の充実が図られ、また経

済産業省主導の事業であるＭＥＤＡＬＳの運営が着実に行われ、それらの利用が拡大していることは評価でき

る。成果（公開データベース等）に対する客観的な評価尺度を導入し自己分析している点も評価できる。 

一方、バイオ関係のデータベースでは世界標準となっているＮＣＢＩ（Ｎａｔｉｏｎａｌ Ｃｅｎｔｅｒ ｆｏｒ Ｂｉｏｔｅｃｈｎｏｌ

ｏｇｙ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ、米国）や類似データベースとの対比や位置付けを明示し、それに対する優位性や意義

を議論し、無為な重複を避け優位性の強化を図る必要がある。 

今後は、創薬関連産業に資するデータベース、例えば単一塩基多型（ＳＮＰ）と疾患との関係のデータベー

スや自己免疫疾患に関するデータベースなどの拡充が期待される。また、省庁統合データベースの構築に

際してリーダーシップの発揮を期待するが、そのためには、後継人材の育成やデータベースの維持管理な

どのために人的資源の投入を検討することが求められる。 
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Ⅱ‐２‐（１）、Ⅱ‐２‐（３） 健康工学研究部門 ［ユニット戦略課題５］ヒト生理機能解析技術の開発 ３．９ 

非侵襲脳機能・生理機能計測技術を基盤に、高次脳機能障害の高度診断技術と聴覚機能障害の補償技術、

高臨場感・快適環境の設計技術及び日常健康モニター技術の開発を目指している。 

ロードマップは具体的なマイルストーンの設定と段階的な研究開発の計画が描かれており、妥当である。

他機関との連携も適切に進められている。生体安全性に資する標準化や規格化への積極的な関与などは、

高く評価される。 

一方、ロードマップに示された達成目標と実績を勘案すると、製品化に向けた研究開発の進展をより加

速する努力が必要である。また、それぞれの課題は順調に進行しているが、課題間の連携がやや乏しい。 

今後は、内外の関連研究との比較分析やユーザーニーズの把握に努め、実用化への道のりを今一度精査

することが期待される。ヒトでの非侵襲的機能解析技術の開発という大きな課題の中で、各課題の統合・

骨太化を目指す方向性も考えられる。 

 

Ⅱ‐２‐（１）、Ⅳ‐３‐（１）（再） ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ［ユニット戦略課題１］人間の状

況認知・遂行能力の評価・支援技術の開発 ３．５ 

少子高齢化社会における高齢者の就労拡大を目指して、能力の多様性にも配慮しながらその人に合った

適切なタスクを選定するための能力－タスク適合性評価法や適合を支援する技術を構築し、また、そのた

めのパフォーマンスの計測・評価、ディマンドの計測・評価、ディマンドとパフォーマンスの適合性の評価

の研究開発に取り組んでいる。 

高度な脳機能を生理計測から解明しようという挑戦的な課題であり、研究項目を体系的にブレークダウ

ンした点や、自己充足感の得られる知的作業の提供を課題として取り上げている点が評価できる。全脳代

謝に関して、血液で推定する試みは独創的で評価できる。 

一方、脳のパフォーマンスの計測は認知症のマーカーの研究と同様、非常にニーズの高い分野であり、

脳計測で脳機能の衰えの様子は推定できるようになったと考えられるので、今後は認知との関係を明らか

にする必要がある。カーナビ使用時の認知特性については、脳の酸素量測定で十分な対応関係が得られる

ことを示すために一層のデータ蓄積が必要である。挑戦的なテーマであり、マイルストーンを具体的なも

のにするための検討が当面の課題である。 

今後の方向性として、認知機能は環境や人間のさまざまな内部状態によって影響を受けるので、人間の

状態や環境についてのデータも同時に計測するようにすることが必要と思われる。また、年齢や能力によ

る違い、健常者と患者による違いなど様々な条件でのデータ収集も計画する必要がある。本課題と「社会

ニーズ」との関係性や、最新の技術とのベンチマークも必要である。 

 

Ⅱ‐２‐（２） 健康工学研究部門 ［ユニット戦略課題２］健康リスク計測とリスクモニタリング技術の開発 

４．５ 

身体内部あるいは環境に存在する健康阻害因子を高精度に計測・評価し、因子そのもの、あるいは健康へ

の影響を効果的に低減するための技術開発を目指している。また、選択性ナノ材料によるリスク削減シス

テムにおけるリスク物質の高感度モニタリングシステムの開発、及びマラリアやインフルエンザの診断装

置の実証研究を行っている。 

内外の競合技術や機関の比較について具体的に提示し、自身の研究や技術レベルが客観的に把握されて

いる。ロードマップは概ね適切と判断できる。マラリアなどの原虫感染症診断システムの開発は、論文発

表や知財を確保した後に、企業との共同による診断装置開発、ＷＨＯへの技術のアピール、フィールドでの

実証研究を開始するなどの着実な進展が評価できる。また同様のマイクロチャンバー技術を用い、がん転

移の早期発見などに役立つ血中循環がん細胞（ＣＴＣ）検出デバイスの開発も企業と共同で進められている。

有害物質などの分離計測技術や工業用粒子のリスク評価技術についても、他の追随を許さない独自性があ

り今後の社会貢献が期待される。 

全般的に、知財確保に留意しながら成果発表や広報などによる情報発信を強化することが必要である。 

今後は、感染症の診断装置ではその使用現場での検証を、また有害物の選択的認識・分離処理に関しては、

合理的な量・コスト（生産・運転）を意識して、実用化の可能性を早期に検証しておく必要がある。ＣＴＣの

検出技術については他の技術との比較を詳細に行い、医療機関との連携を進めることにより、早期の実用

化を目指すことが期待される。 
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Ⅱ‐２‐（３） ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ［ユニット戦略課題２］心身の適応能力の向上のた

めの評価・支援技術の開発 ３．２ 

心理的側面と身体的側面の相互連関にも着目しながら、心身適応特性を適正に計測し、メカニズムレベ

ルで探求することによって、心身の適応能力改善を支援するための技術開発を行っている。具体的には、

血管の硬さ計測技術／超音波による血管機能計測、心循環機能・自律神経機能の評価技術、温熱快適性や睡

眠特性の計測・評価技術、リラクゼーション効果の計測・評価技術などを用いて、精神的リラクゼーション

や休息・睡眠などによって身体の適応状態を維持改善する課題に取り組むとともに、身体への刺激によって

心や認知機能の適応性を改善する課題にもチャレンジしている。 

動脈硬化を血圧と同時に測定できる装置は、医療現場だけでなく広くニーズがあるので、企業と協力し

て動脈硬化計測機器を製品化したことは評価できる。これを用いて動脈硬化計測や睡眠と記憶に関する研

究などの健康やストレスの問題に直結する身近な題材を扱っており、テーマ設定の視点が適切である。「健

康≠病気がない状態」という考え方を工学的技術的なアプローチで実践するという視点も良い。 

一方、計測系の研究と心理学や行動科学との研究のシナジー効果が不明である。前者の生理指標等の計

測技術は一定レベルにあるが、後者の情動や睡眠に関する研究は、発生する現象のメカニズムの解明が不

足している。 

今後の方向性として、何か一つの象徴的なテーマを設定し、課題全体が収斂していくようなマネジメン

トを行うことが必要と考えられる。断眠研究については睡眠専門の精神科医と協力して医学的にも立証す

ることが必要である。 

 

Ⅱ‐２‐（３） ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ［ユニット戦略課題３］生活自立支援のための身体

機能回復技術の開発 ３．２ 

加齢や障害によって機能が欠損・低下しても充実した日常生活を送るための身体的機能回復とＱＯＬ向上

を目指し、機能回復メカニズムに基づいたニューロリハビリ技術、ＱＯＬ向上のための食生活介護・リハビ

リ支援技術に関する研究開発を行っている。 

失われた機能の代償のメカニズム解明や誤嚥性肺炎の防止などの社会的ニーズをよく認識している点や、

これまでの動物実験でのノウハウを駆使してモデル動物をリハビリへ応用することを具体化している点な

どが評価できる。また、研究テーマ設定からアウトカムまでアプローチが論理的であり、自立支援のため

の身体機能回復技術を、神経細胞レベル、身体機能レベル、生活環境レベルの３段階にレベル分けした構

成は、アウトカムを意識した総合的な優れた取り組みとして評価できる。 

一方、運動機能の回復と神経系の代償作用については先行研究との比較が必要である。サルを用いた脳

活動計測や神経生理学的なエビデンスの蓄積が進んでいるが、ヒトに適用・演繹するまで大きな距離がある。

また、筋電、嚥下音、ＭＲＩなどで定量的に嚥下を取り扱う姿勢は評価できるが、リハビリについてはロー

ドマップが不明であり、飲食物を認識するセンサー機能などについても検討が必要である。 

今後の方向性としては、嚥下動作だけではなく、食べるためのリハビリ支援の全体像（＝どういうこと

が達成できたら良いのかという仮説）を持った上で、嚥下動作に焦点を当てるなどのアプローチが必要で

ある。また、病気の治癒だけでなく身体機能を回復させる取り組みは重要であるため、関係機関と連携し

て、より体系的に取り組むことが必要であり、現場の理学療法士等との定期的な情報交換も有益である。 

 

Ⅱ‐３‐（１） 情報技術研究部門 ［ユニット戦略課題２］生活支援・生活安全技術 ３．８ 

「安全安心な社会の実現に向けた共通基盤構築」をアウトカムに設定し、特に医療支援技術の開発を進

めている。具体的には、高次局所自己相関（ＨＬＡＣ）特徴に基づくパターン認識技術と機械学習手法をコ

ア技術として、これを活用した病理画像診断支援システム開発に対するロードマップを策定している。 

アウトプットとしては、病理診断支援システムを開発し、胃生検画像データに対する評価試験において

過検出率の改善に成功するとともに、リアルタイムで結果をフィードバックできる内視鏡診断支援システ

ムの開発を進めるなど、成果を挙げている。また、特許出願、特に海外特許出願も積極的に進めている。 

なお、他の研究部門へ異動した時のサブテーマの状況や異動の背景を説明するとともに、最終ターゲッ

ト、現時点の開発達成度、今後の改良点や新たに取り組む点と達成のための要件など、マイルストーンや

課題をより明確化したロードマップの策定が求められる。 

今後、医療機関や産業界との目標の共有や協業が必須であり、具体的な戦略作りを行うとともに、特定

疾患群への効果を確認後は、開発した技術の汎用化と商品化は企業へ技術移転することも望まれる。また、

応用分野の開拓と並行して、コア技術を高度化する戦略を明確化することも重要である。 
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Ⅱ‐３‐（１） 電子光技術研究部門 ［ユニット戦略課題３］高感度センシング ４．３ 

安全安心な社会を実現するため、広範囲でいつ発生するかわからない異常を迅速にセンシングする技術、

及びイメージングを用いて異常を明確化させる技術を開発している。 

特に社会的ニーズの高いウイルスや細菌の高感度センシングについて、検出、定量、識別などのマイル

ストーンが的確に立てられ、小型検出装置のアウトカムも明確である。実用化に向けて着実に進んでおり、

インフルエンザウイルスや重金属などに対する検出感度を飛躍的に向上させたこと、体内奥深くの情報を

可視化できる生体イメージング技術を開発したこと、導波モードセンサーを手のひらサイズに小型化し商

品化したことなど、既にいくつかの顕著な成果を挙げており、高く評価できる。 

ただし、個々の基盤技術の優位性について、最新のベンチマークを常に作成し、実現可能性とコストパ

フォーマンスを明確にし、適切な方向性を探ることが必要である。産総研内の他分野の研究ユニットでも

同様の研究開発をしており、連携と役割分担が望まれる。実用化において障害となる諸要因の抽出と具体

的な解決策の提示はまだ十分でない。病理に関するセンシングは医工連携の重要な領域であるが、将来の

製品化・実用化には認可というバリアも存在するので、戦略的な対応が必要となる。 

今後は、開発した技術のユニークな応用先を開拓し、社会貢献を果たすことを期待する。その場合、技

術的な性能だけでなく、使う側のスキルや使い易さも重要な開発項目となるため、外部との連携をさらに

重視して研究開発を進めることが望まれる。将来の生活を変えるために有用なセンシングという視点での

高い目標設定を期待する。 

 

Ⅱ‐３‐（１）、Ⅳ‐１‐（２） ナノエレクトロニクス研究部門 ［ユニット戦略課題５］超伝導集積エレクトロ

ニクスの研究開発 ３．３ 

高精度計測・低雑音計測の心臓部となる超伝導デバイス及び計測システムを開発し、国民の安全・安心に

資する有害元素分析器、大気中のガスや放射性物質のモニター、核関連施設内での核反応解明・核物質管理

用の非破壊検査分光器や、産業発展に不可欠な基盤技術である電気標準への応用を行っている。 

日本の高度な超伝導研究に立脚し、集積デバイス技術を結びつけて世界をリードする装置やシステムを

実現しており、所内の計測標準関連研究部門や外部の国際超電導産業技術研究センター（ＩＳＴＥＣ）との連

携も強化されていることが評価できる。具体的には、超伝導ＳＱＵＩＤ素子によるＸ線・ガンマ線分析器の多画

素化のための基盤技術と、ラックマウント型プログラマブルジョセフソン電圧標準システムの開発を行い、

着実に成果を挙げており、特に後者は電圧標準という基盤技術を支える意味で産総研にふさわしい社会貢

献研究である。 

ただし、非破壊検査分光器などのニーズについて、具体的に要求される性能と、それに対する本技術の

貢献を明示する必要がある。全体として、研究部門の中での位置付けや他のユニット戦略課題との関連性

が分かりにくいため、“Ｂｅｙｏｎｄ ＣＭＯＳ”の観点から超伝導エレクトロニクスの将来像を検討し、議論す

ることが望まれる。 

今後は、ファンドリー機能に加え、外部研究機関との連携により、インパクトの大きな次の研究を牽引

するシナリオを作り、研究開発ベンチャーの設立、研究コンソーシアムの形成など、日本の超伝導エレク

トロニクス研究の中核拠点となる積極的な努力とともに、世界をリードできる広がりのある将来技術への

布石も追求することを期待する。 

 

Ⅱ‐３‐（１） セキュアシステム研究部門 ［ユニット戦略課題１］ＩＴサービスの安全性向上 ３．４ 

「プライバシーと情報利活用が両立する社会の実現」をアウトカムに設定し、一般ユーザーに近い課題

や安全上の問題点に取り組みながら、ＩＴサービスセキュリティ技術の開発を進めている。鍵管理技術、ヒ

ューマンファクター、標準化などのコア技術をもとにして、政策提言・技術文書及び実サービス展開につい

てロードマップを策定している。 

アウトプットとしては、視覚的秘密分散法（ＶＳＳＳ）を用いてＭＩＴＢ（マン・イン・ザ・ブラウザー）攻撃

にも安全な銀行振込法の開発など実用的な成果を挙げている。また、Ｗｅｂアプリケーションの脆弱性分析

支援機関、ＩＳＯ/ＩＥＣ ＪＴＣ１ ＳＣ２７、ＣＲＹＰＴＲＥＣなどのセキュリティ政策に関わる政府系委員会や標準化

団体、業界団体での標準化活動に貢献するとともに、技術支援やスマートフォンプライバシーに関するパ

ブリックコメントを提出するなどの取り組みも見られる。さらに、取材・報道を通しての成果発信は積極的

である。 

なお、より難しい中長期的な研究課題を選定する必要があり、一方ではインパクトの大きな研究開発を

行い、成果を大型化する戦略策定も求められる。また、重複や欠落のないセキュリティ技術ガイドライン

を作成するためには、標準化活動のスコープの絞り込み方も検討することが必要である。 

今後、現実に発生した個別の攻撃と対策から、より大きなセキュリティ問題を解決できる汎用的な研究
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課題並びに基礎技術や広く横展開可能な研究課題などの設定を期待する。ベンチマークでは、本ユニット

戦略課題の位置付けをより明確にするため、競合研究機関の明示や定量的な技術比較を行うことも重要で

ある。 

 

Ⅱ‐３‐（１） セキュアシステム研究部門 ［ユニット戦略課題４］次世代システム安全基盤の整備 ３．９ 

「次世代セキュリティ技術の実システムでの運用」をアウトカムに設定し、高機能アクセス制御暗号技

術の開発及び種々の暗号・認証技術に対する安全性解析評価研究を進めている。公開鍵暗号、電子署名設計

技術、関数暗号などのコア技術をもとに、基盤的研究から実システムへの応用研究まで並行して取り組む

ロードマップを策定している。また、技術要素毎にベンチマークも定性的に提示している。 

アウトプットとしては、安全性証明についての基盤的研究や既存の暗号技術の安全性評価など、多くの

暗号理論で優れた成果を挙げており、暗号技術に関しては、世界トップレベルにある。これらの成果は、

この分野で権威のある国際会議での論文採択や招待講演、多くの受賞にも繋がっており、高く評価できる。

また、ライフ系研究ユニットとの共同研究による化合物データベースの秘匿検索システムの開発や、ＮＨＫ

技研との共同研究による「ハイブリッドキャスト」の高安全化にも貢献している。 

なお、実用化に向けては、より多くの企業関係者との情報交換を進めるとともに、産業・社会の現場での

適切なニーズの把握が必要である。また、暗号理論分野で挙げている優れた成果を広くアピールするため

にも、国際会議だけでなく、より広範囲な情報理論をも含む、著名な国際誌での成果発信も重要である。 

今後は、クラウドコンピューティングに適した次世代暗号技術の開発を目標とするなど、次のＩＴ技術の

パラダイムシフトに向けた中長期的な研究シナリオの策定が望まれる。また、要素技術では、世界のトッ

プを目指した最先端技術を開発し、将来の実用化に繋げることが期待される。さらに、暗号技術の産業・

社会での価値を増大させるため、証明可能安全性の対象を暗号技術以外に広げることも望まれる。 

 

Ⅱ‐３‐（２）、Ⅳ‐３‐（１）（再） 知能システム研究部門 ［ユニット戦略課題２］生活支援ロボットの安全

の確立 ３．８ 

機能安全の国際規格に適合可能なロボットの安全規格を定めるため、ロボットの安全性を試験・評価する

ための技術を開発する。また、ロボットの安全技術としてのセンサー技術、制御技術、インターフェース

技術、ロボットの安全性を検証するためのリスクアセスメント技術を開発している。 

安全に関する標準化の活動は、ロボットを社会に普及させる上で極めて重要で、ロボットの安全認証の

国際標準化を目指し、機能安全対応ＲＴミドルウェア「ＲＴＭＳａｆｅｔｙ」がＩＥＣの認証を取得したことは高く評

価できる。また、ロボットと人が混在する環境下で安全性を評価する技術及び安全性を高める技術が相互

に影響しあうロードマップは、規格認証とそれを実現普及するものとして有効であり、アウトカムは明確

である。 

一方、想定事故シナリオシミュレーションは、どの程度現実を再現可能か、ユーザーにとってどの程度

役立つかを評価しつつ開発を進めることが必要である。 

今後の方向性として、生活支援ロボットの実用化のためには安全の確保が最大の課題であり、国際標準

規格化に向けて、日本が主導権をとれるように関係省庁とも十分に協議し、効果的な戦略を立てる必要が

ある。安全認証については、セキュリティやリライアビリティなどにも関連するので、産総研内での連携

にも望まれる。組み込み系のソフトウェア開発については、強い影響力を持つソフトウェアがあり、対抗

するのか、連携して新たなテクノロジーを普及させるのかを検討する必要がある。 
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３‐２‐３ 「Ⅲ 他国の追従を許さない先端的技術開発の推進」 
 

様々な資源、環境制約問題を乗り越えて我が国の国際競争力を強化するためには、技術指向の産業変革

により新産業を創出する必要がある。特に、情報通信産業の上流に位置付けられるデバイスの革新ととも

にデバイスを製品へと組み上げていくシステム化技術の革新が重要である。そのため、競争力強化の源泉

となる先端的な材料、デバイス、システム技術の開発を行う。また、情報通信技術によって生産性の向上

が期待できるサ－ビス業の発展に資するため、サ－ビス生産性の向上と新サ－ビスの創出に貢献する技術

の開発を行う。さらに、協調や創造によるオープンイノベーションの仕組みを取り入れた研究開発を推進

する。 

 

Ⅲ‐１‐（１）、Ⅲ‐３‐（２）、Ⅰ‐２‐（３） 情報技術研究部門 ［ユニット戦略課題３］次世代クラウド技術    

４．０ 

「次世代クラウドによる新規産業の創出」をアウトカムに設定し、次世代クラウドの３つの基本技術（省

エネルギー構築運用技術、クラウド間連携技術、高速大容量データ処理技術）の開発を進めている。技術

要素として、クラウド管理技術、動的ネットワークデプロイ技術、高速マップリデュース技術などを設定

し、ロードマップ及び中期計画でのマイルストーンを策定している。ベンチマークでは、要素技術毎に競

合する技術との性能比較によって、開発を進めている技術の優位性と位置付けを提示している。 

アウトプットとして、データセンターの省電力化を図るための次世代モジュール型データセンターを企

業と共同で構築し、従来に比べて３０％の電力削減効果を実証したことは評価できる。クラウド間連携技術

では、スケールメリットが出る程度まで普及させることを目的に、多数のパートナーを発掘し共同プロジ

ェクトを進めている。また、Ｏｐｅｎ Ｇｒｉｄ Ｆｏｒｕｍにおいて動的ネットワークデプロイインターフェースの

策定をリードするとともに、インタークラウド資源管理フレームワーク及び大容量データを従来よりも高

速処理可能なＳＳＳ－マップリデュースを構築し、オープンソースとして公開するなど、成果を挙げている。

さらに、国際標準化への積極的な取り組みは高く評価できる。 

なお、ロードマップでは、最終的な目標、現時点での達成度、今後実施すべき課題など、より具体的に

示すことが必要である。ベンチマークでは、競合研究機関の明示と定量的な比較を示すとともに、時間軸

と性能軸による技術マップ上にて、本ユニット戦略課題の位置付けをより明確化することは重要である。

また、次世代クラウドの３つの基本技術の相互関連を示すことも求められる。 

次世代モジュール型データセンター等はビジネス案件でもあり、今後、参加企業と協力して知財権を確

実に確保し、ビジネスに結び付けることが望まれる。また、世界で通用するクラウド技術を開発するため

にも、ＧＩＣＴＦ（グローバルクラウド基盤連携技術フォーラム）などとの強固な連携も期待される。 

 

Ⅲ‐１‐（１） 電子光技術研究部門 ［ユニット戦略課題４］新原理エレクトロニクス ４．１ 

超伝導体、強相関酸化物、有機半導体を主な対象として革新的な機能性材料を開発するとともに、低環

境負荷の各種素材やデバイス、シリコン半導体の限界を超えた極限的な省エネルギーデバイス技術の研究

開発を進めている。 

世界をリードすべき革新的材料技術として、ロードマップにはほぼ妥当な内容が示されている。個々の

技術はいずれも学術的に世界トップレベルの先端的研究であると評価できる。特に、強相関酸化物の物理

の分野では、強誘電抵抗スイッチングメモリ、室温での強相関電子転移の電界制御など、着実な成果を挙

げている。超伝導関係は、鉄系超伝導体について比較的高い転移温度をもつ新材料を４種見出すとともに、

線材の試作を行うなど、活発な研究開発が行われている。また、新たな酸化物発光デバイスは電子・光融合

技術として期待される。 

ただし、論文数に比して特許出願数が少ないなど、実用化までにはまだかなりの技術的革新が必要であ

る。基礎研究について無理に応用を強調しすぎる必要はないが、産業界との連携をより一層推進し、産業

応用との間を埋める課題抽出とその解決のための方向性を探る努力が不可欠である。より詳細なベンチ

マーキングにより、対象を絞っていくことや、新しい領域への踏み込みも必要である。 

今後は、理論と実験の連携を強め、基礎技術を着実に積み上げ、研究レベルの高さを世界に示すととも

に、将来の集積化技術へも視野を広げることが望まれる。実用のメモリ開発は大変ハードルが高いが、引

き続き他国の追随を許さない研究に注力し、現在のデバイスでは達成できない、高い目標設定を望む。ハ

イリスク・ハイリターンの研究分野であるだけに、新原理デバイスの開発・実用化が社会にもたらすインパ

クトを分かりやすく伝える工夫が求められる。 
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Ⅲ‐１‐（１） ナノエレクトロニクス研究部門 ［ユニット戦略課題４］ナノ計測エレクトロニクスの研究開

発 ３．５ 

３次元的なナノデバイスの構造に対し、ナノメートルの分解能で必要な特性を測定するため、高度計測

結果からシミュレーションを援用して解析するハイブリッド計測技術を開発しており、デバイス試作プロ

セスや計測技術の研究開発と連携し、先進的な統合的シミュレーション・プラットフォームの構築を目指し

ている。 

ラマン分光法による局所応力計測やＳＴＭ（走査型トンネル顕微鏡）による半導体デバイスのポテンシャ

ル計測などの先端的計測手法にＴＣＡＤ（Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ ＣＡＤ）技術を組み合わせたハイブリッド計測技術を

用いて、直接測定困難なナノスケールでの応力評価、ポテンシャル分布計測を可能にした点は、優れた研

究成果である。計測データの定量解析のための実用シミュレーターとして早期の完成が期待される。 

ただし、デバイスや集積回路の製造におけるこの技術の有用性が十分に示されていない。集積回路の微

細化や新半導体材料の導入などに必要な実用の計測技術という視点でロードマップを策定する必要があり、

そのための課題や達成目標をより具体的に示すことが必要である。ラマンシミュレーターは現時点では統

合・調整ができているが、さらに１４ｎｍより微細な領域での適用可能性が課題である。 

今後は、将来のナノデバイス計測・設計プラットフォームの全体構想を明確にし、その中で本技術の位置

付けを明示するとともに、産業ニーズに即応した計測対象の選定を行うよう、産業界との継続的な情報交

換が望ましい。シリコンで確立した技術のゲルマニウムやⅢ－Ｖ族半導体などの新材料への展開や、分析

機器メーカーとの共同による新たな応用の探索、さらに将来的には、製造装置も絡めたｉｎ ｓｉｔｕ（その場）

計測とＴＣＡＤを繋げたリアルタイムな最適生産なども期待できる。 

 

Ⅲ‐１‐（２） 知能システム研究部門 ［ユニット戦略課題５］製造の省力化・高効率化のための産業用ロボッ

ト知能化技術 ３．１ 

セル生産による生産性向上の限界を打破するためには、製造における組立、選別、検査などの工程にお

いてＩＴを活用し、製造プロセスの省力化・高効率化、セル生産におけるロボットの導入、自動化を進める必

要がある。そのために本戦略課題では、産業用ロボットの知能化技術の研究開発を行う。 

製造業では、現在でもロボット化すべき課題が多く、知能化やシミュレーション研究の推進は適切と認

められ、アウトカムを実現するための技術要素及びその開発戦略は明確である。先端研究としての価値も

高く、着実に研究が進んでおり、成果が期待される。弾性変形を伴う物理シミュレーションは良い技術で

ある。 

一方、セル生産を導入する対象が明確でなく、メリットや新規性、産業への技術移転の道筋等が不明確

である。具体的な点では、２次元データから３次元問題への拡張方法が不明であるので、シミュレーターの

計算結果と実機のセンサー情報をどのように比較して評価するのか明確にする必要がある。また、国際競

争力強化のためには、特許、論文等の成果発信など、より積極的なアピールが必要である。 

今後の方向性として、製造現場は急速に海外に流出しており、国内製造業の国際競争力を維持するため

には企業の現場が緊急に必要とする技術を見極めて研究を進めることが必要である。産業の大きな変革に

おける差別化技術の動向にも注意が必要である。特に、第３の産業革命は、製造技術とＩＴの融合によって

初めて可能になるもので、本研究ユニットの役割は極めて大きい。 

 

Ⅲ‐３‐（１）、Ⅲ‐３‐（４）、Ⅱ‐３‐（１） 知能システム研究部門 ［ユニット戦略課題３］安全な個人データ利

活用技術 ２．８ 

個人のプライバシーを担保しながら個人データの社会的な共有と活用を促進して産業や文化の振興を図

るため、本戦略課題では、個人データをその発生源で分析してプライバシーレベルに応じて使い分けると

ともに、個人が本人のデータを蓄積・管理して他者と自由かつ安全に共有できるようにする技術を開発し、

自治体等の公共機関や産総研ベンチャーを含む民間企業との連携を通じてその成果の事業化による社会実

装を目指す。 

生活支援ロボットの実際の使用の際に、個人データの安全な取り扱いは重要であり、スマートセンサー、

個人データ格納基盤とプライバシーやセキュリティの問題を関連させて行う研究の重要性は極めて高く、

研究目標の設定は妥当であり、個々のテーマは学術的に魅力的であり、先進的な取り組みと認められる。

また、ベンチャー企業を設立している点も評価できる。 

一方、個人データの自律分散管理のためにこのような技術が必要な理由が明確で無い。また、方法論の

新規性と具体性が不明確で、個人データの管理方法や信ぴょう性の保証方法など、公的な問題も含めた課

題設定が必要である。 

今後の方向性として、成果の実際の社会への実装、適用例を増やして行き、そのフィードバックにより
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改善を積み重ねることが重要と思われる。また、プライバシーを考慮した動線検出などの要素技術に要求

される機能仕様が明確になるよう検討する必要がある。 

 

Ⅲ‐３‐（１） サービス工学研究センター ［ユニット戦略課題１］サービス利用者・提供者の行動理解のた

めの視線計測と屋内測位の統合 ３．８ 

工学モデルに基づくマルチエージェント・シミュレーション・人間行動モデル構築のための測位観測技

術・オークションによる交渉安定化技術を用いて、社会的サービスの安定化・円滑化を促進する技術の構築

を進めている。 

多くの企業などとの共同研究を精力的に行い、人の行動計測をはじめとして、高い水準の技術開発を実

施しており、これまで開発してきた要素を統合し、実際のサービス現場に適用することによってサービス

生産性向上に寄与した点が評価できる。要素技術として最適設計ループの出発点である行動計測を効率良

く実施するための小型・軽量の計測装置（ＰＤＲ）を開発・改良し、利便性を向上し、生産性向上のために多

様な局面で役立つツールであることを実証するとともに、本ツール活用の方法論を蓄積した点も評価でき

る。また、サービス利用者・提供者のミクロな行動理解に向けた技術要素を取り上げ、さらに、社会モデル

というマクロな人間行動理解技術へと展開しようとする点は妥当である。 

一方、様々な取り組みが行われているものの、個別事例研究が多く、全体の目標に対する達成度や、本

技術を産業界に広く適用させていくための戦略が不明である。特に行動の可視化技術として現場に適用可

能なことは示されたが、顧客満足度や企業収益にどう貢献したのか示されておらず、実証実験を踏まえた

人の行動の分析・理解・一般化は進捗不足である。 

今後は、個別論で終わらせることなく、共通プラットフォームの可能性や、モジュール化とその汎用性

の検討、社会実装性の向上を通じたノウハウの可視化等へ展開することが必要である。店舗のコンセプト

の刷新などにつながるような本当のイノベーティブな技術を目指すことが必要である。また、位置測定な

どの要素技術の技術的運用性を高める方向性はベンチャー等に早期に移行し、研究センターとしては、サー

ビス工学としての行動理解に特化させる方向性が望ましい。効果の実際の現場での適用事例の蓄積につい

ては、サービスの向上に寄与したかの実証に重点を置き、実証できない分野からは撤退することも検討す

る必要があると思われる。 

 

Ⅲ‐３‐（１） サービス工学研究センター ［ユニット戦略課題２］介護サービスの生産性向上技術の開発  

３．１ 

介護サービス及び介護と密接に関連するヘルスケアサービスにおける、品質を維持した生産性の改善を

目指し、間接業務（現場作業分析の結果、記録、転記、統計処理など）の効率化のための情報共有支援シ

ステムを構築し、同時に取得されたデータの共有知としての知識化を図る。 

民間で行う介護事業の生産性向上は、今後の日本社会にとって非常に重要なテーマといえ、公的サービ

スと市場経済の境界領域にあるので、産総研が取り組むことに意義がある。特に、現場の調査から「情報

の共有化」という課題を抽出し、情報技術を用いて解決しようとしていること、また、現場ワークショッ

プのような形で現場のユーザーとの価値共創を目指すことは意義がある。発生するイベントに対して逐次

対処を行う業務現場における業務の可視化・分析技術を開発し、業務に関わるメンバーの主体的な業務フ

ローの見直し及び再設計するための方法論（現場参加型開発）の確立に取り組んでおり、介護サービスの

生産性を最も阻害している要因の分析結果に基づき、生産性向上を目指している点が評価される。 

一方、研究内容については、関連する先行研究の調査が不足しており、ニーズというより技術ありきの

テーマに留まっている。また、既存の介護サービスにおける、介護支援システム等の開発ベンダーやＩＴ機

器メーカーと役割分担し、主導的な役割を果たして、この分野の取り組みを戦略的に進めていく道筋が不

明確である。個別には、現場共有支援システムの成果である申し送りの短縮時間割合が不明であり、捻出

した時間の有効活用による介護サービスの付加価値の創出への取り組みが必要である。介護現場での生産

性とは何か、患者側にとっての満足度に関わる指標を明らかにして現場分析する必要がある。なお、現場

の「コミュニティー形成」は、重要なことではあるが、容易ではなく、慎重な準備が必要である。 

今後は、新規性を明確にして、競争力のある技術を目指す必要がある。間接業務の効率化が単なる省力

化の方向に向かうのではなく、直接業務の充実・向上、それによる利用者の満足度の向上、従事者の満足度

とモラールの向上につながるように進めるべきであり、楽なだけでなく楽しく使えるような情報共有シス

テムを目指すことを期待する。また、介護現場では、先進技術への拒否感もあり、介護保険制度に関連が

ないと資金投資も難しいので、まず現場ニーズをよく把握し、優先順位を明らかにすることが重要である。 
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Ⅲ‐３‐（３） 知能システム研究部門 ［ユニット戦略課題４］サービスの省力化のためのロボット化（機械

化）技術 ３．４ 

高齢化社会におけるＱＯＬ向上を目指し、生活支援ロボットを実現するための基盤技術を開発することを

目指して、本戦略課題では、高齢者・障害者の自立や介護支援ロボットを実現するための要素技術、及び支

援ロボットの評価・設計技術を確立する。また、非製造業のＲＴ（ロボット技術）応用ニーズに応える形で、

屋内外の具体的な作業（土木・建設分野、物流分野、農業分野、サービス分野など）を想定した自律移動シ

ステム技術を開発する。 

関与する研究グループが研究課題の位置付けを正確に把握し、協力して取り組む体制は、サービスとい

う広い範囲のロボット技術の検討には適切であると認められる。個別要素技術として、マイクロレンズア

レイを用いた視覚マーカーや高速３次元計測は非常に高度な技術であり、独自なデバイスとしてロボット

技術への適用が期待できる。 

一方、介護ロボットのコストベネフィット分析は重要だが、分析結果と実際の現場の評価との整合性の

検証が必要である。また、低コスト化ばかりでなく高齢者のＱＯＬの向上に関する配慮も必要である。課題

全体では、自立介護の支援技術と建設機械の自律移動技術とでは、目指す方向が異なると考えられ、結果

として柱が不明瞭となっている。 

今後の方向性として、生活支援ロボットの必要性は非常に高いので、実用化の姿が見えるようにする必

要がある。介護ロボットでは、ユーザーのニーズや事業化の可能性、導入のメリット等も評価しつつ、開

発を進める必要がある。 

 

Ⅲ‐３‐（４） 知能システム研究部門 ［ユニット戦略課題６］新サービスの創出のためのヒューマノイド基

盤技術 ３．５ 

ヒューマノイドの実用化には遠隔操作技術、動作計画技術、人動作模擬技術を含む基本技術のスペック

アップやヒューマノイドを用いたコンテンツを容易に作成する技術、ヒューマノイドによる動作アシスト

機器の評価技術が必要であり、その解決に向けて、従来から、大学、製造メーカー、コンテンツクリエー

ター、顧客とともに研究を進めている。また、福島第一原子力発電所の事故を受け、災害対応ロボットの

実用化に向け、製造メーカー、顧客とともに研究を進めている。 

世界的にあまり例のない研究テーマであり、オリジナリティが高く、技術水準も非常に高いと認められ

る。ヒューマノイドロボットの歩行技術については、不整地歩行技術など顕著な成果を挙げている。原発

事故を意識した機動的なテーマ設定をしており、社会的な必要性は高い。 

一方、人間にとって困難な行為を可能にするロボットの特徴をもっと活用する方法を考える必要がある。 

今後の方向性として、災害対応では、これまでの蓄積を活かし、海外機関を上回る技術を示す必要があ

る。そのためには災害対応に集中した戦略やロードマップが必要であり、ロボットによる災害対応代替機

能のコンセプトを定義する必要がある。 

 

Ⅲ‐３‐（４）、別表２‐１‐（３）、Ⅳ‐２‐（２）（再） 情報技術研究部門 ［ユニット戦略課題４］衛星画像の整

備/地理空間情報の高度利用技術 ４．０ 

「地理空間情報を用いる新サービスの創出」をアウトカムに設定し、公的データアーカイブの構築、ＩＴ

基盤としてのミドルウェアの構築並びに応用サービス構築と運用に関わる研究開発を進めている。衛星画

像情報アーカイブの管理・運用技術、地理情報システム実装技術、ビッグデータ解析及び異種データ統合技

術などを技術要素として、産総研ならではの貴重かつ価値ある課題を設定し、新しい産業創出を視野に入

れたスケールの大きい取り組みを含むロードマップを策定している。 

アウトプットとしては、ＡＳＴＥＲやＰＡＬＳＡＲなどの経済産業省が有する地球観測衛星アーカイブをクラ

ウド上に構築し、地質分野と連携して都市マップ/道路マップ及び全球シームレス総天然色マップの作成を

行うとともに、衛星データ利用促進のためのプラットフォームの構築、などの成果を挙げている。また、

東日本大震災で被災したＧＥＯ Ｇｒｉｄの早期復旧とデータ提供のため災害対応タスクフォースを設立し、内

外の関係研究機関の協力のもと、解析データの生成・提供を開始したことは評価できる。 

なお、最終的な目標、現時点での達成度とともに、ある程度の時間スケールも設定されたダイナミック

なロードマップとマイルストーンの策定も求められる。また、本研究開発と関連・競合する他研究機関の動

向や相互の位置付けを明確にすることも重要である。 

今後も、環境や防災、社会インフラ整備に関わる産業創出では、さらなる重点化を図るとともに、リー

ダーシップを発揮してこの産業創出を促進するための戦略を具体化することも期待したい。また、地理空

間情報分野のこれまでの成果を活かしながら、さらに、広い分野への応用とそれを支えるインフラ構築に

取り組むとともに技術開発のみならずサービス体制の提案・構築も望まれる。さらに、ナショナルセキュリ
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ティに関わるデータや技術の取り扱いを含む衛星画像などでは、セキュリティ確保についての具体的な手

段や取り組みも重要となる。 

 

Ⅲ‐３‐（４） 情報技術研究部門 ［ユニット戦略課題６］コンテンツサービス創出・利活用技術   ４．６ 

「メディアコンテンツを活用し、創造できる社会の実現」をアウトカムに設定し、ユーザー貢献増幅型

Ｗｅｂコンテンツ活用技術及び音楽情報処理技術の開発を進めている。音楽音響信号理解技術、音声言語情

報処理技術、インタラクション技術並びにソーシャルメディア技術などのコア技術をもとに、ロードマッ

プ及び数値目標のあるマイルストーンを策定している。ネットワーク社会に相応しい新たな技術研究開発

イノベーションモデルの実践とともに、今後のコンテンツサービスのイノベーションに資する新たな利用

者価値パラダイムの創出を目的とした世界のトップを走る研究活動であり、高く評価できる。 

アウトプットとして、能動的音楽鑑賞Ｗｅｂサービス「Ｓｏｎｇｌｅ」並びに音声検索Ｗｅｂサービス「ＰｏｄＣａｓ

ｔｌｅ」とともに発語阻害システム「ＳｐｅｅｃｈＪａｍｍｅｒ」などオリジナリティの高い成果とともに、歌声合成

システム「ＶｏｃａｌＬｉｓｔｅｒ」（ぼかりす）を技術移転し、製品化されるなど、優れた成果を挙げている。さら

に、これらの成果をプレス発表や報道で積極的に発信し高く評価できる。 

なお、本研究開発と競合する他研究機関の動向や相互の位置付けをより明確にすることが望まれる。 

今後、より多様な先端的プレーヤーを取り込むなど利活用の拡大を加速させるためには、産業界をはじ

め大学なども巻き込み､イノベーションクラスターを構築するとともに、このクラスターの中核となるため、

産業と研究を繋ぐコーディネーターの強化も重要である。また、音響信号処理や機械学習に関わる基礎的

基盤的な技術開発を深化させるとともに、新たな基礎研究にも注力することを期待したい。 

 

Ⅲ‐３‐（５）、Ⅳ‐３‐（１）（再） 情報技術研究部門 ［ユニット戦略課題５］情報システムの高信頼・高安全・

高可用化技術 ３．１ 

「ソフトウェア開発のＪａｐａｎ Ｂｒａｎｄの確立」をアウトカムに設定し、情報システムのライフサイクルを

支援するツールチェーンの開発を進めている。Ｌｉｎｕｘでの多言語ライブラリーや汎用アプリケーション

ゲートウェアなどのソフトウェア開発実績をもとに、日本のＩＴ産業のなかで多くを占めるＶＳＥ（小規模ソ

フトウェア開発組織）に焦点を合わせ、ＶＳＥ標準の普及のためのデプロメント・パッケージ（ＤＰ）開発に

注力し、ロードマップを策定している。 

アウトプットしては、Ｂａｓｉｃ Ｐｒｏｆｉｌｅ（ＢＰ）用ＤＰを開発し、アルファ版を公開するとともに、アカデミ

アの協力を得ながら、ＰＢＬ（ソフト開発演習）用ＤＰの開発に着手した点は評価できる。 

なお、本ユニット戦略課題を分担していたグループの異動に伴い、ユニット戦略課題全体のシナリオに

対して実施している技術開発の位置付けをより明確にすることが求められる。さらに、ＢＰ用ＤＰに関する

妥当性確認と改訂及びＰＢＬ用ＤＰに加えて、より一層多くの研究成果の発信が必要である。 

今後、ＩＳＯ/ＩＥＣのＪＴＣ１（情報処理・通信標準化担当技術委員会）における国際規格開発の場で、日本の

プレゼンスを上げるとともに、日本のビジネス力強化も念頭に置いて活躍することを期待したい。また、

ＶＳＥ標準の普及は重要であり、業界との連携を初期段階から取り組むとともに、産業界で施行の後､ある

程度実用性を確認できたものを大学等で広めることも検討することが望まれる。さらに、国内外に多数あ

るソフトウェア工学の取り組みを把握し、その活動マップの中での位置付けを明示することも重要である。 

 

Ⅲ‐３‐（５）、Ⅳ‐３‐（１）（再） セキュアシステム研究部門 ［ユニット戦略課題２］産業インフラ防御の

ための制御システム安全 ３．５ 

「重要インフラのセキュリティ強化と国際競争力強化」をアウトカムに設定し、制御システムの安全に

関わる高可用セキュリティ技術及びＩＣチップセキュリティに対する試験・評価技術の開発を、それぞれ技術

研究組合（ＣＳＳＣ、ＥＣＳＥＣ）と連携しながら進めている。制御システム系全体に対する脅威と対策に関

する技術マップを作成し、その分析及びポートフォリオをもとに、ロードマップを策定している。 

アウトプットとしては、デバイス偽造検出技術としてＳｉｌｉｃｏｎ ＰＵＦ（物理的クローン不能関数）の評価

手法を提案・開発するとともに、技術組合ＣＳＳＣとの連携のもと、下位層からの攻撃検知防御に関する仕様

設計を策定するなど、着実に成果を挙げている。また、消費電力解析用や漏えい電磁波解析耐性計測用の

暗号デバイス評価環境の開発、乗っ取り対策に向けた多重承認／多端末認証に関する理論研究などでも成

果を挙げつつある。デバイスや評価環境などの外部提供にも積極的であることも評価できる。 

なお、全体の技術マップの中で、他の研究組織で行う課題と担当する課題を仕分けするとともに、課題

間の相互関係や連携関係を明確にすることは重要である。また、技術マップは状況変化に応じて、常に更

新することも求められる。さらに、デバイスの安全性・信頼性の向上については、社会への実装のプロセス

をより明確にすることが求められる。 
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今後、産総研における研究開発とＣＳＳＣ及びその組合員会社における研究開発との最適バランスを図る

とともに、ＣＳＳＣとの役割分担や研究成果の貢献度を明示することも重要である。また、本ユニット戦略

課題の研究を加速するためには、技術導入や米国との積極的な共同研究も望まれる。さらに、新しい研究

分野であるため、研究活動の足場となる国内学会で、新領域の学術分野を立ち上げることも期待される。 

 

Ⅲ‐３‐（５）、Ⅳ‐３‐（１）（再） セキュアシステム研究部門 ［ユニット戦略課題３］安全なシステム開発

技法 ４．０ 

「安全なシステム設計技法及び安全な開発ツール・環境の普及」をアウトカムに設定し、高信頼ソフトウ

ェアの開発工程全体を俯瞰しつつ、ソフトウェアの安全な設計・実装技術、ソフトウェア安全性に対する検

査・保証技術、ソフトウェア誤動作の抑止技術などの開発を、企業と連携して進めている。また、テスト自

動生成、形式検証、モデル検査、安全性認証、安全な言語処理系などのコア技術をもとに、共同研究及び

ツールの産業展開を設定したロードマップ及びマイルストーンを策定している。 

アウトプットとしては、並行プログラムの自動解析システムＣＯＮＰＡＳＵの開発やソフトウェア実装の形

式検証を進めるとともに、形式記述（ＦＯＴ記述、ＳＥＮＳ記述）の開発及びこれら支援ツールによるシステ

ムテストの自動生成などの適用実験・技術評価を企業と共同で進め、着実に成果を挙げている。また、関西

地区での検証クラスター「さつき」による組込みシステム検証サービスや「組込み適塾」による組込みシ

ステム技術者育成など、産学官連携のハブ機能形成に向けた活発な活動は高く評価できる。 

なお、開発している安全なシステム開発技法を、組込み分野以外の領域にも広げることも求められる。

また、ツールの開発や産業界への提供では、利用可能な範囲や効果の検証方法を検討しておくとともに、

継続的に行うべきユーザーサポートへの取り組みも検討しておくことは重要である。 

今後、ＩＰＡ ＳＥＣ（情報処理推進機構ソフトウェア・エンジニアリング・センター）との役割分担を検討し

つつ、連携した取り組みを期待したい。また、検証クラスター「さつき」では、全国共同利用・共同研究施

設としての活用とともに、ソフトウェア検証を共同基盤化できる施設としての活用が期待される。ツール

の開発と適用のさらなる進展のため、国内だけでなくアジア地域など海外での利用とともに海外人材の育

成を行い、日本技術の普及に貢献することも望まれる。 

 

 

 

  

- 158 -



第３章 

‐159 ‐ 

３‐２‐４ 「Ⅳ イノベーションの実現を支える計測技術の開発、評価基盤の整備」 
 

イノベーションの実現と社会の安全・安心を支えるために必要な、基盤的、先端的な計測及び分析技術並

びに生産現場に適用可能な生産計測技術の開発を行う。また、信頼性ある計測評価結果をデータベース化

し、産業活動や社会の安全・安心を支える知的基盤として提供する。さらに、製品の安全性や適正な商取引、

普及促進に必要となる製品やサービスの認証を支える評価技術の開発を行い、試験評価方法の形で提供す

るとともにその標準化を行う。 

 

Ⅳ‐１‐（１） 計測フロンティア研究部門 ［ユニット戦略課題１］有機・生体関連ナノ物質の状態計測技術

の開発 ４．３ 

分子から組織レベルを対象とした、ライフ・イノベーションのための先端計測技術を開発する。市販機器

や既存分析技術では対応できない未踏領域の計測技術開拓のために、検出同定技術、構造解析技術、イメー

ジング技術など、従来不可能あるいは非常に困難であった対象の観測を可能にする先端計測技術開発を推

進する。 

超伝導のイオン検出器やＸ線・テラヘルツ波を使ったイメージングなど、分析装置として自立できるレベ

ルに達しており、論文成果発信や学会等での受賞も評価できる。また、質量分析装置、生体イメージング

といった分野にフォーカスし、特に運動エネルギー測定により中性フラグメントまで質量分析を可能とし

たことは、新しい分析技術と評価できる。この他にも、物質の左右円偏光の不等吸収現象を利用した円二

色性分光へのユニークな着眼や、Ｘ線位相コントラストイメージングでは今まで見えにくかったものを見

やすくするなどの画期的な進展が認められる。電子スピン共鳴測定用の標準物質を頒布した点も評価でき

る。 

一方、どのように、バイオテクノロジー分野で日本の競争力を高めていくかという戦略が明確に示され

ておらず、技術の俯瞰に基づく長期的な戦略の構築が必要である。また、製品化に至るにはコスト面やメ

ンテナンスに関しても検討する必要がある。円二色性分光に関しては、技術移転により他の放射光設備で

同様の計測を可能にすることと、小型のラボベース装置の開発と公開を行うことを目標に、研究をより一

層加速する必要がある。また、テラヘルツ波によるイメージングは、既に実用化が進んでおり、これから

何を目指して研究開発を行うか、具体的な出口イメージを明確にする必要がある。 

今後は、開発された先端技術が実際の分析応用に活用できるよう、民間の企業との連携を強化し、製品

化されることを期待する。また、開発した技術の応用分野に関して、これまでと違う視点から新規普及領

域を探索する試みと、新しい計測技術を早期に公開可能とする体制の整備が望まれる。 

 

Ⅳ‐１‐（１）、Ⅳ‐１‐（２） 計測フロンティア研究部門 ［ユニット戦略課題２］ナノ材料プロセスにおける

構造及び機能計測並びにその統合的な解析技術の開発 ４．３ 

グリーン・イノベーションに資するナノ材料やデバイスの開発を支援するために、先端計測技術を開発す

る。具体的には、透過型電子顕微鏡では観測が難しい原子～ナノレベル欠陥、水素や軽元素の計測を可能

にする。 

陽電子ビームの大気中への取り出しに成功した点は大きな進歩であり、また、時間分解超高速分光計測

は多くの分野における過渡現象を解明する手段として期待できる。この技術による次世代太陽電池材料の

解析・評価研究は時宜を得たテーマであり、色素増感太陽電池の性能向上へ有用な情報を提供できる可能性

のあるものとして評価できる。 

一方、各サブテーマのアウトプットは極めて先端的で興味を持てる反面、分析技術としてのアウトカム

が概念的で、道筋が見えにくい。広く応用の可能性を調査する手立てが必要で、全体を俯瞰した統合的な

戦略を検討する必要がある。また、今ある技術シーズの研究開発を行うだけでなく、どのような技術が将

来必要とされるか、定期的に見直しをすることが必要である。 

今後、より積極的に開発した技術を産業界にアピールし、資金提供型の共同研究などが活発に行われ、

資金的、人材的な資源確保に繋がることを期待する。例えば、これまで軽元素の分析ができないことはＸ

線分析の欠点だったが、新しい計測・分析手法が見いだされつつあることは朗報であり、ガスや液体分離膜

などの高機能薄膜の評価技術など、我が国の産業発展に大いに貢献できると期待される。また、計算科学

的手法の高度化や、複数マップ情報間の２次元相関解析を重視するのは当を得ており、統合的な解析技術

の開発をさらに推進する必要がある。 
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Ⅳ‐１‐（１） 計測フロンティア研究部門 ［ユニット戦略課題３］インフラ診断技術の開発 ３．８ 

既に映像化超音波探傷、ＦＢＧ（ファイバ・ブラッグ・グレーティング）光ファイバセンサーによる振動検

出、及び小型Ｘ線源作製技術について基本的な特許は取得しているが、実用化に至るには現場適用に適し

た更なる技術改良が必要であり、その改良に向けて企業とともに橋渡し研究を進めている。２０１１年から

デジタルカメラを利用した高精度変位計測に関する研究を開始し、インフラ診断技術への展開を図ってい

る。 

ハンディＸ線源の応用を考えるコンソーシアムを組織したことや、超音波可視化探傷装置の技術移転ベン

チャーが立ち上がっていること、及び宇宙航空研究開発機構や物質・材料研究機構などの主要関連機関と連

携して研究を促進していることは評価できる。また、原発事故を受けて開発したポケットサイズの超小型

放射線計測機器は、当研究ユニットの技術力を生かした素早い社会貢献として高く評価できる。 

一方、従来技術の改良・利用が目立ち、オリジナル技術が少ないように思われる。超音波やＸ線技術など

の先鋭化をもっと意識する必要がある。また、映像化超音波探傷技術やサンプリングモアレ変位計測技術

の解析で、画像処理技術を活用しているが、最先端の画像処理技術取り入れのためには画像グループとの

連携が必要で、より多くのグループと連携してフィールドテストを行い、検査機器メーカーやプラントメー

カーへ有用性をアピールする必要がある。 

今後、どこで誰がどのように使うのか、よりコンセプトを明確にして開発に取り組むとともに、それら

の技術を引き継ぎ、製品化する企業を探して速やかに技術移転を行い、優れた開発技術成果を埋もれさせ

ない努力が必要である。個別的には、宇宙構造物や風力発電装置などの構造物健全性のモニタリングは重

要なテーマで、ニーズは間違いなく膨むと予想される。また、超音波、Ｘ線、変位計測のいずれも有望で、

製品として今後どうするのかを検討しつつ、さらなる高みを目指すことが望まれる。 

 

Ⅳ‐１‐（２） ナノチューブ応用研究センター ［ユニット戦略課題４］世界最高性能計測・分析技術の研究

開発 ４．３ 

「革新的な評価・観察技術の確立」をアウトカムに設定し、世界最高の空間分解能及びソフトマターの原

子レベルでの直接観察を目指した超高感度・高分解能透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）の開発を進めている。高

性能新型電子顕微鏡技術、低損傷・高分解能化技術などを技術要素として、ロードマップ及びマイルストー

ンが設定されている。また、ベンチマークでは、最先端電子顕微鏡の諸性能に関する国内外の競合研究機

関との比較を明示し、優位性や特徴を把握している。 

アウトプットとしては、球面収差・高次収差補正装置の開発に成功し、波長比として世界最高分解能  

（１７λ）をもつ超高性能ＴＥＭの開発に成功するとともに、新原理に基づく色収差補正を実現し、カーボ

ンナノチューブに内包する単層ＷＳ２の点欠陥や氷分子など軽元素物質の観察にも成功するなど学術的に

優れた成果を挙げている。これらの成果は、ＮａｔｕｒｅやＰｈｙｓｉｃａｌ Ｒｅｖｉｅｗ Ｌｅｔｔｅｒｓなど多くの著名な国際誌

での論文発表並びに国際学術会議での招待講演などで積極的に発信し、高く評価できる。 

なお、企業連携を通じて開発した技術は、我が国の産業振興のため、提携企業のみならず電子顕微鏡産

業において共有できる知見として積極的に活かすことが望まれる。また、学術的論文だけではなく、特許

出願など知財権の確保も重要であり、研究センター全体で知財獲得活動をより積極的にサポートすること

も必要である。 

今後も最高性能の分析・評価技術として、新材料開発（炭素系に限らず、より幅広いソフトマター）や新

機能開拓に威力を発揮するとともに、時間分解能への挑戦など最先端技術の高度化と深化が期待される。 

 

Ⅳ‐１‐（２） 計測フロンティア研究部門 ［ユニット戦略課題４］材料評価のための先端計測及び分析機器

開発 ４．０ 

ユニット戦略課題１、２、３で開発し、計測装置としてシステム化されたものを、ナノテクノロジープラッ

トフォーム事業にて共用公開する。産総研の組織としては、先端機器共用イノベーションプラットフォー

ム（ＩＢＥＣ）の先端ナノ計測施設（ＡＮＣＦ）と位置付ける。市販の計測分析装置では対応できない課題の解

決にチャレンジする。また、ユーザーニーズに対応した装置の改良を行って先端計測分析装置の完成度を

高め、事業化可能なものを分析機器産業界に技術移転する。 

最先端の装置を公開して同時にニーズ把握と改良を行い、装置実用化に向けて努力をしており、これら

装置公開の実績が挙がってきている。装置ユーザーの中での企業の割合は、企業ニーズへの対応の程度を

示す重要な指標であり、またオンリーワン機器も散見され、公開する意義は大きい。 

一方、人手の面での制約などから、中小企業やベンチャーに広く門戸を開いて機器の利活用を促すよう

にはなっていない。産総研は中小・ベンチャー企業の指南役の機能も求められており、対応を検討する必要

がある。また、高度利用を継続的に可能とするため、必要な人材の配置が望まれる。 
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今後とも装置公開は他分野の研究者や企業研究者と情報交流をする良い機会であり、継続する必要があ

る。また、ユーザーニーズに基づく機器の改良を進めると同時に、適切な経済性で提供できるような工夫

も、機器メーカーと共に進める必要がある。機器メーカーや材料、加工メーカーにどのようにアピールし

ていくのか、例えば産総研メールマガジンでの詳解やユーザーズミーティングなども積極的に仕掛けるなど、

一層の展開が望まれる。 

 

Ⅳ‐２‐（３）、Ⅳ‐３‐（１） 計測フロンティア研究部門 ［ユニット戦略課題５］物質の分析・評価技術の開発

と標準化 ３．８ 

性能・安全性等に関する評価技術を開発し、その標準化・民間移転に取り組むことによって、民間による

規格への適合性評価機能の強化に貢献する。また、評価技術の開発に必要となる標準試料・物質の開発、デー

タベースの拡充にも取り組む。ユニット戦略課題４において公開している先端分析装置の標準化により普

及を促進する。 

ＩＳＯへの提案、ＪＩＳへの規格化に取り組んでいる点は評価できる。また、固体ＮＭＲと内殻電子分光とい

った基礎固体物性に関わる特徴的な各種データベース整備も着実な進展が見られ、各方面で有効活用され

ていること、原子間力顕微鏡関係の標準試料作成やその技術移転なども評価できる。 

一方、標準の重要性が高まっているなか、その意義を明確にし、より高いハードルにチャレンジする必

要がある。例えば、標準化に取り組み難い生体関連系への計測手段などにも視点を向けるべきである。た

だし、標準化には長期間の継続的な関わりが不可欠で、それらの労力が個人のボランティア的な活動にな

らないよう適切な対応が必要である。 

今後は、ＩＳＯやＩＥＣの場で日本が新たなＷＧ設立を提案してコンビーナに就任できるように努力する必要

がある。その際、単に１件のプロジェクトリーダーとなるだけでなく、研究ユニットの先端技術をまとめ

て複数の標準化が見込める分野を提案して、日本がコンビーナをとるように進めることが望ましい。また、

データベースは広く利用されることによりさらに充実していく要素もあるので、公開した後の反響につい

ても継続的にウォッチし、よりよいものへ仕上げる努力が必要である。 
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３‐２‐５ 「別表２ 地質の調査（地質情報の整備による産業技術基盤、社会安全基盤の確保）」 
 

活動的島弧に位置する我が国において、安全かつ安心な産業活動や生活を実現し、持続可能な社会の実

現に貢献するために、国土及び周辺地域の地質の調査とそれに基づいた地質情報の知的基盤整備を行う。

地球をよく知り、地球と共生するという視点に立ち、地質の調査のナショナルセンターとして地質の調査

研究を行い、その結果得られた地質情報を体系的に整備する。地質情報の整備と利便性向上により産業技

術基盤、社会安全基盤の確保に貢献する。また、地質の調査に関する国際活動において我が国を代表し、

国際協力に貢献する。 

 

別表２‐１‐（１）、別表２‐１‐（２） 地質情報研究部門 ［ユニット戦略課題１］陸域・海域の地質調査及び地

球科学基本図の高精度化 ４．２ 

国の知的基盤整備計画に基づき国土の地球科学的実態を解明し、地質図・地球物理図・地球化学図などの

地球科学基本図を体系的に整備して社会に提供する。また、海底地質・地球物理・堆積物に関する基礎情報

を取得し、海洋地質図として提供する。さらに沿岸域における活断層評価の高度化のため、地質図の空白

域である都市域及び沿岸域の地質について調査研究を進める。 

限られたリソースの中で、かつ東日本大震災で被災しながらも、陸域・海域・沿岸域の各種地質図・地球科

学図を、計画通り着実に整備・出版している。特に、５万分の１及び２０万分の１地質図幅、２０万分の１日本

シームレス地質図のそれぞれの用途を明確にし、体系的整備が行われている点や、ボーリングデータの処

理解析システムの開発により、地下地質構造の可視化を達成していることは評価できる。 

一方、高精度化を行う対象に関し、広くニーズを把握し、様々なコミュニティーと議論・調整を行う必要

がある。また、地質図の品質管理及びトレーサビリティの観点から、発行から長期間経過した図幅につい

ても、ルートマップや野帳などの保管整備と電子化に取り組む必要がある。さらに、地質の調査業務を維

持・推進するための人材育成を含む長期的な体制構築が必要である。 

５万分の１地質図幅は国土の基本情報として重要であり、今後とも継続した整備活動が望まれる。また海

洋研究については、地質を基本にして資源・環境・防災を統合したシナリオのもと、他機関との連携を活用

して推進していくことを期待する。 

 

別表２‐１‐（２）、別表２‐３‐（１） 活断層・地震研究センター ［ユニット戦略課題１］活断層評価及び災害

予測手法の高度化 ３．６ 

地形・地質による活断層評価技術と地球物理的な観測・モデリング技術を融合させて、内陸地震の発生場

所・規模・時期・災害の予測精度の向上を目指した研究を実施し、政府の進める活断層調査に継続的に貢献す

るための情報整備を行っている。 

活断層調査について毎年１０数断層の調査を行い、原子力施設の安全審査にも直結する「ずれ」の研究に

も取り組んできた。活断層に関して我が国で最も信頼できるデータベースを構築し、活断層のモデル化に

関して大きな進展をもたらした。また、地震発生シミュレーションや地殻深部・断層深部の研究では、大阪

府を南北に貫く上町断層帯について、地形・地質学的知見と地球物理学的知見の融合による総合評価を行っ

た。 

一方、東北地方太平洋沖地震を受けて活発化が懸念されている内陸活断層について、その活動をより具

体的に明らかにするなど、減災に向けた有効な成果を公表することが求められる。 

活断層の補完調査及び「ゆれ」、「ずれ」の研究など、地震災害防止に貢献できる基礎的かつ実証的な研

究に引き続き期待する。また活断層の再評価が、国の地震調査委員会の評価改訂やその他の機関の防災事

業等に十分に反映されることが望まれる。さらに地震発生予測高度化に関する研究が、住民や行政にわか

りやすいリアリティのある防災対策の提示に資することを期待する。 

 

別表２‐１‐（３）、Ⅳ‐２‐（２）（再） 地質情報研究部門 ［ユニット戦略課題２］衛星画像情報及び地質情報

の統合化 ４．２ 

衛星情報やシームレス化・デジタル化されたさまざまな地質情報を統合することによって、新たな視点の

地質情報を得ることを目的として研究を実施する。 

２０万分の１シームレス地質図というツールを開発して防災情報などとの重ね合わせを可能とし、地質情

報を専門家以外にも分かりやすい形で公開し、地質情報の重要性に関する社会認識の向上に大きく貢献し

た。さらに衛星などから取得した膨大なデータを戦略的に統合してデータベース化する事により、新たな

イノベーションの創生に向けた基盤情報を提供しており、社会の安全・安心へ大きく貢献している。 

一方、衛星画像情報として整備している高性能光学センサーからの時系列情報が、「地質情報との統合化」
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の中でどのように位置付けられるのか、明確にする必要がある。また、海洋地質図との関連が不連続であ

り、この点に関する改善も検討する必要がある。 

今後はアウトソーシングなども十分に活用し、調査研究を十分に行う事ができるような環境整備が望ま

れる。地質調査情報センターが中核となって情報分野とも連携し、ＧＥＯＧｒｉｄ課題を推進していくことが期

待される。また、近年露頭状況により地質調査は次第に困難になりつつあるため、アーカイブ手法を確立

し、地質図系データバンクを充実させる必要がある。 

 

別表２‐２‐（１） 地圏資源環境研究部門 ［ユニット戦略課題１］土壌汚染評価技術の開発 ４．１ 

土壌汚染に起因するリスクの評価技術と対策技術の開発・検証、及びその普及により、人間の生活環境内

における環境汚染リスクを低減し、安全・安心な社会の構築に寄与することを目標としている。また、土壌

汚染リスクの調査及び対策技術の開発により震災復興を支援している。 

地圏環境リスク評価システムであるＧＥＲＡＳ-３は標準的な手法として認知され、民間事業所におけるリ

スク管理への利用が進んでいる。また、土壌汚染評価技術を活用して、震災復興支援のため津波堆積物の

環境リスク評価、放射性セシウムの河川水域調査、土壌調査などに成果を挙げている。 

一方、我が国においてリスク評価を定着させるためには、具体的な目標を設定した研究の推進が求めら

れる。セシウムの調査は様々な機関で行われているため、情報を得る側も混乱していることから、広く情

報共有と役割分担を行う必要がある。また、表層土壌の地球化学調査は重要であるので、早期に全国を網

羅できる体制の構築が望まれる。 

今後は、土壌汚染評価手法について経済リスクの分析や生態系モデルの開発に着手し、統合化リスク管

理手法を確立することを期待する。また、除染作業で発生する大量の低レベル廃棄物の中間貯蔵施設につ

いて、除染、保管、輸送などの経済的負担も加味した総合的なリスク評価に取り組むことを期待する。 

 

別表２‐２‐（１）、Ⅰ‐６‐（６）（再） 地圏資源環境研究部門 ［ユニット戦略課題２］二酸化炭素地中貯留評

価技術の開発 ３．８ 

地球温暖化対策として重要な二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）技術に関して、長期的なＣＯ２挙動の解明、

地中貯留の実施における安全性評価に必要な貯留メカニズムの解明、モニタリング及びモデリング技術の

開発等基盤技術の研究開発を重点的に推進している。 

貯留層内でのＣＯ２の挙動や弾性波と電磁気的な方法を合わせたモニタリング手法については、国内唯一

の高度な技術を有しており、国際誌への公表や国際学会での発表も多数行われている。また、日本の地質

の特徴に応じて、沿岸域を研究対象として砂泥互層や断層の評価技術に重点をおいた研究方針も適切であ

る。 

一方、弾性波補完モニタリングは、技術的に広範な展開が期待できる課題であるので、他の研究機関や

企業との連携拡大を図ることが必要である。また、研究ユニットの国際的な優位性をアピールし、積極的

な情報発信が必要であり、学会発表に加えてマスコミ報道などを活用した一般社会へのアピールも増大さ

せる必要がある。 

今後、国が実施するＣＣＳ大規模実証実験に参加し、研究ユニットのモニタリングやセンシングの基礎技

術が一層向上することを期待する。その際、海外の先端的機関との連携を深め、中核機関の立場として研

究を推進することが望まれる。 

 

別表２‐２‐（１） 地圏資源環境研究部門 ［ユニット戦略課題３］地層処分にかかわる評価技術の開発    

３．８ 

本ユニット戦略課題は資源エネルギー庁の計画に合致した研究開発であり、高レベル放射性廃棄物地層

処分事業に資するため、処分場候補地の地質構造・断層評価技術の開発、地下水流動の総合評価技術の開発、

及び沿岸域地質／地下水に係るデータベースの整備を実施している。 

地層処分に係る評価技術について、沿岸域の塩淡境界に関する水文学的研究や世界初の試みの浅海域用

電磁探査技術などの先駆的な研究を進めている。また、福島の地下水分布・流動の把握について、長年蓄え

られてきた地質情報に基づいて迅速に地下モデルの構築を行った。 

一方、地層処分に関する研究機関との意見交換では、研究実施前だけでなく実施後にも成果を融合する

ための議論が望まれる。また海底電磁探査装置や帯水層データベースの開発は、二酸化炭素の地中貯留な

どの他の課題にも適用できる基盤的技術であるので、外部資金の有無に左右されない安定した技術開発が

望まれる。 

今後、地層処分の評価技術については、公的研究機関として科学的な観点から着実な技術開発と施策側

への適切な提言・助言を期待する。また浅海用電磁探査など物理探査に関する技術は、地層処分に係る地質
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学的解釈だけでなく、二酸化炭素地層貯留や地下水ポテンシャル評価との相互利用や連携に期待する。 

 

別表２‐２‐（１）、別表２‐２‐（２）、Ⅰ‐１‐（２）（再）、Ⅰ‐３‐（３）（再）、Ⅰ‐６‐（６）（再）、別表２‐１‐（２） 地圏

資源環境研究部門 ［ユニット戦略課題６］地圏の資源環境に関する知的基盤の構築  ３．８ 

地圏における物質循環を中心とした資源及び環境に関する調査研究に基づき、土壌汚染、地熱資源、鉱

物資源、燃料資源等に関する知的基盤的情報を整備するとともに、データベース構築、地圏資源環境に関

する地球科学図を作成し、産業界、政府自治体、一般社会が必要とする情報を提供する。 

全国堆積層データベース、地熱資源情報データベース、鉱物資源図、燃料資源図など、多岐にわたる情

報を社会に提示しており、ホームページを通じた公表により利用が年々容易になってきている。また、Ｃ

ＣＯＰ（東・東南アジア地球科学計画調整委員会）等を通じて、東・東南アジア地域の水資源、地熱資源、鉱

物資源等の地球科学情報のとりまとめに貢献している。 

データベースのフォーマット統一やＧＩＳ化は急務であり、オリジナルデータに関してはその位置とデー

タの属性などをトレーサブルにする必要がある。また、成果物（各種マップなど）の産業界や一般へのア

ピールを積極的に行い、各種学会や学術的なイベントなどでの宣伝をはじめ、ホームページなどでの公表

を進めてほしい。 

我が国の地圏環境・資源に関する各種地球科学図の出版やデータベースについては今後とも着実な進捗

を図り、使いやすい形式での提供を期待する。また資源ポテンシャルマップや土壌汚染リスク情報は、地

権者の利害関係等の問題はあるが、中立機関である産総研として科学的で信頼される評価結果の公開を期

待する。 

 

別表２‐２‐（２）、Ⅰ‐３‐（３）（再） 地圏資源環境研究部門 ［ユニット戦略課題４］鉱物・燃料資源のポテ

ンシャル評価 ３．９ 

喫緊の課題であるレアアースを中心とするレアメタル等の金属鉱物資源、ベントナイト等の非金属鉱物

資源、水溶性天然ガス、メタンハイドレートなどの燃料地下資源について、我が国及び世界各地における

資源ポテンシャル評価及び資源化のための特性解明と実用化に向けた研究を実施している。 

レアメタルなどの資源評価や採取技術の開発を進めており、多数の国際誌論文が公表され、成果を挙げ

ている。ハスクレイを用いたＣＯ２回収と園芸作物への活用はＣＯ２削減と収穫増の両方を実現できる技術で

ある。また、微生物研究が、枯渇油田の天然ガス再生やＣＣＳに貢献する可能性を示すことができた。 

一方、レアメタル鉱床資源ポテンシャル評価については成果の創出が急務であるので、ポテンシャルマッ

プの完成予定を明示することが必要である。また、研究者の数などの研究資源も限られていることから、

研究課題の選定も必要である。 

世界的に未だ探鉱余地のあるガス資源、水溶性ガス田、メタンハイドレートに関しては、当研究ユニッ

トの知見・技術による海外ガス資源の探鉱開発と権益取得への貢献が期待される。また、エネルギー資源の

増産に寄与する可能性のある地下微生物の研究などの強化が望まれる。 

 

別表２‐２‐（２）、Ⅰ‐１‐（２）（再） 地圏資源環境研究部門 ［ユニット戦略課題５］地下水・地熱資源のポ

テンシャル評価 ３．９ 

我が国の水資源確保・安定供給の観点から地下水資源ポテンシャル評価に関する研究、及び再生可能エネ

ルギーの利用拡大のための地熱資源ポテンシャル評価に関する研究を行っている。また、今後新規に整備

される産総研の福島新拠点において、地熱・地中熱利用に関する研究体制の整備を進めている。 

水文環境図や地下水資源ポテンシャルについては、新しいコンセプトの情報収集やデータベースによる

発信が行われている。地熱資源のための観測・解析・モデリング技術や資源評価技術は技術的優位性が保た

れている。再生可能エネルギー開発の社会ニーズに迅速に対応し、地熱・地下水利用に取り組んでいる。 

一方、地下水流動シミュレーションに関する産総研の優位性を明示し、地下水資源などの産業利用実現

への橋渡しの検討が求められる。また、国際的位置付けについてのアピールもほしい。地熱資源量評価に

ついては高温・中温・低温熱水資源量の評価のみならず、高温岩体資源などの再評価も併せて行う必要があ

る。 

今後、地下水汚染リスク評価などの影響予測により、安心して使える水資源の確保に関して震災復興に

貢献することを期待する。また、地熱発電は温泉との共存が重要な課題であるので、当研究ユニットの適

切なモニタリングと生産管理に関する技術開発を期待する。地中熱については地域を拡大し、積極的なポ

テンシャルマップの作成の促進が望まれる。 
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別表２‐２‐（２）、Ⅰ‐３‐（３）（再） 地質情報研究部門 ［ユニット戦略課題３］陸域の鉱物資源のポテンシ

ャル評価 ３．７ 

微小領域分析・同位体分析手法などを開発し、レアメタル等鉱物資源の成因解明に基づく新しい鉱床探査

法を開発し、国の緊急課題である「レアメタルの長期的安定供給」に資する地質情報を創出する。 

陸域の鉱物資源のポテンシャル評価、中でもレアメタル等鉱物資源の長期的安定供給に資する地質情報

は、国として整備すべき重要な課題であり、レアメタルの存在形態の解明や有用金属の抽出技術を確立し、

新たな資源開発の流れを作ったことは評価できる。 

一方、基礎研究とアウトカムとの関連性が分かりにくい。低品位鉱からのレアメタルの回収は、ナノ粒

子を現実的に回収できるのかがキーポイントで、この点をロードマップ上で明確に示す必要がある。 

今後、学術的成果が地圏資源環境部門との連携に有効に作用し、さらに資源政策にも反映されることを

期待する。また、低品位鉱処理技術の開発やレアアース以外の主要金属資源の開発に関する調査・研究も重

要で、スタッフの充実により資源調査の技術者養成と技術の継承が確実に行われることを期待したい。 

 

別表２‐２‐（３） 地質情報研究部門 ［ユニット戦略課題４］放射性廃棄物地層処分の安全規制の支援研究 

３．８ 

高レベル放射性廃棄物の地層処分事業に対する国の規制行政を支援する目的で、将来の安全審査に向け

た基本的考え方のとりまとめを行うべく、必要となる自然事象や地下水流動に関する調査・評価手法の構築

及びその適用性の確認や不確実性を低減するための手法の整備を行う。 

国の高レベル放射性廃棄物の地層処分事業に対する基本的考え方のとりまとめのため、地層処分に必要

な地球科学的知見を一つの組織で網羅的に整備し、着実に質の高い成果を挙げていることは評価できる。 

しかしながら、基礎的研究がどのように国の行う評価作業に生かされるのか、その具体的展開が見えな

い。また、得られた成果やデータが、委託終了後データベースなどからどの様に公表されるか明確に示さ

れていない。国民の関心事であり、経済活動に対する影響が大きい課題であるので、国の機関として独自

予算で進めるという側面も含めて検討する必要がある。 

今後、地層処分のみならず、火山噴火などの自然事象や地下水流動に関する調査、評価手法の構築、及

びデータベース化などは、広く国土の安全を保証する上で重要なテーマと考えられることから、ナショナ

ルセンターとして、他機関との役割分担・研究連携を明確にした上で、地層処分を含めた安全性評価研究の

中心的役割を積極的に果たすことを期待する。 

 

別表２‐３‐（１） 活断層・地震研究センター ［ユニット戦略課題２］海溝型地震評価の高度化   ４．８ 

近い将来、確実に発生する東海・東南海・南海地震の数日前予測の研究と、地震・津波規模と長期的予測の

研究を実施し、地殻変動・地震発生モデルの構築を目指し、また政府の進める海溝型巨大地震の調査・研究

への貢献を視野に入れた研究を実施している。 

地下水観測網の充実とその精度の高さにより、ゆっくりすべりなどの新知見が明らかになり、国の地震

調査委員会・地震防災対策強化地域判定会などでの重要な責務を果たしている。また、津波堆積物による巨

大津波の研究では、当研究センターは日本及び世界のトップに立っており、東北地方太平洋沖地震により

当研究センターの津波堆積物調査の成果の有効性とこれまでの成果が改めて認識された。 

一方、社会やマスコミからの期待と研究成果（科学的根拠）との間に乖離があることを理解し、説明責

任と研究成果のアピールを効果的に行う必要がある。また、高い精度での観測データ蓄積・解析に基づいて、

短期予測が可能になる道筋と、短期予測と長期予測の繋がりをより明示することが望まれる。 

今後、東海・東南海・南海の予測については、過去の情報・科学的根拠を基礎にした実証的な研究を継続し、

短期的な変動から長期的な変動をシームレスに解明することによって、研究成果が将来予測の精度向上と

自治体の具体的な防災対策につながることを期待する。また、古地震・古津波の研究については、民間技術

者も含めた人材の育成、自治体の防災行政や教育の活用にも期待する。 

 

別表２‐３‐（２）、別表２‐４‐（２）、別表２‐５‐（１） 地質情報研究部門 ［ユニット戦略課題５］火山噴火推移

予測の高度化 ３．６ 

火山噴火による災害を最小限にして、安全で安心な社会を実現するためには、火山噴火の予知、火山活

動推移を予測することが重要である。このため、火山地質図作成などの活火山や噴火現象に関する地質情

報に関する知的基盤の構築を担うとともに、噴火の準備過程と噴火過程の実態解明、及び噴火推移の支配

要因の解明を目的とした研究を進めている。 

日本の火山の地質を網羅的に研究し、その成果を火山地質図やデータベースの形で公表している点は評

価できる。特に新燃岳など、火山噴火に関する緊急調査を行い、火山灰観察手法を気象庁に技術移転した
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など、社会に貢献している点は高く評価できる。 

一方、数百年～数千年に一度というような低頻度巨大火山噴火は、火山地質学的な手法でのみ明らかに

できる現象である。この課題に対して網羅的に対応できる研究ユニットとしての自負を持って、国・地方自

治体・地域住民に対して正確で的確な情報を発信することが望まれる。そのため、火山噴火推移が社会へ与

える影響を具体的に検討し、どのようなパラメーターがどの程度の精度や範囲で得られているかを明確に

し、全国火山データベースの完成を急ぐ必要がある。 

今後は、大学附置研究所などの他研究機関が収集したデータを含めて解析し、大規模災害がどの様な過

程で生じるのかを明らかにするとともに、火山噴火予測や活動の推移に関する一般化を行い、日本の火山

の噴火シナリオを網羅的に情報発信できる、火山地質ナショナルセンターとなることが期待される。 
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３‐２‐６ 「別表３ 計量の標準（計量標準の設定・供給による産業技術基盤、社会安全基盤の確保）」 
 

我が国経済活動の国際市場での円滑な発展、国内産業の競争力の維持、強化、グリーン・イノベーション

及びライフ・イノベーションの実現に貢献するため、計量の標準の設定、計量器の検定、検査、研究、開発、

維持、供給及びこれらに関連する業務、並びに計量に関する教習を行う。その際、メートル条約及び国際

法定計量機関を設立する条約の下、計量標準と法定計量に関する国際活動において我が国を代表する職務

を果たす。 

具体的には、産業構造審議会産業技術分科会、日本工業標準調査会合同会議知的基盤整備特別委員会の

方針、見直し等を踏まえて、計量標準に関する整備計画を年度毎に改訂し、同計画に基づき計量標準の開

発、維持、供給を行う。計量標準、法定計量に関して国際基準に適合した供給体制を構築して運営し、国

家計量標準と発行する校正証明書及び法定計量の試験結果の国際相互承認を進めるとともに、我が国の供

給体系の合理化を進める。特に、新規の整備及び高度化対象となる計量標準に関しては、先端技術の研究

開発や試験評価方法の規格化と連携して一体的に開発を進める等、迅速に整備し、供給を開始する。また、

我が国の法定計量の施策と、計量標準の戦略的活用に関して、経済産業省の政策の企画、立案に対して技

術的支援を行う。 

 

別表３‐１‐（１） 計測標準研究部門 ［ユニット戦略課題１］グリーン・イノベーションの実現を支える計

量標準の整備 ３．８ 

２００９年末に政府が発表した「新成長戦略（基本方針）」を受けて、「グリーン・イノベーションの実現を

支える計量標準の整備」を目標に掲げ、省エネルギー技術や新燃料等の開発、評価を計量の面から支える

ことを目的として、その整備を行っている。 

４つのサブテーマ、中間目標及びアウトカムがロードマップ上に適切に示されている。特にニーズの高

い、新エネルギー開発及び省エネルギー技術に対するテーマ設定は評価でき、蓄電・キャパシタ標準、バイ

オ燃料などの高圧気体圧力標準、気体・液体の流量標準やＰＶＴ標準、時間周波数遠隔校正装置の開発などに

おいて高い研究ポテンシャルを活かして開発を進めている。これらの新規標準の開発に加え、高温・高圧下

の液体密度の世界最高精度での測定、体系的な熱力学状態式の開発、データベースの公開などに成果を挙

げている。また、供給された標準が国際的に最高レベルであることを示すため、計量標準の国際相互承認

協定に基づき、校正・測定能力の登録を進めている。 

一方、グリーン・イノベーションにかかる計量標準について数多くの重要な開発を行っているが、その効

果や成功の具体例を示し、貢献度をもっとＰＲする必要がある。特にベンチマークのうち、「世界トップク

ラス」の技術については、日本の計量標準分野のプレゼンス向上のためにも、広く公表することが望まし

い。ニーズの高いテーマに関しては、積極的に産業界からの意見をもっと求め、スピード感を持って、重

要な課題に対する計測技術に関する研究を進めることが必要である。 

今後、関連する国際機関とも連携し、世界的なリーダーシップを取り、日本の計量標準分野のプレゼン

ス向上への貢献に期待する。特にリチウム電池や燃料電池、バイオマスなどの研究は、これからの日本を

リードする研究課題であるので、産業界のニーズをとらえた積極的な対応が望まれる。また、ＬＥＤやバイ

オ燃料などの性能評価に関して、我が国の評価手法が国際的にも標準的な技術となるよう、標準規格化に

関する一層の活躍を期待する。 

 

別表３‐１‐（２） 計測標準研究部門 ［ユニット戦略課題２］ライフ・イノベーションの実現を支える計量

標準 ４．０ 

ライフ・イノベーションの実現に向けた諸施策を支える知的基盤としての計量標準の整備を担い、医療分

野における超音波及び放射線の標準に関する研究、検査医学や臨床検査を支える標準物質の開発に関する

研究、食品の安全性確保に資する標準物質及び技能向上支援に関する研究、及び生活環境や地球環境をモ

ニターするための標準ガスや標準溶液の開発に関する研究を進めている。 

医療用リニアックやマンモグラフィーの線量標準、超音波パワー計測、臨床用標準物質、食品の安全性

確保に資する標準物質などに関して高い開発技術レベルを示している。水道法の改正に対応し、有機標準

液の種類を大幅に拡張したことや、福島の原発事故対応で放射性セシウムを含む玄米を標準物質として頒

布するなど、社会ニーズの変化への素早い対応も評価できる。また、標準を作るだけに留まらず、規格化

や技能試験実施への貢献、分析技術者の技術向上支援、人材育成にも取り組んでいる。 

一方、今後の医療計測の発展やそれに向かう俯瞰的なシナリオが不十分である。したがって、計量標準

の分野から貢献できる課題について現在の部門が持つシーズに閉じるのではなく、他研究ユニット・他省庁

との連携も視野に入れる必要がある。例えば、医療用診断装置に使用可能なマイクロ波や磁気関連の標準
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等は必要である。 

ライフ・イノベーションにむけた標準については、食品・医療・農政との境界領域にあるものが多数あるこ

とから、標準・計測技術の開発には、省庁を超えた他機関及び外国の標準機関との連携・分担が求められる。

放射線計測の標準物質に関しては、独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構や他の機関との連携で

進めている点が評価できる一方、公的研究機関としてニーズの高い課題を設けて、放射線計測技術及び標

準物質を開発することを期待する。産総研内の他分野とも連携しつつ、安全・安心に必要な標準の開発と維

持が望まれる。 

 

別表３‐１‐（３） 計測標準研究部門 ［ユニット戦略課題３］産業の国際展開を支える計量標準   ３．７ 

産業界の要望に応じて先端産業に不可欠であり、さらに産業を加速するための計量標準を先導して整備

するため、「国際通商を支える計量標準」、「ナノデバイス・ナノ材料の開発・利用に資する計量標準」、「ロボッ

トシステム利用の安全性確保に資する計量標準」の整備を進めている。 

国際競争力のある産業を下支えする計量標準は、いずれも我が国産業の国際通商の円滑化に必要な国際

規格・規制に対応したものであり、産業界における技術革新を先導し、製品の国際展開を支援している。高

周波標準の供給領域の拡大、ナノテク開発に必要な標準物質の開発・整備供給、ロボットシステムの安全に

資する力学や振動標準等についての計量標準に重点を置き、高い研究ポテンシャルを示している。国際計

量連絡会などを通じて省庁関係者の共通認識の浸透に貢献しており、省庁の壁を越える取り組みを行って

いる。 

一方、重点化の課題選択では、現状分析、政策的必要性と国際競争力、及び他の課題との関係等、ベン

チマークの記載に工夫が必要である。特にベンチマークに「世界初、世界最高」とあるが、エビデンスが

そろっているとはいえない。また、対応する研究室・研究員の規模に比べて、アウトカム設定が十分でない。

陽電子、測長ＡＦＭ等の技術は、この研究部門でしか成しえない課題と認識し、今後これらの評価技術を普

遍化していく方策についての視点が求められる。 

必要とされる標準に応じてできるだけ素早い対応と、優先基準の明確化、さらには需要の少なくなった

標準の供給体制見直しなど、整備計画の見直しが常に求められる。その中で、アトムテクノロジーへと進

化していく時代背景において、より小さなスケールを目標とする標準物質及び標準計測技術の開発をス

ピーディーに行うことを期待する。また、利用の拡大が予想される介護用ロボットや生活支援ロボットな

どに対応するため、安全性の評価などに必要な標準をいち早く整備し、日本のロボット産業を大きな柱に

育てることが望まれる。さらに、近年の電磁波利用は、通信に用いられるキロヘルツから爆発物検知のテ

ラヘルツ域まで拡大しているので、それらに対応した標準を早急に整備することを期待する。 

 

別表３‐２‐（１）、別表３‐２‐（２）、別表３‐２‐（５）、別表３‐４‐（１） 計測標準研究部門 ［ユニット戦略課題 

４］標準の高度化と次世代標準の開発 ４．６ 

国家計量標準の整備と国内の計量トレーサビリティ体系の構築のため、着実な標準供給、標準供給範囲

の拡大、合理的な供給方法の開発、計量標準と規格の組み合わせなどにより、信頼性の向上を目指してい

る。 

利便性の高い標準として、小型の電圧・抵抗標準、リアルタイム電気標準器、定量ＮＭＲ法による一つの

標準物質による多種類物質の校正などの技術開発を進めている。次世代計量標準に係る挑戦的課題として、

光格子時計やアボガドロ数等の研究等では、世界をリードする成果により国際的なステータスを得つつあ

る。供給体制維持の技術マニュアルや生産手順マニュアルは整備されており、高度な計量標準の確立のた

めの技術水準を保持している。標準物質の頒布数も増加している。 

一方、ベンチマークに比べてエビデンスの公開が少ないことから、最先端の技術を広く内外に公表する

とともに国際論文の執筆を促進することが必要である。また、ニーズの高い企業や産業への応用を見据え

たスピーディーな開発が必要になるので、今後は目標を明確にしたマイルストーンの作成が求められる。

国際協調による標準供給の体系化を主導する立場からも課題設定に取り組む必要がある。 

今後、国際的観点から標準の高度化と次世代標準の開発に関するシナリオ・ロードマップを作成し、標準

供給体系化を主導することを期待する。これらの開発には、幅広い計測の知識と経験に加えて最先端の技

術の融合が必要であるので、常に技術の継承と進展を同時並行で進めることが求められる。また、国際競

争力のある主要企業との連携や共同研究を活発に行い、先端的な技術開発を推進することを期待する。 
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別表３‐３‐（１）、別表３‐３‐（２） 計測標準研究部門 ［ユニット戦略課題５］法定計量と工業標準化の推進 

４．０ 

消費者が身近に接する広範囲な計量器の信頼性を確保するため、法定計量における工業標準化を推進し、

関連する工業標準化の推進や効率化等の改善、及び新型計量器や内蔵ソフトウェアに対応する技術開発を

実施している。 

計量法に基づく法定計量及び工業標準化に関して、品質管理システムを確立しており、新規技術に関す

る国際標準化に関しては欧米並みの水準に達している。国際法定計量機構（ＯＩＭＬ）勧告の取り入れによ

り国際的整合性を保つとともに、国内の意見を反映させた国際標準の制定にも貢献している。ＩＳＯ/ＩＥＣ等

の標準規格を制定する委員会に定常的に委員を派遣し、我が国の意見を反映させるとともに、それらの規

格をＪＩＳ規格に取り入れるなど、世界レベルの貢献を行っている。 

一方、標準化の対象、時期、優先度などについて「見える化」が求められる。スピーディーな技術開発

と工業標準の確立により国際標準をリードすることも必要である。法定計量の分野では、今までになかっ

た電力メータのスマート化やソフトウェアの検証、頑健性評価などへの対応が必要である。ＷＥＢサイトに

公開の多数の標準物質やサービスについて、よりわかりやすく使いやすくする必要がある。 

今後、合理的な計量法制度の改正、特に基準器検査の改革、型式承認と製品認証制度の改革やトレーサ

ビリティ供給体系の整合化に向けて、産総研がリーダーシップを発揮することを期待する。また法定計量

器標準の国際展開において、個々の計量器の特性だけでなく、インフラ整備やソフトウェア等の検討のた

め、行政との共同姿勢と体制整備が必要であり、そのための人材確保が望まれる。国際法定計量機構の勧

告を遵守し、国際規格に我が国の要望を反映させることにより、我が国の計量システムを維持することを

期待する。 
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第４章 評価結果概評 

 
 

 本章では、前章における研究ユニット毎及び第３期中期計画項目毎に整理したユニット戦略課題

の評価結果等をもとに、全体概評、分野別概評、大分類等毎の評点頻度分布と主な評価結果及び｢主

な成果例｣についてまとめる。 
 全体概評では、評価結果の概要、評価項目毎の主要な評価コメントの内容、及び「今後の課題

と方向性」の助言の主要な内容についてまとめる。 
 分野別概評では、産総研の研究分野毎に、その概評及び研究ユニット毎の評価結果の要点を示

す。 
 次に、評価結果における研究ユニットの研究開発と中期計画項目との対応関係、及びこれらの

ユニット戦略課題毎の評点から求めた中期計画の大分類等毎の評点の頻度分布を示す。 
 さらに、この大分類等毎の主な評価結果を示す。 
最後に、｢主な成果例｣について、中期計画の大分類等毎に示す。 

 
４‐１ 全体概評 
 
 平成２２年度からの第３期中期目標期間の研究ユニット評価の評価項目は、｢研究ユニット全体の

シナリオ・ロードマップ｣、「ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット｣、｢イノベーショ

ン推進への取り組み｣及び｢研究ユニット運営の取り組み｣である。これらのうち、「ユニット戦略

課題毎のロードマップ・アウトプット」は研究ユニットに設定される１～７程度のユニット戦略課

題毎に評価を行う。 
 なお、評価項目毎の評価の具体的な内容の評価事項は、別紙９の研究ユニット評価実施要領に示

すとともに、別紙１１に示す評価用紙に記載している。 
 
 本年度の評価結果のうち、評点は、研究ユニット毎の総合点の平均値が、研究ユニット全体で 

３．８、研究部門が３．８、研究センターが３．９である。研究部門は前回評価の平成２２年度の３．８と、

研究センターは平成２３年度の３．９と同じである。 
なお、評点の区分は、第３期から｢Ａ：優れている（４）、Ｂ：概ね適切（３）、Ｃ：要改善（２）、Ｄ：不適

切（１）、特記的に優れているものをＡＡ（５）｣としており、第２期における｢Ａ：適切（４）｣を変更してい

る。 
評点の頻度分布に関する詳細は第５章の５‐３を参照されたい。 

 
評価コメントは、｢評価できる点｣と｢問題点・改善すべき点｣に加えて、｢今後の方向性と助言｣の

コメントを求めている。 
本年度評価を実施した研究ユニット全体での、コメントの内容の構成や比率等及び具体例の詳

細については、第５章の評価項目毎の評価コメントの分析結果を参照されたい。 
 
なお、本年度の研究ユニット評価の主要な改善事項は以下である。 

評価の内容では、ユニット戦略課題の研究の性格の３区分（先端研究、政策ニーズ対応研究、知

的基盤研究）のうち、「先端研究」の評価に、既存の知識の融合・適用を主体とする研究開発を含

むことを明確にし、評価の際に考慮することとした。 

また、評価委員会の進行に関して、第３期に外部評価委員を増員したこともあり、質疑時間が不

足していたため、質疑時間を説明時間以上とした。これらにより、例えば研究部門では前回平成２

２年度と比較して、評価項目に関する質疑時間が研究ユニット平均で１７分、総合討論及び委員討

議の時間を含めると平均２５分長くなった。 

また、関連する他研究ユニットの研究ユニット長等の出席による評価委員会の活用について、

- 170 -



第４章 
 

‐171 ‐ 

従来から出席を認めているが、本年度は積極的に促した。この結果、のべ１５の研究ユニットの研

究ユニット長等が評価委員会にオブザーバー参加をして、他の研究ユニットの活動や評価委員会

の状況等を知る機会とした。 

 
以下に、評価項目毎の評価コメントの主要な内容について、評価の高い場合と低い場合につい

て、研究部門と研究センターとによる違いを含めて示す。 
また、産総研の研究開発の全般について、「研究成果の水準は高く」評価されるが、助言として

「今後に向けた課題と方向性」の検討が必要とされていることが多い。この主要な内容をまとめ

て示す。 
 
（１） 評価項目毎の主要な評価コメントの内容 
 

１） 研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 
 
 本評価項目は、研究ユニットにおける研究開発全体を対象に、中期計画における目標の達成及

び中長期的な展開等の妥当性について評価する。 
 本評価項目の評点は内部評価委員が付し、外部評価委員は評価コメントのみである。 
 
比較的評価の高い研究ユニットにおける主要な内容は、研究部門では、広い領域を取り入れて

先進的・総合的な研究開発・技術開発を目指していることや、多方面からのアプローチを行い基礎

から応用までシームレスに実用化を推進していること。それらの研究開発を、グループ間の協力

体制、内外との連携を推進して進めていることや、専門分野の異なる研究者が融合して進めてい

ること。及びそれらによって、着実な進展が認められ、一部は企業との連携により、実用化を果

たしていることが評価されている。 
研究センターでは、課題の発展により創製される新しい産業のシーズを目指した柱が示されそ

れらの目標・方針が明確で位置付けも妥当であること。大型のプロジェクト等を牽引し、企業の技

術開発を力強くサポートしていることや、少人数であるが幅広い対応ができる体制が組まれてい

ること。及びそれらにより、産業界・学界からの期待に応える十分な成果が出ていること等が評価

されている。 

 

一方、比較的評価が低い研究ユニットにおける主要な内容は、研究部門では、将来へ向けて目

指していることが不明確で研究部門全体のロードマップ・シナリオがやや見えにくく、長期計画や

シナリオが分かり難いこと。問題点を捉えているがその処方箋については明示できていないこと

や、長期的あるいは短期的な研究計画については示されているが中期的な戦略や道筋が必ずしも

明確でないとの指摘が比較的多い。 

研究センターでは、中長期的な目標に対してその実現可能性や見通しを提示するとともにその

段階的な目標と計画の明確化、及びユニット戦略課題の位置付けと相互関係の明確化が必要との

指摘がある。 
 
２） ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 
 
 研究ユニットに設定される１～７程度の「ユニット戦略課題」毎に評価を行う。「ユニット戦略

課題」は、それぞれ中期計画の項目と対応付けられており、多くの場合に複数の研究開発からな

る。 
 評価の内容は、ロードマップについて、中期計画における目標、アウトカムとその実現に向け

た妥当性について評価するとともに、アウトプット（成果）について、アウトカム実現への寄与

とその世界水準を基準とする質の高さ等について評価する。 
なお、本評価項目の評点は、外部評価委員によるものであり、内部評価委員は評価コメントの

みである。 
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本年度の評価において比較的高い評価のユニット戦略課題は、「海溝型地震評価の高度化」、「コ

ンテンツサービス創出・利活用技術」及び「標準の高度化と次世代標準の開発」等である。 
これらについて、日本及び世界のトップに立っていることは明らかであること、基礎と応用の

両輪を連動させている優れた研究であること、世界のトップを走る我が国でも数少ない研究活動、

あるいは標準の基幹をなす研究・開発が行われており、国際的にもリードする立場を誇っている点

などが評価されている。 
これらを含む比較的評価の高いユニット戦略課題の主要な指摘内容は、研究部門と研究セン

ターにおいて同様であり、研究成果は世界のトップレベルであることとともに、基礎研究からそ

の応用、さらには産業化に至るまで実施しており、産総研の存在価値を極限に高めていることを

はじめとして、「要素技術の研究成果は世界のトップレベル」や「世界的にも通用」など大部分の

研究開発の水準は高いと指摘されている。 
 
また、比較的評価の低い場合の主要な内容としては、研究部門では、目標設定の明確化と、独

自性・必要性と優位性を分かり易く説明すること、及び成果のアピールが不十分との指摘がある。

一方、研究センターでは、これらと同様の内容のほかに、次世代の技術はどうあるべきかの発信

も必要であることや、競争が激しい部分においてどのように国際的な優位性を保つか整理する必

要があるとの指摘がある。 
 

３） イノベーション推進への取り組み 
 
本評価項目は、成果の発信やイノベーションハブによる国、社会への貢献等に向けた取り組み

とその効果について評価するものである。具体的には、１）成果の発信や研究ポテンシャルによる、

国、社会、産業界、学界、及び国際、知的基盤等への貢献の取り組みとその効果、２）産業人材育

成を含む、産学官連携・地域連携等のイノベーションハブとしての取り組みとその効果、について

評価することとしている。 
本評価項目については、外部評価委員と内部評価委員のそれぞれから評点及び評価コメントを

得ている。 
 
 評価の比較的高い研究ユニットの事例では、研究部門及び研究センターに共通的であり、世界

的に独自性・優位性のある存在であることや先端技術・機器を保有し、技術研究組合、省庁、企業

等と積極的に連携していること、産業や技術の情報を広く収集し活用していること、成果が企業、

研究機関、行政等に活用されていること、人材育成に積極的に取り組んでいること等が評価され

ている。 
 一方、比較的評価の低い場合の内容として、より幅広く外部との連携や発信を行う必要がある

ことや、国際標準や人材育成等について研究ユニットとしての目的や実施体制等を明確にするこ

と、あるいは企業連携を積極的に行っていることに対して知財獲得数等の実績が少ないといった

ことが課題として指摘されている。 
 
４） 研究ユニット運営の取り組み 
 
本評価項目は、研究ユニット運営における活動の活性化とポテンシャル向上への取り組みとそ

の効果等について評価するものである。所内連携や分野融合、資金獲得・効率的活用、組織運営や

体制の整備、内部人材育成及び挑戦課題の推進等の評価事項について評価することとしている。 
本評価項目の評点は内部評価委員が付し、外部評価委員は評価コメントのみである。 

 
比較的評価の高い研究部門では、多様な研究者と様々な研究テーマを行いながら、組織として

方向性を示し、研究者間の連携を深めようと努力していること。かつて所属が異なっていたメン

バー間の意見交換や情報共有もなされていること。研究者が安心して研究できる環境が整備され、
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また多くの外部資金を獲得できていること。個々の研究者の能力を引き出すとともに、総合的な

研究を推進していること。研究ユニットのコア技術を強化・共通基盤化し研究開発を効率的に推進

していることなどが評価されている。 

研究センターでは、限られた人員の活用など、随所にリーダーシップが示されていること。信

頼性評価・故障診断技術など、メンバーのモチベーションも高く、研究者が評価されにくかった分

野にも取り組んでいること。多様な専門分野の研究者が連携して相乗効果を挙げていることや、

必ずしも潤沢とは言えない人員で、所内連携や分野融合を図りながら、効率よく研究が進められ

ていること等が評価されている。 

 
一方、比較的評価が低い研究部門の場合では、それぞれの研究開発を個別に進めている傾向が

あるので、さらに相互の課題の関係や相乗効果を図る必要があること。また、所内連携や分野融

合に関して不十分、もしくは説明不足であること。所内の他研究部門との連携について、目標、

役割、効果に関する説明が必要であること。及び、新しい研究テーマへの挑戦も広げる必要があ

ることが指摘されている。 
また、研究センターでは、メンバーが十分に戦略的思考を共有できていない可能性があり、改

善が必要。外部との連携では、所内にノウハウや知識を蓄積する方法や工夫を策定することが必

要。標準化を提案し推進するために、海外企業とのさらなる連携強化も重要といったことが指摘

されている。 

 
（２） 今後の主要な課題と方向性の指摘内容 

 
上記のように、大部分の研究開発は「研究成果の水準」は高いと評価されている一方、助言と

して「今後の主要な課題と方向性」の検討が必要とされていることが多い。 
これらには、企業活動や社会との相互関係あるいは研究開発全体の構成に関する指摘が多く、

具体的にどうするかについて評価委員にも議論があるが、今後の産総研の活動をより的確にする

ためにも重要な事柄である。 
 これらの主要な内容を整理して以下に示す。 
 
１） 実用化等に向けた一定の段階に達し今後の展開の明確化が必要 

産総研における研究開発の進展に伴って、実用化等に向けた今後の展開の明確化が必要にな

っているとする指摘である。 
早急な検討が必要とする例としては「企業へ渡すことと新たに開発すべき項目を決めるス

テージ」、「エンジニアリング面での問題解決を意識して図らないと事業化は進展しない」とい

ったことがある。 
また、今後の先を見通した対応が必要としていることとして、「実用化に向けて進捗した段階

に入ったときの研究所の役割について明確にしておく必要」、「日本がリーダーシップをとるの

は難しいのが現実だろうが、国の研究所だからできることはあるはず」等の指摘がある。 
 
２） 研究開発以外の取り組みも重要 
 研究開発の進展や新たな取り組みに関して、研究開発だけでなく、企業あるいは一般社会の

理解や浸透に向けた活動が必要になっているとの指摘である。 
研究成果や今後の構想のアピールが必要とすることとして、「世界中の同業者をひきつけ牽引

し、結果的に分野全体を前進させるための派手さ、ユニークさ、スピード感、サプライズをも

う少し出した方がよい」 との指摘がある。 
また、外部に対して、「今後は「なぜこの研究が必要なのか」について説明する必要がある」、

「新規領域に対する取り組みを組織の共同の取り組みとして方向づけるのはユニット長はじめ

トップの責務」、「将来を見据えた国家戦略の実現をどう支えていくのか、分かり易いシナリオ

とロードマップを作成して欲しい」といった指摘がなされている。 
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３） 全体的な方向性についてさらに検討が必要 
  研究開発の全体的な方向性の明確化が必要とする指摘であり、従来からも同様なことが指摘

されているが、さらに検討が必要とされている。 
この例としては、「どこまでを自分たちが担い、どこから他部門あるいは企業に外出しをして

いくのか、テーマと人の多様性を担保・見えるようにする」、「短期的な答えと中長期における意

味づけを議論することが求められている」、「将来に向けた研究開発の方向性では選択肢が多数

あるので何を進路としていくかを示すべき」といった指摘がある。 
 
４） 研究開発の多様性と焦点を当てるテーマのバランスについて 
  研究ユニットで実施する研究開発の全体の構成については、従来は選択と集中によって絞る

べきとの意見が比較的多かったが、新たな展開を求めることや多様性を考慮する指摘が多くな

っている。 
それらでは、「トップダウン的にミッション、ベネフィット、実現のための優位性のある技術

あるいは新たに獲得しなければならない技術等を定義しても良い」ということとともに、「旗幟

鮮明に。旗が状況に応じて変化してもそれについての明瞭な説明があれば構わない」、「不透明

である技術動向に鑑み技術的多様性を維持していくこともありえる。英知を結集して方針を議

論し組織運営に反映」といった指摘がある。 
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４‐２ 分野別概評 
 

４‐２‐１ 環境・エネルギー分野 

 

環境・エネルギー分野では、グリーン・イノベーションを目指して、温室効果ガスの排出量削減

のための再生可能エネルギーの利用拡大や省エネルギー、資源の確保と有効利用、産業の環境負

荷低減、様々な新技術やリスクの評価、安全の管理等を目指した技術の開発を進めている。 

 

今年度は、５研究部門（ユビキタスエネルギーＲＩ、環境管理技術ＲＩ、環境化学技術ＲＩ、エネルギー

技術ＲＩ、安全科学ＲＩ）、３研究センター（水素材料先端科学ＲＣ、メタンハイドレートＲＣ、太陽光

発電工学ＲＣ）の研究ユニット評価を実施した。また、今年度発足したバイオマスリファイナリー

ＲＣでは委員会形式で開始時意見交換会を、３研究センター（新燃料自動車技術ＲＣ、コンパクト化

学システムＲＣ、先進パワーエレクトロニクスＲＣ）については評価委員意見交換を実施した。 

 

東日本大震災及び原子力発電所事故を契機に、従来の地球温暖化防止への対応だけでなく、再

生可能エネルギーや分散型エネルギーネットワークシステムの開発が喫緊の課題となっている。

エネルギー技術開発においてもスピード感が求められており、技術研究組合やコンソーシアムと

いった制度を活用して、産学官連携のオープンイノベーションの推進が図られている。このよう

な対外連携に加えて、省エネルギーや分散型システムの観点からは、一層幅広い技術のシナジー

が必要であり、分野にとらわれない産総研内の連携強化が望まれる。 

一方、環境技術の分野では、製造プロセスの省エネルギー化・低環境負荷化のみならず、高効率

なリサイクル技術や環境浄化技術が求められている。その際に、長寿命化のための材料評価、化

学物質や産業活動の安全性評価、新技術の有効性評価といった評価技術はすべての技術開発の共

通基盤技術であり、公的研究機関としての産総研への期待は一層高まっている。 

 

ユビキタスエネルギーＲＩ 

家電や自動車などエネルギー需要者側におけるエネルギー消費の削減を目指し、蓄電池、燃料

電池などの新しい小型・移動型電源技術の研究開発を行うとともに、照明をはじめとする家電製品

での省エネ・省資源化に資するため、材料基礎からシステム化まで一貫した研究を進めている。 

ナノ材料科学などの現象解析的取り組みにより、現行タイプのリチウムイオン電池の高密度化

（高容量化）、高信頼性化に加え、空気電池やイオウ系正極材料など萌芽的次世代技術の取り組

み等、社会の要請に対応した、戦略的でかつバランスの良い研究が実施されている。 

公開すべき成果と国家的観点で知財保護すべき成果の見極めをより一層厳しくすることが必要

になっている。 

実施している技術研究組合の拠点や大学などとの連携拠点としての活動は、オープンイノベー

ションのハブとして極めて有効である。今後も、これまで以上に産学官連携の中核となり、現在

のオープンイノベーション構想を軸に、強い信頼を産学から得て、発展してゆくことが期待され

る。 

 

環境管理技術ＲＩ 

持続的発展可能な社会の実現を目指し、経済産業の発展と安全・安心な環境を両立させるため、

環境負荷の管理・低減・再資源化及び快適環境の構築に関する研究開発を行い、環境技術産業の振

興・創出を図るとともに環境関連政策の立案・実効へ貢献する。このため、環境問題の解決に関わ

る環境診断技術の開発、有害化学物質リスク削減技術の開発、リサイクル技術の開発、そして地

球温暖化関連物質の環境挙動解明と二酸化炭素対策技術評価からなる４つのユニット戦略課題を

立て、産業界・社会が受入れやすい技術の開発を実施している。 

これまで、独自原理のＤＮＡチップや水晶振動子センサー、深紫外光照射による微量金属分析法
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及び高機能発光酵素など、極めて独創性の高い多様な先端研究が多数進められており、その他に

も空気浄化に適した新規光触媒の開発や、複管・連続式気流選別機による小型家電破砕物などから

の有用物リサイクル技術の開発、大気中ＣＯ２濃度の長期モニタリングや固定化技術など、環境管

理に関する様々な先端的研究活動を精力的に展開していることは評価される。 

今後は、より多くの民間企業との接触の機会を増やし、産業化に結びつきそうなものはできる

だけ企業に技術移転していく一方、産総研内のナノテクや地質など他分野との交流をさらに積極

的に進め、研究の幅を広めるとともに、新たな研究・技術のニーズやシーズの発掘に努め、産総研

の環境管理技術研究を代表する部門として、継続的な発展が期待される。 

 

環境化学技術ＲＩ 

環境と経済発展の両立を可能とする化学産業への貢献を目指し、グリーンサステナブルケミス

トリー（ＧＳＣ）に基づく「環境共生化学」を基本理念として、環境負荷となる廃棄物を生み出す

ことなく、再生可能資源を用いて最小のエネルギー使用量で、選択的に目的製品を製造する技術

の開発に取り組んでいる。 

環境負荷物質の排出極小化、省エネ化、再生可能資源の利用等の明確な目標のもとに、バイオ

マス由来の基幹化学物質製造プロセスの開発、ナノ空間反応場を利用したリン、フッ素等のヘテ

ロ元素を含む材料の開発、新規膜素材・吸着材による分離技術が開発されている。新たに、レーザー

化学を基礎とした炭素繊維強化プラスチック等の加工技術と、先端化学材料の評価技術としての

劣化機構解明の課題を加えて、より強力な推進体制となった。いずれも産業界のニーズを強く意

識しており、研究ユニット間並びに産学官の連携も活発である。 

技術的にはバイオ手法や物理的手法をうまく取込みながら、今後は経済のグローバル化と原料

確保の視点から、東南アジアや米国との連携を積極的に進めて、日本の化学産業の優位性確保へ

の貢献が期待される。研究開発の効果についてはＧＳＣの指標を活用するなどして、検証を掘り下

げることが重要である。 

 

エネルギー技術ＲＩ 

太陽光、風力、水素、新燃料等のクリーン・エネルギーの研究開発、燃料電池等分散型エネルギー

源の開発、蓄電、蓄熱、水素貯蔵等のエネルギー貯蔵技術の開発、及びこれらの技術を体系的に

統合化し電力・ガス・熱の需給を適切にマネジメントする分散型エネルギーネットワークシステム

の研究開発を行い、高効率・低環境負荷で柔軟性・利便性の高いエネルギー供給が可能な総合エネ

ルギー産業の成長と、日本のエネルギー政策や長期エネルギービジョンへの貢献を目指している。 

革新的なコンセプトに基づく材料の開発から、熱電変換素子、色素増感太陽電池、革新型二次

電池等デバイス開発、固体酸化物形燃料電池等システム開発、最終的なエネルギーネットワーク

の実証など、エネルギー全体の課題を俯瞰的に捉え、システム技術と個別技術の両面でバランス

よく網羅して研究開発を推進していることが評価される。材料の劣化メカニズム解明やエネル

ギー技術導入シナリオ分析等の基盤技術に加えて、大震災以後の急激な情勢変化に対応して、福

島新拠点の設立や次世代風力発電技術開発など組織的な対応も評価される。 

今後も社会情勢や政策の変化に対応して、戦略や研究課題も柔軟かつ的確な見直しが必要であ

る。各々の課題の複雑な関連性を整理し課題を共有するためにも、研究開発マネジメント手法の

体系的導入や、研究対象をエネルギーシステムの構成要素だけでなく、現状把握、評価、設計、

予測まで含めるような研究体制も検討する必要がある。 

 

安全科学ＲＩ 

安全と持続可能性を同時に追求する科学を確立し、豊かで安全な社会を実現するために、環境

保全、産業安全や持続可能性に関わる評価手法を開発し、その評価結果やデータの発信と市民・産

業界・行政での普及を実施している。具体的には事故や災害の被害予測、技術や製品の健康・環境・

経済への影響評価など、幅広い分野にわたる評価技術の総合的なリスク評価・管理手法の開発、普

及、標準化を進めている。 

政策ニーズ対応型研究を中心に、化学物質リスク、ＬＣＡ（ライフサイクルアセスメント）、爆発・
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産業保安の実績を背景として、安全科学研究のロードマップを設定し、評価手法の開発、調査結

果やデータの発信と活用、産業の国際競争力強化に取り組んでいる。成果として、ナノ材料の作

業環境における許容暴露濃度を提案し、作業者を対象としたリスク評価書を公表している。また、

産業保安力評価システムを開発し、新型火薬庫に関する行政対応で成果を挙げており、日本の提

案した爆発性評価試験方法は国連で採択されている。化学物質リスクに関しては、暴露解析モデ

ル・ツール、ヒト健康及び生態影響評価手法、リスク評価・管理手法、多様なリスクの解析・統合化

手法を開発している。ライフサイクル評価手法については、ＬＣＡへの取り組みを基礎にして素材

と資源フローを展開しており、産業主体や政府部門の利用に供している。 

今後、将来の目標である総合的リスク評価・管理技術の開発に向けて、産業ニーズと社会ニーズ

のバランスに配慮し、独自性のある研究成果を挙げることが期待される。また、海外や市民に直

接関係するマスコミへの広報に努め、安全科学の意義を広く一般国民に周知し、安全科学研究の

地位を向上させるための活動を実施することが望まれる。当研究部門は産総研の多くの研究ユ

ニットとの接点を持っていることから、ハブ組織として今後のさらなる活動も期待される。 

 

水素材料先端科学ＲＣ 

安全・安心と経済性が両立する水素社会の構築に向けて、水素材料強度及び水素破面と組織の

データベース構築、燃料電池車や水素ステーションにおける高圧水素容器や水素輸送技術の評価・

設計手法等の確立、高分子材料への影響やトライボロジーの解明、水素基礎物性データベースの

構築と普及を進めている。 

材料評価技術や材料探索指針の獲得を目指し、水素材料の疲労・脆化機構等の解明により、世界

に先駆けて本研究センター設立から７年間で各種データを集積した。知見の普及に必要なデータ

ベース・書籍を公開し、利用できるところまで完成度を高めている。高分子材料の評価を新たに加

えるなど、課題の重要性や研究の進展に応じた計画の見直し・再編もなされた。大学を中心に集中

的な施設整備が行われ、つくばにある研究チームとも連携して世界最大規模の水素材料研究拠点

を築き上げ、先端的知見の体系化を実現している。 

今後は安全で一層安価な水素製造・供給・利用システムの設計例を示すなど、水素社会の実現に

向けて、安全確保とコスト低減を視野に入れたビジョンを提示し、世界の規制をリードする役割

が期待される。また、国際標準化への活発な取り組みと、日本の規格・規制を見直す積極的な提言

が期待される。これまでの研究成果と設備を活用しつつ、材料開発そのものや規制等の社会シス

テム検討を含めた総合的な研究開発拠点とすることも新たな方向性である。 

 

メタンハイドレートＲＣ 

メタンハイドレート資源から天然ガスを安定かつ経済的に採収する生産技術の研究開発を推進

し、商業化を実現するための技術整備を行うとともに、産業への橋渡しとして中核的役割を発揮

している。 

メタンハイドレートから天然ガスを経済的に採取するための実用化について、メタンハイド

レート資源生産技術と機能活用技術に関するユニット戦略課題を設定し、経済産業省の委託研究

を中心にして、中長期的な視点から研究を進めている。研究レベルは高く国内外において優位性

を有しており、国内外との連携や共同研究も積極的に推進している。成果としては、減圧法によ

る生産技術開発が進捗し、大型産出試験装置によるシミュレーションの検証も進めつつある。ま

た、地層力学挙動解析シミュレーターの高度化と高速化が図られ、坑井周辺地層の力学的挙動の

理解がより進んだ。天然ガス輸送貯蔵媒体としてのハイドレート及びセミクラスレートによるガ

ス分離／精製技術に関する研究は、民間企業との共同研究により実用化に結びつく多くの成果を

挙げている。 

今後、エネルギー問題の動向、平成２４年度末の海洋産出試験の結果、及び民間企業の参入など

により、ロードマップの修正や研究目標・計画などの見直しが予想されるので、それらに柔軟に対

応し、更なる研究の推進が期待される。また、ユニット戦略課題の研究進展に加えて、相互の連

携強化により相乗効果が得られるように、研究体制や人材配置・育成を工夫することも望まれる。

ガスハイドレートの研究分野は、学術的にも重要な課題であるとともに、様々な技術への応用に
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も期待できるので、今後とも幅広い視野での技術の利用拡大が期待される。 

 

太陽光発電工学ＲＣ 

エネルギー供給の安全保障と低炭素化、経済発展、国内雇用創出を同時に実現するために、太

陽光発電に関連する技術分野に体系的かつ包括的に取り組み、相対値で１０％以上の太陽電池の変

換効率向上、モジュール寿命で３０年以上という信頼性の向上、基準セル供給や新型太陽電池評価

技術など共通基盤技術の開発などを目指している。 

研究チームを技術的性格で再編し、信頼性評価等の共通基盤技術の標準化、各種薄膜太陽電池

の高効率化、九州センター及び福島新拠点における実用化加速ラインの整備、将来に向けた革新

的太陽電池の技術開発などを推進している。総合的に産業界・学界からの期待に応える成果が出て

おり、コンソーシアム活動や実用化ライン構築等により、企業の技術開発を力強くサポートして

いる。内外の関係機関との連携も活発で、産学官連携のハブとして機能し、競争関係にもある米・

独の研究機関とともに世界的な研究拠点として認知されている。 

今後は既存のロードマップに囚われることなく、各種の太陽電池の出口イメージを明確にして、

性能目標を高めていく必要がある。結晶シリコン太陽電池の技術革新、製品のコストパフォーマ

ンスを考慮した技術開発、蓄電・配電システムを含む総合エネルギー利用技術、産業競争力強化に

向けた技術開発戦略提言機能の強化など、産業界のさらなる要請に応える活動も期待される。 
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４‐２‐２ ライフサイエンス分野 
 

ライフ・イノベーションを実現するためには、疾病や事故の予防、治療や介護支援の充実に加

えて、健康で安全な生活を送りやすくすることが必要である。疾病を予防し、早期診断を可能と

するため、生体分子の機能分析、解析技術等の開発を行う。本目標を達成するために、新たな健

康評価技術や創薬支援技術、個人の状態に合わせて健康維持・増進・回復を支援する技術、バイ

オプロセスを用いた環境負荷低減技術、医工学基盤技術などを中心に研究開発を展開している。 
 

今年度は、４研究部門（健康工学ＲＩ、生物プロセスＲＩ、バイオメディカルＲＩ、ヒューマンライフ

テクノロジーＲＩ、）、１研究センター（バイオメディシナル情報ＲＣ）の研究ユニット評価を実施し

た。また、３研究センター（生命情報工学ＲＣ、幹細胞工学ＲＣ、糖鎖医工学ＲＣ）については評価委

員意見交換を実施した。 
 

産総研における当該分野の研究は、国民の健康維持・増進に資することを主なアウトカムとする

課題が多く、その基盤とする研究は概ね良好な評価を受けている。実用化が強く望まれる分野で

あることから、常に、実社会への展開の道筋をロードマップ等にまとめて意識することが重要で

ある。実用化研究においては、産業界や臨床現場との密接な連携のもとで推進しており、技術や

行政判断などに関する国内外の動向を常に把握し、戦略的に推進することが不可欠な分野である。 
 

健康工学ＲＩ 

肉体的・精神的に健康な生活の実現に向けて、人間の健康状態を計測・評価し、その活動を支援

するため、先端的なバイオ技術と材料・システム開発技術を融合し健康な生活の実現に寄与する技

術の開発を進めている。 

細胞チップを用いた病原性原虫感染症の早期診断システムはＷＨＯでのアピールや現地での

フィールド試験が始まるなどの進展があったことが評価された。間葉系幹細胞（ＭＳＣ）研究では、

患者のＭＳＣから遺伝子改変ＭＳＣやｉＰＳ-ＭＳＣの作製に成功し、また量子ドットと表面プラズモン

励起増強蛍光法の開発などバイオマーカーの高感度検出及び創薬・医療への利用に向けた進展が

あった。映像の生体安全性に関して国際標準化に向けた意欲的な活動も高く評価される。さらに、

地域の健康関連産業の活性化及び産業技術人材の育成を研究ユニットのミッションとして明確に

位置付け、四国６大学と産総研合同のワークショップや｢分子複合医薬品研究会｣、｢ヘルスケアイ

ノベーションフォーラム｣などを主導しており、地域戦略に基づくハブ機能を積極的に果たしてい

る。 

今後、マーカーやデバイス開発においては、検体数や被験者数を増やすとともに、継続的な経

過のフォローにより、それらの有効性検証を確実に進める必要がある。またトランスレーショナ

ルリサーチを展開する上で、医療機関と相互にメリットのある形でさらに連携を強化することが

期待される。 

 

生物プロセスＲＩ 

バイオプロセスによる高効率な物質生産を目指し、基盤的研究から実用化研究に至るまでの一

貫した研究の中で、化学燃料代替物質、化成品原料、医薬化学品、有用タンパク質、生物資材な

ど、物質循環社会の実現並びに高品位な物質生産技術の開発を進めている。 

新規有用微生物の探索や微生物と動物（昆虫等）との共生関係に関する基盤研究では、継続的

に新知見を発見するとともに著名な国際誌に論文を発表している。微生物関連の研究では日本の中

核的研究拠点としての役割を果たしていることが評価される。民間企業では推進が難しい大規模

ゲノム情報に基づくバイオプロセス設計や有用遺伝子探索などを、企業と連携しながら主導して

推進していることも評価された。世界初の閉鎖型遺伝子組換え植物工場での植物栽培方法の確立

は特筆すべき成果であり、産業化に向けての安全性試験や許認可のノウハウの蓄積は、今後の産

業貢献にとって非常に重要と認められる。核酸医薬を目指した核酸の化学修飾に関する一連の研

究では、企業と連携しコスト意識を持った開発が進められていることも評価された。 
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研究グループ間あるいは他研究ユニットと連携を組むことにより、効果的な研究推進・拡大が期

待できるものもある。研究ユニット運営においてこのような体制に誘導していく努力が期待され

る。本研究部門は、北海道における大学や研究機関、地域企業との共同研究や人材育成に大きく

貢献しており、今後もイノベーションハブとして活発な取り組みが期待される。 

 

バイオメディカルＲＩ 

生体分子の構造・機能を理解・解明し、有用な分子の開発や細胞テクノロジーを進展させること

により新しい創薬・医療の基盤技術を確立することを目指している。このため、生体分子の構造・

機能解析と高機能化、生体メカニズムの解明とその制御物質の探索、健康・疾患に関連する細胞制

御分子の解明と利用、そしてナノバイオ技術融合による極微量生体分子の計測解析技術開発等の

研究課題に取り組んでいる。 

ＲＮＡ関連タンパク質とＲＮＡの複合体の詳細な機能構造解析や低分子量の微小タンパク質の設

計などに関する研究で世界トップレベルの評価を受けている。また、大気圧電子顕微鏡の製品化

や抗体医薬品の製造コスト削減に資する連続クロマトグラフィーシステム、ナノニードル技術を

利用した新規セルソーターの開発などは、顕著な成果として評価できる。この他にも、ニュート

リズム検討会の設立など、バイオメディカル研究のハブ機能を果たしつつ、産総研内の他分野の

研究グループや、外部の医療機関との連携を積極的に推進している。 

今後、基盤的研究及び研究開発された技術について、世界的視点からの位置付けや優位性につ

いて、客観的に評価することが重要である。その中で出口に近く経済効果も大きい課題について

は、重点化や柔軟な組織作りとハブ化により、展開の加速を図ることが期待される。 

 

ヒューマンライフテクノロジーＲＩ 

自立して知的で快適な生活を安心して送ることを可能とするため、人間の心身活動を深く理解

する研究を行うとともに、技術のユーザーである人間側に視点をおき、人間の能力発揮及び機能

回復を支援するための研究を進めている。 

骨疾患や心疾患治療に利用するための組織誘導性生体材料と医療部材や医療機械の組み合わせ

製品の技術開発や、ナノ粒子アジュバント（免疫賦活剤）によるがん免疫療法への利用など、独

創的な発想による開発推進と、実際に臨床応用にまで進展している点が評価される。動脈硬化計

測機器については、企業と組んで製品化まで進めている。また、アクセシブルデザインのデータ

ベース化や標準化、医療機器ガイドラインの策定、レギュラトリーサイエンスの支援の領域では、

政策や市場を明確に視野に入れた積極的な活動により、産総研の特質・位置付けを活かした産業振

興への貢献が評価された。 

生活自立支援のための身体機能回復技術については、個々の要素技術は優れているが、それら

を統合して機能回復に至るロードマップをより明確にして開発を進める必要がある。また、成果

をより一層実用性の高いものとするために、医療や福祉の現場との共同研究等をこれまで以上に

積極的に増やすことが望まれる。 

 

バイオメディシナル情報ＲＣ 

タンパク質相互作用ネットワーク解析や、創薬標的として重要なタンパク質の構造解析を行い、

またイン・シリコ解析などを駆使して生体機能を制御する化合物を創製するなど、創薬基盤技術の

開発を行っている。また種々のバイオリソースからの有用物質の探索・同定を進めている。 

企業と共同で開発した高精度で再現性の高い汎用ヒト型ロボット、及び新規ｉＰＳ細胞誘導遺伝子

Ｇｌｉs１の発見は特筆すべき成果として評価される。機能性ＲＮＡに関する研究では、核内構造体の発

見とその生物学的意義及び疾患との関連について優れた成果を挙げ国内外でも先行している。ヒ

ト分子情報の統合データベースＨ-ＩｎｖＤＢは内容の充実が図られ、またＭＥＤＡＬＳも着実に利用が拡

大している。ペプチドリガンドから非ペプチド化合物を推測するプログラムやリード化合物の最

適化に有効な「ＤＩＲＥＣＴＩＯＮ法」の開発も創薬を支援する技術として高く評価される。 

今後は、本研究センターが蓄積する貴重なバイオリソースや技術が産業界・アカデミアで有効活

用されるよう、アウトリーチ活動を積極的に行い、臨床機関や企業との連携により創薬・医療産業
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に資する貢献が期待される。生命情報に関すデータベースや解析プログラムについては、その利

用拡大に向け講習会などによる人材育成を積極的に行うことが求められる。 
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４‐２‐３ 情報通信・エレクトロニクス分野 

 

情報通信・エレクトロニクス分野では、新しいデバイス機能とＩＴ（情報技術）の有効活用による

省エネルギー化を目的に、グリーンＩＴと革新デバイスに関する技術開発を進めるとともに、安全

やサービスへの応用による健全な社会の発展に貢献することを目的に、ディペンダブルＩＴシステ

ム及び情報化サービスに関する技術の開発を進めている。 
 
今年度は、５研究部門（知能システムＲＩ、情報技術ＲＩ、ナノエレクトロニクスＲＩ、電子光技術ＲＩ、

セキュアシステムＲＩ）、３研究センター（ネットワークフォトニクスＲＣ、サービス工学ＲＣ、フレキ

シブルエレクトロニクスＲＣ）の研究ユニット評価を実施した。また、２研究センター（デジタルヒ

ューマン工学ＲＣ、ナノスピントロニクスＲＣ）については評価委員意見交換を実施した。 

 
電子デバイスの省エネルギー化によるグリーン・イノベーション推進では、特性ばらつきが世界

最小のＦｉｎＦＥＴ（電界効果トランジスタ）の実現、超高速光ＬＡＮ上でのスーパーハイビジョン配信

の実証実験、世界最高性能のマイクロコンタクトプリントの開発など、ＩＴによる生活安全技術開

発によるライフ・イノベーション推進では、つくばモビリティロボット実験特区での公道走行実験、

スマートデバイスで操作できる超小型バイオセンシングシステムの開発など、情報化サービス技

術開発では、能動的音楽鑑賞サービス「Ｓｏｎｇｌｅ」の一般公開、要素技術の統合によるサービス生

産性向上の実証など、ディペンダブルＩＴシステムに関する技術開発では、関西地区での組込みシ

ステム産業に向けた産学官連携ハブ機能の構築など、企業や公的機関との積極的な連携のもと優

れた成果を挙げている。また、セキュアな社会実現のためのＩＴの研究開発と産業に安全の価値を

付加することを目標に、情報系研究ユニットを再編し、新たにセキュアシステム研究部門を設立

し、研究開発を加速させている。 

今後、激しく変化する情報通信エレクトロニクス市場のニーズを機敏に捉え、日本としての産

業化ターゲットの方向性について技術研究組合や産業界とさらなる議論と検討を重ねるとともに、

日本の産業技術の発展を推進する公的研究機関の役割とビジョンについても検討を加えた上で、

絶えずシナリオ・ロードマップの見直しを柔軟に行うことが求められる。 

 
知能システムＲＩ 

生活支援、サービス産業、製造業への応用を目標に、ロボットの安全性評価技術、高信頼性ロ

ボットソフトウェア開発技術を基幹技術として特徴付け、知能情報処理・ロボティクスに関わる基

礎原理、要素技術、システム化技術の研究開発を進めている。 

市街地移動システムや自律走行車いすのような移動手段は、今後の低炭素社会、高齢化社会で

は確実に必要になるので、つくばモビリティロボット実験特区における実証実験は真に実用化を

試みるという点で評価される。また、安全に関する標準化の活動は、ロボットを社会に普及させ

る上で極めて重要で、開発したミドルウェアがＩＥＣの認証を取得したことは高く評価される。 

今後は、産業用ロボット知能化技術では、セル生産方式を導入する対象等を明確にする必要が

ある。また、本研究部門で開発された革新的な技術を速やかに産業化するために、企業との連携

の機会をさらに増やすことが望まれる。各研究グループが独自に活動することも先端研究には必

要だが、多くの研究グループが共通の目標に向けて協調することも重要である。 

 
情報技術ＲＩ 

ＩＴによる活力ある社会の実現を目標にして、多種・大量データを提供できるＩＴ基盤（プラットフ

ォーム）の開発、実世界のデータ（コンテンツ）活用技術の開発、応用としてのサービス創出の３

階層を設定するとともに、スマートグリッド通信技術、生活支援・生活安全技術、次世代クラウド

技術、衛星画像の整備／地理空間情報の高度利用技術、情報システムの高信頼・高安全・高可用化

技術、コンテンツサービス創出・利活用技術の開発を進めている。 

太陽電池パネル組み込み用モニター通信装置の小型化・低コスト化の実現、病理診断支援システ

ムの開発、次世代モジュール型データセンターの構築と電力削減効果の実証、ＭＥＴＩ衛星アーカイ
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ブのクラウド上への構築と活用、能動的音楽鑑賞Ｗｅｂサービス「Ｓｏｎｇｌｅ」や音声検索Ｗｅｂサービ

ス「ＰｏｄＣａｓｔｌｅ」の開発など多くの成果を挙げるとともに、情報通信のプラットフォーム技術を

中心に、国際連携を通した実証実験による国際標準化の加速並びに企業連携を通した標準化によ

る産業界への技術導入促進を進めている。 

なお、本研究部門の優位性と位置付けをより明確にするため、世界的な研究拠点との比較を明

示するなど、部門全体のベンチマーキングを定常的に行うことが望まれる。また、ある程度の時

間スケールを示すダイナミックなロードマップを策定するとともに、研究の進捗度と最終目標と

の関係をより明確にすることも求められる。 

 
ナノエレクトロニクスＲＩ 

ナノエレクトロニクスのコアとなる独自技術の高度化を行うとともに、研究開発段階から産業

界と連携する体制を構築し、技術集積の拠点となることをミッションとして、シリコンナノデバ

イス、新材料・新構造インテグレーション、半導体設計・製造技術、ナノ計測エレクトロニクス、

超伝導集積エレクトロニクスの研究開発を行っている。 

高い技術ポテンシャルを維持した上で、外部との連携による多くの研究プロジェクトに参画し

ており、ＦｉｎＦＥＴ技術、相変化材料メモリ技術、フィールドエミッター方式Ｘ線撮像デバイス、３

次元実装用高熱伝導ヒートスプレッダー、小型ジョセフソン電圧標準システムなどの開発におい

て成果を挙げるとともに、独自提案技術であるミニマルファブについて、多数の民間企業を巻き

込んで積極的に開発を推進していることが評価される。 

今後は、半導体産業の国際的潮流が急速に変化していることを踏まえ、新機能・新原理デバイス

技術の開発にさらに力を入れ、将来のエレクトロニクスに必要となる根幹技術を見極めるととも

に、国際的な連携と知財に関する基本戦略を定め、オープンイノベーションを主導する積極的な

役割が期待される。 

 

電子光技術ＲＩ 

電子と光の特性を最大限に活かした情報処理・通信技術の高度化と新たな可能性の追求をミッ

ションとして、光情報技術、省エネ型パワーフォトニクス、高感度センシング、新原理エレクト

ロニクスに関する研究開発を行っている。 

多くの世界トップレベルの基盤技術を持ち、日本の電子光技術の研究開発をリードしている。

特に、次世代機器内通信のための光インターコネクション技術の開発における大きな貢献が期待

される。微量のウィルス・重金属等を対象とする高感度センシング技術は、明確なマイルストーン

設定のもと、実用化に向けて着実に進展している。基礎研究では、強相関酸化物と超伝導材料な

どの革新的材料技術に関して継続的に高い水準の成果を挙げている。 

今後は、電子技術と光技術の融合による、社会的ニーズに応える新しい研究ターゲットを模索

し、研究部門の目指す大目標を対外的に明示した上で、内外の先端的研究機関と連携し、世界を

リードする研究部門を目指すことが期待される。 

 

セキュアシステムＲＩ 

産業・社会のＩＴの安全維持とＩＴ安全研究のＣＯＥとなることを目標に、ＩＴサービスの安全性向上、

産業インフラ防御のための制御システム安全、安全なシステム開発技法、次世代システム安全基

盤の整備など、新安全技術及び安全性の可視化技術の開発を進めるとともに、将来の脅威予測に

ついての先行研究を行っている。 

安全性証明についての基盤的研究など暗号理論で優れた成果を挙げるとともに、ＭＩＴＢ（マン・

イン・ザ・ブラウザー）攻撃に対する安全な銀行振込法の開発、技術研究組合との連携による下位

層からの攻撃検知防御に関する仕様設計の策定、並行プログラムの自動解析システムＣＯＮＰＡＳＵ

の開発、形式記述（ＦＯＴ記述、ＳＥＮＳ記述）の開発及びこれら支援ツールによる適用実験・技術評

価推進など、多くの成果を着実に挙げている。また、関西地区での組込みシステム検証サービス

や組込みシステム技術者育成など、産学官連携のハブ機能形成に向けた活発な活動は高く評価さ

れる。 
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なお、セキュリティ研究開発では、中長期的な課題と緊急性の高い課題があり、行政ニーズ対

応が主な課題については、研究期間と到達目標への柔軟な対応をふまえたダイナミックなシナリ

オ・ロードマップの策定が必要である。一方、中長期的な課題については、未来像を想定したロー

ドマップを策定するとともに、研究のより大型化が求められる。 
 
ネットワークフォトニクスＲＣ 

従来ネットワークより３〜４桁少ない消費電力で、高精細映像の巨大情報を扱えるネットワーク

基盤の実現を目標にして、ダイナミック光パスネットワーク構想のもと、テストベッドの実現と

フィールド実証を目指し、ネットワークサブシステム、ルーティング用光スイッチ、光信号処理

デバイスに関する研究開発を進めている。 

光時分割多重（ＯＴＤＭ）伝送技術の高度化及びこれを用いたスーパーハイビジョン非圧縮映像

信号の超高速光ＬＡＮ上での伝送の実証実験、シリコンフォトニクスによる８×８モノリシック光ス

イッチの開発、独自のＩＳＢＴ素子とマイケルソン干渉計をモノリシックに集積化した超高速光ゲー

トスイッチの開発など、民間企業との強い連携のもと、独自性の高い成果を挙げている。 

今後、激しく変化する情報通信技術市場のニーズを機敏に捉え、絶えずシナリオ・ロードマップ

の見直しを柔軟に行うことが期待される。このためにも、情報通信研究機構やＮＴＴ等とのより踏

み込んだ議論や連携の強化も望まれる。 

 

サービス工学ＲＣ 

サービス産業の生産性向上の実現、すなわち、サービス利用者にとっての価値の向上とサービ

ス提供側の効率化の双方を同時に実現するサービス工学基盤技術の開発と普及を目指し、イン

ターフェース技術、大規模データのモデル化技術、マルチエージェント・シミュレーション技術を

中核技術として、センシング適用技術、サービスモデリング技術、サービス設計支援技術の各要

素技術の開発を進めている。 

多くの企業などとの共同研究を精力的に行い、人の行動計測をはじめとして、高い水準の技術

開発を実施しており、これまで開発してきた要素を統合し実際のサービス現場に適用することに

よってサービス生産性向上に寄与できた点が評価される。特に、「サービス工学」の社会的認知度

を高めようとしている点等が高く評価される。 

一方、個別の問題の事例研究が多く、テーマが拡散しているので、絞り込みが必要である。今

後は、事例研究のみならず、研究センター全体としての目標とその達成のための戦略、オリジナ

ルな方法論、要素技術、システム技術などを明確化すべきである。サービス学会の設立を踏まえ、

「サービス学」、「サービス工学」の確立への更なる寄与が期待される。 

 

フレキシブルエレクトロニクスＲＣ 

ディスプレイやセンサーなどの情報通信端末機器のためのフレキシブルデバイスの開発と、そ

れに係る製造技術、材料基盤・計測標準化技術の開発をミッションとして、フレキシブルデバイス

の開発、プリンタブルデバイス製造技術、有機エレクトロニクス材料の評価基盤技術に取り組ん

でいる。 

技術研究組合との一体的な運営により、日本の集中研究拠点として順調なスタートを切り、既

に世界最高の成果がいくつか得られるなど、国際的にも優位性を確保している。具体的には、トッ

プエミッション型有機ＥＬディスプレイに不可欠な透明カソードの低損傷製造技術、酸素ポンプ

技術を併用したスーパーインクジェット技術による世界最高水準の微細銅配線作製技術、ダブル

ショット・インクジェット印刷による有機単結晶薄膜成長技術など、高水準の成果を挙げている。 

今後は、技術研究組合との強い連携のもと、目標とする「次世代入出力デバイス」のより具体

的なデバイスイメージを描き、各研究チームの計画を研究センター全体の目標に合わせ、研究チー

ム間の相互連携を強めてシナジー効果を出すとともに、フレキシブルデバイスの新しいニーズを

掘り起こすための努力も望まれる。 
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４‐２‐４ ナノテクノロジー・材料・製造分野 

 

ナノテクノロジー・材料・製造分野では、第３期中期計画のうち、主にグリーン・イノベーション

の推進のため、イノベーションの核となる材料・デバイス、産業の環境負荷低減技術、省エネルギー

による低炭素化技術、資源の確保と高度利用技術、再生可能エネルギーの導入拡大技術等の研究

開発を行い、特に拠点化によるオープンイノベーションの推進に力を入れている。 

 

今年度は、３研究部門（先進製造プロセスＲＩ、サステナブルマテリアルＲＩ、ナノシステムＲＩ）、

１研究センター（ナノチューブ応用ＲＣ）の研究ユニット評価を実施した。また、１研究センター（集

積マイクロシステムＲＣ）については、評価委員意見交換を実施した。 

 

希少資源使用量削減のための代替材料や製造プロセスの開発、カーボンナノチューブ（ＣＮＴ）

の量産技術、ナノ粒子による環境浄化技術など、積極的な産学官連携による実用化に向けた研究

開発において、独自性の高い成果を挙げていることが高く評価された。一方、研究ユニットの戦

略・運営に関して、変化する社会的ニーズや技術動向を迅速に把握し、ロードマップを柔軟に見直

すことの必要性や、イノベーションハブ機能をさらに活性化するための人材育成の重要性などが

指摘された。 

分野全体を通じて、グリーン・イノベーションのための材料・製造技術は着実に進展しており、

産業界との適切な協力と分担によって、より集中的かつ効率的な研究開発を進め、グローバルな

課題解決に貢献することが期待される。 

 

先進製造プロセスＲＩ 

日本の製造産業の環境との調和と国際競争力の向上のため、最小の資源、最小のエネルギー、

最小の廃棄物で最大限の機能・特性を発揮する製品を高効率で作る製造プロセス技術（ミニマル・

マニュファクチャリング）に関する研究開発を進めている。また、中小企業など多数の企業の課

題解決や人材を育成するための「ものづくり支援」ツールの開発と普及を進めている。 

希少資源の使用量削減に関して、貴金属触媒を使用しないマイクロ固体酸化物形燃料電池等を

実現しており、資源的制約に対する挑戦で大きな成果を得たことは高く評価できる。一方、「デザ

イン・ブレイン・マッピングツール」については、新しい顧客価値のある新製品作りに役立つツー

ルとして改良することが望まれる。 

今後も、迅速に産業界等のニーズ変化や関連技術の進歩の状況を把握し、ロードマップの方向

性、研究の優先順位を見直すなどの柔軟な対応が望まれる。中長期的な視点では、国内企業の海

外展開も考慮してグローバルな成果の普及についても検討が必要となるものと思われる。また、

技術伝承の観点から、知識を頭で理解するだけでなく身についたものとするプロセスや人材育成

支援の重要性も高い。 

 

サステナブルマテリアルＲＩ 

材料から素材、部材にわたる技術開発によって、社会の持続的発展を可能とする産業技術の確

立に貢献することをミッションとし、レアメタル等金属の省使用・代替材料の開発、省資源型環境

改善建築部材の開発、及び、軽量合金による輸送機器の軽量化材料技術の開発を行っている。 

レアメタル代替材料に関しては、多くの技術課題について開発目標をほぼ達成して実用化レベ

ルに達しており、サマリウム鉄系磁石の開発など、顕著な成果が挙がっている。建築部材では、

合金多層膜からなるガスクロミック型調光ミラーで高い繰り返し耐性を実証するなどの成果を挙

げている。軽量合金については、マグネシウム合金の材料構造設計、プロセス技術、解析技術、

加工技術など、多様な要素技術が体系的に蓄積されており、対外的優位性を確立している。 

ただし、こうした成果が必ずしも産業化に直結していない現状もあることから、今後は、資源

や素材に関する国際的環境の急激な変化に対応しながら、絶えずシナリオ・ロードマップの見直し

を柔軟に行うとともに、社会・産業界との連携をさらに深め、より最終ユーザーを考えた技術開発

の方向に持っていくことや、それを担う実行力ある人材の育成が望まれる。 
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ナノシステムＲＩ 

ナノ材料の開発を進めるとともに、各種シミュレーション技術に基づく機能予測やナノ構造体

製造プロセスの最適化を行っている。またナノ構造体の特徴を活かしたデバイスの研究開発を進

めている。 

光による可逆的な反応に基づく再利用可能な材料開発、有機電界発光素子、微細な溝に閉じ込

めた液晶の新たな配向構造の発見、球体錯体の形成過程の解明など世界トップレベルの成果と特

許などが高く評価される。また、ＬＥＤ高効率光取出し技術、ナノギャップ不揮発メモリ技術、用

途別ＣＮＴ分離技術など革新的な独自技術を開発した。プルシアンブルー型ナノ粒子を応用したセ

シウム汚染物回収プロセス技術の開発は既に実証試験にも成功している。ナノリスク評価技術で

は、国際標準化を視野に入れて進めている点が評価される。 

一方、ナノ材料に関する理論・シミュレーションなどによる「テクノロジーブリッジ」の成功事

例については、より広く認知される努力が求められる。また、応用の出口に近づいている研究課

題については、集中投資や適切な企業とのマッチング促進などにより、研究者が先端研究に集中

できる環境づくりが求められる。「ＮＲＩイノベーションオフィス」はこの研究部門独自の取り組み

で、成果の事前発掘や産業界へのアウトリーチなど細やかな活動が今後も期待される。 

 

ナノチューブ応用ＲＣ 

ナノチューブ構造体による新産業創出とナノチューブ材料の総合研究拠点の形成を目標に、ＣＮ

Ｔの実用化・産業化・標準化技術、ＣＮＴと有機ナノチューブ（有機ＮＴ）からなるナノチューブ融合

材料の創製・産業化技術、グラフェン系ナノ材料技術、及び、世界最高性能計測・分析技術の研究

開発を進めている。 

「スーパーグロース法」による単層ＣＮＴ量産技術の実現やＣＮＴ複合材料の開発、マイクロ波プ

ラズマＣＶＤ法による低温合成グラフェン膜の高品質化など、技術研究組合との共同により産業化

に向けた開発で多くの優れた成果を挙げるとともに、「ｅＤＩＰＳ法」による単層ＣＮＴ合成での反応機

構の解明、ペリレン分子内包ＣＮＴによるイメージングプローブの開発、抗癌剤等の薬剤の徐放機

能をもつ有機ＮＴの開発、世界最高の波長比空間分解能をもつ超高性能透過型電子顕微鏡の開発な

ど、ナノチューブ材料に関わる基盤的・基礎的な成果を挙げ、世界的な優位性を保持しており、高

く評価される。 

今後は、ＣＮＴの事業化を目指す企業群に対して、実用化時に想定される技術的課題を解決する

指針を提示するなどの役割を担うとともに、産総研独自の新しい用途開発の提案と実証も求めら

れる。 

 

 

 

 

 

 

- 186 -



第４章 
 

‐187 ‐ 

４‐２‐５ 計測・計量標準分野 

 

計測・計量標準分野では、産業の基礎である計測の信頼性を担保する最高精度の国家標準を開

発・維持・供給するとともに、技術イノベーションを支える先端的な計測・分析機器の研究開発、も

のづくりと生産性向上に必要な計測技術の開発、及び知的基盤としてのデータベースの構築を担

っている。このため、国家標準とそのトレーサビリティの信頼性を、メートル条約及び国際法定

計量機関を設立する条約のもと、世界全体で共有するための技術開発とシステムの維持を国に代

わって実施するとともに、計測・分析技術に関する基礎研究から課題解決型の技術開発に至る幅広

い研究開発を、分野全体として系統的に進めている。 

 

今年度は、２研究部門（計測標準ＲＩ、計測フロンティアＲＩ）の研究ユニット評価を実施した。ま

た、１研究センター（生産計測技術ＲＣ）については評価委員意見交換を実施した。 

 

計測技術は本質的に分野横断的な性格が強く、これまでも産総研内外の他の技術分野と連携し

つつ研究開発を進めてきた。今後もこの動きをさらに推進するとともに、産総研全体として取り

組みの強化が図られている国際標準化や国際規格の策定、国際基準認証システムの構築などに関

する活動についても、中核的な役割を担っていくことが期待される。 

 

計測標準ＲＩ 

日本の経済活動を国際市場で円滑に発展させ、産業競争力を維持・強化し、グリーン・イノベー

ション及びライフ・イノベーションの実現に貢献するため、計量の標準の設定・維持・供給、計量器

の検定・検査、計量標準に係わる研究・開発、及びこれらに関連する業務、並びに計量に関する教

習などを、日本を代表する計量機関として、その責務を果たしている。 

産業界のニーズと国家戦略に沿った計量標準整備の新たな方向を提示し、それに沿って６００種

の基盤的な国家計量標準を、世界的に見て遜色のないレベルに整備している。また、民間校正事

業者や地方自治体の関係機関との密接な連携と役割分担により、着実な標準の供給を実施してい

る。利便性の高い標準として、小型のリアルタイム電気標準器、及び定量ＮＭＲ法により一つの標

準物質から多物質の校正を可能にするなどの実用的な技術開発も進めている。さらに、次世代計

量標準に向けた挑戦的課題として、光格子時計やアボガドロプロジェクトなどの先端的研究にお

いても、世界をリードする成果が認められたことは高く評価される。 

今後、計量標準の開発により想定されるアウトカムの俯瞰的な検討とシナリオの明確化を行い、

産総研の戦略や知的基盤の整備計画に沿って、着実に日本の計量標準を維持・整備し、日本の製造

業の発展に貢献することが期待される。さらに、人々の日常生活の変化は著しく、特に東日本大

震災以降、安全安心に対する要求が高まっているため、社会インフラの維持と安全安心に資する

計量標準の切り口が求められる。 

 

計測フロンティアＲＩ 

基礎科学の成果として発見された物理化学現象等を活用して先端計測分析技術を開発し、これ

を分析技術として事業化可能なレベルまで仕上げる。また、開発した先端計測機器を共用公開し、

従来の市販装置では不可能な高度な計測分析をユーザーに提供することにより、新たな需要を開

拓し、日本の分析機器産業界に貢献する。 

これまでの成果として、超伝導のイオン検出器や質量分析装置、Ｘ線・テラヘルツ波を使った生

体イメージングなどは、分析装置として自立できるレベルに達しており、多数の論文成果発信や

学会から多くの受賞を得たことなどは評価される。また、陽電子ビームの大気中への取りだしに

成功した点は大きな進歩であり、今後の展開が期待される。さらに超高速分光計測よる次世代太

陽電池材料の解析・評価研究は時宜を得たテーマで、色素増感太陽電池の性能向上への有用な情報

を提供できる可能性のある技術として評価される。 

今後は、公開した計測技術だけでなく、コンソーシアム活動や機器公開を通じて異分野との情

報交換により新しいニーズをつかみ、挑戦的な研究課題にも取り組むことが期待される。また、
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技術の伝承等についても今後重要な問題となると予想されることから、人材育成についても対応

策を講じ、日本における先端計測・分析技術の中心的存在となることが期待される。 
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４‐２‐６ 地質分野 

 

地質分野は、安心・安全で持続可能な社会の実現に向けて、「地質の調査」ミッションを担う地

質調査総合センター（ＧＳＪ）として、長期的視点に立って日本及び周辺海域の地質学的研究を実

施し、信頼性の高い地質情報を知的基盤として整備している。そして、これらの知見を基盤とし

て、地震・火山等の地質災害の軽減に資する地質情報を提供するとともに、地圏環境の場と機能の

利用と保全及び地圏に存在する天然資源の持続的かつ安定的な供給を実現するための研究開発を

実施している。 

 

本分野では、３研究ユニット（地圏資源環境ＲＩ、地質情報ＲＩ、活断層・地震ＲＣ）が、深部地質環

境研究コア、地質調査情報センター、地質標本館との連携のもとＧＳＪとして活動している。今年

度は、２研究部門（地圏資源環境ＲＩ、地質情報ＲＩ）、１研究センター（活断層・地震ＲＣ）の研究ユ

ニット評価を実施した。 

 

本分野では、「地質の調査」ミッションにかかる課題について長期的な視点から研究開発を続け

ている。さらに東日本大震災の復興に関連して、津波堆積物、地下水流動、地盤・液状化調査など

について成果を挙げており、福島新拠点における地熱資源や地中熱利用に関する研究体制の整備

を進めた。今後、活動的島弧である日本の地質学的な特徴を理解し、防災に強い安全・安心な社会

構築に貢献するため、社会への迅速かつ有効な地質情報の提供をさらに推進することが望まれる。 

 

地圏資源環境ＲＩ 

社会生活の改善と向上を図り人類の持続可能な発展に貢献するため、地圏環境の場と機能の利

用と保全及び地圏に存在する天然資源の持続的かつ安定的な供給の実現に向けた研究開発と知的

基盤整備を行っている。そのなかで、地質分野における基盤的研究に基づいて、主として国の政

策に対応した研究開発を行い、他分野との融合研究を推進している。 

ユニット戦略課題として、土壌汚染評価、二酸化炭素地中貯留評価、高レベル放射性廃棄物の

地層処分にかかる評価、鉱物・燃料資源ポテンシャル評価、地下水・地熱資源ポテンシャル評価に

関する技術開発などを実施し、中立的な立場から中長期的国策プロジェクトへの参画や各機関と

の連携を図っている。成果として、地圏環境リスク評価システムであるＧＥＲＡＳ-３は標準的な手

法として認知され、民間事業所におけるリスク管理への利用が進んでいる。レアメタルなどの資

源評価や採取技術の開発も進めており、論文の公表も顕著である。また、全国堆積層データベー

ス、地熱資源情報データベース、鉱物資源図、燃料資源図など、多岐にわたる情報を社会に公表

しており、ホームページを通じて利便性を向上させている。国際活動については、ＣＣＯＰ（東・東

南アジア地球科学計画調整委員会）等を通じて、東・東南アジア地域の水資源、地熱資源、鉱物資

源等の地球科学情報のとりまとめに貢献している。 

今後、多様な専門分野の研究者を擁する中立研究機関のメリットを活かして異分野との連携を

強化し、新たな技術開発の展開が期待される。また、共同研究などの海外との連携及び対象地域

の拡大によって国際競争力を増強し、日本発の技術が国内のみならず海外での資源開発や環境保

全に貢献することが望まれる。さらに福島新拠点における地熱・地中熱の開発システムに向けた展

開が期待される。 

 

地質情報ＲＩ 

日本の国土及び周辺海域を対象として地質学的な実態を明らかにし、科学的根拠に基づいて地

球の過去・現在を知り、最新の地質情報を国の知的基盤として整備するため、陸域・海域の地質調

査及び地球科学基本図の高精度化、衛星画像情報及び地質情報の統合化、陸域の鉱物資源のポテ

ンシャル評価、放射性廃棄物地層処分の安全規制の支援研究、そして火山噴火推移予測の高度化

に関する研究開発を実施している。 

これまで、地質の調査を行う日本で唯一のナショナルセンターとして地質調査を着実に行い、

その成果を各種地質図・地球科学図などの図面類として公表し、データベースの整備と更新も随時
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行っている。特に２０万分の１の地質図の全国完備及び５万分の１地質図幅の作成は知的基盤として

最も重要であり、それを基にした２０万分の１シームレス地質図のウェブ公開では高速かつ選択表

示の高機能化を実現し、情報の統合化と利便性の向上を図ることができた。また、火山地質図作

成等の活火山や噴火現象に関する地質情報に関する知的基盤の構築を進めている点も、日本の防

災・減災に貢献するものとして評価される。さらに、国連大陸棚限界委員会において、日本の大陸

棚延伸認可に貢献したことも高く評価される。 

地質調査は産総研が国から託された業務の主要な柱であり、今後とも継続的な重点整備と、地

質分野全体の連携活動が必要である。また、ナショナルセンターとして大学や公設研などの他機

関との連携を図りつつ、人材育成にも積極的に貢献することが期待される。 

 

活断層・地震ＲＣ 

地震・津波災害の軽減という最終的なアウトカムに向けて、地質学から地球物理学、地震工学な

ど幅広い専門に基づいて、野外調査・観測で得られる情報から地震・津波を予測するためのモデル

の構築及びそのモデルの妥当性の野外調査での検証により、地震・津波の予測の信頼性向上を図っ

ている。 

地形・地質学と地球物理学の連携により過去の地震・津波の履歴・規模・メカニズムを解明し、将

来の地震・津波の発生場所・規模・時期を予測し、被害をできるだけ軽減するという目標を設定して

いる。地質調査を活かした研究手法は他機関に対して優位であり、研究シナリオでは調査・解析と

モデル構築をより的確にする相乗効果を図っている。成果としては、地下水観測網の充実とその

精度の高さにより、「ゆっくりすべり」などの新知見を明らかにし、国の地震調査委員会・地震防

災対策強化地域判定会等で重要な責務を果たしている。また、津波堆積物による巨大津波の研究

では、当研究センターは世界のトップに立っており、平成２３年東北地方太平洋沖地震により当研

究センターの津波堆積物調査の成果の有効性とこれまでの成果が改めて認識された。 

地震・津波予測を地形・地質からのアプローチにより科学的に研究することは公的研究機関とし

てきわめて重要な責務であるので、長期的な見通しをもったシナリオのもと、今後とも地形・地質・

地球物理・工学の研究者の融合・連携と、基礎から応用まで幅広い研究を統合的に継続することが

期待される。また、地震・活断層情報について自治体等や利用者へのニーズ調査を行い、当研究セ

ンターの成果を自治体の地域防災計画やハザードマップ作成に活かすことが望まれる。さらに、

自治体・公設研を通じて地域企業の情報共有を行い、安全科学研究部門や地質分野の他研究ユニッ

ト等との所内連携により企業継続計画（ＢＣＰ）に資する被害想定への取り組みも期待される。 
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４‐３ 中期計画の大分類等毎の評点分布 

 
本節では、前章におけるユニット戦略課題と第３期中期計画項目との対応関係をもとに、第３期

中期計画の大分類等毎における、研究ユニットの研究開発との対応、及び評点の頻度分布を示す。 
第３期中期計画の項目と研究ユニットとの対応関係を示すと、表４‐３‐１のとおりである。本表で

は、第３期中期計画期間の平成２２年度、平成２３年度及び平成２４年度の場合について示している。

平成２２年度は、第３期中期計画期間の最初の年度であり、新設及び再編の研究ユニットについて

は評点付けを行わなかった。それに対して、平成２３年度及び平成２４年度は、研究ユニット評価委

員会を開催した全ての研究ユニットについて評点を得ている。 
研究ユニットの研究開発と大分類等の中期計画項目の対応関係には、研究分野による違いがあ

り、環境・エネルギー分野では、多くの研究ユニットが主に「大分類Ⅰ：グリーン・イノベーション

を実現するための研究開発の推進」に対応している。ライフサイエンス分野では、いずれの研究

ユニットも「大分類Ⅱ：ライフ・イノベーションを実現するための研究開発の推進」に対応する研

究開発を行い、「大分類Ⅰ」に対応する課題も比較的多く含まれる。情報通信・エレクトロニクス

分野では、別表１の大分類の広い範囲にわたっている。ナノテクノロジー・材料・製造分野では、「大

分類Ⅰ」と「大分類Ⅲ：他国の追従を許さない先端的技術開発の推進」が比較的多い。計測・計量

標準分野では、計測標準研究部門が「別表３：計量の標準」に対応しており、その他の研究ユニッ

トは、「大分類Ⅳ：イノベーションの実現を支える計測技術の開発、評価基盤の整備」に対応して

いる。地質分野では、主に「別表２：地質の調査」に対応し、「大分類Ⅰ」に対応するものも含む。 
 

表４‐３‐１ 第３期中期計画と担当研究ユニットとの対応 
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各ユニット戦略課題の評点をもとに、第３期中期計画項目の別表１の大分類、別表２及び別表３

毎の評点分布を示すと、図４‐３‐１のとおりである。ユニット戦略課題が複数の大分類等に跨がる

場合には、いずれかの大分類等に分類した。 
前述のように、平成２３年度及び平成２４年度の評価では、評価委員会を開催したいずれの研究ユ

ニットでも評点を付している。この２年間の評価結果を合わせたものは、第３期中期計画の項目を

ほぼ網羅している。 
この２年間を合わせた結果では、各大分類等における評点分布は、「大分類Ⅲ」及び「大分類Ⅳ」

が４．０〜４．５の頻度が最も高く、「大分類Ⅰ」、「大分類Ⅱ」及び別表２では３．５〜４．０の頻度が最

も高くなっている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４‐３‐１ ユニット戦略課題評点の第３期中期計画の大分類等毎の分布 
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別表１：鉱工業の科学技術  

  　  Ⅰ：グリーン・イノベーションを実現するための研究開発の推進  

  　  Ⅱ：ライフ・イノベ－ションを実現するための研究開発の推進  

  　  Ⅲ：他国の追従を許さない先端的技術開発の推進  
　    Ⅳ：イノベーションの実現を支える計測技術の開発、評価基盤の整備  
別表２：地質の調査（地質情報の整備による産業技術基盤、社会安全基盤の確保）  
別表３：計量の標準（計量標準の設定・供給による産業技術基盤、社会安全基盤の確保）  
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４‐４ 中期計画の大分類等毎の主な評価結果 

 

 本節では、本年度の評価結果について、第３期中期計画項目の別表１の大分類、別表２及び別表３

の大分類等毎に評価結果の主な内容を示す。 

 

（１） ｢Ⅰ グリーン・イノベーションを実現するための研究開発の推進｣ 

 

本年度の評価対象には、｢再生可能エネルギーの導入拡大技術の開発｣、｢省エネルギーによる低

炭素化技術の開発｣、｢資源の確保と高度利用技術の開発｣、｢グリーン・イノベーションの核とな

る材料、デバイスの開発｣、｢産業の環境負荷低減技術の開発｣及び｢持続発展可能な社会に向けた

エネルギー評価技術、安全性評価及び管理技術並びに環境計測及び評価技術の開発｣がある。これ

らの大項目における主な評価の結果は次の通りである。 

 

・ 太陽光発電の効率・信頼性向上、多様な再生可能エネルギーの有効利用、及びそれらを含むエ

ネルギーマネジメントシステム等の研究開発では、スマートグリットの構築に関する通信技術に

ついて構成機器の小型化かつ低コスト化等の着実な成果を挙げていること、太陽電池性能評価と

基準セル構成技術について世界最高の水準であり内外の研究開発の促進に大きく貢献している

こと、及び地熱資源の資源評価技術等について技術的優位性が保たれ社会ニーズに迅速に対応し

ていること等が高く評価されている。なお、革新的太陽電池の技術開発について重点化すべき

テーマを明確にしてより一層多様なアプローチを進めることが求められている。 

・ 運輸システム、住宅・ビル・工場、及び情報通信の省エネルギー技術の研究開発では、燃料電池

車及び水素ステーション用高圧水素容器開発に関して水素構造材料等のデータベースの構築と

利用を進めたこと、高エネルギー密度電池デバイスの研究について高密度化（高容量化）・高信

頼性化に加え空気電池やイオウ系正極材料など次世代技術に取り組んだこと、及び固体酸化物形

燃料電池の研究開発について劣化機構解明・信頼性向上・高耐久化に関する着実な成果を挙げた

こと等、多くの研究開発が高く評価されている。なお、省資源の建築部材に関する研究開発では、

最終ユーザ企業との関係構築をより一層進めることが求められている。 

・ バイオマスの利用拡大、化石資源の開発技術と高度利用技術、資源の有効利用技術及び代替技

術では、メタンハイドレート資源生産技術の開発について生産性向上のための技術開発が適切で

実施の段階に達したこと、レアメタル等金属の省使用・代替材料の開発について重要なレアメタ

ルをカバーするとともに世界トップレベルの実用化技術の開発に成功していること、及び化学物

質間のリスク（代替物質のリスク等）のトレードオフを考慮したリスク管理手法等の研究につい

てその手法開発がリスク評価の強力な支援ツールであることなど、多くの研究開発が高く評価さ

れている。 

・ ナノレベルで機能発現する材料・多機能部材、ナノチューブ・炭素系材料の量産化技術と応用

の研究開発では、用途開発を加速化するための単層ＣＮＴ量産技術の実現と単層ＣＮＴを利用した

複合材料の開発等の数多くの成果を挙げ特に高く評価されている。また、高付加価値ナノ粒子の

研究開発についてプルシアンブルー型ナノ粒子を応用したＣｓ汚染物回収技術が実証試験に成功

し、緊急性に応えた集中的な取り組みとして高く評価されている。 

・ 製造技術の低コスト化・高効率化・低環境負荷、グリーンサステナブルケミストリー、バイオプ

ロセス活用による高効率な高品質物質の生産技術、及び環境負荷低減・修復技術の研究開発では、

遺伝子組換え植物・微生物等による有用物質生産技術の研究開発において閉鎖型遺伝子組換え植

物工場での植物栽培方法の確立等が特に高く評価されている。また希少資源の使用量削減に関す

る貴金属触媒を使用しないマイクロ固体酸化物燃料電池等の実現、及び化学材料の耐久性等共通

基盤的な研究開発の実施が高く評価されている。一方、製造分野における製品設計・概念設計支

援技術の開発では技術を多くの事例に適用し問題点を洗い出して改良をする必要性があること

等が指摘されている。 

・ 革新的なエネルギーシステムの分析・評価、持続発展可能な社会と産業システムの分析、先端科
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学技術のイノベーションを支える安全性評価手法、産業保安のための安全性評価技術・安全管理

技術、及び環境の計測技術・生体及び環境の評価技術では、新規社会システムのライフサイクル

評価手法の研究についてカーボンフットプリント等のイベントリ・データの作成による実務面の

成果等、及び環境診断技術の開発について独創性の高い多様な先端研究が進められていること等

が比較的高く評価されている。 

 

（２） ｢Ⅱ ライフ・イノベ－ションを実現するための研究開発の推進｣ 

 

 本年度の評価対象には、｢先進的、総合的な創薬技術、医療技術の開発｣、｢健康な生き方を実現

する技術の開発｣及び｢生活安全のための技術開発｣が含まれる。これらの大項目における主な評価

結果は次の通りである。 

 

・ 細胞操作及び生体材料に関する技術の応用による医療支援技術、生体分子の機能分析及び解析

に関する技術及び情報処理と生物解析の連携による創薬支援技術や診断技術の研究開発では、タ

ンパク質機能解析に関する研究における高精度で再現性の高い汎用ヒト型ロボットの開発と新

規ｉＰＳ細胞誘導遺伝子の発見等が特に高く評価されている。また、人間生活製品・福祉・医療技術

の標準化の研究について多くの実証データを収集し、また高齢化社会等のニーズに適したテーマ

を設定していること、バイオマーカーの機能解析・同定等の研究開発について酸化ストレスや脳

疾患関連バイオマーカーなどの優れた成果を挙げていることが評価されている。なお、健康・疾

患に関連する細胞制御分子に関する研究開発では、アウトカムを創薬基盤技術とする以上、より

具体的な目標設定が必要であること等が指摘されている。 

・ 人の機能と活動の高度計測技術、生体情報に基づく健康状態の評価技術、及び健康の回復と健

康生活を実現する技術の研究開発では、健康リスク計測とリスクモニタリング技術の研究開発に

ついて開発されたマラリアなどの原虫感染症診断システムがフィールドでの実証研究の開始に

進む等の着実な進展がみられることなどから特に高く評価されている。一方、心身と適応能力の

向上に関する研究開発では、計測系の研究と心理学や行動科学の研究とのシナジー効果のより一

層の明確化が望まれている。 

・ ＩＴによる生活安全技術、及び生活支援ロボットの安全の確立の研究開発では、社会ニーズの高

いウイルスや細菌の高感度センシングについて実用化に向けた着実な進展と検出感度の飛躍的

向上等の成果を挙げ高く評価されている。 

 

（３） ｢Ⅲ 他国の追従を許さない先端的技術開発の推進｣ 

 

本年度の評価対象には、｢高度な情報通信社会を支えるデバイス、システム技術の開発｣及び｢情

報通信基盤を利用したサービス生産性の向上と新サービスの創出への貢献｣がある。これらの大項

目における主な評価の結果は次の通りである。 

 

・ デバイスの高機能化と高付加価値化技術、及びＩＴ活用によるシステムの高効率化及び高機能化

の研究開発では、超伝導体、強相関酸化物等の革新的な機能材料と極限的な省エネルギーデバイ

ス技術の新原理エレクトロニクスの研究開発について、学術的に世界トップレベルの先端研究で

あり着実な成果を挙げていることから高く評価されている。一方、ＩＴを活用した製造の省力化等

の研究開発についてシミュレータの計算結果と実機のセンサー情報との比較・評価の方法の明確

化等が求められている。 

・ 科学的手法に基づくサービス生産性の向上、サービスの省力化のためのロボット化（機械化）

技術、技術融合による新サービスの創出、及び情報基盤における安全性や信頼性の確立の研究開

発では、コンテンツサービス創出・利活用技術の研究開発についてコンテンツサービスのイノ

ベーションに資する新たな利用者価値パラダイムの創出を目的とした世界のトップを走る研究

活動を進めているとして特に高く評価されている。また、安全なシステム開発技法の研究開発に
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ついて、支援ツールによるシステムテストの自動生成などの適用実験等を企業と共同で進め着実

に成果を挙げていること等が評価されている。一方、安全な個人データ利活用技術の研究開発で

は、個人データの信ぴょう性の保証方法などの公的な問題に関わる課題設定の必要性が指摘され

ている。 

 

（４） ｢Ⅳ イノベーションの実現を支える計測技術の開発、評価基盤の整備｣ 

 

本年度の評価対象には、｢技術革新、生産性向上及び産業の安全基盤の確立のための計測基盤技

術｣及び「知的基盤としてのデータベースの構築と活用｣がある。これらの大項目における主な評

価の結果は次の通り。 

 

・ 産業や社会に発展をもたらす先端計測技術、解析技術及び評価基盤技術、並びに先端計測技術

及び分析機器の開発では、有機・生体関連ナノ物質の状態計測技術の研究開発について超伝導の

イオン検出器やＸ線・テラヘルツ波を使ったイメージングなど分析装置として自立できるレベル

に達していること等が、また世界最高性能計測・分析技術の研究開発ではソフトマターの原子レ

ベルの直接観察を目指した超高感度・高分解能透過型電子顕微鏡の開発を進め世界最高分解能の

開発に成功していること等が高く評価されている。 

・ 社会の持続的な発展を支援するデータベースでは、物質の分析・評価技術の開発と標準化の研究

開発について基礎固体物性に関わる特徴的な各種データベースの整備が着実に進展し各方面で

有効活用されていること等が評価されている。 

 

（５） ｢別表２ 地質の調査（地質情報の整備による産業技術基盤、社会安全基盤の確保）｣ 

 

本年度の評価対象には、｢国土及び周辺域の地質基盤情報の整備と利用拡大｣、｢地圏の環境と資

源に係る評価技術の開発｣、「地質災害の将来予測と評価技術の開発｣がある。これらの大項目にお

ける主な評価結果は次の通りである。 

 

・ 陸域・海域の地質調査及び地球科学基本図の高精度化、都市域及び沿岸域の地質調査研究と地質

情報及び環境情報の整備、並びに衛星画像情報及び地質情報の統合化と利用拡大では、陸域・海

域の地質調査及び地球科学基本図の高精度化について、限られたリソースの中でかつ東日本大震

災で被災しながらも、陸域・海域・沿岸域の各種地質図・地球科学図を計画通り着実に整備・出版す

るとともに用途を明確にして体系的整備が行われていること、衛星画像情報及び地質情報の統合

化について地質情報を専門家以外にも分かりやすい形で公開しその社会認識の向上に大きく貢

献していること等が高く評価されている。 

・ 地圏の環境の保全と利用のための評価技術の開発、地圏の資源のポテンシャル評価、及び放射

性廃棄物処分の安全規制のための地質環境評価技術の開発では、土壌汚染評価技術の開発につい

て地圏環境リスク評価システムの民間事業所におけるリスク管理への利用が進んでいること等

が、また鉱物・燃料資源のポテンシャル評価の研究開発についてレアメタルなどの資源評価や採

取技術の開発を進めるとともに微生物研究が枯渇油田の再生に貢献する可能性を示したことな

どが評価されている。 

・ 活断層調査、地震観測等による地震予測の高精度化、及び火山噴火推移予測の高精度化の研究

開発では、津波堆積物による巨大津波の研究について平成２３年東北地方太平洋沖地震によりそ

の調査の有効性とこれまでの成果が改めて認識され、特に高く評価されている。 

 

（６） ｢別表３ 計量の標準（計量標準の設定・供給による産業技術基盤・社会安全基盤の確保）｣ 

 

本年度の評価対象には、｢新たな国家計量標準の整備｣、｢国家計量標準の高度化｣、｢法定計量業

務の実施と関連する工業標準化の推進｣がある。これらの大項目における主な評価結果は次の通り

である。 
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・ グリーン・イノベーションの実現を支える計量標準の整備、ライフ・イノベーションの実現を支

える計量標準の整備、及び産業の国際展開を支える計量標準の整備では、ライフ・イノベーショ

ンを支える計量標準の研究開発について、医療用リニアックやマンモグラフィーの線量標準、超

音波パワー計測、臨床用標準物質及び食品の安全性確保に関する標準物質についての高い開発技

術レベルと福島の原発事故対応などの社会ニーズへの素早い対応等が評価されている。 

・ 国家計量標準の維持・供給、高度化・合理化では、標準の高度化と次世代標準の開発について、

利便性の高い標準として一つの標準物質によって多種類物質の校正を行うことや、次世代計量標

準に係る光格子時計などの研究開発が国際的なステータスを得つつあるとして特に高く評価さ

れている。 

・ 法定計量業務の実施と法定計量政策の支援、適合性評価技術の開発と工業標準化への取り組み

では、法定計量と関連する工業標準化の推進について、品質管理システムを確立して新規技術に

関する国際標準化は欧米なみの水準に達していることや国内の意見を反映させた国際標準の制

定にも貢献していること等が高く評価されている。 
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４‐５ 主な成果例 
 

本節では、今年度の評価結果等における主な成果について、第３期中期計画項目の別表１の大分

類、別表２及び別表３に区分して示す。 
 
（１） ｢Ⅰ グリーン・イノベーションを実現するための研究開発の推進｣ 

テーマ名 概   要 研究ユニット名

太陽光発電の共通基盤技

術の戦略的標準化 

～太陽電池性能評価技術

の開発～ 

太陽電池の性能評価を高精度化するために、温度・

照度補正や分光感度測定技術を開発した。国内コン

ソーシアムに加えて、欧米やアジアとの連携により、

各種新型太陽電池の性能評価で有効性を確認した。

これらはＩＥＣ ６０８９１等として国際標準化されてお

り、太陽電池の発電量評価や高信頼性化に役立つも

のである。 

太陽光発電工学

ＲＣ 
Ⅰ‐１‐（１）‐① 

Ⅳ-３-（１）-② 

高効率エネルギーマネジ

メントシステム技術に関

する研究 

～ダイヤモンドパワーデ

バイス開発～ 

ダイヤモンドを電子放出源としたＰＩＮ接合ダイオー

ドを製作し、高耐圧の真空パワースイッチとして１０

ｋＶで動作することを実証した。これまでの種々のパ

ワーデバイス開発に加えて、ＳｉＣを凌駕する世界最

高水準の超高耐圧小型パワースイッチの実用化に道

を開いた。 

エネルギー技術

ＲＩ 
Ⅰ-１-（３）-① 

Ⅰ-２-（２）-① 

高エネルギー密度蓄電デ

バイスの研究 

～低コスト・低資源負荷の

コバルトフリー正電極材

料の開発～ 

コバルトフリーの正電極材料として、鉄マンガン系

酸化物正電極材料があるが、放電電圧が低くサイク

ル寿命も短かった。鉄等の一部をニッケルで置換す

るなど改良することによって、初期放電電圧３．５Ｖ、

初期放電容量２５０ｍＡｈ/ｇと、既存の世界最高水準の

コバルト系材料に匹敵する性能を達成した。 

ユビキタスエネ

ルギーＲＩ 
Ⅰ-２-（１）-① 

Ⅳ-１-（１）-④ 

高圧水素物性及び水素と

材料の相互作用に関する

研究 

～高圧水素用構造材料特

性データベースの構築～ 

１２０ＭＰａ高圧水素疲労試験機等を用いて、各種構造

材料の水素中における疲労強度、疲労破面、水素拡

散速度、固溶度等を調べ、５０種類の水素構造材料

データベースに取りまとめた。２００部以上が企業・

学協会等に提供され、燃料電池自動車の市場導入を

目指した技術開発や規制見直し作業を支えている。 

水素材料先端科

学ＲＣ 
Ⅰ-２-（１）-② 

市街地移動システム技術

の開発 

～つくばモビリティロ

ボット実験特区での公道

走行実験～ 

高齢社会に貢献する移動支援ロボット（自律走行車

いす）は、ＧＰＳに頼らず屋内等でも使用可能なレー

ザーレンジファインダにより大規模３次元環境地図

を自動生成し高精度走行が可能なもので、走行精度

２０ｃｍを達成した。つくばモビリティロボット実験

特区で公道走行実験を行い、移動支援サービスへの

活用を実証中である。 

知能システムＲＩ 
Ⅰ-２-（１）-⑤ 

次世代高効率分散電源技

術 

～固体酸化物形燃料電池

（ＳＯＦＣ）の信頼性向上・

高耐久化技術～ 

空気極での不純物濃度測定等により、ＳＯＦＣの劣化

機構を解明し、セル・スタック製造会社に対策を提

言した。信頼性向上、高耐久化に関して着実な成果

を挙げ、４万時間で性能低下１０％未満という目標を

ほぼ達成した。家庭用燃料電池システムなど、世界

に先駆けた商品化を支える基盤技術としてアウトカ

ムに貢献した。 

エネルギー技術

ＲＩ 
Ⅰ-２-（２）-② 

シリコンナノデバイスの

研究開発 

～特性ばらつきが世界最

小のＦｉｎＦＥＴを実現～ 

ＦｉｎＦＥＴ（フィン型マルチゲート電界効果型トランジ

スタ）の開発において、物性ばらつきが少ない非晶

質金属ゲート電極材料を開発し、これまで報告され

た中で世界最小の特性ばらつきを達成した。１４ｎｍ

世代以降の集積回路の性能と歩留まりの向上、消費

ナノエレクトロ

ニクスＲＩ 
Ⅰ-２-（３）-① 
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電力低減への貢献が期待される。 

ネットワークサブシステ

ムに関する研究開発 

～超高速光ＬＡＮ上での

スーパーハイビジョン配

信実験の実証～ 

高速低電力の１６０Ｇｂｐｓ光ＬＡＮ-ＳＡＮシステムを構

築し、２チャンネルの非圧縮スーパーハイビジョン

信号の配信実験に世界で初めて成功した。今後、光

パスネットワークのフィールド実証への展開が期待

される。 

ネットワークフ

ォトニクスＲＣ 
Ⅰ-２-（３）-③ 

Ⅲ-１-（１）-③ 

再生可能資源を利用する

材料・プロセス技術 

～バイオアルコールから

の基幹物質製造技術～ 

セルロース系エタノールから、基幹化学原料である

プロピレンを製造する酸化物系触媒を開発するとと

もに、０．１ｔ/ｄのベンチプラントを建設し、収率４０

％での稼働を成功させた。バイオ法と化学法の組合

せにより、バイオプロセスに特徴的な光学活性品の

製造にも可能性を示している。 

環境化学技術ＲＩ 
Ⅰ-３-（１）-① 

腸内共生細菌による宿主

昆虫の農薬耐性形質獲得 

～昆虫の形質獲得に関す

る新発見及び産業応用へ

の可能性～ 

農薬分解能力のある環境中の細菌が、農業害虫とし

て知られているカメムシ類の腸内に取り込まれて共

生細菌となり、それが宿主昆虫に農薬耐性能力を賦

与する可能性を証明した。殺虫剤耐性は遺伝的に決

定されていると思われていた生物学の常識を覆すも

ので、新しい害虫駆除技術として応用できる可能性

を示唆する発見といえる。 

生物プロセスＲＩ 
Ⅰ-３-（１）-② 

Ⅰ-５-（３）-① 

 

レアメタル等金属の省使

用・代替材料の開発 

～ジスプロシウムを使わ

ない高性能な等方性焼結

磁石～ 

サマリウム-鉄-窒素系磁石粉末をパルス通電焼結法

により低温で高密度に焼結することにより、等方性

磁石として最高レベルの性能（最大エネルギー積  

１２９ｋＪ/ｍ３）をもつ磁石を開発した。今後、さらな

る性能向上により、高性能磁石分野におけるジスプ

ロシウム資源問題解決への貢献が期待される。 

サステナブルマ

テリアルＲＩ 
Ⅰ-３-（３）-② 

レアメタル等金属・化成品

の有効利用・リサイクル・

代替技術の開発 

～プリント基板からのタ

ンタルコンデンサの回収〜

プリント基板破砕物からタンタルコンデンサのみを

選択的に自動で回収する高精度気流選別技術を確立

し、これを核にした物理選別プロセス技術を開発し

た。このプロセスにより純度７０～９７％のタンタル

コンデンサを回収することに成功した。 

環境管理技術ＲＩ 
Ⅰ-３-（３）-② 

カーボンナノチューブの

実用化・産業化・標準化の

ための研究開発 

～単層ＣＮＴ量産化実証プ

ラントの開発と運用～ 

用途開発を加速化するため、スーパーグロース法を

用いた単層ＣＮＴ量産技術（０．６ｋｇ/日の生産量）の

実証プラントを実現するとともに、サンプル提供を

開始した。今後、実証プラントの運用実績を高めた

後、将来的には商業生産への移行が期待される。 

ナノチューブ応

用ＲＣ 
Ⅰ-４-（２）-① 

Ⅲ-２-（２）-① 

プリンタブルデバイス製

造技術の開発 

～世界最高性能のマイク

ロコンタクトプリント～ 

シリコーンゴム刷版を用いたマイクロコンタクトプ

リントにより、蛍光色素インクで０．５μｍ角ドット

アレイを作製し、自己組織化しないインクとしては

世界最高分解能を達成した。ディスプレイのバック

プレーン用薄膜トランジスタなどに要求される高精

細パターニングへの応用が期待される。 

フレキシブルエ

レクトロニクス

ＲＣ 
Ⅰ-５-（１）-① 

資源生産性を考慮したエ

ネルギー部材・モジュール

の製造技術の開発 

～低温域でのメタン燃料

の直接改質発電を世界で

初めて実証～ 

メタンなどの炭化水素燃料を直接改質して利用でき

る機能性触媒層（貴金属を用いない）を付加した電

極技術を開発し、４５０～６５０℃の低温域でのメタン

直接改質発電を世界で初めて実証した。本技術によ

り、既存実用セルの２倍の２Ｗ/ｃｍ３（６００℃）の高

集積化が実現された。 

先進製造プロセ

スＲＩ 
Ⅰ-５-（１）-③ 

植物工場における物質生

産技術 

～遺伝子組換え植物と植

物工場を用いた医薬品製

造に向けて～ 

遺伝子組換え植物の栽培及び収穫した植物からの原

料精製の全工程を同一施設内で行う密閉型遺伝子組

換え植物工場システムの開発を進めている。薬事法

に対応したインターフェロンなどの医薬品原材料生

産プロセスを確立し、その安全性・コスト性の実証研

究を行った。現在申請中の製造薬承認申請が認可さ

生物プロセスＲＩ 
Ⅰ-５-（３）-③ 
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れれば、世界初の遺伝子組換え植物由来の医薬品製

造技術として新産業の創出に繋がる。 

有害物質の迅速検出法の

開発 

～水中の全有機炭素及び

重金属オンサイトモニタ

リング技術の開発～ 

有害・高価な試薬を必要としない、無試薬光反応を

利用した前処理技術を開発し、有機態炭素、ヒ素、

セレンを無試薬で、約１分間で無機化に成功し、淡

水中の全有機炭素測定に十分適用可能なことを示し

た。 

環境管理技術ＲＩ 
Ⅰ-６-（３）-① 

Ⅰ-６-（６）-① 

 
 
（２） ｢Ⅱ ライフ・イノベ－ションを実現するための研究開発の推進｣ 

テーマ名 概   要 研究ユニット名

安全で負担の少ない医療

機器技術、医療高度化の支

援技術の開発 

～第三世代生体材料の本

格研究の展開とＴＲ戦略～

これまでに確立した血液ポンプ設計評価技術と第三

世代生体材料（組織誘導性生体材料）技術を組み合

わせて血栓のできにくいバイオライズドポンプ（人

工補助心臓）を開発し、ポンプ単体で既存のものよ

り優れた溶血特性を持つことを確認した。これは抗

血栓性を持たせるためにポンプ内に血管内皮細胞を

固定したもので、９０日の連続運転による耐久性試験

をクリアした。 

ヒューマンライ

フテクノロジー

ＲＩ 
Ⅱ-１-（１）-② 

Ⅱ-２-（３）-① 

人間生活製品、福祉、医療

技術の標準化研究 

～医療機器の開発ガイド

ラインと審査ガイドライ

ン策定への寄与～ 

医療機器産業の育成・新規参入、国際競争力の強化の

ためには、円滑な開発と効率的な薬事申請、迅速な

薬事審査が必要なので、経済産業省、厚生労働省の

連携によるガイドライン策定作業に寄与し、この２

年間に開発ガイドライン８品目、評価ガイドライン６

品目の策定に寄与し、薬事承認の迅速化に貢献した。 

ヒューマンライ

フテクノロジー

ＲＩ 
Ⅱ-１-（１）-③ 

Ⅱ-２-（１）-② 

Ⅳ-３-（１）-③ 

医療機器開発に資する先

端技術の開発と実用化に

向けた基盤整備 

～大気圧電子顕微鏡の開

発～ 

開放環境で液中試料が観察できる大気圧走査電子顕

微鏡（ＡＳＥＭ）の改良を行うとともに、そのアプリ

ケーション開発に向けて観察例の蓄積を進めた。そ

の過程で、１μｍ以下のタンパク質微結晶を観察する

ことに成功した。また、マイコプラズマを免疫電顕

法によりラベルし、水溶液中でそのまま同定するこ

とにも成功した。 

バイオメディカ

ルＲＩ 
Ⅱ-１-（１）-③ 

ナノテクノロジーと融合

した生体分子の計測、解析

技術の開発と標準化 

～新規セルソーターシス

テムの開発～ 

４インチのシリコンウエハに対して、光リソグラ

フィーとドライエッチングよって、１０ｍｍ角あたり

におよそ１万～４万本の、直径３３０ｎｍ、長さ１１μｍ

のナノニードルを配列したアレイ作製に成功した。

また、ピエゾモーターによる動作装置を作製し、ナ

ノニードルを用いた細胞操作システムを完成した。 

バイオメディカ

ルＲＩ 
Ⅱ-１-（２）-① 

汎用ヒト型ロボットシス

テムの開発 

～高精度・再現性・汎用化

の実現～ 

通常の研究環境で用いる道具・機器類を使い、また

人の微妙な動きを精密に再現することのできる双腕

ロボットを民間企業との共同研究で開発し製品化し

た。高い精度と再現性を達成し、煩雑なサンプル処

理の自動化を可能にする世界初のヒト型ロボットシ

ステムである。今後、ライフサイエンス分野を始め

として広く産業利用が期待される。 

バイオメディシ

ナル情報ＲＣ 
Ⅱ-１-（２）-① 
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有用生体分子の構造、機能

解析に基づく創薬基盤技

術の構築、改良とその分子

の高度生産技術の開発 

～創薬標的候補分子の作

用機序解析～ 

ＲＮＡ関連タンパク質とＲＮＡの複合体の詳細な機能

構造解析を行い、ＲＮＡ合成、ＲＮＡ修飾反応の動的分

子機構を解明した。今後、発生、分化、癌化などに

関与するＲＮＡ合成、代謝分子装置の解析や、ＲＮＡプ

ロセス異常に起因する疾患等においてＲＮＡ代謝を制

御する新たな薬剤等の開発に貢献することが期待さ

れる。 

バイオメディカ

ルＲＩ 
Ⅱ-１-（２）-③ 

単一の機能性ＲＮＡによる

遺伝子発現調節機構の発

見 

～核内低分子ＲＮＡ及びそ

れと複合体を形成するタ

ンパク質の同定～ 

ＤＮＡと共に染色体を構成するヒストンというタンパ

ク質の遺伝子発現が、細胞核内のＵ７核内低分子 

ＲＮＡ（Ｕ７ＲＮＡ）によって、細胞内の状態に応じて促

進／抑制の両方向の発現調節を受けることを発見し

た。また、これと複合体を形成して制御機能を発揮

するタンパク質も高感度質量分析により同定した。

ＲＮＡ機能を利用した遺伝子発現調節技術など、創薬

開発への貢献が期待される。 

バイオメディシ

ナル情報ＲＣ 
Ⅱ-１-（３）-① 

映像の生体安全性に関す

る知的基盤構築・国際標準

化推進 

～ＩＳＯ/Ｉｍａｇｅ Ｓａｆｅｔｙ～ 

映像酔い、光感受性発作、立体視覚疲労等の映像が

生体に与える悪影響について、大規模な被験者デー

タを収集した。関連する業界や国内利害関係者の意

見を吸い上げ、安全で快適な映像デバイス設計に資

する国際標準化に向けた活動を主導している。 

ヒューマンライ

フテクノロジー

ＲＩ 
Ⅱ-２-（１）-② 

原虫感染症診断システム 

～細胞チップによる迅速

かつ高感度検出～ 

細胞の数と位置の制御及び単層配列が可能となるよ

うな細胞チップを開発した。これを用い、染色等に

より原虫などの感染症の診断を手軽に行うことがで

きる。企業との共同研究により、この細胞チップの

簡易型検出装置を開発し製品化した。その感度と判

定時間は既存の診断手法より遥かに優れており、Ｗ

ＨＯを始めとしてワールドワイドにアピールし、また

フィールドでの検証が進められている。 

健康工学ＲＩ 
Ⅱ-２-（２）-① 

生活習慣病の早期診断の

ためのマルチマーカー計

測システムの開発 

～産総研独自の酸化スト

レスマーカー～ 

糖尿病の早期診断に有効なバイオマーカー群の検証

を行い、産総研独自の酸化ストレスマーカーを得た。

マイクロ流体デバイス及びプラズモン高感度計測シ

ステムを組み合わせた装置を作製し、極微量の血液

から生活習慣病に関するマルチマーカーの検出が可

能なシステムを開発した。 

健康工学ＲＩ 
Ⅱ-２-（２）-② 

高感度センシング 

～スマートデバイスで操

作できる超小型バイオセ

ンシングシステムを開発

～ 

高効率に局在プラズモンを発生できる「フジツボ型」

サブ波長構造を発見し、それを利用してタンパク質

やホルモンなどの生体物質を高感度に検出できるバ

イオセンサーチップを作製し、手のひらサイズの光

学計測器と操作端末（スマートデバイス）を組み合

わせたシステムを開発した。臨床現場でのポイント

オブケア検査や在宅診断への展開が期待される。 

電子光技術ＲＩ 
Ⅱ-３-（１）-① 
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（３） ｢Ⅲ 他国の追従を許さない先端的技術開発の推進｣ 

テーマ名 概   要 研究ユニット名

サービス利用者・提供者の

行動理解のための視線計

測と屋内測位の統合 

～要素技術の統合による

サービス生産性向上の実

証～ 

現場で効率よく行動計測を実施可能な小型軽量の計

測装置を開発し、屋内インタラクティブモデリング

技術や業務分析支援技術など他の要素技術と統合し

て、実際のサービス現場に適用し、売上向上などに

寄与することが実証された。また実施例の蓄積も順

調に進んでいる。 

サービス工学ＲＣ
Ⅲ-３-（１）-① 

コンテンツサービス創出・

利活用技術 

～能動的音楽鑑賞サービ

ス「Ｓｏｎｇｌｅ」の一般公開

～ 

インターネット上の楽曲の中身を自動解析する音楽

鑑賞システムを開発し、Ｗｅｂサービス「Ｓｏｎｇｌｅ」と

して一般公開する実証実験を開始した。ユーザーが

サービスの品質を向上できるユーザー貢献増幅型 

Ｗｅｂコンテンツ活用技術の一つとして、発展が期待

される。 

情報技術ＲＩ 
Ⅲ-３-（４）-① 

安全なシステム開発技法 

～関西地区での組込みシ

ステム産業に向けた産学

官連携ハブ機能の構築～ 

検証クラスター「さつき」による組込みシステム検

証サービス並びに施設サービスを提供するととも

に、「組込み適塾」による高度組込みシステム技術者

育成など、関西地区において産学官連携のハブ機能

構築に向けた活発な活動を推進している。今後、よ

り広範囲への展開も期待される。 

セキュアシステ

ムＲＩ 
Ⅲ-３-（５）-① 

Ⅲ-３-（５）-② 

 
 
（４） ｢Ⅳ イノベーションの実現を支える計測技術の開発、評価基盤の整備｣ 

テーマ名 概   要 研究ユニット名 
有機・生体関連ナノ物質の

状態計測技術の開発 

～超伝導質量分析装置～ 

超伝導を使うことにより、従来不可能な、イオン

の電荷数測定、分子量に依存しない検出効率、運

動エネルギー測定による中性フラグメントの質量

分析といった粒子検出性能を達成し、糖タンパク

質を加水分解する酵素であるリゾチーム多量体の

識別などに成功した。 

計測フロンティア

ＲＩ 
Ⅳ-１-（１）-① 

有機・生体関連ナノ物質の
状態計測技術の開発 

～バイオイメージング技

術の開発～ 

生体組織中の病変部等の観察のために、小型電子

加速器によるＸ線位相コントラストとテラヘルツ

波を活用し、位相コントラストイメージングに成

功した。また、世界初の医療応用を実現した。 

計測フロンティア

ＲＩ 

Ⅳ-１-（１）-① 

 

ナノ材料プロセスにおけ

る構造及び機能計測並び

にその統合的な解析技術

の開発 

～陽電子欠陥アナライザ、

軽元素Ｘ線吸収分光技術の

開発～ 

陽電子ビームによる高分子材料等の大気中実環境

測定を実現するため、マイクロビーム化したエネ

ルギー可変陽電子ビームを厚さ３０ｎｍの極薄ＳｉＮ

真空窓を通し、大気中に陽電子ビームを取り出し

て、薄膜の陽電子寿命測定を行うことに成功した。

ガスや液体の分離膜やガスバリア膜など高機能薄

膜の実際の使用状態に近い条件での評価が可能に

なり、構造と機能との関係をより詳細に評価でき

るようになると期待される。 

計測フロンティア

ＲＩ 
Ⅳ-１-（１）-② 

インフラ診断技術の開発 
～ハンディＸ線源非破壊検

査技術の開発～ 

高出力・長寿命の針葉樹型カーボンナノ構造体の

電子源を用いた、ヒーター・フィラメント不要で、

乾電池駆動の可搬型Ｘ線源と、検出系及び断層解

析装置を開発し、金属バルブのＸ線透過像に成功し

た。プラント配管の検査やコンクリート構造物の

検査など、その場での内部構造の診断への活用が

計測フロンティア

ＲＩ 
Ⅳ-１-（１）-③ 
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期待される。 

熱物性を中心とした材料

計量データベースの整備 

～分散型熱データベース

の公開～ 

分散型熱物性ＤＢは、約３，６００種類の物質の

約１０，８００件の熱物性データを公開。年間アクセ

ス約１２０万件（国内企業約２３万件）。「新編熱物性

ハンドブック」や「電子機器の熱流体解析入門」

などの書籍にも引用されている。 

計測標準ＲＩ 
Ⅳ-２-（１）-② 

 
 

（５） ｢別表２ 地質の調査（地質情報の整備による産業技術基盤、社会安全基盤の確保）｣ 

テーマ名 概   要 研究ユニット名

陸域・海域の地質調査及び
地球科学基本図の高精度
化 
～知的基盤の構築～ 

防災や産業立地等の基礎となる地質図整備計画につ

いて、２０万分の１地質図幅の全国完備を達成し、平

成２３年度及び２４年度中に「野田」「熱海」など５万

分の１地質図１０図幅１１区画、「日高舟状海盆海底地

質図」など海洋地質図１１図を整備した。また、国連

大陸棚限界委員会での日本の大陸棚延伸認可や沖縄

海域調査での熱水活動域の発見などの成果を挙げ

た。 

地質情報ＲＩ 
１-（１）-①，②，③ 

衛星画像情報及び地質情
報の統合化 
～地質情報の公開と利便
性の向上～ 

２０万分の１シームレス地質図のＷｅｂ公開について

は、高速かつ選択表示の高機能化による利便性の向

上を実現した。また、スマートフォン版では火山や

活断層の情報との統合化を進め、ＧＰＳを用いて現在

地点の地質表示を可能にした。 

地質情報ＲＩ 、地

質調査情報セン

ター、活断層・地

震ＲＣ、地質標本

館 
１-（３）-① 

土壌汚染評価技術の開発、
地下水及び地熱資源のポ
テンシャル評価   
～東日本大震災復興への
貢献～ 

震災復興支援のため、土壌汚染評価技術を活用した

津波堆積物の環境リスク評価、放射性セシウムの河

川域調査、土壌汚染調査、地下水調査などに成果を

挙げた。また、今後整備される産総研福島新拠点に

おける再生可能エネルギーのうち、地熱資源・地中熱

利用に関する研究体制の整備を進めた。 

地圏資源環境ＲＩ 
２-（１）-① 

２-（２）-② 

鉱物及び燃料資源のポテ
ンシャル評価 
～資源の安定供給～ 

南部アフリカ、南米、中央アジア、東南アジアなど

において、希土類元素・リチウムを中心としたレアメ

タル鉱床の資源ポテンシャル調査を実施し、それら

の調査結果に基づいて、アジアの鉱物資源図の作成

や世界のレアメタルの関するデータベースの構築を

行った。 

地圏資源環境ＲＩ 
２-（２）-① 

海溝型地震及び巨大津波
の予測手法の高度化 
～津波シミュレーション
の高度化～ 

地震災害軽減に関して、津波堆積物を用いた過去の

地震の実態復元が有効であることを示し、さらに津

波堆積物の分布域と実際の浸水域の差に注目し、津

波堆積物調査による浸水限界の推定に関する課題を

明らかにした。これらを踏まえて、南海トラフをは

じめ各地での古地震・古津波調査を進めた。 

活断層・地震ＲＣ
３-（１）-② 
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（６） ｢別表３ 計量の標準（計量標準の設定・供給による産業技術基盤、社会安全基盤の確保）｣ 

テーマ名 概   要 研究ユニット名

グリーン・イノベーション
を支える計量標準 
～省エネルギー技術の開
発と利用に資する計量標
準～ 

車載レーダやイメージングに必要な高周波標準の開

発、照明用ＬＥＤの評価に必要な測光放射標準の開発、

及び新規代替冷媒のＰＶＴ性質の測定による最適な作

動流体の選定と状態方程式の開発など、グリーン・

イノベーションを支える計量標準の開発において成

果を挙げている。 

計測標準ＲＩ 
１-（１）-② 

 

ライフ・イノベーションを
支える計量標準 
～食品の安全性確保に資
する標準物質～ 

これまでに８件（有機組成標準３件、環境標準５件）

の新規標準物質を開発し、さらに５件の新規の標準

物質の供給開始準備中と着実な進展が見られる。特

に、東京電力福島第一原子力発電所事故に対応し、

新たに玄米（放射性セシウム分析用）を食品総合研

究所と協力して開発し、２０１２年８月末から頒布を開

始した。 

計測標準ＲＩ 
１-（２）-② 

計量トレーサビリティ体
系の高度化、合理化 
～標準物質の１対多型校正
技術の開発～ 

定量ＮＭＲ技術により、分子構造に依存しないＨ-１核

の信号強度を基準とすることで、異なる有機化合物

間でも共通に存在する水素に基づく比較が可能とな

る。この技術を基に、国家標準物質の整備されてい

ない実用標準物質（分子内に水素を含むもの）の値

付けを実施する校正技術を確立した。 

計測標準ＲＩ 
２-（５）-① 

次世代計量標準の開発 
～放射高温度標準の開発～ 

新たに２５００℃を超える金属炭化物-炭素包晶点を

提案、開発を進め、共晶点による２５００℃までの標

準供給を世界に先駆け実施した。この研究を基に国

際共同プロジェクトが実施され、温度の一次標準に

金属‐炭素共晶点が定義実現法として採用される見

込みである。 

計測標準ＲＩ 
４-（１）-① 

次世代計量標準の開発 
～アボガドロ定数精密測
定～ 

人類史上初の基礎物理定数による質量標準確立のた

めに、アボガドロ定数の精密測定を行い、２０１１年

にシリコン２８同位体濃縮結晶を用い、３ｘ１０-８の世

界最高精度でアボガドロ定数を測定した。 

計測標準ＲＩ 
４-（１）-① 

次世代計量標準の開発 
～光格子時計の開発～ 

ＮＭＩＪが世界をリードするファイバコムの技術も活

用し、Ｙｂ（イッテルビウム）及びＳｒ（ストロンチウ

ム）光格子時計の絶対周波数を最高の精度で決定し

た。この研究で開発した、１７１Ｙｂ原子を用いた光格

子時計は、現状では６０万年に１秒の誤差で動作する

が、改良を施すことにより原理的には宇宙年齢１３７

億年間時計を動かし続けても誤差は１秒もない時計

が実現できると期待される。  

計測標準ＲＩ 
４-（１）-① 
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第５章 評価結果の分析 

 

本章では評価委員から得られた評価コメント及び評点等の主な内容や傾向等の分析を行う。 

第２章で示した研究ユニット評価システムに従って、外部評価委員と内部評価委員により、４

つの評価項目について、文書による評価コメントと評点が提出される。評価コメントは別紙１１

に示す評価用紙の「評価できる点」、「問題点・改善すべき点」、「今後の方向性と助言」の３つの記

入欄に記述されたものである。 
５‐１では、事例紹介として「イノベーション推進への取り組み」の詳細な内容について紹介す

る。５‐２では、評価項目毎に、コメントの概要及び内容の構成について整理し、全体的な傾向や

主な内容について紹介する。５‐３では評点の分析結果をまとめる。５‐４では前回の評価結果等で

受けた指摘事項に対する研究ユニットの対応状況について、評価資料に研究ユニットが記載した

内容の整理を行う。５‐５では評価用紙のその他の意見の「評価システムについて等」の記入欄に

記載された外部評価委員からのコメントについて取りまとめている。 
 

５‐１ 事例紹介 
 

研究ユニットにおける「イノベーション推進への取り組み」の事例として、高い評価を受けた

「ナノシステム研究部門」における取り組みを紹介する。 
 

１） ナノシステム研究部門のイノベーション推進への取り組みについての考え方・目標 

当研究ユニットは、多分野の専門家１００名を有し、そのポテンシャルを活かしてイノベーションを誘

発する鍵は、水平連携と成果の見える化であるとしている。全員が発表する報告会や都内で開催する「連

携促進フォーラム」は内外にオープンで、ここから毎年複数の共同研究が生まれている。一方、イノベー

ションにはタイミングも重要で、進捗状況の異なるアジア圏との連携強化を進めている。 

 

２） 具体的な取り組み 

本研究ユニットでは、研究開発成果を産総研内や外部の企業・研究組織と結び付けてオープンイノベー

ションを推進する仕組みとして、研究部門長下に３つの独自組織を設けている。具体的には、知財戦略策

定と遂行や企業連携推進のための知的財産分野の経験者を擁した「ＮＲＩイノベーションオフィス」、社会

情勢と技術トレンドの把握とその情報発信のための「ナノテクノロジー戦略室」、及び「ＮＲＩアートセンター」

である。 

以下に、「イノベーション推進への取り組み」の２つの主要な評価内容について、それぞれの具体的な

取り組みについて示す。 

 

① 成果の発信や研究ポテンシャルによる外部貢献の取り組みとその効果 

・ 実用化及び普及： 

「ＮＲＩイノベーションオフィス」における知財戦略は、“企業が安心して使える知財”と特許

査定率向上の両立である。 

複数の技術研究組合（ＢＥＡＮＳ，ＦＣ-Ｃｕｂｉｃ，ＴＡＳＣ，ＣＥＲＥＢＡ，ＭＩＮＩＭＡＬ，ＭａｇＨＥＭ）と連携し

ており、参加研究員を派遣している。 

・ 標準化： 

ＩＳＯ/ＴＣ２６６ Ｂｉｏｍｉｍｅｔｉｃｓの国際標準化に向けて、「ナノテクノロジー戦略室」が新学術領域「生

物規範工学」の関係大学や企業並びにドイツ規格協会（ＤＩＮ）と連携しつつ、検討を進めている。 

・ 政策的貢献： 

研究者のエフォートの一部（２０％）を研究ユニット長が管理することにより、本研究ユニット

のポテンシャル（電気化学的手法によるナノ粒子応用核燃料廃棄物処理技術）をＣｓ除染実証プラン

トとして結実させており、国策へ臨機応変に対応している。 

・ 国際貢献： 

ＭＯＵを締結している海外（カナダ、韓国、中国）の研究機関等と合同ワークショップを開催して

いる。 
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・ 情報発信等： 

「ナノテクノロジー戦略室」は、月刊技術情報誌ＰＥＮを国内配信しているが、さらに国際配信に

向けて、中国科学院、韓国、フラウンホーファー協会などと協議を進めている。 

一方、経団連、新化学技術推進協会（ＪＡＣＩ）、ナノテクノロジービジネス推進協議会（ＮＢＣＩ）

の研究開発関連の委員会活動に参加することにより、研究ニーズの収集にも努めている。 

また、産総研への研究の理解を深めてもらうための出前講座も（大学、高専、高校等を対象とし

て）積極的に開講し、対話型広報活動に取り組んでいる。 

 

② イノベーションハブとしての取り組みとその効果 

・ 人材育成： 

海外の連携機関への研究者の派遣、海外機関からの研究者の招聘に取り組んでいる。 

一方、国内においては、産総研イノベーションスクール及び専門技術者短期育成事業を通じて人

材を育成し、その人材を企業や公的研究機関の開発担当者や専門技術者として輩出している。 

・ 外部連携： 

中小企業庁の戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン）や産総研の中小企業共同研究スタート

アップ事業に参画することによって、中小企業との連携を積極的に推進している。サポインでは、

毎年複数の事業課題が採択されている。 

「ＮＲＩイノベーションオフィス」では、連携先企業探索を目的として、連携促進フォーラム、

連携セミナー主催、企業訪問や企業からの講師招聘を積極的に行っている。また、本研究ユニット

の研究者には、展示会（Ｎａｎｏｔｅｃｈ，Ｐｒｉｎｔａｂｌｅ Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ，ＩｎｔｅｒＯｐｔｏ等）への出展や企業向け講

演会での講演を推奨しており、潜在顧客企業のニーズの把握に努めている。このような活動が、平

成２３年度と２４年度で６９件の資金提供型共同研究へ結びついた。 

 

また、カナダ・国立ナノテクノロジー研究所（ＮＩＮＴ）、韓国・電子通信研究所（ＥＴＲＩ）、中国・華

東理工大学とＭＯＵを締結している。インド・Ｉｎｄｉａｎ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ（ＩＩＴ） Ｂｏｍｂａｙとは   

ＭＯＵに準ずるＧｅｎｅｒａｌ Ａｇｒｅｅｍｅｎｔを締結している。さらに、ＩＭＥＣ（ベルギー）、ドイツ・ドレス

デン工科大学、タイ国・ＮＡＮＯＴＥＣとは連携を前提に人的交流を進めている。（タイ国・ＮＡＮＯＴＥＣ

とは、1年以内に共同研究テーマの選定を目指すＬＯＩを２０１３年 1 月に締結した） 

・ 拠点形成： 

エコタイヤの開発を目的とした産総研コンソーシアムを設立し、企業群（約１０社）を牽引して

いる。 

 

３） 評価コメント 

本研究ユニットに対する評価委員からの代表的コメントを以下に示す。 

 

○ 評価できる点 

・ ユニット報告会、連携促進フォーラムなどの取り組みにより、ナノシステム部門の目標が共有化さ

れつつある。原発事故により生まれた問題にすばやく対応できた。 

・ 国の福島復興政策に基づくシーズ研究を活かしたＣｓ除染実証プラントへの展開は、組織の高いイ

ノベーションポテンシャルを示している。 

・ 知財確保と技術移転への取り組みは、ＮＲＩイノベーションオフィスを設けて戦略的に行われている。 

・ 産学官連携や産業人材育成にも積極的な取り組みが行われている。 

・ ＴＩＡ、技術研究組合、経産省をはじめとする各省庁、経団連、ＮＢＣＩ、企業、との積極的な連携を評

価。 

・ 国際協力、企業研究の牽引等様々な努力をされているのは、大変結構。 

 

● 問題点・改善すべき点 

・ ＮＲＩイノベーションオフィスで知財の確保に力をいれていることは理解できたが、その活用戦略が

良く見えない。グローバル・オープンイノベーション時代の知財の活用戦略でも先導して欲しい。 

・ 部門内の知財対策やイノベーション推進室、そして月刊技術情報誌の発行などが、少数の限られた

メンバーで実施されており、今後の継続性が心配される。 
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  △ 今後の方向性と助言 

・ 国際連携や国際標準化においても積極的な取り組みが行われているが、日本を代表するイノベー

ションハブとして、さらに議論を尽くして、牽引役となる戦略的な推進を期待する。 

・ 「ＮＲＩイノベーションオフィス」は独自の取り組みであり、産総研知財部門や産学官連携推進部門

ではカバーしきれない研究部門内研究成果（ポテンシャル）の事前の発掘やフォロー、産業界への

アウトリーチ、海外共同研究を活発化させ、若手の研究者を派遣するなど、細やかな活動を今後と

も期待する。 

・ イノベーションの進展度合いを測定する評価指標を作ったらどうかと考える。最終指標を成立させ

るための要素も重要。 

 

４） ユニット戦略課題と外部連携との関係の位置付け 

 産総研におけるイノベーション推進戦略の目標である“オープンイノベーションハブ機能の強化” 

を支える一つの活動として、外部機関との産学官連携は、非常に重要である。 

 産総研では、この外部連携の多様な取り組みが行われるようになってきており、それぞれの取り組み

とユニット戦略課題等研究開発との関係、あるいは実用化等との関係の位置付け等が外部から分かりづ

らくなっている。 

このような取り組みの全体像の図示例として、本研究部門におけるユニット戦略課題と外部機関との

連携に関するポートフォリオを図５‐１‐１に示す。 

この図では、本研究部門における複数のユニット戦略課題に跨った連携活動は縦長楕円形で示してい

る。 

 本研究部門では、すべてのユニット戦略課題を何らかの型で外部機関と連携して推進するとともに、

図中の矢印に示されるような基盤研究から産業応用（個別企業との連携）までを幅広くカバーする多様

な位置付けの研究課題を実施していることを示している。また、ユニット戦略課題１「高予測性シミュ

レーション」は、コンソーシアムや複数の活用類型の技術研究組合等、幅広い外部連携の基盤を担うこ

とがわかる。 

今後、このようなポートフォリオ等について、研究ユニットにおける連携活動をより分かり易く把

握・理解されるように、様々な様式や表現の工夫をして、作成・活用していくことが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５‐１‐１ ユニット戦略課題と外部機関との連携関係 

 

＊ 二重円で示したコンソーシアム、技術研究組合、及び個別企業との連携活動は、本研究ユニット

が主体的に深く関わる取り組みを行っていることを示す。 

＊ 中小ス：中小企業スタートアップ事業、中小ベ：中小企業対策費事業 

  ＊ 技術研究組合の区分は、経済産業省技術振興課による活用類型（平成２５年３月）による 

(http://www.meti.go.jp/policy/tech_promotion/kenkyuu/saishin/130301gikumi2.pdf) 
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５‐２ 評価コメントの分析 
 

 ５‐２‐１「研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップの評価コメント」から５‐２‐４「研究ユニッ

ト運営の取り組みの評価コメント」では、評価項目毎に、コメントの概要及び内容の構成、主要

な指摘内容について整理し、指摘内容の全体的な傾向や主な内容について紹介する。 
各項目の前にある記号については、○は評価できる点、●は問題点・改善すべき点、△は今後

の方向性と助言、についての評価コメントを示す。 

 

５‐２‐１ 研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップの評価コメント 

 
（１） 評価コメントの概要及び内容の構成 

 

ここでは、本評価項目の「研究ユニットの研究開発の計画全体を対象に、中期計画における目

標の達成及び中長期的な展開等の妥当性」に対する評価のコメントの内容をまとめる。 

 評価事項として、主として１）中期計画における目標とその達成に関する計画・進捗（中期目標

期間の初めの時期は計画を対象にし、その後進捗を含める）、２）中長期的視点からの研究ユニッ

トの目標（方針）、３）内外との連携及び国内外における優位性・特徴、４）研究ユニット全体の計

画におけるユニット戦略課題の相互関係と展開、等を示している。 

 本評価項目における評価コメントの記入率は表５‐２‐１のとおりである。「評価できる点」につ

いては、外部評価委員９７％及び内部評価委員１００％と、ほぼ全員に近い評価委員が評価コメン

トを記入している。「問題点・改善すべき点」では９割以上の記入率であり、「今後の方向性と助

言」については外部評価委員９７％及び内部評価委員１００％と、ほぼ全員に近い評価委員が評価

コメントを記入している。 

研究ユニットの計画には研究ユニットの種類が大きな要素として関わることから、本評価項目

については研究部門と研究センターに大別して評価コメントについて分析を行った。 

「評価できる点」では、評価事項１）と２）についてのコメントは、第３期に入って、より社会の

要請に基づく目標・計画になっていることや、第２期から継続して第３期においても力点を置い

ている「アウトカム」を意識した出口指向の計画になっている点を評価する内容が特徴である。

３）の連携に関する事項でも、出口を意識した産業界との連携が充実してきているとのコメントが

多い。４）のユニット戦略課題の相互関係等の事項については、全体の計画に基づいた役割分担等、

位置付けが明確であるとのコメントがされている。 

 「問題点・改善すべき点」では、目標や計画の内容がやや曖昧で具体性や分かり易さに欠ける

ことがあげられている。目に見える成果がもとめられる中、現実的なロードマップの見直しが必

要。限られた人員、予算、研究センターなど時限組織では、アウトカムに繋がる研究を示すべき

であるなどがあげられている。優位性についてはベンチマーキングが不十分との指摘があり、ユ

ニット戦略課題の相互関係と展開に関しては、課題間の関連性が不明確であることや、全体計画

での位置付けが見え難くなっているとの指摘がある。また研究センターについては、これらに加

え研究内容の絞り込み（選択と集中）や、終了後の展望を提示する必要性の指摘等がある。 

 「今後の方向性と助言」では「問題点・改善すべき点」の指摘について、研究計画、ロードマッ

プのより戦略的な策定への助言がある。研究センターでは、実用化や、センター設置期限をにら

んでの、より具体的な計画の見直し等の指摘もある。社会情勢を反映した柔軟なスケジュール変

更や目標の再設定を検討すべきとの指摘もある。一方、研究部門では、シナリオに捕らわれすぎ

ない、自由度・オリジナリティの追求や、長期ビジョンを持った大きな役割への助言等も認めら

れる。また研究センター、研究部門を問わず、ユニット戦略課題の関係や、産総研内外との連携

（異分野融合）に関しても、より戦略的に体制を構築するべきとの指摘がある。さらにユニット

戦略課題や研究内容について、取り組んでいる中身が幅広いため、ロードマップからマイルス

トーン、中間点でのアウトカムなどが見えにくいなど、選択と集中を意識した方向性へのコメン

トも見受けられる。 

次項以降では、評価事項に概ね沿って、コメントの主な指摘例について、研究部門と研究セン
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ターに分けて示す。ひとつのコメントに複数の項目が記載されているものについては、項目の比

重が大きい項目欄に掲載した。 
 

表５‐２‐１ 評価記入区分と記入率 

評価記入欄 評価委員内訳 記入者数 記入率（％） 

評価できる点 
外部評価委員  １６４  ９７．０ 

内部評価委員  ６０  １００．０ 

問題点・改善すべき点 
外部評価委員  １５４  ９１．１ 

内部評価委員  ５５  ９１．７ 

今後の方向性と助言 
外部評価委員  １６４  ９７．０ 

内部評価委員  ６０  １００．０ 

 
（２） 「評価できる点」の主な指摘内容 

 

＜研究部門＞ 

○ 計画・進捗、中長期的目標の妥当性 
（社会的要請、政策貢献への取り組み） 

・ さまざまな利害が絡み合う先進的な研究分野において、中立的な研究機関として社会の要請に応えて、

積極的に研究成果を公開している。企業では保証されない「知の開示と公平性」の規範を示している。 

・ 政策ニーズ対応型研究を中心に、幅広い研究実績をバックグラウンドとして、それらの複合的・統合的

な研究開発を目指している。 

・ ＣＯ２削減、レアメタル高騰、油価高騰などの社会情勢に柔軟に対応しており、東日本大震災後の再生可

能エネルギー開発などへの取り組みも強化している。 

 

（適切な計画立案） 

・ エネルギー全体の課題を俯瞰的に捉え、システム技術と個別技術の両面でバランスよく網羅し、高水準

で的確な課題・テーマを設定している。材料の劣化メカニズムの解明やエネルギー技術導入シナリオ分析

等、産総研ならではのポジション（客観的、第三者的、公的）での基盤技術にも取り組んでいる。 

・ 全く新しい視点に対して、十分な実績のある研究グループのポテンシャルを最大限に活用した目標設定

と計画が的確に立てられ、優れた研究成果を蓄積している。また国際標準化に貢献するもの、新領域に

果敢に先見性を持って取り組むもの、など特筆すべき特徴を有している。 

・ 安全性に関する幅広いステークホルダーを視野に入れ、広範な研究領域の中で重要なポイントを押さえ

た全体研究計画は適切。 

・ 技術開発に関する３つの戦略課題を横糸に、分析機器の公開と標準化、データベース化を縦糸にしたロー

ドマップは、ユニークで、シナリオを示すものとしては理解しやすく感じた。 

 

（産総研中期計画との位置付け） 

・ 研究部門再編後、中期計画に基づいてユニット戦略課題を明確に設定していることは評価。 

・ 資源問題への対応等、国の課題について、短期対応と中長期見通しのロードマップを作り、具体的に対

応策について研究開発しており、技術的にも世界トップクラスの成果をあげている。 

 

○ 内外との連携や優位性・特徴 
（産業界へ橋渡し産業競争力の向上） 

・ 「出口を見据えた基礎研究の推進」を基本方針に、基礎研究だけでなく、「サービス」や「安全」、その

ための標準化、認証など、研究開発項目として、マーケットを意識した技術開発・研究を多数かかげ、

産業界への貢献に資する内容で構成されていることは適切である。 

・ レアメタルなどの省使用・代替材料の要素技術の開発は、材料メーカーが事業化を検討する橋渡し前の

段階まで達成し、公的研究機関としての役割を果たしている。 

・ 標準を支える試験、評価、検査等の範囲拡張に関して、関係機関との密接な連携と役割分担により、着

実な標準の供給を行っている。 
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（独創的で高い研究水準） 

・ 新技術・新社会システムを対象とする姿勢は独法の研究組織としては適切であり、我が国のリスク研究

をリードし、国際的にも最先端の研究を行っている。 

・ 各研究グループの独立性・自主性を尊重するとともに、グループ間の協力体制、内外との連携を推進し

ようとする姿勢も評価できる。 

・ 多くの世界トップレベルの基盤技術を持ち、またＮＥＤＯ先導プロジェクトなどにも参画して貢献するな

ど、高い技術レベルで日本の研究開発をリードしている。 

・ 個々の研究グループの研究活動はきわめて活発で、多くの研究は国際的にみても高い水準にあると評価。

中でも重要な新知見の発見や、有用物質生産が承認申請に至ったことなどは特筆に値する。 

 

（幅広い連携） 

・ 技術研究組合の拠点や大学などとの連携拠点としての活動はオープンイノベーションのハブとしての

活動としても有効で、これらの特徴を活かしてイノベーション創生につながる研究を展開。 

・ 各研究者の専門性を重視し、高い技術ポテンシャルを維持した上で、外部との連携による多くの研究プ

ロジェクトに参画し、オープンイノベーションに積極的に取り組んでいることが評価される。 

・ 産総研内の連携、及び国内の他機関、大学、民間、自治体との連携を適切に図りつつ、中立的な立場か

ら中長期的に取り組むべき国策プロジェクトに参画している。 

 

○ ユニット戦略課題の相互関係 
（適切な課題分類、綿密な連携） 

・ 産業界へのアウトプットを意識した戦略課題はそれぞれ進捗も順調である。課題４と５を加えてより強力

な推進体制となった。国の研究機関として、先端化学材料の評価技術を積極的に主導する姿勢もよい。 

・ 研究部門のミッションから各ユニット戦略課題のミッションを明確に定義し、高い研究目標を掲げてい

ることは評価。 

・ 種まきの研究フェーズから開花しようとしている研究フェーズまでが混在しているが、個々の研究課題

に対して適切な指標でその性格を判断して進捗管理・運営を行っている。 

・ 最終とするゴールの記載に具体性が欠けるものの、研究部門の持てる研究要素を結集して、いずれも精

力的に研究が推進されている。大きな国のプロジェクトを主導的に進めるものもあり、進捗状況は概ね

順調である。 

 

（産総研中期目標を踏まえた課題設定） 

・ 環境問題の解決に関わる４つの戦略課題を定め、環境診断、化学物質リスク削減、リサイクル、温暖化

対策のそれぞれについて、様々な個別研究テーマを上手にオーガナイズしている。 

 

＜研究センター＞ 

○ 計画・進捗、中長期的目標の妥当性 
（社会的要請、政策貢献への取り組み） 

・ 水素エネルギー社会の実現という明確な大目標と燃料電池自動車普及に向けた長期シナリオに基づく

ロードマップ及びマイルストーン、並びに海外研究所等、内外における連携も概ね妥当である。 

・ 次世代のネットワークに向けたキーデバイスや信号処理技術の開発などニーズから来る明確な柱と、保

有する高度なエピタキシー技術などシーズ的技術をバランスさせ、活発な研究で成果を挙げていること。 

・ ロードマップでは効率的な減災や社会の自然災害への意識向上などを目標に掲げており、学術研究だけ

でなく、直接社会に貢献できる研究を目指している。 

 

（適切な計画立案） 

・ 生体物質の検出・同定・機能評価、立体構造解析などの高い技術、及び貴重なバイオリソースを活用し

て、「創薬基盤技術の確立と実証」、「研究リソースの充実と活用」、「周辺技術の改良と実用化」をアウト

カムとする適切なロードマップが描かれている。中期計画並びに研究戦略との対応は妥当である。 

・ 総合的な視点で研究開発計画を立案し、サービスの最適設計サイクルの導入・展開を支える汎用的な技

術モジュールを開発し、これらからなる技術プラットフォームを構築するという方向性は適切。 

・ 技術的にハードルの高い「次世代入出力ディスプレイ」を開発ターゲットとし、得られた技術を比較的

ハードルの低い用途にも広める考え方は、技術水準を高めかつアウトカムを拡大させる上で高く評価で

きる。 

- 209 -



第５章 
 

‐210 ‐ 

（産総研中期計画との位置づけ） 

・ カーボンナノチューブ、有機ナノチューブ、計測・分析技術の３本柱で、これらの課題の発展により創製

される新しい産業のシーズを目指しており、その目標・方針は明確であり、中期計画及び研究戦略との

位置づけも妥当。 

 

○ 内外との連携や優位性・特徴 
（産業界へ橋渡し産業競争力の向上） 

・ コンソーシアムによる技術開発を通して、企業の技術開発を力強くサポートしている。関連企業の開発

促進のための実用化ラインを構築するなど、少人数ではあるが幅広い対応ができる体制が組まれている。 

 

（独創的で高い研究水準） 

・ 研究設立４年目の研究センターとして、経済産業省からの委託研究を中心にして、順調な研究の進捗が

認められる。また、国内外との連携や共同研究も積極的に進めており、国の政策研究に関して十分に役

割を果たしている。 

・ 社会実装を重視した実効性のあるレベルの高い研究開発を行なうとともに、研究室での実験に留まらず

実社会へ適用しその結果に基づく研究開発を行っている点。 

・ 具体的な成果としては、大量合成技術の確立や精密合成技術の開発とともに、それぞれの手法のもつ特

徴を生かした応用展開があり、研究活動全体として世界的な優位性を保持していることは高く評価。 

 

（幅広い連携） 

・ センター内、産総研内、企業などの連携を積極的に組み、優れた実績を挙げており、それらの成果の産

業界への展開努力を評価する。 

・ 技術の集積→開拓の段階において、既に世界最高の成果が得られており、世界的に優位を保っている。 

 

○ ユニット戦略課題の相互関係 
（適切な課題分類、綿密な連携） 

・ ２技術研究組合を産総研内に設置し、本研究センターとの一体的な運営により、先導技術の開発と実用

化技術の開発の連携が具体化できる体制を確保している。 

・ 高分子材料の評価を新たに加えるなど、課題の重要性や研究の進展に応じた計画の見直し・再編がなさ

れたことは高く評価される。これが実施できた背景を教訓化しておくのが、産総研の役割であろう。 

 

（産総研中期目標を踏まえた課題設定） 

・ 材料別というチーム構成から、技術的性格によってチームを構成する組織に転換し、時代の要請に適合

する研究組織となった。研究開発計画は入念に検討されており、達成目標、中長期的な展開、及びユニッ

ト戦略課題の相互関係も妥当である。 

 

（３） 「問題点・改善すべき点」の主な指摘内容 

 

＜研究部門＞ 

● 今後の展開 
（社会情勢の変化への対応） 

・ 目標や計画はローリングプランとして毎回見直す（確認する）議論が必要ではないか。ユニット戦略課

題については、昨今の資源・エネルギーを取り巻く劇的な変化に対応した研究の方向性も必要である。 

・ セキュリティ研究開発では、中長期的な課題と緊急性の高い課題があり、行政ニーズ対応が主な課題は

おおまかな研究期間と到達目標を含んだ、ダイナミックなシナリオ・ロードマップの策定も必要。 

・ 基盤技術高度化戦略、人材育成及び震災対応について、より明確な目標・計画を設定していただきたい。 

 

（アウトカムの具体化、継続的な産業化への意識） 

・ 研究目標と実施内容には隔たりのある例が見られる。研究部門全体で基礎研究と技術開発の両方がバラ

ンスし、全体としてインパクトの大きな技術開発が達成されることが望まれる。 

・ アウトカムが提示されているが、どのような市場ニーズからこれらの目標が立てられたのか不明確。限

られた期間・リソースの中での具体的な到達点を明確にして欲しい。 

・ テクノロジーブリッジを目標とすることは産総研の研究部門として適切であるが、最終的な製造・製品
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を具体的にイメージできる道筋が示されていない。 

 

（選択と集中） 

・ 研究部門の特徴でもあるが、多くの研究グループのテーマを束ねた構造で、アウトカムの視点からもう

少しテーマを絞った集中的な取り組みが必要に感じた。 

・ 設定されているテーマが多すぎる。チーム体制が成り立っているのか、危惧する。 

・ １０年～１５年先の社会基盤として市場ニーズが高いと判断できる要素技術群を選択し、これに開発を集

中することが重要となる。 

 

● 内外連携、ベンチマーク、優位性 
（企業との役割分担） 

・ 開発技術と産業化との橋渡し・産業応用技術のまとめ役としてのリーダーシップが期待されており、そ

の役割に対する具体的実行策を充実させることが必要。 

・ 技術研究組合との連携の際、研究部門としての研究の独自性の確保とともに、産総研と企業との役割分

担を、より明確化したシナリオが求められる。 

 

（研究進展のためのリーダーシップ） 

・ 各々の課題の複雑な関連性を整理し、技術のステップアップへの道筋と課題を全員で共有するためにも、

研究開発マネジメント管理手法（例えばステージゲート法など）の体系的導入は検討に値する。 

 

（具体的説明の工夫） 

・ 良い成果があるのに認知度が不足、アクティビティーや活動成果をもっと積極的にアピールすべき。 

・ 国内外における優位性・特徴に対する説明が不足している。数値目標の設定でもより明確な説明が必要。

「計画」などよりもこの２年間の成果に力点を置き、研究開発の効果はグリーンサステナブルケミスト

リー（産業国際競争力、社会の持続的発展や国民生活向上への寄与）の指標で示すべきである。 

・ 課題選定の理由、目標設定の妥当性、資源配分（人・物・金）の考え方、実現時のインパクト、費用対効

果、計画に対する進捗・課題、他の機関に対する優位性・連携・競合・住分け等の説明が少なかった。すべ

てのテーマにおいて従来技術と比べての効果を定量的に明示することが必要である。 

 

● 課題間、研究グループ間の関係 
（課題設定、人員配置の見直し） 

・ 中長期の目標を高く設定し直すべき。ユニット戦略課題の相互関係をもう一度具体的に見直した方が、

より効率的な相互関係が構築できる。戦略課題のプライオリティーをしっかり決めて、実用化できるも

のに戦力を投入することも必要。 

・ 研究部門として基盤研究、萌芽的・挑戦的課題への取り組みは積極的に進めるべきである。一方、限ら

れた人材でミッションを着実に遂行するためには、トップダウンにより、これらのベクトルの方向をあ

る程度そろえる必要がある。 

 

（各課題の関連、研究ユニット全体との関連の整理） 

・ 取り組むべき対象フィールドを俯瞰的に捉えて、その理解のもとに各要素研究の位置付けを明確に設定

する説明が欠けている。全体像の中での個別課題の位置付けを示すべき。戦略課題の切分けも不適切で

ある。過去の経緯に引きずられず、枠組みを変更すればよい。 

・ グローバルな観点での研究開発の戦略性を明示するとともに、他の研究ユニットとの連携と戦略課題の

関連付けを明確にすることは重要。 

・ ミッションを達成するために、４つのユニット戦略課題を設定しており、融合の可能性を探り、一部進

めてはいるが、課題相互の融合や連携を推進する方策をより明確に提示してほしい。 

 

＜研究センター＞ 

● 今後の展開 
（社会情勢の変化への対応） 

・ 災害時の避難誘導等の研究は、それ自体は非常に重要なテーマであり、それに相応しいプロジェクトと

して独立に推進すべき。 

・ 地震後の地震・津波予測に対する社会からの期待はきわめて大きい。信頼度の高い研究成果を創出する
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ことに加えて、明日にも起こるかもしれないという市民の不安に少しでも応えるための情報発信にも注

力してほしい。 

 

（アウトカムの具体化、継続的な産業化への意識） 

・ 得られた多くの知見を安全基準に関する規制の見直しやコスト削減に結びつけるには、もう少し実証的

な試験・研究が必要である。設計指針や脆化防止技術は今後、前倒し提供が求められるのではないか。 

・ 産業界への貢献はコストパフォーマンス向上が最も重要である。効率向上に視点が偏っているが、コス

ト面も考慮すべき（従来の８割の効率でもコストを半分にできる技術は有効）。 

・ 研究センターの研究開発の全体計画を検討するにあたっては、２組合の研究開発計画等との関係が非常

に重要であり、一体的な計画策定、事業実施が必須である。 

 

（選択と集中） 

・ 新領域の学術や新たな解析技術はこれから有用となる可能性はあるが、現段階で本研究センターの戦略

に必須の基礎研究とは言い難い。 

・ 研究対象に加えた項目は、それ自体は非常に重要なテーマであるが、対象とすべき研究の範囲を本来の

問題意識に立ち返って限定し、真にサービス経済の生産性向上に資する領域に集中すべき。 

 

● 内外連携、ベンチマーク、優位性 
（企業との役割分担） 

・ 優れた学術成果だけがあっても、エンジニアリング面での問題解決を意識して図らないと、事業化は思

うように進展しないことをもっと意識することが必要。 

 

（研究進展のためのリーダーシップ） 

・ 研究テーマの次の効果的遂行には研究センター内の仮ターゲットとその仕様目標の共有化が前提条件

となる。リーダーのリーダーシップと研究センター内議論を通じて共有化を進め、各要素技術課題に落

とし込んでいただきたい。 

 

（具体的説明の工夫） 

・ 各チームの成果を踏まえたシステム設計例が示されればよかった。また、外的要因によるが、海外に向

けて世界的データの幅広い公開ができなかった。 

・ 成果からアウトプットにつながる技術シナリオ及び実証試験後の商業化に至るプロセスを明示するた

め、ロードマップにマイルストーンや数値目標を記載することが必要である。 

・ 社会への情報発信については、情報のレベルや多様性、相手側のニーズや立場の違いなどを考慮する必

要がある。 

 

● 課題間、研究グループ間の関係 
（課題設定、人員配置の見直し） 

・ 目標をどこに設定するのか(センター設置期限の７年）、何が達成できれば成功なのかが明確でない。ま

た、全体の目的と戦略課題、課題間との関係が不明確である。 

 

（各課題の関連、研究ユニット全体との関連の整理） 

・ これまでは各課題が独立的に進んできたが、ここで一度、課題間の整合性や展開を考えるべき。スター

ト時に定めた目標、途中で変更した目標などを、産総研を含めて客観的に評価する必要がある。 

・ ４つのサブチームの関連性が明確ではない。外部との共同研究活性化のためにも、分かりやすい組織に

なることが必要。 

・ 本研究センターの中心的な研究目標に対して、各ユニット戦略課題の位置づけと相互関係を、より明確

にした研究シナリオ・ロードマップの策定が求められる。 
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（４） 「今後の方向性と助言」における主な指摘内容 

 

＜研究部門＞ 

△ 計画の見直し 
（柔軟な着想による新たな展開、目標の精細化） 

・ エネルギーに関する研究は従来、長期的なスパンで実施されてきたが、東日本大震災以降、スピード感

が求められている。社会情勢や政策の変化に対応して、戦略や研究課題も柔軟かつ的確な見直しが必要

である。 

・ 本研究部門は創薬、医療、食品などの基盤技術開発に力点を置いてよいと思う。基礎研究からのブレー

クスルーを求める声もあり、外部の期待に応え前進してほしい。 

・ もう少し長いスパンで世の中がどうなっていくかなど未来像を設定したロードマップの策定とともに、

研究の大型化を期待。 

・ 資源や素材の国際環境が大きな潮流で変化してきており、そうした急激な環境変化に対応しながら、絶

えずシナリオ・ロードマップの見直しを柔軟に行うことを期待する。 

・ 将来を見据えた国家戦略の実現をユニット戦略がどう支えていくのか、設定した研究テーマがどのよう

な社会背景の中で必要になったか、また開発によりどのようなアウトカムが予想できるのかを俯瞰的に

検討し、シナリオ、計画及び方向性をより明確にする努力が求められる。 

・ 我々の日常生活の変化は著しく、特に東日本大震災以降、安全安心に対する要求が高まっているため、

今後はインフラの維持と安全安心に資するユニット戦略の切り口が必要である。 

 

（具体的なマイルストーン設定、整合性のあるビジョン） 

・ 重要テーマについては、もっと詳細なロードマップを作り、中間点での確認が必要。出口に近いテーマ

を明確にし、実用化までの道のり（期間、問題点、特許など）を示すとともに、重点投資などタイムリー

で的確な支援強化の判断が期待される。実用化の速度を速める努力が大切。 

・ 研究部門のミッションや位置付けをより明確にするため、ユニット戦略課題、技術レイヤー、アウトカ

ムの相互関係や連携、相乗効果をロードマップ等に図示することも重要。 

 

（選択と集中） 

・ シーズ発掘は大学や企業に任せて、批判を恐れずに、何年かに１つで良いと思うので企業や産業界を大

きく変化させるような基盤技術を開発してほしい。 

・ トップダウン的及びボトムアップ的な組織運営をミックスしていく必要がある。トップダウン的には、

ミッションやベネフィットの実現のための優位性のある技術あるいは、新たに獲得しなければならない

技術等を定義すべき。ボトムアップ的な部分は、世界最先端に伍する研究者を育成すべき。 

 

△ 内外連携、優位性・特徴 
（産業界への効率的な働きかけ） 

・ 産総研の立ち位置を明確にして、自己アピールをこれまで以上に大切にしながら、産学をリードする中

核となるべき。そのためにも、現在行われているオープンイノベーション構想を軸に、これまで以上に

強い信頼を産学から得て、発展することを期待。 

・ 大企業、中小企業は、常に革新的な技術を求めているが、産総研の研究成果をどう使えば良いか分から

ない場合も多いので、企業とのコラボレーションの機会をさらに増やしていくのが良いと思われる。 

・ 民間企業との連携を様々なチャンネルから試み、研究成果を速やかに普及させて欲しい。 

 

（国際的優位性、波及効果の明確化） 

・ 研究の対象は製造時の作業環境や製品の使用・廃棄の環境などに大別され、対応する法律も異なるので、

産業ニーズと社会ニーズのバランスに配慮し、独自性の見える研究成果を挙げられるよう期待する。 

・ 本研究部門の優位性と位置付けをより明確にするため、情報技術に関連する世界的な研究拠点との比較

を明示するなど、研究部門全体のベンチマーキングを定常的に行うことを期待。 

・ 国際共同研究などによる海外との連携及び対象地域の拡大による国際競争力を増強し、日本発の技術が

国内のみならず海外での資源開発や環境保全に貢献することを期待する。 

 

△ 課題間、研究グループ間、研究ユニット間の関係 
・ 研究部門全体の課題、研究ユニット等の組織、内外機関との連携などを整理したマップ的資料があると
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よい。優先順位の低い課題も存在してよい。それらの存在理由を共有するための基本的な設計図にもな

る。 

・ 領域横断のテーマについては、他の研究機関や大学との共同研究が欠かせないので、当研究部門の強み

とニーズの把握を行い、取り組みの明確化と組織の方向付けに期待する。 

・ 多くの要素技術を出口と掲げているが、当研究部門が有している技術的な蓄積、強みがそこにどう結び

ついていくのか、具体的なシナリオが必要。どこまでを自分たちが担い、どこから他研究部門に、ある

いは企業に外出しをしていくのか、技術マップを描く必要がある。 

・ 産総研は広範囲な優秀な研究者を数多く有する中立の研究機関であり、その特徴とスケールメリットを

活かして異分野との連携を強化し、新たな技術開発を図ることを期待する。 

 

＜研究センター＞ 

△ 計画の見直し 
（柔軟な着想による新たな展開、目標の精細化） 

・ 現在妥当と思われる方針や計画であっても、数年先にもそうあり続ける保証は無い。広く情報を収集、

分析する体制を活用し、計画の随時見直しやリソースの配分などに関するトップの強いリーダーシップ

にも期待したい。 

・ 所内連携などによるリスクコミュニケーション手法の開発・普及を行い、地震・津波に関連する複合災

害（都市災害、インフラ機能損失やエネルギー停止による社会の混乱など）にも的確に対応することを

期待する。 

 

（具体的なマイルストーン設定、整合性のあるビジョン） 

・ 目指す社会の実現に向けて、安全確保とコスト低減を視野に入れたビジョンを示すべき。たとえば、安

全で一層安価な製造・供給・利用システムの設計例を示し、世界の規制をリードする役目を期待する。 

・ 技術研究組合と一緒に５年で実用化を目指す課題と、研究センター独自にその先の１０年後の実用化を目

指す課題というように、区別して明示すると良い。 

 

（選択と集中） 

・ コストパフォーマンスに影響を及ぼす要因分析などのシステム論的な分析に基づき、必要な研究テーマ

を位置付けるとともに、所内外の連携／切り分けをマネジメントしていただきたい。 

・ 人員が限られているにもかかわらず、大きな予算を託されて責任も増大しているので、業務の絞り込み

も必要である。 

 

△ 内外連携、優位性・特徴 
（産業界への効率的な働きかけ） 

・ 開発された技術をユーザー等に導入してもらうためには、様々な条件に応じた適切なサービス設計を行

うための汎用技術モジュールの適用に関するノウハウが必要となるので、コンサルタント業者と一体と

なった取り組みが必要。 

・ 今後は事業化を目指す企業群に対して、本質的な機構・原理の解明を進める研究センター側の基盤研究

が、実用化時に浮上するいろいろな問題を解決する指針を与える体制の構築も重要。 

・ 人的ネットワークを拡げて世界の潮流を的確に把握し、組織運営、人材育成などの面でも中核となるべ

き。産業競争力強化に向けた技術開発戦略提言機能を強化し、産業界を牽引して欲しい。 

 

（国際的優位性、波及効果の明確化） 

・ 国際標準化への活発な取り組みと、我が国の規格・規制を見直す積極的な提言を期待したい。技術の国

際展開については、対先進国ａｎｄ/ｏｒ経済発展ゾーンでの展開など、具体像を考慮すべき時期である。こ

れにより、人材育成の戦略も変化しよう。 

・ 次の課題に向けた技術の集中・開拓･評価を恒常的に行うことで、常に世界をリードするグループであり

続けて貰いたい。 

・ データベース整備は、整備・更新・継続のための組織の検討が必要である。また、その利用促進について

は、ユーザーの要望を詳細かつ広範、定期的にリサーチすることが必要である。 

 

△ 課題間、研究グループ間、研究ユニット間の関係 
・ ２つのユニット戦略課題の研究進展に加えて、両者の連携強化により相乗効果を発揮できるように、研
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究体制や人材配置・育成を工夫することを期待する。 

・ 研究チーム間の相互連携が強まれば、さらに強い研究開発を推進できるものと考えられる。 

・ 産総研内の限られた開発リソースで、次世代入出力デバイス以外の開発を進めるのは限界があるとみら

れるので、外部の力の活用が不可欠であろう。 
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５‐２‐２ ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプットの評価コメント 

 
（１） 評価コメントの概要及び内容の構成 

 

 本評価項目は、研究ユニットにおけるユニット戦略課題毎に、中期計画における目標、アウト

カムとその実現に向けたロードマップの妥当性、及び世界水準を基準としたその質の高さを含め

たアウトプットのアウトカム実現への寄与について評価を行うものである。 

本評価項目における評価コメントの記入率は表５‐２‐２のとおりである。「評価できる点」につ

いては、外部評価委員及び内部評価委員ともに、全員が評価コメントを記入している。「問題点・

改善すべき点」、「今後の方向性と助言」についても８割以上の記入率であり、ほぼどちらかの区

分にコメントが記入されている。 

ロードマップの評価事項としては、①アウトカムの的確性、②アウトカムへの道筋（研究開発

の内容や連携等の方策）及びマイルストーンの設定の妥当性、③必要な技術要素の把握の妥当性

及び ④他機関との優位性等の比較（ベンチマーク）の妥当性があり、アウトプットに関する評

価事項としては、①アウトカム実現への寄与、②世界水準を基準とした質、③これまでのロード

マップに示されていない顕著な成果等である。 

 ロードマップの評価事項における、「評価できる点」では、ロードマップは、明確なアウトカ

ムの設定に基づいて策定されているものであることから、アウトカムがどのような社会貢献をす

るかといった成果物（アウトプット）による効果（インパクト）を分かりやすく表現・説明する

ことが求められており、全体としてアウトカム実現に向けてロードマップに沿った開発計画がな

されているなど、政策的目標に関わるアウトカムに関しては、肯定的に評価されている。 

「問題点・改善すべき点」としては、研究開発の意義は社会的重要性から吟味することが必要

である。したがって、説明不足（分かり難い）や具体性のないアウトカムやアウトプットの設定

の場合には、その目標達成に向かう課題設定（実現に向けたステップ）が曖昧となり、アウトカ

ムに対するマイルストーンとの関係も不明確であるとの指摘がある。また、時間軸を考慮し、経

済性や実現可能性の高い具体性のあるマイルストーンやベンチマーク（独自開発した個別技術と

従来技術との性能比較、優位性と位置付け）の見直し、研究の進捗状況や社会情勢を反映したロー

ドマップの適宜見直し（前倒し）も必要であると指摘されている。 

 「今後の方向性と助言」では、アウトカムの実現に向けて取り組む研究開発課題とそれに関わ

るマイルストーンや要素技術は密接に関係しており、それらの設定等を一体的に評価する反面、

実用化等の視点から課題の絞込みも必要との指摘も見受けられる。 

また、研究開発課題の展開における実証等の必要性、課題間連携等の関係強化による研究促進、

産総研内外機関との連携体制構築、実現するための産業界との連携とその推進（オープンイノ

ベーションハブ機能の活用）の必要性の指摘が多い。 

アウトプットに関する評価事項では、「評価できる点」としては、研究開発成果の社会還元と

して、外部機関への技術移転（民間企業との共同研究）、ベンチャー創出・支援研究事業などア

ウトカム実現へつながりつつあることが肯定的に評価されている。成果の世界水準との比較にお

いて、卓越した研究成果は高く評価されている。一方、「問題点・改善すべき点」としては、イン

プット（予算・研究者規模）とアウトプットとのバランスから研究成果の発信量の不足（協業組

織との関係上の制約や秘密保持への配慮もあるが）、アウトカムとの関係を明確にする等の研究

開発の内容に関する課題及び実施状況の説明不足が指摘されている。 

 「今後の方向性と助言」については、学術論文、特許出願、規格化・標準化、あるいは成果の

発信として広報活動に関しても、肯定的に評価されているが、国際競争力強化のために国際特許

を出願するなど、今後も引き続き様々な方法で研究成果を発信して行くことが期待されている。

また、データベースやシステム構築に関しては、社会の情勢に応じた開発技術の導入意義を明示

すべきとの指摘があった。 

今後も産総研内外、大学等の連携をより積極的に進め、ユニット戦略課題への多角的なアプ

ローチを意識した場（ハブ機能）を活用した取り組みが必要とのコメントが得られた。 
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表５‐２‐２ 評価記入区分と記入率 

評価記入欄 評価委員内訳 のべ記入者数 記入率（％） 

評価できる点 
外部評価委員  ７０６  ９８．５ 

内部評価委員  ２５２  １００．０ 

問題点・改善すべき点 
外部評価委員  ６３０  ８７．９ 

内部評価委員  ２１８  ８６．５ 

今後の方向性と助言 
外部評価委員  ６９７  ９７．２ 

内部評価委員  ２４９  ９８．８ 

 

 

（２） 「評価できる点」の主な指摘内容 

 

○ ロードマップ全体としての評価 
（連携してアウトカムの実現へ） 
・ 低炭素型社会を実現するという政策ニーズに対応し、産総研内の多くの研究ユニットと連携・役割分担

し、二酸化炭素の隔離・固定評価及び産業活動の環境影響評価に関する活発な技術開発を行っている。

アウトカム目標に至るロードマップには、当研究ユニットが培ってきた評価技術やモニタリング結果を

活用し、それぞれの技術要素毎の目標に加えて社会状況、社会展開予想が適切に組み合わされており、

妥当である。 

・ 構成メンバーの研究ポテンシャルを把握しそれらを束ねた３つのサブテーマを立て、設定したアウトカ

ム実現に向けて研究を推進するロードマップは妥当と判断される。いずれも優れた研究基盤を有し、得

意とする領域で研究を展開しており、順当な進捗状況と伺える。ユニット戦略課題内の相互の連携やマ

イルストーンの設定も適切である。 

・ 様々な先端化学材料が出現する中、その評価技術を定めることは、材料劣化により発生する事故を防ぐ

ためにも重要であり、国の機関が主導して行うべきものである。アウトカムは明確であり、そのために

産業界と良く連携しながら技術研究組合を立ち上げ、その中で主導的な役割をしていることは高く評価

できる。 

・ ナノ材料を中心として、リスク評価手法の提案から自主管理手法や多様な材料の評価技術へと進むロー

ドマップは適切で、アウトカムへの道筋が示されている。当該研究ユニットに不足する技術は内外との

連携でカバーしつつ、ナノ材料リスク評価書など世界的にも独自の成果を挙げている。 

 

（研究開発の進展） 

・ 全体的にロードマップに沿って、研究が進捗しているものと評価される。とくに個々の研究項目につい

ては、長い期間の技術と知見の蓄積を踏まえて、より詳細かつ高度な研究に進化していると思われる。 

・ これまでに、既に重要な成果が挙げられており、生体、薬効機能解析等に有用な実験手法が構築される

と期待される。それ以外の課題についても興味深い成果が着実に挙げられており、全体として適切なロー

ドマップをもとに順調に研究が進捗していると判断する。 

・ 細胞機能の計測、操作に関する技術開発を課題としており、遺伝子、細胞、情報、ナノテクノロジー等

に関する研究成果を統合して独創的な細胞計測、操作システムが開発されてきている。 

 

（政策ニーズへの対応等） 

・ モニタリングによる一次データの取得を継続的・体系的に行っており、解析や関連機関とのデータ共有

も適切に実施されている。 

・ 循環型社会の実現という政策ニーズをアウトカム目標に据え、当研究ユニットが培ってきた物理選別技

術、湿式プロセシング技術、精密反応技術を基礎にそれぞれ適切な技術的マイルストーンを配したロー

ドマップは妥当であると評価出来る。特に震災復興の現場で有害物質を含む廃棄物の適正処理に当研究

ユニットの技術がいち早く応用された点など、高く評価したい。 

・ 本戦略課題では、３つの知的基盤（標準化）にかかわる活動を推進しており、それぞれのロードマップ

は長期的な政策や国の整備計画を考慮して描かれていると認められる。特に、それぞれのサブテーマで

具体的な事案での標準化等の手続きについて進捗があることは、大変高く評価できる。 
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・ エネルギー技術評価の研究組織を保持しており、政府系委員会への政策提言に、分析結果を提供して貢

献していること。 

 

○ アウトカムの設定 
（明確な設定） 

・ 高レベル放射性廃棄物の地層処分に際し、国民の安全安心を確保するために、自然事象や地下水流動に

関する調査・評価手法を構築することは極めて重要である。中立機関として、公平な立場からこれらの

知見を提供できるのは、産総研のみであり、アウトカムの設定は的確である。 

・ 化石燃料に依存した化成品製造からバイオ資源型へ移行するための技術開発は、現代社会及び産業界の

要請を反映した的確なロードマップ、アウトカムとなっている。 

・ 工業製品の評価基準は材料劣化による事故防止や高耐久化設計を促進するばかりでなく、世界の技術の

先導にもつながる。国の機関として、アウトカムは明確である。難しい分野での成果を期待する。 

・ 生活習慣病、ストレスに関して研究ユニットが培ってきた技量をうまく発揮し、的確なアウトカムとそ

の道筋の設定、当該研究ユニットの有する技術要素とその展開が具体的に設定され、優位性も妥当。 

 

（大きな貢献が期待される設定） 

・ 戦略課題を構成する各技術には長期的なスケジュールとともに、明確なマイルストーンが示され、ロー

ドマップとしてわかりやすいものになっている。先端研究として、新技術・新材料にも積極的に挑戦して

おり、個々の課題はアウトカムに繋がる重要な成果を挙げている。 

・ 民間企業で推進することが難しい課題への挑戦であり、それを産総研内の研究ユニット、大学、企業と

連携しながら主導していることを高く評価。 

・ 先導的研究成果をもとに、的確なアウトカムとその道筋の設定、当該研究ユニットの有する技術要素と

その展開が具体的に設定され、優位性も妥当である。アウトカム実現もほぼ確実であり、その基準は世

界的に見ても高い。 

 

○ マイルストーン、ベンチマークの設定等 
（明確な設定） 
・ 具体的に数値目標をあげ、実用化までのステップを明確にするとともに、我が国の新しい産業創出を視

野に入れたスケールの大きい取り組みも評価。 
・ この戦略課題では、個々の技術開発に向けて、適宜マイルストーンを設定しロードマップは妥当である。

内外の競合についても具体的に提示され、自身の研究や技術レベルの客観的な把握も適切と判断できる。 
・ ロードマップについては、２０２０年代以降のアウトカムに向けて、２年後、５年後、その先のマイルストー

ンなどが的確に描けている。 
・ ロードマップには、研究課題各々について、具体的なマイルストーンを設定しながらアウトカムに至る

研究開発の道筋が描かれ、適切と認められる。また、それぞれに長期にわたって着実に研究開発が進め

られてきており、中間目標はいずれもほぼ達成できている状況である。論文発表や特許などの成果や、

外部予算の獲得実績も高く評価できる。 
 
（技術課題の把握） 
・ 異質材料の利用拡大を予測した技術開発に加えて、半導体製造への展開も睨んで取り組んでいる。研究

ユニットの組織展開として戦略性を感じさせる。 
・ 本課題でのト－タルデザインは、機能が既知として加工と寿命とリサイクル性に注視したものとなって

おり、一見簡単でも実際には非常に複雑であり、全体を俯瞰できるシステムを構築したことを評価。 
・ 革新的製造技術、材料技術、計測技術を技術要素として設定するとともに、ロードマップ並びにマイル

ストーンを定性的に策定されている。また、ベンチマークでは、各要素技術に関する国内外の競合研究

機関との比較によって、定性的に把握されている。 
 
（適切なベンチマークの設定） 
・ これまで培ってきた技術基盤と今後の目標設定は明快であり、その研究ポテンシャルも極めて高い。 

・ ベンチマークでは、独自に開発した個別技術と従来技術との性能比較を定量的に行い、優位性と位置づ

けを提示。 

・ サービス利用者・提供者のミクロな行動理解に向けた技術要素を取りあげるとともに、ミクロな理解技

術を拡充させ社会モデルというマクロな人間行動理解技術へと展開しようとする点は妥当。 
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○ アウトカム実現へ積極的な連携 
（産総研内部での連携による成果） 
・ 研究課題の位置付けに関して、自己の位置取りを正確に把握し、各研究グループが協力して取り組む体

制は、サービスという広い範囲の技術検討には適切である。 
・ ナノ材料のリスク評価・管理技術に関する研究では、補完する必要な部分は他研究ユニットと連携しな

がら、進捗していると認められる。 
・ 産業界や社会への出口を意識して、さらに産総研内の研究ポテンシャルを集約・連携を目指し、標準の

開発を進めている。 
 
（外部機関との連携による成果） 
・ 企業や大学との協力によって人材の育成にも貢献している。効率を追う研究だけでなく、基礎的な研究

にも努力が払われている。 
・ 多くの研究機関との連携は、長期に渡るテーマであるだけに適切なアプローチと言える。他機関をうま

くオーガナイズし、日本の太陽電池研究のハブとしてうまく機能している。 
・ 材料系と機械系が有機的に連携した研究開発が行われており、外部機関と共同で薬事のためのガイドラ

イン作成も行い、制度改善にも貢献している。 
 
（新たな連携形態の試み） 
・ 技術研究組合を設立し、オープンイノベーションを主導している。その研究開発支援として、共通基盤

的な評価研究を設定し、産業の国際競争力の強化が期待できる。 
・ 企業一社では提案が難しい評価方法もあり、新たな技術基盤づくりが期待される。意識して多分野／異

分野のメンバーを集めた組織編成もよい。陽電子消滅等の高価な機器の活用にも有効である。 
・ 研究開発を行った先端的な装置を、外部に公開することにより、日本における研究の進展をサポートす

るという意味で、大変重要な社会貢献を行っている。また、その際に外部研究者との議論により新たな

研究テーマへ繋がっており、研究ユニットにおける他の研究の展開へも図られている。 
 
（実用化のための民間との連携） 
・ 多数の材料、部材、セル及び装置メーカーからなるコンソーシアムを組織し、開発・評価を実践した。

加速テストラインは新規参入企業に有益で産業の裾野を拡大する。会員間の秘密保持も留意されている。 

・ 民間単独ではリスクが大きく産総研が民間と共同して取り組む価値がある課題である。個別デバイスに

ターゲットを定めたのも良いマイルストーンである。 

・ 一連の研究では、企業との連携によりコスト意識を持った研究開発を進めている。各研究グループも、

著名な国際誌への論文発表や特許などによる成果発信を行っている。 

・ 企業と共同で開発した装置は、高い実験精度、再現性、スループットを実現。これは、今後創薬や標準

化での大きな利用・展開が期待できるものとして高く評価される。 

・ 開発技術はビジネス展開まで考慮しながら進められており、大変評価できる。多数の民間企業を巻き込

んだ技術研究組合、コンソーシアムなどの体制が整い、各装置の開発が加速されており、産業界からの

注目度も高まっている。 

 
（製品化への取り組み） 

・ アウトプットとして、オリジナリティの高い成果とともに技術移転し、製品化されるなど、優れた成果

を挙げている。さらに、これらの成果をプレス発表や報道で積極的に発信し、授賞にも繋がり、高く評

価。 
・ 用途開発を加速化する上で必要とされた量産技術の開発を実現するとともに、質の多様性に向けた基盤

技術への取り組みとその知見は、今後の製品化段階において大いに利用されるものと高く評価。 
・ これまで当該研究ユニットが開発した計測装置を共用公開し、装置の性能向上目標をマイルストーンと

したロードマップはユニークである。これらの計測装置は、いずれも市販されておらず、世界最高レベ

ルの測定装置群であり、実際に応用してもらうことで製品化に繋がることが期待できる。 
 
 
 
（技術移転が進展している） 
・ 企業と連携して量産化開発（ＬＳＩ化）を推進するとともに、知財権（特許など）や標準化への対応を考
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慮に入れている点も評価。また、技術移転やコンソーシアム設立にみられる成果普及への取り組みも評

価。 
・ フィールドエミッター技術を用いた医療用Ｘ線撮像デバイスの研究は、シーズがあり、それに応えるテ

クノロジーのニーズがあったという、極めて理想的な流れで展開している。日本の先端技術が「死の谷」

を超えるモデルとして、こういった研究開発が花開くことを期待したい。 
・ 次世代のリチウムイオンの開発に向けた新規酸化物系固体電解質材料の開発や超電導デバイスでの研

究開発では、マイルストーンを前倒しして達成、一部については、企業へ技術移転を開始。 
 

○ アウトカムに繋がる研究成果 
（実用化に近い成果） 
・ 高精細印刷技術、低温プロセスでの銅配線技術など、革新的な成果が出ており、大いに期待される。特

に銅配線技術については極めて高いレベルにあり、シリコン太陽電池への波及効果も期待される。 

・ 材料製造技術は、材料特性効果を２年前倒しで達成、摩擦低減に関してもマイルストーンの目標を達成

しており、両技術とも、現在、実用化に向けて検討しており、いずれの課題も世界初の技術であり、優

位性は明らか。 
・ 材料としてかなり成熟したレベルに達し、繰り返し耐性を実証するなど、優れた成果を挙げている。 

・ レアメタルの物理選別技術、金属精製・改修技術、有機資源の循環利用技術開発等の課題は、それぞれ

順調に進展しており、特に物理選別技術では、デバイスを選別するセパレーターが実用化になったこと

は大変素晴らしいことだと評価します。 

・ 個々のサブテーマについて主に次世代技術の開発が進められており、個別のデバイス開発など興味深い

成果が得られているものと認められる。今後それぞれを専門とする研究ユニットに技術移転しさらなる

実用化に向けた研究開発に進展することを期待する。 

・ 天然ガス輸送・貯留技術開発からガス分離・精製技術開発、熱媒体開発などの挑戦的研究が実施され成

果を挙げてきている。特に、民間企業との共同研究も順調に進められており、実用化に結びつく多くの

成果が挙げられていることは高く評価できる。 

 

○ 知的基盤整備への貢献 
・ 諸特性を測定するための高温・高圧試験機器を開発し、ＤＢ等を構築・公開（一部限定）した。取得した

各種データは世界的にトップレベル。全体のマイルストーンはややぼやけているが、サブテーマのマイ

ルストーンは妥当。 

・ 新規標準の開発に加え、世界最高精度で測定し、データベースに纏めて公開するなどの優れた成果を挙

げている。 

・ 化学物質の発熱分解エネルギー計測の標準化、爆発現象の解明やシミュレーション技術は他機関との比

較において優位な研究ポテンシャルを有しており、保安データベース及び化学災害データベースの開発

は社会へ貢献している。 

 

○ 政策ニーズへ対応している 
・ 高感度分析法を開発し、特許出願もしたことは大きい。有害物質を含む廃棄物の適正処理に当研究ユ

ニットの技術をいち早く応用できた。 

・ 技術開発とは異なる政策ニーズ対応研究であり、必ずしもマイルストーン等は明確ではないが、中長期

的視点で国の施策に助言できる計画となっている。政策決定と結びつく経産省系の重要な研究である。 

・ 標準物質、食品の安全性確保に資する標準物質などに関して高い開発技術レベルを示している。 

 

○ 技術普及のための積極的な取り組み 
・ 実用性の観点から、事業者によるナノ材料の簡易自主安全管理技術の構築、行政側のナノ材料の効率的

な有害性評価技術の構築という補完的アプローチは安全性を確保する観点から非常に優れている。 

・ 今後の低炭素社会、高齢化社会では確実に必要になるので、特区を利用した実証実験は、実用化への試

み、社会への情報発信として有意義。 

・ 多くの企業との共同研究を積極的に進めるとともに、成果を元に技術相談活動にも主体的に取り組んで

いる点は評価できる。 

 

 

○ 論文、講演等での成果発信 
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・ 数多くの論文、特許出願（海外出願）、招待講演をこなし、日本のメーカーを束ね、世界をリードする

質の高いアクティビティーを維持。 

・ 光生体プローブ、量子ドット、新原理に基づく生体分子測定法の開発など、著名な国際誌への論文成果

についても高く評価される。 

・ 基礎研究において世界トップレベルの研究を実施し、継続的に優れた論文や報道として発信しており、

極めて高く評価。 

・ 学術的に優れた成果を挙げるとともに、これらの成果は、ＮａｔｕｒｅやＰｈｙｓｉｃａｌ Ｒｅｖｉｅｗ Ｌｅｔｔｅｒｓなど多く

の著名な国際誌での論文発表並びに国際学術会議での招待講演などで積極的に発信している点など、高

く評価。 

 

（３） 「問題点・改善すべき点」の主な指摘内容 

 

● ロードマップの改善等 
（時間軸を考慮してロードマップを策定することが大切） 
・ この１～２年で成果が期待できる（残された期間が）短期的なテーマが多く、これらを引き継ぐ長期的な

ロードマップが未完成。 
・ ロードマップに関してはタスクリストとしては良いが、どの程度の達成度が求められているのか、具体

的なマイルストーンの設定すら難しい状況と考えられ、ロードマップの精緻化が当面の課題。 
・ 開発時期を含めたスピード感のあるロードマップやマイルストーンの策定が必要で、実現するための課

題をもっと明確に提示すべき。 
・ 最終的な目標／現時点での達成度／今後実施すべき課題などとともに、ある程度の時間スケールも設定

されたダイナミックなロードマップとマイルストーンの策定も必要。 
 
（適宜見直すことが必要） 
・ 研究課題毎にその内容の成果レベルと必要性を考えて優先順位をつけ、最も優先順位の高いテーマに特

化して研究を進めるべきであろう。総花的な成果になっては効果が少ない。 
・ グローバルに研究動向を把握し、様々なアプローチを評価し、（必要に応じ研究者を招聘することも含

め）重要なものを取り入れるといった取り組みかたを検討いただきたい。 
・ リソース、目的の観点で実際に取り組むテーマがやや幅が広がりすぎている感もある。 
・ 社会の大きな期待に加えて、津波浸水域と堆積物の関係を記録することは今しかできない緊急かつ重要

な課題である。 
 
（研究課題間等の連携強化を期待） 
・ 極めて競争が厳しく、技術進化のテンポが速い。一方、ナノ技術に関しても同様で、一つの研究ユニッ

ト規模では、そのレベルを維持することは容易でなく、情報通信や環境エネルギー分野などにも広がっ

ている技術を糾合し、オール産総研で取り組む体制を築いて欲しい。 
・ 全体の技術マップの中で、他の研究組織で行う課題と担当する課題を仕分けするとともに、課題間の相

互関係や連携関係を明確にすることは重要。また、技術マップは状況変化に応じて、常にアップデート

することも必要。 
・ 各課題には問題点等は全く見いだせない。広範な研究領域をカバーしていることもあるが、研究課題間、

グループ間でのより積極的な連携研究が期待される。 
 
（成果のアウトカム実現への具体性が不明確） 
・ 量産化時の製造コスト、情報伝送の信頼性や誤り率などの具体的な性能とともに、開発時期やその性能

評価試験を明記した、より詳細なロードマップの策定も必要。 
・ 新材料の導入などに必要な技術という視点でロードマップが書かれるべきである。実用のシステムを開

発するための課題や達成目標をより具体的に示すことが必要。 
・ 省エネに繋がることは理解できるが明確な記述が無く、本戦略課題の位置づけが不明確。 
 
（外部機関・企業との連携、分担が必要） 
・ 産総研が保有する技術や、民間企業との役割分担が分からない。昨今の太陽電池の価格低下等も踏まえ、

用途や価格目標等の再考が必要。 
・ この分野の業務拡大が予想される。外部機関との住み分け、教育システム作りなど今こそ優れたマネジ
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メントが必要。国際的評価法の確立も標準化の際の発言力確保に重要である。 
・ 関連組織との役割分担や連携の提示、産業界等のニーズの汲み上げや具体的な連携を明示すること。 
・ 大型プロジェクトに参加するにあたり、得意技術の部分で研究開発を担当するだけでなく産学官連携の

ハブとしてより積極的な役割を果たそうという意識がやや希薄ではないだろうか。 
 

● アウトカムの設定の見直しが必要 
（設定したアウトカムとマイルストーンの関係が低い） 
・ それぞれの研究の世界の中での位置付けや、アウトカムへの道筋の中での位置付けが明確ではない。ま

た、テーマが乱立している。 
・ 特に、どこまで達成すると産業界へのアウトカムが実現するのか定量的で明確な技術目標設定が必要。 
・ 各サブテーマのアウトプットの興味深さに比べ、アウトカムが概念的で、道筋が見えにくい。この課題

で引き続きすすめるなら、どうしてグリーン・イノベーションが対象なのか、説明が必要。 
 
（曖昧なアウトカムの設定） 
・ 最終的な目標やアウトカムの設定がやや曖昧な部分がある。開発技術が各種用途に直結するターゲット

を設定し、その有用性をアピールすることが必要。 
・ 本研究ユニットのメインテーマに対する本戦略課題の位置付けとアプローチをより明確化することが

望まれる。先端革新技術を他の２つの産業基盤技術と並べて戦略課題とするのはやや無理があり、「原理

の産業技術化」を通じたアウトカムと言っても、今後成果を具体的な形で示しにくいおそれがある。 
・ アウトカムの表現はやや抽象的で、現段階で想定される具体的な製品名や適用物の例示、有効活用モデ

ルを作ることなど、適用後の効果／産業界に与えるインパクトもイメージして推進する事が必要。 
 
（市場価値を考慮したアウトカムの設定が必要） 
・ 数値目標設定を高く評価するが、その難易度・現状の国際水準との対比が示されていない。ビジネスに

つなげるには、コスト目標設定も重要である。現時点の達成度の算出根拠、原料の安定調達性なども不

透明である。 

・ 民生用エネルギー分野では、電気のみならず、熱エネルギーの利用、高効率化も大きな課題であり、熱

利用分野での今後の成果も期待したい。技術だけでなく、コスト、シンプルさの検討もお願いしたい。 

・ 国内応用の成長率が低く、産業応用面での成果を見るにはコスト問題や資源偏在等の課題にも対応する

必要がある。 

 

● マイルストーン、ベンチマークの設定等の改善が必要 
（マイルストーンでは具体的目標が必要） 
・ 産総研の製造支援技術により、製造コストをどの程度カットできるのか明確な数値目標を立てて開発す

べき。また、中間目標は具体的、且つ明確に書くべき。定義、目標を明確にしておく必要がある（活性、

物性、安全性など）。 
・ 最終ターゲット、現時点の開発達成度、今後の改良点や新たに取り組む点と達成のための要件など、マ

イルストーンや課題を明確化したロードマップの策定が必要。 
・ 最終目標に対する現在までの達成度と最終目標の達成に向けた今後の見通しについて、より明確な記述

が必要。 
・ 実用化のための適用事例を想定し具体的な手法を明確にすることが必要。また耐久性・信頼性等を評価

することが必要。 
 
（ベンチマークの優位性を明確にする必要がある） 
・ 本技術の有効性を他の技術との比較も含めて、定量的に示すべきである。 

・ 数多くの機関で研究されているテーマであり、開発技術と他技術とのコストや性能の比較を明確に示す

必要がある。 

・ 達成目標と企業のニーズの要求レベルの関係や他機関に対する優位性を明確にする必要がある。例えば

省エネ効果、装置コスト低減による投資効果、気体分離膜の必要性、市場性等を明確にして欲しい。 

・ 個々の基盤技術の優位性について、しっかりした最新のベンチマークを常に作成して適切な方向性を探

ることが必要である。 

・ システムの構築が、どの様に具体的な産業に寄与するのかロードマップで示すこと。ベンチマークでは、

相応・類似する研究・技術開発を行っている国内外の競合機関との質的比較をすることが必要である。 

・ ベンチマークに「世界初、世界最高」とあるが、すべての項目にエビデンスがそろっているとはいえな
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い。また、対応する研究室・研究員の規模に比べて、アウトカムは十分とは言いがたい。 

 

（要素技術の妥当性が不明確、技術課題の把握が不十分） 
・ 研究ユニットの大きさの割には扱うテーマの数が多い。テーマによってはその規模が大き過ぎ、取り組

みがやや散漫の印象を受けた。適切な数と規模のテーマに絞り込み、目標を明確にすることが望まれる。 

・ 化学的な手法をどう活かして、どのような知見が生まれるのか、具体的な内容が掴みにくい。加工技術

の現状と問題点、当該技術がないと直面する課題などと対比の上で、研究開発の目標を示すべき。 

・ 様々な取り組みが行われているが、個別なアイデア研究のようなものが多く、依頼に対して個別に対応

しているというイメージが強く、全体の目標に対する達成度が不明確。 

・ マグネシウム合金の問題点をよく考えて用途を考える必要がある。資源供給の点で課題もあるので、サ

プライチェーン全体でどのような使われ方が最適かを検討してほしい。 
 

● 成果の発信量が不足している 
（インプットとアウトプットのバランスが適切でない） 
・ 各グループの方向感がそろっていないように見える。また、公表論文数が少なく、発表した雑誌レベル

も高くない。 
・ 協業組織との関係上の制約と理解するが、成果物の中で論文などの外部発表が少ないこと。 
 
（海外へ向けて成果の発信を） 
・ 国際会議等の開催などの日本のオピニオンリーダとして世界に発信する表舞台での活動が必要。 
・ 昨今は我が国のみを想定したエネルギー需給想定はほとんど意味をなさず、複雑な国際情勢を踏まえた

グローバルなベースデータ構築と解析が不可欠。今後、より一層の海外機関等との連携強化を期待する。 
・ 国際競争力強化のため、国際特許出願、国際論文誌等の成果発信など、より積極的なアピールが必要。 
 
（特許出願と論文発表は両立を） 
・ 論文数に比して特許の出願数が少ない。産業界との連携をより一層推進することを期待する。 
・ オリジナリティの高い技術開発の成果にもかかわらず、特許出願が少なく思われる。国際的な普及活動

を活発化するためには、国際特許など知財獲得活動もより積極的にすることが必要。 
・ 優れた技術開発を進めているので、学術的論文発信だけでなく、特許出願など知財権の確保も重要であ

る。この知財獲得活動には、研究者だけでなく、研究ユニットとしてサポートすることも必要。 
 
（成果の発信方法について検討を） 
・ 産総研の公的研究機関としての立場から、より多くの利用者がより容易にデータ活用ができるよう、技

術開発のみならずサービス体制の提案・構築にも、リソース配分が必要。 

・ 過去に行ってきた基礎研究が現在は応用研究に発展している実例をアピールすべき。 

・ 成果物（各種マップなど）の産業界や一般へのアピールが弱いと思われるので、各種学会や学術的なイ

ベントなどでの宣伝をはじめ、ＨＰなどでも公表を進めてほしい。 

・ これまで得られた成果物について、外部データベース、解析ソフトなどと比較して、具体的にどのよう

な優位性があるかを明示した方が良いと考える。 

 

● アウトカム実現への取り組みについて検討が必要 
（企業との連携が必要） 
・ 自動車業界と直結した研究であり、企業の研究開発との相違点の明確化が必要。目標性能の設定のため

にも応用先であるＦＣＶ開発企業との連携が必要だが、ＦＣＶ以外への応用や展開もあるのではないか。 
・ 秘密保持に配慮した上で、外部機関（産業界等）との共同研究や研究連携の見える化が必要である。 
・ 解析技術等を駆使して課題を解決すべき。コンソーシアム等を活用して、メーカーともっと情報交換を

してほしい。また、強みである信頼性評価、劣化機構解明と合わせて最終ユーザーの利益を考えていた

だきたい。 
・ 産業的には、多大な貢献がある研究が推進されているので、提携している企業のみならず、我が国の産

業振興の上で複数の企業で共有できる知見となって行くことを期待。 
・ 技術的に野心的かつ発展の余地が大きい課題であるので、他研究機関や企業との一層の連携を図って

いただきたい。 
 
（外部からの評価が重要） 
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・ このような材料開発はやはり、最終ユーザーとの情報交換が重要である。ユーザーとの関係構築に今一

歩の感があるので、ぜひ具体的な使用例を見出し、現状を突破して欲しい。 
・ 企業などの外部機関がどの点に関心を示し、どう実用化を図るかという、外部との対話が大きな課題。 
・ ニーズの高いテーマに関しては、積極的に産業界からの意見をもっと求め、スピード感を持って、重要

な課題に関する研究を進めていただきたい。 
 
（特許が活用されることを検討する必要がある） 
・ 解析から得られた結果をうまく特許化する出願のスキルの点等で不十分。また、特許の活用法について、

明確な戦略を構築すべき。 

・ 研究試薬も含めて海外企業が強く、日本企業の実用化には、知的財産取得、技術移転先の限定等の施策

が必要。 

 

（４）「今後の方向性と助言」の主な指摘内容 

 

△ 設定したアウトカムの意義を分かりやすく表現・説明する必要 
・ モニタリング分野などは短期間での成果を示すのは困難な場合も多いと思われる。常に他機関との優位

性やその比較の妥当性、世界水準を基準とする質を意識した研究を実施し、その点を明確に説明してほ

しい。 

・ 要素技術からではなく、基本に立ち返り、取り組むべき対象、目標設定、アプローチ手法、成果還元の

意義など、よく考えて位置付けることが重要。 

・ 他の多くのモデルに対する優位性をより明確にし、アウトカムとしての社会システム改革実現への具体

的成果の「見える化」を期待する。 

・ 産業の未来を見通して進めるべき研究の方向性の提示、及び、大学とのすみ分けと大学の活用方針の明

確化、などを通じて自他ともに認める産総研のあるべき姿を明示することが必要。 

・ 戦略課題の産業応用における次なる課題や従来技術からの転換に際しての問題点を明確にし、次のス

テップである実用化研究についても分かりやすく説明することが必要。 

 

△ ロードマップを改善・見直すことが必要 
（技術の進展に対応した見直し） 
・ 今後は製品設計の段階から、リサイクルされることを意識して設計・製造されるよう、リサイクルのた

めの指針等を作成するなどの面でも、当研究ユニットの能力を発揮して欲しい。 
・ 将来のあり方を視野に入れるとともに、市場性や諸般の経済効果も視野に入れた目標設定が必要である。 
・ 今後、国際競争力のある広角的なシステム化技術が必要になる。公的研究機関として政策提言が必要な

分野でもあり、大型システムでも安全性、信頼性も含めた発電能力の評価に重点的に取り組んでほしい。 
・ 産総研は標準についての経験が豊富であり、国の研究機関としてバイオ分野での標準化戦略を考えるべ

き時である。 
・ 出口に近いフェーズにある研究は、産業界や他の応用部門との連携を進め、産業化へのシナリオをより

具体的に描いて欲しい。 
・ 今ある技術シーズを延長するだけでなく、どのような技術が将来必要とされるか、定期的に見直しをす

る事が必要。 
 
（時間軸を考慮して展開すべき） 
・ 社会インフラの技術開発においては、産業界全体と連携・議論し、１０年～２０年のスパンでのロードマッ

プを作り、共有することが重要。特に、海外市場における産業競争力強化につながる戦略作りを期待。 
・ 長期的な視点から、産業界のできない時間のかかる基礎的研究テーマを遂行することは重要である。但

し、同時に、産業界を取り巻く環境の深刻化を考えると、研究を加速し、一日も早い実用化を期待した

い。 
・ 手短な課題からスタートしているように思われる。研究を進めながら、その中から中長期的なテーマ、

基礎技術や広く横展開可能なテーマを見出していただきたい。 
 
（コスト評価も考慮すべき） 
・ 費用対性能向上のために、材料／装置コストを下げるのか、変換効率を上げるのかを総合的に勘案した

課題設定が必要。用途開発に注力するなど、市場への出口をより強く意識してほしい。 
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・ 市場普及段階で先行者が敗北する場合もあり常に性能やコストの観点で勝てる技術開発を主導すべき。 

・ 海外産業との競争力を向上できる「低コスト」の視点をより具体的に強め、特徴ある材料を開発するこ

とを期待。 

 

△ ベンチマークやマイルストーンはロードマップ策定に必要な情報 
・ 他の方法に対する優位性や実現可能性を定量的に示して、大いにアピールして進めるべき。 

・ 最新の技術とのベンチマークによりポジショニングの明確化が必要。 

・ 他の手法とのベンチマークは必須であり、「省エネの度合い」などを意識して示すと良い。 

・ 本戦略課題の位置付けをより明確にするため、ベンチマークでは、コア技術に関して競合研究機関の明

示や定量的な技術比較を行うことも重要。 

 

△ 研究成果の知財化（標準化）は戦略的な視点で取り組むことが必要 
・ 国際競争力として差別化できる先端技術を開発し、将来の方向性を示して産業界を牽引してほしい。強

い特許を取得してメーカーに供与することで、国内産業の振興に一層寄与することを強く期待する。 

・ 日本の産業界が世界への優位性を是非とも確保したいところであり、産業界の意見を吸収しながら戦略

的な知財確保や国策提言など、積極的な貢献を期待。 

・ 今後、性能評価に関して、我が国の評価手法が国際的にも標準的な技術となるよう、標準規格化に関す

る一層の活躍を期待する。 

・ 今後利用の拡大に対応するため、安全性の評価などに必要な標準をいち早く整備し、大きな柱に育てる

ことを期待する。 

・ 評価技術を標準化するメリットは大変大きい。今後は産総研のオリジナルな技術だけではなく、日本で

開発された評価技術を標準化し普及させるということに取り組んでほしい。 

 

△ 研究成果をフォローアップすることが大切 
・ どの様な利用法が可能で有効であるか等の点について企業と機器開発方向性を検討して行く段階であ

ろう。 

・ ユーザーのニーズや事業化の可能性、導入のメリット、デメリットなども評価し、何が重要かを見極め

ながら開発を進めるべき。併せて有用性の客観的な評価方法を検討すべき。 

・ 産業界のニーズに即応した対象の選定を行うよう、常に交流と情報収集を行って頂きたい。 

・ 具体的な産業界でのトライアルを早期に行い、その中で課題を見出しつつ開発を進めるべき。 

・ データベースについては、使ってもらってさらに充実してくる要素もあるので、公開した後の反響につ

いてもウォッチングし、より良いものへ仕上げてもらいたい。 

 

△ 研究成果の発信方法には工夫や戦略が必要 
・ 一般社会や産業界に存在感を示すには、「これができたらこうなる」というストーリーの平易かつ具体

的なアピールが必要。どのような基盤技術を発展させて行くかを明確にし、内外との協力を深めてほし

い。 

・ 社会のライフラインや行政、さらには国際社会での利用においては、法律や制度の整備や国際間での調

整など、社会科学的な課題が多い。次世代技術の研究開発においては、そのような課題に萎縮すること

なく、積極的な技術提案、社会提言を進めることを期待。 

・ 少量多品種の生産が可能である利点を最大に生かせる応用を早く特定して、一例でも成功例を出してほ

しい。 

・ 今後は手法の確立による精度の向上、民間技術者も含めた人材の育成、自治体の防災行政や教育の活用

など、これまでとは次元の異なる活動にも期待する。 

 

△ アウトカムを実現するための体制づくりが大切 
（外部（内部）連携の必要性） 
・ 知的基盤技術としての環境診断技術を企業・工業会との連携のもと幅広く国際規格を提案して行くこと

が実用化の推進になると考える。 

・ シーズ指向的でもあり、早い段階からオープンイノベーション型、また企業と組んで市場ニーズを開拓

すべき。工作機械メーカー等との協調・競争も期待する。 

・ 民間企業との連携を積極的に進めて実用化につなげ、早期に技術移転や特許等の獲得など、一層の進展

と成果発信を期待したい。 
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・ 他の技術との比較を詳細に行い、医療機関との連携を進めることにより、早期の実用化を目指す。 

・ 厳密な基準では非常に困難な目標である。内部でもよく議論し、真のアウトカムにつなげるためには、

企業との早めの連携などの方策も必要と思われる。 

・ 基盤技術においても、常に成果の出口イメージを意識して企業や他研究ユニットとの連携により実用化

を目指し、産総研で開発された優れた基盤技術が生かされることを期待する。 

・ 今後の実用的なレベルでの応用展開においては、企業と連携することにより、求められる特性や仕様の

把握、コスト意識などを早い段階で持つことが必要である。 

・ 今後は、開発された先端技術が実際の分析応用に活用できるよう、民間の企業との連携を強化し、製品

化されることを期待する。 

 

△ 今後も継続した取り組みを要望 
・ アジア戦略として、これまで培ってきた計測技術のさらなる展開が期待できる。また、情報分野との融

合による環境情報産業の創出を目指すなど、社会的な展開においても、今後の発展を期待したい。 
・ 重要な研究開発分野であるが、石油、天然ガス等の短期的な価格変動で評価が急転する可能性もある。

定期的に目標を見直しつつ、確固とした信念で研究開発を継続してほしい。 

・ 実験特区での研究開発を粘り強く継続し、日本の社会制度・法制度を変革させるほどのインパクトを期

待。 

・ 我が国が強みとして頑張っているのが素材産業で、ガスや液体分離膜などの高機能薄膜の評価技術など、

今後我が国の産業発展に貢献できると期待される。 

・ 材料技術は日本が高い国際競争力を有する分野であり、今後の継続的な製造業の発展には欠かせない分

野でもある。材料メーカー及びそれを利用している製造業に従事する企業から広くニーズを聞き取り、

今後も新規材料とその製造プロセスの創出に十分な資源を当てて取り組んでいただきたい。 
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５‐２‐３ イノベーション推進への取り組みの評価コメント 

 

本節は、第３期に入り評価の大きな評価項目としてとりあげた「イノベーション推進への取り

組み」における評価コメントの内容をまとめる。 

 

（１） 評価コメントの概要及び内容の構成 

 

「イノベーション推進」という場合、包含する内容は広い。研究ユニット評価における本評価

項目の観点は、イノベーション推進における主として「外部貢献」の取り組みとその効果である。 

 評価事項として、主として①成果の発信や研究ポテンシャルによる、国、社会、産業界、学界、

及び国際、知的基盤等への貢献の取り組みとその効果等、②産業人材育成を含む、産学官連携、

地域連携等のイノベーションハブとしての取り組みとその効果、等を示している。 

ここでは、評価コメントの内容を、１）国・社会・産業界・学界等への貢献、２）国際貢献、３）

知的基盤、４）外部人材育成、５）産学官連携、６）地域連携、の６つの内容に分類して、それらの頻

度の割合を概略的に把握した。これまで評価コメントの内容として「７）その他」を設けていたが、

「イノベーション推進における外部貢献の取り組み」という評価の趣旨について、外部評価委員

に対する説明が十分浸透してきたため、コメントはほぼ、１)から６)の項目に分類可能となった。

なお、これまでの「その他」に該当するコメントとしては、「該当の研究分野における世界的な

拠点化」に関する包含的なコメントのほかに、５‐２‐２で挙げられる個別の研究課題についての指

摘、５‐２‐４の研究ユニットのマネジメントに関する事項、あるいは「イノベーション推進への取

り組み」の観点そのものの指摘、等のコメントが含まれていた。得られたコメントの頻度を、図

５‐２-１に示す。 

 外部評価委員、内部評価委員ともに「評価できる点」「問題点・改善すべき点」や「今後の方

向性と提言」において、「産学官連携」についてのコメント数が一番多く、次に「国・産業界・

学界等への貢献」そして「知的基盤」の順にコメントが多く記されており、「人材育成」や「地

域連携」の項目は「産学官連携」などの項目と複合でコメントが得られており比較的少なかった。 

「国・社会・産業界・学界等への貢献」については、評価できる点として、コンソーシアム活

動とこれによる新しい国家プロジェクトの先導並びに新規技術研究組合の設立など、産業界への

貢献が多数取り上げられている。一方、問題点・改善すべき点としては、製品化の一歩手前とい

う「出口に近いもの」の展開として、アウトリーチ活動の不足、最終的アウトカムに結びつける

活動について一層の推進が望まれるなどの指摘があり、今後の方向性と助言としては、情報発信

による成果の広報活動、事業化への橋渡し、産業の活性化に資する研究開発を目指すべきとの指

摘など、研究開発から事業化までの連携の強化策の提示がある。 

「産学官連携」では、技術研究組合やＴＩＡの場を活用した融合研究が推進されている点等があ

げられている。一方、問題点・改善すべき点としては、多くの技術要素について開発研究を展開

しているが、どこまでを産総研が育て、どこから民間企業に技術移転するか、などの明確化が必

要との指摘がある。 

「知的基盤」については、国際標準化は我が国全体の問題であるが、産総研主導（リーダーシッ

プ）のもと、総合的な取り組みに対する発信、並びに産業界が積極的に参加できる仕組みづくり

が必要との指摘も見受けられる。 

 なお、本評価項目における評価コメントの記入率は表５‐２‐３のとおりである。評価できる点に

ついては、外部評価委員及び内部評価委員ともに、高い評価コメント記入率である。問題点・改

善すべき点についての記入率は若干低いものの、今後の方向性と助言については９割以上の評価

者がコメントを記入している。 

 次項以降では、評価事項に概ね沿って、コメントにおける主な指摘例について示す。 
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図５‐２-１ イノベーション推進への取り組みの評価コメント内容 

 

 

表５‐２-３ 評価記入区分と記入率 

評価記入欄 評価委員内訳 記入者数 記入率（％） 

評価できる点 
外部評価委員  １６４  ９７．０ 

内部評価委員  ６０  １００．０ 

問題点・改善すべき点 
外部評価委員  １３５  ７９．９ 

内部評価委員  ５４  ９０．０ 

今後の方向性と助言 
外部評価委員  １５８  ９３．５ 

内部評価委員  ６０  １００．０ 

 

 

（２） 「評価できる点」の主な指摘内容 

 

○ 国・社会・産業界・学界等への貢献 
・ 独自の水平・垂直連携の考えのもとに、イノベーションハブを意識した取り組みを展開している。先端

材料の基盤づくりは着実で、企業の自社開発品のベンチマーク設定に役立つ。 

・ 開発した技術をサービスにまで昇華し公開することを基本方針として、企業との共同研究、国際的コミ

ュニティー創出に向けた国際共同研究、震災関連情報の発信等の社会貢献などへの取り組みを評価。 

・ プロジェクトへの参画による研究推進やこれを通じた人的なネットワークの構築のためのコンソーシ

アム活動とこれによる新しい国家プロジェクトの立ち上げ並びに新規技術研究組合設立への主導的役割

など、産業界への貢献は評価できる。また、中小企業との研究開発連携も強化し、多くの共同研究や中

0 50 100 150 200 250 300 350 

地域連携 

産学官連携 

人材育成 

知的基盤 

国際貢献 

国・産業界・学界等貢献 

のべコメント数 

評価できる点 問題点・改善すべき点 今後の方向性と助言 
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小企業支援事業の採択に繋がっている。 

・ 技術研究組合との連携による政策貢献、政府系各種委員会への積極的な参加と標準化や解説作成など安

全の規格や制度への貢献を行なっていること。 

・ 著名な国際誌に成果を発信するとともにプレス報道や多数の招待講演を行うなど、学術界や社会への貢

献も果たしている。また、多数の企業人材受入や技術相談対応、国内外企業から構成されたコンソーシ

アムの設立と運営など、イノベーションハブ機能としての役割も果たしている。 

・ 国の福島復興政策に基づくシーズ研究を活かしたＣｓ除染実証プラントへの展開は、組織の高いイノベー

ションポテンシャルを示している。 

・ 国への貢献は極めて大きく、国の政策、原子力政策にかかる防災にも大きく貢献している。 

 

○ 国際貢献 
・ 米国との技術協力や国際標準化の取り組みを通して、日本の技術の海外展開をアクセラレートする機能

を担っている。国内外と広く共同連係をすることにより、研究に広がりが出てきた。 

・ 公的機関として、多くの企業が産業化に乗り出せる環境づくりやハブ機能形成を基本方針として、基盤

技術や評価技術の開発に注力するとともに、安全に関わる制度やガイドラインの提案、国際標準規格の

策定と技術の普及への貢献などへの取り組みを評価。 

・ ヨーロッパ産業協会のバイスプレジデントの一人として国際標準化プロセスに関与していることは非

常に重要であり、努力を評価する。 

・ アジア基準認証などのオープンイノベーションハブとして際立って高い貢献を行なっているものとし

て評価できる。主体であるセルメーカー以外に、モジュール化、システム化では、多くの素材メーカー

も関与するところであり、コンソーシアムを通じて産業人材の育成への期待にも応えているものと認め

られる。 

 

○ 知的基盤 
・ 社会実現に不可欠な物性データを整備し、ＤＢを構築した。ＤＢは多くの企業・研究機関で有効に活用さ

れている。データを広く活用する新規枠組みを作り、仲間作りを行ったことも評価される。 

・ 標準物質の製品化を行い解析の品質管理に貢献したなど、それぞれのグループが着実に研究を進めて国

際的にトップジャーナルに発表が出来ている。 

・ 地質図をはじめ、多くの成果を標準化やフォーマット統一により使いやすく、利用しやすい形で情報発

信を行っている。 

 

○ 外部人材育成 
・ 大学との交流も過不足なく、地域や中小企業への目配りもなされている。ポスドクの脱アカデミア志向

など、産業人材育成に大きな効果を挙げており、取り組みの姿勢も良好である。 

・ 人材育成は、イノベーションスクールの開催、研究成果報告会の開催、研究奨励賞の設置等に取り組ん

でおり、他の研究機関に比べて積極的。 

・ 世界トップレベルの研究リソースを用いて、多くの外部研究者を指導するなど、イノベーションハブと

しての機能を十分に果たしていると評価できる。 

・ 技術研究組合、多数の企業との共同研究を推進し、技術移転活動を通じて産業技術人材育成にも貢献し

ていることを高く評価。 

 

○ 産学官連携 
・ 各企業を廻ってニーズを聞くなど、企業のニーズや意見を把握する懸命な努力がなされオピニオンリー

ダとしての国や国内企業への貢献も十分。 

・ 研究拠点化では、多分野に分散している技術、体制を整備しつつ企業と連携して日本のビジネスを強化

しようとしている。 

・ 複数の技術研究組合と連携を組み、運営のできる人材を配するなど中心的な役割を担っている。産業と

密接な研究体制を作り上げることで、オープンイノベーションに尽力し、迅速な製品化に貢献している。 

・ 複数のコンソーシアムを組織し、わが国の中核拠点として、多くの素材メーカーとも連携している。数

多くの共同研究等が着実に推進され、オープンイノベーションハブとしての貢献は際立って高い。 

・ 産総研のおかれた現状、問題点を正確に理解し、基礎研究の重視と実用化研究への注力、成果の発信、

大学や外部研究機関との連携、世界水準へのキャッチアップ、ダイバーシティーの保持、所内の横の連

携等、様々な分野についてマネジメント上の努力、取り組みが行われている。 
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・ 各種標準化やガイドラインの作成では、関係省庁との連絡や産業界との連携を積極的に行い、関係産業

の活性化・育成、国際競争力の強化という点で大きな貢献を果たしていると評価。 

・ 日本のハブとして体制を整え、実際に機能していることは非常に高く評価したい。日本の産業界で、こ

のレベルの体制を整えるのは難しいであろう。世界的にも稀有な存在であり、この分野での日本の活躍

を期待させる。 

・ 自前主義ではなく、拠点形成とハブ機能の推進を前面に打ち出しており、考え方が大いに評価できる。

しかも、実際に多くの所外組織と連携して取り組みを機能させている。 

・ 成果公表やシンポジウム開催を定期的に行い、一般公開などを通じて他研究ユニットと連携して広報に

努めている。産技連を通じて福島等での地域展開も積極的に行っている。 

 

○ 地域連携 
・ 「出口を見据えた研究開発」を重視する姿勢を打ち出し、社会、産業界に広く成果の発信を行っている。

国際標準化、ＷＨＯへの働きかけなど、特筆すべき成果であり、その貢献度は高い。産学官連携・地域連

携等のイノベーションハブとしての取り組みについても、継続的な努力の蓄積と成果を高く評価。 

・ 地域においては、中小サービス事業者数百社を束ねた研究会を発足させるとともに、地域企業や大学・

研究機関との連携プロジェクトも展開。 

・ 公設研ネットを活用したものづくり支援は中小企業支援の特長的な取組みであり、地味であるが重要。 

・ 中小企業をも含めた企業との共同研究にも活発に取り組み、地域連携でのイノベーションハブとしての

役割も果たしている。 

 

（３） 「問題点・改善すべき点」の主な指摘内容 

 

● 国・社会、産業界・学界等への貢献 
・ 優秀な人材がいる産総研では、イノベーションに対しもっと高い目標を設定して、国際的なベンチマー

クを設定し、ビジョンを共有して世界に冠たる組織であるとの運営を行って頂きたい。 

・ 規制の見直しや国際標準化が、最終的には我が国産業の国際競争力強化に結び付くよう、より戦略的に、

且つ長期的視点に立って取り組むことを期待する。種々の制約を打破するために、関連機関に対しても

大胆な提言等を発信することを期待したい。 

・ 社会的に注目されるようになって、研究成果や内容を正確に理解してもらえるような幅広い情報提供が

期待される。そのために、ホームページ、ニュースレターなどの一層の充実を図り、産学官のみならず、

広く国民に対して、積極的、戦略的な情報発信が必要である。 

・ 出口に近いものの展開、あるいは出口に繋げるためのアウトリーチ活動については、個々の研究者が自

発的に行う以外に研究ユニットが支援、あるいはイノベーションコーディネータなどにより組織的に取

り組むことが必要。 

・ 最終的に求められる「新規技術を社会に実装し広く産業・社会に貢献する」を実現するには、法律や制

度、産業界の動向などを適確に把握しながら、所管官公庁とも連携しつつ社会の新たな仕組みを構築す

る「社会実装企画」チームが必要。 

・ 製品化の一歩手前で止まっている研究成果が多い気がする。死の谷を乗り越えつつあることは評価する

が、やはり製品化して世に出ない限り、最終的なアウトカムには結び付かないことに留意して欲しい。 

・ アウトカムについて、漠然としたイメージがあり、ニーズに対するアウトプット及びアウトカムによる

社会貢献の提示が望まれる。 

 

● 国際貢献 
・ 多くの機関との連携が示される中で、国際的な連携はあまり見えなかった。オープンにできるプロジェ

クトは自由に行い、クローズドなものでは契約をきっちり行うなどして更に進めるべきであろう。 

・ 産総研全体の方針が求められる問題ではあるが、今後、最先端技術に関する国際的な研究連携に対する

基本戦略（知財戦略も含めた）の策定も必要と思われる。 

 

● 知的基盤 
・ 現在のデータベースを更に追加・改定していくための仕組みが必要であり、産総研の中での受け皿も必要。産

総研が目に見えないところで、活躍されているのであろうが、その貢献が見えにくい。 

・ 国際標準化では、産総研主導のもと、産業界が積極的に参加できる仕組みを作る必要がある。また、標準化を

進める上で、知財戦略を明確に打ち出してゆく必要もある。 
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・ 国際標準化への取り組みは、我が国全体の問題であるが、今後ともリーダーシップを発揮され、総合的な取り

組みに対する発信を期待します。 

・ 情報通信分野や環境・エネルギー分野と連携して、情報の整備と統合による地図系データバンクの構築を目

指している。当研究ユニットが進めている活断層、地下水、地殻応力などの各データベースについては、多様な

地質関連データベースとの統合、他機関との連携を視野に入れて、さらに充実を図っていただきたい。 

 

● 外部人材育成 
・ 人材育成面での報告が不十分。意識的に取り組むべき。 

・ 産業人材育成、イノベーションハブとしての取り組みについては十分に手が回っていないように見える。 

・ 人材育成の観点から、当研究ユニットは社会全体の人材育成と知識の普及の役割を持つので、大学との

連携とともに、民間企業の技術者養成に努めてほしい。また、産業人材としては、狭い知識ではなく幅

広い知見を有し、総合的かつバランスをもって知見を取り扱える人材が必要である。 

 

● 産学官連携 
・ 多くの技術要素について開発研究を展開しているが、どこまでを産総研が育て、どこからを民間企業に

技術移転するか、そのメリハリを明確化する必要がある。 

・ 研究対象が広範囲であるためか、対外的にイノベーションハブを形成しているとはいいがたい。まずは

分野内で、次に材料や情報通信分野を巻き込んだ所内でのハブが見えるようになるとよい。また、研究

成果を対外的にＰＲできていない。研究開発分野へのみの発信ではなく、一般人にも分かり易く研究成果

や取り組みを広報して、社会からの評価を高める取り組みを行うべきである。 

・ 枠組みが整った後は、イノベーションの結果が求められるが、現時点では大きな成果は出ていない。イ

ノベーション視点でＰＤＣＡを実践することが大切と思われる。 

・ イノベーション創出の取り組みは個別にはなされているが、ハブを形成するには至っていない。また、

産総研の貢献がわかるようなかたちで、広報活動にも力を入れる必要がある。 

・ 医療や福祉の現場との連携が不十分。手間がかかり大変だが、そこにも十分な人的資源を投入すべき。 

・ 産業界との連携においては、産総研のシーズを製品化なり事業化するという点がまだ弱い。共同研究は

あるが、どの程度真剣に産総研のシーズの事業化を考えているのかが不明。開発されたモジュールがど

の程度使われているかを検証し、あまり使われていない場合は、原因を究明することが必要。 

・ オープンイノベーションのハブを目指すという構想の点では成果に至っていない。データのアーカイブ

について進展が不明。自分たちの研究成果を挙げることと、外部の研究に貢献することの間にあるトレー

ドオフが未解決の懸念。 

 

● 地域連携 
・ 地域イノベーションについては、大学、研究機関を巻き込んだ拠点形成と知的基盤への取り組み、戦略

課題の練り上げが必要である。 

・ この研究ユニットは、政策提言ができる十分なポテンシャルを有しており、例えば地域の経済産業局や

地域の行政などと連携して取り組む必要がある。 

・ 地域センターグループの存在価値がはっきり見えてこない。見せ方をもう少し工夫するとともに、産業

基盤がある地方における地域貢献について一層の努力をはかってほしい。 

 

（４） 「今後の方向性と提言」における主な指摘内容 

 

△ 国・社会、・産業界・学界等への貢献 
・ 強力な技術開発力や関連産業の集約力を背景として、国家戦略提言などへの積極的かつ継続的な働きか

けに期待。 

・ 研究者の意識改革が必要であり、全体的な底上げが急務であると感じた。国の科学技術開発の方針、社

会の流れに対応した柔軟な組織作りと、トップダウン的な運営によりイノベーションハブ化ができると

思う。大学でできないような柔軟な組織作りとハブ化を考えて欲しい。 

・ 技術主導でイノベーションが数多く生み出された時代から、技術とビジネスモデルとユーザー価値を組

合せたイノベーションへと時代の状況は大きく変化。この変化と日本特有の社会構造的課題を前提に、

今後の我が国の産業技術の発展を推進する公的研究機関の役割とビジョンを検討することを期待。 

・ 最終的には社会的なサービスをめざす技術である以上、その受け手である生活者の感覚を取り入れるこ

とが必要。社会的ニーズを把握し、研究開発の方向性に反映させることを期待。 
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・ 将来の行政ニーズを予見した研究への取り組みが弱いので、国内外の経済情勢や技術動向を勉強して将

来重要となる技術を見出す力を養う努力をすべきである。 

・ テレビや新聞やＷｅｂなどのメディアを利用した一般向け成果発信を強化し、研究成果が一般にも認知さ

れるようにメディアへの露出も進めてほしい。 

 

△ 国際貢献 
・ 国際連携や国際標準化においても積極的な取り組みが行われているが、日本を代表するイノベーション

ハブとして、さらに議論を尽くして、牽引役となる戦略的な推進を期待する。 

・ 独自の取り組みであり、産総研知財部門や産学官連携推進部門ではカバーしきれない研究ユニット内研

究成果（ポテンシャル）の事前の発掘やフォロー、産業界へのアウトリーチ、海外共同研究を活発化さ

せ、若手の研究者を派遣するなど、細やかな活動を今後とも期待する。 

・ 技術研究組合での研究開発には今後も最大限の貢献を期待するとともに、つくばイノベーションアリー

ナのコア領域として国際的に開かれた研究展開を行い、顕著な世界的成果が生み出されることを期待。 

・ アジア太平洋地域での途上国支援や２国間連携、国際計量システムへの貢献を継続し、今後ともアジア

地域の意見を国際活動に反映させ、我が国のプレゼンスを向上させることを期待する。 

・ 海外研究機関とは人的交流などを通した連携が一定に図られているようだが、グローバル化にさらに力

を入れていただきたい。 

・ 技術だけでなくコンセプトについて欧米への説得力が重要。技術についてはプロトタイプシステムで実

証するとともに、ネットワークのマイグレーション戦略、導入戦略についても欧米が納得するシナリオ

を確立させると同時に、国際標準化活動のより一層の加速が必要。 

 

△ 知的基盤 
・ 評価技術の国際標準化は重要であるが、各国の企業がせめぎあう中でその技術をどのような形で競争力

強化に活かすかについての戦略作りを期待したい。 

・ 国際標準化においては、組織的な活動に加えて、リーダーシップを発揮できるような、日本の顔として

交渉の舞台で活躍できる専門家の育成に努めていただきたい。 

・ 国際標準化は国際競争力強化策のひとつであるので、戦略的に国際標準にすべき技術分野の設定をして

研究を進めることを期待する。 

・ 信頼性評価や長寿命化等で圧倒的な強みを誇る世界的な研究センターとなっていただきたい。 

・ 知的基盤整備を積極的に進めるとともに，それらを横断的に利用可能とするため，他の分野の知的基盤

との統合化を検討すべき。 

・ 産総研は、大学や企業とは異なる立場で研究を進めていくことをミッションで明確にして、ライフ・イ

ノベーションを実現させるための革新的な基盤技術開発を推進して欲しい。 

 

△ 外部人材育成 
・ イノベーション推進策とともに人材育成策もＰＤＣＡサイクルを実践して向上を図るべき。３つの研究拠

点は戦略的に活用検討を行う必要があり、トレーニングセンター等を考える選択肢もある。 

・ 地元企業のニーズを探り、連携事業へとつなげる方策のほか、若手研究者の育成に向けた取り組みも積

極的に進めてほしい。 

・ 人材育成については、連携大学院の活用は育成可能な人材数も限定されるので、企業人材の受け入れや

企業との連携による人材育成等についてもさらに注力することを期待。 

・ 新しく設立された技術研究組合の場を活用する産業人材育成にも取り組むことが期待される。 

・ ナショナルセンターとしての重要なミッションである我が国における調査技術の推進と技術の継承・普

及活動、人材育成を目的として学協会、民間、大学などとさらなる連携を図ってほしい。 

 

△ 産学官連携 
・ 民間だけでなく、国及び地方自治体との連携を図って、研究事業を展開してほしい。 

・ イノベーションハブとして、より多くの民間企業との接触の機会を増やし産業化に結び付きそうなもの

はできるだけ手離れ良く企業に技術移転し、次の新たなテーマに取り組めるようにして欲しい。 

・ 産総研の特徴を明らかにした上での優位性アピールや連携が必要である。共同研究等の成果はもっとあ

るはず。広報における工夫も重要である。 

・ 将来の目標である総合的リスク評価・管理技術の開発に向けて、産学官を結集する仲間作りを強化して

ほしい。 
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・ 企業とのパートナーシップや企業機器や技術開発のサポート体制の充実を検討すべき。その一環として、

データの構築の支援、経済性の評価データやデータの蓄積などを推進すべき。 

・ 研究ユニットでの成果を技術移転していくための時期やシナリオについても、技術研究組合との連携や

議論を通して検討を進めておくことが望まれる。 

・ 本研究ユニットのように多くの資金提供型共同研究を実施しているところでは、研究者のモチベーショ

ンを下げることがないように、バランスを考えた運営と研究者への適切な助言が必要。 

・ 企業との連携は、大きな相乗効果が生まれるような共同研究を増やしてゆくことが重要である。 

・ 産業界を中心にニーズ調査を行い、それに対応したデータベース化など、新しい課題に向けた課題設定

と産業界との連携強化が望まれる。 

 

△ 地域連携 
・ 自治体等へのニーズ調査や利用者のフォロー調査を行い、当研究ユニットの学識を自治体における地域

防災計画やハザードマップ作成に活かすことを期待する。 
・ 地域の民間企業との連携をさらに拡大・強化し、イノベーションハブ拠点形成に貢献することを期待す

る。海外の大学・研究機関との交流も積極的に推進することが望ましい。 
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５‐２‐４ 研究ユニット運営の取り組みの評価コメント 

 

本節では、「研究ユニット運営における活動の活性化とポテンシャル向上への取り組みとその

効果」に対する評価項目のコメントについてまとめる。 

 

（１） 評価コメントの概要及び内容の構成 

 

本評価項目における主たる評価事項として、１）所内連携や分野融合、２）資金獲得・効率的活

用、３）組織運営や体制の整備、４）内部人材育成、５）挑戦課題の推進、等がある。評価コメント

の内容を、これら５事項にその他を加えた６つの事項に分類して、それらの頻度の割合を概略的

に把握した。その結果を図５‐２‐２に示す。 
 外部評価委員、内部評価委員ともに「評価できる点」「問題点・改善すべき点」や「今後の方

向性と助言」の各評価事項において、「組織運営や体制の整備」についてのコメント数が一番多

く、次に「所内連携や分野融合」そして「資金獲得・効率的活用」の順にコメントが多く記され

ており、「内部人材育成」の項目は「組織運営や体制の整備」などの項目と複合でコメントが得

られており、「挑戦課題の推進」は比較的少なかった。この傾向に加え外部評価委員においては

「その他」に分類されるコメントとして成果の発信、資金獲得につながるＰＲなども多い。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５‐２‐２ 研究ユニット運営の取り組みへの評価コメント内訳 

 

 

 「所内連携や分野融合」については、評価できる点として、連携（他研究ユニット、技術研究

組合、外部研究機関など）や融合が推進されていることや、連携によって研究開発の効率が上が

っている点等があげられている。一方、問題点・改善すべき点としては連携の一層の推進が望ま

れるなどの指摘があり、今後の方向性と助言としては、所内連携をさらに強化する必要性の指摘

や、具体的な連携の強化策の提示がある。 

 「組織運営や体制の整備」については研究者間のコミュニケーションがよくとれているとの評

0 50 100 150 200 250 300 350 

その他 

挑戦課題の推進 

内部人材育成 

組織運営や体制の整備 

資金獲得・効率的活用 

所内連携や分野融合 

のべコメント数 

評価できる点 問題点・改善すべき点 今後の方向性と助言 
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価や、基礎的研究とプロジェクト研究のバランスがよくとれているとの評価がある。反面、問題

点・改善すべき点としても、基礎研究と応用研究のバランスが課題であるとするコメントも多く、

さらに実効的な研究ユニット内の連携が必要、あるいは研究テーマや成果に対する適切な研究ユ

ニット内の評価と対応が必要との指摘がされている。今後の方向性と助言としては、適切な人材

の獲得や配置、課題の選択と集中、シーズ発掘や新領域の開拓などの工夫、研究グループ間の効

果的な連携体制の構築及び工夫の必要性等が指摘されている。 

 なお、本評価項目における評価コメントの記入率は表５‐２‐４のとおりである。評価できる点に

ついては、外部評価委員及び内部評価委員ともに、高い評価コメント記入率である。問題点・改

善すべき点についての記入率は若干低いものの、今後の方向性と助言については９割以上の評価

委員がコメントを記入している。 

 次項以降では、評価事項に概ね沿ったかたちで、コメントの主な指摘例について示す。 
 

表５‐２‐４ 評価記入区分と記入率 

評価記入欄 評価委員内訳 記入者数 記入率（％） 

評価できる点 
外部評価委員  １５９  ９４．１ 

内部評価委員  ６０  １００．０ 

問題点・改善すべき点 
外部評価委員  １２７  ７５．１ 

内部評価委員  ５２  ８６．７ 

今後の方向性と助言 
外部評価委員  １５８  ９３．５ 

内部評価委員  ６０  １００．０ 

 

 

（２） 「評価できる点」の主な指摘内容 

 

○ 所内連携や分野融合 
・ 研究分野を問わず内外との連携が多く、異なる分野の研究者を束ねて評価手法の統合化を図っている。 

・ 他研究ユニットとの連携がなされており、また、研究ユニット内部のセミナーも頻繁に開催し、かつて

所属が異なっていたメンバー間の意見交換や情報共有もなされている。研究ユニット長のリードにより、

研究活動が活性化されていることが随所にうかがわれる。 

・ 複数の研究ユニットと連携するとともに、国際ワークショップなどを通じて若手研究者の視野の拡大を

図るなど、適切な運営も評価。 

・ 国際プロジェクトの推進やエンドユーザーのニーズに応じた供給システム構築などを通じて、関連研究

機関及び民間企業と積極的に連携している。 

 

○ 資金獲得・効率的活用 
・ 競争的外部資金獲得に向けた支援体制、所内連携、分野融合への取り組みは良好。これらが効を奏して、

トータルとして大きな予算を獲得して多くのプロジェクトを実施している。 

・ 産総研内外との連携に基づいて、大規模なプロジェクトを円滑に遂行し、成果を挙げている。予算の効

率的な使用にも努力している。 

・ 戦略課題の性格により、資源配分を配慮することに関して、研究者個人とのコミュニケーションなどを

通じて、研究ユニット全体でマネジメントができているものと評価。 

・ 「研究分野間、研究者間の壁をなくし、積極的な融合の奨励」を基本方針として、人材リソースや研究

資金の様々な制約の中で、それらを適切に配分し、効率良く運営。 

・ 効率を高めるべく、組織改変や設備の統廃合、ＴＩＡとの連携強化など、前向きかつ積極的に取り組んで

いる姿勢は高く評価したい。 

・ 多くの種々なクリーンルームを、専用と汎用に分類しながら研究ユニット共有インフラとして適切に維

持・運営を行なっている点は評価できる。 

・ 資金獲得では、他分野の研究ユニットとの協力による分野融合研究を推進するとともに、民間企業との

共同研究による外部資金獲得も奨励。 
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・ 現場への実装とそこからのフィードバックに基づく研究開発を指向している点、企業などとの共同研究

を積極的に行っている点、経済産業省、ＣＲＥＳＴ、ＲＩＳＴＥＸ等の外部資金を精力的に獲得している点を評

価。 

・ 外部資金の獲得については積極的な取り組みが進み、経済産業省原課のみならず環境省など関連する他

省、民間の資金を活用できている。 

 

○ 組織運営や体制の整備 
・ 多様な研究グループの自律性を尊重しつつ、一つのストーリー（ミッション）で束ねあげ、個性を持ち

機能的に動く研究ユニットに進化した。進捗の把握と方向性の助言など、研究ユニット運営に必要な  

ＰＤＣＡサイクルが回っている。若手、中堅、幹部層とそれぞれの伸ばし方に意を払った成果であろう。 

・ 複数のサイトにまたがる大所帯を束ねつつ、当該分野の中核研究ユニットとして、所内外と連携してい

る。日米研究協力の推進、福島拠点設置における、グループの新設など、柔軟な運営を行っている。 

・ 限られた人員の活用など、随所にリーダーシップが示されている。信頼性評価・故障診断技術など、メ

ンバーのモチベーションも高く、研究者が評価されにくかった分野にも取り組んでいる。 

・ 多種多様な研究課題•人材が集まる中、研究ユニット長と幹部の強力なリーダーシップのもとで、研究

課題や研究ユニット運営に関してそれぞれ責任分担を明確にし、優れた研究ユニット運営と体制の整備

がなされている。拠点間交流の工夫、研究発表会合宿（徹底議論）などの工夫を評価。 

・ 研究ユニットとして多様な研究内容が含まれるが、研究者の独立性も重視しつつ研究ユニット全体とし

てマネジメントしている。研究ユニット内の研究要素と研究人材のポテンシャルを把握し、多様性を重

視する方針に基づいて適切な指導を行う運営努力が認められる。 

・ 「グループ研究の奨励」と「研究時間の確保」を基本方針として、研究ユニット運営に取り組むととも

に、先端研究と行政ニーズ対応研究をバランスよく組み合わせ、研究ユニットの社会的価値を高める工

夫は評価。 

・ 工学から理学、計測から合成まで非常に幅広い研究者の思考法やマインドに個別に対応するマネジメン

トが行われている。多様な構成員によるプロジェクト型事業の成功のためには一貫したリーダーシップ

が極めて重要であるが、現時点では研究ユニット長の方針は明確である。 

・ ボトムアップで提案のあった挑戦的課題に対して、研究ユニット運営経費から一部を留保した加速資金

を集中的に配分することができるシステム、各研究ユニット員のエフォート２０％を研究ユニット長が確

保し、社会情勢や研究ユニットミッションの優先度に応じてトップダウン課題の解決にあたらせること

ができるシステムなど、実効的な工夫が行われている。 

・ 研究グループをベースにした基礎・萌芽研究と、グループ横断的なプロジェクト研究によるマトリック

ス方式により、効率的な研究ユニット運営を行っている。 

 

○ 内部人材育成 
・ 新規採用者・任期付研究員に対するケアや若手研究者のモチベーション向上については、研究ユニット

長・グループ長の連携で適切に対応している。今後も若手の育成に期待する。 

・ 若手人材の育成のために、チャレンジ研究の枠を設けたり、海外への研究者派遣を推進したりしている。 

・ 外部予算獲得に向けた研究員の指導や中堅以下の研究員を中心とする所内ワーキンググループの結成

など、内部人材育成への積極的な取り組みが評価できる。またウェブサイトを通じた研究ユニットの活

動状況の発信と研究者のモチベーション向上のツールとする新たな試みは、今後の効果が期待される。 

・ 人材育成では、研究代表者のリーダーシップを尊重したリーダー人材の育成を行うとともに、専門領域

の高度化に加え融合的な課題に取り組ませることによって、視野の広い若手研究者の育成を図っている。 

・ 新規採用研究者に対して新人教育の担当者をおき、調査研究等の活動を通じて人材育成に取り組んでい

る。 

・ 研究管理や情報共有、セミナー開催や融合課題の導入など、さまざまな方策で研究者の能力向上に努め

ている。研究ユニット内の新規課題公募により、若手研究者の活躍や新たな研究展開が進んでいる。 

 

○ 挑戦課題の推進 
・ 研究ユニット内部グラントを設定し、挑戦的課題を推進する試みも評価できる。新たなシーズ創出と若

手育成を結びつけている。若手に早くからリーダーとして責任を持たせていることも評価できる。 

・ 定期的な研究成果発表会の開催や研究奨励賞など、積極的にチャレンジ性・研究の面白さを評価しモチ

ベーションを高くさせていることを評価。 

・ 革新的な研究成果の獲得を目指して、研究員の内発的な研究意欲を尊重し、萌芽的研究を奨励するボト
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ムアップ的マネジメントは評価できる。またそれにより成果も出してきている。 

・ システム指向の応用研究以外に基礎的な挑戦的課題への取り組みも実施されており、基礎と応用の両面

から研究を運営している点も評価。 

・ 内部の人材育成については、研究ユニット競争グラントの実施や個人の能力を生かした挑戦課題の推進

を図り、意欲を向上させる取り組みを行っている。 

 

（３） ｢問題点・改善すべき点｣の主な指摘内容 

 

● 所内連携や分野融合 
・ 研究ユニット内でのコミュニケーションは工夫され効果が上がってきているが、それぞれの研究開発を

個別に進めている感があるので、さらに相互の課題の関係や相乗効果を図ってほしい。 

・ 具体的な連携の可能性を持つ課題が多くあり、さらに所内連携を強化。 

・ 所内連携や分野融合に関してはやや不十分、もしくはやや説明不足。研究レベルでの異分野との融合や

産業化の過程で必要になる法整備などを相談する各種コーディネーターがうまく機能していない。 

・ 融合分野として発足した目標に向けて、相乗効果と問題点を自己点検し、対応方針を示す必要がある。 

・ テーマによっては、当該研究ユニットだけで取り組むより、産総研全体での取り組みとした方が良さそ

うなものもあり、分野企画室とも連携して、より大きなスケールでの対応が実現することを期待。 

 

● 資金獲得・効率的活用 
・ 中小企業については、共同ファンド等で額が少なくとも優先させるようなシステムが必要と考える。 

・ 研究の成果にベネフィットやバリューがあることを明確にし、研究開発への投資を誘発していく活動も

重要。 

・ イノベーションハブを目指す際、実用化における企業の本気度を知るためにも、産業界からの資金獲得

は重要。 

・ 研究ユニットの陣容としてはもう少し規模の拡大も必要。長期的には常勤研究員を増すとともに、短期

的にはより一層の外部資金獲得を図り、ポスドク、連携大学院生、企業や海外からの研究員などを増員

する努力も必要。 

 

● 組織運営や体制の整備 
・ 技術研究組合へ人的資源を投入し、職員が二足のわらじを履く状況もある。組合は活動の場を広げる一

方、過重労務負担や本来の研究業務の質・量の低下を招かないよう、多方面からの対策が必要である。 

・ 大型の委託費を使った政策対応の研究において、契約職員も含めて人材の確保・育成、構成員に対する

過剰な負担や偏りのないように、研究ユニット長の運営に期待する。 

・ 研究ユニット内、研究ユニット間の組織再編は、活力ある研究開発にとって重要ではあるが、再編の狙

いを所内外に明確に示すとともに、研究ユニットのシナリオをもとに、ユニット戦略課題の整理と再編

が必要。 

・ 研究テーマの多様性に対して研究人員が少ないので、ポスドクを含めた、より一層の人員確保に注力す

ることが重要。あるいは、研究人員の規模に応じて研究テーマの絞り込みも必要。 

・ 人材の目標に向けたチャレンジの評価、若手の発掘・育成が今後の課題であり、人材の流動化と低年齢

化に向けた組織運営・施策、若手研究員の貢献や萌芽的研究の成果の「見える化」等、新たな工夫が必

要。 

・ 研究ユニットとして成熟度が増すに従い、個々の研究チームの研究活動の接点が少なくなりつつある。

研究ユニット全体の活動を活性化するための運営上の工夫も期待。 

・ 多くのプロジェクトを抱えながら、常勤研究者を思うように増やせない状況で、特に震災対応などで負

荷が一部に集中し、オーバーワークとならぬよう心掛けてほしい。 

・ マスコミ対応件数として端的に示されるように、一時的に種々の要請が殺到して多忙を極めていると推

察するが、本来の研究水準を落とすことのないよう留意いただきたい。 

 

● 内部人材育成 
・ 戦略課題間で論文や特許による成果発信の姿勢に差異。バランスのとれたサポート体制が必要。若手人

材の育成では、特に、この点に配慮した指導が必要。 

・ 内部人材育成や研究ユニットのポテンシャル向上のためにも、若手研究員の貢献や萌芽的研究の成果に

ついて、何らかの方法で「見える化」をする努力が必要と思われる。 
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・ 若手研究員の数が限られており、この研究ユニットで蓄積した研究資源やノウハウなどの知財や研究ポ

テンシャルを引継ぐ内部後継者の育成に関しては検討が必要。分野及び組織として取り組む課題でもあ

る。 

・ 人材育成では、若手研究員を採用し、留学・出向など外部での経験を通じて、幅広い知識とバランス感

覚を持つ研究者を養成することが必要である。 

 

● 挑戦課題の推進 
・ 萌芽研究は思いつきであり、産総研としての基礎研究ではない。戦略的に基礎研究分野を選択し、強化

することが期待される。さらに産業のための最先端の基礎研究というジャンルを確立していただきたい。 

・ 実に多種多様の研究開発が実施されているが、限られた人員と予算であることから、トップダウン的に

ターゲットを絞った、チャレンジングなテーマに集中投資が必要に感じる。 

・ 研究水準を高めるために、挑戦的な課題に対しても積極的かつ継続的な取り組みを期待する。 

 

●その他 
・ 政策提言など、当研究ユニットの培ってきた技術的バックグラウンドを政策面にも発揮して欲しい。 

・ 研究テーマが外部資金に拘束される傾向があり、それだけに、新たなシーズの研究成果も出せる自由な

雰囲気作りも期待したい。 

 

（４） ｢今後の方向性と助言｣における主な指摘内容 

 

△ 所内連携や分野融合 
・ ユニット戦略課題によっては、それを構成するグループ間の連携が不十分なので、緩やかなマネジメン

トによって、連携による相乗効果がより具体的に現れてくることを期待。 

・ 各研究グループが全く独自に活動することも先端研究には必要だが、それでは大学と大差がない。多く

のグループが共通の目標に向けて力を合わせ、場合によっては各研究グループが全体との整合性のため

にその独自性を若干抑えることも重要であり、もう少しトップダウンで研究戦略を立案すべきである。 

・ 今後の成長のためのキーは、ニーズに基づいたオープンイノベーションである。ニーズ主体に発想する

方向に変革しつつあるが、さらにそれを強化されることを期待。 

 

△ 資金獲得・効率的活用 
・ 大きなリソース獲得が困難な状況下では、大学・企業とのリソース融通や相互の効果的運用、オープン

イノベイティブな海外の大学の研究者の積極活用と、国内での定着を推進するような制度整備も有効。 

・ 成果をより早く実現化し社会に提供するために、後ひと押しで大きな成果に繋がるプロジェクトへの重

点的な予算配分や研究人材配置など、アクセントをつけた運営が適宜必要。 

・ 融合領域をどのようなマネジメントで進めていくのかは大きな課題であろう。新たなチャレンジには果

敢に挑戦すべきである。そのためには止めるテーマを決めることも重要。 

・ 研究者個々人のレベルは非常に高く、多様なテーマは大事な種として残す一方、出口に近づいている課

題については、より積極的な集中投資により、出来るだけ早く実用化を目指す活動を期待する。あるい

は、出口に近い研究開発を担当する研究ユニットとのマッチングを促進し、研究ユニット研究者が効率

よく本来の先端開発研究に集中する時間を確保する。 

 

△ 組織運営や体制の整備 
・ モニタリングのように継続してこそ価値が出るテーマは、常に複数の担当者を配置し、且つ技術の継承

を担保するためグループ内の年齢構成にも配慮することにより、さらなる継続的な発展を期待したい。 

・ 今後とも積極的な運営を期待するとともに、次回は評価資料記載の具体的成果のアピールを是非お願い

したい。新たな研究課題の設定の考え方、方針、仕組みについても評価の場で提示されるとよい。 

・ 技術のイノベーションのみならず、技術のインキュベーションへも発展させ、ビジネスマインドを持っ

た研究業務を進めて頂きたい。 

・ 短期的なミッションを抱えながらも基礎研究をバランスよく進めて、ブレークスルーを実現してほしい。 

・ 戦略課題の一部は、可能であれば、社会への貢献が分かりやすい題名に変更し、グループ体制とシナリ

オとがマッチした形態となるような方策を検討すべき。 

・ 研究ユニット長が強いリーダーシップを発揮できる制度・体制の確立が必要である。研究員のモチベー

ションを高く維持するために、研究ユニットの状況に合った評価基準が必要。 
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・ 材料基礎研究として長期的に取り組むべき課題は、産総研の中でしっかり位置づけて継続することを期

待。 

 

△ 内部人材育成 
・ 若手研究者や契約職員の人材育成・研究の推進・技術向上には，それぞれの実情に合わせたきめ細かな

キャリアパス指導が必要である。また、若手研究員の新たな発想が大きな成果獲得につながるよう、フ

レキシブルな運営を期待したい。 

・ サービス分野は他の分野に比べて研究開発者のセンスが特に問われるので、人材育成の取り組みについ

て、たとえば現場との連携を重視した結果、こういうセンスの良い人材が育ってきたという実例を示せ

るように、効果が上がることを期待。 

・ 技術移転のためには、研究者も事業内容についてまで踏み込んで議論する能力が必要で、企業側から信

頼感を得るまでの人間関係を築くことが必要。 

 

△ 挑戦課題の推進 
・ 大学や企業と異なる視点での革新的な基盤技術開発に努力して欲しい。 

・ ビジネスの創造に当たっては、技術開発戦略を根幹とした知財戦略と標準化戦略が重要であるが、標準

化等々で民間企業では遂行が困難な課題への更なる取り組みを期待。 

・ プロジェクト研究と基礎的・基盤的な研究のバランスを充分に配慮しながらも、挑戦的な研究課題に取

り組む若手研究者並びに顔が見える次の中核となる研究者の育成と研究環境整備にも期待したい。 

・ 基礎・基盤研究レベルアップと共に具体的な実用化に繋げる挑戦的な課題を設定、推進することが好ま

しい。そのためにも、企業との積極的な連携、ヒアリングができる体制、施策を検討することが好まし

い。 

 

△その他 
・ 開発された多くの基礎技術が、地球温暖化対策などの大きなテーマの中に生かされ、我が国の環境管理

に貢献してくれることを期待する。 

・ 研究結果がどれくらい経済に貢献したのか検証すべきである。 

・ 学術的評価や社会に与えるインパクトが大きいＮａｔｕｒｅやＳｃｉｅｎｃｅなどの科学誌では、人工物でも大きな

ユニークさがあれば受け入れられる。これらの著名な国際誌に投稿することも期待。論文掲載されれば、

本研究ユニットのプレゼンスを高めることに貢献し、たとえ掲載されなくても、その査読や評価のプロ

セスから得られる指摘や議論はかなり有益。 

・ 公開した技術だけでなく、幅広く情報交換して、新しいニーズをつかむ努力をしてほしい。 
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５‐３ 評点の頻度分布 
 
本節では、評点の頻度分布の検討結果について報告する。 

本年度の２１研究部門及び９研究センターの評価結果における評点の統計値について示す。また、

本年度の場合と同じ研究ユニットを多く含む平成２２年度の結果、及び平成２３年度の研究セン

ター・研究ラボの場合を含めて、研究部門と研究センター・研究ラボとに分け、それらにおける評

点の頻度分布等の違いや変化等について示す。 
 

（１） 評価項目と評価基準 

評点は、外部評価委員と内部評価委員とで付している評価項目に違いがある。 

外部評価委員は、「ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット」及び「イノベーション

推進への取り組み」の評点を付している。なお、このうち、ユニット戦略課題毎の評点は、研究

ユニットによる課題毎の重みづけ（１あるいは２）の加重平均によって、研究ユニット全体の「ユ

ニット戦略課題総合点」を算出している。 

 一方、内部評価委員は、「研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ」、「イノベーション推進

への取り組み」及び「研究ユニット運営の取り組み」の３項目の評点を付している。 

 評点の評価基準はいずれも、Ａ（優れている、４点）、Ｂ（概ね適切、３点）、Ｃ（要改善、２点）、

Ｄ（不適切、１点）とし、特記的に優れているものについてはＡＡ（５点）とすることができる。

また、中間的な評点（例えばＡ/Ｂ：３．５点）も選択できることにしている。第２期まではＡを「適

切」としていたが、平成２２年度の第３期から「優れている」としている。 

なお、平成２４年度は、評価を行った研究ユニット３０の全てから評点を得た。評価委員は、の

べ２２９名（外部評価委員１６９名、内部評価委員のべ６０名）である。また、平成２３年度は１１研究

センターと２研究ラボの評点を得ている。平成２２年度は第３期の最初の年度であり、新設・再編

の研究ユニットを除く１４研究部門と９研究センターの評点を得ている。 

 

（２） 平成２４年度における評点の統計値 

 本年度の３０研究ユニット全体における評価項目毎の評点の統計値を、表５‐３‐１に示す。 

総合評点の平均値は３．８である。外部評価委員による「ユニット戦略課題総合点」及び内部評

価委員の「研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ」と「ユニット運営の取り組み」の平均

値も同様に３．８である。これらに対して、外部評価委員による「イノベーション推進への取り組

み」が平均値３．７とやや低く、中央値も３．７である。一方、内部評価委員による「イノベーショ

ン推進への取り組み」が平均値及び中央値がそれぞれ４．１、４．０と高くなっている。また、標準

偏差も０．４と他と比較して最も大きくなっている。 

 

 

表５‐３‐１ 平成２４年度の研究ユニット全体の主な評価項目の評点と総合評点 

 外部評価委員 内部評価委員 
総合 

評点 
戦略課題 

総合点 

イノベーショ

ン推進 

研究ユニット

全体 

イノベーショ

ン推進 

ユニット運営 

平均値 ３．８ ３．７ ３．８ ４．１ ３．８ ３．８ 

中央値 ３．９ ３．７ ３．８ ４．０ ３．８ ３．８ 

最大値 ４．２ ４．２ ４．３ ４．８ ４．３ ４．２ 

最小値 ３．４ ３．１ ３．３ ３．５ ３．０ ３．４ 

標準偏差 ０．２ ０．２ ０．３ ０．４ ０．３ ０．２ 

＊ 戦略課題総合点：ユニット戦略課題総合点（研究ユニットが定めた重みづけ（１あるいは２）によるユニット戦略課

題の評点の加重平均） 

＊ イノベーション推進：「イノベーション推進への取り組み」、研究ユニット全体：「研究ユニット全体のシナリオ・

ロードマップ」、ユニット運営：「研究ユニット運営の取り組み」 

＊ 統計値は各研究ユニット評価結果の評点一覧に示す評点の値より算出 
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（３） 平成２４年度と平成２２、２３年度の評点の統計値の比較 

各研究ユニットの評価は隔年度で実施しており、本年度実施した研究ユニットの多くは平成２

２年度にも評価を実施している。一方、研究ユニットにおいても、研究部門、研究センターと研

究ラボでは、設置の目的や期限等が異なっている。したがって、ここでは、平成２２年度、平成２

３年度を含めて、研究部門とその他の研究センター・研究ラボに分けて、それらの評点の頻度分布

について比較する。それぞれの統計値の一覧表を、表５‐３‐２に示す。 
 

表５‐３‐２ 平成２２、２３、２４年度の主な評価項目の評点と総合評点 

評
価

委
員 

評価項

目 
年度 

平均値 中央値 最大値 最小値 標準偏差 

研究

部門 

研究セ

ンター 

研究

部門

研究セ

ンター

研究

部門

研究セ

ンター

研究

部門

研究セ

ンター 

研究

部門 

研究セ

ンター

外
部
評
価
委
員 

戦略課

題総合

点 

Ｈ２４ ３．８ ３．９ ３．８ ３．９ ４．１ ４．２ ３．４ ３．５ ０．２ ０．３

Ｈ２３ － ４．０ － ３．９ － ４．９ － ３．４ － ０．４

Ｈ２２ ３．８ ３．９ ３．９ ４．０ ４．１ ４．３ ３．２ ３．５ ０．２ ０．３

イノ

ベー

ション

推進 

Ｈ２４ ３．７ ３．８ ３．７ ３．９ ４．２ ４．１ ３．１ ３．５ ０．２ ０．２

Ｈ２３ － ３．８ － ３．７ － ４．４ － ３．１ － ０．３

Ｈ２２ ３．８ ３．７ ３．８ ３．７ ４．２ ４．３ ３．３ ３．１ ０．２ ０．４

内
部
評
価
委
員 

研究ユ

ニット

全体 

Ｈ２４ ３．８ ４．０ ３．８ ４．０ ４．３ ４．３ ３．３ ３．８ ０．３ ０．２

Ｈ２３ － ３．８ － ３．８ － ４．５ － ３．０ － ０．４

Ｈ２２ ３．７ ３．９ ３．８ ４．０ ４．３ ４．５ ３．３ ３．３ ０．３ ０．３

イノ

ベー

ション

推進 

Ｈ２４ ４．０ ４．２ ４．０ ４．３ ４．８ ４．８ ３．５ ３．５ ０．４ ０．４

Ｈ２３ － ３．９ － ４．０ － ４．５ － ３．３ － ０．４

Ｈ２２ ３．８ ３．９ ３．８ ４．０ ４．３ ４．５ ３．３ ３．０ ０．３ ０．５

研究ユ

ニット

運営 

Ｈ２４ ３．７ ３．９ ３．８ ３．８ ４．３ ４．３ ３．０ ３．３ ０．３ ０．３

Ｈ２３ － ３．８ － ３．８ － ４．５ － ３．０ － ０．４

Ｈ２２ ３．６ ３．６ ３．５ ３．８ ４．３ ４．０ ３．０ ３．０ ０．４ ０．４

総合評点 

Ｈ２４ ３．８ ３．９ ３．８ ３．９ ４．０ ４．２ ３．４ ３．５ ０．２ ０．２

Ｈ２３ － ３．９ － ３．９ － ４．６ － ３．５ － ０．３

Ｈ２２ ３．８ ３．８ ３．８ ３．８ ４．０ ４．２ ３．３ ３．３ ０．２ ０．３

 ＊ 研究センターの欄のうち平成２３年度は研究ラボと合わせた結果の統計値を示す。 

 ＊ その他の評価項目の名称等は、表５‐３‐１と同じ 

＊ 統計値は各研究ユニット評価結果の評点一覧に示す評点の値より算出 

 

研究部門と研究センターとの比較では、平均値及び中央値の大部分が、同様か、研究センター

の方が高い。この傾向と異なる主な部分は、外部評価委員の「イノベーション推進への取り組み」

であり、平成２２年度の平均値及び中央値の両方で研究部門の方が高い。 

標準偏差の値は、大部分が研究部門の方が小さく、内部評価委員の「研究ユニット全体のシナ

リオ・ロードマップ」の平成２４年度の値のみ研究センターの方が小さい。 

総合評点及び評価項目のそれぞれの変化では、総合評点は、研究センターの平均値及び中央値

が平成２２年度よりも平成２４年度が高くなっており、研究部門に対しても高い値になっている。 

外部評価委員による「ユニット戦略課題総合点」の平均値はこの３年間の研究部門、研究セン

ターにおいて同様であるが、中央値は平成２２年度よりも平成２４年度の方が、研究部門及び研究

センターの両方で低くなっている。 

また、外部評価委員の「イノベーション推進への取り組み」の評点の平均値等は、総合評点に

対して低く、特に研究部門の値は平成２４年度の方が低くなっている。 

内部評価委員の「研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ」は、平均値が平成２４年度に高

くなり、平均値は総合評点と同様の値になっている。 

一方、内部評価委員の「イノベーション推進への取り組み」については、平成２４年度の値が

大きくなっており、その他の評価項目と比較しても最も高い値である。 
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内部評価委員の「研究ユニット運営の取り組み」は、平成２２年度から平成２４年度に高くなっ

ているが、その他の評価項目と比較して低い値である。 
 

（４） ユニット戦略課題の研究部門と研究センターの評点の頻度分布の変化と差異 

前項における評点の年度による変化では、総合評点は同様ないし研究センターで高くなってい

るが、ユニット戦略課題総合点の中央値が研究部門及び研究センターで若干低くなっている。ま

た、研究部門と研究センターでは統計値に違いがある。これらの点について、ユニット戦略課題

の評点の頻度分布から検討する。 

 図５‐３‐１に研究部門におけるユニット戦略課題の評点の頻度分布を示す。平成２２年度及び平

成２４年のいずれも３．８の階級に多い頻度分布であり、その分布に顕著な違いはないことが示さ

れている。度数の詳細をみると、平成２２年度では、最頻値の３．８よりも高い評点の度数の総数

が低い評点の度数よりも多いことに対して、平成２４年度では３．８よりも低い方が多くなってい

る。このような頻度分布に違いによって中央値が平成２４年度に低くなっている。 

図５‐３‐２に研究センター・ラボの場合の頻度分布を示す。本図では、平成２２年度及び平成２３

年度では、３．９及び４．０の階級の度数が比較的多いが、平成２４年度には３．９の階級の度数が最

も多くなるとともに、３．６の度数も多くなっている。このような頻度分布の変化が、ユニット戦

略課題総合点の統計値で中央値が低くなる変化に表れていると考えることができる。 

これらの研究部門と研究センター・研究ラボとを比較すると、研究部門の３．８が最も多い頻度

分布に対して、研究センター・ラボでは３．９、４．０付近に比較的多く、３．６前後及び４．３付近に

も多い。研究部門に比べると、研究センターでは比較的高い評点のユニット戦略課題が多い一方、

比較的低い評点のユニット戦略課題は、研究部門の場合と同様の比率である。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図５‐３‐１ 研究部門におけるユニット戦略課題の評点の平成２２年度と２４年度の頻度分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図５‐３‐２ 研究センター・ラボにおけるユニット戦略課題の評点の平成２２、２３、２４年度の頻度分布
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５‐４ 前回評価結果等の指摘事項への対応状況 
 

研究ユニットの評価結果は、研究ユニットが適切に対応し改善に役立てることが期待される。

平成２１年度の評価委員会から、前回の評価結果での指摘事項を踏まえた対応状況を評価資料に

報告することとしている。具体的には、前回評価で受けた指摘事項から主なもの５件程度を研究

ユニットが選び、それについて、研究ユニットの対応状況及び役立った点等を、それぞれ２００文

字程度以内で記載するよう求めている。 

今年度評価対象となった３０研究ユニットのうち、対応する２年前の平成２２年度に「前回評価」

があったのは、２５研究ユニットである。一方、「前回評価」がない５研究ユニットのうち、４研究

ユニットは、研究ユニットの判断で、「前回評価」に代えて前年度の開始時意見交換会での指摘

事項に対する対応状況を、また、１研究ユニットは前研究ユニットでの指摘事項に対する対応状

況を記載している。以下、これらの回答の性質の違いは区別せず、対応状況をとりまとめた結果

について報告する。なお、記載件数は、合計１６７件である（表５‐４‐１）。 

 

表５‐４‐１ 前回指摘事項の記載数 
 

研究分野 
平成２４年度研究ユ

ニット評価の実施数 

平成２２年度評価が

あった研究ユニット

数 

前回評価がなく、前年開

始時意見交換会等につ

いて回答した研究ユニッ

ト数 

記載項目数

環境・エネルギー  ８  ７ １  ５１ 

ライフサイエンス  ５  ５ ０  ２４ 

情報通信・エレクトロニ

クス 
 ８  ４ ４  ４２ 

ナノテクノロジー・材

料・製造 
 ４  ４ ０  ２４ 

計測・計量標準  ２  ２ ０  １１ 

地質  ３  ３ ０  １５ 

合計 ３０ ２５ ５ １６７ 

 

取り上げられた指摘事項の分類には若干の困難がある。たとえば、研究成果の活用や普及のあ

り方についての意見は、ユニット戦略課題への指摘でありながら、研究ユニットの運営方法への

指摘の性質も持っている、等である。このことを踏まえつつ、指摘事項毎に属性の重複がないよ

うに分類した結果を表５‐４‐２に示す。 

 

表５‐４‐２ 前回指摘事項の分類 

指摘の内容 （件） 内訳 （件） 

研究の内容（目標、計画、進め方等）  ９３ 

研究計画  ２２ 

目標設定  １０ 

アウトカム   ９ 

ロードマップ  １８ 

ユニット戦略課題  ３４ 

成果の利用、普及等  １８ 
技術の普及   ６ 

情報発信  １２ 

連携、協力等  ３３ 
内部連携  １０ 

外部連携  ２３ 

ユニットの運営関連  ２３ 

資金獲得、設備等   ５ 

人材育成、コミュニケーション等  １３ 

リーダーシップ等   ５ 

合計 １６７  １６７ 
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取り上げられている指摘の多くは、研究の内容に関することで、計画や目標設定をより的確な

ものにすべきこと、より進めるべき研究内容へのアドバイス、などが主なものである。次に多い

のは産総研外との連携の勧めであり、これに次ぐのが、成果の普及に関してと、ユニットの組織

体制や人材の必要性や育成についての指摘である。 

 

次に、評価委員の指摘事項の代表例と対応状況についての研究ユニット側の回答例を、指摘の

内容毎にまとめて、表５‐４‐３〜表５‐４‐６に示す。ここでは、個々の研究ユニット名や、テーマ名

等の情報は除いて要約している。 

 

表５‐４‐３ 研究内容に関する前回の評価結果等の指摘事項及び研究ユニットの対応状況 

研究計画に関する指摘 対応状況についての研究ユニットの回答内容

タイムレンジが異なる研究テーマが混在している。こ
れを整理して、総合的、体系的な研究枠組みが必要で
ある。 

タイムレンジを考慮した開発マップを作成し、昨
年の意見交換会にて提示した。このマップ作成
で、それぞれの研究者の目標設定、開発への期待
度等を改めて認識できた。他の研究テーマについ
ても、研究の熟度を意識したマップを作成した。

 

目標設定に関する指摘 対応状況についての研究ユニットの回答内容

それぞれの技術がバラバラに開発されているように見
えるので、それぞれどのようなレベルであるべきかを
定義してから、目標を設定すべき。 

戦略課題の中ではバラバラに個別の技術開発を
するのはやめ、記録・分析を行い、そこから必要
な機能を定義したり、既存の技術を評価したりす
る研究に、方針を転換した。 

 

アウトカムに関する指摘 対応状況についての研究ユニットの回答内容

前回複数の評価委員から、成果目標（アウトカム）と
して、「…候補物質を○○種類以上…」というような数
値目標を挙げることが不適切であるとの指摘を受け
た。 

根拠の無い数値目標を掲げるような目標レベル
設定を取りやめ、これまでの研究成果を踏まえた
具体的な対象物質の絞り込み、または、実用可能
性を重視した物質探索を目指す目標設定に変更
した。 

アウトカムとして挙げている項目について、目指すべ
きゴールのイメージ、インパクト、可能性、また、何
故、そのゴールを選んだのかの説明が不足している。

東日本大震災対応として短期的なアウトカムと
してＣｓ除染の実証、長期的なアウトカムとして
エネルギー需給バランスの改善への貢献、災害に
強い社会の創出を掲げた。 

 

ロードマップに関する指摘 対応状況についての研究ユニットの回答内容

研究開発の全体計画について：センター設立期間に合
わせた達成目標や短中期ロードマップがあった方が良
い。 

今回のロードマップではセンター設立期間内とそれ

以降のロードマップを示した。また、目標設定等に

関しては個々のプロジェクトの中で機動的に見直し

を行っており、変化の激しい市場情勢などに機敏に

対応するよう努めている。 

ロードマップが意欲的でなく、短視眼的である。着手
可能な部分のみを扱っている。挑戦的な戦略が見えな
い。 

これまでのプロジェクト中心のロードマップを
改め、挑戦的なテーマを含めた中長期的なロード
マップとした。 

研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップに関して、
テーマの間の具体的繋がり、イノベーションに繋がる
ビジョン等が不明確である。 

戦略課題毎のロードマップを見直し、早期に実現
すべき課題と長期的に取り組む課題を整理する
とともに、それぞれのアウトカムを明確化した。
また、ユニットで進める研究開発における中長期
的展望・ビジョンを明らかにするとともに、ユ
ニットが一体となった方向性のある研究開発を
すすめることとした。 
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研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップについて、
用途開発から製品化へのプロセスが進む中で、コスト
に対する意識も必要になってきます。依然、高価なも
のというイメージが一般には根強いようです。 

実用化を進める上で、コストが重要な課題であ
り、その解決のために、実証プラントの開発等を
進め、コストの目標として、現状の市販価格の
１/１００～１/１０００を目指して開発を進めてい
る。 

長期シナリオにおける、リスク評価、資源視点の課題、
政策課題、知的基盤の課題などが羅列的に提示されて
いるが、横断的課題の関連がわかると、戦略課題間の
位置付けがさらに理解しやすくなると思われる。 

長期シナリオを一枚紙で示す際のわかりやすさ
について検討を進める。ロードマップでは説明し
きれない点はプレゼンの中で説明したが、一枚紙
そのものも分かり易くなければならないと再認
識した。課題において、横断的な研究開発を進め
るとともに、研究成果のデータベース化や統合化
により、知的基盤研究の成果発信の効果を一層高
めるようにする。 

 

ユニット戦略課題に関する指摘 対応状況についての研究ユニットの回答内容

各戦略課題の技術的関連性が曖昧で、類似の技術を重
複して開発しているような印象を受ける。 

ユニット戦略課題と中期計画小項目を１対１に
対応させており、中期計画自体の冗長性に起因し
てご指摘の様な問題点が発生しておりました。今
回、２つの小項目を束ねてユニット戦略課題を構
成し、この問題の解決を図りました。 

戦略課題のタイトルと実際の開発技術は異なる点に重
点がおかれているので、誤解が無いようにすべきであ
る。 

前回の戦略課題のタイトルは、関連する技術をま
とめたタイトルになっていた。今回、評価する技
術と、信頼性高く作る技術とを一緒にした。 

ユニット戦略課題におけるグループ間の連携や役割分
担が見えない。 

各グループが有するコア技術を統合して、戦略課
題を設定した。ポートフォリオを作成し、グルー
プと戦略課題の関係を明確にした。 

目標が不明確な課題がある。ニーズ、世界レベルを調
査し、それに合わせた具体的な研究目標やアウトカム、
それに至るロードマップとマイルストーンの設定が必
要。 

ロードマップを全面改定した。マイルストーン、
アウトプット、アウトカム、シナリオを明確にし
た。 

 

 

表５‐４‐４ 成果の利用、普及に関する前回の評価結果等の指摘事項及び研究ユニットの対応状況 

技術の普及に関する指摘 対応状況についての研究ユニットの回答内容

新規技術について、ユニットで目指すものをクリアに
するとともに、評価手法を普及させるための方策を考
えるべきである。 

前回意見交換会資料で表現していた内容を、さら
に具体化して「新規技術が持つべき特徴」という
形で整理した。今後、新規技術の手法開発の指針
として位置付け、さらに議論を重ねていく。また、
国際機関への発信、行政との連携、事業者への普
及に関する戦略の議論を活発化させ、研究開発の
途上であっても、打てるものから積極的に布石を
打っていくこととした。 

貴重なデータについて、その信頼性を確保するととも
に、データが有効に活用されるための方策を明確にす
ることが求められる。 

秘密保持が担保される範囲においてデータを提
供するスキームを構築した。関連材料データベー
スは、技術研究組合、関連協会他に提供され、規
制見直し作業及び官庁申請に貢献した。 
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情報発信に関する指摘 対応状況についての研究ユニットの回答内容

民間へのアピール、ユーザーサイドとの意見交換を積
極的に行うなど、情報発信の方法を考えるべき。 

成果報告会を展示会と併催とし、機器メーカーや
ユーザーとの交流を促進した。ユニットホーム
ページをリニューアルし、成果物を電子化、ダウ
ンロード可能とした。外部からの問い合わせや取
材申込が増えた。情報発信力を格段に向上させ
た。 

 

 

表５‐４‐５ 連携、協力等に関する前回の評価結果等の指摘事項及び研究ユニットの対応状況 

内部連携に関する指摘 対応状況についての研究ユニットの回答内容

関連する研究ユニットと連携して、産総研としての全
体像を描き、その共通認識のもとで各ユニットが取り
組んでいくことが望まれる。 

ユニット戦略課題の一環として、他の研究ユニッ
トと連携して、新しい戦略課題を開始した。 

ユニット内での連携が見えにくかった。 各課題の担当が、チーム間連携で構成されている
ことを明示した。こうした取り組みにより、年度
毎にダイナミックにユニット内連携を調整して
いる。 

 

外部連携に関する指摘 対応状況についての研究ユニットの回答内容

社会的要請から研究のスピードアップと成果の早期の
実用化が強く求められる。 

研究の加速のためには、基礎研究に強みを有する
大学との連携の推進が重要であり、複数の技術開
発において、大学との研究協力を特に積極的に推
進している。企業との連携も、積極的に推進し、
実用化を早めるように努力しています。 

各活用技術の社会的必要性や背景、実用上の優位性等

については、関連する研究部門と連携を強化してより主体

的に精査しておくことが望まれる。 

技術開発については、実用上の優位性を精査する

ことが重要と認識している。その一つの判断として

企業からの外部資金の獲得がある。企業において

ＬＣＡや経済性評価がなされており、本研究ユニット

において企業からの派遣研究員を受け入れて事業

化のための必要な開発課題に取り組んでいる。 
 

 

表５‐４‐６ ユニット運営に関する前回の評価結果等の指摘事項及び研究ユニットの対応状況 

資金獲得、設備等に関する指摘 対応状況についての研究ユニットの回答内容

部門全体の活性化、戦略課題の推進を図る上で外部資
金の獲得が重要となるので、競争的資金への申請を活
性化することが望まれる。 

競争的資金への応募を奨励しているが、個人の努
力に依存している状態であり、まだ組織的、制度
的な対応が不十分な状態である。ＪＳＴや復興促進
プログラム、経産省のサポイン等の企業との実用
化を目指すものは産学官連携推進部との連携を
密にして予算獲得の実績が挙がっている。 

強いところを伸ばすのは普通だが、弱いところを認識
して対策を取ることが必要。 
 

部門内の連携・融合が十分ではない。戦略課題間
をまたがる研究課題を設定し、内外の競争的資金
を獲得することを奨励している。また、評価・管
理手法の開発において、部門内で弱いところにつ
いては外部連携を一層推進していく。 

状況に応じ集中的な研究資源投入、経営戦略による
トップダウン的運営。 

震災の影響で運営費交付金の削減があった際に
は、一定割合のインセンティブ予算を部門の留保
とし、重要な案件の海外出願知財や重点テーマの
継続実施の財源とした。 
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人材育成、コミュニケーション等に関する指摘 対応状況についての研究ユニットの回答内容

若手研究者や中堅研究者の人材育成に十分配慮してほ
しい。 

ユニット内若手海外派遣予算や重点化研究予算
を設定し、海外機関とのネットワークの形成や、
チャレンジングな課題に挑戦させるとともに、個
人評価では各自オフロード課題を設定させその
チャレンジ度を評価するようにしている。 

イノベーションハブとなるためには，ユニット内の情
報を一元化し，それらを横断的に利用可能な知識セン
ターの充実をすべきである。 

評価委員会での意見はイノベーション推進に関
わる記述に対して向けられたものであり、同様の
意見を他の評価委員からも頂いた。これに関して
はユニットの責任者、知財担当者、さらには産総
研イノベーション担当部署の連携が不可欠な課
題であり、真摯に受け止め、あるべき姿について
協議を重ねている。 

課題の果たす役割は、技術の信頼性確保だけではなく
もっと多様に考えられるのではないかという気がす
る。イノベーションにとって課題の持つ意味・貢献の可
能性をもっと掘り起こしてほしいという気がする。イ
ノベーション政策への取り組みがボトムアップベース
であることは、ユニットの持つ技術範囲に限られてし
まう懸念がある。 

これまでもイノベーションと課題との関連は欧
米で議論され、製品品質の向上、研究開発の効率
化、生産性の向上、流通コストの削減等、様々な
社会的・経済的価値の創出が示されている。当ユ
ニットの研究成果も、多様な価値を生み出してき
たと考えるが、十分に分析・整理ができていない。
今後はＰＤＣＡサイクルを通して、イノベーション
への貢献を明示的に示していく必要があると考
える。同時に、技術シーズだけが優先されること
のないよう、意見調整の場を新たに設けて研究計
画の精査に努める。 

 

リーダーシップ等に関する指摘 対応状況についての研究ユニットの回答内容

研究ユニット運営に関して、研究ユニット全体の纏ま
りが不十分である。部門長のリーダーシップのもとで、
イノベーションに役立つものを優先的に明確にしてい
く必要がある。 

産総研全体の第３期数値目標に対してのユニッ
トとしての数値目標を明示し、この目標に向かっ
ての進捗状況を確認しつつ、研究を推進してい
る。前回のユニット評価の後、６つの戦略課題毎
に、研究テーマの絞り込みを行った。また、戦略
課題間の連携を積極的に進め、そのシナジー効果
が発揮される国プロを立ち上げることができた。

個別の課題はよいが、若手が活躍出来るシナリオにな
っていない。マネジメントに疑問がある。 

戦略課題名が難解であり、ユニットの全体計画を
分かりにくいものにしていた。そこで、ライフ・
イノベーションのための技術開発など分かり易
いサブタイトルを付けた。従来、戦略課題が並列
に並んでいるだけであったが、課題間の関係を明
確にし、シナリオを示した。 

特に規格化、標準化は重要な課題にもかかわらず研究
体制が貧弱。マネージメントクラスがリーダーとなっ
て拡充すべき。 

担当者１名の体制から、グループリーダーを責任
者とする新たな戦略課題を設定した。この課題に
専従している部門員に加えて、他の戦略課題の部
門員が関わっている標準化活動を集約した。 
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５‐５ 評価システム等に対するコメント 
 

外部評価委員から評価システムに関するコメントを得て、評価システムを改善する一助として

いる。ここでは、外部評価委員からのコメントを整理した結果の内容を示す。 

なお、評価委員による主なコメントの具体的な内容とそれに対する回答は、「別紙１２：評価シ

ステム等に対するコメントと回答」に示している。 
 

（１） 概要 
 

｢評価システムについて｣のコメントは、評価用紙の「その他の意見」という記入項目の中にあ

り、意見がある場合に記入するように求めている。評価委員会に出席した１６９名の外部評価委員

のうち５８％にあたる９８名の記入があった（単に｢なし｣等を除く）。これは、過去５年で最も低い

平成２１年度よりは高いが、平成１９年度、平成２０年度と並ぶ低い比率である。（２３年度：６７名中

４４名、２２年度：１６２名中１０７名、２１年度：５８名中２８名、２０年度：１４８名中８７名、１９年度：９６

名中５５名）。 

コメントの総数は、１人の評価委員が複数の内容を記述している場合を含め、のべ１４１件であ

る。これらのコメントを「肯定的なコメント」と「提言・改善等のコメント」に大きく分類した

ところ、それぞれ２１件、１２０件となり、「提言・改善等のコメント」の割合が、ここ５年間で最

も大きくなった。その理由としては、新任の評価委員が多いことなどが考えられる。（２３年度：｢肯

定的｣１１件、｢提案・改善｣４５件、その他３件、２２年度：｢肯定的｣２４件、｢提案・改善｣１０２件、その

他６件、２１年度：｢肯定的｣１０件、｢提案・改善｣２６件、その他１件、２０年度：｢肯定的｣３３件、｢提案・

改善｣と｢要望｣６４件、その他５件、１９年度：｢肯定的｣２０件、｢提案・改善｣と｢要望｣２７件、その他

１１件）。 
 

（２） 肯定的なコメント 
 

肯定的なコメントとしては、評価システムが有効に機能し全体として適切であるとする意見が

多い。ＰＤＣＡサイクルを回す努力をしていること、外部評価委員を増やし、多様な視点を取り入

れていること、などが評価されている。この他に、評価しやすいタイムスケジュールであること、

評価資料、説明資料が分かりやすく作成されていること、など個別的なコメントもあった。 

 

（３） 提案・改善等のコメント 
 

評価システムに対する提案・改善等の意見としては、評価システム全体、評価の視点等に関す

る意見と評価項目・評価基準に対する意見とが最も多かった。それに続いて、評価委員会の時間

に関する意見、評価作業の負担や評価委員構成に関する意見も見られた。また、評価システムに

対する意見とは異なるが、評価資料の記載、説明内容などに対するコメントも多く見られた。 

 

・ 評価システム全体、評価の視点等に関する意見（２５件） 

・ 評価項目・評価基準に関する意見（２４件） 

・ 評価委員会の時間に関する意見（１２件） 

・ 評価作業の負担に関する意見（７件） 

・ 評価委員構成に関する意見（５件） 

・ 評価資料の記載、説明内容などに関する意見（３８件） 

・ その他（９件） 
 

（４） まとめ 
 

評価システムについて、外部からの多様な視点を取り入れていることを含め、システム全体が
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有効に機能しているという肯定的なコメントがあった。これは、平成２２年度の第３期評価システ

ムの立ち上げ、評価委員意見交換の実施とともに、「質疑等の時間を確保」するなどの平成２４年

度に行った改善点の効果によるものと考えられる。 

一方、評価の視点や評価項目などに関する提案、評価資料の記載内容や委員会での説明内容の

充実が求められており、評価委員の研究内容の理解を深める工夫をさらに進めていく必要がある。 
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別紙１：研究ユニット一覧 
（平成２５年２月末現在） 

環境・エネルギー分野 

研究ユニット名 研究ユニット長 副研究ユニット長 今年度の実施内容

ユビキタスエネルギー研究部門 小林 哲彦 谷本 一美 研究ユニット評価

環境管理技術研究部門 田尾 博明 近藤 裕昭、田中 幹也 研究ユニット評価

環境化学技術研究部門 柳下 宏 大森 隆夫、北本 大 研究ユニット評価

エネルギー技術研究部門 角口 勝彦 宗像 鉄雄、竹村 文男、小原 春彦 研究ユニット評価

安全科学研究部門 四元 弘毅 本田 一匡 研究ユニット評価

水素材料先端科学研究センター 村上 敬宜 光山 準一、松岡 三郎、栗山 信宏 研究ユニット評価

新燃料自動車技術研究センター 後藤 新一 濵田 秀昭 意見交換 

メタンハイドレート研究センター 成田 英夫 海老沼 孝郎、天満 則夫 研究ユニット評価

コンパクト化学システム研究セン

ター 
花岡 隆昌 角口 達朗 意見交換 

先進パワーエレクトロニクス研究

センター 
奥村 元 山口 浩 意見交換 

太陽光発電工学研究センター 近藤 道雄 仁木 栄、三戸 章裕 研究ユニット評価

バイオマスリファイナリー研究セ

ンター 
平田 悟史 榊 啓二 開始時意見交換会

 

ライフサイエンス分野 

研究ユニット名 研究ユニット長 副研究ユニット長 今年度の実施内容

健康工学研究部門 吉田 康一 達 吉郎 研究ユニット評価

生物プロセス研究部門 鎌形 洋一 湯本 勳、扇谷 悟 研究ユニット評価

バイオメディカル研究部門 近江谷 克裕 本田 真也、亀山 仁彦 研究ユニット評価

ヒューマンライフテクノロジー研

究部門 
赤松 幹之 本間 一弘、横井 孝志 研究ユニット評価

糖鎖医工学研究センター 成松 久 後藤 雅式 意見交換 

生命情報工学研究センター 浅井 潔 藤 博幸 意見交換 

バイオメディシナル情報研究セン

ター 
嶋田 一夫 上田 太郎、須貝 潤一 研究ユニット評価

幹細胞工学研究センター 浅島 誠 中西 真人、鈴木 理 意見交換 

 
情報通信・エレクトロニクス分野 

研究ユニット名 研究ユニット長 副研究ユニット長 今年度の実施内容

知能システム研究部門 比留川 博久 横井 一仁、大場 光太郎 研究ユニット評価

情報技術研究部門 伊藤 智 工藤 知宏 研究ユニット評価

ナノエレクトロニクス研究部門 金丸 正剛 青柳 昌宏 研究ユニット評価

電子光技術研究部門 原市 聡 小森 和弘、粟津 浩一 研究ユニット評価

セキュアシステム研究部門 松井 俊浩 寳木 和夫 研究ユニット評価

ネットワークフォトニクス研究セ

ンター 
石川 浩 挾間 壽文 研究ユニット評価

デジタルヒューマン工学研究セン

ター 
持丸 正明 加賀美 聡 意見交換 

ナノスピントロニクス研究セン

ター 
湯浅 新治 福島 章雄 意見交換 

サービス工学研究センター 持丸 正明 内藤 耕、本村 陽一 研究ユニット評価

フレキシブルエレクトロニクス研

究センター 
鎌田 俊英 長谷川 達生 研究ユニット評価
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ナノテクノロジー・材料・製造分野 

研究ユニット名 研究ユニット長 副研究ユニット長 今年度の実施内容

先進製造プロセス研究部門 村山 宣光 飯田 康夫、市川 直樹 研究ユニット評価

サステナブルマテリアル研究部門 中村 守 小林 慶三、田澤 真人 研究ユニット評価

ナノシステム研究部門 山口 智彦 浅井 美博、池上 敬一、菅原 孝一 研究ユニット評価

ナノチューブ応用研究センター 飯島 澄男 湯村 守雄、佐々木 毅 研究ユニット評価

集積マイクロシステム研究セン

ター 
前田 龍太郎 廣島 洋、伊藤 寿浩 意見交換 

ダイヤモンド研究ラボ 鹿田 真一 茶谷原 昭義 ＊） 

 ＊）最終年度であり、首席評価役ら評価部との意見交換を実施した。 

 

計測・計量標準分野 

研究ユニット名 研究ユニット長 副研究ユニット長 今年度の実施内容

計測標準研究部門 千葉 光一 
新井 優、高辻 利之、大嶋 新一、

藤本 俊幸 
研究ユニット評価

計測フロンティア研究部門 大久保 雅隆 山内 幸彦、齋藤 直昭 研究ユニット評価

生産計測技術研究センター 坂本 満 野中 秀彦 意見交換 

 
地質分野 

研究ユニット名 研究ユニット長 副研究ユニット長 今年度の実施内容

地圏資源環境研究部門 駒井 武 中尾 信典、光畑 裕司 研究ユニット評価

地質情報研究部門 牧野 雅彦 宮崎 一博、池原 研、田中 裕一郎 研究ユニット評価

活断層・地震研究センター 岡村 行信 桑原 保人 研究ユニット評価
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別紙２：外部評価委員一覧 
 
・ 五十音順で示す。氏名の下線は研究ユニット評価委員会における委員長を表し、（欠）は今年度の欠席の
評価委員を表す。 
・ 所属・職名は研究ユニット評価委員会または意見交換の実施時のものを表す。 
・ 担当は各研究ユニットの評価部研究評価推進室の担当者とその期間、及び今年度実施内容を表す。  
（［ユ］：研究ユニット評価、［開］：開始時意見交換会、［意］：意見交換）。 
 
 
１．環境・エネルギー分野 
 
ユビキタスエネルギー研究部門（研究部門長：小林 哲彦） 
（担当：島崎 毅（2012.4-2013.3））［ユ］ 

 
嘉数 隆敬 大阪ガス株式会社 理事/本社支配人 
金村 聖志 首都大学東京大学院 都市環境科学研究科 教授 
加納 健司 京都大学大学院 農学研究科 応用生命科学専攻 教授 
行天 久朗  パナソニック株式会社 先端技術研究所 グリーンイノベーション推進室 室長 
向殿 充浩 シャープ株式会社 研究開発本部 材料・デバイス技術研究所 副所長 
光田 憲朗 三菱電機株式会社 先端技術総合研究所 主管技師長 

 
環境管理技術研究部門（研究部門長：田尾 博明） 

（担当：菅原 順（2012.4-2012.6）、黒河 治久（2012.6-2013.3））［ユ］ 
 
岩崎 好陽 公益社団法人におい・かおり環境協会 会長 
花輪 公雄  東北大学 理事 
平島 剛  九州大学大学院  工学研究院 地球資源システム工学部門 教授 
前田 瑞夫 独立行政法人理化学研究所 基幹研究所前田バイオ工学研究室 主任研究員 
明賀 春樹 オルガノ株式会社 執行役員 開発センター長 
横山 宏  社団法人産業環境管理協会 理事 
 

環境化学技術研究部門（研究部門長：柳下 宏） 
（担当：金澤 健治（2012.4-2012.5）、秋田 知樹（2012.6-2013.3））［ユ］ 

 
秋鹿 研一 放送大学 東京渋谷学習センター 客員教授/東京工業大学 名誉教授 
家藤 治幸 愛媛大学 農学部 客員教授/広島大学大学院 生物圏科学研究科 非常勤講師 
小藤 浩恭 味の素ファインテクノ株式会社 執行役員/新領域事業推進部長 
瀬戸口 泰史 みずほ情報総研株式会社 プリンシパル 環境エネルギー第２部 次長 
都留 稔了（欠） 広島大学大学院 工学研究院 化学工学専攻 教授 
長瀬 公一  東レ株式会社 研究・開発企画部 担当部長 
沼口 徹 岡山大学 教育研究プログラム戦略本部 上級リサーチ・アドミニストレーター 

 
エネルギー技術研究部門（研究部門長：角口 勝彦） 
（担当：三浦 俊明（2012.4-2012.5）、秋田 知樹（2012.6-2013.3））［ユ］ 

 
穴水 孝  東京ガス株式会社 燃料電池事業推進部 部長 
池辺 裕昭 株式会社エネット 代表取締役社長 
 （先進パワーエレクトロニクス研究センター評価委員兼任） 
池松 正樹 ＪＸ日鉱日石リサーチ株式会社 取締役常務執行役員 
菅野 了次 東京工業大学大学院 総合理工学研究科 物質電子化学専攻 教授 
中田 俊彦 東北大学大学院 工学研究科 技術社会システム専攻 教授 
 （バイオマスリファイナリー研究センター評価委員兼任） 
深野 行義  大阪ガス株式会社 技術戦略部長 
吉田 英生 京都大学大学院 工学研究科 航空宇宙工学専攻 教授 
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安全科学研究部門（研究部門長：四元 弘毅） 
（担当：金澤 健治（2012.4-2012.5）、三浦 俊明（2012.5-2013.3））［ユ］ 

 
宇於崎 裕美  有限会社エンカツ社 代表取締役 社長 
西條 辰義 大阪大学 社会経済研究所 教授 
服部 順昭  東京農工大学大学院 農学研究院 環境資源物質科学部門 教授 
原田 房枝 ライオン株式会社 研究開発本部 環境・安全性評価センター 所長 
盛岡 通  関西大学 環境都市工学部 都市システム工学科 教授 
米田 稔 京都大学大学院 工学研究科 都市環境工学専攻 教授 
 （地圏資源環境研究部門評価委員兼任） 

 
水素材料先端科学研究センター（研究センター長：村上 敬宜） 
（担当：金澤 健治（2012.4-2013.3））［ユ］ 

 
小島 康一 トヨタ自動車株式会社 第１技術開発本部 ＦＣ技術部 部長 
佐藤 順一（欠） 株式会社ＩＨＩ 検査計測 代表取締役社長 
長井 寿 独立行政法人物質･材料研究機構 ナノ材料科学環境拠点 マネージャー 
深堀 美英 ロンドン大学 クイ－ンメリーカレッジ 材料科学科 Visiting Academic 
本田 國昭 株式会社ガスアンドパワー 常勤監査役 

 
新燃料自動車技術研究センター（研究センター長：後藤 新一） 
（担当：加野 直巳（2012.4-2012.5）、唐澤 廣和（2012.6-2013.3））［意］ 
 
青山 信一 株式会社日刊自動車新聞社 編集局 論説委員 
石原 篤（欠） 三重大学大学院 工学研究科 分子素材工学専攻 教授 
浦野 保則 日野自動車株式会社 パワートレイン実験部 企画・総括室 室長 
澤   一誠 三菱商事株式会社 新エネルギー・電力事業本部 アジア・大洋州事業ユニット シニアマ

ネージャー 
 （バイオマスリファイナリー研究センター評価委員兼任） 
塩路 昌宏 京都大学大学院 エネルギー科学研究科 エネルギー変換科学専攻 教授 
茂木 和久 トヨタ自動車株式会社 東富士研究所 エンジン技術開発部 主査 

 
メタンハイドレート研究センター（研究センター長：成田 英夫） 

（担当：金澤 健治（2012.4-2012.5）、秋田 知樹（2012.6-2013.3））［ユ］ 
 
井田 徹治 一般社団法人共同通信社 編集局 編集委員室 編集委員 
内田 隆 秋田大学大学院 工学資源学研究科 地球資源学専攻 教授 
小野崎 正樹 一般財団法人エネルギー総合工学研究所 プロジェクト試験研究部 研究理事・部長 
金子 勝比古 北海道大学大学院 工学研究院 環境循環システム部門 教授 
木村 健 関東天然瓦斯開発株式会社 取締役/茂原鉱業所 工務部長 
森田 浩仁 一般財団法人日本エネルギー経済研究所 理事/電力・石炭ユニット担任 
 

コンパクト化学システム研究センター（研究センター長：花岡 隆昌） 
（担当：金澤 健治（2012.4-2012.5）、秋田 知樹（2012.6-2013.3））［意］ 

 
岡田 清 東京工業大学 理事/副学長 
岡田 佳巳 千代田化工建設株式会社 技術開発ユニット 技師長/水素貯蔵輸送タスクグループ   

グループリーダー 
黒田 一幸 早稲田大学 理工学術院 教授 
齋藤 昭則 秋田県産業技術総合研究センター 所長 
中條 哲夫  昭和電工株式会社 執行役員 研究開発部管掌/事業開発センター長 
 

先進パワーエレクトロニクス研究センター（研究センター長：奥村 元） 
（担当：金澤 健治（2012.4-2012.5）、秋田 知樹（2012.6-2013.3））［意］ 

 
池辺 裕昭 株式会社エネット 代表取締役社長 
 （エネルギー技術研究部門評価委員兼任） 
木村 紀之 大阪工業大学 工学部 電気電子システム工学科 教授 
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鈴木 彰 立命館大学 総合科学技術研究機構 客員教授 
播磨 弘 京都工芸繊維大学大学院 工芸科学研究科 教授 
米津 宏雄 豊橋技術科学大学 名誉教授 
渡部 平司 大阪大学大学院 工学研究科 生命先端工学専攻 教授 

 
太陽光発電工学研究センター（研究センター長：近藤 道雄） 

（担当：吉村 隆（2012.4-2013.3））［ユ］ 
 
一木 修  株式会社資源総合システム 代表取締役社長 
岡田 光浩 株式会社三菱総合研究所 戦略コンサルティング本部 産業戦略グループ 主任研究員 
柏木 孝夫（欠） 東京工業大学 統合研究院 ソリューション研究機構 特命教授 
津田 信哉 パナソニック株式会社 Ｒ＆Ｄ本部 全社ＣＴＯ室 室長/全社技術戦略室 室長 
藤岡 洋 東京大学 生産技術研究所 物質・環境系部門 教授 
松村 英樹  北陸先端科学技術大学院大学 マテリアルサイエンス研究科 教授/特別学長補佐 
 

バイオマスリファイナリー研究センター（研究センター長：平田 悟史） 
（担当：加野 直巳（2012.4-2012.5）、唐澤 廣和（2012.6-2013.3））［開］ 

 
磯貝 明  東京大学大学院 農学生命科学研究科 生物材料科学専攻 教授 
井上 貴至  株式会社三菱総合研究所 環境エネルギー研究本部 副本部長/主席研究員 
坂 志朗  京都大学大学院 エネルギー科学研究科 エネルギー社会・環境科学専攻 教授 
澤 一誠 三菱商事株式会社 新エネルギー・電力事業本部 アジア・大洋州事業ユニット シニアマ

ネージャー 
 （新燃料自動車技術研究センター評価委員兼任） 
中田 俊彦 東北大学大学院 工学研究科 技術社会システム専攻 教授 
 （エネルギー技術研究部門評価委員兼任） 
西山 理郎  三菱重工環境・化学エンジニアリング株式会社 九州支店 主査 

 
 
２．ライフサイエンス分野 
 
健康工学研究部門（研究部門長：吉田 康一） 
（担当：菅原 順（2012.4-2012.9）、山口 博隆（2012.10-2013.3））［ユ］ 

 
赤池 昭紀 名古屋大学大学院 創薬科学研究科 教授/京都大学大学院 薬学研究科 名誉教授 
秋澤 俊史 摂南大学 薬学部 臨床分析化学研究室 教授 
伊藤 菁莪 株式会社ニュージェン・ファーマ 特別顧問/長浜バイオ大学 客員教授 
 （バイオメディカル研究部門及び糖鎖医工学研究センター評価委員兼任） 
木下 聡 株式会社読売新聞大阪本社 編集局 科学部 次長 
 （幹細胞工学研究センター評価委員兼任） 
津本 浩平 東京大学 医科学研究所 疾患プロテオミクスラボラトリー 教授 
西本 尚弘 株式会社島津製作所 基盤技術研究所 マイクロＴＡＳユニット ユニット長/主幹研究員 
伏見 豊  株式会社伏見製薬所 代表取締役社長 

 
生物プロセス研究部門（研究部門長：鎌形 洋一） 
（担当：菅原 順（2012.4-2012.9）、山口 博隆（2012.10-2013.3））［ユ］ 

 
黒川 顕 東京工業大学大学院 生命理工学研究科 生命情報専攻 教授 
児島 宏之 味の素株式会社 理事/バイオ・ファイン事業本部 バイオ・ファイン研究所 プロセス開発

研究所長 
田口 精一 北海道大学大学院 工学研究院 生物機能高分子部門 教授/理化学研究所 客員主管研究

員 
冨田 房男 北海道大学 名誉教授/日本バイオテクノロジー情報センター 代表 
冨田 稔 株式会社三菱総合研究所 戦略コンサルティング本部/環境・エネルギー研究本部 首席研

究員 
中谷 和彦 大阪大学 産業科学研究所 教授 
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バイオメディカル研究部門（研究部門長：近江谷 克裕） 
（担当：菅原 順（2012.4-2012.9）、小島 直（2012.10-2013.3））［ユ］ 

 
阿部 皓一 エーザイフード・ケミカル株式会社 顧問 
伊藤 菁莪 株式会社ニュージェン・ファーマ 特別顧問/長浜バイオ大学 客員教授 
 （健康工学研究部門及び糖鎖医工学研究センター評価委員兼任） 
牛田 充彦 株式会社じほう 出版局 ファームテクジャパン編集部 編集者 
黒川 勉 元 和光純薬工業株式会社 ゲノム研究所 所長 
後藤 祐児 大阪大学 蛋白質研究所 教授 
玉置 俊晃 徳島大学大学院 ヘルスバイオサイエンス研究部 部長/徳島大学 医学部 部長 
末永 智一 東北大学 原子分子材料科学高等研究機構 教授 

 
ヒューマンライフテクノロジー研究部門（研究部門長：赤松 幹之） 

（担当：折田 秀夫（2012.4）、三浦 俊明（2012.5-2013.3））［ユ］ 
 
青木 和夫 日本大学大学院 理工学研究科 医療・福祉工学専攻 教授 
大西 昭郎 東京大学公共政策大学院 特任教授 
岡田 真人 東京大学大学院 新領域創成科学研究科 複雑理工学専攻 教授 
高橋 真理子 株式会社朝日新聞社 東京本社 報道局科学医療グループ 編集委員 
  （バイオメディシナル情報研究センター評価委員兼任） 
土井 美和子 株式会社東芝 研究開発センター 首席技監 
  （サービス工学研究センター評価委員兼任） 
原 正樹 株式会社アイプラネット 取締役 

 
糖鎖医工学研究センター（研究センター長：成松 久） 

（担当：加野 直巳（2012.4-2012.5）、唐澤 廣和（2012.6-2013.3））［意］ 
 
伊藤 菁莪 株式会社ニュージェン・ファーマ 特別顧問/長浜バイオ大学 客員教授 
 （健康工学研究部門及びバイオメディカル研究部門評価委員兼任） 
今井 浩三 東京大学 医科学研究所 教授/附属病院長 
中島 元夫 ＳＢＩファーマ株式会社 執行役員チーフサイエンティフィックオフィサー/医薬開発本部 

本部長 
長洲 毅志 エーザイ株式会社 理事/チーフサイエンティフィックオフィサー付担当部長 
本家 孝一 高知大学 教育研究部 医療学系 基礎医学部門 教授 
 

生命情報工学研究センター（研究センター長：浅井 潔） 
（担当：菅原 順（2012.4-2012.9）、山口 博隆（2012.10-2013.3））［意］ 

 
五斗 進 京都大学 化学研究所 バイオインフォマティクスセンター 准教授 
清水 謙多郎 東京大学大学院 農学生命科学研究科 教授 
菅野 純夫 東京大学大学院 新領域創成科学研究科 教授 
寺西 豊 京都大学大学院 医学研究科 メディカルイノベーションセンター 副センター長 特任教

授 
松田 秀雄  大阪大学大学院 情報科学研究科 バイオ情報工学専攻 教授 
横田 博 第一三共株式会社 研究開発本部 研究開発企画部 参事 
 （バイオメディシナル情報研究センター評価委員兼任） 

 
バイオメディシナル情報研究センター（研究センター長：嶋田 一夫） 
（担当：菅原 順（2012.4-2012.9）、三浦 俊明、小島 直（2012.10-2013.3））［ユ］ 

 
岡田 典弘（欠）  東京工業大学大学院 生命理工学研究科 生体システム専攻 教授 
高橋 真理子 株式会社朝日新聞社 東京本社 報道局科学医療グループ 編集委員 
 （ヒューマンライフテクノロジー研究部門評価委員兼任） 
竹中 登一 アステラス製薬株式会社 最高科学アドバイザー 
西村 善文 横浜市立大学大学院 生命ナノシステム科学研究科 教授 
芳賀 達也 東京大学 名誉教授/東京大学 先端科学技術研究センター 客員研究員 
横田 博 第一三共株式会社 研究開発本部 研究開発企画部 参事 
 （生命情報工学研究センター評価委員兼任） 
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幹細胞工学研究センター（研究センター長：浅島 誠） 

（担当：加野 直巳（2012.4-2012.5）、唐澤 廣和（2012.6-2013.3））［意］ 
 
大隅 典子（欠） 東北大学大学院 医学系研究科 附属創生応用医学研究センター 脳神経科学コアセン

ター 発生発達神経科学分野 教授 
岡本 哲治 広島大学 理事/副学長 
柿谷 均 公益財団法人相模中央化学研究所 酵素工学グループリーダー 
木下 聡 株式会社読売新聞大阪本社 編集局 科学部 次長 
 （健康工学研究部門評価委員兼任） 
西島 和三 持田製薬株式会社 医薬開発本部 専任主事/東北大学 未来科学技術共同研究センター 

客員教授 
野田 政樹 東京医科歯科大学 難治疾患研究所 先端分子医学研究部門 分子薬理学 教授 

 
 
３．情報通信・エレクトロニクス分野 
 
知能システム研究部門（研究部門長：比留川 博久） 
（担当：菅原 順（2012.4-2012.9）、山口 博隆（2012.10-2013.3））［ユ］ 

 
淺間 一 東京大学大学院 工学系研究科 精密工学専攻 教授 
 （サービス工学研究センター評価委員兼任） 
榊原 伸介 ファナック株式会社 常勤顧問/ロボット研究所 名誉所長 
首藤 俊夫 株式会社三菱総合研究所 科学・安全政策研究本部 主席研究部長 
菅野 重樹 早稲田大学 創造理工学部 総合機械工学科 教授 
馬場口 登 大阪大学大学院 工学研究科 電気電子情報工学専攻 教授 
丸山 宏 大学共同利用機関法人情報・システム研究機構 統計数理研究所 副所長 

 
情報技術研究部門（研究部門長：伊藤 智） 
（担当：吉村 隆（2012.4-2013.3））［ユ］ 

 
國井 秀子  リコーＩＴソリューションズ株式会社 取締役 会長執行役員 
合田 忠弘 九州大学大学院 総合理工学研究院 融合創造理工学部門 教授 
後藤 厚宏  情報セキュリティ大学院大学 情報セキュリティ研究科 教授 
武山 政直 慶応義塾大学 経済学部 教授 
平田 圭ニ 公立はこだて未来大学 システム情報科学部 複雑系知能学科 教授 
前川 徹（欠） サイバー大学 ＩＴ総合学部 教授/一般社団法人コンピュータソフトウェア協会 専務理事 

 
ナノエレクトロニクス研究部門（研究部門長：金丸 正剛） 

（担当：黒河 治久（2012.6-2013.3））［ユ］ 
 
浅見 直樹 日経ＢＰ社 執行役員 
有門 経敏 東京エレクトロン株式会社 開発部門開発企画室 フェロー 
上田 潤 一般社団法人半導体産業研究所 企画部長 
圓福 敬二 九州大学大学院 システム情報科学研究院 教授 
小倉 基次 大阪大学 産業科学研究所 特任教授 
藤田 博之 東京大学 生産技術研究所 教授/副所長 

 
電子光技術研究部門（研究部門長：原市 聡） 

（担当：吉村 隆（2012.4-2013.3））［ユ］ 
 
秋光 純 青山学院大学 理工学部 物理・数理学科 教授 
工藤 一浩 千葉大学大学院 工学研究科 人工システム科学専攻 教授 
佐野 雄二 株式会社東芝 電力システム社 電力・社会システム技術開発センター 技監 
田原 修一 日本電気株式会社中央研究所 支配人 
長谷川 英一 一般社団法人電子情報技術産業協会 常務理事 
松島 裕一 早稲田大学 研究戦略センター 教授/グリーン・コンピューティング・システム研究機構 

機構長 
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 （ネットワークフォトニクス研究センター評価委員兼任） 
 
セキュアシステム研究部門（研究部門長：松井 俊浩） 
（担当：吉村 隆（2012.4-2013.3））［ユ］ 

 
遠藤 直樹 東芝ソリューション株式会社 技術統括部 技監 
佐々木 良一 東京電機大学 未来科学部 教授/内閣官房 情報セキュリティセンター 情報セキュリ

ティ補佐官 
鈴木 剛 東洋エンジニアリング株式会社 エンジニアリング統括本部 エンジニアリング技術部 

技術部長 
関口 和一（欠） 株式会社日本経済新聞社 論説委員兼産業部編集委員 
高木 剛 九州大学 マス・フォア・インダストリ研究所 数学テクノロジー先端研究部門 教授 
渡辺 政彦 キャッツ株式会社 取締役副社長/組込みソフトウェア研究所 所長 

 
ネットワークフォトニクス研究センター（研究センター長：石川 浩） 

（担当：吉村 隆（2012.4-2012.5）、黒河 治久（2012.6-2013.3））［ユ］ 
 
久間 和生 三菱電機株式会社 常任顧問 
小林 功郎 東京工業大学 名誉教授 
馬場 俊彦 横浜国立大学大学院 工学研究院 知的構造の創生部門 教授 
松島 裕一 早稲田大学 研究戦略センター 教授/グリーン・コンピューティング・システム研究機構 

機構長 
 （電子光技術研究部門評価委員兼任） 
村上 孝三 大阪大学大学院 情報科学研究科 教授 

 
デジタルヒューマン工学研究センター（研究センター長：持丸 正明） 

（担当：吉村 隆（2012.4-2013.3））［意］ 
 
岩崎 弘利 株式会社デンソーアイティーラボラトリ ＣＴＯ 
上田 敏 財団法人日本障害者リハビリテーション協会 顧問 
 （サービス工学研究センター評価委員兼任） 
久野 譜也 筑波大学 体育系 教授/株式会社つくばウエルネスリサーチ 代表取締役社長 
姫野 龍太郎（欠） 独立行政法人理化学研究所 情報基盤センター センター長 
廣瀬 通孝 東京大学大学院 情報理工学系研究科 知能機械情報学専攻 教授 
藤田 祐志 株式会社テクノバ 常務取締役 

 
ナノスピントロニクス研究センター（研究センター長：湯浅 新治） 
（担当：島崎 毅（2012.4-2012.5）、黒河 治久（2012.6-2013.3））［意］ 

 
大石 基之 株式会社日経ＢＰ 日経ものづくり 副編集長 
佐藤 勝昭 独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業（さきがけ）研究領域「革新的

次世代デバイスを目指す材料とプロセス」研究総括 
城石 芳博 株式会社日立製作所 研究開発本部 主管研究長 
田中 雅明 東京大学大学院 工学系研究科 電気系工学専攻 教授 
塙   健三 昭和電工株式会社 研究開発本部 技術戦略室 技術戦略担当部長 
松山 公秀 九州大学大学院 システム情報科学研究院 教授 
 

サービス工学研究センター（研究センター長：持丸 正明） 
（担当：金澤 健治（2012.4-2012.5）、黒河 治久（2012.6-2012.9）、山口 博隆（2012.10-2013.3））［ユ］ 

 
淺間 一 東京大学大学院 工学系研究科 精密工学専攻 教授 
 （知能システム研究部門評価委員兼任） 
上田 敏 財団法人日本障害者リハビリテーション協会 顧問 
 （デジタルヒューマン工学研究センター評価委員兼任） 
及川 雅稔 地方独立行政法人北海道立総合研究機構 産業技術研究本部企画調整部 企画課長 
谷崎 隆士 近畿大学 工学部 情報システム工学科 教授 
土井 美和子 株式会社東芝 技術企画室 産学連携担当理事 
 （ヒューマンライフテクノロジー研究部門評価委員兼任） 
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水野 誠 明治大学 商学部 准教授 
 
フレキシブルエレクトロニクス研究センター（研究センター長：鎌田 俊英） 

（担当：折田 秀夫（2012.4）、三浦 俊明（2012.5-2013.3））［ユ］ 
 
石原 聰 独立行政法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター ナノテクノロジー・材料ユニッ

ト 特任フェロー 
大久保 聡 株式会社日経ＢＰ 日経エレクトロニクス編集部 編集長 
蔵田 哲之 三菱電機株式会社 液晶事業統括部 統括部長 
高田 俊二 元 富士フイルム株式会社/千葉大学 融合科学研究科 
中村 貴義 北海道大学 電子科学研究所 有機電子材料研究分野 教授 
宮野 健次郎 独立行政法人物質・材料研究機構 フェロー 

 
 
４．ナノテクノロジー・材料・製造分野 
 
先進製造プロセス研究部門（研究部門長：村山 宣光） 
（担当：折田 秀夫（2012.4）、三浦 俊明（2012.5-2013.3））［ユ］ 

 
帯川 利之 東京大学 生産技術研究所 機械・生体系部門 教授 
塩崎 弘隆 三菱自動車工業株式会社 開発本部 機能実験部 担当部長 
茂垣 康弘  株式会社ＩＨＩ 技術開発本部 プロジェクトセンター 所長 
高見 則雄 株式会社東芝 研究開発センター 首席技監 
出川 通 株式会社テクノ・インテグレーション 代表取締役社長 
北條 純一（欠） 九州大学大学院 工学研究院 応用化学部門 教授 

 
サステナブルマテリアル研究部門（研究部門長：中村 守） 
（担当：折田 秀夫（2012.4）、三浦 俊明（2012.5-2013.3））［ユ］ 

 
岩田 利枝 東海大学 工学部 建築学科 教授 
梅本 実 豊橋技術科学大学 工学部 機械工学系 教授 
大谷 要 大建工業株式会社 エコ事業統括部 エコ事業品質保証部 部長 
中村 崇 東北大学 多元物質科学研究所 教授 
根本 泰弘 日立オートモティブシステムズ株式会社 技術開発本部 本部長 
丸山 正明 技術ジャーナリスト 
 （ナノチューブ応用研究センター評価委員兼任） 

 
ナノシステム研究部門（研究部門長：山口 智彦） 
（担当：島崎 毅（2012.4-2013.3））［ユ］ 

 
安蘇 芳雄 大阪大学 産業科学研究所 産業科学ナノテクノロジーセンター 教授 
亀井 信一 株式会社三菱総合研究所 人間・生活研究本部 本部長 
肥塚 裕至（欠） 菱電化成株式会社 取締役社長 
曽根 純一 独立行政法人物質・材料研究機構 理事 
高尾 正敏 大阪大学 大型教育研究プロジェクト支援室 特任教授 
土井 正男 公益財団法人豊田理化学研究所 フェロー 

 
ナノチューブ応用研究センター（研究センター長：飯島 澄男） 

（担当：吉村 隆（2012.4-2013.3））［ユ］ 
 
秋吉 一成 京都大学大学院 工学研究科 高分子化学専攻 教授 
阿知波 洋次 首都大学東京大学院 理工学研究科 分子物質化学専攻 客員教授 
粟野 祐二（欠） 慶應義塾大学 理工学部 電子工学科 教授 
榎 敏明 東京工業大学大学院 理工学研究科 化学専攻 名誉教授 
川合 眞紀 独立行政法人理化学研究所 理事/東京大学大学院 新領域創成科学研究科 物質系専攻 

教授 
丸山 正明 技術ジャーナリスト 
 （サステナブルマテリアル研究部門評価委員兼任） 
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集積マイクロシステム研究センター（研究センター長：前田 龍太郎） 
（担当：折田 秀夫（2012.4）、三浦 俊明（2012.5-2013.3））［意］ 

 
石井 仁 豊橋技術科学大学 テーラーメイド・バトンゾーン教育推進本部 特任教授 
Ｉｌｊｉｃ Ｔｈｏｍａｓ 在日フランス大使館 原子力部 アタシェ/ＣＥＡ最先端技術局 日本代表  
岩本 隆 慶應義塾大学大学院 経営管理研究科 特任教授/株式会社ドリームインキュベータ   

特別顧問 
二口 友昭 富山県工業技術センター 次長/機械電子研究所 所長 
本目 精吾（欠） 株式会社エリオニクス 代表取締役会長 
山田 一郎 東京大学大学院 新領域創成科学研究科 人間環境学専攻 教授 

 
 
５．計測・計量標準分野 
 
計測標準研究部門（研究部門長：千葉 光一） 

（担当：加野 直巳（2012.4-2012.5）、唐澤 廣和（2012.6-2013.3））［ユ］ 
 
大竹 英世 トヨタ自動車株式会社 計測技術部 主査 
鈴木 孝治 慶應義塾大学 理工学部 応用化学科 教授 
武田 貞生（欠）一般財団法人日本規格協会 専務理事 
初澤 毅 東京工業大学 精密工学研究所 高機能化システム部門 教授 
林  俊一 新日鐵住金株式会社 技術開発本部 先端技術研究所 解析科学研究部 部長 
古田 一吉（欠）セイコーインスツル株式会社 研究開発センター 技術企画管理部 部長 
本多 敏 慶應義塾大学 理工学部 物理情報工学科 教授 

 
計測フロンティア研究部門（研究部門長：大久保 雅隆） 
（担当：島崎 毅（2012.4-2013.3））［ユ］ 

 
伊吹山 正浩 電気化学工業株式会社 中央研究所 技監/副所長 
榎   学  東京大学大学院 工学系研究科 マテリアル工学専攻 教授/専攻長 
高山 光男 横浜市立大学学術院 国際総合科学群 自然科学系列 教授 
藤村 秀夫   大日本印刷株式会社 研究開発センター 副センター長 
山下 郁雄  株式会社日刊工業新聞社 元論説委員長 
鷲尾 方一   早稲田大学 理工学術院総合研究所 理工学研究所 教授 

 
生産計測技術研究センター（研究センター長：坂本 満） 
（担当：島崎 毅（2012.4-2013.3））［意］ 

 
大西 忠治  株式会社日鉄エレックス 取締役/技術管理部長 
尾形 仁士  三菱電機株式会社 社友 
鹿毛 浩之 九州工業大学 理事・副学長 
河住 春樹  一般社団法人日本計量振興協会 専務理事 
澤田 廉士  九州大学 工学研究院 機械工学部門 教授 
 
 

６．地質分野 
 
地圏資源環境研究部門（研究部門長：駒井 武） 

（担当：加野 直巳（2012.4-2012.5）、島崎 毅（2012.6-2013.3））［ユ］ 
 
井尻 裕二 大成建設株式会社 原子力本部 原子力技術第三部 部長 
小川 康雄 東京工業大学 火山流体研究センター 教授 
海江田 秀志 一般社団法人電力中央研究所 地球工学研究所 地圏科学領域 上席研究員 
名古屋 悟 株式会社環境新聞社 東京本社 編集部 サブデスク 
星   一良 石油資源開発株式会社 アジア・オセアニア事業本部 本部長補佐 
米田 稔 京都大学大学院 工学研究科 都市環境工学専攻 教授 
 （安全科学研究部門評価委員兼任） 
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地質情報研究部門（研究部門長：牧野 雅彦） 

（担当：島崎 毅（2012.4-2012.5）、唐澤 廣和（2012.6-2013.3））［ユ］ 
 
小嶋 智 岐阜大学 工学部 社会基盤工学科 教授 
三箇 智二 ＪＸ日鉱日石探開株式会社 取締役/探査事業部 副事業部長 
田中 和広 山口大学大学院 理工学研究科 教授/副研究科長 
成田 賢 応用地質株式会社 代表取締役社長 
藤井 敏嗣（欠） 特定非営利活動法人環境防災総合政策研究機構 専務理事/環境・防災研究所 所長 
前川 寛和 大阪府立大学大学院 理学系研究科 教授/科長/理学部長 

 
活断層・地震研究センター（研究センター長：岡村 行信） 
（担当：加野 直巳（2012.4-2012.5）、唐澤 廣和（2012.6-2013.3））［ユ］ 

 
今泉 俊文  東北大学大学院 理学研究科 地学専攻 教授/地学専攻長 
宇根 寛 国土交通省国土地理院 関東地方測量部 部長 
武村 雅之（欠） 名古屋大学 減災連携研究センター エネルギー防災寄附研究部門 教授 
中川 和之  株式会社時事通信社 山形支局長 
山崎 晴雄 首都大学東京 都市環境科学研究科 地理環境科学域 教授 
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別紙３：内部評価委員一覧 

 

 

内部評価委員（氏名五十音順） 

赤穗 博司 （首席評価役） 
環境・エネルギー分野、情報通信・エレクトロニクス分野、ナノテクノロジー・材

料・製造分野 

阿部 修治 （首席評価役） 
ライフサイエンス分野、情報通信・エレクトロニクス分野、ナノテクノロジー・

材料・製造分野 

永壽 伴章 （首席評価役） 
環境・エネルギー分野、ライフサイエンス分野、情報通信・エレクトロニクス分野、

ナノテクノロジー・材料・製造分野、計測・計量標準分野 

久保 泰 （首席評価役） 
環境・エネルギー分野、ライフサイエンス分野、ナノテクノロジー・材料・製造分

野 

栗本 史雄（首席評価役） 
環境・エネルギー分野、ライフサイエンス分野、情報通信・エレクトロニクス分野、

計測・計量標準分野、地質分野 

竹内 浩士 （首席評価役） 環境・エネルギー分野、ライフサイエンス分野、地質分野 

檜野 良穂 （首席評価役） 
環境・エネルギー分野、ライフサイエンス分野、情報通信・エレクトロニクス分野、

ナノテクノロジー・材料・製造分野、計測・計量標準分野、地質分野 

下線は内部評価委員の主担当分野を表す。 
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別紙４：平成２４年度研究ユニット評価委員会等開催日程 

 

研究ユニット評価委員会 

開催日 曜日 時間 研究ユニット名 評価委員会開催場所 
内部評価

委員 
備考

*)
 

2012/06/25 月 13:00-18:00 水素材料先端科学研究セン

ター 

九州大学伊都キャンパス 稲盛財団

記念館 １階 稲盛ホール 

竹内、檜野  

2012/06/27 水 14:00-19:00 バイオメディシナル情報研究

センター 

臨海副都心センター 会議室 1（別館

11 階 11205～6 室） 

久保、檜野 見学会 

2012/07/11 水 13:00-19:15 ナノチューブ応用研究セン

ター 

つくば中央第 5事業所 第 2～4会議

室（5-2 棟 6601～3 室） 

赤穂、阿部  

2012/10/03 水 12:00-17:30 健康工学研究部門 四国センター 講堂（講堂棟 1011

室） 

久保、永壽 見学会、ポスター

2012/10/10 水 13:00-17:55 フレキシブルエレクトロニク

ス研究センター 

つくば中央第2事業所 交流会議室2

（本部・情報棟 01304 室） 

阿部、赤穗  

2012/10/16 火 11:00-17:30 ユビキタスエネルギー研究部

門 

関西センター 第 9 会議室（人間計測

連携研究棟 1002 室） 

永壽、久保  

2012/10/22 月 13:00-17:15 メタンハイドレート研究セン

ター 

北海道センター 中講堂（第一研究庁

舎 2002-1 室） 

栗本、竹内 見学会 

2012/10/29 月 13:30-18:20 活断層・地震研究センター つくば中央第 7事業所 第 2 会議室

（7-3C 棟 211 室） 

栗本、竹内 ポスター 

2012/10/31 水 12:30-18:35 ネットワークフォトニクス研

究センター 

つくば中央第2事業所 第1AV室（2-1

棟  D821-2 室） 

赤穗、阿部 見学会 

2012/10/31 水 13:00-18:20 ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門 

つくば中央第6事業所 第1-3会議室 

（6-9 棟 228-1～3 室） 

永壽、久保 見学会 

2012/11/05 月 12:15-17:15 生物プロセス研究部門 臨海副都心センター 会議室 1（別館

11 階 11205～6 室） 

久保、阿部  

2012/11/05 月 10:30-18:10 エネルギー技術研究部門 つくば中央第 7事業所 第 2 会議室

（7-3C 棟 211 室） 

竹内、永壽 ポスター 

2012/11/06 火 10:00-17:30 ナノエレクトロニクス研究部

門 

つくば中央第 7事業所 第 2 会議室

（7-3C 棟 211 室） 

阿部、赤穗  

2012/11/06 火 13:00-17:50 先進製造プロセス研究部門 中部センター 大会議室 1,2（事務管

理棟 3 階） 

永壽、久保 見学会 

2012/11/07 水 12:30-17:15 サステナブルマテリアル研究

部門 

中部センター 連携会議場（OSL 棟 3

階） 

阿部、赤穗 ポスター 

2012/11/09 金 11:00-17:50 ナノシステム研究部門 つくば中央第 5事業所 第 2～4会議

室（5-2 棟 6601～3 室） 

久保、檜野  

2012/11/12 月 13:00-18:10 計測フロンティア研究部門 つくば中央第 2事業所 第 6 会議室

（2-12 棟 203-6 室） 

檜野、永壽 見学会 

2012/11/13 火 13:00-17:35 サービス工学研究センター 臨海副都心センター 多目的室（別館

11202～3室） 

永壽、阿部  

2012/11/14 水 10:00-17:00 環境管理技術研究部門 つくば西事業所 第 2 会議室（西-1

棟 2301 室） 

檜野、栗本 ポスター 

2012/11/20 火 10:40-17:40 知能システム研究部門 つくば中央第 2事業所 第６会議室 

（2-12 棟 203-6 室） 

永壽、赤穗 見学会 

2012/11/20 火 11:45-17:30 バイオメディカル研究部門 つくば中央第 6事業所 第 1～3会議

室（6-9 棟 228-1～3 室） 

檜野、竹内 ポスター 

2012/11/21 水 10:00-17：55 計測標準研究部門 つくば中央第 3事業所 第 4～6会議

室（3-9 棟 3 階会議室） 

栗本、檜野 ポスター 

2012/11/21 水 13:00-18:00 太陽光発電工学研究センター つくば中央第 2事業所 第 6 会議室

（2-12 棟 203-6 室） 

竹内、永壽  

2012/11/27 火 10:00-17:20 地圏資源環境研究部門 つくば中央第 7事業所 第 2 会議室

（7-3C 棟 211 室） 

栗本、檜野 見学会、ポスター

2012/11/27 火 11:00-17:20 環境化学技術研究部門 つくば中央第 5事業所 第 3～4会議

室（5-2 棟 6602～6603 室） 

竹内、久保 見学会 

2012/11/28 水 10:00-17:40 地質情報研究部門 つくば中央第 7事業所 第 2 会議室

（7-3C 棟 211 室） 

檜野、栗本 ポスター 

2012/11/28 水 13:00-19:30 セキュアシステム研究部門 つくば中央第2事業所 第1AV室（2-1

棟 D821-2 室） 

赤穗、阿部 ポスター 

2012/11/30 金 10:40-17:25 安全科学研究部門 つくば中央第 5事業所 第 2～4会議

室（5-2 棟 6601～3 室） 

栗本、竹内  

2012/11/30 金 13:00-19:10 電子光技術研究部門 つくば中央第 2事業所 ネットワー

ク会議室（本部・情報棟 01306-2 室） 

阿部、檜野  
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2012/12/04 火 10:00-17:40 情報技術研究部門 つくば中央第 2事業所 ネットワー

ク会議室（本部・情報棟 01306-2 室） 

赤穂、栗本 ポスター 

下線は主担当首席評価役を表す。 

*) 見学会：研究現場見学会 

  ポスター：ポスター展示または成果品の展示とユニット担当者による説明 

 

開始時意見交換会 

開催日 曜日 時間 研究ユニット名 開始時意見交換会開催場所 

2013/02/01 金 13：00-17：10 バイオマスリファイナリー研究セ

ンター 

東京本部 大会議室（経済産業省 別館 10 階 1007

室） 

 

評価委員意見交換 

開催日 曜日 時間 研究ユニット名 評価委員意見交換開催場所 開催形式※) 

2012/10/31 水 12:30-14:00 生命情報工学研究センター 臨海副都心センター 生命情報工

学研究センター内会議室（別館

10106 室） 

シンポジウム 

2012/11/19 月 13:00-17:00 デジタルヒューマン工学研究セン

ター 

臨海副都心センター 第 1会議室

（本館 4 階 412 室） 

委員会 

2012/11/22 木 17:00-19:00 先進パワーエレクトロニクス研究

センター 

きらっ都プラザ（京都産業会館）2

階 第一会議室 

シンポジウム 

2012/12/14 金 14:00-17:15 集積マイクロシステム研究セン

ター 

つくば東事業所 国際セミナー室

（東-4G 棟 1A1） 

シンポジウム 

2013/01/23 水 13:30-17:00 ナノスピントロニクス研究セン

ター 

つくば中央第2事業所 第7輪講室

（2-1 棟 M304 室） 

委員会，見学会

2013/02/04 月 11:30-14:30 ナノスピントロニクス研究セン

ター 

つくば中央第 2事業所 ユニット

会議室（2-1 棟 C314 室） 

委員会，見学会

2013/02/08 金 13:00-17:30 幹細胞工学研究センター つくば中央第4事業所 第1会議室

（4-1 棟 2213 室） 

委員会 

2013/02/21 木 11:00-16:20 生産計測技術研究センター 九州センター 大会議室（第 1棟

2010 室） 

委員会，見学会

2013/02/27 水 12:50-16:30 糖鎖医工学研究センター つくば中央第2事業所 第5会議室

（2-12 棟 106-5 室） 

委員会 

2013/02/28 木 13:00-16:40 新燃料自動車技術研究センター 臨海副都心センター 多目的室（別

館 11202〜3 室） 

委員会 

＊ナノスピントロニクス研究センターは、外部評価委員の都合により２回に分けての開催。 

※) 開催形式 

 見学会：研究現場見学会による意見交換 

 委員会：委員会形式による意見交換 

 シンポジウム：オープンラボ・ユニット主催シンポジウム等の機会における意見交換 

 

評価委員意見交換（個別訪問） 
研究ユニット 意見交換開催日時等 

コンパクト化学システム研究センター 2012/11/19，2013/01/22（２件），2013/01/28（２件） 
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別紙５：平成２４年度研究資源配分表 
（平成２５年２月現在） 

研
究
分
野 

研究ユニット名 

研究 

職員 

（人） 

契約

職員

（人）

運営費交付金 委託費等 総予算 

総額 

（百万円）

総額/ 

研究職員数

（百万円/

人） 

総額 

（百万円）

総額/ 

研究職員数 

（百万円/

人） 

総額 

（百万円） 

総額/ 

研究職員数

（百万円/人）

環 

境
・
エ 

ネ 

ル 

ギ 

ー 

ユビキタスエネルギー研究部門 69 104 599 9 822 12  1,421 21 

環境管理技術研究部門 60 62 544 9 365 6  909 15 

環境化学技術研究部門 53 47 622 12 643 12  1,265 24 

エネルギー技術研究部門 117 154 1,079 9 1,062 9  2,141 18 

安全科学研究部門 45 61 620 14 428 10  1,048 24 

水素材料先端科学研究センター 4 30 96 24 295 74  391 98 

新燃料自動車技術研究センター 13 39 619 48 194 15  813 63 

メタンハイドレ－ト研究センター 10 37 113 11 928 93  1,041 104 

コンパクト化学システム研究センター 27 38 380 14 213 8  593 22 

先進パワーエレクトロニクス研究センター 22 44 879 40 1,734 79  2,613 119 

太陽光発電工学研究センター 37 69 1,923 52 1,598 43  3,521 95 

バイオマスリファイナリー研究センター 20 39 229 11 267 13  496 24 

ラ
イ
フ
サ
イ
エ
ン
ス 

健康工学研究部門 64 75 535 8 407 6  942 14 

生物プロセス研究部門 69 87 595 9 672 10  1,267 19 

バイオメディカル研究部門 77 84 629 8 513 7  1,142 15 

ヒュ－マンライフテクノロジ－研究部門 85 98 478 6 341 4  819 10 

糖鎖医工学研究センター 7 41 303 43 294 42  597 85 

生命情報工学研究センター 15 29 328 22 223 15  551 37 

バイオメディシナル情報研究センター 11 44 379 34 461 42  840 76 

幹細胞工学研究センター 17 25 254 15 165 10  419 25 

情
報
通
信
・エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス 

知能システム研究部門 71 41 528 7 453 6  981 13 

情報技術研究部門 38 25 772 20 410 11  1,182 31 

ナノエレクトロニクス研究部門 47 75 879 19 1,949 41  2,828 60 

電子光技術研究部門 59 43 451 8 265 4  716 12 

セキュアシステム研究部門 34 33 266 8 191 6  457 14 

ネットワ－クフォトニクス研究センター 13 20 178 14 669 51  847 65 

デジタルヒュ－マン工学研究センター 15 36 120 8 276 18  396 26 

ナノスピントロニクス研究センター 12 12 182 15 212 18  394 33 

サービス工学研究センター 19 42 202 11 201 11  403 22 

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 21 19 276 13 222 11  498 24 

ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・

材
料
・製
造 

先進製造プロセス研究部門 103 77 678 7 426 4  1,104 11 

サステナブルマテリアル研究部門 59 31 377 6 152 3  529 9 

ナノシステム研究部門 90 101 924 10 615 7  1,539 17 

ナノチュ－ブ応用研究センター 23 43 400 17 197 9  597 26 

集積マイクロシステム研究センター 23 39 271 12 562 24  833 36 

標
準
・
計
測

計測標準研究部門 240 126 1,978 8 734 3  2,712 11 

計測フロンティア研究部門 57 38 321 6 262 5  583 11 

生産計測技術研究センター 28 41 295 11 52 2  347 13 

地

質 

地圏資源環境研究部門 66 47 972 15 2,168 33  3,140 48 

地質情報研究部門 106 91 1,212 11 301 3  1,513 14 

活断層・地震研究センター 30 18 1,224 41 1,264 42  2,488 83 

 合計 1,976 2,205 23,710 12 23,206 12 46,916 24

注１） 研究職員数は、平成２５年２月現在の研究ユニットに配属されている職員（職員と任期付き職員）を示す。契約職員数は、平成２

５年２月現在の第一号職員（産業技術総合研究所特別研究員）、第二号職員（テクニカルスタッフ）、第三号職員（アシスタント）、第四

号職員（技術専門職）、第五号職員（招へい研究員）の総和である。 

注２） 運営費交付金、委託費等（助成金、共同研究費を含む）は、研究ユニット配賦額であり、一般管理費控除後の額である。平成２

５年２月現在のデータであり、一部予算の移動があるため確定配賦額ではない。前身の研究ユニットでの執行済み額は含まれていない。

前年度予算残繰越額及び契約済み繰越額が含まれている。 
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別紙６：研究ユニット評価委員会要領 
 
 

制定 平成17年4月1日 17要領第19号 

（16要領第41号の全部改正） 

最終改正 平成22年10月１日 22要領第126号 一部改正 

 
（趣旨） 

第１条 この要領は、独立行政法人産業技術総合研究所（以下「研究所」という。）の研究ユニット評価委員会

の組織、運営等に関して必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 理事長は、独立行政法人産業技術総合研究所組織規程（22規程第50号）第6条第2項に規定する研究ユニッ

ト及び組織規則（22規則第5号）第6条に規定する連携研究体（以下「研究ユニット等」という。）について評

価を行う必要があると認めるときは、当該研究ユニット等ごとに、研究ユニット評価委員会（以下「委員会」

という。）を置くものとする。 

（任務） 

第３条 委員会は、研究ユニット等が行う業務又は活動に関して、次に掲げる事項について評価を行う。 

一 研究の実施体制 

二 研究の進捗状況 

三 研究成果 

四 その他必要と認める事項 

２ 委員会は、原則として、当該研究ユニット等の新設の日以後２年ごとに、前項の評価を行うものとする。 

（組織） 

第４条 委員会は、次に掲げる者（以下「委員」という。）をもって組織する。 

一 研究ユニット等の行う業務又は活動に高い見識を有する者のうちから理事長が委嘱する者 

二 役員又は職員のうちから理事長が指名する者 

２ 委員会に委員長を置き、理事長が委員のうちから指名する。 

３ 委員長は、委員会の会務を総理する。 

４ 委員長に事故があるときは、理事長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

（任期） 

第５条 委員の任期は、２年以内とし、再任を妨げない。 

２ 理事長は、特別な事由があると認める場合は、委員を解任することができる。 

（開催） 

第６条 委員会は、理事長の命を受けて、評価部長が招集する。 

（公開） 

第７条 委員会は、委員による率直かつ自由な意見交換を確保するため、原則として非公開とする。ただし、委

員長は、必要があると認める場合は、委員以外の者に委員会の傍聴を認めることができる。 

２ 委員会の議事要旨は、公開するものとする。 

３ 委員長は、必要があると認める場合は、委員以外の者に委員会の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

（評価結果） 

第８条 評価結果は、評価部長がとりまとめ、理事長に報告する。 

２ 理事長は、評価結果を、委員のリストを付して公開するものとする。 

（事務） 

第９条 委員会の事務は、研究評価推進室が行う。 
 
附 則（17要領第19号・全部改正） 

この要領は、平成17年4月1日から施行する。 

附 則（20要領第59号・一部改正） 

この要領は、平成20年4月1日から施行する。 

附 則（22 要領第 126 号・一部改正） 

この要領は、平成 22 年 10 月 1 日から施行する。 
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別紙７：研究ユニット評価委員が利害関係者であることの判断基準 

について 
 
 

制定 第14000-20011001-1号 平成13年10月1日 

最終改正 第10140100-E-20120402-001号 平成24年4月1日 一部改正 

 
 
 独立行政法人産業技術総合研究所（以下「産総研」という。） の研究ユニット評価委員会の組織、運営
等に関して、公正性かつ、透明性を確保する観点から、研究ユニット評価委員会要領（２２要領第１２６号）
第４条第１項第１号で規定する委員（委嘱予定の者も含む）（以下、「委員」という。）と被評価研究ユニッ
ト（以下「研究ユニット」という。）との利害関係を判断する基準について必要な事項を定めるものとす
る。 
 
 
１ 委員が所属する機関（以下「所属機関」という。）が、次の各号のいずれかに該当する場合に、利害
関係があるものとみなす。ただし、委員の所属する部署が当該業務等を実施する部署と異なることある
いは委員の役職等が当該業務等に関する権限を有していないことなどにより、研究ユニットの評価への
影響がないと判断する場合はこの限りではない。 

 
一 研究ユニットに所属するグループ長、チーム長、室長等（以下「グループ長等」という。）以上の研究
者と現在又は直近の過去３年間、共同研究、受託研究等の連携業務において、当該研究ユニットと関係
を有するあるいは有したこと、又は近い将来関係を有する見込みがある場合。 

 
二 研究ユニットに所属するグループ長等以上の研究者と現在又は直近の過去３年間、同一の技術研究組
合に参画することにより、当該研究ユニットと関係を有するあるいは有したこと、又は近い将来関係を
有する見込みがある場合。 

 
三 研究ユニットの業務に重要な役割を果たす研究用機器の納入（予定も含む）等を行っている場合。 
 
四 研究ユニットの業務に関して、計量法計量標準供給制度に基づき、産総研から直接標準の供給を受け
ている、又は特定計量器の型式承認を受けている場合。 

 
五 研究ユニットが研究資源配分などへ関与している研究プロジェクトへ参加している場合。 
 
六 研究ユニットの職員が関与する産総研技術移転ベンチャーと競合関係にある場合。 
 
２ 委員が、次の各号のいずれかに該当する場合に、利害関係があるものとみなす。ただし、研究ユニッ
トの評価への影響がないと判断する場合はこの限りではない。 

 
一 産総研の役職員等（雇用契約あるいは産総研各制度による契約又は委嘱により在籍）であった経歴を
有し、産総研の役職員等でなくなってから３年を経過していない場合。 

 
二 研究ユニットに所属するグループ長等以上の研究者と直近の過去３年間に産総研以外の同一機関に
勤務した経歴を有する場合。 

 
三 研究ユニットが参加している研究プロジェクトに係る研究資源配分などへ関与している場合。 
 
３ その他、委員及び／又は所属機関が、研究ユニットの評価を行ううえで評価に影響を及ぼす関係を研
究ユニットとの間に有する場合に、利害関係があるものとみなす。 

 
附 則（第14000-20011001-1号） 
この基準は、平成13年10月1日から施行する。 
 
附 則（第14000-20040830-002号・一部改正） 
この基準は、平成16年8月1日から施行する。 
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附 則（第14000-20050113-001号・一部改正） 
この基準は、平成17年1月13日から施行する。 
 
附 則（第14000-20050401-001号・一部改正） 
この基準は、平成17年4月1日から施行する。 
 
附 則（第10140100-E-20120402-001号・一部改正） 
この基準は、平成24年4月1日から施行する。 
 
この基準における「部署」の単位は、大学・大学院の場合には学部学科・研究科専攻等、独立行政法人等の
場合には研究センター・研究部門等を、企業等（営利法人）の場合には従業員規模等がより大きな事業部
等を指すものとする（原則、中小企業基本法第2条に定義する中小企業は除く。）。 
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別紙８：研究ユニット評価に係る秘密保持に関する誓約事項 
 
 

制定 第 10140100-E-20100715-001 号 平成 22 年 7 月 15 日 
 

私は、独立行政法人産業技術総合研究所（以下「産総研」という。）研究ユニット評価（以下「本件目的」
という。）に伴う委員会等（評価委員会、意見交換会、現場見学会などを含む。）に際して、産総研の役員お
よび職員より開示される一切の秘密情報につきまして、以下の事項を遵守することを誓約します。 
 
第１条 産総研より開示または提供される秘密情報とは、本項第一号および第二号に規定する技術情報およ

び事業情報を総称したものをいいます。 
一 技術情報とは、次のものをいいます。 
イ 産総研より本件目的に係り開示または提供される技術的情報であって、秘密である旨の表示がなさ
れている資料に記録されたもの（書類、電子データを格納した電子媒体等の有体物）。 

ロ 産総研より本件目的に係り開示される技術的情報であって、口頭または視覚的方法で開示され、か
つ開示に際し秘密である旨明示され、開示後３０日以内に書面で産総研から通知されたもの。 

二 事業情報とは、次のものをいいます。 
イ 産総研より本件目的に係り開示または提供される事業、運営等に係る技術情報以外の情報であって、
秘密である旨の表示がなされている資料に記録されたもの（書類、電子データを格納した電子媒体等
の有体物）。 

ロ 産総研より本件目的に係り開示される事業、運営等に係る技術情報以外の情報であって、口頭また
は視覚的方法で開示され、かつ開示に際し秘密である旨明示され、開示後３０日以内に書面で産総研
から通知されたもの。 

２   前項に基づき定義された秘密情報は、次の各号の一に該当することが客観的に立証できる情報は、含
まないものとします。 
一 産総研から開示または提供を受ける前に既に保有し、または第三者から秘密保持の義務を負うことな
く入手していたもの。 

二 産総研から開示または提供を受ける前に既に公知または公用となっているもの。 
三 産総研から開示または提供を受けた後に当事者の責によらず公知となったもの。 
四 産総研から開示または提供を受けた後に、正当な権限を有する第三者から、秘密保持の義務を負うこ
となく入手したもの。 

五 書面により産総研から事前の承諾を得たもの。 
六 産総研から知り得た情報によらないで独自に開発したことが書面により立証できるもの。 
七 法令または裁判所の命令により開示を義務づけられるもの。 

第２条 本件目的以外に、産総研より開示された秘密情報を使用しないものとします。ただし、本件目的以
外の使用を希望する場合には、産総研にその旨を通知して協議の上、必要な場合には別途その取り扱いを
定めることとします。 

第３条 秘密情報について、厳に秘密を保持するものとし、書面による産総研の承諾なくして、第三者に漏
洩しないものとします。 

第４条 産総研から開示または提供を受けた秘密情報について、本件目的の範囲を超える目的のために秘密
情報の一部または全部を複製しないものとします。 

第５条 産総研から開示または提供を受けた秘密情報にアクセスした者の記憶に留まるアイデア、コンセプ
ト等により、発明、考案、または意匠の創作等（以下｢発明等｣という。）をなしたときは、産総研に通知
し、権利の帰属、出願の可否、取扱い等について別途協議の上決定致します。 

第６条 上記事項は、秘密情報が公開されない限り、開示の日から起算した３年間後の年度末まで有効に存
続するものとします。 

 
附 則 

この誓約事項は、平成 22 年 7 月 15 日から施行する。 
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別紙９：研究ユニット評価実施要領 
 

制定 第 10140100-E-20100715-002 号 平成 22 年 7 月 15 日 
平成 23 年 6 月 30 日 一部改正 

最終制定 第 10140100-A-20120511-001 号 平成 24 年 5 月 11 日 一部改定 

 
本実施要領は、「研究ユニット評価委員会要領」に基づき、研究ユニット評価の実施に必要な事項

について定める。また、研究ユニット評価委員会の委員のうち外部評価委員の構成及び選定について

は、「研究ユニット評価外部評価委員の候補者選定実施要領」による。 

 

１．研究ユニット評価の目的 

  研究ユニット評価は、以下を目的とする。 

  ① 研究活動の活性化・効率化を図ること 

  ② 評価結果を産総研の経営判断に活用すること 

  ③ 産総研の活動を公開し、透明性の確保と理解を得ること 

 

２．評価の実施時期・内容 

研究ユニット評価の実施時期は、隔年度を基本とし、研究センター及び研究ラボはその発足時

期を、研究部門においては中期目標期間を基準に、各年度に実施する研究ユニットを別途定める。 

なお、研究ユニット評価の実施時期等によって、本実施要領に定める評価の対象期間、評価内

容及び評価結果の記入等の事項の一部を変更することができる。 

 

３．評価の対象期間 

評価の対象期間は、原則として、当該年度及びその前年度の 2 年間とし、実績のデータ（特許、

論文等）については当該年度の９月３０日までの過去２年間とする。 

 

４．評価内容 

本評価では、本格研究の推進の観点から、中期目標の達成とアウトカムの実現に向けた①研究ユ

ニット全体のシナリオ・ロードマップ、②ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット、③

イノベーション推進への取り組み及び④研究ユニット運営の取り組みについて評価を行う。 

これらの評価にあたっては、研究ユニットの種類（研究部門・センター・ラボ）、研究の性格（先端・

政策ニーズ対応・知的基盤）及び中期目標期間に対する評価の実施時期の違いも十分に考慮する。 

 

（１）研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

研究ユニットの研究開発の計画全体を対象に、中期計画における目標の達成及び中長期的な展

開等の妥当性について評価する。 

（主要な評価事項） 

・ 中期計画における目標とその達成に関する計画・進捗（中期目標期間のはじめの時期

は計画を対象にし、その後進捗を含める） 

・ 中長期的視点からの研究ユニットの目標（方針） 

・ 内外との連携及び国内外における優位性・特徴 

・ 研究ユニット全体の計画におけるユニット戦略課題の相互関係と展開 等 

 

（２）ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

ユニット戦略課題毎に以下の項目について評価する。 

なお、主たる研究の性格のうち、「先端研究」には、新たな知識の発見・解明とともに、新たな概

念や技術体系の構築等、既存の知識を含めた融合・適用を主体とする研究開発を含み、それらの位

置づけや外部連携の実績等も考慮して評価する。「政策ニーズ対応研究」や「知的基盤研究」にお

いては、長期的政策推進計画や国の整備計画等との整合性も考慮して評価する。 

また、ミッションに地域貢献があり、それに対応する研究開発が含まれる場合には、ロード

マップやアウトプットのアウトカム実現への寄与における地域貢献の妥当性も考慮する。 

 

１）ロードマップ 

中期計画における目標、アウトカムとその実現に向けたロードマップの妥当性等について評

価する。 

（主要な評価事項） 
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・ アウトカムの的確性 

・ アウトカムへの道筋（研究開発の内容や連携等の方策）、及びマイルストーンの設定の

妥当性 

・ 必要な技術要素の把握の妥当性 

・ 他機関との優位性等の比較（ベンチマーク）の妥当性 等 

２）アウトプット（成果） 

アウトプット（成果）のアウトカム実現への寄与とその世界水準を基準とする質の高さ等に

ついて評価する。 

（主要な評価事項） 

・ アウトカム実現への寄与 

・ 世界水準を基準とする質 

・ これまでのロードマップに示されていない顕著な成果 等 

 

（３）イノベーション推進への取り組み 

成果の発信やイノベーションハブによる国、社会への貢献等に向けた取り組みとその効果に

ついて評価する。 

（主要な評価事項） 

・ 成果の発信や研究ポテンシャルによる、国、社会、産業界、学界、及び国際、知的基盤

等への貢献の取り組みとその効果 等 

・ 産業人材育成を含む、産学官連携・地域連携等のイノベーションハブとしての取り組み

とその効果 等 

 

（４）研究ユニット運営の取り組み 

研究ユニット運営における活動の活性化とポテンシャル向上への取り組みとその効果等につ

いて評価する。 

（主要な評価事項） 

・ 所内連携や分野融合 

・ 資金獲得・効率的活用 

・ 組織運営や体制の整備 

・ 内部人材育成 

・ 挑戦課題の推進等 等 

 

５．評価の手順等 

研究ユニット評価委員会は、委員会配布資料（研究ユニット作成資料、事務局による参考資

料等）及び資料の説明・質疑に基づいて評価を行う。 

評価委員会に出席しない委員が書類のみによって評価することは行わない。 

 

（１）研究ユニット作成資料及び評価委員会における説明・質疑 

研究ユニットは、前項の評価事項に対応する以下の資料を作成し、評価委員会で説明する

とともに、評価委員との質疑応答を行う。 

１）評価資料（研究ユニットが事前に評価部に提出） 

「研究ユニット評価資料作成要領」に示す様式に従い作成された資料とする。評価委員会

が開催される１ヶ月前までに、電子ファイルで評価部に提出する。 

評価部は、提出資料に必要な事項が記載されていない場合にはその修正を求める。 

２）プレゼンテーション資料（委員会当日、研究ユニットが配布。平日２日前までにその時点

の資料を評価部に送付） 

当日のプレゼンテーションにおいて、上記の評価資料の主要な項目に関する説明を行う資

料とする。 

３）評価委員会における説明・質疑 

研究ユニットは、評価委員会において、前項の評価項目の順に評価資料の説明を行う。 

なお、評価委員の質疑の時間を確保するため、説明時間は、質疑の時間以下とする。 

 

（２）評価委員による評価結果の記入 

評価委員は原則として全項目について評価する。 

評価コメント及び評点を評価用紙に記入し、委員会終了後 1 週間以内に事務局に提出する。

評価委員による評価コメントと評点を表１に示す。 

外部委員は「ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット」及び「イノベーション

推進への取り組み」について、コメントとともに、評点を記す。そのほかに対するコメント
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も可能な限り付すものとする。 

内部委員は、「研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ」について「研究ユニット戦略

課題毎のロードマップ・アウトプット」も考慮して評点を記し、コメントを付す。また、

「イノベーション推進への取り組み」及び「研究ユニット運営の取り組み」についても評点 

を記し、コメントを付す。 

 

１）評価コメント 

評価コメントは、評価の根拠のコメントのほかに、今後の方向性と助言を記述する。 

 

２）評点 

評点は、以下を基本とする。 

Ａ（優れている、４点） 

Ｂ（概ね適切、３点） 

Ｃ（要改善、２点） 

Ｄ（不適切、１点） 

なお、特記的に優れているものについてはＡＡ（５点）とすることができる。また、それ

ぞれの評点の間の評点を認め、例えばＡとＢの間の場合、Ａ/Ｂとする。 

 

３）評価結果の取り扱い 

評価コメント及び評点は、評価委員名を匿名化して研究ユニットに回付する。評価委員のコ

メントに事実誤認があると研究ユニットが指摘し、評価部が必要と認めた場合、その指摘を評

価委員に回付する。評価委員はこれを参考にしてコメントあるいは評点を修正することができ

る。 

 

４）総合点の算出 

表 1 における評点の重み付けにより、総合点を算出する。この場合、ユニット戦略課題に

ついては、研究ユニットが設定した課題の重み（１又は２）を掛けて加重平均を取り、ユニッ

ト戦略課題の総合点とする。 

 

表１ 評価項目と評価及び評点の重み付け 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

＊ ユニット戦略課題も考慮する 
 

５）評価委員によるその他の意見 

評価委員は、その他の意見として、以下の項目のコメントを付すことができる。 

・ 研究ユニットについて 

・ 評価システムについて 

 

６．評価結果の報告 

評価結果は、評価部長がとりまとめて理事長に報告する。 

 

７．留意事項 

 

研究ユニット評価における、秘密保持、提出資料等の「法人文書としての取り扱い」及び「著

作権の対応」等は、それぞれ関連する法令及び所内規定等に基づいて対応することとする。評価に

おける資料・情報の取り扱いの留意点を「研究ユニット評価資料作成要領」に示す。 

評価項目 
外部評価委員 内部評価委員 

評価 評点 
重み付け

評価 評点 
重み付け

研究ユニット全体のシナリオ・

ロードマップ 
・評価コメント  ・評価コメント 

・評点（＊） ０．１ 

ユニット戦略課題毎のロードマッ

プ・アウトプット 
・評価コメント 
・評点 ０．６ 

・評価コメント  

イノベーション推進への取り組み

 
・評価コメント 
・評点 ０．１ 

・評価コメント 
・評点 

０．２ 
研究ユニット運営の取り組み 

 
・評価コメント 
 

 ・評価コメント 
・評点 
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８．その他 

なお、研究センター及び研究ラボの終了予定年度に、研究ユニット評価と研究ユニット活動総

括・提言委員会を実施する場合には、研究ユニット評価を原則として当該年度の６月頃に実施する

こととし、その場合には事前の連絡を当該研究ユニットに行い、当該研究ユニットは実施に必要な

準備を行うこととする。 
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別紙１０：研究ユニット評価資料作成要領 
 

制定 第 10140100-A-20110630-002 号 平成 23 年 6 月 30 日 

（研究ユニット評価実施要領から分離改定） 

最終制定 第 10140100-A-20120511-002 号 平成 24 年 5 月 11 日 一部改定 

 

（必要なときは、次の内容をご記入ください） 

 

地震の影響等の状況の大きな変化とその対応の概要について、必要なときは、項目６「その他」 にまとめて

記載してください。また、研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップの変更やユニット戦略課題毎の影響、及び

ユニット経営における工夫等は、それぞれ該当する場所に記載してください。データ表は、必要なときは研究

開発の実施以外の経費を分けて記入してください。 

 なお、評価委員会では、上記の全体概要について、必要に応じて冒頭に説明を行ってください。 

 

Ａ 記入様式 

 

  研究ユニットは、評価資料を以下の様式に従って作成してください。また、項目７「研究成果等に関するデー

タ表」は、評価部から配布する入力用シートを用いてください（なお、研究テーマＤＢの利用については評価部

と協議してください）。 

①  書式： 

ソフト：ＭＳワード 

用紙サイズ：Ａ４（縦）、４３字／行、５０行／ページ 

マージン：上下、左右各２０ｍｍ 

フォント：MS ゴシック１０．５ポイント。 

② 提出方法： メール添付で提出 

③ 提出期限： 委員会開催日の１ヶ月前 

④ 提出先 ： 評価部の各研究ユニット担当者 

 

Ｂ 表題及び研究ユニット名 

 

表題：研究ユニット評価資料（平成○○年度実施） 

 

研究ユニット名：○○○○○ 

 

Ｃ 記載内容 

 

以下の項目について、明確、簡潔に提示してください。 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ（３ページ以内（図表を含む、以下同様）） 

１） ミッション 

２） 中期計画における目標及び研究戦略における位置付け 

３） 中長期的視点からの研究ユニットの目標（方針） 

４） 内外との連携及び国内外における優位性・特徴 

５） 研究ユニット全体の計画 

ユニット戦略課題の相互関係と展開を含めた、研究ユニット全体の計画の要点を記載し、そのシナリ

オ・ロードマップを図示してください。また、多様な研究開発を含む場合に、必要なときは、それぞれ

の研究開発の段階、及び産業 ・社会での普及状況等との関係の位置づけをポートフォリオ等で分かりや

すく示してください。 

なお、研究センター及び研究ラボについては、終了後の展開・発展を含めて示してください。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット（各ユニット戦略課題毎５ページ以内） 

以下の項目について、ユニット戦略課題毎にまとめてください。 

  ユニット戦略課題は、研究テーマＤＢに登録した「ユニット戦略課題」（課題数３～６）と一致させてくださ

い。 

   

２．１．ユニット戦略課題１：課題名 
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（１）課題の概要 

１）課題の性格及び本格研究における位置付け 

主たる研究の性格（先端研究、政策ニーズ対応研究、知的基盤研究）、及びこの課題における主要な研

究開発の最終的なアウトカムに向けた位置付けを示してください。 

なお、「先端研究」においては、新たな知識の発見・解明のほか、新たな概念や技術体系の構築等、既

存の知識を含めた融合・適用等を主体とする場合、その中核的な研究開発等の主要な位置づけと意義を

示してください。「政策ニーズ対応研究」や「知的基盤研究」にあっては、関連する長期的政策推進計

画や国の整備計画等についても示してください。 

また、研究開発に地域貢献を含む場合には、その位置づけと意義をここに示すとともに、以下の項目

（２）のロードマップにおける位置づけ及び（３）のアウトプットにおいてアウトカム実現への寄与の具体的

内容等を示してください。 

２）課題の重み（１又は２） 

基本は１とし、特段重要と考える場合は２としてください。この課題の重みは、ユニット戦略課題の総

合点を計算する際の加重係数となります。 

３）対応する中期計画項目：番号及び項目名（小項目及び小項目の一部を担当する場合にはその部分までを示

してください、○－（○）－<○>、「・・・・・・・」） 

４）参画研究グループ／チーム名（他研究ユニットを含む） 

５）研究予算の内訳等 

前年度及び今年度の予算額（運営費交付金、外部予算）を示してください。 

（「研究成果等に関するデータ表」を補足する特徴的なことや記載が難しい内容を示してください。特

にない場合、「「研究成果等に関するデータ表」参照」としてもかまいません。） 

  ６）その他 

産業変革イニシアティブ課題や連携研究体の研究課題がある場合、ユニット戦略課題との関係を記述

してください。 

ユニット戦略課題と密接に関係して実施している技術研究組合の研究開発がある場合で、必要なとき

は、その関係及び可能な範囲で資源（産総研からの人員等）を記載してください。 

また、それらの成果を項目（３） １）「主な成果及び進捗」に記載する場合には、技術研究組合での成果

と分かるようにしてください。 

なお、技術研究組合に関する取り組みで必要なときは、「イノベーション推進への取り組み」の評価項

目でアピールしてください。 

 

（２）ロードマップ 

中期目標期間中を中心に、研究ユニットの種類や研究の性格を考慮して作成してください。 

  １）ロードマップ 

以下の全項目の関係を含むロードマップの要点を記載し、ロードマップを図示してください。また、

多様な研究開発が含まれる場合、必要なときは、それぞれの研究開発の段階及び産業・社会での普及状

況等との関係の位置づけをポートフォリオ等で分かりやすく示してください。 

① 想定するアウトカム 

② マイルストーン：中期計画における目標、アウトカム実現に至るまでの年度目標、その達成に向け

た方策（研究開発の内容や連携等） 

③ 技術要素：アウトカム実現に向けて必要となる技術要素及びユニット戦略課題遂行のために研究ユ

ニットが有するコア技術 

 

なお、前回の評価委員会等におけるロードマップから変更がある場合には、その内容及び背景等を

あわせて説明してください。 

 

２）ベンチマーク 

本課題や技術要素に関する研究ユニットの国内外の位置付けと優位性・特徴について、外部連携状況を

含めて、図表を活用して簡潔に示してください。 
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（表の例） 

課題又は技術等 国内外の位置付け 優位性・特徴 

＊＊課題 
 

  

＊＊に関する技術 
 

  

 
 

  

 

（３）アウトプット（成果）（数値は「研究成果等に関するデータ表」に記載） 

１）主な成果及び進捗（図を含めて１ページ程度） 

    研究開発の主な成果について、ロードマップにおけるアウトカムとの関係及びその世界水準が分かるよ

うに説明してください。 

    また、これまでのロードマップに記載されていない顕著な成果や過去の研究開発によるアウトカムの実

績等がある場合には、その意義を含めて記載してください。 

２）代表的な成果のエビデンス 

    各ユニット戦略課題に関連する代表的な成果について、各年度について全項目であわせて１０件程度を

示してください。項目選択や順序、様式は任意です。 

     

２．２．ユニット戦略課題２：課題名 

 

 （以下、各ユニット戦略課題について、上記の項目で記述してください） 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

 

イノベーション推進への取り組みに関する研究ユニットの考え方及び主要な目標について、２００字以内で

記述してください。 

 

また、以下の取り組みについて、研究ユニットの特徴等に基づいて、アピールしたい順番にそれぞれ３事

項以内を記載してください。効果等の欄には、外部への貢献や企業等の相手における効果等を記述してくだ

さい。 

 

（１）成果の発信や研究ポテンシャルによる、国、社会、産業界、学界、及び国際、知的基盤等への貢献の取り

組みと効果等。 

取り組みの事項と内容 

（２００字以内） 

効果等 

（１００字以内） 

１．（事項名） 

 
 

 

２． 

 
 

 

３． 

 
 

 

 

（２）産業人材育成及び産学官連携・地域連携等のイノベーションハブとしての取り組みと効果等。 

取り組みの事項と内容 

（２００字以内） 

効果等 

（１００字以内） 

１．（事項名） 

 
 

 

２． 

 
 

 

３． 
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４．研究ユニット運営の取り組み 

研究ユニットの活動の活性化とポテンシャル向上への取り組みとその効果について、以下の５項目及びその

他の事項を、アピールしたい順に可能な限り記載してください。（ただし、リスク管理・コンプライアンスは

含みません） 

・ 資金獲得・効率的活用の工夫 

・ 組織運営や体制の整備等の工夫 

・ 内部人材育成の工夫 

・ 所内連携や分野融合等の工夫 

    ・ 挑戦課題の推進等の工夫 

 

 

取り組みの事項と内容 

（２００字以内） 

効果等 

（１００字以内） 

１．（事項名） 

 
 

 

２． 

 
 

 

３． 

 
 

 

４． 

 
 

 

５． 

 
 

 

６． 

 
 

 

 

 

５．前回評価結果等の指摘事項に対する対応 

前回の評価結果等の主な指摘事項５件程度について、研究ユニットの対応状況及び役立った点等を記載して

ください。 

 

 

前回評価結果等の

指摘事項 

指摘事項の対応状況 

（２００字以内） 

 
 

 

  

  

  

  

 

６．その他  

  その他のアピールしたい点、及び今後の課題や意見等がある場合に記載してください（省略可、１ペー

ジ以内） 

 

７．研究成果等に関するデータ表 

  研究成果等の主要なデータについて、別途評価部が配布するデータシートに記入してください。 

  （なお、前述のように、研究テーマＤＢの利用については、評価部と協議してください）。 
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８．評価における資料・情報の取り扱いの留意点 

 

１）秘密保持に関する留意点 

・ 「研究ユニット評価資料」は、その一部を評価結果の報告書等によって公表することがあるので、秘密情

報は掲載しないでください。 

・ その他のプレゼンテーション資料や配布資料及び口頭での説明等における秘密情報の取り扱いは、共同研

究等の秘密保持契約を結んでいる場合にはそれに従ってください。共同研究の相手先の名称等を含めて、必

要なときは相手先に書面による承諾を得てください。 

・ その他を含む秘密情報の取り扱いとして、評価委員と秘密保持に関する誓約をとりかわします。この場合

においても、秘密情報の部分を特定して示すことなど、秘密情報の表示等の要件を満たす必要がありますの

で、適切に対応してください。 

 

２）法人文書としての取り扱い 

・ 「研究ユニット評価資料」のほか、プレゼンテーション資料及び配布資料は、法人文書で、情報公開の開

示請求の対象であり、保存期間等の適切な管理が必要です。 

 

３）著作権の対応 

・ 「研究ユニット評価資料」は、評価部において複写等を行うので、著作権法に従ったものとするとともに、

別途手続きが必要な資料や図表等は用いないでください。 

・ プレゼンテーション資料及び配布資料は、原則著作権の許諾等が不要なものとしますが、必要な場合には

研究ユニットで手続き等を行い、その許諾された範囲で複写等を行ったものを提出してください。 
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別紙１１：研究ユニット評価 評価用紙 
 

ここには外部委員用の評価用紙を示す。内部委員用は評点を記載する用紙が異なる。 
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別紙１２：評価システム等に対するコメントと回答 
 
 

●肯定的なコメント 

□ 評価システムは有効に機能し全体として適切 
・ 評価の最大のポイントはＰＤＣＡサイクルを本当に回すことである。評価のための評価ではどうに
もならないが、産総研では各センターの評価に本部の評価部がかなりコミットし、大きな戦略に生
かしているように見えるので、評価システムとしては妥当であると思われる。 

・ 現行の評価システムで問題はない。 

・ 評価委員会の組織と実施要領は良いと思います。 

・ 研究ユニット評価の３つの目的を実践していくための本評価システムやスケジュールの基本方針
は妥当と考えられる。 

・ 評価しやすいタイムスケジュールが組まれていたと思います。 

・ 法人の多くの評価系は、形式的に終わり、時間と労力を費やすだけのミッシングループに陥りや
すいなか、本評価システムはかなり有効に機能していると思われ、よく練られていると思われる。

・ 評価システムとその運営はかなり良いほうだと思う。 

・ 今実施されている評価システムは大変充実したシステムと思います。一般に評価システムを構成
すると評価を気にした研究活動が先行されることが多くなるかと思います。しかし、外部評価委員
としてこのシステムに触れ感じるのは、評価させるための研究ではなく、独法産総研としてアウト
カムを常に志向した研究活動がなされていることです。 

・ これこそが評価システムの目標であり、研究員の方々が社会を意識した活動を行うことが目標と
意識できる、評価システムとなることが重要です。その観点からみると戦略課題の解決のため頑張
っている部門メンバーの成果を聞き、この評価システムは機能していると判断します。 

・ 大変すばらしい活動かと思います。 

・ 評価システムは、他機関の評価システムと較べても、優れていると思う。特に、「評価資料」と
パワーポイント図面は、分りやすくまとめられ、評価がしやすく構成されていた。 

・ きっちりしたシステムを作り、十分な評価体制ができている様子である。 

・ 産総研における研究評価制度は十分に機能しているように思う。各研究員に研究の目的、成果の
活用方法を考えてもらうことは、非常に重要なことと思う。 

・ 充分機能していることが分かり安堵している。 

・ 外部評価委員を増やし、外部の多様な意見を取り入れる方針も良いと思う。 

・ 詳細な資料が作成されており、大変な時間が割かれているのがわかる。 

・ 期間を通して務めさせていただき、やはり継続性は大事と実感しました。３年目辺りから、よく
理解できるようになりました。最初の頃は、研究ユニット側の説明の仕方も正直言って稚拙でした
が、最終的には他の模範となるような説明ぶりとなりました。 

・ 短時間で研究開発テーマや活動内容を理解して評価することは困難だが、課題の説明や研究開発
テーマの発表に工夫いただいており、かなりわかりやすくなってきているように感じる。 

・ 評価委員会において、成果説明などが表面的なものとなっているが、これは時間制約があり仕方
のないこと、と理解している。これをフォローするため、本研究ユニットが、各委員の専門分野に
重点をおいた事前説明を行っているのは意義がある。評価部において、事前説明の必要性が論議さ
れているように聞くが、可能な限り今後も続けていただきたい。 

・ 今回見学に参加して実際の装置を見て研究者から説明を受けることにより研究への理解が深ま
った。評価のスケジュールの中で見学を必ず行うようにすべきであるように思う。 

・ 評価委員会に先立ち、午前中に見学もさせていただきありがとうございました。とてもいい勉強
になりました。お忙しい中、御礼申し上げます。 
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●提言・改善等のコメント 

□ 評価システム全体、評価の視点等に関する意見 

外部評価委員によるコメントの要旨 評価部の回答 

・ 外部環境の変化に対応し、研究の活性化、成
果創出に繋がる柔軟かつ効果的な評価システ
ムに改善する必要がある。 

・ 共同研究先等の顧客満足度の視点も重要 など

・ 産業・社会貢献に向けた取り組みを適切に評価
できるシステムを目指して、改善を怠らないよ
う心がけます。 

・ 本ユニットの設置から２年経過して、世の中の環境はどんどん変化しています。本分野の重要性
はイノベーションの具体的に担う（役立つ）産総研でしか出来ない機能として益々高まってきてい
ます。今後のさらなる変化に対応した、マネジメントの変化や目標の変化対応を評価できるように
評価システムも変化されることを望みます。 

・ 産総研が、開発したものがどのようにユーザーで活用されているのか、満足度も含め評価する仕
組みが必要と感じます。 

・ どうしても研究成果（アウトプット）中心の評価となってしまうので、アウトカムという観点か
らは、産総研のＣＳ（顧客満足度）という視点も重要ではないか。 

・ 外部資金獲得額や社外研究者数は一つの指標ではあるが、どれだけ役に立った（役立ちそう）か
については、共同研究先から直接評価してもらうほか、産総研として産業界にどのユニットがどの
ように評価されているか等の調査も有効であると思われる。 

・ 評価委員の適正や評価結果を評価するシステムも必要ではないだろうか。 

・ 評価方式で改善すべきは、次年度以降の研究企画や予算付けに反映する枠組みにすべきことであ
る。既存の多くの評価は、評価をしても次年度以降の事業に反映できず、予算の枠組みは概算要求
時に概ね決まっていて、「評価は評価として実務的に行われるに過ぎない」というシステム不全が、
評価に対する熱意を失わせる。また、評価の日をなんとか切り抜ければ、評価者との正式の意見交
換はないので、穏当にという対応行動になりやすい。 

・ 今回は、評価の対象となる研究ユニットが、研究部門であったが、関連する研究センターや、産
総研組織全体として、これまでどのような評価や課題点が指摘されてきたかの概要が、予め把握で
きていると、当該ユニットに特化した評価がやりやすくなると思われる。 

・ 国の研究だけでなく研究開発全般について言えるが、国際的なコミュニティー作りや国際規格に
向けた発信などがますます重要になりつつあり、産総研の研究部門の枠を超えた産総研全体、さら
に、我が国の産官学全体のより一層の戦略的な連携、共同歩調が必要になりつつあると思われる。
従って、評価システムも、各研究ユニットの研究成果の評価にとどまらず、我が国全体の中での戦
略的位置づけも評価して欲しい。 

・ 評価システムは、イノベーションにどう取組むべきかの戦略設定に応じて評価基準が変わるべき
と考えられる。その意味で、現状の評価項目や指標が必ずしも適切と言い難い。時代の変化に即し
た研究テーマの設定や、研究への取り組み方の変革と、評価システムの変革はセットで考えるべき
であり、そのどちらかが欠けてもイノベーションが促進されない。 

・ 当日のプレゼンテーションに参加した評価委員のみの意見を聴取しているが、当日のプレゼン
テーション自身もかなり駆け足であり、個別の案件をきちんと評価できるとはいいがたいので、書
面審査による評価意見の提出も認めてはどうか。もちろん、実地でプレゼンテーションを聞き質疑
を行うことが標準です。 

 

□ 評価項目・評価基準に関する意見 

外部評価委員によるコメントの要旨 評価部の回答 

・ 評価項目、評価データは産業・社会への貢献を
適切に評価ができるように更に改善する必要
がある。 

・ 産総研の多様な研究開発に適した評価項目や
評価基準の設定を目指していきます。 

・ アウトカムの具体性にあまり重点を置かないようにしてほしい。良いアウトプットがあれば、市
場性、商品性を考慮して企業側からの共同研究があると思いますので、その時点でアウトカムは
十分に評価されるべきとおもいます。アウトカムの評価は５年後１０年後さらにその先に決まるも
ので、短期には予想できないとおもいます。 

・ 本評価では言及記載しなかったが、「アウトカム」の視点での評価であれば、（ＭＯＵの有無に
かかわらず）「共同研究」やその成果についても（と言うより、その内容や成果こそ）評価の対
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象とすべきではないか？  

・ 次につながる芽を摘まないような評価であって欲しい。予算等のインセンティブとセットになっ
た評価であることも必要と思われる。技術組合と分けて評価するのは困難な課題もあると考えら
れる。一体の評価の中で、ユニットの位置付けを含めて評価すべきのように思われる。 

・ 当該研究ユニットに限らない問題点ですが、イノベーション推進を評価するには、技術移転件数
やノウハウの取得件数などを含めないと、評価できない時代に入っていると思います。 

・ 短期間のロードマップで約束した目標への達成度と共に、基盤的研究の継続等を進めていること
についての評価軸を持っても良いのではないか。 

・ 多岐にわたる研究領域を包含している当該研究ユニットにおいては、一軸での評価がきわめて困
難である。複数軸によるきめ細かい評価システムの設定が、各々のグループ長の動機づけをさら
に高めるものと思われる。対外的なアピールをさらに強固なものにするためにも、評価システム
の整備を強く期待したい。 

・ 研究の評価は、設定テーマの最終目標とその成果で実施すべきであるが、テーマ設定に達成の困
難度を加えて、その成果を評価すべきと思う。大事な点は如何に多くのチャレンジングなテーマ
設定をできるかであると思う。 

・ 評点については、「テーマ・成果の評価」と「プロセスの評価」に分けたほうが評価しやすい。

・ 研究ユニットの目標を明確化し、それに対してどの程度達成しているかを自己評価するような枠

組みがあるとよい。 

 

□ 評価委員会の時間に関する意見 

外部評価委員によるコメントの要旨 評価部の回答 

・ 評価の内容が多岐にわたっており、短時間で
は十分に理解するのが難しい。 

・ 意見交換の機会を有効に活用するとともに、評
価委員会の開催時間を長く取る等の努力をして
行きたいと考えています。 

・ あまりにも短時間で詰め込まれて、適切な質疑・討論ができない。
・ 評価委員会の開催は年１回だけで、委員会終了後に求められる評価結果提出までの期間も短い。
事前に資料配布はあるものの、内容が専門的なだけに、担当者から実際に説明を聞かないと理解し
づらい。にもかかわらず、評価委での個々の説明時間は短く、しかも集中的に行われる。評価委員
会の議題を分割し、間隔を空けて２回開くなど、もう少し改善の余地はないだろうか。 

・ 部門内各研究の成果発表については、発表時間が短いと感じます。質疑の時間は最後に集約した
方が、発表される方もより多くの情報を発表できるので、評価する側も評価しやすくなるのではな
いかと思います。 

・ 評価会議は十分な説明時間と質疑の必要性からして、午後の半日ではなく、午前からの終日とす
るのが良いのではないだろうか。 

・ 半日でも一日でも時間的には変わらないので、もっと多くの研究内容を聞きたかった。研究発表
を聞けば、どの程度のアクティビティーが有るかはすぐに判断出来る。評価委員に取っては、資料
を読む時間が節約できる。 

 

□ 評価作業の負担に関する意見 

外部評価委員によるコメントの要旨 評価部の回答 

・ 評価のための資料や会議の準備のために研究
者の時間が費やされ、本来の研究業務を圧迫し
ているのではないか。 

・ 研究ユニットの評価を隔年とするなど評価の
効率化を図っていますが、さらに改善を継続し
て行きたいと考えています。 

・ 評価のための準備が、所員に新たな業務を強いていることが心配である。元々、発表には慣れて
いる人達なので大きな負担ではないとは思うが、同様な業務が繰り返しあるとしたら、合計では相
当な時間が取られているはずである。所員には、ペーパーワークが増えない工夫を望みたい。 

・ これだけ多数の幹部が丸 1 日缶詰になる必要があったのか。発言しない（する必要のない？）出
席者も少なからずいたように思う。資料の作成も含めて、もうすこし評価の負荷を軽くしても良い
のではないか。 

・ 本ユニットに限る話ではないが、産総研の評価は評価部と研究ユニットの双方にかなりの負担を
かけているのではないかとおもう。もう少し軽量化してもよいのではないか。例えば一般向けの成
果発表会や、オープンハウスに外部評価委員を招待すれば、研究現場の負担は減るのではないか。
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□ 評価委員構成に関する意見 

外部評価委員によるコメントの要旨 評価部の回答 

・ 学術面だけでなく、産業界に立った視点での
評価委員を増やす必要がある。 

・ 平成２４年度から、産業化視点及び社会的視点
による評価をいただける方々の割合を増やして
います。 

・ 工学系（大学教員ではなく、企業などで製品化を経験したことのある、エンジニアリングの重要
性が理解できる方）や技術経営（MOT）の評価委員をもう少し増やした方がいいと感じました。
学術面では、当該ユニットは優れた評価を獲得済みです。これに対して、エンジニアリング面で
のノウハウや知的財産を具体的に評価できる方の意見を聞かないと、今後の展望を考えるヒント
が得られないと思います。 

・ 複数分野からの外部審査員及び内部審査員を配置したことは、評価の適正さにとって重要なこと
と考える。余裕があれば、理工系以外から弁理士や知財担当者、特許審議官、経営観点の審査員
なども今後配置すると、社会のニーズや趨勢を見誤ることなく意見を吸い上げることができると
考える。 

 
□ 評価資料の記載、説明内容に関する意見 

外部評価委員によるコメントの要旨 評価部の回答 

・ 資料の記載内容や方法について、評価に必要
な情報を分かりやすく掲載することなどの改
善が必要である。 

・ 評価に必要な情報をわかりやすく掲載・説明す
る工夫をより一層図るようにして行きます。 

・ 萌芽的な研究から応用研究まで幅広い研究課題がある。それぞれの課題について何をアウトカム
とするかを明示したほうが良いと思われる。 

・ 資料の内容が評価する側にとってわかりにくい。目標の設定、その目標に対する達成度などが分
かりやすくなっているとより評価はやりやすいと感じる。 

・ 基礎研究、産業化に近い研究等多様な研究が含まれることはよいが、特性の相違を含めた評価シ
ステムが必要。上記の視点を含め、個々の研究の位置づけを示すポートフォリオがあれば、理解し
やすい。 

・ 技術水準を評価に含めるのであれば、ベンチマークを評価資料に必ず含めるようにすべきであ
る。 

・ ベンチマークは２つのレベルで実施してほしい。１つは部門全体としてのベンチマークで、世界の
研究機関とのベンチマークを、２つめは各研究テーマのベンチマークである。ユニット全体や部門
全体のベンチマークは、相対的な比較には有効であるが、全体の平均となり曖昧なものになりやす
い。各担当には自明であっても、研究テーマ毎のベンチマークを示すことが重要と思う。 

・ 重点課題毎に、アウトカムやアウトプットの説明にばらつきがあるように感じた。プレゼンにお
いてもある程度、統一的なフォーマットがあるとよいかもしれない（一部の重点課題は、予算額や
人員、論文業績など述べていないケースもあった）。 

・ 今回は初めてなので、研究が以前に比べてどの程度進んだのかがわからなかった。アウトプット
のみでなく、研究の進行状況を評価に加えたほうがよいと思う。 

・ 課題・テーマ選定の理由・妥当性、目標設定の妥当性、資源配分（人・物・金）の考え方、実現
した場合の社会等へのインパクトの大きさ、費用対効果、計画に対する進捗・課題、他の研究機関・
大学に対する優位性等、も説明頂きたい。 

・ ベンチマークの記載はあるものの、絶対成果の説明だけでは、世の中の水準や競争相手のレベル
が分かりにくいものもある。説明に工夫が必要。 

・ 一日中座りっぱなしで長いプレゼンを聞いているのでは、集中力が続きません。プレゼンで全
体・総括的な話を聞いたうえで、個別技術の話は現場を訪問して、研究者から直接聞きたかった。
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□ その他の意見 
・ 正直難解である。言葉の定義が曖昧なので、それぞれについて評価を問われても回答がしにく
いです。今後改善頂けましたら幸いです。 

・ イノベーションの発揮のためには自由な雰囲気が必要である。研究者の能力が最大限に引き出
せるよう、過度なマネジメントとならないようにして欲しい。 

・ 産総研全体あるいは国の問題とも思うが、国際化推進のなかで知財のプロテクションをどう考
えていくかも重要な視点である。 

・ 評価委員のコメントは思いがけない方向からの鋭い指摘がある反面、単にその場の思い付きを
もらしたに過ぎないということもありがちである。実際そのような場面も経験した。評価委員が
言ったからといって、単なる思い付きに付き合う努力をするべきではない。評価される側の方が
問題点を切実に感じていることが多く、評価をいわばてこ入れに使いたいと思う事もあるだろう。
せっかく多くの時間を費やしたのだから、点数を付けるのが目的ではなく、今後の研究のベクト
ルをそろえるのに役立つような纏め方が望まれる。 
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おわりに 
 
 

本報告書では、平成２４年度に実施した２１研究部門と９研究センターの研究ユニット評価の結

果、及びその他の研究ユニットにおける開始時意見交換会と評価委員意見交換の開催状況につい

て報告した。 
 
本年度の評価結果では、研究開発について、多くの研究ユニットで世界のトップに立っている

ことや、基礎と応用の両輪を連動させている優れた研究であること、あるいは標準の基幹をなす

研究・開発が行われており国際的にもリードする立場を誇っていることなどが高く評価されてい

る。また、量産技術の実現と製品化段階に大いに利用される基盤技術の知見など、実用化に向け

た研究開発の着実な進展が高く評価されている。 
外部連携や人材育成等のイノベーション推進への取り組みの評価では、世界的に独自性・優位

性があることや先端技術・機器等を保有し、技術研究組合、省庁、企業等と積極的に連携してい

ること、産業や技術の情報を広く収集し活用していること、成果が企業、研究機関、行政等に活

用されていること、及び人材育成に積極的に取り組んでいること等が高く評価されている。 
 
上記のように産総研の大部分の研究開発の「研究成果の水準」は高いと評価されている一方、

研究開発の進展に伴い、「今後の主要な課題と方向性」として多くの助言が得られている。 
これらの内容には、実用化等に向けた一定の段階に達しており今後企業等外部の機関との役割

分担を含む展開の明確化が必要であること、研究開発以外の取り組み例えば世界中の同業者を引

き付ける新たな構想のアピール等をより一層積極的に行うこと、あるいは「なぜこの研究が必要

なのか」をもっと一般国民に知らせることが必要とするなどの指摘がある。さらに、研究開発の

多様性の確保と焦点を当てるテーマとのバランスをどうするかについても多くの指摘がある。 

このような、企業活動や社会との相互関係あるいは研究開発全体の構成についてどのようにす

るべきかについては、評価委員にも議論があるが、今後の産総研における活動をより的確にする

ためには、それらの方針を明確にすることが重要である。 

 
本年度評価委員会を開催しない研究ユニットについては、評価委員の評価対象の理解を深める

とともの助言を得る機会として開始時意見交換会や評価委員意見交換を行った。 
これらを含め、産総研における活動の進展とそれを取り巻く状況の変化に対応した、より適切

な評価がなされるように、今後も引き続き改善を行い、より一層適切なものとしていきたい。 
 
末筆ながら、本評価にご尽力いただいた評価委員各位、及び評価資料の作成をはじめとする研

究ユニットの関係者等、評価の実施に協力していただいた関係者各位に感謝申し上げる。 
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